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平成20年第１回沖縄県議会（定例会）会期日程

自　平成20年２月13日　　
会期43日間　　　　　　　　　　　　　

至　平成20年３月26日　　

備　　　　　考日　　　　　　　　　程曜日月　日

先議案件付託
請願・陳情付託

　　　　　（会議録署名議員の指名）
　　　　　（会期の決定）
本 会 議（常任委員の所属変更の件）
　　　　　（知事提出議案の説明）
委 員 会（先議案件審査）

水２月13日１

本 会 議（議員提出議案の説明、採決）木14日２
代表質問通告締切（正午）議案研究金15日３

休　 会丑16日４
休　 会羽17日５

一般質問通告締切（正午）委 員 会（議会運営委員会）月18日６
議案研究火19日７
　　 　 （先議案件委員長報告、採決）本 会 議　　 　 （代表質問）水20日８

本 会 議（代表質問）木21日９
本 会 議（代表質問）金22日10
休　 会丑23日11
休　 会羽24日12
本 会 議（一般質問）月25日13
本 会 議（一般質問）火26日14
本 会 議（一般質問）水27日15

議案付託　　 　 （一般質問）本 会 議　　 　 （予算特別委員会設置）木28日16

請願・陳情提出期限
　　　　　　　（特別委）

委 員 会（補正予算審査）金29日17

休　 会丑３月１日18
休　 会羽２日19
委 員 会（補正予算審査）月３日20
議案整理
委 員 会（議会運営委員会）火４日21

請願・陳情付託（特別委）本 会 議（補正予算委員長報告、採決）水５日22
委 員 会（予算特別委員会）木６日23
委 員 会（予算特別委員会）金７日24
休　 会丑８日25
休　 会羽９日26
委 員 会（予算特別委員会）月10日27

請願・陳情提出期限
　　　　　　　（常任委）

委 員 会（予算特別委員会）火11日28

委 員 会（予算特別委員会）水12日29
委 員 会（予算特別委員会）木13日30

請願・陳情付託（常任委）委 員 会（予算特別委員会）金14日31
休　 会丑15日32
休　 会羽16日33
委 員 会（予算特別委員会）月17日34
委 員 会（常任委員会）火18日35
委 員 会（常任委員会）水19日36

春分の日休　 会鵜20日37
委 員 会（常任委員会）金21日38
休　 会丑22日39
休　 会羽23日40
委 員 会（特別委員会）月24日41
議案整理
委 員 会（議会運営委員会）火25日42

本 会 議（委員長報告、採決）水26日43

（注）２月14日は休会の日と議決されていたが、２月13日の議会運営委員会の協議に基づき、議員提出議案審議

のため特に会議を開いた。
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開会日に応招した議員

仲　里　利　信　君

具　志　孝　助　君

上　原　　　章　君

佐喜真　　　淳　君

新　垣　良　俊　君

仲　田　弘　毅　君

照　屋　守　之　君

赤　嶺　　　昇　君

當　山　　　弘　君

狩　俣　信　子　君

比　嘉　京　子　君

奥　平　一　夫　君

前　田　政　明　君

租　田　勝　廣　君

當　山　眞　市　君

辻　野　ヒロ子　君

親　川　盛　一　君

嶺　井　　　光　君

岸　本　恵　光　君

當　間　盛　夫　君

当　銘　勝　雄　君

渡嘉敷　喜代子　君

瑞慶覧　朝　義　君

嘉　陽　宗　儀　君

玉　城　義　和　君

内　間　清　六　君

前　島　明　男　君

國　場　幸之助　君

伊　波　常　洋　君

砂　川　佳　一　君

浦　崎　唯　昭　君

安　里　　　進　君

兼　城　賢　次　君

新　里　米　吉　君

髙　嶺　善　伸　君

当　山　全　弘　君

外　間　久　子　君

金　城　　　勉　君

糸　洲　朝　則　君

上　原　賢　一　君

小　渡　　　亨　君

池　間　　　淳　君

新　垣　哲　司　君

外　間　盛　善　君

平　良　長　政　君

新　川　秀　清　君

喜　納　昌　春　君



平成20年２月13日

　　　　　　　    平成20年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 １ 号）
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議　　事　　日　　程　第１号

平成20年２月13日（水曜日）

午前10時開議

第１　会議録署名議員の指名

第２　会期の決定

第３　常任委員の所属変更の件

第４　甲第１号議案から甲第30号議案まで及び乙第１号議案から乙第29号議案まで（知事説明）

第５　陳情第１号から第３号まで、第６号、第７号、第12号及び第13号の付託の件

 本日の会議に付した事件

日程第１　会議録署名議員の指名

日程第２　会期の決定

日程第３　常任委員の所属変更の件

日程第４　甲第１号議案から甲第30号議案まで及び乙第１号議案から乙第29号議案まで

甲第１号議案　平成20年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成20年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成20年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成20年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成20年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成20年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成20年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成20年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成20年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成20年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成20年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成20年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成20年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成20年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成20年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計予算

甲第20号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第21号議案　平成20年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成20年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成20年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成19年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第25号議案　平成19年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 1 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 13日（ 水曜日）午前 10時４分開会
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甲第26号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第27号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成19年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成19年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例

乙第２号議案　沖縄県職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立県民アートギャラリーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第９号議案　沖縄県公害審査会の紛争処理の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例

乙第10号議案　沖縄県介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条例

乙第13号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第14号議案　沖縄県立看護大学条例及び沖縄県立看護大学授業料等の徴収に関する条例の一部を

改正する条例

乙第15号議案　沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県中小企業の振興に関する条例

乙第17号議案　沖縄県道路整備・都市モノレール建設基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県奥武山総合運動場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　土地の処分について

乙第22号議案　訴えの提起について

乙第23号議案　照明灯倒壊事故に関する和解等について

乙第24号議案　損害賠償額の決定について

乙第25号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第26号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第27号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第28号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第29号議案　公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について

日程追加　議員提出議案第１号　航空運賃値上げに関する意見書

　　　　　議員提出議案第２号　航空運賃値上げに関する要請決議

　　　　　議員提出議案第３号　航空運賃値上げに関する要請決議

日程第５　陳情第１号から第３号まで、第６号、第７号、第12号及び第13号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君
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　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君会　計　課　長

知　事　公　室
　　　　　　　　　上運天　　　痩　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　名渡山　　　司　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　伊　元　正　一　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労働委員会会長　　比　嘉　正　幸　君

人 事 委 員 会　　　　　　　　　嘉手納　成　達　君委　　員　　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　上　原　賢　一　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君
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○議長（仲里利信君）　ただいまより平成20年第１回

沖縄県議会（定例会）を開会いたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　本日、知事から、お手元に配付いたしました議案59

件並びに今期定例会提出予算説明書、積算内訳書、平

成20年１月31日現在の平成19年度一般会計予算執行状

況報告書及び同一般会計繰越予算執行状況報告書の提

出がありました。

　次に、本日、安里進君外10人から、議員提出議案第

１号「航空運賃値上げに関する意見書」、議員提出議

案第２号「航空運賃値上げに関する要請決議」及び議

員提出議案第３号「航空運賃値上げに関する要請決

議」の提出がありました。

　次に、これまでに受理いたしました陳情のうち、特

別委員会に付託すべき陳情を除く陳情７件は、お手元

に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員

会に付託いたしました。

　次に、今定例会に出席を求めた説明員のうち、会計

管理者福治嗣夫君は、所用のため本日の会議に出席で

きない旨の届け出がありましたので、その代理として

本日の会議に出納事務局会計課長上原久己君の出席を

求めました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１　会議録署名議員の

指名を行います。

　今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第114条

の規定により

　　　９番　比　嘉　京　子　君　及び

　　　38番　糸　洲　朝　則　君

を指名いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第２　会期の決定を議題

といたします。

　お諮りいたします。

　今期定例会の会期は、本日から３月26日までの43日

間といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、会期は、本日から３月26日までの43日間と

決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第３　常任委員の所属変

更の件を議題といたします。

　総務企画委員の奥平一夫君から土木委員に、土木委

員の瑞慶覧朝義君から総務企画委員にそれぞれ委員会

の所属を変更されたい旨の申し出があります。

　お諮りいたします。

　奥平一夫君及び瑞慶覧朝義君から申し出のとおり、

それぞれ委員会の所属を変更することに御異議ありま

せんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、それぞれ委員会の所属を変更することに決

定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第４　甲第１号議案から

甲第30号議案まで及び乙第１号議案から乙第29号議案

までを議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　知事提案説明要旨を申し上げる前に、議員各位の御

理解を得まして、在沖米海兵隊員による未成年者に対

する暴行被疑事件について、私の見解を申し上げま

す。

　去る２月10日に発生しました在沖米海兵隊員による

暴行事件は、女性の人権をじゅうりんする重大な犯罪

であり、特に被害者が中学生であることを考えれば決

して許すことはできず、強い憤りを覚えるものでござ

います。

　県は、これまでこのような米軍人等による悪質な暴

行事件が発生するたびに、再発防止を徹底するよう米

軍等に強く申し入れてきたところであります。

　そのような中、またもやこのような事件が発生した

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

政務調査課長　　新　城　　　博　君
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ことは極めて遺憾であります。

　県としましては、米軍及び日米両政府関係機関に対

し、一層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹底、再発防止

等を要請したところであり、今後とも捜査の進展を踏

まえつつ、被害者及び御家族の心情や意向にも十分に

配慮し、適切に対応してまいる所存でございます。

　平成20年第１回沖縄県議会の開会に当たり、議員各

位の御健勝を心からお喜び申し上げますとともに、

日々の御精励に対し深く敬意を表するところでござい

ます。

　このたびの議会は、平成20年度の県政運営の基本と

なります予算案を初め、多くの重要な案件につきまし

て御審議をお願いするものであります。このため、議

案の御審議に先立ちまして、まず県政運営に当たって

の私の所信の一端を申し述べ、議員各位並びに県民の

皆様の御理解と御協力を賜りたいと存じます。

　私は、知事就任以来、「経済の自立なくして沖縄の

自立なし」との強い決意を持って、雇用の創出・拡大

や企業誘致など産業の振興に全力を尽くすとともに、

基地問題の解決促進、医療・福祉の充実など、平和で

安らぎと活力のある沖縄県の実現に向け、あらゆる面

で施策を展開してまいりました。

　平成20年度におきましても、完全失業率全国平均化

や観光客1000万人などの政策目標の実現を目指し、現

場主義をモットーに全力で取り組んでまいる所存でご

ざいます。

　まず、世界、我が国及び本県についての現状認識に

ついて述べます。

　さて、国際社会はテロと大量破壊兵器の拡散という

脅威や、地球温暖化などの環境問題にどう対処するか

が大きな課題となっております。我が国と近隣諸国と

の関係においても、中国等との外交協力が進められて

いるものの、北朝鮮による拉致問題に加え、核開発と

いう深刻な問題を抱えております。

　経済面では、原油価格の高騰や米国のサブプライム

ローン問題による我が国の株価低迷や景気減速に留意

する必要があります。

　本県経済につきましては、観光客数が６年連続過去

最高を記録するとともに、情報通信関連企業などの誘

致や新規雇用の創出が進むなど、全体としては堅調に

推移いたしておりますが、若年者の雇用情勢や本土と

の所得格差は依然として厳しい状況にあります。

　一方、我が国が人口減少の中で本格的な高齢社会を

迎えようとする中、本県は人口増加率が東京都、愛知

県に次いで高く、平均年齢も全国一若いほか、住んで

みたい都道府県に関する世論調査でもトップになるな

ど、高い潜在的な成長力を有しております。

　また、スポーツや芸能などの分野で沖縄の将来を担

う若者が多く活躍し、県民に自信と希望を与えており

ます。

　平成20年度政府予算案について申し上げます。

　さて、平成20年度の政府予算案が歳出全般にわたり

徹底的に見直され厳しい内容となる中、内閣府沖縄関

係予算は対前年度比96.6％の2551億円となり、県が要

望しました多くの事業に予算措置がなされておりま

す。

　具体的には、持続可能な観光地づくり支援事業や沖

縄ＩＴ津梁パーク整備事業、アジア青年の家事業など

の新規事業が認められました。また、沖縄科学技術大

学院大学に係る研究事業や施設整備等に大幅な増額が

認められたほか、那覇空港の機能拡充に係る予算や情

報格差を解消する先島地区地上デジタル放送推進事業

などが認められました。

　さらに、北部振興事業につきましても前年同額の

100億円が確保されたところであります。

　平成20年度の取り組みの姿勢を申し上げます。

　平成20年度は、沖縄振興計画期間中、最後の実施計

画となる第３次分野別計画がスタートする年であり、

本県の抱える諸課題の解決に向け着実に施策を展開し

てまいります。

　まず、民間主導の自立型経済の構築に向けて観光・

リゾート産業の振興を初め、情報通信関連産業、農林

水産業、商工業等の振興と企業誘致を推進するなど、

産業を徹底的に支援し、就業の場の創出と拡大に全力

で取り組んでまいります。

　次に、米軍基地問題につきまして、私は、県民の目

に見える形で負担軽減が図られなければならないと考

えており、基地の整理縮小や日米地位協定の見直し、

事件・事故の防止などを日米両政府に強く求めてまい

ります。

　また、沖縄科学技術大学院大学の設置に向けた周辺

整備を進めますとともに、６月に開催されますＧ８科

学技術大臣会合の成功に向けた取り組みや、世界のウ

チナーネットワークの拡充など、科学技術の振興及び

国際交流・協力拠点の形成に向けて取り組んでまいり

ます。

　さらに、循環型社会の形成と自然環境の保全、交通

や情報通信基盤の整備等による快適で潤いのある暮ら

し、子供からお年寄りまでともに支え合う安全で安心

な健康福祉社会の実現に向けて取り組んでまいりま

す。

　あわせて、これからの沖縄を担う多様な人材の育成
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に向けた教育と文化の振興、離島・過疎地域における

ユニバーサルサービスの確保と定住条件の整備を推進

してまいります。

　また、県独自の長期構想であります沖縄21世紀ビ

ジョン（仮称）の策定に向けて県民議論を深めてまい

ります。

　一方、沖縄県の財政は、中期見通しにおいて多額の

収支不足が見込まれ、厳しい状況にあります。

　このため、今後とも、地方分権の進展に対応した簡

素で効率的な行財政運営が可能となるよう「選択と集

中」を徹底し、行財政改革を一層加速するとともに、

さらなる歳出の抑制と歳入の確保に取り組み、持続可

能な行財政基盤の確立に努めてまいります。

　続きまして、平成20年度における施策の概要につい

て御説明申し上げます。

　第１は、自立型経済の構築に向けた産業の振興と雇

用の創出・確保であります。

　まず、質の高い観光・リゾート地の形成について申

し上げます。

　観光・リゾート産業につきましては、県経済を力強

く牽引するリーディング産業として将来の観光客1000

万人を目指し、重点的な施策を展開してまいります。

　平成20年度におきましては、「ビジットおきなわ計

画」に基づき、入域観光客620万人、そのうち外国人

観光客22万人を目標に積極的な誘客プロモーションを

展開いたします。特に、海外誘客につきましては、海

外重点地域におけるマーケット調査を実施し、国や地

域の実情に応じた戦略的な誘客活動に取り組みます。

　また、国際会議や企業インセンティブツアー、ス

ポーツキャンプ等の誘致を促進するとともに、沖縄リ

ゾートウエディングのプロモーションを強化し、海外

市場への展開も図ります。

　さらに、質の高い観光人材の確保に向けて、研修会

や講習会等を開催するとともに、観光業界との連携を

図ってまいります。

　観光客の多様なニーズに対応するため、エコツーリ

ズムやロングステイツーリズムなどを推進するととも

に、多様なエンターテインメントづくりの促進等によ

り、観光の付加価値向上に努めてまいります。

　また、優位性のある観光資源を生かした観光まちづ

くりを促進し、環境や景観等の保全と再生を図りなが

ら、持続的発展が可能な観光地づくりを推進してまい

ります。

　次に、未来を開く情報通信関連産業の振興について

申し上げます。

　情報通信関連産業につきましては、関連企業の集

積・振興を図るため税制上の優遇措置を活用するとと

もに、通信コスト低減化支援の推進や高度な業務を担

うＩＴ核人材の育成を支援いたします。

　また、情報通信分野における中核的な事業として、

高度な情報通信産業の集積空間の形成を目指すＩＴ津

梁パークの整備や国際的な情報通信ハブの形成を目指

すＧＩＸ（グローバル・インターネット・エクスチェ

ンジ）の構築を推進するとともに、共用空間データの

流通基盤整備に取り組んでまいります。

　次に、地域特性を生かした農林水産業の振興につい

て申し上げます。

　おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化につ

いて申し上げます。

　ゴーヤー、菊、マンゴー等の戦略品目を中心に農作

物被害防止施設等の整備を支援し、拠点産地の形成を

進め、おきなわブランドの確立を促進いたします。

　さとうきび、パイナップル、豚等の安定品目につい

ては、生産基盤の整備等により、安定的な生産供給体

制の確立に努めます。

　また、島野菜や果樹につきましては、有望な品種の

選定・普及や栽培法の確立を行い、消費者・市場ニー

ズに応じた産地づくりを促進いたします。

　あわせて、環境保全型農業の推進に向けて有機農業

への支援体制を整備し、安全・安心な農産物の生産拡

大を促進してまいります。

　次に、流通・販売・加工対策の強化について申し上

げます。

　流通・販売・加工対策につきましては、県産農林水

産物の消費拡大を図るため、首都圏における情報の収

集・発信や販売促進などマーケティング力の充実を図

るとともに、モズクの県内外及び国外における販路拡

大等の流通対策を強化いたします。また、県内におけ

る地産地消の推進に向けて、農産物直売所への支援や

農業体験学習の実施、学校給食や観光施設等での利用

促進に努めてまいります。

　次に、担い手の育成確保について申し述べます。

　農林水産業の担い手につきましては、認定農業者等

の育成を図るとともに、就農相談会や研修の実施、農

地あっせんなど就業支援を行い、多様な担い手の育成

確保に努めてまいります。

　亜熱帯・島嶼性に適合した生産基盤の整備について

申し述べます。

　生産基盤の整備については、地下ダム等による農業

用水源やかんがい施設など農業生産基盤の整備を進め

るほか、林業及び水産業の基盤整備を進めてまいりま

す。
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　次に、地域を支える産業の育成と創出について申し

上げます。

　新事業の創出について申し上げます。

　健康バイオ関連産業など新事業の創出につきまして

は、健康ビジネス産業の基盤整備に取り組むととも

に、海洋生物資源を活用したマリンバイオ共同研究

や、バイオベンチャー企業による研究開発・製品化へ

の取り組みを支援いたします。

　製造業等地域産業の振興について申し述べます。

　製造業等地域を支える産業については、地域資源を

活用した新製品の開発や品質向上対策、農商工連携に

よる地域ブランド確立等を支援するとともに、デザイ

ンの戦略的活用を促進してまいります。

　泡盛、健康食品など県産品につきましては、引き続

き物産展・商談会の開催やパブリシティーの促進によ

り、知名度の向上と県外市場の販路拡大を図るととも

に、海外の流通・小売業者とのネットワーク構築に努

めます。

　また、今議会に提案しております「沖縄県中小企業

の振興に関する条例」を踏まえ、経営基盤の強化など

総合的支援を行うとともに、地域に密着した商店街の

振興を図ってまいります。

　建設産業につきましては、技術と経営にすぐれた企

業が成長する市場環境の整備や新分野進出への支援な

ど、建設産業の活性化に向けた各種施策に取り組んで

まいります。

　企業の立地促進について申し述べます。

　特別自由貿易地域等への企業立地を促進するため、

魅力ある新たな投資環境を整備するとともに、用地の

減額譲渡制度等の活用、企業誘致セミナーの開催や企

業訪問など、引き続きトップセールスによる企業誘致

を積極的に展開してまいります。

　また、金融業務特別地区につきましては、税制上の

特例措置を活用した企業集積の促進、高度な金融知識

を有する人材の育成、新たな金融ビジネスの事業化支

援等に努めるとともに、沖縄アジア金融センターの検

討を進めてまいります。

　次に、雇用の安定と職業能力の開発について申し上

げます。

　本県の完全失業率を全国平均並みにするためには、

これまで以上に雇用を生み出す産業振興施策を強化す

るとともに、それと一体となった雇用対策に取り組む

必要があります。

　このため、各界各層と連携した「沖縄県産業・雇用

拡大県民運動（みんなでグッジョブ運動）」を展開

し、ミスマッチ対策や就業意識の改善に向けた啓発事

業等に取り組みます。

　また、観光や情報通信など成長分野を中心に、高度

な専門知識と技術を持つ人材の育成を進めるととも

に、職業能力開発校や専修学校等において多様な職業

訓練等を実施します。

　さらに、若年者に対しては、産学官連携のもと、職

業観の形成から就職に至る一貫した支援や定着支援を

行います。

　また、働く女性や結婚、子育て等によりキャリアパ

スを中断した女性、母子家庭の母親及び障害者等を対

象とした就職支援を実施いたします。

　第２は、米軍基地問題の解決促進と駐留軍用地跡地

の利用促進等であります。

　在日米軍の再編と基地の整理縮小について。

　在日米軍の再編については、海兵隊司令部や兵員等

のグアム移転、嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域

のさらなる整理・統合・縮小などが示されており、こ

れらが確実に実施されるよう求めてまいります。

　普天間飛行場につきましては、県外移設がベストで

はありますが、米軍再編協議の経緯などからその実現

は困難であるため、やむなく県内移設を認めたところ

であります。

　移設するまでの間であれ、その危険性をそのまま放

置することはできないことから、早期に危険性を除去

し、騒音の軽減を図るなど、私の求める３年めどの閉

鎖状態の実現に向け、引き続き政府に対し強く求めて

いく考えであります。

　また、代替施設については、地域の生活環境に配慮

する観点から、可能な限り沖合へ移動することについ

ても政府の真摯な対応を求めていきます。

　今度とも、地元の意見、県民の意向を踏まえて政府

と協議を重ね、早期に解決が図られるよう努めてまい

りたいと考えております。

　那覇港湾施設の移設につきましては、「那覇港湾施

設移設に関する協議会」等において、移設に関連した

諸措置及び跡地利用等に関して引き続き国、地元自治

体等との協議・調整を進めてまいります。

　日米地位協定の見直しの実現等について申し述べま

す。

　日米地位協定については、政府に対し、機会あるご

とにその見直しを求めてきたところでありますが、政

府は依然として運用改善により対応するとしておりま

す。

　しかしながら、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図

るためには、米側に裁量をゆだねる形となる日米地位

協定の運用改善だけでは不十分であり、日米地位協定
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を抜本的に見直す必要があると考えております。

　政府を動かすためには、より多くの国会議員や国民

の理解と協力を得ることが大変重要であると考えてお

り、今後とも渉外知事会などと連携しながら、あらゆ

る機会を通じて日米地位協定が見直されるよう積極的

に取り組んでまいります。

　また、米軍基地から派生する事件・事故の防止や環

境問題等の解決促進については、三者連絡協議会等を

通じて強く求めてまいります。

　跡地利用の促進について申し述べます。

　駐留軍用地跡地の利用の促進につきましては、国や

跡地関係市町村と密接に連携・協力し、個々の跡地の

特性や課題に応じた取り組みを進めてまいります。

　また、嘉手納飛行揚より南の米軍施設・区域の返還

につきましては、中長期的な視点に立った産業振興や

都市機能ビジョンの検討を進めるとともに、現行の跡

地利用に関する制度の検討も含めて、きめ細かな対応

を政府へ求めてまいります。

　旧軍飛行場用地問題の解決促進について申し上げま

す。

　旧軍飛行場用地問題につきましては、各地主会や関

係市町村長の意見も勘案しながら、県・市町村連絡調

整会議を中心に国への要望案の取りまとめに努め、同

問題の解決促進に取り組んでまいります。

　第３は、科学技術の振興と国際交流・協力拠点の形

成であります。

　科学技術の振興について申し上げます。

　科学技術の振興につきましては、県内外の試験研究

機関が相互連携する研究を推進するとともに、産業連

携システムの牽引役となる人材の育成など、知的クラ

スターの形成に向けた取り組みを進めてまいります。

　沖縄科学技術大学院大学の設置に向けては、沖縄科

学技術研究基盤整備機構が進める事業を支援するとと

もに、子弟教育のためのインターナショナルスクール

や住居、医療及び商業施設等の周辺整備に努めるなど

取り組みを強化いたします。

　また、６月に開催されるＧ８科学技術大臣会合が円

滑に運営されるよう万全を期して取り組み、国際的な

科学技術の研究協力の拠点としての沖縄県を国内外へ

アピールしてまいります。

　国際交流・協力拠点の形成について申し上げます。

　国際交流・協力拠点の形成につきましては、世界の

ウチナーネットワークの深化・拡充及び次世代への継

承に向け、海外における交流拠点機能の充実を支援す

るとともに、本県と海外の青少年の相互交流を促進い

たします。

　平和行政につきましては、第４回沖縄平和賞の贈賞

を通して、平和を希求する「沖縄の心」を世界へ発信

するとともに、平和の礎への追加刻銘、平和祈念資料

館における企画展等の平和発信事業の充実を図りま

す。

　第４は、環境共生型社会の形成であります。

　ゼロエミッション・アイランドの実現に向けた取り

組みについて申し上げます。

　循環型社会の形成を推進するため、公共が関与する

産業廃棄物管理型最終処分場の整備について、地域の

理解と協力が得られる処分場用地の選定・確保と第三

セクターの設立に向けた取り組みを進めてまいりま

す。

　豊かな自然環境の保全について申し上げます。

　本県の豊かな自然環境を次世代に継承するため、九

州各県と連携して地球温暖化対策を推進するととも

に、赤土等流出防止対策として環境保全目標の設定に

向けた調査と圃場勾配の抑制など土木対策の実施、農

家がみずから実施する取り組みへの支援などを進めま

す。

　また、総合的なサンゴ礁保全対策や、ヤンバル地域

におけるマングース等外来種の捕獲強化、多良間島等

の県立自然公園指定に向けた取り組みを進めてまいり

ます。

　次に、快適で潤いのある生活環境基盤の整備につい

て申し上げます。

　快適な都市空間を形成するため、旭橋駅周辺地区市

街地再開発事業を促進するとともに、区画整理や街

路、公園緑地、公営住宅及び新石川浄水場等の整備を

進めてまいります。

　また、沖縄らしさを生かした景観の保全・創出を図

るため、市町村による景観計画の策定を促進するとと

もに、全島緑化を推進いたします。

　さらに、農村環境の保全向上等に向けた取り組みを

支援するとともに、農村と都市との交流促進を図りま

す。

　次に、県土保全について申し上げます。

　県土保全につきましては、自然災害防止対策や被害

対策として治山・治水、海岸事業を推進いたします。

　特に、都市部の浸水被害の軽減に向け、国場川、安

里川等を整備するほか、中城村安里地区、北中城村熱

田地区の地すべり対策事業や東江海岸の整備を行いま

す。

　第５は、健康福祉社会の実現と安全・安心な生活の

確保であります。

　健やかで生き生きと暮らせる社会の形成です。
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　次世代育成支援につきましては、「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」に基づき、地域における子育

て支援や母子保健の推進、待機児童の解消、認可外保

育施設の認可化促進や給食費の助成等利用児童の処遇

向上を図るなど、子育て支援策の充実に取り組んでま

いります。

　また、ひとり親家庭等につきましては、自立促進や

生活の安定を図ります。

　児童虐待につきましては、児童相談所の体制充実を

図るとともに、関係機関と連携し、未然防止や早期対

応等に努めてまいります。

　高齢者が住みなれた地域で安心して暮らし続けるこ

とができる社会を目指し、介護予防や福祉サービス利

用等に関する取り組みを支援するとともに、高齢者保

健福祉計画を改定し、諸施策を推進いたします。

　障害者の自立と社会参加を促進するため、障害者の

地域生活への移行や就労支援を促進するとともに、障

害者相談支援等の充実に努めてまいります。

　安心して暮らせる保健医療の充実について申し上げ

ます。

　保健医療につきましては、医師等医療従事者の養成

確保とあわせ、患者・利用者の視点に立った医療の確

保や予防対策の推進に取り組んでまいります。

　特に、「健康おきなわ21」につきましては、長寿世

界一復活へ向けたアクションプランとして位置づけ、

健康づくり運動の推進や生活習慣病の予防対策に県民

一体となって取り組みます。

　また、自殺対策については、関係機関と連携を図

り、自殺予防の普及啓発や未遂者・遺族等への事後対

応など総合的な対策を推進します。

　さらに、エイズ等に関する普及啓発や検査体制の整

備など予防対策に努めます。

　県立病院に関しましては、高度・特殊医療、救命・

救急医療、離島医療支援等の医療サービスを提供する

とともに、病院事業経営を取り巻く環境変化を踏ま

え、その役割・機能並びに効率的かつ継続的な運営体

制について抜本的な見直しを行います。　　

　食の安全確保につきましては、食品の生産から消費

までの安全・安心の確保に取り組むとともに食育を推

進します。

　まず、ともに支え合う社会の構築です。

　ともに支え合う社会の構築に向けて、女性の社会参

画や配偶者等からの暴力防止対策に取り組むととも

に、ＮＰＯ等と行政との協働を推進します。

　次に、安全・安心な地域社会づくりについてです。

　県民の安全・安心の確保については、「ちゅらさん

運動」を推進し、地域への浸透を図る中から地域が自

主的に取り組む運動へと発展させ、犯罪のない安全で

安心して暮らせる社会の実現に努めてまいります。

　また、関係機関等と連携し、風俗営業所への立ち入

り等による風俗環境の浄化など県民の不安感の除去に

向けた取り組みを推進するとともに、犯罪被害者等の

保護・支援や各種相談等への的確な対応に努めます。

　交通安全対策につきましては、交通安全運動を強力

に推進するとともに、参加・体験型の安全教育や飲酒

運転根絶に向けた広報啓発など、県民一人一人の交通

安全意識を高める取り組みを進めてまいります。

　次に、危機管理・防災・国民保護について申し上げ

ます。

　大規模テロ等のあらゆる危機に対応するため、各種

の研修や訓練等により危機管理能力の向上を図るな

ど、危機管理体制の整備に努めます。

　第６は、多様な人材の育成と文化の振興でありま

す。

　学校教育の充実について申し上げます。

　学校教育につきましては、全国学力・学習状況調査

等を踏まえた学校改善支援プランの作成・活用による

学力向上対策等を推進するほか、心身の健康増進と体

力の向上を促進するとともに、児童生徒の立ち直り支

援と居場所づくりに取り組んでまいります。

　また、児童生徒一人一人が望ましい職業観・勤労観

を身につけ、主体的に進路を選択・決定できる能力と

態度を育成するキャリア教育を推進します。

　さらに、国際化・情報化に対応するため、外国人に

よる語学指導や小学校における英会話活動など、幅広

い語学教育の実施や米国等への留学生派遣を進めると

ともに、情報教育を推進いたします。

　障害のある幼児・児童生徒一人一人のニーズに応じ

た教育支援を行うとともに、教育環境の整備・充実を

図るなど特別支援教育を推進します。

　青少年の健全育成について申し述べます。

　青少年の健全育成については、学校、家庭、地域が

連携し、異年齢による共同生活体験や自然体験活動な

どに取り組むことにより、健全でたくましい青少年の

育成に努めてまいります。

　また、学校、警察、地域が連携して未成年者の飲酒

や青少年の深夜徘回の防止に努め、健全な社会環境づ

くりを進めるとともに、地域の非行実態を踏まえた少

年非行防止対策に取り組んでまいります。

　文化とスポーツの振興について申し述べます。

　文化の振興につきましては、世界遺産を初めとする

重要な文化財の保護・整備・活用を推進するととも
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に、組踊など沖縄の伝統文化の振興と「しまくとぅ

ば」の普及・継承を図り、県民の多様な文化・芸術活

動を促進してまいります。

　また、沖縄文化を国内外へ発信し、県内音楽産業の

振興に資するため、沖縄国際アジア音楽祭（仮称）の

開催に向けた準備に着手いたします。

　スポーツの振興につきましては、競技力の向上を図

るとともに、平成22年度の全国高等学校総合体育大会

の開催に向けた取り組みを進めてまいります。

　第７は、持続的発展を支える基盤づくりでありま

す。

　まず、空港、港湾、道路等の整備について申し述べ

ます。

　空港につきましては、那覇空港の滑走路増設へ向け

た構想段階のＰＩ（パブリック・インボルブメント）

を国と連携して実施し、早期整備に向けて取り組むと

ともに、新石垣空港の整備を着実に推進します。

　港湾につきましては、那覇港に国際クルーズ船に対

応した旅客船バースを整備するとともに、中城湾港や

本部港などを整備いたします。また、中城湾港西原与

那原地区における公共マリーナ施設の整備を進めてま

いります。

　道路につきましては、那覇空港自動車道や沖縄西海

岸道路等の整備を促進するとともに、伊良部架橋、平

良城辺線電線共同溝、沖縄のみち自転車道を整備いた

します。

　都市モノレールにつきましては、引き続き効果的な

需要喚起策を実施するとともに、首里駅から沖縄自動

車道までの延長検討調査を実施いたします。

　あわせて、バス路線網の再構築など交通需要マネジ

メント施策等を推進し、渋滞の緩和や公共交通の利便

性の向上に取り組んでまいります。

　第８は、離島・過疎地域の振興であります。

　離島・過疎地域につきましては、豊かな自然環境な

ど優位性を生かした地域づくりを促進するとともに、

ユニバーサルサービスの確保に努め、若者の定住促進

及び交流人口の増加を図ります。

　まず、産業の振興について申し述べます。

　離島地域の活性化に向けて特産品加工施設の整備

や、離島の自然・文化を生かした交流活動などの取り

組みを促進します。

　また、単独離島では対応が困難な観光等の産業振興

や廃棄物処理などの課題に関し、広域的な連携による

有効な方策について検討を進めてまいります。

　次に、交通・情報通信体系・生活環境基盤等の整備

について申し述べます。

　さらに、新石垣空港、伊良部架橋など離島の空港・

橋梁や南大東漁港の北大東地区、久米島の儀間ダム及

びタイ原ダムを整備いたします。

　情報通信基盤につきましては、先島地区において地

上デジタル放送が視聴可能となるよう、沖縄本島から

宮古島までの海底光ケーブル等伝送路の改修整備を行

います。

　次に、保健・医療・福祉の充実について申し上げま

す。

　保健・医療・福祉につきましては、離島・僻地への

専門医派遣のほか、医師修学資金貸与事業やドクター

バンク事業の実施など、引き続き医師確保対策の充実

に努めます。

　また、ヘリコプター等による急患搬送体制の充実や

遠隔医療支援情報システムの活用など、医療体制の充

実に努めてまいります。

　第９は、行財政改革の推進であります。

　厳しい財政状況の中、簡素で効率的な行政体制を構

築し、県民満足度の高いサービスを提供するため、

「沖縄県行財政改革プラン」に基づき事業の選択と集

中、出先機関の見直し、職員定員の適正管理、給与の

適正化、財政の健全化等に取り組み、着実に行財政改

革を進めてまいります。

　また、合併市町村への財政支援等に努めるととも

に、引き続き市町村合併を促進してまいります。

　以上、平成20年度における施策の概要について申し

上げました。

　次に、甲第１号議案から甲第30号議案までの予算議

案について御説明申し上げます。

　国、地方を通じた厳しい財政状況の中、地方公共団

体においては引き続き行政改革を推進するとともに、

歳出の徹底した見直しによる抑制と重点化を進め、ま

た歳入面でも自主財源について積極的な確保策を講じ

るなど、効率的で持続可能な財政への転換を図ること

が急務とされております。

　このような中、本県財政は、歳入面では自主財源の

割合が低く、地方交付税や国庫支出金に大きく依存し

た構造である一方、歳出面では人件費や公債費などの

義務的経費の割合が高く、弾力性に乏しい構造となっ

ております。これに加え、近年の社会保障関係費の増

嵩傾向や基金残高の減少などにより、厳しい財政状況

が続くことが予想されます。

　このため、平成20年度予算の編成に当たっては、引

き続き歳入の確保、歳出の削減に取り組むとともに、

これまで以上に事業の取捨選択を徹底し、新たな政策

課題や自立型経済の構築、健康福祉社会の実現、離
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島・過疎地域の振興など県政の重要施策に重点的・効

果的に配分することを基本といたしました。

　その結果、平成20年度予算は、

　　　一般会計において　　5901億1200万円

　　　特別会計において　　 226億5330万2000円

　　　企業会計において　　 865億4945万9000円

の規模となっております。

　また、平成19年度予算につきましては、一般会計補

正予算及び４件の特別会計補正予算並びに病院事業会

計補正予算及び水道事業会計補正予算を計上してお

り、この分につきましては先議案件として御審議を賜

りますようお願い申し上げます。

　次に、予算以外の議案といたしましては、条例議案

が「特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常

勤の職員の給与の特例に関する条例」外19件、議決議

案が「土地の処分について」外８件を提案いたしてお

ります。

　なお、乙第２号議案及び乙第14号議案につきまして

は、先議案件として、補正予算の先議案件に先立ち、

早期に御審議を賜りますようお願い申し上げます。

　以上をもちまして、今回提案いたしました議案の説

明といたします。

　何とぞ慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお

願い申し上げます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事の提案理由の説明は終わ

りました。

　ただいま議題となっております議案中、職員に適用

される基準の実施、その他職員に関する事項について

必要な規定を定める条例については、地方公務員法第

５条第２項の規定により人事委員会の意見を聞く必要

がありますので、ただいまから人事委員会委員長の意

見を求めます。

　人事委員会委員長。

　　　〔人事委員会委員長　嘉手納成達君登壇〕

○人事委員会委員長（嘉手納成達君）　おはようござ

います。

　ただいま議長から、地方公務員法の規定に基づき人

事委員会の意見を求められましたので、当委員会の意

見を申し上げます。

　初めに、乙第１号議案「特別職に属する常勤の職員

及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する

条例」のうち、一般職の給与の減額措置についてであ

ります。

　職員の給与は、人事委員会の給与勧告に基づき適正

な水準が確保されることが望ましく、今回の措置はま

ことに残念であります。

　しかしながら、この措置が本県の危機的な財政状況

に対処するため、臨時的・特例的に行われるものであ

ることを考慮するとやむを得ないものと考えます。

　なお、今回の措置が職員の士気と生活に影響するこ

とに配慮し、この特例措置が早期に解消され、本委員

会の勧告に基づく給与が確保されるよう期待いたしま

す。

　次に、乙第２号議案「沖縄県職員の育児休業等に関

する条例等の一部を改正する条例」につきましては、

地方公務員の育児休業等に関する法律が改正され、職

員が小学校就学の始期に達するまでの子を養育するた

めの育児短時間勤務制度が導入されたことに伴い所要

の改正を行うものであり、適当と考えます。

　次に、乙第４号議案「沖縄県職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例」につきましては、他の都道

府県の状況等を考慮し、定時制通信教育手当及び産業

教育手当の支給額を改めるものであり、適当と考えま

す。

　次に、乙第６号議案「沖縄県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例」につきましては、

社会経済情勢の変化や業務内容の特殊性等を勘案し、

手当の一部について廃止するほか、支給要件及び支給

額を改めるなどの見直しを行うものであり、適当と考

えます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　人事委員会委員長の意見の開

陳は終わりました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　この際、申し上げます。

　先ほどの知事の提案理由説明の中で、乙第２号議案

「沖縄県職員の育児休業等に関する条例等の一部を改

正する条例」及び乙第14号議案「沖縄県立看護大学条

例及び沖縄県立看護大学授業料等の徴収に関する条例

の一部を改正する条例」は、早期に議決されたい旨の

要望がありました。

　よって、両議案については、これより直ちに質疑に

入りますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております議案のうち、乙第２

号議案については総務企画委員会に、乙第14号議案に

ついては文教厚生委員会にそれぞれ付託いたします。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――
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○議長（仲里利信君）　この際、お諮りいたします。

　本日、安里進君外14人から提出されました議員提出

議案第１号「航空運賃値上げに関する意見書」、議員

提出議案第２号「航空運賃値上げに関する要請決議」

及び議員提出議案第３号「航空運賃値上げに関する要

請決議」を日程に追加し、一括議題といたしたいと思

います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号、第２号及び第３号を

日程に追加し、一括議題とすることに決定いたしまし

た。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　議員提出議案第１号　航空運

賃値上げに関する意見書、議員提出議案第２号　航空

運賃値上げに関する要請決議及び議員提出議案第３号

　航空運賃値上げに関する要請決議を一括議題といた

します。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　安里　進君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第１号から第３号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔安里　進君登壇〕

○安里　　進君　こんにちは。

　ただいま議題となりました議員提出議案第１号から

同第３号までの３件につきましては、２月12日に開催

した総務企画委員会の委員等により協議した結果、議

員提出議案として提出することに意見の一致を見まし

たので、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げ

ます。

　提案理由は、議員提出議案第１号につきましては、

航空運賃の低減その他の措置について関係要路に要請

するためであり、議員提出議案第２号につきまして

は、航空運賃の値上げの見直し等について関係要路に

要請するためであり、議員提出議案第３号につきまし

ては、航空運賃の低減その他の措置について沖縄県知

事に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。

　　　〔航空運賃値上げに関する意見書朗読〕

　次に、議員提出議案第２号及び同第３号につきまし

ては、内容が意見書と同じでありますので、記事項及

びあて先だけを申し上げます。

　　　〔航空運賃値上げに関する要請決議の記事項及

びあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、議員提出議案第１号及び同第２号につきまし

ては、その趣旨を関係要路に要請するため議会代表を

派遣する必要があるとの意見の一致を見ておりますの

で、議長におかれましてはしかるべく取り計らってい

ただきますようお願い申し上げます。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第１

号、第２号及び第３号については、会議規則第37条第

３項の規定により委員会の付託を省略いたしたいと思

います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、各議案については、委員会の付託を省略す

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　これより議員提出議案第１号

「航空運賃値上げに関する意見書」、議員提出議案第

２号「航空運賃値上げに関する要請決議」及び議員提

出議案第３号「航空運賃値上げに関する要請決議」の

３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号、第２号及び第３号

は、原案のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　ただいま可決されました議員

提出議案第１号及び第２号に関し、提案理由説明の際

提出者から、その趣旨を関係要路に要請するため議員

を派遣してもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第１号及び第２号の趣旨を関係要路に

要請するため議員５人を派遣することとし、その期間
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及び人選については議長に一任することに御異議あり

ませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第５　陳情第１号から第

３号まで、第６号、第７号、第12号及び第13号の付託

の件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情７件のうち、陳情第１号から第３号

まで、第６号、第12号及び第13号については米軍基地

関係特別委員会に、陳情第７号については少子・高齢

対策特別委員会にそれぞれ付託の上、審査することに

いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、明２月14日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前11時35分散会
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会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成20年２月14日

　　　　　　　    平成20年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 ２ 号）



－ 27 －

議　　事　　日　　程　第２号

平成20年２月14日（木曜日）

午前10時開議

第１　在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する意見書

親川　 盛一 君　　佐 喜真　 淳君

新垣　 良俊 君　　照 屋　 守 之君

岸本　 恵光 君　　小 渡　 　 亨君

渡嘉敷喜代子 君　　新 川　 秀 清君
　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出　議員提出議案第４号
上原　　　章 君　　金 城　 　 勉君

喜納　 昌春 君　　嘉 陽　 宗 儀君

當間　 盛夫 君　　租 田　 勝 廣君

玉城　 義和 君

第２　在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する抗議決議

親川　 盛一 君　　佐 喜真　 淳君

新垣　 良俊 君　　照 屋　 守 之君

岸本　 恵光 君　　小 渡　 　 亨君

渡嘉敷喜代子 君　　新 川　 秀 清君
　　　　　　　　　　　　　　　　　 提出　議員提出議案第５号
上原　　　章 君　　金 城　 　 勉君

喜納　 昌春 君　　嘉 陽　 宗 儀君

當間　 盛夫 君　　租 田　 勝 廣君

玉城　 義和 君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する意見書

日程第２　在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する抗議決議

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（45名）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 2 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 14日（ 木曜日）午前 10時１分開議

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、親川盛一君外14人から、議員提出議案第４号

「在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する意見

書」及び議員提出議案第５号「在沖米海兵隊員による

少女暴行事件に関する抗議決議」の提出がありまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　この際、日程第１　議員提出

議案第４号　在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関

する意見書及び日程第２　議員提出議案第５号　在沖

米海兵隊員による少女暴行事件に関する抗議決議を一

括議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　親川盛一君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第４号及び第５号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔親川盛一君登壇〕

○親川　盛一君　おはようございます。

　ただいま議題となりました議員提出議案第４号及び

同第５号の２件につきましては、米軍基地関係特別委

員会の委員等により協議した結果、議員提出議案とし

て提出することに意見の一致を見ましたので、提出者

を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、在沖米海兵隊員による少女暴行事件に

ついて関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

　　　〔在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する

意見書朗読〕

　次に、抗議決議につきましては、内容が意見書と同

じでありますので、あて先だけを申し上げます。

　　　〔在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する

抗議決議のあて先朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、両議案につきましては、その趣旨を関係要路

に要請するため議会代表を派遣する必要があるとの意

見の一致を見ております。そのうち、在日米軍沖縄地

域調整官、在沖米国総領事及び在沖米海兵隊基地司令

官につきましては、その趣旨を要請するために米軍基

地関係特別委員会委員を派遣する必要があるとの意見

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

政務調査課長　　新　城　　　博　君

主　　　　　幹　　知　念　正　治　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　上　原　賢　一　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君 28　番　　砂　川　佳　一　君
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の一致を見ておりますので、議長におかれましてはし

かるべく取り計らっていただきますようお願い申し上

げます。

　よろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第４号

及び第５号については、会議規則第37条第３項の規定

により委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、両案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　これより議員提出議案第４号

「在沖米海兵隊員による少女暴行事件に関する意見

書」及び議員提出議案第５号「在沖米海兵隊員による

少女暴行事件に関する抗議決議」の２件を一括して採

決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第４号及び第５号は、原案の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　ただいま可決されました議員

提出議案第４号及び第５号については、提案理由説明

の際提出者から、その趣旨を関係要路に要請するため

議員を派遣することとし、そのうち在日米軍沖縄地域

調整官、在沖米国総領事及び在沖米海兵隊基地司令官

については、米軍基地関係特別委員会委員を派遣して

もらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第４号及び第５号の趣旨を関係要路に

要請するため議員５人を派遣するとともに、議員提出

議案第５号のあて先のうち、在日米軍沖縄地域調整

官、在沖米国総領事及び在沖米海兵隊基地司令官への

要請については米軍基地関係特別委員会委員を派遣す

ることとし、その期間及び人選については議長に一任

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　この際、お諮りいたします。

　議案研究のため、明２月15日から19日までの５日間

休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、明２月15日から19日までの５日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、２月20日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前10時10分散会 
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

仲 里 利 信

比 嘉 京 子

糸 洲 朝 則

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成20年２月20日

　　　　　　　    平成20年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 ３ 号）
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議　　事　　日　　程　第３号

平成20年２月20日（水曜日）

午前10時開議

第１　乙第２号議案（総務企画委員長報告）

第２　乙第14号議案（文教厚生委員長報告）

第３　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第２号議案

乙第２号議案　沖縄県職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

日程第２　乙第14号議案

乙第14号議案　沖縄県立看護大学条例及び沖縄県立看護大学授業料等の徴収に関する条例の一部を

改正する条例

日程第３　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（46名）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 3 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 20日（ 水曜日）午前 10時１分開議

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　上　原　賢　一　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた会計管理者福治嗣夫君

は、体調不良のため本日から22日までの会議に出席で

きない旨の届け出がありましたので、その代理として

出納事務局会計課長上原久己君の出席を求めました。

　また、公安委員会委員長翁長良盛君は、別用務のた

め本日、明日、27日及び28日の会議に出席できない旨

の届け出がありましたので、その代理として本日及び

明日の会議に公安委員会委員幸喜徳子君、27日及び28

日の会議に同委員会委員安里昌利君の出席を求めまし

た。

　また、人事委員会委員長嘉手納成達君は、所用のた

め本日から22日まで及び25日から28日までの会議に出

席できない旨の届け出がありましたので、その代理と

して人事委員会事務局長瀬良垣馨君の出席を求めまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１　乙第２号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　安里　進君登壇〕

○総務企画委員長（安里　進君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第２号議案の条例議案

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

政務調査課長　　新　城　　　博　君

副　　参　　事　　通　事　安　憲　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君会　計　課　長

知　事　公　室
　　　　　　　　　上運天　　　痩　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　名渡山　　　司　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　伊　元　正　一　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公安委員会委員　　幸　喜　徳　子　君

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労働委員会会長　　比　嘉　正　幸　君

人 事 委 員 会　　　　　　　　　瀬良垣　　　馨　君
事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第２号議案「沖縄県職員の育児休業等に関する条

例等の一部を改正する条例」は、地方公務員の育児休

業等に関する法律の施行に伴い、沖縄県職員の育児休

業等に関する条例ほか関係条例の一部を改正するもの

である。

　主な改正内容は、第１点目に、育児短時間勤務制度

を導入する。

　第２点目として、育児部分休業制度について、対象

となる子を「３歳に満たない子」から「小学校就学の

始期に達するまでの子」に改める。

　なお、本条例は公布の日から施行するとの説明があ

りました。

　本案に関し、育児休暇は１年間で何名の職員がどれ

くらいとっているかとの質疑がありました。

　これに対し、「沖縄県職員の勤務時間、休日及び休

暇等に関する条例」に育児に関する特別休暇制度があ

り、生後１年に達しない子供を育てている場合に、１

日１回まとめてとると90分取得できる。当該休暇は各

課長の専決事項のため取得者の数は把握していないと

の答弁がありました。

　次に、育児休業条例による休業予定職員は何名にな

る見込みかとの質疑がありました。

　これに対し、育児休業対象者は1300名ほどいるが、

そのうち何名が育児休業を取得するのか予測できない

状況であるとの答弁がありました。

　次に、育児休業を取得しやすい環境整備が必要であ

ると思われるが、県としてどのように取り組む考えか

との質疑がありました。

　これに対し、職員から育児短時間勤務の請求があっ

た時点で、当該職員の業務内容や申請期間を考慮した

上で、業務分担の見直しや職場内の配置がえ等を検討

する。また、業務を処理するため任期つき短時間勤務

職員等を任用するなどして、できるだけ育児休業をと

りやすい環境整備に努めていく考えであるとの答弁が

ありました。

　そのほか、育児休業行使職員が少ない理由、休暇明

け後の昇級・承認の状況などについて質疑がありまし

た。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第２号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第２号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第２号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第２　乙第14号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　前島明男君登壇〕

○文教厚生委員長（前島明男君）　おはようございま

す。　

　ただいま議題となりました乙第14号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第14号議案「沖縄県立看護大学条例及び沖

縄県立看護大学授業料等の徴収に関する条例の一部を

改正する条例」は、助産師の計画的かつ安定的な確保

を図るため沖縄県立看護大学に別科助産専攻を設置す

るとともに、同専攻に係る授業料等の額を規定するた

め条例の一部を改正するものである。

　施行期日は、平成20年４月１日で、入学考査料及び

入学料については公布の日からであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、県内の助産師養成状況はどうなってい
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るか、県立看護大学に別科助産専攻を設置する理由は

何かとの質疑がありました。

　これに対し、県内の助産師養成は、これまで県立看

護大学及び琉球大学保健学科において科目選択制で行

われてきたが、養成数が少ないため供給不足を解消す

るまでには至っていない。そのため、毎年約100名の

助産師が不足しており、今後、計画的かつ安定的に助

産師を確保するため別科助産専攻を設置することにし

たとの答弁がありました。

　次に、入学定員は何名か、選抜区分はどうなってい

るかとの質疑がありました。

　これに対し、入学定員は20名で、その内訳は、推薦

選抜が５名、社会人特別選抜が５名、一般選抜が10名

となっているとの答弁がありました。

　そのほか、別科助産専攻の修業年限と設置期間、助

産師の受験資格などについて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第14号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第14号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第14号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　この際、念のため申し上げま

す。

　本日から22日まで及び25日から28日までの７日間に

わたって行われます代表質問並びに一般質問及び議案

に対する質疑につきましては、議会運営委員会におい

て決定されました質問要綱に従って行うことにいたし

ます。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第３　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　新垣哲司君。

　　　〔新垣哲司君登壇〕

○新垣　哲司君　皆さん、おはようございます。

　自由民主党を代表して代表質問を行います。

　その前に少し所見を述べさせていただきたいと、こ

ういうふうに思っております。

　おととい、東京都の職員、都議の皆さんが、2016年

に再び東京にオリンピック、パラリンピックを誘致を

したいというようなことで、今、全国においてそのア

ピールをしているということで御紹介がございまし

た。

　1964年（昭和39年）に東京オリンピックが行われ、

ちょうど私たちの年齢は中学３年でございました。４

年に一度ということで、こういうようなイメージで歌

もございました。立派に成功し、元気なうちにオリン

ピックが来るかなという、こういう思いでございまし

たが、ぜひとも東京に誘致をいたしまして、スポーツ

を通して日本の国家復興促進のために国民挙げて頑

張っていきたいなと、こういうような思いでございま

す。

　それでは代表質問をいたします。

　まず、米兵による少女暴行事件についてでありま

す。

　またしても起きてはいけない事件についてでありま

す。　

　またしても起きてはいけない事件が起きました。ま

ず最初にこの問題を取り上げなければなりません。

　本来、仲井眞知事就任２年目に入り、公約実現に向

けた施策の本格的な取り組みについて論戦を開始すべ

きところを、初めにこの問題を取り上げざるを得ない

ことに、沖縄の置かれている現状を憂い、米軍に対し

心の底からの憤りを感じずにはおられません。

　去る２月10日、在沖米海兵隊キャンプ・コートニー

所属の海兵隊員による少女暴行事件が発生いたしまし

た。被害者は中学生で、友人らといたところを言葉巧

みに話しかけ、家まで送るといって被害少女を連れ出

したということであります。

　女性への暴行は、人間の尊厳をじゅうりんする凶悪

犯罪であります。しかも、今回の被害者は少女であ

り、加害米兵には人間性のかけらもなく、まさに卑劣

な行為であり、決して許されるものではありません。

　本県では、米兵による女性への暴行事件はこれまで

も幾度となく起こっており、特に1995年に起きた少女

暴行事件は県民の記憶にいまだに残っております。そ
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の際も、米軍は綱紀粛正を徹底し、再発防止に全力を

挙げると約束しながら、その後も女性に対する事件は

起きており、米軍の教育はほとんど実効性を伴ってい

ないのであります。その背景には、運用改善で米軍の

裁量にゆだねられている日米地位協定の問題があると

思われます。

　これ以上、今回のような事件を起こさせてはなりま

せん。そのためには、やはり日米地位協定の抜本的な

見直しが必要であります。

　そこでお尋ねをいたします。

　茨、事件の概要と県警の捜査状況及び今後の方針に

ついて説明を願いたい。

　芋、県は、米軍に対し、被害者と家族への明確な謝

罪と補償及び具体的な再発防止策の提示を求めるべき

と考えるが、県の対応を伺いたいと思います。

　鰯、米軍人の事件・事故が減らない背景には、米軍

に裁量がゆだねられている現状の地位協定に問題があ

る。抜本的見直しを日米両政府に求めるべきと考える

が、知事の決意を伺いたい。

　２番目に、普天間飛行場代替施設建設についてであ

ります。

　普天間飛行場移設問題については、平成８年４月12

日の当時の橋本総理とモンデール駐日米国大使が共同

記者会見し、普天間飛行場の全面返還合意との電撃的

な発表が行われ、12月２日、ＳＡＣＯ最終報告によ

り、代替施設建設の条件つきながら５年ないし７年以

内の返還が日米間で合意されたのを機に、県民の間に

大きな期待が生まれたのであります。

　しかしながら、その後の経緯は、今日の状況が物

語っているように11年が経過していながら、普天間飛

行場は当時と変わらず、依然として最も危険性の高い

飛行場として存在しているのであります。その間、総

理大臣も当時の橋本総理から現在の福田総理まで６人

もかわり、本県知事も現在の仲井眞知事で３人目であ

ります。

　この11年の間に我が国を取り巻く国際環境はますま

す複雑・多様化し、東アジア情勢も先行き不透明感が

増してきており、また国内においても、国民の生活環

境や社会経済状況も大きく変化してきたのでありま

す。このような中にあって、米軍再編の大きな柱であ

るはずの普天間飛行場問題は進展を見ないまま時間だ

けが経過してきたのであります。

　しかしながら、仲井眞知事の登場で事態は大きく動

き出しました。仲井眞知事の姿勢は、県として言うべ

きことははっきり言うが、政府との話し合いには積極

的に応じるというものであります。それにより、県と

政府と地元の三者が話し合う普天間飛行場移設措置協

議会が再開され、政府は移設建設に係る環境影響評価

を本格的に進めており、また協議会の主宰が官房長官

にかわるなど、移設作業は確実に進展しております。

　去る２月７日には第６回普天間飛行場移設措置協議

会が開催され、報道によれば、町村官房長官からは、

沖合移動を含めた話し合いを示唆する発言があったと

いうことであります。

　国と県・地元との信頼関係を維持することが、結果

として移設作業をスムーズに進めることにつながると

考えるものであります。

　質問をいたします。

　茨、環境影響評価方法書に対する知事意見につい

て。

　ア、12月21日、環境影響評価方法書について県条例

の対象部分に係る知事意見を提出したが、県として特

に問題と考えたものは何か。

　イ、今後、政府がアセス調査を進めるに当たり、知

事の意見に沿った調査・評価を行えば準備書の提出に

は相当の期間が必要と言われるが、これについて県と

政府との間に認識の違いはないか。

　ウ、環境影響評価法に基づく知事意見で県は書き直

しを明記したが、方法書のアセス法上の有効性は否定

していないとの批判とやり直しを求めるべきとの指摘

もあるが、これについての県の見解を伺いたい。

　エ、施設建設で埋め立てに必要とされる海砂は1700

立方メートルと大量のため、本島周辺の海砂消失や環

境への影響が指摘されている。県の対応を伺いたい。

　オ、知事意見で書き直しを求められた方法書につい

て、去る２月５日に沖縄防衛局は県に提出した。県が

指摘した事項に対しては的確に対応したものとなって

いるか。

　カ、提出された方法書は、県条例に基づく知事意見

で求めた環境影響評価の項目、手法の再検討と調査の

着手前の県への報告・協議等について真摯にこたえた

ものとなっているか。

　キ、普天間飛行場の移設予定地辺野古沖に生息する

ジュゴンをめぐって日米の環境保護団体が訴えていた

訴訟で、サンフランシスコ連邦地裁が下した判決は今

後の移設作業にどのような影響を与えるか。

　ク、知事意見で、県は政府に対し厳しい対応を求め

ているが、一方で普天間飛行場の危険性の除去を図る

最大の方策は早期移設である。これについて県は今後

どのように折り合いをつけていく考えかお答えくださ

い。

　芋、普天間飛行場移設問題について。
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　ア、政府は、Ｖ字型滑走路の沖合への移動を検討し

ているとの報道もあるが、県が容認できる移動範囲と

政府の検討状況について伺いたい。

　イ、Ｖ字型滑走路の沖合への移動については、米国

防長官は明確に反対を表明するなど、日米間の考え方

の違いが明らかとなっている。県はどう考えるか。

　ウ、沖合移動は県及び名護市など地元の一致した要

望である。県として、地元の要望を政府が受け入れな

い限り本格着工は認めないとの方針であるのか伺いた

い。

　エ、第６回普天間飛行場移設措置協議会が開催され

た。協議の内容と合意した事項、今後検討することと

なった事項について伺いたい。

　オ、町村官房長官が沖合移動を含めた話し合いを示

唆したとの発言について、知事はどのような感触を受

けたのか伺いたい。

　カ、知事は、環境影響評価がこのまま進んでも地元

の意見が反映されない場合、やむを得ない対応を考え

ざるを得なくなると述べたようだが、その真意はどう

ですか。

　３、大規模基地返還について。

　普天間飛行場の代替施設の建設は、2014年完了が日

米合意であります。そして、今回の在日米軍再編の目

玉である嘉手納飛行場以南の大規模な基地の返還は、

普天間飛行場代替施設の移設建設と一体となっており

ます。

　本県は、これまで知事を先頭に県民の目に見える形

での基地の負担軽減を求めてまいりました。しかしな

がら、県民の基地負担を軽減する大規模な返還を実現

するには至っていないからであります。

　本県の米軍基地の中でも、住宅地の中にあり、住民

生活に最も危険な状態にあると言われている普天間飛

行場の返還については、本県基地問題で特に最重要課

題となっているのであります。

　今回、条件つきとはいえ、普天間飛行場の返還と嘉

手納以南の基地の返還が実現することは、本県にとっ

て大きな前進であります。普天間飛行場代替施設建設

の着実な前進が大規模な基地の返還につながるのであ

ります。県には早急な跡利用計画等の検討・策定を願

うものであります。

　そこで伺いたいと思います。

　茨、嘉手納以南の返還される６基地で、キャンプ瑞

慶覧については一部返還となっているが、返還規模

（面積）をめぐる日米協議の状況について伺いたい。

　芋、ＳＡＣＯ合意により返還が決まったキャンプ瑞

慶覧の一部地区について、米軍再編による一部返還と

の関係でどのように取り扱われるか伺います。

　鰯、内閣府は、嘉手納以南の大規模返還を見据えて

跡地利用促進室を設置する検討を進めているようであ

ります。これに対応する県の組織体制はどうなってい

るか。

　允、県は、嘉手納以南の大規模返還を見据えて跡利

用ビジョン策定を進めているようであるが、その理念

と基本的な考え方を伺いたい。

　印、嘉手納以南の大規模返還は、有効な跡利用の策

定で沖縄振興の最大の柱になり得ることから、政府と

一体となった組織横断的な推進機構の設置が必要であ

ります。県の考えを伺います。

　４、集中豪雨による被害についてであります。

　昨年８月に起きた安里川の集中豪雨によるはんらん

で、蔡温橋周辺の店舗や川の浸水被害について、県は

自然災害として補償対象にならないとの方針を住民側

へ示しております。

　県の調査によれば、焦点となっていた蔡温橋での工

事については、工事前も工事中も付近の川の水があふ

れるとし、工事がなくても同じ場所からはんらんが起

きていたということであります。

　これに対し住民側は、昨年８月のはんらんは過去の

はんらんとは明らかに違っていたとしており、県の説

明に猛反発しております。

　河川管理は県の責任において行われるはずでありま

す。当然、県は毎年来襲する台風に備え、大雨を想定

した河川の整備を行っておくべきであります。その意

味で県には河川管理者としての責任があると思いま

す。

　伺います。

　茨、集中豪雨により安里川がはんらんし被害を受け

た安里川周辺住民に対し、県は補償の対象外との結論

を出したようだが、根拠を説明願いたい。

　芋、県は、河川のはんらんは工事がなくても同じ場

所ではんらんが起きるとして自然災害との見方をして

いるようだが、物理的・科学的な実験等を含めた十分

な調査はなされているか。

　鰯、県の検討委員会は、蔡温橋改修工事による影響

はあったとの見解を出したようだが、検討委員会の結

論はどのようなものであったのか。

　允、周辺住民への説明会を行ったようだが、住民は

納得していない。県としてさらなる調査や説明会を開

く考えはないか。

　次５、米軍基地問題についてであります。

　米軍嘉手納飛行場所属のＦ15戦闘機が、昨年11月末

からの飛行停止措置から約１カ月半ぶりに訓練を再開
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しております。Ｆ15戦闘機は米本国で墜落事故を起こ

し、飛行停止の措置がとられたのでありますが、本県

においてもこれまで数々のトラブルを起こしている問

題の戦闘機であります。

　日本時間の２月２日には米空軍ハワイ州兵部隊所属

のＦ15Ｄ戦闘機がハワイ沖で墜落したとの報道もあ

り、やはりとの思いを強くしたものであります。

　また、金武町のキャンプ・ハンセン内のレンジ４の

米陸軍都市型戦闘訓練施設をレンジ16付近へ移転する

工事が１年半おくれることが明らかとなりました。そ

のことは、移設施設が完成するまでの間、米軍がレン

ジ４の暫定使用を続けることになるということであり

ます。周辺住民にとっては到底受け入れることができ

ない住民無視の米軍訓練を優先した日本政府の沖縄対

策のあらわれであります。

　このような現在起きている地域住民を巻き込んだ問

題に対し、当然歯どめとなるべき日米地位協定に基づ

く日米協議は実態を十分把握をしているか、協議団体

が機能しているのか疑問があります。

　このような米軍基地の運用のあり方や米軍の行動に

いかに歯どめをかけていくか、住民の生活、健康をい

かに守っていくかについて全く期待を持てないもので

あります。

　そこで伺います。

　茨、嘉手納基地所属Ｆ15戦闘機の訓練が地元の反対

を押し切って再開している。数々のトラブルを起こし

ている同機の訓練について、県としての明確な姿勢を

日米両政府に対し示すべきではないでしょうか。

　芋、Ｆ15戦闘機の訓練再開で周辺地域への騒音は増

加すると思われるが、住民の健康被害への対応や事故

への不安解消に対しどのような対策がとられている

か、県の考え方を伺いたい。

　鰯、キャンプ・ハンセン内レンジ４の米陸軍都市型

戦闘訓練施設をレンジ16付近へ移転する工事が１年半

おくれるとのことだが、これについて県はどのような

対応をしていくのかお尋ねをいたします。

　允、施設が完成するまで米軍がレンジ４の暫定使用

を続けることについて、政府の対応と県の政府との交

渉・協議について伺いたい。

　６、旧軍飛行場用地問題についてであります。

　旧軍飛行場用地問題は、本県における戦後処理の未

解決の問題として長らく取り残されたのであります

が、旧軍による土地の接収方法や代金の未払い問題、

さらに米国民政府による所有権認定作業とさまざまな

問題が絡み合っているほか、国の責任において問題の

解決がなされることが必要であるものと考えます。

　ここに来てようやく県も重い腰を上げてきたようで

あり、昨年11月６日には県と市町村との第３回連絡協

議会が３年ぶりに開催され、団体方式での解決の方針

が決定され、国への働きかけを促進することになった

のであります。残り４年となった振興計画期間での事

業の具体化に向け、これからの県の強い指導力を期待

したいと思うのであります。

　そこでお尋ねをいたします。

　茨、県は、市町村との連絡調整会議で団体方式によ

る解決促進を決定した。会議で確認した事項と今後の

具体的作業方針を伺いたい。

　芋、戦後処理事業として取り組む事業の規模、国の

財政支援、市町村との役割分担、地主会の協力取りつ

け等課題が山積しているが、2009年度に予算化される

と残り３年間での事業の完了は可能であるか。

　鰯、個人補償を求める地主会の同意をどのように得

ていくか。地主会の同意の期限を設定するのか。ま

た、同意を得られない場合は、旧軍飛行場用地問題の

解決にどのような影響が出るか。

　允、沖縄振興計画も残り４年となり、事業案のまと

めや具体化は厳しい状況にあるが、今後、国と交渉す

る上での戦略を示していただきたい。

　７、地方の活性化について。

　茨、地域活性化事業の推進について。

　本県は、自立経済の構築を目指し、経済の振興と産

業の活性化を図るところでありますが、現状において

は観光が好調に推移し、その波及効果によって県内経

済も好調を維持しているのであります。

　しかしながら、経済の自立を目標とするからには確

固とした産業の位置づけと地域に根づいた基盤がしっ

かりとした産業の集積が必要であると考えるのであり

ます。

　観光立県である本県においては、観光・リゾート産

業が産業の柱であり、中核産業であることは論をまた

ないところでありますが、自立経済の構築を図るには

観光だけではなく、ＩＴ情報通信関連産業の集積を図

る必要があります。ＩＴ情報通信関連産業の集積を図

ることにより、国内だけではなく、アジア・太平洋地

域における国際的な情報通信の拠点形成につながるの

であります。同時に、ＩＴ情報通信関連産業は、リー

ディング産業としても期待されるものであり、既存の

企業へ波及効果や新規企業への立地促進にもつながる

ものと考えるものであります。

　現在、本県においては、県が実施した事業主体とな

る沖縄ＧＩＸ構築事業や沖縄ＩＴ津梁パーク構想、政

府が提唱する「アジア・ゲートウェイ構想」等、情報
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通信に関するさまざまな事業が計画されております。

　県は、これらの計画を活用し、本県をＩＴ情報通信

産業の集積拠点として構築すべく鋭意作業を進めてお

りますが、大事なことは本県の目指す自立経済の構築

の基盤となるＩＴ情報通信産業の集積・立地との連結

や整合性をどのように図っていくかであります。

　そこで伺います。

　ア、政府が進めている「頑張る地方応援プログラ

ム」について、その事業内容と本県における活用状況

を伺いたい。

　イ、「頑張る地方応援プログラム」のメニューは、

地域活性化に取り組んでいる市町村にとって大きな助

けとなる。県として各市町村に対し、活用を働きかけ

るべきと思うが、考えを伺いたい。

　ウ、地域商店街の空洞化解消や地域開発を図るため

には、中心市街地活性化法を活用した重点事業の導入

が必要と考えるが、県として市町村への指導はどのよ

うに行われているのか。

　エ、ＩＴ津梁パークの整備場所も中城湾港新港地区

都市機能用地に決定したが、整備を進めるに当たって

経済効果と今後の課題について伺います。

　オ、ＩＴ津梁パークは、県が主体的に推進するが、

民間活力を活用した施設整備も必要である。民間を活

用するに当たっての基本方針について伺います。

　芋、南部振興策の推進について伺います。

　本県は、復帰後、本土に立ちおくれた格差を解消す

るために、３次にわたる沖縄振興開発計画が実施され

たことにより、社会資本整備を初め格差は総体として

縮小されてまいりました。そして、2002年度には本県

の経済の自立を目指すことを基本とする現沖縄振興計

画は策定されました。その間、沖縄自動車道を初め広

域道路、沖縄都市モノレール等の交通基盤の整備が進

められ、那覇新都心地区の開発、中城湾港開発、市町

村における新市街地等の整備等が実施されておりま

す。そして、今後も多くの事業の実施や進展が見込ま

れております。

　これらの事業において、糸満市を初めとする南部地

域はほとんど蚊帳の外であります。このままでは南部

地域は取り残されてしまうとの危機感が強く、南部振

興会等南部５団体が一体となって県に対し、南部振興

策と財政支援の要請を行ったのも南部地域の現状を物

語っております。

　県は、沖縄振興計画以降を見据え、将来の沖縄のあ

り方を描く県独自の長期ビジョン等の策定を検討して

おりますが、その際、ぜひ南部振興について明確な位

置づけをしていただき、具体性を持った振興策をお示

しくださるようお願いするものでございます。

　そこで伺います。

　ア、本県の自立型経済の構築を図る上で、南部地域

はどのように位置づけられているのか。また、本県の

経済の均衡ある発展の観点から南部振興をどのように

考えているのか。

　イ、南部地域における空港、港湾等へのアクセスを

図る交通網整備や企業立地のための環境整備等に対す

る基本的な考えを伺いたい。

　ウ、南部観光に対する県の基本認識を伺いたい。ま

た、今後の観光振興策について県の考えを伺いたい。

　エ、南部振興会等南部５団体から南部地域振興策と

財政支援の要請があるが、県としての対応策について

伺いたい。

　８、企業誘致の推進について。

　本県が企業誘致の核として位置づけている中城湾港

特別自由貿易地域に進出している企業の2006年の取扱

高が大幅な伸び率を示しているということでありま

す。

　搬出品は、産業用ロボットなどの電気機器が主で、

輸出先は22カ国にも及び、海外への搬出がふえている

ということであります。県のこれまでの地道な努力が

結果を出し始めていると評価するものであります。

　県の資料によりますと、平成11年４月以降の企業誘

致の実績は140社で、１万1141名の雇用を実現してい

るとのことであります。誘致した企業は情報通信関連

企業が最も多くを占めておりますが、本県の各種優遇

制度や支援策が誘致を促したものであります。

　これを見ますと、県内における企業の雇用環境も大

いに改善されるように思えますが、現実は、学卒者の

就職先は県外企業が圧倒的に多く、県内への就職は依

然狭き門となっております。やはり、雇用吸収力の高

い大規模な工場を持つ製造業の誘致が必要でありま

す。県の言う戦略的な企業誘致活動において、製造業

等の誘致に力を入れてほしいと思う観点から質問をい

たします。

　茨、３つの経済特区における企業誘致の昨年度から

の実績と今後の計画を伺いたい。

　芋、本県の経済特区における課題と問題点は、割高

な分譲価格、認知度、技術人材の不足にあると言われ

ているが、これに対する県の対策と今後の改善へどう

いうふうにつながるか。

　鰯、県は、トップセールスによる戦略的な企業誘致

活動の展開を掲げているが、具体的な活動方針と実績

について伺います。

　允、全日空が那覇空港に計画をしている国際貨物輸
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送中継基地構想に期待して本県への工場立地を計画し

ている企業もあると聞くが、県の企業誘致の基本方針

に中継基地計画も取り込まれているか伺います。

　９、土木・建築業の違約金問題についてでございま

す。

　昨年から今年にかけて県内建築業にとって最も懸念

される問題は、県発注の土木・建築工事をめぐる談合

問題でございます。

　県は、一時中止していた業者への請求を改めて一斉

請求する方針を固めたようであり、請求内容の大枠も

既に決定しております。業者への説明会を開いて県の

考え方を示すとしております。

　仲井眞県政を支える我々与党としても、これまで幾

度となくこの問題の慎重な解決を県に対し要請してま

いりました。これは、今回の談合問題が決して許され

るものではなく、県民の批判が強いことは重々周知の

上で、実際に数百億円に上る違約金を請求されると、

業者の受ける打撃ははかり知れないものがあるからで

あります。

　さらに、今回の請求は、実際に工事を受注したＪＶ

企業だけでなく、直接関与をしていないＪＶ一部構成

企業（Ａクラス）に対しても損害賠償金が課されてお

り、釈然としないのであります。

　本県の産業構成に占める土木建設業の比重は大き

く、恒常的高失業率の現状にある本県にとって大きな

雇用の受け皿の役割も担っており、土木・建設業が本

県経済に貢献してきた実績を考えれば、業界の衰退は

避けなければならないものと考えるものでございま

す。

　県議会としても、この問題の解決のため何らかの方

策を検討していきたいと考えておりますが、他県に比

べて経営規模の小さい本県建設業のこれ以上の倒産や

自主廃業をふやさないためにも、県としてもいま一度

慎重な検討をお願いするものでございます。

　そこで伺います。

　茨、損害賠償金を10％とした根拠は何か。また、直

接関与していないＡクラス業者に対し賠償請求する理

由について伺いたい。

　芋、建設業界が要請した無利子・無担保での10年分

割納付について、県の対応を伺いたい。

　鰯、請負契約に違約金条項が明記されていない期間

について、違約金を求める根拠を示していただきた

い。

　允、県は、請求内容の大枠を決定したとされるが、

今後予想される損害賠償金請求による建設業界の倒

産、リストラ等による県経済への影響を反映されたも

のとなっているのか。

　10、建築確認申請問題についてでございます。

　国土交通省が昨年６月の改正建築基準法の施行に合

わせて、建築確認申請の審査が厳格化したことによ

り、全国的に建築確認の審査が滞り、その結果、住宅

着工の減少につながっております。県においても、建

設業に与えた影響は大きく、建築着工の減少や大幅な

おくれが出て、経営圧迫に陥った業者も多かったので

あります。

　これについて、国土交通省がソフトウエアを仮認定

し、構造計算のチェックが容易となり、審査期間の短

縮が図られる見通しとなったものであります。

　しかしながら、改正建築基準法に基づき建築確認が

厳格化されたことにより、業者からの申請がおくれ、

建設工事の着工が大幅におくれるなど、県内建築業へ

与える影響は予想をはるかに超えるものであります。

　影響は、県発注の工事だけでなく、市町村事業や民

間の住宅、改修工事にも波及するなど、中には休業・

廃業に追い込まれるところも出ているようでありま

す。県や国の早急なる対策を求めるものであります。

　そこで伺います。

　茨、改正建築基準法に基づく建築確認申請に関し、

申請のおくれによる県内建築業への影響について、現

在の状況と今後の見通しについて伺います。

　芋、建築確認申請のおくれにより、住宅建築着工は

大幅に落ち込んだと言われているが、県の調査ではど

のようになっているか伺いたい。

　鰯、国土交通省は、おくれていたソフトウエアを仮

認定したようであるが、これにより審査期間はどの程

度に短縮されたのか伺います。

　次に11、道路特定財源について。

　ガソリンや自動車にかかる税金を道路整備に充てる

道路特定財源の暫定税率が今年度末で期限切れを迎え

ます。

　政府与党は、暫定税率が廃止された場合の国や地方

の財政への影響を考え、10年間延長する必要があると

して今国会に延長案を提出し、現在、審議が続いてい

るのであります。

　国会においては、与党が３月末までの期限切れを回

避するため、５月末までの２カ月間延長する「つなぎ

法案」を提出したことから、与野党の対立が激化、衆

参両議院議長があっせんに入る事態となったのであり

ますが、結局、河野衆議院議長のあっせんを受け入

れ、与党が「つなぎ法案」を取り下げることで事態打

開が図られたのでございます。　

　政府は、暫定税率が廃止されれば、国で約１兆7000
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億円、地方で約9000億円の減収になるとしておりま

す。特に、地方道路整備臨時交付金の約7000億円を合

わせると、地方では１兆6000億円の減収となると指摘

をしております。

　４月から突然これだけの減収があると、地方は新規

事業のほか、継続中の事業も中止せざるを得ず、地方

財政のみならず住民生活をも直撃することになってし

まいます。確かに、暫定税率が失効すれば、ガソリン

価格が１リットル当たり25円安くなることから、世論

調査でも廃止を求める声が多いことは事実でありま

す。

　しかし、本県のように、暫定税率が廃止された場

合、地方税収は2005年度実績と比べ、県分が約48億

円、市町村分が26億円、計74億円が減収となるほか、

国からの補助金も含めた2007年度当初の予算ベースで

道路整備費全体では236億円減り、ほぼ半減するとい

う事態に直面することになれば、県経済への影響は甚

大であります。

　本県のような不安は全国でも同様であり、47都道府

県知事も暫定税率延長を表明しており、全国知事会な

ど地方六団体は暫定税率廃止反対、税率維持を求めて

おります。我が自由民主党も地方財源が大きく影響を

受け、道路整備だけではなく、福祉や教育など、行政

サービスへの影響がはかり知れないことから、暫定税

率の廃止を阻止するため全力で取り組んでまいりま

す。

　また、１月23日に開かれた道路特定財源堅持を求め

る全国都道府県議会議員総決起大会には500人もの議

員等が参加するなど、地方も一体となって暫定税率の

維持を図るための行動を進めるとしております。

　このため、県においても、道路特定財源の暫定税率

の延長に向けた取り組みをお願いするものでございま

す。

　そこで伺います。

　茨、道路特定財源の暫定税率の必要性と廃止された

場合、地方の道路整備や福祉、教育等にどのような影

響が考えられるか。

　芋、本県における直轄国道、県道及び市町村道の整

備に道路特定財源の占める割合を伺いたい。

　鰯、道路特定財源の延長を前提として本県が計画し

ている主要な道路整備事業を伺いたい。

　允、本県の年間予算で、暫定税率分の税収の割合と

廃止された場合の減収を伺いたい。また、影響を受け

ると思われる主な事業を示していただきたい。

　印、本土マスコミの調査によると、道路特定財源の

暫定税率について、47都道府県の全知事が延長に賛成

しているとの結果があるが、仲井眞知事の考えを伺い

たい。

　12、那覇空港滑走路の拡張整備についてでございま

す。　

　去る１月31日に開かれた県、内閣府、国土交通省で

構成する那覇空港調査連絡調整会議において、那覇空

港はこのままの状況が続けば2010年から2015年には夏

場を中心に需要に対応できないおそれがあり、滑走路

増設を含めた対応が必要との結論に達したようであり

ます。これを受けて政府は、滑走路の位置などの構想

段階に移行するため、那覇空港構想段階検討協議会を

早期に立ち上げるとしております。

　滑走路をめぐっては現在３案が提示されております

が、2008年度から具体的検討に入る見通しと聞いてお

ります。国、県の協議において早急なる結論が出され

るよう願うものであります。

　そこで伺います。

　茨、第８回那覇空港調査連絡調整会議が開かれ、那

覇空港の将来のあり方についての最終報告がまとめら

れたようだが、その概要について説明願いたい。

　芋、今後は具体的な滑走路増設３案の絞り込みに入

るが、国と県との役割分担等、作業工程について伺い

ます。

　鰯、ＰＩ調査の最終段階となるステップ３での住民

意見で環境問題に対する懸念も多く示されたようだ

が、その内容と具体的に起こり得る環境問題は想定し

ていますか。

　允、国際海洋リゾート地として玄関口である国際線

ターミナルの拡張整備について取り組み状況を伺いた

い。

　印、県は、那覇空港の貨物ターミナル機能の強化に

向けた国際物流拠点整備の検討を進めているようだ

が、県の構想の概要と政府の「アジア・ゲートウェイ

構想」と連動させた取り組みについて伺います。

　咽、県は、全日空との間にＡＮＡが計画する2009年

をめどに国際貨物輸送の中継基地（ハブ）の設置につ

いて基本合意している。実現のためには貨物ターミナ

ルの整備や那覇空港の拡張等が必要であり、政府の協

力取りつけが不可欠であります。現状を伺います。

　以上で代表質問を終わります。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　新垣哲司議員の御質問にお答えいたします。

　まず第１に、米軍に対する県の対応について、これ

は米兵による少女暴行事件に関連するものでありま
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す。

　お答えいたします。

　今回の事件は、女性の人権をじゅうりんする重大な

犯罪であり、特に被害者が中学生であることを考えれ

ば、極めて悪質で決して許すことはできず、強い憤り

を覚えるものでございます。

　県は、福田総理大臣やシーファー駐日米国大使を初

め、関係大臣、関係機関に対し遺憾の意を表するとと

もに、このような事件が二度と起きないよう一層の綱

紀粛正及び隊員の教育の徹底を行い、県民が納得でき

るような形で具体的な再発防止策等を講じ、それを公

表するよう強く求めたところでございます。

　また、軍転協を通じ被害者及び家族への謝罪を行

い、十分かつ速やかな補償を行うことなどを米軍を初

め日米両政府に対し強く要請をしたところでありま

す。

　さらに、県は去る２月18日に米軍人等犯罪防止対策

に関する検討会議を開催し、今後、日米両政府に対

し、具体的に求めていく犯罪防止策について検討いた

しました。

　現在検討している案について幾つか御説明申し上げ

ますと、まず第１に、米軍人等に対する研修（教育プ

ログラムに関する）の見直し、第２に、米軍人等の生

活規律の強化について、第３に、基地外に居住する米

軍人等の対策について、第４に、防犯施設の充実強化

について、第５に、警察の取り組みの強化について、

第６に、学校における取り組みの強化について、第７

に、日米地位協定等の見直しなど、７項目20数件につ

いて検討のまとめをしているところでございます。

　今後、これらの案を取りまとめ、日米両政府に対

し、具体的な犯罪防止策を求めていきたいと考えてお

ります。

　次に、同じく１の関連ですが、日米地位協定の見直

しについてどうかという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　県といたしましては、米軍基地をめぐる諸問題の解

決を図るためには、日米地位協定の抜本的な見直しが

必要であると考えており、これまで、より多くの国民

や国会議員の皆様に地位協定の見直しの重要性を理解

していただくため取り組んできたところでございま

す。

　去る２月13日には、来沖された参議院沖縄及び北方

問題に関する特別委員会委員長に対し要請したほか、

２月15日にも来沖された民主党国会議員に、２月18日

及び19日には軍転協を通じて、内閣官房長官を初め日

本政府と在日米国大使館等に対し要請したところであ

ります。引き続き渉外知事会等と連携しながら粘り強

く取り組んでまいります。　

　また、米国連邦政府や連邦議会関係者等に沖縄県の

実情を伝え理解してもらうため、訪米も含め検討して

いきたいと考えております。

　次に、普天間飛行場代替施設に関する御質問の中

で、普天間飛行場移設問題解決に向けての方策につい

ての御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性を除去するための最終的な方

法は移設でございます。

　しかしながら、移設するまでの間であれ、その危険

性を放置することはできないことから、私は早期に危

険性の除去、騒音の軽減を図るなど、３年めどの閉鎖

状態の実現を機会あるごとに政府に対し求めていると

ころであります。

　代替施設の建設に当たっては地元の理解と協力が不

可欠であり、政府が地元の意向に十分配慮すれば移設

はより円滑に進むものと考えております。

　また、移設に当たり環境の保全にも配慮することは

当然であり、このためアセス手続は法令に基づき適切

に対応しているところでございます。

　次に、同じく普天間飛行場代替施設に関連して、代

替施設の沖合移動に係る県の認識についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　私としましては、地元名護市の求める代替施設を可

能な限り沖合へ寄せていただきたいとの要求は、名護

市と日本政府が交わした基本合意書を踏まえ協議して

いるものであり、米国政府においても当然理解される

ものと考えております。

　同じく普天間飛行場代替施設について、地元の要望

を受け入れない限り本格着工は認めないのかという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場の移設に当たり、地元の理解と協力が

不可欠であることは当然のことであります。地元の意

向が配慮されないままでは事業の円滑な実施に支障を

来すことになると考えております。

　今後とも政府と協議を重ね、移設問題の解決に取り

組んでいきたいと考えているところでございます。

　同じく普天間飛行場に係る御質問で、官房長官の沖

合移動発言への感触についてどうかという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　協議会は、率直な意見交換ができる雰囲気になって

きております。官房長官の発言なども踏まえますと、

何らかの進展があるのではないかと感じているところ

でございます。

　次に、同じく普天間関連の御質問で、第６回協議会



－ 42 －

での私のやむを得ない対応という発言の真意いかんと

いう御質問にお答えいたします。

　第６回協議会での私の発言の趣旨は、地元の意向が

建設計画に反映されない場合には、公有水面埋立承認

のことも念頭に置きつつ、政府に対し厳しい対応をと

らざるを得なくなることもあり得るということを念の

ため申し添えたものでございます。

　次に、大規模基地返還に係る御質問の中で、大規模

返還を見据えたビジョン策定の理念と基本的な考え方

いかんという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県といたしましては、嘉手納飛行場より南の米軍基

地の返還に伴う跡地を自立的発展に寄与する貴重な空

間として活用し、県土構造の再編も視野に入れた計画

的な都市づくりや新しい経済活動の拠点形成を目指す

必要があると考えているところでございます。

　このため、今年度から平成20年度にかけて大規模跡

地を中心に主要プロジェクト等も含めた産業振興の方

向性と、県土の有効利用という視点に立った都市機能

のあり方について検討していくことといたしておりま

す。

　次に、地方の活性化についての御質問の中で、沖縄

ＩＴ津梁パークの経済効果と今後の課題についての御

質問にお答えいたします。

　現在策定中の第３次情報通信産業振興計画では、情

報通信関連産業に係る生産額の目標を平成23年度まで

に3900億円とすることで検討をいたしております。

　ＩＴ津梁パークは、この目標を達成するための情報

通信産業振興施策における中心的な事業であり、8000

人の新規雇用を見込んでいるところでございます。

　今後の課題といたしましては、ソフトウエア開発及

び総務・経理部門などの業務受注を行うＢＰＯ（ビジ

ネス・プロセス・アウトソーシング）等の人材確保が

重要となることから、情報産業核人材育成支援事業を

実施するなど、人材育成に努めてまいりたいと考えて

いるところでございます。

　次に、同じく地方の活性化の中で、沖縄ＩＴ津梁

パークにおける民間活力の活用の基本方針はどうかと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、中城湾港新港地区の10ヘクタール程度

の用地に延べ床面積７万平米の施設を整備し、8000人

の新規雇用を創出する計画でございます。

　ＩＴ津梁パークの中核施設として、オフショア開発

や人材育成等の機能を集約した施設を県が整備いたし

ます。加えまして、ＢＰＯ等の企業を誘致するための

施設については、民間の資金とノウハウの活用により

整備を進めていきたいと考えております。　

　このため、平成20年度は民間事業者が整備する施設

を県の産業支援施設として借り上げ、ＩＴ企業等の利

用に供するため15年間の債務負担行為の設定を予定い

たしているところでございます。

　次に、８番目の企業誘致の推進に係る御質問で、実

績と今後の計画いかんという御趣旨の質問にお答えい

たします。

　沖縄県では、法人税課税所得控除制度のあります特

別自由貿易地域、金融業務特別地区及び情報通信産業

特別地区のいわゆる３つの経済特区が指定されている

ところでございます。この特区に産業高度化地域、情

報通信産業振興地域をあわせました全体を「経済特区

沖縄」として国内外にＰＲをし、企業誘致活動を展開

してきたところでございます。その結果、平成18年４

月から平成19年12月までの約２年間で合計61社を誘致

し、約2800名の雇用が創出されております。

　今後は、ＩＴ津梁パーク整備事業の推進とともに、

特別自由貿易地域の土地の減額譲渡制度の活用、国際

物流関連企業の誘致など、さらなる企業誘致に取り組

んでまいりたいと考えております。

　同じく企業誘致の推進の中で、企業誘致の課題に対

する対策についての御質問にお答えいたします。

　特別自由貿易地域に係る分譲用地につきましては、

昨年12月に特別自由貿易地域の土地の減額譲渡制度を

創設いたしております。

　沖縄県の経済特区の認知度向上につきましては、国

内外の６カ所におきまして企業誘致セミナーを開催し

たほか、新聞・雑誌等への広告、企業へのダイレクト

メール、経済特区視察ツアーの開催など積極的に取り

組んでまいってきました。その結果、全国ネットのテ

レビ局や全国紙等により沖縄県の企業誘致活動や立地

企業が紹介されてきました。

　また、技術人材の育成につきましては、高度なＩＴ

技術者を育成する情報産業核人材育成支援事業や、高

度な金融人材を育てる金融人材育成事業などを実施し

ているところでございます。

　同じく企業誘致の中で、トップセールスについての

御質問にお答えいたします。

　企業誘致におきましては、トップセールスが大きな

効果を発揮すると考えていることから、企業訪問及び

投資環境ＰＲ等を積極的に推進いたしております。

　具体的には、従来の東京、大阪セミナーに加え、今

年度は新たに名古屋、横浜においてもセミナーを開催

し、私自身が沖縄県の投資環境をプレゼンいたしたと

ころでございます。

　また、上海、台北におきましても投資セミナーを行
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うなど、国内外で積極的に企業誘致活動を展開してき

たところでございます。

　今後とも、個別に企業訪問を行うとともに、企業

トップとの面談の場など、あらゆる機会を活用して沖

縄県への企業誘致を積極的に進めてまいりたいと考え

ております。

　次に、土木・建設業の違約金問題に関連しまして、

損害賠償金を10％とした根拠などについての御質問に

お答えいたします。

　県の工事請負契約書は、平成15年１月１日からいわ

ゆる違約金条項が盛り込まれ、公正取引委員会から談

合の認定を受けた企業は、賠償金として契約金額の

10％相当額を支払わなければならないと規定いたして

おります。

　一方、平成15年１月１日前の契約におきましては違

約金条項がないことから、民法第709条の規定に基づ

いて不法行為責任を問うこととし、談合が認定された

企業に対して契約金額の10％相当額を損害賠償金とし

て請求することとしたものでございます。

　この損害賠償金を契約金額の10％相当額とした根拠

は、談合があった工事の平均落札率と公正取引委員会

立入後の、談合がなかったであろうと推定される期間

の平均落札率との差が13.7％であることから、この数

値を基礎に県を初め国、他府県の違約金条項の規定、

そして判例の動向及び建設業界の置かれている昨今の

経営環境等を総合的に勘案して、一律10％と決定いた

したものでございます。

　Ａクラス業者に対して賠償請求する理由は、共同企

業体施工工事においては、構成員は代表構成員と共同

連帯して賠償金を支払わなければならない旨、工事請

負契約書第51条の２に規定しているためでございま

す。

　同じく土木・建設業に関連して、無利子・無担保で

の10年分割納付要請についての御質問にお答えいたし

ます。

　損害賠償金の納付につきましては、県の財務規則は

一括納付を原則といたしておりますが、一定の条件の

もとに５年を限度とした分割納付を認めております。

　今回の賠償金納付につきましては、一括納付に耐え

られない企業に対してはヒアリングの上、その財務状

況に応じて５年分割納付とし、５年後、その納付状況

によってさらに履行期限を延期することを検討いたし

てまいります。これにより、実質上10年の分割納付と

同様な結果をもたらすことができるものと考えており

ます。

　また、財務規則は企業が無資力またはこれに近い状

態にある場合は、納付期間を10年とすることができる

旨規定いたしており、ヒアリングの結果、無資力に近

い状態にある企業につきましては、当初から10年分割

についても検討をいたしたいと考えております。

　同じく土木・建設業に関する御質問で、違約金条項

がないのに賠償を求める根拠についての御質問にお答

えいたします。

　平成14年以前の工事請負契約書には違約金条項が明

記されておりません。しかしながら、談合が認定され

た工事についてそこには不当な取引制限があり、その

ことによって県に損害があったことが推定されます。

　このため、県といたしましては、民法第709条の不

法行為の規定に基づき、契約金額の10％相当額を損害

賠償として請求するものでございます。

　同じく土木・建設業について、県の請求内容の県経

済への影響についての御質問にお答えいたします。

　県は、損害賠償金の請求に当たっては、企業の倒産

による県経済や雇用状況への波及を極力回避すること

を念頭に処理することといたしております。このた

め、個々の企業のヒアリングを通してその財務状況を

判断することにより、経営体力に応じた納付方法の実

施、無利息・無担保の措置、納付額の適切な分割方法

等を検討いたしてまいります。

　また、あわせて、県は、県内建設業界が置かれた厳

しい経営環境にかんがみて建設産業の振興を図り、活

性化を支援するための諸施策を強力に推進していると

ころであります。

　具体的には、今年度中に建設産業活性化の方向性と

施策を明示しました建設産業ビジョン及びその行動計

画となるアクションプログラムを策定し、新年度から

計画的に実施に移していくことといたしております。

　道路特定財源に関連いたしまして、暫定税率の延長

についての知事の考え方いかんという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、昨年11月16日、県内６団体

において全会一致で暫定税率の延長を決議いたしてお

ります。さらに、去る２月８日には全国の地方六団体

が東京に結集し、緊急総決起大会を開催したところで

ございます。

　沖縄県の道路交通の現状は、県人口や観光客数が一

貫して増加し続けており、これに伴い自家用車やレン

タカーの台数も着実に増加いたしております。

　増加し続ける沖縄県の交通量に対し道路整備が追い

つかず、車両台数や人口当たりの道路の延長は全国平

均の６割程度であり、那覇市を中心に渋滞が慢性化

し、朝夕の混雑時の車両の走行速度は大阪市や東京都
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よりも悪い全国ワーストワンとなっております。

　現在、沖縄県におきましては、那覇空港自動車道や

沖縄西海岸道路を初め、離島苦の解消に資する伊良部

架橋の整備など、各路線について鋭意整備を進めてお

りますが、これらの事業は国庫事業として毎年1000億

円以上の道路特定財源により賄われているところでご

ざいます。

　暫定税率が廃止された場合、1000億円の道路事業費

の半分に当たる500億円が失われることになり、道路

整備の大幅なおくれにとどまらず、建設業界を初め多

くの産業経済活動に甚大な影響を及ぼすことが懸念さ

れているところでございます。

　沖縄県の道路整備の現状や今後の道路整備のあり方

を踏まえますと、現行の道路特定財源制度の維持及び

暫定税率の延長はぜひとも必要であり、真に必要とす

る道路整備を着実・迅速に進めていくことが極めて重

要であると考えているところでございます。

　次に、那覇空港滑走路の拡大に関する御質問の中

で、総合的な調査の最終報告に関する御質問にお答え

いたします。

　去る１月31日の那覇空港調査連絡調整会議におきま

して、那覇空港につきましては抜本的な将来対応方策

の実施が必要であること、そしてそのためには将来対

応方策を絞り込み、具体的な施設配置を検討すること

が適切であることなど、今後の方向性について最終報

告が取りまとめられたところでございます。これを受

けまして、国から事業実施に向けた構想段階への移行

が示されたところでございます。

　沖縄県としましては、那覇空港の滑走路増設等の拡

張整備が早期に実現しますよう、引き続き国と連携

し、全力で取り組んでまいる所存でございます。

　同じく那覇空港関連ですが、那覇空港国際線ターミ

ナルの拡張についての御質問にお答えいたします。

　国におきましては、現在、ことしの夏を目途にター

ミナル地域の抜本的な整備に向けた基本計画を策定中

であります。国際線旅客ターミナルの整備につきまし

ても、その中で検討を進めているところであります。

　県としましては、引き続き国やターミナルビル会社

等と連携をして、早期整備が図られるよう取り組んで

まいりたいと考えております。

　同じく那覇空港に関連した御質問ですが、国際物流

拠点形成への取り組みについての御質問にお答えいた

します。

　県は、国の「アジア・ゲートウェイ構想」を受け、

「アジア・ゲートウェイの拠点形成に向けた取組方

針」を策定し、同構想における主要な拠点としての役

割を沖縄県が担えるよう必要な施策に取り組むことと

いたしております。

　その中で、那覇空港におきましては、国際航空物流

関連企業の誘致を推進するとともに、貨物ターミナル

地区の早期整備など各種支援体制を構築することによ

り、国際航空物流拠点の形成を図ることといたしてお

ります。

　県では、現在、全日空との合意に基づき、同社の国

際貨物基地構想の支援に取り組んでいるところでござ

います。

　また、今後は、「アジア・ゲートウェイ構想」の貿

易手続改革プログラムやオープンスカイの進展等を踏

まえつつ、那覇空港の国際航空物流拠点化に向けて鋭

意取り組んでまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　米兵による少女暴行事

件の事件概要と県警の捜査状況及び今後の方針につい

てお答えいたします。

　本件は、２月10日午後10時35分ごろから午後10時50

分ごろまでの間、沖縄本島中部に住む女子中学生を外

国製オートバイに乗車させ被疑者宅まで連れ去った

後、被害者宅に送り届けると称して自家用車に乗りか

えて、本島中部一帯を乗り回した後で、北谷町内の路

上に駐車し、車内において被害者に暴行を加えた事案

であります。

　県警察は、被害関係者からの届け出を受けるや否

や、直ちに緊急配備を行い、被害者を発見・保護する

とともに、被害者からの事情聴取、現場付近の検索等

の初動捜査を行い、自宅に舞い戻り駐車場内の車中に

いた被疑者である在沖米海兵隊キャンプ・コートニー

所属二等軍曹タイロン・ルーサー・ハドナット（38

歳）を緊急逮捕し、２月12日午後、那覇地方検察庁に

強姦罪で事件送致しております。

　現在の捜査状況についてでありますが、被疑者は現

在も沖縄警察署に勾留されており、県警察において被

疑者の取り調べ、被疑者宅の捜索、犯行に使用した車

両等関係資料を押収するとともに、証拠品の鑑定等を

進めているところであります。

　今後も引き続き、被疑者を鋭意取り調べるととも

に、証拠品による裏づけ捜査を推進し、法と証拠に基

づいて本件を解明したいと考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。
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　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　普天間飛行場代替施

設建設の環境影響評価方法書との関連で、12月21日に

条例に係る知事意見を提出したが、問題は何かという

ことについてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、昨年10月30日に沖縄県環境影響評

価審査会へ諮問いたしました。

　審査会においては、数回にわたり審査を行ってきま

したが、滑走路の幅や飛行場面積等の主要な諸元が不

明であることや、航空機の機種、飛行経路等の運用形

態などの環境影響評価を行う上で、必要となる十分な

事業内容が記載されていないとの問題が出されまし

た。

　このようなことから、知事意見において事業の内容

を具体的に記載することと、環境影響評価の項目並び

に調査、予測及び評価の手法を適宜見直す必要がある

との意見を述べたところであります。

　次に、準備書の提出期間について政府との間に認識

の違いはないかという御質問にお答えいたします。

　環境影響評価方法書については、昨年12月21日の条

例に基づく知事意見及び本年１月21日の法に基づく知

事意見において、動植物に係る調査の手法などに関

し、四季の調査や複数年の調査を実施することを求め

たところであります。

　県としては、準備書の作成には四季の調査など相応

の期間が必要と考えており、沖縄防衛局において適切

に対応していただけるものと考えております。

　次に、方法書のやり直しを求めるべきとの指摘につ

いてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、環境影響評価法及び沖縄県環境影

響評価条例の法的要件を満たしていることから、方法

書手続のやり直しを求めることは困難であると考えて

おります。

　しかしながら、審査会においては、環境影響評価の

項目、手法等が適切であるか否かの判断ができる内容

にしてほしいとの意見が出たことから、方法書の対象

事業の内容、環境影響評価の項目並びに調査、予測及

び評価の手法について書き直しする必要があるとの知

事意見を述べたところであります。

　次に、海砂採取による環境への影響についてお答え

いたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立用材につ

いては、沖縄島周辺の海砂1700万立方メートルを用い

ると沖縄防衛局から説明がなされたところでありま

す。

　しかしながら、県内の年間海砂採取量からすると著

しく大量であるため、県外も含めた調達先の複数案を

検討するよう知事意見で述べたところであります。

　これに対し、沖縄防衛局が提出してきた追加・修正

資料においては、しゅんせつ土を含む建設残土の受け

入れや県外からの調達等も含め、具体的に検討を行う

との見解が示されたところであります。

　県としましては、埋立用材の確保に当たっては、当

該事業実施区域及びその周辺の生態系に著しい影響を

及ぼさないよう十分な配慮が必要であることから、今

後、環境影響評価手続において必要な意見を述べてい

きたいと考えております。

　次に、２月５日に県に提出された書き直し資料は的

確か、また報告・協議等に真摯にこたえているかとい

うことについて一括してお答えいたします。

　２月５日に提出された追加・修正資料は、当初の方

法書に比べ、対象事業の内容等が具体的に記載された

ものとなっております。　

　対象事業の内容については、飛行場区域の面積や滑

走路の幅、滑走路の長さ等の各諸元などが明示される

とともに、環境影響評価の項目、手法等については、

調査項目の追加や調査地点の追加などがなされており

ます。

　また、追加・修正資料の報告・協議については、去

る２月８日の審査会において、沖縄防衛局から説明が

なされたところであり、県において、現在、当該資料

の内容を慎重に審査しているところであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　普天間飛行場代替施設

関連で、ジュゴン訴訟判決の移設作業への影響につい

ての御質問にお答えします。

　ジュゴン訴訟の判決は、米国の裁判所が米国国防省

に対し追加資料の提出を求め、それまで訴訟の進行が

保留されているものと考えております。

　また、この訴訟は米国の法律に基づき米国の裁判所

に提訴されたものであり、移設作業への影響について

県として判断することは差し控えたいと考えておりま

す。

　次に、代替施設の沖合移動についてお答えします。

　県が求めているのは、日米両政府が合意した案を基

本にしながらも、地元の意向を踏まえてできるだけ沖

合に寄せてほしいということであります。

　具体的な位置については政府から示され、普天間飛
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行場移設措置協議会の場において確認される必要があ

ると考えております。

　去る２月７日の第６回協議会において、町村官房長

官から、沖合へという話も念頭に置いて、できるだけ

早期に決着させるよう最大限に努力していきたい旨の

発言があることから、今後、政府との協議に進展が見

られるのではないかと期待しているところでありま

す。

　次に、第６回協議会での協議事項等についてお答え

します。

　去る２月７日に開催された第６回協議会では環境影

響評価等が議題になり、防衛大臣からは、知事意見を

真摯に受けとめ対応しているとの説明がありました。

　知事からは、アセス調査の許認可は法令に基づき適

切に判断したいということや、沖合移動、３年めどの

閉鎖状態の実現についても発言しております。また、

町村官房長官からは、沖合移動も念頭に早期決着でき

るよう最大限の努力をする旨の発言がありました。

　今後の協議会の議題などについては今後調整するこ

ととなっております。

　次に、大規模基地返還関連で、キャンプ瑞慶覧の返

還規模の協議についてお答えします。

　嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の返還につい

ては、日米両政府において平成19年３月までに統合の

ための詳細な計画を作成するとされておりましたが、

沖縄防衛局によると、現在、米側と調整中の段階であ

るとのことであり、その内容は明らかにされておりま

せん。

　次に、ＳＡＣＯ合意によるキャンプ瑞慶覧の一部返

還についてお答えします。

　米軍再編において合意されたキャンプ瑞慶覧の一部

返還については、先ほど申し上げましたように、統合

のための詳細な計画が作成されていないため、その面

積、位置等詳細は明らかになっておりません。

　したがって、ＳＡＣＯの最終報告で合意されている

キャンプ瑞慶覧の返還部分との関連については、現時

点では明らかではありません。

　県は、昨年８月28日及び９月６日・７日に軍転協を

通じて統合のための詳細な計画の作成について地元に

対し十分な情報提供を行い、関係自治体の意見を聴取

し、その意向を踏まえて米側と協議を進めるよう政府

に要請しております。

　次に、跡地利用に係る県の組織体制についてお答え

します。

　駐留軍用地跡地利用については、知事公室基地対策

課に課長級を含む５名の職員を配置し取り組んでおり

ます。

　嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は大規模で

あり、県土構造の再編を視野に入れた跡地利用計画の

策定促進と跡地の有効利用を図るため、事業の実施及

び推進体制について検討し整備する必要があります。

このため、今後は組織体制の拡充も検討してまいりた

いと考えております。

　次に、推進機構の設置についてお答えします。

　跡地利用の促進については、これまでも沖縄振興特

別措置法等の枠組みを踏まえ、国、県、跡地関係市町

村が密接に連携して取り組んできたところでありま

す。

　嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還は大規模で

あり、県土構造の再編を視野に入れた跡地利用計画の

策定促進と跡地の有効利用を図るため、事業の実施及

び推進体制について検討し整備する必要があります。

その中で、跡地整備等のための推進機構についても、

その設置や機能・役割などさまざまな観点から検討す

る必要があると考えております。

　次に、米軍基地問題のうち、Ｆ15戦闘機の訓練再開

についてお答えします。

　県は、これまで周辺住民や県民の不安を払拭するた

めにも、飛行停止に至った事故の原因を徹底究明し、

その結果を県民へ公表するよう求めてきたところであ

ります。

　航空機の運用に当たっては、安全を確保することが

最も重要であり、県としては今後とも米軍に対し、機

体の整備点検をこれまで以上に徹底し、安全かつ慎重

な運用に万全を期すよう求めていきたいと考えており

ます。

　Ｆ15戦闘機の訓練再開に伴う対策についてお答えし

ます。

　県としては、従来から、米軍の訓練等によって周辺

住民に被害や不安を与えることがないよう求めてきた

ところであり、今後とも航空機騒音規制措置の厳格な

運用や、米軍再編で合意された嘉手納飛行場からの一

部訓練移転の実施により、県民の目に見える形での基

地負担の軽減が図られるよう求めていく考えでありま

す。

　次に、陸軍複合射撃訓練場の移設工事についてお答

えします。

　陸軍複合射撃訓練場の移設工事がおくれることにつ

いては、去る１月４日、沖縄防衛局から説明がありま

した。その際、県は、国において地元金武町に十分説

明を行うとともに、あらゆる方策を検討し、一日も早

い移設の実現に努めるよう求めたところであります。
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　陸軍複合射撃訓練場の一時使用についてお答えしま

す。

　県は、レンジ４における陸軍複合射撃訓練場におけ

る実弾射撃訓練は容認できるものではなく、その中止

を求めてきたところであります。

　県としては、今後とも金武町と密接に連携して日米

両政府に対し、地域住民に危害が及ばないよう早期の

移設と地元の懸念に対するさらなる配慮を求めていき

たいと考えております。

　次に、旧軍飛行場用地問題のうち、連絡調整会議で

の確認事項と今後の作業方針についてお答えします。

　県は、昨年11月の県・市町村連絡調整会議におい

て、今後の取り組み方針として団体方式を解決策とす

ること、条件の整った市町村から先行的に事業の実施

に向けて取り組むこと及び個人補償を主張する地主会

に対しては、今後とも団体方式での合意に向けて呼び

かけることを確認しております。　

　今後は、引き続き各地主会及び関係市町村による事

業案の精査、絞り込み等を促進し、県・市町村連絡調

整会議を中心に検討を進め、条件が整った市町村から

先行して、平成21年度予算に向けて国に対して働きか

けていきたいと考えております。

　次に、振興計画期間中での事業の完了についてお答

えします。

　県としては、事業の規模等については、今後、国と

調整していく中において、その計画性、熟度等を参考

に検討されていくものと考えております。

　今後は、県・市町村連絡調整会議において確認した

取り組み方針及び今後の進め方を踏まえ、各地主会及

び関係市町村と連携し、沖縄振興計画期間内での旧軍

飛行場関連事業の実施に向けて取り組んでいきたいと

考えております。

　次に、個人補償を求める地主会に対する対応につい

てお答えします。

　県としては、県・市町村連絡調整会議において確認

した取り組み方針を踏まえ、団体方式により問題解決

を図りたいと考えております。

　今後とも、個人補償を求める地主会に対しては、関

係市町村と連携し、団体方式での合意が得られるよう

呼びかけていきたいと考えております。

　次に、国と交渉する上での戦略についてお答えしま

す。

　県としては、県・市町村連絡調整会議で確認した取

り組み方針及び今後の進め方を踏まえ、国等への説明

を行ったところであり、各地主会及び関係市町村によ

る事業案の精査、絞り込み等を促進しているところで

あります。

　事業案の具体化に向けては、今後とも県議会や県選

出国会議員の支援・協力を得ながら、国に対して働き

かけていきたいと考えています。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　答弁の途中ではありますが、

新垣哲司君の質問に対する残りの答弁は、時間の都合

もありますので午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時１分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　午前の新垣哲司君の質問に対する答弁を続行いたし

ます。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは４の集中豪

雨による被害関連の御質問で、安里川はんらんにおい

て補償対象外の根拠についてお答えいたします。

　今回の安里川はんらんを受け、我が国における河川

工学の専門家で構成する「安里川出水解析検討委員

会」を設置し、その指導助言を得ながら調査解析を

行っております。その結果、委員会においては、この

はんらんはまれに見る大雨によって現況の治水安全度

を大幅に超過する洪水により発生したものであり、工

事による影響についての定量的な評価は困難と判断さ

れており、県としても同様に考えております。

　はんらんは蔡温橋上流の未改修区間の流下能力55立

方メートル毎秒を大幅に超える110立方メートル毎秒

の流量が発生したために生じていることから、自然災

害であり、補償の対象とはならないものと考えており

ます。

　なお、県においては今後とも河川整備を推進し、蔡

温橋上流側の牧志安里再開発事業地区内を平成21年度

までに、さらに上流側の姫百合橋までの区間を平成23

年度までにおおむね完成させ、浸水被害の軽減に努め

ていきたいと考えております。

　次に、安里川はんらんにおける調査についてお答え

いたします。

　安里川はんらんの調査解析に当たっては、河川の現

地測量、はんらん痕跡調査23件、住民からのヒアリン

グ調査91件をもとに工事中と工事着手前のはんらんを

シミュレーションし、工事中と工事着手前を比較する

ことにより、はんらんに対する工事の影響を調査して

おります。

　調査解析に当たっては、「安里川出水解析検討委員
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会」を３回開催し、指導助言を受けたところでありま

す。その結果、工事中のシミュレーションモデルにつ

いてはおおむねはんらん現象を再現しており、また工

事着手前のはんらん現象についても一応の再現がなさ

れていると同委員会により判断されており、県として

は十分な調査解析がなされたものと考えております。

　次に、検討委員会の結論についてお答えいたしま

す。

　安里川出水検討委員会の結論についての要旨は、１

点目に、安里川の現況の治水安全度を大幅に超過する

洪水が発生しており、はんらんシミュレーションによ

ると、蔡温橋の工事にかかわらず、流下能力が特に低

い昭和橋上流付近から船水はんらんが始まっているこ

と。

　２点目に、工事中と工事前のシミュレーションを比

較した計算結果によれば、蔡温橋工事の影響により、

はんらん面積は0.69ヘクタール、平均湛水深は７セン

チメートルの増加となっていること。ただし、比較シ

ミュレーション結果の細部については、モデルの精度

がプラマイ20センチであること、工事着手前シミュ

レーションの検証ができないことを考慮すると、定量

的な評価は現時点では困難であることなどとなってお

ります。

　次に、さらなる調査や説明会についてお答えいたし

ます。

　去る２月５日に住民説明会を開催し、安里川出水解

析の結果とそれを受け、今回の安里川はんらんは自然

災害であり、補償の対象とはならないとの県の考えを

説明いたしました。しかしながら、その中で再度の説

明会を行ってほしいとの意見があり、さらなる説明会

を行うことについては現在検討を行っているところで

あります。

　また、調査につきましては、我が国における河川工

学の専門家で構成する安里川出水解析委員会の指導助

言を受けて行っており、十分な調査解析がなされたも

のと考えております。

　次に、地方の活性化関連の御質問で、空港、港湾等

へのアクセスを図る南部地域の交通網整備についてお

答えいたします。

　空港、港湾等へのアクセスを図る南部地域の主要道

路の整備については、直轄事業として那覇空港自動車

道の豊見城東道路、沖縄西海岸道路の糸満道路、豊見

城道路、那覇西道路、国道329号南風原・与那原バイ

パス、県事業といたしまして、国道507号津嘉山バイ

パス、新都心牧志線、東風平豊見城線等の整備を推進

しているところであります。

　これらの事業のうち、那覇空港自動車道・豊見城東

道路の豊見城インターから名嘉地インターまでの区

間、及び県道新都心牧志線については本年度内の供用

開始を予定しており、那覇空港へのアクセス向上や国

道58号の渋滞緩和が期待されております。

　また、南城市と那覇空港自動車道を結ぶ地域高規格

道路の南部東道路につきましては、平成22年度からの

着工を目途として県において準備調査を進めておりま

す。

　さらに、本島最南端に位置する糸満市の南部海岸域

と沖縄西海岸道路を結節する糸満与那原線、通称平和

の道線についても、次年度の新規工区事業として国に

予算要求しているところであり、南部地域と空港、港

湾のアクセス向上に向け、国と連携しながら取り組ん

でいるところであります。

　次に、建築確認申請問題に関連する御質問で、建築

確認申請の現状と今後の見通しについてお答えいたし

ます。

　法改正後、昨年７月から９月にかけては、建築確認

申請数は構造計算プログラムの法改正対応のおくれ等

により、例年の約５割程度となっておりましたが、10

月以降は例年の約７割程度まで回復してきておりま

す。県では、12月に県内の全建築士事務所を対象とし

た説明会を県内６カ所、参加者総数1500名で開催し、

法改正の内容等、円滑な申請が行えるよう周知に努め

てまいりました。

　また、構造計算適合性判定についても、判定員の常

勤化を図るとともに、従来２名で行っていた判定を１

名でも判定できるように業務の効率化等に取り組んで

おります。

　現在、県では、戸建て住宅の構造計算を省略できる

大臣認定を取得する作業を進めており、本年４月以降

は、当該認定の利用によって戸建て住宅の着工件数及

び確認申請件数も回復していくものと考えておりま

す。

　次に、住宅建築着工の状況についてお答えいたしま

す。

　調査したところ、沖縄県では例年、住宅着工戸数が

約１万4500戸となっておりますが、平成19年の住宅着

工戸数は１万876戸で、例年比から24.3％の減となっ

ております。

　次に、構造計算プログラムの仮認定についてお答え

いたします。

　今回のソフトウエアの認定につきましては、あくま

で仮の認定のため、法的には現在、一般的に利用され

ている暫定ソフトウエアと変わりませんが、仮認定の
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趣旨をかんがみ、国では指定審査機関に対して極力認

定プログラムと同様に審査の期間短縮の扱いを行うよ

う要請すると聞いております。

　県では、国の要請に沿えるよう、県の指定審査機関

に対して協力依頼を行いたいと考えております。

　次に、道路特定財源問題に関する御質問で、暫定税

率の廃止による福祉、教育等への影響についてお答え

いたします。

　本県の本年度の道路整備費は、直轄、県、市町村合

計で1047億円であり、財源の内訳は、国庫金が約９割

を占め、残りの１割を地方税収等で賄っております。

　本年度の事業費をもとに暫定税率が廃止された場合

の影響額を試算しますと、総額1047億円のうち513億

円が失われるものと思われます。

　道路特定財源のうち軽油引取税や自動車取得税な

ど、県の地方税収として本年度は約90億円の税収が見

込まれておりますが、この税収も半減するものと思わ

れます。

　地方税収については、県の単独費として橋梁の劣化

防止等の維持・補修や県管理道路の夜間照明、除草等

の管理費など、日常の道路交通の安全を最優先する必

要があります。このことから、暫定税率の廃止で地方

税収が落ち込んだ場合、道路整備を初めその他の事業

予算への影響についても危惧するところであります。

　次に、本県の道路整備に占める特定財源の割合につ

いてお答えいたします。

　平成17年度の決算統計等による道路事業の実績は、

直轄事業費が391億円、県事業費が500億円、市町村事

業費が366億円、合計で1258億円であり、このうち道

路特定財源の占める割合は、国、県、市町村合計で

1134億円となっており、道路事業費に占める道路特定

財源の割合は約90％となっております。

　次に、主要な道路整備計画についてお答えいたしま

す。

　現在、国及び県で整備を進めている主要事業は、直

轄事業として那覇空港自動車道の豊見城東道路、沖縄

西海岸道路の糸満道路、豊見城道路、那覇西道路、浦

添北道路、読谷道路、国道58号の恩納バイパス、恩納

南バイパス、名護東バイパス、国道329号の南風原バ

イパス、与那原バイパス等の整備を進めております。

　県事業につきましては、国道331号二見バイパス、

国道449号本部南道路、国道507号津嘉山バイパス、新

都心牧志線、真地久茂地線、那覇北中城線、沖縄環状

線、伊良部架橋、ワルミ架橋等の整備を進めておりま

す。

　また、今後、事業化の必要な道路整備計画としまし

ては、直轄事業として、那覇空港自動車道の小禄道

路、沖縄西海岸道路の那覇北道路、浦添南道路、宜野

湾道路、北谷道路、嘉手納バイパス、県事業として、

南部東道路、那覇インターアクセス道路、国道507号

八重瀬道路、国道449号本部北道路、及びモノレール

の延長に伴う路線・軌道げたの整備や普天間飛行場、

キャンプ・キンザーなど、返還跡地等の道路整備計画

を立案していく必要があります。

　次に、暫定税率分の税収割合と廃止の場合の減収額

及び影響を受ける事業についてお答えいたします。

　内閣府一括計上による本年度の全県の道路事業費

は、直轄、県、市町村合計で1047億円でありますが、

この額を暫定税率の廃止に当てはめて試算してみます

と、事業費の減収額は513億円となり、道路事業費は

1047億円から534億円にほぼ半減すると想定しており

ます。

　事業費の半減に伴う道路整備への影響については、

単に各道路の整備の進瀧が半減するということにはな

らないと考えております。橋梁補修等の直接生命の危

険にかかわる事業を最優先することや、費用対効果が

大きい都市部の道路を優先することになるため、北部

や離島地域等の整備が大幅に後退するとともに、今後

の新規事業についても事業着手がほとんど不可能にな

るのではないかと危惧するところであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　地方の活性化についての

御質問で、「頑張る地方応援プログラム」の事業内容

と活用状況についてお答えいたします。

　「頑張る地方応援プログラム」は、地方独自のプロ

ジェクトをみずから考え、前向きに取り組む地方自治

体に対し、地方交付税等の支援措置を講じることによ

り魅力ある地方の創出を促そうという事業でありま

す。

　主な支援措置としては、市町村がプロジェクトに取

り組むための経費に対し、特別交付税で１団体につき

3000万円を交付するというものであります。平成19年

度は、那覇市など35市町村が地域経営改革、地場産品

発掘・ブランド化、少子化対策など、合計95件のプロ

ジェクトを策定しております。

　同じく「頑張る地方応援プログラム」の活用の働き

かけについてお答えいたします。

　平成19年度においては、２度のプロジェクトの募集

があり、その都度、市町村に対し積極的に活用するよ

う働きかけるとともに、プロジェクトの策定に当たっ
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ては、適宜、相談や助言を行うなどの対応をしており

ます。

　県としましては、引き続き市町村に対し、「頑張る

地方応援プログラム」の積極的な活用について働きか

けてまいりたいと考えております。

　次に、同じく地方の活性化についての御質問で、南

部地域の振興についてお答えいたします。

　南部圏域は、都市地域、都市近郊地域、農村地域、

離島地域と多様な地域性を有しており、その特性を生

かした活力ある地域づくりを推進する必要がありま

す。

　具体的には、那覇市を中心とする都市地域では、都

市機能の再編・再整備、浦添市から那覇市に至る西海

岸では、空港、港湾等の整備により国際物流拠点の形

成を図ります。

　また、豊見城市から糸満市にかけては、臨空港型産

業等の誘致・集積、園芸農作物の拠点産地の形成や水

産業の振興を図ります。

　与那原町から知念半島に至る東海岸地域では、農林

水産業の振興と健康・保養や歴史散策等を中心とした

観光を推進します。

　離島地域においては、健康・保養や歴史・文化等を

テーマとした体験滞在型観光を推進するとともに、農

林水産業の拠点産地化を促進します。

　同じく地方の活性化で、南部５団体の要請への対応

策についてお答えいたします。

　昨年１月に南部５団体から要請がありました道路網

の整備促進につきましては、那覇空港自動車道の整備

や津嘉山バイパス道路の改築等を進めているところで

あり、また家畜市場の移転整備についても次年度から

着工する予定となっております。

　離島の交通・情報等の振興策については、南大東漁

港建設事業を進めるとともに、沖縄県離島地区ブロー

ドバンド環境整備促進事業により、今年度中にはほぼ

全域の離島地域での情報格差が是正される予定となっ

ております。

　県としては、今後とも各市町村と連携を図りつつ、

着実に施策を実施してまいりたいと考えております。

　次に、那覇空港滑走路の拡張整備についての御質問

で、今後の国と県との役割分担、作業工程についてお

答えいたします。

　構想段階では、整備主体である国とＰＩに参画する

沖縄県で構成する那覇空港構想段階検討協議会（仮

称）を設置し、総合的な調査で提示した複数案を基本

に検討を行い、１案に絞り込むことになります。

　来年度早期には国が主体となって詳細検討に着手

し、秋ごろをめどに１案に絞り込み、これについて国

と県が連携してＰＩを実施することになります。その

後、具体的な施設配置を検討する施設計画段階へ移行

し、事業採択された後、環境アセス等の手続に入って

いくことになります。

　同じく那覇空港関連で、ステップ３で寄せられた環

境問題に関する意見と、起こり得る環境問題について

お答えいたします。

　昨年８月末から２カ月間実施しましたＰＩステップ

３では、約１万2500人の方からアンケートの回答があ

り、県経済発展のためには滑走路増設は必要である

等、将来対応方策について肯定的な意見が多数寄せら

れました。

　一方、海域等自然環境や騒音、瀬長島への影響を危

惧する意見等、将来対応方策の実施に否定的な意見も

寄せられており、また肯定的な意見の中にも、事業実

施に当たり自然環境への影響の低減を求める意見が寄

せられております。

　滑走路増設に当たっては、海域の消失等環境への影

響が生じることから、これらの意見や環境調査結果、

他事業の保全対策の事例等を踏まえ、環境影響をでき

る限り低減するよう努めていくこととしております。

　同じく那覇空港滑走路の拡張整備についての御質問

で、貨物ターミナル及び那覇空港の拡張整備について

お答えいたします。

　沖縄県と全日本空輸株式会社は、基本合意に基づ

き、那覇空港における国際物流拠点の形成に向けて鋭

意取り組んでいるところであります。

　貨物ターミナルについては、現在、国において策定

中のターミナル地域整備基本計画において、全日空の

国際貨物基地構想を踏まえた検討が行われておりま

す。

　また、滑走路の増設についても、国と連携して実施

してきた総合的な調査が終了し、平成20年度からは増

設に向けた構想段階へ移行することになっておりま

す。

　県としましては、那覇空港の拡張整備に向けて引き

続き国と連携して取り組んでまいります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　地方の活性化の質問

の中で、中心市街地活性化法を活用した事業の導入と

市町村に対する指導についてお答えします。

　中心市街地活性化法においては、市町村が基本計画

を作成し国の認定を受けることにより、「選択と集
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中」の観点から認定計画事業に対し国の重点的な支援

措置が受けられることとなっております。

　県内では、今年度、那覇市と沖縄市において基本計

画の作成に取り組んでおり、計画が認定されると市街

地の整備改善や商業活性化のための事業が集中的に実

施され、中心市街地の活性化に大きく貢献するものと

期待しております。

　県は、これら基本計画作成に係る取り組みを支援し

てきたほか、今後作成を予定している市町村を中心

に、地域商店街や市街地の活性化に向け実務レベルで

意見交換を行う「まちづくり推進会議」を開催し、地

域ニーズの把握や指導助言に努めているところであり

ます。

　県としましては、引き続き活性化に向けた地元自治

体や商店街の主体的な取り組みに対し、地域の実情に

応じた支援や指導を行っていきたいと考えておりま

す。

　同じく地方の活性化の中で、南部地域における企業

立地のための環境整備についてお答えします。

　現在、南部地域においては豊見城市、糸満市、南風

原町の３市町が産業高度化地域に、豊見城市、糸満

市、南風原町、与那原町、八重瀬町の一部・旧東風平

町地区の５市町が情報通信産業振興地域に指定されて

おります。また、新たに南城市及び八重瀬町の旧具志

頭村地区を情報通信産業振興地域に追加指定すること

としております。

　これらの地域における税制優遇制度等を生かしつ

つ、国、県、市町村等で構成される沖縄地域産業立地

推進協議会と連携し、南部地域への企業誘致を推進し

てまいりたいと考えております。

　同じく地方の活性化の中で、南部観光に対する県の

認識及び今後の計画についてお答えします。

　本県観光が今後とも持続的に発展していくために

は、地域資源を有効に活用した質の高い観光地づくり

を進めていく必要があると認識しております。

　南部地域においては、御嶽等の歴史・文化遺産や史

跡・戦跡、伝統工芸等のほか、ショッピングセンター

やレクリエーション施設等の観光関連施設、周辺離島

の豊かな自然と美しい景観など、優位性のある観光資

源が多数存在しております。これらの資源を保全しつ

つ、さらに優位性を高めていくことが重要であると考

えております。

　県においては、現在、観光まちづくり支援事業を実

施しているところであり、地域の主体的な取り組みを

促進するとともに、今後とも市町村や民間団体等と連

携しつつ、地域の観光振興の方向性や課題等に対応し

てまいりたいと考えております。

　次に、企業誘致の推進の御質問の中で、企業誘致に

おける中継基地誘致についてお答えします。

　「沖縄県企業誘致基本方針」では、本県の企業誘致

の課題である物流コストの軽減に向けて国際物流関連

企業を誘致し、本県からの輸出入貨物量を増大させ、

輸送航空路・航路の充実を図るものと位置づけており

ます。

　今回の全日本空輸株式会社の取り組みは、本県が目

指す加工交易型企業の集積に大きなインパクトを与え

るものであり、県としては国とも連携し、各種支援策

等を検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　岸本恵光君。

　　　〔岸本恵光君登壇〕

○岸本　恵光君　通告に基づきまして、自由民主党を

代表して質問を行います。

　１番目に、県経済の活性化について。

　茨、県経済の自立に向けた長期ビジョンの策定につ

いて。

　仲井眞知事は、年頭のあいさつで、2008年は経済発

展のための中長期プランや事業への取り組みがスター

トする時期と位置づけ、2011年に終了する沖縄振興計

画が残り４年となったことを見据え、30年構想を描く

「沖縄21世紀プラン」の策定や沖縄科学技術大学院大

学開学に向けた学術振興を推進し、公約である観光客

1000万人誘致、完全失業率の全国平均化に向けた取り

組みを積極的に進めていくと述べております。

　確かに本県の産業経済の現状を見ますと、全国７割

の県民所得という状況は復帰後一貫して変わっておら

ず、中小零細企業の割合が圧倒的に高いという産業構

造も何ら改善されていないのであります。復帰後、10

年を期間とする沖縄振興開発計画が策定され、３次30

年にわたり実施してきており、さらに2011年度を期限

とする現在の沖縄振興計画もはや６年を経過しており

ます。

　時代の経過とともに県民の生活は大きく改善されて

いることは確かでありますが、しかしながら、先ほど

申しました本土との格差や経済の脆弱さの解消にはつ

ながっていないのが現状であります。

　自立経済の構築を目指す現振興計画も残り４年と

なった今、自立とは何か、沖縄が自立する上で何が必

要かなど、原点に立ち返って考えてみることが必要で

はないでしょうか。

　10年単位で国から与えられた施策に頼った沖縄振興

は、結局国頼みとなり、県独自の出血覚悟の競争社会



－ 52 －

形成へ突き進むことなく、高率補助、特別措置に依存

した体質に染まったのであります。これからは沖縄独

自で考え、民間活力を最大限活用した事業展開による

競争に立ち向かう社会づくりを目指すべきであり、こ

のための長期的視点からの沖縄の未来像を示す必要が

あります。その意味で、知事の2008年を経済発展のた

めの中長期のプランや事業への取り組みがスタートす

る時期と位置づけ、県独自の30年先を見据えた長期プ

ランの策定構想は大きな意味を持つと考えます。

　今後検討される新たな振興策を含む総合計画は、今

までのように単に復帰特別措置及び高率補助制度と

セットとなった振興計画を策定すればいいというもの

でなく、民間主導の自立型経済の構築に結びつく制度

の導入でなければなりません。

　そこで伺います。

　ア、沖縄振興計画の第３次分野別計画11分野の素案

が了承された。全体的な第２次との違いを示してほし

い。また、最終計画としての目標を伺いたい。

　イ、県独自で策定する法定外７分野の計画で、目標

の達成度と達成できなかったものがあれば、その原因

等について伺いたい。また、法定４分野ではどうなの

か。

　ウ、21世紀ビジョンは、おおむね2030年を想定年次

とする沖縄経済の将来のあるべき姿とともに、その実

現に向けた基本的な取り組みを示す基本構想と位置づ

けているが、本県の目標は経済の自立である。この精

神をビジョンの中で沖縄の将来像としてどのように描

いていくか、基本理念を伺いたい。

　エ、現在、21世紀ビジョン懇話会において議論が進

められているが、現在の状況と基本構想案を出すのは

いつごろと考えているのか。

　オ、21世紀ビジョンは、今年度から開始する予定の

振興計画の総点検や今後の計画のあり方の指針となる

ものとしているが、国が策定する新たな振興計画の施

策の中に21世紀ビジョンの理念が生かされると考えて

いいのか。

　カ、経済の自立を目指す上で、現在進行中の地方分

権のあり方や検討が進められている道州制の問題を避

けては通れないが、おおむね2030年を想定年次とする

21世紀ビジョンでこれらの問題のあり方等も示される

のか。

　芋、自主財源確保対策について。

　我が国社会は、少子・高齢化社会を迎えて、これま

での成長経済を支えた制度・慣行などにさまざまなひ

ずみが生じてまいりました。このため、国際社会がグ

ローバル化する中で、世界における我が国のあり方、

アジアにおける我が国の役割、そして国内においては

国と地方との関係などなど、さまざまな問題・課題が

浮き彫りとなり、経済にも影を落としております。し

かし、昨今は我が国の経済も回復基調にあり、企業業

績も好調に推移しておりますが、ここに来て米国経済

の波乱要因となっている米国の信用力の低い人向けの

住宅ローン・サブプライムローン問題が米国経済を直

撃し、さらに世界的な株の下落を誘発するなど、不安

要因が高まっております。最近は若干落ちつき、小康

状態を保ってはおりますが、今後の改善の兆しが見ら

れないことから、我が国経済への影響も大きくなって

きております。

　さらに、世界的原油高騰による諸物価への影響は国

民生活に直結し、景気が冷え込むこととなれば経済の

成長にブレーキをかけ、特に地方経済へのしわ寄せは

避けられないのであります。

　今、地方は都市との格差は拡大する一方であり、北

海道の夕張市のような財政破綻する自治体も出てお

り、財政は悲鳴を上げているのであります。自主財源

に乏しく、国の財政支援に大きく依存している本県に

おいては、なお深刻であります。

　このような地方を取り巻く経済状況の中で、地方交

付税が減額されれば県財政が窮地に陥り、高率補助や

特別措置が見直されれば県産業がもろに影響を受ける

という、本県の財政体質は問題であります。

　確かに、広大な海域に囲まれ多くの離島を有する島

嶼県で、しかも全国の米軍専用施設の75％が集中し、

しかも県内企業の90％以上が中小零細企業という特殊

事情、地方交付税へ大きく依存した財政構造という特

殊事情があったにしても、振興計画はいつまでも続く

ものではありません。

　また、今後、本県においても地方分権が確実に進

み、将来における道州制の導入も検討が進んでおり、

県独自の税財源確保が最重要課題となってくることは

確実であります。

　このため、現沖縄振興計画の精神である民間活力に

よる自立型経済の構築に向け、沖縄みずからの力で振

興を図るという思い切った取り組みが必要であると考

えるのであります。

　そこで伺います。

　ア、本県は、全国平均７割の県民所得、自主財源の

割合は全国最下位と低く、地方交付税に依存した財政

構造となっている。自主財源確保のための取り組みに

ついて伺いたい。

　イ、県は、税制研究会を発足させた。自主財源を確

保するには新たな税源の創出が必要であるが、中小零
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細企業の占める割合が高い本県において新たな税源の

創出は可能であるか、県の考え方を伺いたい。

　ウ、本県のような離島を多く抱え、財政力や税源に

乏しい島嶼県においては、健全な税財源を確保するた

めの取り組みが必要である。このため、地方財政力の

弱い地域に重点配分する地方交付税の特例枠、地方再

生対策費の配分について、現状と今後の対応について

伺いたい。また、地方交付税の所要額の確保について

はどのように取り組むつもりか伺いたい。

　エ、ふるさと納税制度の導入が検討されているが、

導入された場合、本県財政への影響をどのように考え

ているか。

　２番目、平成20年度予算と国庫補助事業について伺

います。

　仲井眞知事は、就任２年目に入り、山積する課題の

解決に向けいよいよ仲井眞カラーを前面に出した本格

的な県政運営を進める段階に入ってまいりました。全

国的な地方の財政危機が言われ、県財政も綻迫する中

での県予算案の編成は相当苦心したようであります。

また、国の財政事情も年々厳しさを増しているにもか

かわらず、内閣府沖縄関連予算は知事の公約がくみ上

げられた内容となっており、知事を初めとする県職員

の御努力に対し敬意を表したいと思います。

　仲井眞知事は、知事選に出馬するに当たって、将来

の沖縄の方向性についての基本的考え方として、沖縄

を発展させるためにはみずから考え、率先して実行

し、そして責任を負うという強固な気概が不可欠であ

る。また、独立独歩といえども一つの地域のみでやっ

ていけるわけではなく、国々でも国内でもいろいろな

形で相互補完・相互扶助が強まっている。このため、

「独立独歩」を縦軸に、「主体性のある相互依存」を

横軸に展開していくことが重要であると考えていると

述べております。

　そこには沖縄の将来は沖縄みずからの力で切り開く

との気概なくして沖縄の発展はないとの思いが示され

たものと考えるのでありますが、知事においては、み

ずからの公約実現のため頑張っていただきたいと願う

ものであります。

　今議会に提案された平成20年度予算に知事の考えが

どのように反映されているか、何といっても重要なの

は予算の裏づけであります。

　そこで伺います。

　茨、仲井眞知事就任２年目の予算である平成20年度

予算の編成方針と特徴について説明を願いたい。

　芋、知事就任１年が経過し、公約実現に向けて本格

的に取り組むに当たって、知事公約を予算編成にどの

ように反映させているか。

　鰯、平成20年度予算に公約の柱である観光客1000万

人誘致及び完全失業率の全国平均化を図るための具体

的施策はどのように反映されているか。

　允、医療福祉関係費の増大等により大幅な収支不足

となったとあるが、その大きな要因は何か。また、単

年度限りのものであるかを伺いたいと思います。

　３番目に、北部地域の振興について。

　北部地域は12市町村で構成され、人口は12万8000人

余が住んでおりますが、７割以上を山林が占め、中南

部への水資源の供給地であるだけでなく、貴重な動植

物の生息地でもあります。また、恵まれた海浜景観を

有する地域においては、リゾートホテルも整備され多

くの観光客も訪れております。

　しかしながら、中南部のような産業施設に乏しく、

地域の活性化に結びつく核となる企業立地にも恵まれ

ていないのが現状であります。その上、沖縄の玄関口

である那覇空港から遠く離れており、都市モノレール

の恩恵も受けることなく、基幹交通であるバスの便も

悪いことから雇用の受け皿がなく、若者の流失も歯ど

めがかかりません。

　沖縄振興計画においては、北部圏域振興の基本方向

が示され、産業の振興を初めとする農商業の振興や、

交通及び企業立地基盤の整備など、さまざまな施策が

計画されておりますが、振興計画が６年経過した現在

においても、北部地域は変わることなく現状のままで

あります。

　その反面、基地問題においては大きく変わりまし

た。普天間飛行場代替施設の移設であります。しか

し、受け入れ条件であった北部振興事業についても、

今では地元の苦悩や感情に配慮することなく、政府の

思惑で事業費の執行を凍結するという政府の強硬姿勢

が目立つようになってまいりました。

　移設に協力的でないとの理由で一方的に北部への配

分を凍結したのであります。ここに来て官邸主導のも

と、政府と県や地元との協議が再開され、アセス調査

が実施されるなどの進展が見られたこともあり、やっ

と配分が決まりました。

　北部振興事業費が決まったことに安鐸するところ

に、北部地域の脆弱な産業経済と12市町村の厳しい財

政の現状があるのであります。

　先ほど申しましたように、中南部の水資源は北部に

頼っております。本県における米軍基地の最大の問題

である普天間飛行場代替施設の移設も北部に受け入れ

ているのであります。

　このような北部の現状を十分認識し、県においては
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これからの北部地域の振興にきめ細かい配慮を願うも

のであります。

　そこで伺います。

　茨、2007年度北部振興事業費が北部関係市町村に配

分されることが決定されたが、ここまでおくれた原因

と凍結が解除された背景を伺いたい。

　芋、北部振興事業費について、国の判断だけで予算

の執行が左右されると地元における事業に大きな影響

が出る。次年度予算への影響はないか伺いたい。

　鰯、北部振興事業で、北部拠点港湾（本部港）物流

機能施設導入調査が平成12年から18年度まで実施さ

れ、その報告書が提出されていると思うが、進瀧状況

と事業展開を伺います。

　允、2014年完成予定の普天間飛行場代替施設との関

係で、2010年度で切れる北部振興事業費にかわる新た

な振興策が必要と考えるが、県の認識を伺いたい。

　印、再編交付金の名護市などへの支給がおくれてい

るが、今後の見通しと支給される場合の額について伺

いたい。

　咽、沖縄科学技術大学院大学建設に係る施設整備事

業に県内建設業者の優先発注についてどのように配慮

がなされているか。また、現在までの実績を伺いた

い。

　４番目に、科学技術の振興について。

　現在の国際社会は、ＩＴ情報通信技術が高度に発達

し、国境の垣根が低くなってきております。市場経済

のグローバル化が一段と高まっております。

　今や経済はアメリカを中心とした先進国だけでな

く、技術革新や市場開放等に成功した中国、インド等

新興国も著しい経済発展を見せており、世界経済の構

図にも変革の波が押し寄せてきております。

　このように、成熟・高度化した国際社会や生活様式

が多様化した現代社会においては、科学技術の発達が

ますます重要となってきており、経済を発展させるた

めには欠くことのできない原動力であります。

　本県においては、自立経済の構築が県政の最大の目

標であり、産業振興の基盤となり支えとなる科学技術

の振興は喫緊の課題であります。

　沖縄振興計画では、21世紀の社会経済の発展に向

け、付加価値の高い産業を創出し、活力ある自立経済

を構築するとともに、県民生活の向上に資するため、

科学技術の振興に積極的に取り組むとうたっておりま

す。

　これを受けて県では、沖縄科学技術大学院大学を沖

縄振興計画の基本方向に位置づけ、これを核としてア

ジア・太平洋地域の先端的頭脳集積地域の形成を目指

し、産学連携や新産業創出を備えた沖縄科学技術研究

都市の整備を進めるとしております。

　このように、経済の自立を図るためには、新産業の

創出や既存産業の高度化、市場競争力の向上を図るこ

とが必要であり、産業、教育、行政が一体となった県

内研究技術の集積を図り、中核的研究機関の構築を急

ぐべきと考えます。

　そこで伺います。

　茨、県は、科学技術振興センター（仮称）設置を検

討しているようであるが、これは既存の科学技術機関

を統合した県の科学技術中核機関の設置に結びつくも

のであるか。

　芋、科学技術の振興を図ることは、最終的には経済

の発展に結びつける必要がある。県の基本戦略を伺い

たい。また、産学官連携の役割を担う人材の育成も重

要である。県の人材育成を伺いたい。

　鰯、沖縄科学技術大学院大学建設について、現在の

進瀧状況と今後の課題等について伺いたい。　

　允、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会は、

沖縄科学技術大学院大学の設置基準等の見直しを求め

たということであるが、開学に向けての取り組みに影

響はないか。　

　印、県が進めている大学院大学周辺整備の進瀧状況

と今後の計画について伺いたい。

　５番目に、観光の振興について。

　茨、修学旅行の受け入れについて。

　近年、本県を訪れる観光客のうち、修学旅行の占め

る比重は年々高くなっております。沖縄を目的とする

修学旅行は1980年に27校、約２万人であったのが、

2006年には2616校、約44万人にまでふえております。

今では全国有数の修学旅行地であります。

　修学旅行を観光を振興する各自治体が最も誘致に力

を入れているのは、まとまった数が定期に受け入れ可

能なことのほか、社会人となった際のリピーターとな

る場合が多いからであります。

　しかしながら、本県の場合、多くの課題や問題点も

表面化しております。沖縄の修学旅行は、他県の場合

と比べて航空運賃が高いことであります。最近は、各

学校とも修学旅行費の上限を低く抑える傾向にあると

言われ、そうなるとさまざまな問題が起こってまいり

ます。費用の関係で日数や施設見学を制限すれば生徒

の学習に影響し、沖縄観光の魅力が薄れてしまいま

す。

　また、航空会社が修学旅行費用の航空運賃の値上げ

を検討していることでありますが、近ごろは低価格で

行ける韓国や中国等への修学旅行もふえてきていると
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言われ、航空運賃の値上げはこれらの地域や他県へ切

りかえるところが出てくることが心配されます。

　修学旅行の目的は学習であります。本県には、エコ

ツーリズムや特異な伝統文化の体験、南部戦跡や米軍

基地めぐりなどの平和学習など、魅力はいっぱいであ

ります。これからの修学旅行の誘致は、県を初めとす

る行政の戦略と指導力が一段と求められてくると思わ

れます。

　そこで伺います。

　ア、本県への修学旅行は年々増加しているが、年間

入域客数に占める割合と増加の背景や要因を伺いた

い。

　イ、修学旅行誘致の県の基本戦略と修学旅行のあり

方が今後どのように変わっていくか、県として見通し

について伺いたい。

　ウ、本県への修学旅行用航空運賃は他県に比べ高い

と言われる、その理由は何か。さらに、検討されてい

る修学旅行用の航空運賃の値上げは、他県に比べて本

県が不利となることはないか。県の対応策を伺いた

い。

　エ、修学旅行費のうち航空運賃は50％以上占めると

言われ、その上、学校側は修学旅行費の上限額を低く

する傾向にあると言われる。距離的に遠い沖縄県から

他県へ切りかわるおそれはないか。

　芋番目に、県内観光客対策について。

　本県は、県内外から年間580万人余の観光客が訪れ

ている我が国有数の観光・リゾート地であります。

　本県は、他県とは異なる気候的・地理的位置にあ

り、特異な伝統文化を有しており、また美しい自然と

相手をもてなす心が県民性として観光を発展させる上

で大きな財産と言われております。しかし、その美し

い沖縄を県民はどの程度知っているのか、どの程度県

内を旅行しているのでしょうか。

　国土交通省の2007年度版観光白書によれば、観光入

域客数を宿泊者で見ると、本県は全宿泊者のうち県内

客は９％で、山梨県に次いで全国２番目に低いとのこ

とであります。ちなみに、北海道は36％で最も高いよ

うであります。この数字から見ると、沖縄県民は他県

と比較して県内を旅行するのが少ないと言われます。

　本県の目標は、1000万人観光客誘致であります。こ

の数字を達成するには、県民挙げて観光立県としての

意識を持つことが必要ではないでしょうか。相手をも

てなすホスピタリティーを発揮するにも、沖縄の島々

や離島などのよさを知ることが必要であると思いま

す。

　やはり県においても、観光客は県外の人だけでなく

県内客も重要な観光客との認識を持ち、県民向けの観

光施策の展開を進めることも必要と考えます。

　そこで伺います。

　ア、本県を観光する客でホテル等での宿泊者のう

ち、県外客と県内客の比率を調査しておれば割合を伺

いたい。また、県内客の比率を高める対策も伺いた

い。

　イ、県は、沖縄観光の振興を図る上で、県内観光客

をどのように位置づけているか。また、県内観光客を

対象とした具体的な施策や対策があれば伺いたい。

　６番目に、本県農水産業の課題について。

　本県農業の抱える問題は、農家の零細性や農業担い

手の高齢化と後継者不足が構造化していることであり

ます。また、他産地との競争が本県農業に重くのしか

かっている状況にあり、全国で唯一の亜熱帯気候とい

う特性を生かし、オンリーワン農業、おきなわブラン

ドの確立が急がれているのであります。

　県においても、本県農業で有望な園芸品目の生産拡

大を図るため、拠点産地の形成を進めるなどさまざま

な施策を実施しておりますが、しかしながら、本県は

絶対的な土地の狭さという現実的問題があり、その中

で農業の振興を図るには、地域住民の生活圏の拡大と

いう問題や環境問題への対応など、今後大きな課題を

抱えております。

　特に近年、北部地域における果樹生産で有害鳥類に

よる被害が深刻な問題となっております。

　果樹類は、病害虫による被害のほか、例年台風によ

る被害を受け生産農家を悩ませておりますが、最も被

害が多いのはカラスによるものであります。

　タンカンは糖度が高く、本県のミカン類の中でも人

気の高い品目でありますが、カラスが最も好み、収穫

時が近いと真っ先にやられて、農家よりも先にカラス

が食べ、残りを人間がとるというのが現実でありま

す。

　県もカラス等有害鳥類の捕獲等による生息密度の低

減を図るとしておりますが、鳥獣被害特措法が昨年成

立し、これまでの法律は鳥獣保護だけだったが、農業

など被害防止を目的とした専門の法律が誕生しており

ます。

　農水省は、2008年度、新たに「鳥獣害対策室」を設

置する予定であり、予算案は前年比で約15倍の28億円

を計上したとのことであります。

　鳥獣被害特措法は、都道府県から市町村へ鳥獣の捕

獲などの権限移譲が簡潔になり、地域主導の被害対策

が行えるようになっております。権限の移譲は既に39

都道府県で行われており、本県でも早急に権限移譲す
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べきではないでしょうか。

　また、本県の水産業は零細な組合員が多く、漁獲量

の減少や従事者の高齢化など課題を抱えております。

県の積極的な支援が必要と考えます。

　そこで伺います。

　ア、本県農業は、農地の狭隘性、従事者の高齢化と

後継者不足、他産地との競争の激化など構造的な課題

を抱えているが、本県農業に対する長期ビジョンを伺

いたい。

　イ、かんきつ類、パイナップルなどは本県農業の優

良産物であるが、生産農家の安定経営を図るための対

策を伺いたい。

　ウ、かんきつ類、パイナップルなどへの鳥害は年々

増加しており、被害防止を図ることは果樹産地にとっ

て喫緊な課題である。被害の状況について伺いたい。

　エ、特にタンカン、パイナップルのカラスによる被

害は深刻であります。早急な対策が求められます。県

が実施している対策を伺いたい。

　オ、カラスは保護鳥類となっているが、現在のカラ

スの被害を考えると、特措法に基づく権限移譲により

早急な駆除が必要であるが伺いたい。

　カ、政府の緊急原油対策として、燃料高騰に苦しむ

漁業者支援が実施されるようだが、県内の漁業者への

支援はどのようになされるのかお伺いします。

　キ、県漁業協同組合連合会等は、米軍施設水域内で

の漁業補償損失金の算定見直しと一部水域の返還を政

府に要請したようだが、県としての見通しを伺いた

い。

　７番目に、地域医療体制の整備について。　

　茨、県の医師確保について。

　近年、我が国における医師不足、とりわけ産婦人科

と小児科医師は先進国の中でも圧倒的に少ないと言わ

れる。医療危機と呼ばれるほど深刻さを増してきてお

ります。このような状況を来した背景には、国の医療

政策に大きな責任があります。

　国は、1970年代に大学医学部の新設や定員増を推進

し、医師の増加策を図り、80年代に入りその目標は達

成されたのでありますが、その後、医療費の拡大が大

きな問題となりますと、97年に医学部の定員削減方針

を閣議決定したのであります。

　さらに、2004年から新臨床研修制度が始まり、学生

が研修先を選ぶようになりますと大学病院が人手不足

となり、これまでの各県の県立病院に派遣していた医

師を引き揚げたため、地域におけるところの医師不足

や病院閉鎖を来す一因となったのであります。

　今や、医師不足問題は都市と地方との格差まで来し

ており、特に地方における産婦人科と小児科医師の不

足は、出産難民という言葉を生むほど社会問題化して

おります。

　特に、本県北部病院は2005年から３年近く休診して

いた産婦人科の外来診療が、昨日の19日から２人の医

師による一部再開としたものの、産科診療のめどが

たっていないことから、早急に本来の再開が求められ

ております。

　最近の若い医師は、深夜勤務、長時間勤務や僻地勤

務を嫌う傾向にあるとされ、また医師のミス等を原因

とする民事・刑事責任を伴うリスクが産婦人科や小児

科に多いことから、敬遠することがふえていると言わ

れております。このような医療現場や研修医の現状の

変革を図ることは喫緊の課題であります。

　県としても、国に対して積極的な提言をするなど、

思い切った対策が必要であると考えるのであります。

　そこで伺います。　

　ア、厚生労働省が公表した全国医師統計数によれ

ば、人口10万人当たりの産科・産婦人科と小児科医師

数は全国的に地域間格差が広がっているようだが、本

県との対比で伺いたい。

　イ、統計によれば、産科・産婦人科医師数は44.2人

で全国17番目となっております。全国平均の38人より

多いが、県内の産婦人科医師不足の実態から、県はこ

の結果をどのように受けとめているのか。

　ウ、小児科医師数は134人で全国で３番目に少な

く、全国平均の177人と比べても極端に少ないが、県

はどのように認識しているのか。

　エ、若い医師が産婦人科や小児科を避ける傾向にあ

ると聞くが、その背景と最大要因は何か。また、研修

医のあり方や地域医療のあり方等について政府に積極

的に提言していくことが必要ではないか。

　オ、県立看護大学別科助産専攻の取り組み状況につ

いて伺いたい。

　カ、県立北部病院の診療については、最低３人以上

の医師が必要であるが、外来診療が２人の医師による

一部再開としている。労働環境を考え、４人の医師確

保での早期再開を願いたいが、県の考え方を伺いた

い。

　芋番目に、本県における看護師養成について。

　本県における産婦人科や小児科医師確保対策は、県

医療行政の最大の課題でありますが、それと並んで看

護師の不足も年々深刻化しており、県立病院運営にも

大きな影響を与えております。

　看護師の不足の要因も多々あるようですが、県立病

院における看護師の勤務実態が不規則であり、当直勤
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務が全国平均の２倍にも達すると言われる長時間勤務

が恒常化しているということなど、県立病院を敬遠す

る一因と言われております。

　中部の病院では、看護師の十分な確保ができないこ

とから多くの病床が使えず、診療科によっては病床休

止の状況が続いているところもあるということであり

ます。

　このような状況から、県立病院においては看護師の

確保は最優先問題であります。

　しかしながら、県においては、県立浦添看護学校を

「沖縄県行財政改革プラン」に基づき、平成20年まで

に民間移譲先を選定し、できるだけ早い時期に移譲し

たいとしております。

　このことは、県の看護師養成計画に相反することに

ならないか危惧するものであります。現に、県医師会

を初めとする医療関係団体等からは、本県の慢性的な

看護師の供給不足を解消するため、県立浦添看護学校

の存続が必要との強い要請があります。県の慎重な対

応を願うものであります。　

　そこで伺います。

　ア、県内看護師確保対策について伺いたい。

　イ、県立浦添看護学校が県直営となった経緯とその

理由を伺いたい。

　ウ、県立浦添看護学校を平成18年４月に県直営とし

ていながら、わずか２年で民間移譲を検討することの

県の認識について伺いたい。

　エ、県立浦添看護学校を存続することは、県医師会

や医療関係者の強い要請である。また、県議会も全会

一致で３度も存続の決議をし、知事に対して要請をし

ている。県はこのことをどのように認識しているか。

　オ、民間移譲後の運営形態及び養成課程はどのよう

に変わるのか。移譲先に対し条件を付すこともある

か。

　鰯、ドクターヘリの導入について。

　離島や僻地等、医療体制の立ちおくれた地域におけ

る救急患者などを短時間に救命救急センターに搬送す

るドクターヘリ導入事業が開始されることが確実とな

りました。仲井眞知事が公約に掲げていたものであ

り、国の支援を得て予算措置がなされたものでありま

す。

　具体的な運航については、越えなければならない

ハードルが多いのでありますが、地域医療体制の整

備、人命重視の観点から早急な開始が望まれます。

　国においては、ドクターヘリ運航の救急業務につい

ては、国の指定する施設を想定しているようでありま

すが、県においては、県全体の医療事情を総合的に勘

案し、適切な対応を願うものであります。　

　そこで伺います。

　ア、ドクターヘリ導入の必要性と導入により本県地

域医療体制に及ぼす効果について伺いたい。

　イ、今回のドクターヘリ導入事業の対象となる救急

業務を担う施設について伺いたい。

　ウ、北部地区医師会は、救急ヘリコプター運航の実

績を生かし、医療過疎地域である北部地区の急患搬送

の継続を願っており、公的支援の必要性を訴えてい

る。県の考えを伺いたい。

　エ、北部地区医師会病院は、新型・地域救命救急セ

ンターの指定を受ける予定であるが、指定された場合

はドクターヘリ事業の対象となり得るか。

　オ、今後、運航開始に向けクリアすべき課題が多い

と考えるが、運航基本計画など具体的考え方を伺いた

い。

　８番目に、食料自給率向上対策について。　

　日本の食料自給率は、主要先進国の中でも低水準に

あると言われており、平成15年度の実績を比較した場

合、日本の自給率は40％となっており、オーストラリ

アの265％には遠く及ばないにしても、スイスの55％

に対しても大きな差があるのが実態であります。この

ため、政府は、平成22年度までに自給率を45％にする

目標を掲げておりますが、実現は難しい状況にあるよ

うであります。　

　しかし、当初から日本の自給率が低かったわけでは

ございません。昭和40年度の自給率は73％あったので

ありますが、そこから年々低下し続け、平成10年度に

40％まで下がり、現在は40％を切っているのでありま

す。食料を外国に依存する体質のツケがこのような結

果を招いたのであります。　

　特に、ＢＳＥ問題や鳥インフルエンザの発生に伴

い、また最近の中国産の食品の安全性が社会問題と

なったこともあり、国民の間にも食に対する安全性や

将来の食料供給についての不安から、食料自給率につ

いて引き上げを求める声が多くなっております。　

　本県は離島県であることから、ほとんどの物資を移

入している状況にあり、自給率の低さは他県の比では

ないと思われます。　

　農水省も食料自給率向上策として地方自治体ごとの

目標値設定を促進する方針を固めたようであり、県と

しても今後は最重要課題として取り組む必要があると

思います。県の考えを伺います　

　茨、我が国の食料自給率は先進国の中でも低い状況

にあり、自給率向上を図ることが緊急な課題である。

自給率が改善されない要因に何があると考えられる
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か。　

　芋、本県における食料の自給率は他県と比べてどの

位置にあるか。また、県の目標である平成19年度自給

率40％は可能と考えているか。　

　鰯、本県における食料自給率は全国的に低い状況に

あるが、３次にわたる沖縄振興計画による農業施策を

展開しながら自給率が向上しないのは何ゆえなのか。

また、自給率向上のための県の施策について説明願い

たい。

　９番目に、交通網の整備について。

　本県は、国内外から多くの観光客が訪れる国内有数

の国際観光・リゾート地であります。今や本県への観

光客は年間580万人を優に超えており、さらに将来目

標として1000万人誘客を掲げております。

　そのため、県においては、アジア・太平洋地域にお

ける国際交流・協力拠点形成を見据えた空港、港湾を

整備し、国際観光・リゾート地として、地域の産業振

興に資する空港や港湾の整備を図るとしております。

そのための基本となるのが、空港、港湾から都心や主

要観光地等への交通アクセスの整備であります。

　現在、本県の交通機関は主として路線バスが中心で

ありますが、県内各地における慢性的な交通渋滞の影

響で時間のおくれ等不規則運行が日常化している状況

にあります。その要因は、鉄軌道がないことに尽きる

のであります。車社会の本県において、バスと自家用

車等が同じ路線を走る限りは渋滞が解消されるはずが

ありません。

　確かに都市モノレールの運行は、一部路線バスとの

結節が機能し、観光客等からも好評を得ているようで

ありますが、那覇空港から首里までの運行という限ら

れた路線では那覇市内の渋滞解消にはつながっていな

いのが現状であります。

　観光立県として沖縄が生きていくためには、空港を

起点として、県都那覇市、南部、中北部を網羅した県

内交通網の整備が必要であります。そのためにも、陸

上交通の機軸となる鉄軌道の導入を含めた総合的な交

通体系の構築を県として目指すべきであると考えま

す。

　そこで伺います。

　茨、県が平成20年度に検討・策定を予定している都

市交通戦略、都市交通マスタープランは、北部から中

南部圏への鉄軌道の導入も想定したものとなっている

のか。

　芋、沖縄県総合交通体系基本計画は、骨格的な公共

交通軸として基幹バス導入を促進するとしているが、

現在のバス路線、都市モノレールの路線延長等との整

合性をどのようにとっていく考えなのか。

　鰯、沖縄県総合交通体系基本計画で北部地区におけ

る定時・定速で安全性が期待できる基幹バス導入は計

画されているのか。

　以上をお伺いしたいと思います。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　岸本議員の御質問にお答え

させていただきます。

　まず第１に、県経済の活性化についての関連で、21

世紀ビジョンで描く経済自立についてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　沖縄21世紀ビジョン（仮称）は、20年から30年後を

見据えて、県民がゆとりと豊かさを実感できる社会の

実現を目指す県政運営の基本構想でございます。

　その策定に当たっては、短期的な経済原則だけでな

く、長期的で継続的な取り組みを通じて真の豊かさを

追究し、沖縄の将来像を描きたいと考えております。

このため、産業経済の振興はもとより、持続可能な福

祉社会、文化・教育や環境の重視など、各面にわたっ

て幅広く検討していくことといたしております。

　県といたしましては、今年度中にビジョンの基本的

考え方を取りまとめ、有識者等で構成する審議会に諮

るなど、今後、県民議論を広げてまいりたいと考えて

いるところでございます。

　次に、平成20年度予算の編成方針と特徴について申

し述べます。

　平成20年度予算の編成に当たりましては、国、地方

を通じた厳しい財政状況のもと、「沖縄県行財政改革

プラン」の着実な推進に努めるとともに、これまで以

上に事業の取捨選択を徹底し、限られた財源を緊急か

つ重要な施策に重点的・効果的に配分することを基本

といたしております。

　平成20年度当初予算の特徴といたしましては、歳入

面では県税が落ち込む等全体として伸びが見込めず、

歳出面では、社会保障関係費の増加、病院事業会計の

資金不足への対応等新たな財政需要が発生し、引き続

き厳しい状況となりました。このため、政策的経費の

枠配分方式の導入や給与の特例減額措置等を行ったと

ころであります。

　また、平成20年度は、沖縄振興計画に基づく第３次

分野別計画がスタートする重要な年であり、自立型経

済の構築や県民福祉の向上を図る観点から、産業振興

の分野では、地域を支える農林水産業や製造業、建設

業などの産業振興を進めるとともに、持続的な観光発

展を支える質の高い観光・リゾート地の形成や情報通
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信関連産業の集積、高度化を進めてまいる所存でござ

います。

　さらに、雇用創出の分野では、若年者や就職が困難

な障害者等への支援、そして福祉・医療の分野では、

子育て家庭への支援や医師確保対策、また離島振興の

分野では、地上デジタル放送化への対応や自然・文化

を生かした地域の活性化など、県政の重要課題に重点

的・効果的に予算を措置したところでございます。

　次に、公約の予算編成への反映についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。　

　平成20年度は厳しい財政状況ではありますが、公約

の実現に向け、自立型経済の構築や県民福祉の向上、

県民の安全・安心の確保を図る観点から、必要な施策

に可能な限り重点的に予算を措置したところでありま

す。

　主な分野につきまして、その概要を申し上げます

と、「経済力おきなわ」の分野では、情報通信産業の

集積・振興を図る沖縄ＩＴ津梁パーク整備事業、海洋

性生物資源を利用した新産業の創出のためのマリンバ

イオ産業創出事業、それから園芸作物の拠点産地育成

のための園芸ブランドステップアップ事業のほか、雇

用確保のための施策として沖縄型職業教育プログラム

などを実施する沖縄地域雇用創出事業、そして建設業

界内の職種転換のための研修等を実施する雇用最適化

支援事業、就職が困難な障害者等への支援を目的とし

た就職困難者総合支援事業などに所要額を措置したと

ころでございます。

　また、「子育て力おきなわ」の分野では、認可外保

育施設に対する給食費支援として、従来の牛乳代に加

え新たに米代を助成する新すこやか保育事業、その他

乳幼児医療費助成事業の拡充や児童健全育成補助事業

などに引き続き所要額を措置したところであります。

　「健康、医療・福祉力おきなわ」の分野では、離

島・僻地の医療提供体制の充実を図る救急医療用ヘリ

コプター活用事業、そして沖縄赤十字病院の移転新築

に対し補助を行う沖縄赤十字病院施設整備事業、その

他重度心身障害者医療費助成事業や医師確保対策事業

などに引き続き所要額を措置したところであります。

　「観光力おきなわ」の分野では、海外重点地域の

ニーズに応じた旅行商品の開発を支援する国際観光地

プロモーションモデル事業、そして国際会議の誘致な

どを内容とするＭＩＣＥ誘致・開催推進事業がござい

ます。

　その他、「基盤力おきなわ」の分野では、新石垣空

港整備事業、伊良部架橋整備事業などの重要プロジェ

クトの推進、そして滑走路増設に向けた構想段階の調

査を実施する那覇空港整備促進事業、そして新通信コ

スト低減化支援事業や沖縄ＧＩＸ構築事業など、情報

通信基盤の整備促進、そして国営かんがい排水事業な

どの大規模農業基盤の整備や南大東漁港などの水産基

盤の整備を図ることといたしております。

　次に、「離島力おきなわ」の分野に触れますと、先

島地区へのデジタル放送伝送路及び中継局を整備する

地上デジタル放送推進事業、そして多良間島及び水納

島を県立自然公園に指定し自然景観を保護する多良間

県立自然公園指定事業、そして伊平屋空港の整備に向

けた環境調査事業などに所要額を措置したところでご

ざいます。

　文化の面で「文化力おきなわ」の分野では、沖縄国

際アジア音楽祭（仮称）の開催に向けた準備や県立博

物館・美術館における故宮博物院所蔵展の開催などに

よる沖縄の歴史・文化の発信がございます。

　その他、「国際力おきなわ」、「人材力おきな

わ」、「教育力おきなわ」の分野では、沖縄科学技術

大学院大学の早期開学に向けた支援事業や高校生等の

海外留学を支援する留学支援事業の実施、第４回沖縄

平和賞授賞式の開催、平成22年度開催の全国高校総体

の準備や施設整備などに所要額を措置したところでご

ざいます。

　「自然力おきなわ」の分野では、産業廃棄物の排出

抑制やリサイクル等を推進するための施設整備、北中

城村熱田地区等における地すべり防止のための施設の

整備などに所要額を措置したところでございます。

　その他の分野の公約につきましても、その実現に向

けた施設事業に必要な予算を措置したところでござい

ます。

　次に、観光客1000万人誘致を図るための予算措置に

ついての御質問にお答えいたします。

　平成20年度予算案におきましては、将来の観光客

1000万人誘致を目指した「ビジットおきなわ計画」の

重点項目である外国人客やシニア層など有望なマー

ケットの拡充、ＭＩＣＥやリゾートウエディング、環

境と調和のとれた観光の推進などに対し重点的に予算

を配分してございます。

　具体的には、海外現地のマーケティング調査に基づ

きプロモーション戦略を構築する事業、そして経済効

果の高い企業インセンティブツアーや国際会議などの

ＭＩＣＥ誘致事業、持続可能な観光地づくりに向けた

地域の取り組みを支援する事業などを新たに展開して

まいりたいと考えております。

　次に、完全失業率の全国平均化に向けた具体的施策

についての御質問にお答えいたします。
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　完全失業率の全国平均並み改善に向けては、企業誘

致や地域産業の振興、雇用対策等を一層拡充強化する

必要があり、それに必要な予算を措置したところでご

ざいます。

　企業誘致につきましては、沖縄ＩＴ津梁パークの整

備や通信コスト低減化、賃貸工場の整備などに取り組

んでまいります。

　地域産業の振興につきましては、沖縄イノベーショ

ン創出事業や沖縄デザイン戦略構築促進事業等を実施

し、新商品の開発や市場競争力の強化を推進してまい

ります。

　雇用対策としては、土木業の職種転換を促進するた

めの支援事業、インターンシップ拡大強化事業、就職

困難者総合支援事業等に取り組んでまいります。

　これら事業の実施とあわせて、「みんなでグッジョ

ブ運動」の普及啓発に努めつつ、企業や教育機関、経

済団体等との連携を強化し、ミスマッチ対策や就業意

識の改善に取り組んでまいる所存でございます。

　次に、科学技術の振興についての御質問の中で、大

学院大学の進瀧状況と今後の課題についての御質問に

お答えいたします。

　大学院大学につきましては、独立行政法人沖縄科学

技術研究基盤整備機構を中心に、キャンパス整備や研

究者の確保等、その準備が進められているところでご

ざいます。

　施設整備につきましては、今月下旬にキャンパス本

体の工事に着手し、平成21年度中には施設の一部が供

用開始され、実質的な教育活動が開始される予定と

なっております。

　現在、代表研究者17名を中心に、100名余りの研究

者がうるま市などで先行的な研究を行っております

が、ことし４月からさらに２名の代表研究者が加わる

予定となっております。

　今後の課題は、所要の予算額と研究者の確保である

と考えております。開学に向けた準備がスムーズに進

むよう、県といたしましても関係機関と連携しながら

取り組んでまいります。

　次に、周辺整備の進瀧状況いかんという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　大学院大学の周辺整備につきましては、世界じゅう

から集まる研究者やその家族などが快適に暮らせる環

境を整備するためのガイドラインとして、昨年８月に

周辺整備基本計画を策定いたしました。

　同計画では、住宅、教育、医療や商業施設など８分

野につきましての整備方針が示されており、特に大学

院大学のメーンゲート周辺を整備する門前町地区や、

石川インター周辺の交通結節機能を整備する交通セン

ター地区につきましては、早急に整備すべき先導プロ

ジェクトとして位置づけております。

　現在、同計画の実施に向けワークショップの開催な

ど地元での合意形成に努めております。

　今後は、国、県、市町村、民間などを含めたメン

バーで組織する専門部会などを通して、それぞれが役

割を果たしつつ一体的に整備を進めていくことといた

しております。

　次に、北部観光の振興についての中で、航空運賃の

値上げに対する県の対応についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　修学旅行は、若年層のリピーター化を促進するな

ど、沖縄観光の持続的かつ均衡ある発展を図る上で極

めて重要であると認識いたしております。平成21年度

の修学旅行航空運賃につきましては、飛行距離等に応

じた見直しが予定されております。

　修学旅行における航空運賃の占める割合が大きいた

め、昨年12月と１月に各航空会社を訪問し、修学旅行

運賃の割引率の拡大等を要請しておりましたところ、

一定期間一部路線の運賃に関して据え置きが示されま

した。

　今後とも、航空運賃の低減に向け航空会社等への働

きかけを行うとともに、体験学習の拡充や受け入れ体

制の整備等を図り、沖縄修学旅行の魅力向上に努めて

まいりたいと考えております。

　次に、沖縄県の農林水産業の課題についての中で、

本県農業の振興についての御質問にお答えいたしま

す。

　農業は、食料の生産、国土の保全などの多面的機能

を有するとともに、製糖企業や食品加工業などを通し

て地域経済を支える重要な産業であります。

　このため、県では、農林水産業の振興を図るため、

平成14年度から２次にわたって農林水産業振興計画を

推進しているところであり、引き続き第３次に取り組

むことといたしております。

　主な施策といたしましては、第１に、おきなわブラ

ンドの確立と拠点産地の形成による生産供給体制の強

化でございます。第２に、輸送コストの低減化や地産

地消など、流通・販売・加工対策の強化でございま

す。第３は、経営感覚にすぐれた担い手の育成や多様

な新規就農者の育成確保でございます。第４は、省

力・低コスト化に向けた農林水産技術の開発・普及で

ございます。第５が、農業用水源の確保やかんがい施

設等の生産基盤の整備となっております。第６は、グ

リーンツーリズムなどの多面的機能を生かした農山漁
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村の活性化でございます。第７が、天敵昆虫や性フェ

ロモンを活用した害虫防除など環境と調和した農業の

推進でございます。

　今申し上げましたことなどによりまして、持続的農

林水産業の振興と多面的機能を生かした農山漁村の振

興を図ることといたしております。

　今後とも、市町村、関係団体等と一体となって効果

的な施策・事業を展開し、農業の振興に取り組んでま

いりたいと考えております。

　次に、同じく農林水産業に関連して、果樹の振興策

についての御質問にお答えいたします。

　本県におきましては、タンカン等のかんきつ類やパ

イナップル、マンゴーを中心とした熱帯果樹が栽培さ

れ、地域農業の振興に大きな役割を果たしておりま

す。

　かんきつ類につきましては、タンカン、天草などが

贈答品として一定の評価を得ており、またシークヮー

サーの機能性成分が注目され、需要が拡大いたしてお

ります。

　県といたしましては、名護市及び国頭村のタンカ

ン、うるま市の天草、大宜味村及び名護市のシークヮー

サーを拠点産地として認定をし、病害虫の防除、加工

及び集出荷施設の整備等を実施してまいります。

　パイナップルにつきましては、缶詰加工業による雇

用の創出や観光産業との関連など、地域経済に大きく

貢献している重要な作物であります。そのため、東村

及び石垣市の生食用パイナップルを拠点産地として認

定し、育苗施設の整備、優良種苗の増殖・普及、鳥獣

被害防止対策等を実施いたしております。特に、北部

地域のパイナップルを主体とした総合農産加工場の建

設につきまして、今年度の北部振興事業で採択された

ところであります。

　今後とも、市町村やＪＡ等関係団体と連携し、各種

施策を積極的に推進してまいります。

　次に、地域医療体制に関連いたしまして、県立看護

大学別科助産専攻の取り組み状況についてお答えいた

します。

　県立看護大学に別科助産専攻を設置することにつき

ましては、昨年の10月、文部科学大臣へ指定申請を行

い、本年１月末に助産師学校としての指定を受けたと

ころでございます。

　本日、本議会におきまして県立看護大学別科助産専

攻設置に係る条例議案が可決されましたので、今後、

入学願書受け付け等諸手続を行い、４月から20人の助

産師養成確保に取り組むことにいたしております。

　ドクターヘリ導入についての御質問にお答えいたし

ます。

　救急医療用ヘリコプター、いわゆるドクターヘリ

は、救命救急センターの医師が専用のヘリコプターに

搭乗して救急現場に行き、治療を行いながら速やかに

病院に搬送するもので、13道府県で運航されておりま

す。

　多くの離島や僻地を有する沖縄県におきましては、

特に救急搬送体制の充実を図る必要がございます。

　県では、平成20年度からの救急医療用ヘリコプター

の導入により、離島・僻地の県民が安心して暮らせる

ようになるとともに、救命率の向上と後遺症の軽減が

図られるものと期待をいたしているところでございま

す。

　次に、県内の交通網に関連する御質問で、基幹バ

ス、現在のバス路線、都市モノレールの整合性につい

ての御質問にお答えいたします。

　県は、平成18年度に定時・定速性が確保され利用者

の利便性の向上に資する基幹バスを中心としたバス網

再構築計画を策定いたしました。

　この計画では、那覇市を中心とした遠距離路線や複

雑な運行系統となっている現在のバス路線を効率よく

再構築していくものであり、都市モノレールとも整合

がとれるものとなってございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　県経済の活性化について

の御質問で、第３次分野別計画と第２次計画との違

い、計画目標についてお答えいたします。

　第３次分野別計画では、第２次計画の検証・評価と

状況の変化を踏まえ、指標及び施策を見直しておりま

す。

　第２次分野別計画との主な違いは、観光客1000万人

の達成に向けた新たな施策として、観光まちづくりの

推進や国際観光地プロモーション戦略モデルの構築等

を盛り込んでおります。

　また、情報通信産業では、ＩＴ津梁パーク整備事業

や沖縄ＧＩＸ構築事業等を展開することにしておりま

す。

　職業安定計画においては、産業・雇用拡大県民運動

（みんなでグッジョブ運動）の従来の取り組みに加

え、沖縄型ジョブシャドウイング、すなわち職場体験

活動を実施することとしております。

　県としては、第３次分野別計画におけるこれらの新

規施策の推進により、産業・雇用の拡大や、観光客
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1000万人の達成など各分野の目標の実現を目指してま

いります。

　同じく分野別計画の目標達成状況と未達成の原因に

ついてお答えいたします。

　県任意７分野の計画では、物流面のコスト高や市場

競争の激化等により製造品出荷額で目標達成が困難で

あり、電気使用量や自動車保有台数の増加等により温

室効果ガスの排出量で目標達成が厳しい状況にありま

す。また、公共事業の減少等により、社会資本整備の

一部指標で未達成の見込みであります。

　法定４分野の計画のうち、観光関連産業では観光客

数が目標を達成した一方で、デフレ等の影響で１人当

たり観光消費額が達成困難な状況にあります。

　情報通信産業では、雇用者数や誘致企業数等で目標

を達成しておりますが、農林水産業では価格の低迷等

から生産額が未達成な状況にあります。

　雇用の分野では、新規雇用者数、高校生及び大学生

就職率等が目標を達成する見込みであります。

　同じく県経済の活性化についての御質問で、21世紀

ビジョン懇話会の現在の状況と基本構想案についてお

答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン懇話会」につきましては、昨

年７月に設置し、これまで６回開催しております。

　同懇話会では、文化や環境、景観の重要性、人材の

育成、産業の振興、行政の役割等の各面について活発

な議論をいただいております。

　県としては、これらの意見も参考にして今年度中に

沖縄21世紀ビジョン――仮称でございますけれども

――その基本的な考え方を取りまとめ、広く県民から

御意見・御提言を募っていきたいと考えております。

　また、ことし７月ごろを目途に各界各層の有識者等

で構成する沖縄県振興審議会を開催し、同ビジョンに

ついて議論をしていただくことにしております。

　同じく、21世紀ビジョンの理念と新たな振興計画に

ついてお答えいたします。

　沖縄21世紀ビジョン（仮称）は、20年から30年後を

見据えて県民がゆとりと豊かさを実感できる社会の実

現を目指す県政運営の基本構想であります。

　沖縄振興計画等の総点検作業については、次年度よ

り開始することとしております。

　県としましては、21世紀ビジョンの基本理念等も踏

まえつつ、これらの総点検作業を通して県の基本的考

え方を整理し、現行の振興計画終了後の新たな計画の

あり方等についても検討してまいりたいと考えており

ます。

　同じく21世紀ビジョンにおける地方分権や道州制の

あり方についてお答えいたします。

　将来を展望し沖縄のあり方を描く上で、地方分権や

道州制は重要な要素であると考えており、21世紀ビ

ジョンにおいてもそのあり方等について示していきた

いと考えております。

　次に、北部地域の振興についての御質問で、おくれ

た原因と凍結が解除された背景についてお答えいたし

ます。

　北部振興事業は、財務省協議の後、内閣府から各事

業の所管省庁へ予算が移しかえられ実施されます。

　今年度の北部振興事業につきましては、防衛省所管

の事業で財務省との協議が行われていなかったことか

ら、事業全体の執行ができない状況にありましたが、

ことしの１月に防衛省と財務省との間で協議が行わ

れ、１月25日に予算内示されております。

　同じく北部地域の振興で、次年度予算への影響につ

いてお答えいたします。

　北部振興事業の平成20年度予算案は、内閣府におい

て公共事業50億円、非公共事業50億円、計100億円が

計上されております。

　北部振興事業については、平成21年度まで市町村提

案の事業等が計画されており、事業効果の早期発現の

ためには適切な時期に執行される必要があると考えて

おります。

　同じく北部地域の振興で、新たな振興策についてお

答えいたします。

　県としましては、この間の北部振興策の成果を踏ま

え、北部市町村との十分な調整を図りながら、県土の

均衡ある発展に向けた諸施策について検討してまいり

たいと考えております。

　同じく北部地域の振興の関連で、大学院大学の県内

業者の優先発注への配慮と現在までの実績についてお

答えいたします。

　大学院大学関連工事については、「県内企業への優

先発注及び県産品の優先使用基本方針」に基づき、沖

縄科学技術研究基盤整備機構に対し、県内企業の優先

発注についてかねてから要請してきたところでありま

す。

　現在までの大学院大学関連工事における県内企業へ

の発注実績は、件数ベースで約89％、金額ベースで約

84％となっております。

　県としましては、今後とも工事の内容や条件等を勘

案し、可能な限り県内業者を積極的に活用するよう整

備機構等へ要請してまいりたいと考えております。

　科学技術の振興についての御質問で、科学技術の振

興を担う中核機関についてお答えいたします。
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　本県の科学技術の振興を図るため、研究ネットワー

クの構築や産学官連携の役割を担う中核となる機関が

必要であります。このため、財団法人亜熱帯総合研究

所を再編して活用することとし、ことしの夏ごろを目

途に新たな組織でスタートできるよう関係者と調整を

進めているところであります。また、その後は類似す

る他の機関等の再編・統合についても検討してまいり

たいと考えております。　

　同じく科学技術の振興で、科学技術の振興を図る基

本戦略と人材育成計画についてお答えいたします。

　民間主導の自立型経済を構築するためには、科学技

術を振興し、新産業の創出や既存産業の高度化を図る

必要があります。このため、県では、平成17年度に策

定した沖縄県科学技術振興指針に基づき、「研究開

発・交流の基盤づくり」、「研究開発成果を活かすし

くみづくり」、「科学技術を担う人づくり」の３つの

柱を設定し、諸施策を推進しているところでありま

す。

　また、産学官連携の役割を担う人材の育成につきま

しては、「科学技術を担う人づくり」の視点から産学

官コーディネーターの育成を図るため、平成15年度か

ら平成19年度までは戦略的研究者・専門家育成支援事

業を実施してまいりました。

　さらに、平成20年度からは科学技術の振興を担う中

核機関で活躍し得る人材の育成を目指し、「東京大学

テクノロジー・リエゾン・フェロー研修」へ職員の派

遣を行うこととしております。

　同じく科学技術の振興で、独立行政法人評価委員会

の設置基準見直しによる大学院大学への影響について

お答えいたします。

　独立行政法人評価委員会は、行政法人の業務の質の

確保を図りつつ、その運営の効率性・自立性を高める

とともに、国の歳出の縮減や国民負担の軽減を図る観

点から、運営状況を点検して見直し等の勧告を行うも

のであります。

　今回は、独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機

構の設置準備体制の強化、中期計画での明確な目標設

定、研究者の採用基準の明確化、職員給与水準の適正

化、随意契約の適正化など、大学院大学の設置準備の

着実な実施に向けた勧告を行ったものであり、開学に

向けた取り組みに影響を与えるものではないと考えて

おります。

　次に、県内交通網の整備についての御質問で、北部

地区における基幹バス導入計画についてお答えいたし

ます。

　平成18年度に策定しました基幹バスを中心としたバ

ス網再構築計画は、那覇市を中心とした長く、複雑な

多くの系統となっている現在の市外バス路線を効率よ

く再構築し、定時・定速性を確保しようとするもので

あります。

　北部地区には、基幹バスの終点地域である沖縄市、

もしくはその途中の宜野湾市地域から支線バスに乗り

継ぐ計画となっております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　県経済の活性化について

に関連しまして、自主財源確保のための取り組みにつ

いてお答えいたします。

　地方公共団体における自主・自立的な行財政運営を

推進する観点から、自主財源の確保は重要な課題であ

ります。

　このため、県としましては、「沖縄県行財政改革プ

ラン」に基づきまして、県税の徴収強化や使用料及び

手数料の定期的な見直し、未利用及び貸付県有地の売

り払いなど、自主財源の確保に努めているところでご

ざいます。

　また、さらなる自主財源確保の取り組みとしまし

て、法定外目的税等の新税の創設や広告収入、施設命

名権の導入などの新たな収入源の確保策について全庁

的に検討を進めてまいります。

　中長期的には、本県経済の活性化に結びつく産業振

興施策の推進による税源の涵養に取り組んでまいりま

す。

　同じく県経済の活性化に関連しまして、新税創設の

可能性についてお答えいたします。

　国、地方を取り巻く厳しい財政事情の中で、自主財

源を確保するため地域の課題に応じて独自の税源を検

討していくことは重要なことと考えております。

　新税導入に当たりましては、１、地方税法の規定に

基づきまして、国税または他の地方税と課税標準を同

じくし、かつ住民の負担が著しく過重となること、

２、地方団体間における物の流通に重大な障害を与え

ること、３、国の経済施策に照らして適当でないこと

等の状況が生じないよう留意することとされておりま

す。

　また、受益と負担の関係、課税の公平性、県経済に

及ぼす影響など多くの課題があることから、県民や関

係業界等の意見も十分踏まえた上で、本県の実情に即

した新税の導入を検討してまいりたいと考えておりま

す。

　同じく県経済の活性化に関連しまして、地方再生対
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策費の現状と今後の対応及び地方交付税の確保につい

てお答えいたします。

　地方再生対策費は、地方税の偏在是正による財源を

活用し、地方交付税の算定において、地方の活性化施

策に必要な経費を措置することを目的として平成20年

度からの導入が予定されています。

　算定の指標として、第１次産業就業者比率や高齢者

人口比率等を用いることになっておりますが、県とし

ましては、地方自治体の置かれた厳しい状況をより幅

広く算定に反映していただくよう総務省へ要望したと

ころであり、引き続き見直しを求めてまいりたいと考

えております。

　また、すべての地方において、標準的な行政サービ

スを維持する上で地方交付税の財源保障機能及び財源

調整機能の果たす役割は重要であり、本県の財政運営

に支障を来すことのないよう、所要額の確保に向けて

関係機関に働きかけてまいりたいと考えております。

　同じくふるさと納税制度の財政への影響についてお

答えいたします。

　いわゆる、ふるさと納税制度につきましては、応援

したい自治体などへの5000円を超える寄附金につい

て、住民税の１割を上限に税額控除する制度の創設が

検討されているところでございます。

　この制度につきましては、他の自治体にお住まいの

方から本県へ寄附をいただく部分と、本県にお住まい

の方が他の自治体に寄附される部分がありますが、そ

れぞれの動向を予測することは困難であり、本県財政

への影響につきましても現時点で予測は難しいものと

考えております。

　平成20年度予算と国庫補助事業についての関連で、

収支不足の大きな要因は何かについてお答えいたしま

す。

　平成20年度当初予算におきましては、歳入面では県

税収入が落ち込むなど、全体として伸びが見込めず、

歳出面では団塊世代の退職金や公債費がなお高い水準

で推移しております。

　さらに、後期高齢者医療負担金などの社会保障関係

費や病院事業会計の資金不足への対応費の増加などに

より、387億円の収支不足が生じております。今後も

なお団塊世代の退職者が高水準で推移するとともに、

少子・高齢化に伴う社会保障関係費の増加が見込ま

れ、本県財政は厳しい状況が続くものと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　答弁の途中ではありますが、

岸本恵光君の質問に対する残りの答弁は、時間の都合

もありますので休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時24分休憩

　　　午後３時48分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前の岸本恵光君の質問に対する答弁を続行いた

します。

　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは北部地域の

振興関連の御質問で、本部港の進瀧状況と事業展開に

ついてお答えいたします。

　本部港については、平成17年度の北部拠点港湾物流

機能施設等導入調査において、北部地域の貨物を集約

し、京浜、阪神航路を誘致するため岸壁などの港湾施

設を拡張し、背後に当該貨物の保管・流通・加工施設

等の整備の必要性が位置づけられております。

　当該調査結果を踏まえ、県は平成18年度から岸壁な

どの実施設計に着手しており、平成25年ごろを目途に

整備を完了させる予定であります。

　また、港湾背後の当該貨物の保管・流通・加工施設

等につきましては、地元本部町等関係者と整備手法等

について協議を行っていきたいと考えております。

　次に、県内交通網の整備関連の御質問で、北部から

中南部圏域への鉄軌道の導入についてお答えいたしま

す。

　県では、平成20年度に沖縄本島中南部都市圏総合都

市交通計画を策定することとしており、その中で５年

から10年間に取り組む中期計画としての都市交通戦略

と20年先を見越した長期計画としての都市交通マス

タープランを策定することとしております。

　今回策定する計画は、県の人口の約82％が集中し、

慢性的な交通渋滞への対応が急務となっている読谷

村、うるま市以南の17市町村を対象地域としておりま

す。その中で幹線道路網の整備に加えて、モノレール

を沖縄自動車道と結節する等のハード施策と基幹バス

を中心としたバス網再構築計画や時差出勤などのソフ

ト施策に取り組んでいくことを検討しております。

　北部から中南部圏への軌道系交通システムの導入に

つきましては、別途、今後の需要動向、地域の開発計

画、他の交通機関との連携など、多様な視点から総合

的・段階的に検討していくこととしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　北部地域の振興のう
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ち、再編交付金の支給についてお答えいたします。

　去る２月７日に開催された第６回協議会において、

名護市、宜野座村から再編交付金の対象とするよう求

めたことに対し、石破防衛大臣は、再編交付金の交付

は、地元市町村の米軍再編への理解と円滑かつ確実な

実施への協力が要件であり、指定はこれまでの他市町

村の実例を踏まえ検討していく旨の発言をしておりま

す。

　県としては、名護市及び宜野座村は基本合意を交わ

し、また協議会において協議を重ねてきたことから、

再編交付金の対象市町村とすることは当然なことと考

えております。

　なお、交付の額については、面積、人員、施設・設

備などを点数化し、加点と減点の合計で市町村ごとの

負担の程度に応じたものとなっており、指定を受けて

からの進瀧状況に応じて交付するとされております。

　現時点で政府から支給額についての具体的な説明は

ありません。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　北部観光の振興の質

問の中で、修学旅行が入域観光客数に占める割合と増

加の要因等についてお答えします。

　平成18年の修学旅行生は約44万人で、入域観光客数

全体に占める割合は約7.8％となっております。

　本県への修学旅行が増加してきた理由としまして

は、独自の歴史・文化、平和学習、自然環境等を初

め、それらを活用した沖縄ならではの体験プログラム

等が高く評価されているものと考えております。

　次に、修学旅行の基本戦略と今後の見通しについて

お答えします。

　修学旅行は、年間を通じた平準化対策に極めて有効

であり、また若年層のリピーター化を促進するため、

沖縄観光の持続的かつ均衡ある発展を図る観点から、

引き続き積極的な誘致活動に努めてまいります。

　今後の修学旅行の見通しとしましては、少子化の進

展に伴う生徒の減少、原油高騰による航空運賃の値上

げ、全国的な誘致競争等があり、今後も厳しい状況が

続くものと考えております。

　次に、修学旅行先の他県への変更についてお答えし

ます。

　修学旅行費用については、保護者の経済的負担の軽

減に配慮し、生徒全員が修学旅行に参加できるように

するため、主に東京都を初めとする首都圏において、

その費用上限額が設定されています。

　旅行費用の中で航空運賃の占める割合が大きいた

め、県では航空運賃の割引率拡大の要請を行うととも

に、修学旅行を取り扱う旅行社に対し、沖縄修学旅行

の推進について協力依頼を行っているところでありま

す。

　県としては、今後とも、新設される静岡空港など、

空港が所在する都道府県を中心に沖縄修学旅行誘致説

明会を開催するとともに、新たなメニューの発掘など

の受け入れ体制の強化等により、沖縄修学旅行のさら

なる質の向上に努めてまいります。

　次に、宿泊者のうちの県内客の割合及び県内観光客

の位置づけと施策について一括してお答えいたしま

す。

　県内旅行客を対象にその実態を県として直接的に調

査したものはありませんが、関連する調査から推定し

ますと、県内全体の宿泊客数に占める県民の割合は約

12％程度と見ております。

　県内外を問わず、多くの観光客を引きつける魅力あ

る観光地づくりを進めていくためには、それぞれの地

域の観光資源を有効に活用すると同時に、観光業界や

市町村などが連携し、主体的に取り組んでいくことが

重要であると考えております。

　そのため、現在、県においては、市町村及び民間団

体等との連携のもと、「沖縄県観光まちづくり指針」

の策定作業を進めており、今後は当該指針を踏まえ、

広域的な観点から各地域の主体的な取り組みを促進・

支援してまいりたいと考えております。

　県といたしましては、今後も市町村等との意見交換

の中で地域の観光地づくりに向けた課題等を明らかに

し、必要な対応策等を検討してまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは本県農林

水産業の課題についての御質問にお答えいたします。

鳥類による果樹の被害状況と対策については、関連し

ますので一括してお答えいたします。

　平成18年度のカラス、ヒヨドリ等の鳥類によるかん

きつ類やパイナップル等果樹の被害状況は、被害面積

75ヘクタール、被害金額１億600万円となっておりま

す。そのうち、カラスによる被害面積は70ヘクター

ル、被害金額は9600万円となっております。

　県においては、カラス被害対策として、平張り網掛

け施設や捕獲箱等の整備を推進しているところであ

り、平成19年度末までに平張り網掛け施設52.3ヘク
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タール、鳥害防止ネット45.8ヘクタール、カラス捕獲

箱17基が整備されているところであります。

　また、昨年６月に関係市町村、ＪＡなど関係団体を

構成員とする北部地区鳥獣被害対策会議を設置し、ア

ドバイザーによる講演や駆除方法の検討などを行って

いるところであります。

　今後とも、国、市町村、ＪＡ等関係機関と連携し、

カラス被害対策に取り組んでいく考えであります。

　同じく本県農林水産業の課題についての御質問で、

国の水産業燃油高騰緊急対策についてお答えいたしま

す。

　燃油の高騰は漁業経営に大きな影響を与えており、

燃油流通の効率化や、省エネ型漁業への転換が必要と

なっております。

　このため、国は、水産業の燃油価格高騰緊急対策と

して、燃油使用量を抑制するための省エネ型漁業への

転換に対する支援、流通効率化のための燃油タンクの

整備、漁業経営を支援するための低利の融資などを行

うこととなっております。

　また、水産業構造改善事業による給油施設の整備

や、沿岸漁業改善資金による省エネ型エンジン設置等

に対する無利子の貸し付けを実施しているところであ

ります。

　同じく本県農林水産業の課題についての御質問で、

漁業損失補償金算定方法等の改善及び創業制限区域の

一部返還の見通しについての御質問についてお答えい

たします。

　本県周辺海域においては、日米地位協定に基づく米

軍への提供水域が設定され、漁船の操業が制限された

ことから、漁船の操業制限法に基づいて漁業損失補償

金が交付されております。この漁業損失補償金につい

て、県漁連等は国に対し補償対象者の拡大及び補償額

の算定方法の見直しを求めているものであります。

　県としましては、漁船の操業制限が漁業者の経営に

影響を及ぼしていることから、適正な補償がなされる

よう国に要請していきたいと考えております。

　また、操業制限水域の一部返還につきましては、県

漁連等とも連携しながら対応してまいります。

　次に、食料自給率向上対策についての御質問で、我

が国の食料自給率についてにお答えいたします。

　我が国の食料自給率は、昭和40年度の73％から平成

18年度は概算で39％となっております。

　食料自給率が低下した主な原因は、国民のライフス

タイルの多様化に伴い食生活が大きく変化し、米の消

費が減少していることに加え、輸入穀物を使用する畜

産物や油脂類の消費が増加したこと、また外食や中食

における加工や業務用の需要の高まりに国内生産が対

応し切れないことが挙げられています。

　同じく食料自給率向上対策についての御質問で、本

県の食料自給率の状況と県の施策については、関連し

ますので一括してお答えいたします。

　本県の平成17年度食料自給率は30％で、全国では34

位となっております。

　平成19年度における食料自給率の目標達成について

は、県民のライフスタイルの多様化、外食や中食にお

ける加工や業務用の需要の高まりに県内生産が対応し

切れないことなどから厳しい状況であります。

　このため、県では、農林水産業振興計画に基づき、

おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化、流

通・販売・加工対策の強化及び地産地消の推進など、

各種施策・事業を総合的に推進しているところであり

ます。

　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、食料自給

率等の向上に向け総合的に諸施策を推進してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　本県農水産業の課題

との関連で、カラス被害に係る対応についてお答えい

たします。

　野生に生息する鳥類は、「鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律」により保護されておりますが、農

作物に被害がある場合は市町村等が有害鳥獣として捕

獲することができます。また、狩猟鳥獣に指定された

鳥類は、狩猟により捕獲することもできます。

　カラスについては、平成18年度に沖縄県内で4197羽

が捕獲されています。そのうち、狩猟鳥獣としては

2006羽、有害鳥獣としては国や県農林水産部の補助事

業等の活用もあり、2191羽が捕獲されております。

　県におきましては、近年、カラスによる被害が増加

していることから、有害鳥獣捕獲において市町村等が

捕獲することができる数量の規制緩和を検討しており

ます。

　また、昨年制定されました「鳥獣による農林水産業

等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」

では、県からの権限移譲により市町村みずからが被害

防止のため、鳥獣の捕獲許可の権限を行使できること

となりました。

　県としましては、権限移譲についても積極的に対応

していきたいと考えております。

　以上でございます。
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○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　地域医療体制の整備

についての、産婦人科医と小児科医師数についてにお

答えいたします。

　平成18年末の女性10万人当たりの産婦人科医師数

は、鳥取県が60人で最も多く、本県は44人となってお

ります。

　小児10万人当たりの小児科医師数は、徳島県が295

人で最も多く、本県は134人となっております。

　続きまして、産婦人科医師及び小児科医師不足の実

態についての認識についてにお答えいたします。関連

しますので一括してお答えいたします。

　本県の産婦人科医師数は全国平均を上回っておりま

すが、医師１人当たりの年間の分娩件数は128件で、

全国平均の110件より多くなっています。

　本県は、他都道府県に比較して出生率が高いことか

ら、それに対応する産婦人科医師の確保を図っていく

必要があると考えております。

　また、小児科医師につきましては年々増加しており

ますが、本県は15歳未満の人口割合が全国で一番高い

ことから、それに対応する小児科医師の確保を図って

いく必要があると考えております。

　続きまして、産婦人科医や小児科医を敬遠する背景

及び地域医療のあり方等に関する政府への提言につい

てにお答えいたします。

　産婦人科医師につきましては、深夜の出産など医師

の肉体的・精神的負担が大きいこと、出産時の医療紛

争がふえたことなどを背景に減少しております。

　小児科につきましては、医師数は増加傾向にあるも

のの、小児の夜間救急の対応など、依然として過重労

働の状況にあります。

　研修制度や地域医療のあり方等につきましては、平

成18年７月に全国知事会から、また平成19年５月に九

州地方知事会から国に対して実効性のある対策の実施

を要請したところであります。

　続きまして、県の看護師確保対策についてにお答え

いたします。

　県におきましては、看護大学及び浦添看護学校で看

護職の養成を推進するとともに、民間看護師養成所に

対する運営費の助成及び設備整備補助などにより民間

での看護職の養成を促進しているところであります。

　また、看護学生に対する修学資金の貸与の実施や

ナースセンター事業を充実強化して看護師確保を図っ

ております。

　続きまして、県立浦添看護学校が県直営となった経

緯と、２年で民間移譲を検討することについてにお答

えいたします。一括してお答えいたします。

　県立浦添看護学校の管理運営については、これまで

委託していた財団法人沖縄県医療福祉センターの解散

に伴い指定管理者制度を検討しましたが、文部科学省

から学校の管理運営を指定管理で行うことはできない

との指導を受けました。

　このため、平成17年に策定した「沖縄県行財政改革

プラン」においては、浦添看護学校を民間移譲するこ

ととし、移譲するまでの間、当面は県直営とすること

としたものであります。

　続きまして、県立浦添看護学校について、県医師会

等の存続要請や県議会の存続決議があるが、どのよう

に認識しているかにお答えいたします。

　これまでの県議会等からの要請や決議書を重く受け

とめ、県立浦添看護学校の存続の趣旨としている看護

師、助産師の養成及び２年課程通信制の導入等につい

て庁内での検討を進めてまいりました。

　看護師の養成につきましては、県内養成所等の入学

定員が平成18年度の470名から平成21年度に250名増の

720名になる状況や、民間でできることは民間でとい

う基本姿勢のもとに浦添看護学校の民間移譲を進めて

おります。

　助産師の養成につきましては、本年４月に県立看護

大学別科助産専攻を設置するとともに、現在業務に従

事していない助産師に対して、産科診療所への就業促

進を図ることを目的に、平成18年度から助産技術研修

を実施しております。

　２年課程通信制につきましては、他県の２民間養成

所と連携して、平成20年度から県内においてスクーリ

ングを実施し、受講者の負担軽減を図ることとしてお

ります。

　続きまして、民間移譲後の運営形態及び養成課程と

移譲先に対する条件についてにお答えいたします。

　県立浦添看護学校の民間移譲先につきましては、今

月下旬から公募を行うこととしております。

　民間移譲後は、他の民間養成所と同様に営利を目的

としない法人によって運営されることになります。

　養成課程は、看護師３年課程と看護師２年課程とな

ります。

　また、移譲先に対しましては、現行の看護師２年課

程及び設置予定の看護師３年課程を転校生として受け

入れ、県立のカリキュラムを引き継ぐこと、地域の看

護ニーズに対応することのできる看護職養成を目指す

こと、中長期的に安定的な運営・経営が期待できるこ

となどの条件を付すこととしております。
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　続きまして、ドクターヘリ導入事業の対象施設につ

いてにお答えいたします。

　本県が平成20年度に実施する予定の救急医療用ヘリ

コプター活用事業は、国のドクターヘリ導入促進事業

の補助を受けて行うもので、救命救急センターにおい

て運航することが補助の要件になっております。

　続きまして、北部地区医師会のヘリコプター急患搬

送に係る公的支援についてにお答えいたします。

　平成20年度から実施する予定の救急医療用ヘリコプ

ター活用事業においては、本島北部地区を初め沖縄本

島全域及び周辺離島を対象としていることから、北部

地区医師会病院が独自に実施しているヘリコプター搬

送事業に対して財政的な支援を行うことは厳しいと考

えております。

　しかし、北部地区医師会病院への公的支援につきま

しては、今後研究させていただきたいと考えておりま

す。

　北部地区医師会病院の新型・地域救命救急センター

の指定とドクターヘリ事業の対象についてにお答えい

たします。

　救命救急センターの指定に当たっては国の承認が必

要であり、北部地区医師会病院の指定の可否について

は現段階では言及できません。

　なお、ドクターヘリ導入促進事業による国の補助

は、各県とも１機分となっております。

　続きまして、運航開始に向けた運航基本計画につい

てにお答えいたします。

　救急医療用ヘリコプターの運航に当たっては、次年

度におきまして国及び消防機関等から構成する運航調

整委員会で具体的な運航体制について検討することと

しております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　北部病院の産科診療

の再開についての御質問にお答えします。

　北部病院産婦人科については、平成19年12月10日付

で２人の常勤医師を採用し、婦人科については、昨日

の平成20年２月19日から週３日の外来診療を再開いた

しました。

　産科については、２人では24時間体制を要する救急

患者の受け入れやハイリスク分娩等への対応が困難で

あることから、中部病院への搬送を継続しています。

　北部病院において産科診療を再開するためには４人

の医師の配置が必要であると考えており、あと２人の

医師の確保に向けて努力しているところであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　辻野ヒロ子君。

　　　〔辻野ヒロ子君登壇〕

○辻野　ヒロ子君　こんにちは。

　所感を述べながら代表質問を行います。

　北谷町で起きた米兵による女子中学生暴行事件発生

から10日経過しましたが、今なお、子を持つ母親とし

て、ニュースが流れるたびに被害に遭った少女とその

家族のことを思うと、もし自分の娘や孫であれば、私

はどうしていたんだろうと、このことを考えると本当

にやるせない気持ちと心が痛みます。女性の人権を踏

みにじった卑劣な行為は絶対に許せないと強い憤りを

感じます。

　早速知事も福田総理や担当大臣、在日米大使らと会

談し、さらには庁内で対策会議を設置するなど行動を

起こしていただきました。県議会でもいち早く決議に

基づき、先日、抗議行動を行っております。

　今後とも、ぜひ県民が納得できる実効性のある再発

防止策や綱紀粛正の方策など、被害者へのケアもしっ

かりとやっていただくことを強く訴えていきたいと思

います。

　さて、去る２月13日の定例会初日に仲井眞知事は、

「平成20年度においても、完全失業率全国平均化や観

光客1000万人などの政策目標の実現を目指し、現場主

義をモットーに全力で取り組んでまいります。」と力

強い表明がありました。私たち最大会派の自民党は、

仲井眞県政をしっかりとサポートし、県政の抱える山

積する諸問題解決のためにともに汗を流す覚悟で頑

張っていきたいと思っております。どうぞ知事を初め

副知事、執行部の皆様、よろしくお願いいたします。

　また、私にとって１期目最後の議会で同僚議員の皆

さんの御配慮で代表質問の機会を与えてくださったこ

とに心から感謝を申し上げ、自民党の代表質問しんが

りの質問者として精いっぱい頑張りますので、よろし

くお願いいたします。

　まず、１、文化行政について。

　文化振興計画の推進について。

　文化は、人々の生活、生き方、考え方そのものの表

現であると言われております。文化をいかに生活の中

に根づかせて発展させていくか、いかにその地域の文

化を育成・継承させていくかという段階になると行政

の役割が出てきます。　

　その地域の人々が文化に触れ、親しみ、主体的に活

動ができるような環境づくり、多彩な文化活動を支援

する体制づくりが行政の仕事となるのだと考えます。

　そこで、本県においても沖縄振興計画は文化の振興
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を図るための施策を唱えており、分野別計画として沖

縄県文化振興計画を策定しております。　

　本県の先人たちが築き上げてきた伝統文化・伝統芸

能を守りながら県民のゆとりと豊かさのある生活の実

現を図っていくことが文化の振興にとって必要となる

と考えます。このことを踏まえ、次の質問をいたしま

す。

　ア、本県特有の文化の振興と継承を図るため、県と

しての基本理念と基本施策について伺いたい。　

　イ、知事部局と教育庁でそれぞれ所管している文化

行政について、本県特有の文化という観点から連携・

協調はどのように行われているか伺いたい。

　ウ、市町村が行う文化行政と県の文化行政との連携

はどのようにとられているか。また、県の市町村に対

する指導方針について伺いたい。

　エ、文化のまちづくりという観点から、本県独自の

文化と新たに開館した県立博物館・美術館をどのよう

に活用していくか伺いたい。

　２、教育問題について。

　茨、児童生徒の不登校と中途退学対策について。

　文部科学省は、2006年度に病気や経済的な理由以外

で学校を年間30日以上欠席した全国小中学生の不登校

の実態を調査しております。これによると、不登校は

５年ぶりに増加に転じ、12万6764人に達しており、特

に中学生は全生徒の35人に１人が不登校という危機的

結果となっております。

　本県においても、不登校の状況は1999年度以降減少

傾向を示していたようでありますが、2006年度から増

加に転じ、２年連続増加との結果となっております。

また、不登校問題にも増して重要な問題は、中途退学

対策であります。

　教育の基本は、学校生活が生徒一人一人がみずから

の存在感や自己実現の喜びを実感できるような環境に

あり、学校自体の指導体制が充実していることにある

と考えます。しかし、現実には全国の学校で中途退学

の問題が起きており、中途退学対策をいかに図るかが

教育行政における大きな課題であります。

　県教育庁においては、不登校問題や中途退学対策に

取り組んでいるところでありますが、根本的な解決に

は学校だけではなく、家庭、地域社会、関係機関や団

体等との緊密な連携が必要であります。

　そこで伺います。

　ア、平成18年度の小中校別不登校児童生徒数と全体

的傾向、今後の課題について伺いたい。

　イ、学校や関係者等の努力にもかかわらず、不登校

が減らず、むしろ増加する傾向にある。その背景に何

があると考えているか伺いたい。

　ウ、不登校になるきっかけや原因について、本県と

全国との違いや特徴について伺いたい。

　エ、いじめ問題と不登校との関係について、教育庁

はどのように認識しているか。また、いじめが不登校

につながる割合について伺いたい。

　オ、学校において取り組んでいる中途退学問題につ

いて、指導体制の現状と指導内容及び指導上起こる問

題・課題について伺いたい。

　カ、本県における中途退学者について、全国平均と

の比較で過去３年間の退学率と退学の事由について伺

いたい。

　芋、スポーツの振興について。

　大人や子供、年齢に関係なく、それぞれの地域にお

いてスポーツに親しみ、心身ともに健康で生き生きと

した生活を送ることは、県民がひとしく願うものであ

ります。そのためには、地域で楽しめるスポーツの拡

大や学校におけるスポーツ活動の活性化と競技力向上

のため、行政による支援や指導者の養成など、社会的

協力が必要であります。

　県においても、競技スポーツの振興やトップアス

リートの育成強化、全国高等学校総合体育大会や各種

大会の開催を図るなど、積極的に取り組んでおります

が、少子・高齢化が進行する中、高齢者に適応した生

涯スポーツや青少年に夢を与えるスポーツを推進する

には、行政が中心となり、地域、学校が連携した環境

づくりが必要だと考えます。

　そこで伺います。

　ア、県が進めるスポーツ振興についての基本方針と

重点的に取り組む施策について伺いたい。

　イ、第２次沖縄県教育推進計画で、県民に夢と希望

を与える競技スポーツを掲げているが、その中の主な

施策・事業とその進瀧状況について伺いたい。

　ウ、少子・高齢化が進展する中で、高齢者や障害者

に配慮した社会体育施設の整備が求められているが、

県が具体的に進めている施策を伺いたい。

　エ、平成22年度全国高等学校総合体育大会に向けた

取り組み状況を伺いたい。

　オ、平成22年度全国高等学校総合体育大会に向けた

競技力向上対策について、現在の全般的な取り組み状

況と県として重点的に取り組む競技があれば伺いた

い。

　鰯、教育環境の整備について。

　近年、少子・高齢化の進行、国際化や情報化の進展

により、教育を取り巻く環境も急速に変化してきてお

り、このような変化に対応した人間形成が求められて
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おります。

　学校現場においては、みずから学ぶ意欲を育て、学

力の向上を図り、豊かな表現力を持った児童生徒を育

成することに力を入れた教育を行っておりますが、現

状の教育環境においては、学校の先生の頑張りだけで

は達成することは難しいというのが実態であります。

現状が時代の変化に追いつかず、教育現場の不安や保

護者の不満といった形で表面化しているのです。

　教育庁で現在検討されている30人学級は、このよう

な変化へ対応した教育の見直しの一環であると考え、

早急な実現を願うものであります。

　そこで伺います。

　ア、県民の生涯にわたる学習活動を推進するため、

県が取り組んでいる生涯学習についての基本的な考え

方を伺いたい。

　イ、県は、県民の学習ニーズにこたえる学習機会の

拡充に取り組んでいるが、そのねらいと現状を伺いた

い。

　次に、30人学級については知事公約でもあり、ぜひ

実現してほしいと考えております。

　ウ、30人学級の実現に向けての現在の取り組み状況

と、平成20年度の30人学級実現の見通しについて教育

長の決意のほどを伺いたい。

　エ、教育長は、珊瑚舎スコーレ夜間中学校を視察な

さったようですが、どのような感想を持たれたのかお

聞きしたい。

　オ、珊瑚舎スコーレ夜間中学校の卒業認定等の要望

について、戦後処理の一環として対応を検討すべきと

思うが、教育長の踏み込んだ答弁をお聞きしたい。

　３、観光振興について。　

　茨、本県観光の課題について。

　自立経済を目指す本県にとって、リーディング産業

である観光関連産業の活性化は産業振興における最大

の課題であります。このため、県は、本県を国際的海

洋リゾート地として、国際的な観光地の形成を図るこ

とにより、観光産業を県内他産業及び本県経済を牽引

する中核産業として発展させるためさまざまな施策を

展開しているところであります。

　2007年の年間観光入域客数も第２次県観光振興計画

に掲げる2007年の目標580万人を超え、６年連続過去

最高を更新しており、本県の観光地としての地位は高

まっており、2008年度も前年度目標値5.1％増の620万

人とする「ビジットおきなわ計画（案）」を発表して

います。

　そこで、何より特筆すべきは、課題とされた外国か

らの観光客が前年に比べ約87％も増加し、今後への期

待がますます高まってくるのでありますが、しかしな

がら、全体に占める割合は約３％にすぎず、依然、外

国人観光客は少ないのが現実であります。

　さらに今後心配されることは、世界的原油高騰の影

響による航空運賃の値上げであります。本県への観光

はほとんどが航空機の利用であり、値上げは即本県観

光を直撃します。県は、第３次沖縄県観光振興計画策

定に当たって、外国人観光客の誘致目標を２次計画目

標から下方修正したのも今後への心配があったからと

思うのであります。

　目標とする1000万人観光客誘致を達成するために

は、国内観光客のさらなる増加を図るだけでは限界が

あり、外国人観光客の大幅な増加が不可欠でありま

す。本県への航空運賃は他県に比べ現在でも高いと言

われており、この意味でもこれ以上の高騰は外国人観

光客の足をとめてしまうおそれがあります。

　そこで伺います。

　ア、2007年の年間入域観光客数は過去最高に達した

ようだが、その要因と今後の課題を伺いたい。

　イ、外国観光客の占める比率と、中国、韓国及び台

湾など東アジアからの割合を伺いたい。また、今後ど

のように推移するか、県の見通しを伺いたい。

　ウ、航空会社の運賃値上げの動きがあるが、これは

本県観光にとって大きな打撃となる。国内客、外国客

にどの程度影響すると考えているか。また、県の対策

を伺いたい。

　エ、最終年次となる第３次沖縄県観光振興計画策定

に当たっての基本的考え方と、観光客誘致目標の国

内・国外別の設定数値の根拠を示してほしい。

　オ、2008年度「ビジットおきなわ計画」における施

策、項目及び目標設定の基本的考え方を伺いたい。

　４、離島・過疎地域等の振興について。　

　本県の離島・過疎地域は、本土から遠く離れた地理

的条件や離島の中の離島という不利性などから、医

療・福祉を初め生活環境面での整備がおくれておりま

す。また、近年、目覚ましい発展を見せている情報通

信に関しても未整備の状況にあり、これが若者の慢性

的な流失に拍車をかけ、高齢化の進行による担い手不

足の状況は改善されるには至っていないのでありま

す。

　本県は39に及ぶ有人島を抱えており、また先島地区

には10万人を超える住民が生活をしていることから、

それぞれの離島の状況に対応したきめ細かい効果的な

対策を打ち出すのは難しい状況にあるというのが現状

であります。

　このような本県の離島の現状に対処するため、国に
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おいては「美ら島会議」を設置し、すべての離島に担

当者を派遣するなどの離島活性化特別事業を実施して

おります。

　県においても、新沖縄県離島振興計画を活用した活

性化事業を推進しており、このたびは本島と先島地区

との情報格差を解消するため、2011年の地上デジタル

放送完全移行に対応して先島地区の地上デジタル化事

業が予算化され、実現の運びとなりました。実現が難

しいと思われた事業が知事の決断により、日の目を見

ることができたことは県の離島振興の具体例の一つで

あり、高く評価するものであります。

　そこで伺います。

　茨、離島活性化事業の推進について。

　ア、内閣府が実施する離島活性化事業として、本県

各有人離島ごとに担当者を派遣して地域住民等との意

見交換を行う等の特別事業を推進しているが、これま

での実績と今後の計画について伺いたい。

　イ、離島活性化支援事業として、これまで事業化さ

れた産品の市場評価を得るためのモデル販売を実施す

る計画があるようだが、これまで実施した事業と今後

の可能性について伺いたい。

　次に、離島の産業振興についてですが、昨年の台風

の被害が大きかったため気になり、先日、製糖工場を

訪ねましたが、かなり厳しい状況でした。

　そこで、ウ、離島におけるさとうきび生産について

は、台風などの災害により単収が低下しており、安定

的なさとうきび生産のための台風被害対策と支援につ

いて伺いたい。

　先月の１月23日、知事が県水産海洋研究センター石

垣支所等の視察をなさったり、水産業に深く関心を寄

せておられることに大変うれしく思います。

　そこで、エ、石垣市における民間流通・加工業の誘

致が具体的に進められているが、八重山地区の水産業

の振興を図る観点から県の支援について伺いたい。

　オ、八重山は、肉用牛が農業産出額の６割余りを占

め、さらに飼養頭数は県全体の42％と半数近くを占め

るなど、県内でも有数の畜産王国を誇っているが、一

昨年秋ごろから八重山地区の子牛価格が、飼料などの

高騰もあり大幅に下落しております。10％から14％ダ

ウンしております。畜産業の振興を図るために県の支

援・指導をお願いしたいが、県の見解を伺いたいと思

います。

　芋、離島支援対策について。

　ア、国土交通省は、原油価格の高騰などで経営状況

が厳しい離島航路に対する補助制度の見直しを検討し

ているようであるが、本県で対象となる航路と現在の

補助状況はどうなっているのか伺いたい。

　イ、離島住民の足であるＪＴＡ、ＲＡＣを初めＡＮ

Ａがそろってことし４月１日より運賃値上げを計画し

ているようだが、県としてどのような対策を講じるの

か伺いたい。

　ウ、西表島と波照間島間の海底送水施設整備事業に

ついて、沖縄振興特別措置法の期限内、平成23年まで

に事業完了できるよう県の支援と国への働きかけにつ

いて見解を伺いたい。

　エ、竹富町の島々を結ぶ生活保全航路の整備につい

て、県の支援と国への働きかけについて見解を伺いた

い。

　次の２点につきましては、本日最南端の与那国島か

ら町長と町議団が傍聴に見えておりますので、特によ

い答弁をいただきたいと思います。

　オ、与那国島祖納港の入り口が北向きのため、北風

が吹くと港の中に潮周期の波が入り、フェリーやバー

ス船等が年に夏場の数回程度しか入港できず、また

バース船による砂、資材の積みおろしについても船体

が大きく上下するため、大変な作業環境になります。

ぜひ港湾関係事業の中間計画に盛り込まれるように、

祖納港湾内の静穏度改善に向けた沖合防波堤整備につ

いて県と国の支援について伺いたい。

　カ、政府が策定を検討している海洋基本計画に台湾

との独自の交流を進めている与那国町などの国境離島

の振興を明記するよう要請があるが、県の見解を伺い

たい。

　鰯、先島地区の民放テレビ放送デジタル化につい

て。

　2006年４月にＮＨＫ、12月１日にＲＢＣ、ＯＴＶ、

ＱＡＢのデジタル放送が開始し、昨年12月には佐敷、

今帰仁、久米島の中継局が開局し、県民の90％以上が

高画質、高音質のデジタルテレビ放送を視聴できるよ

うになっています。

　先島地区においても、住民から早急に取り組んでほ

しいとの強い要望がある中で、ことし５月からＮＨＫ

が宮古島の放送開始を始め、着実に進むものと期待し

ております。

　そこで次の件について伺います。

　ア、県は、先島地区地上デジタル放送の海底ケーブ

ル等の伝送路について、19年度から特別調整費を活用

して実証実験をしているようだが、進瀧状況と20年度

の取り組みはどうなっているか。

　イ、平成20年度に新たに総務省のデジタル中継局整

備支援制度ができるが、その内容と新たな支援制度を

活用した先島地区のデジタル中継局をどう整備するの
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か。

　ウ、先島地区ではＮＨＫを含め、いつごろからデジ

タル放送が視聴できるか。また、琉球朝日放送（ＱＡ

Ｂ）に対する支援はどうなっているのか。

　エ、南北大東村における地上デジタル放送への移行

について、進瀧状況を伺いたい。

　５、雇用失業問題について。

　県が発表した2007年の平均県内完全失業率は7.4％

で、前年に比べ0.3ポイント改善し、最近10年間で最

もよい結果となり、知事の公約どおり着々と進んでい

くものと確信しております。

　また、沖縄労働局が発表した2007年平均の有効求人

倍率は0.42倍で、前年比0.04ポイント低下したとして

おりますが、これについてハローワークでの求人受け

付けの厳格化が影響したもので、実態としての求人は

減っていないとの見方をしているようであります。

　しかしながら、全国の平均は3.9％、10年ぶりに

３％台に低下しており、本県が依然全国平均の倍近い

失業率であることには変わりはありません。

　失業率を改善するには、雇用環境を好転させ、企業

の雇用吸収力を高めることが最良の方策であります

が、本県の産業構造は脆弱のままであり、昨今、経済

の回復基調で観光産業を中心に雇用を拡大する企業も

ふえたとはいえ、現状では県内の就職口は限られてい

るようであります。

　本県の若者の県内志向が強いことも要因の一つと言

われておりますが、失業率全国平均化を実現するとい

う目標を達成するためには、県内産業の底上げと雇用

環境の改善が必要であると考えます。このような観点

から、行政、教育関係と企業の一層の連携が求められ

ると思うのであります。

　そこで伺います。

　茨、第３次分野別沖縄県職業安定計画（県素案）の

目標と施策展開の基本方針の２次計画との違いを伺い

たい。

　芋、若年労働者の雇用の促進やフリーター対策及び

ニートに対する雇用機会の創出について、第３次分野

別沖縄県職業安定計画（県素案）での位置づけを伺い

たい。

　鰯、教育庁の調査によれば、ことし３月卒業予定の

高校生の12月末時点での就職内定率は好調に推移して

いるとしている。その要因と教育庁の就職対策を伺い

たい。

　允、全国平均との比較と、今後一層の就職率アップ

を図る上での課題と問題点は何か伺いたい。

　印、県内内定者に比べ、県外内定者は倍近くに達し

ている。県内就職をふやすための企業訪問などを含め

た対策と今後の見通しを伺いたい。

　咽、本県の大学・短大生等は、本土に比べ就職活動

を開始する時期が遅いと言われるが、実態を把握して

いるか。その要因に何があると考えているのか伺いた

い。

　６、産業の振興について。　

　茨、県内企業の育成対策について。

　本県における産業経済振興の柱は沖縄振興計画であ

ります。経済の自立を図るには県内産業の競争力強化

が不可欠であり、企業の経営体力の強化や育成・支援

等、抜本的な対策が必要でありますが、同計画も2011

年度には終了するのであります。現在の本県企業の約

90％以上が中小零細企業という実態にあっては、県の

構想にほど遠く、目標達成には至らないというのが現

実であります。

　この上、世界的な原油価格の高騰に伴うガソリンを

初めとする燃料や原材料価格の上昇が経営体力が劣る

本県中小企業にじかに影響し、経費の負担増に苦慮し

ている状況にあります。足腰の弱い本県中小企業がこ

れ以上負担を続けるのは難しいと思われ、国や県によ

る適切で効果的な対策が望まれます。

　そこで伺います。

　ア、改正都市計画法の施行により、大型商業施設等

の郊外への立地を厳しく規制するなど、地域の中心街

形成にも影響すると思われるが、県の施策にどのよう

な影響が生じるか伺いたい。

　イ、原油価格の高騰により県内中小企業は大きな影

響を受けている。県は関係機関と連携し適切に対応す

るとしているが、県内トラック運送業者などは負担増

に耐え切れない状況である。具体的な対策は打ち出せ

ないか伺いたい。

　ウ、本県特産物、伝統工芸品等の海外販売の普及を

図るためには、県内企業の海外進出も視野に入れた対

策が必要と考えるが、県の考えを伺いたい。

　エ、福建・沖縄友好会館への県内企業の入居・活用

が低迷しているようだが、現在の状況と今後の活用計

画について伺いたい。

　オ、今後も活用不振が続けば、会館自体の中国側へ

の売却や譲渡も考える必要があるとの指摘もあるが、

県の認識を伺いたい。

　７、食の安全対策について。

　我が国農業は、国土の狭隘もあり、生産効率の面等

からオーストラリアを初めとする農業大国との競争が

激化し、最近は地球温暖化の影響もあり、バイオエネ

ルギーの普及という新たな要素も加わり、厳しい状況
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にあります。その上、近年は、国民の食生活の向上と

相まって食の安全性が問題となっております。

　このような状況の中で、中国の工場で製造され日本

に輸入された冷凍ギョーザを食べ、下痢や嘔吐などの

食中毒症状を訴え入院したとの報道が日本じゅうを駆

けめぐりました。しかも、その３家族の食べ残しから

有機燐系の殺虫剤が検出されたということで、国民の

間に大変なショックを与えたのであります。

　その後の調査で被害は全国的な広がりを見せてお

り、体の不調を訴える人も続出しております。県内か

らも少なくとも20人以上の人が病院で診察を受けてお

り、体調不良を訴えた人が100人近くもいることがわ

かっています。

　この問題は、輸入食品に対する安全管理の重大さが

改めて問われただけでなく、輸入元である企業の

チェック体制や国の検疫所における水際防止対策の限

界が表面化したのであります。

　このように、我が国農業は国境の垣根を越えた農産

物競争と食の安全性の確保という極めて国民生活に直

結する２つの重要な問題を抱えており、政府としての

早急なる対策が求められているのであります。

　このような状況は本県農業も抱えている問題であ

り、農業振興における県政の重要課題であります。し

かも、本県農業を取り巻く環境は、経済連携協定（Ｅ

ＰＡ）が現実味を帯びていることもあり、ますます厳

しさを増してきております。

　しかも本県農業は零細農家が多く、農業担い手が減

少傾向にあるという構造的問題や県外産地との競争の

激化、農業従事者の高齢化等も急速に進んでおり、課

題が山積している状況にあります。

　このため、本県農業が生き残るためには、国内唯一

の亜熱帯気候の特性を生かした本県特有の農業の振興

と活性化を図り、安心・安全な農産物の生産を目指

し、戦略的取り組みを進めることが必要であると考え

るのであります。

　そこで伺います。

　茨、中国から輸入された食品の安全性が問題視され

ているが、本県における安全管理体制は十分である

か。学校給食では問題はなかったか。また、県保健所

がこれまで把握した健康被害の事例について伺いた

い。

　芋、本県農産物の安全性を確立するための基本的考

え方と具体的に実施する管理対策を伺いたい。

　鰯、安心・安全な農産物の提供のためには地産地消

の推進が必要と考えるが、県が進めている地産地消の

取り組みのねらいとこれまでの実績について伺いた

い。

　允、県が進める園芸品目の拠点産地の認定・育成に

ついて、そのねらいと実績を伺いたい。

　印、拠点産地を形成することにより、安心・安全な

農産物の安定的供給とおきなわブランドの確立にどの

ような効果があったか。

　咽、安心・安全な農産物を目指す観点から、地産地

消や有機栽培だけでは県内の供給は賄えず、産地偽装

や安全性が疑われる食品が入ってくることとなるとの

指摘もあるが、県の認識を伺いたい。

　８、新石垣空港建設について。　

　新石垣空港建設については、国の財政事情が厳しい

中で新年度の予算内示で66億円余が計上されたことに

知事を初め関係部局の皆様の御努力に心から感謝申し

上げます。

　今後とも、毎年度の予算確保、県の事業執行の万全

の取り組み、空港ターミナルビルやアクセス道路など

についても、市との連携、地元の協力体制の確立が重

要だと考えますので、引き続きよろしくお願いいたし

ます。

　そこで伺います。

　茨、用地取得、工事の進瀧状況、開港までのスケ

ジュールについて伺いたい。

　芋、地元業者への分離・分割優先発注について伺い

たい。

　鰯、新空港ターミナルビル建設・出資・運営につい

て伺いたい。

　この件につきましては、先日３市長と経済団体が知

事へ要請をしております。地元主導の創意工夫を生か

した先進的なターミナル経営実現のため運営主体を第

三セクターにしていただき、出資・運営についても県

の格別の御支援を賜りたいと強く訴えておりますの

で、よろしくお願いいたします。

　９、福祉関係について。　

　茨、児童虐待防止対策について。　

　児童虐待が起きる背景には、親の育児に対する認識

の低さや生活苦からくる家庭での養育力の低下、そし

て地域社会コミュニティーの変化による助け合い・互

助精神の後退等があると一般的に言われております。

　児童虐待防止対策を効果的に行うためには、住民に

身近な市町村が中心となり、関係機関や関係者等と連

携を密にした虐待予防や対策支援を図るネットワーク

の構築が必要であると考えます。

　このため、平成16年に児童福祉法の改正により、平

成17年４月から市町村においても児童相談業務が義務

づけられたことにより、全市町村において相談窓口が
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設けられ、住民等からの通告や相談等に対応しており

ます。

　また、本県における児童虐待の特徴は、他県に比べ

児童に対する身体的虐待は少なく、心理的虐待が高く

なっていることや、虐待する親は実母より実父が多い

という背景があるようであります。

　虐待については、県や市町村による防止対策にもか

かわらず年々増加の傾向にあり、また行政の権限だけ

では限界があることから、県警との連携・協力体制の

強化を図っているようであります。

　今後は、県、市町村、県警及び地域と一体のもと、

情報の共有化を図り、迅速かつ的確な対応を期待する

ものであります。

　そこで伺います。

　ア、虐待を行っていた家庭が転居した場合、児童の

保護や虐待防止はどのように継続されるか。他県への

転居の場合と県内での転居の場合について伺いたい。

　イ、県内市町村において設置が進んでいる要保護児

童対策地域協議会の法的位置づけと役割について伺い

たい。

　ウ、虐待が疑われる家庭で児童相談所の立ち入りを

拒み、呼び出し等に応じない場合の対応で、児童相談

所に与えられた権限について伺いたい。

　エ、児童へのつきまとい行為や面会や通信制限に従

わない保護者への対応について伺いたい。

　芋、待機児童解消について。

　本県の公立・認可保育所については、入所を申し込

んでも定員がいっぱいでなかなか入所ができないとい

うのが現状であります。入所を待つ、空きを待つ児

童、いわゆる待機児童は、県の対策が追いつかず、一

向に減少していないというのが本県の現状でありま

す。

　平成19年４月１日現在、認可保育所数は363カ所で

前年より10カ所ふえ、入所児童数も３万432人で前年

より991人増加しており、保育所整備を進めてはおり

ますが、逆に待機児童数は1850人で前年より330人ふ

えているようであります。

　本県には400カ所を超える認可外保育所があり、２

万人近くの児童が入所していると言われております。

このため、新たに認可保育所を設置しても認可外の園

児が認可保育所に移行し、増設分の定員はすぐに埋

まってしまい、待機児童数の減少にはつながらないと

言われており、何より待機児童の抜本的な解消を図る

には、潜在的待機児童の存在を考慮した対策が必要で

あると考えます。

　また、認可外保育所を認可化して認可保育所をふや

そうにも保育の主体である市町村の財政状況もあり、

思い切った対策ができないのが実情であります。

　これまで述べましたように、本県においては認可外

保育所の存在を無視しては保育行政は成り立ちませ

ん。保育所に通う児童の半数近くが認可外保育所を利

用せざるを得ない現実があるからであります。

　しかしながら、認可外保育所の多くは小規模経営と

いう実態から厳しい経営状況にあり、認可保育所の児

童と比べて保育環境に大きな差が出ているのでありま

す。そこで、認可外保育所の父母等からは、児童への

給食費の支援要請が寄せられております。

　県においても、今回初めて予算措置をしたようであ

り、大いに評価するものであります。これを機に一層

の対策を講じていただくようお願いするものでありま

す。

　そこで伺います。

　ア、県の待機児童解消策の過去３年間の実績と、そ

の間、待機児童はどの程度減少したか。

　イ、認可外保育所認可化の過去３年間の実績と今後

の認可化に向けての取り組み方針を伺いたい。

　ウ、認可外保育所児童の処遇向上を図るための基本

方針と具体的に実施している対策を伺いたい。

　エ、知事は、認可外保育所への給食費助成を公約と

しているが、その取り組みの成果について伺いたい。

　オ、認可外保育所の給食費支援対策として、無償支

給による政府備蓄米の活用について県は情報を把握し

ているか伺いたい。

　鰯、新型インフルエンザ対策について。

　近年、世界的に流行の兆しを見せている鳥インフル

エンザウイルスによる感染、いわゆる鳥から人への感

染が広がりを見せております。感染は、中国やインド

ネシアを初めとする東南アジアにおいて多発してお

り、特にインドネシアでは2003年から119人が感染

し、100人近くが死亡したということであります。

　鳥インフルエンザの怖さは、ウイルスが変異して人

から人へ感染する新型インフルエンザが発生すること

であります。インドネシアでは、鳥インフルエンザが

人から人へ感染し死亡した事例が数件報告されている

ようであります。

　中国でもことしに入って類似のケースが確認され、

世界に衝撃が走ったのでありますが、今のところウイ

ルスの変異は見られないということで、ひとまず大規

模な流行へのおそれは消えたのであります。しかし、

専門家の間では、現在の状況から見て新型インフルエ

ンザがいつ発生してもおかしくないというのが定説の

ようであります。
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　本県は、中国やインドネシアなど、東南アジアと地

理的に隣接していることから危険地域であります。県

としても、いつ起きても対応できるよう日ごろからの

準備を進めておくことが必要だと考えます。

　以上の観点から伺います。

　ア、中国やインドネシアでは、高病原性鳥インフル

エンザウイルスの人への感染事例による死者がふえ続

けている。今のところウイルスの変異は見られず、大

規模な感染は起きていないようだが、地理的に隣接す

る本県として防疫体制は万全か伺いたい。

　イ、新型インフルエンザがいつ起きても不思議では

ないと言われる中で、本県で発生した場合、被害の程

度の推定を行っておれば伺いたい。

　ウ、本県で新型インフルエンザが発生した場合に備

え、県の行動計画はどうなっているか伺いたい。

　エ、本県での発生に備え、治療用薬品等の備蓄状況

は万全であるか伺いたい。

　以上、質問要旨を述べましたが、知事を初め当局の

皆さんの明確なる御答弁をいただければ再質問は取り

やめたいと思います。

　よろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　辻野ヒロ子議員の御質問に

お答えいたします。

　まず第１に、文化行政についての中で、県の文化振

興の基本理念と基本施策についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　沖縄県の文化は、かつて琉球王国として、日本、中

国、朝鮮、東南アジアの国々との交易・交流を通じて

形成され、さらに戦後米国からの影響等も加わり、国

際色豊かに発展をしてまいりました。

　県では、こうして豊かに発展してきた文化の所産で

あります文化財の保護・継承や、県民の文化への志向

に対応するため「沖縄県文化振興指針」を策定いたし

ております。

　指針におきましては、施策を推進するに当たっての

基本理念として、「沖縄文化の認識」、「人材の育

成」、「文化芸術を鑑賞、参加、創造することができ

る環境の整備」、「多様な文化芸術の保護及び発展」

など９つの理念を掲げております。

　これを受け、現在策定中の第３次沖縄県文化振興計

画におきましては、基本施策として、新たな文化財の

指定、県立博物館・美術館の活用、県立芸術大学にお

ける人材育成、沖縄国際アジア音楽祭の開催などを内

容とする14の施策を立て、沖縄県文化の振興に取り組

んでいく考えでございます。

　次に、観光振興に係る御質問の中で、観光客数過去

最高の要因と今後の課題についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　2007年における入域観光客数は約587万人となり、

過去最高を記録いたしております。

　この主な要因といたしましては、沖縄観光に対する

県外メディアの注目があり、沖縄人気が持続している

こと、航空会社の積極的な増便による輸送能力の拡

大、旅行会社による重点的な沖縄キャンペーンの展

開、そして定期クルーズ船の復活による外国人観光客

の回復などが挙げられると考えております。

　今後の課題といたしましては、原油高騰に起因する

航空運賃の値上げや消費者物価の上昇に伴い、国民の

旅行マインドの低下が懸念されていること、減少に転

じた修学旅行客の拡充対策、外国人観光客の受け入れ

体制の充実強化などが挙げられると思います。

　県といたしましては、観光業界や関係機関との連携

を強化し、受け入れ体制の整備を進めるとともに、官

民一体となった戦略的なプロモーションを展開し、誘

客拡大に努めてまいる所存でございます。

　次に、離島・過疎地域等の振興の中で、先島地区の

地上デジタル放送開始時期とＱＡＢに対する支援につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　先島地区の地上デジタル放送につきましては、ＮＨ

Ｋ及び民放３社とも来年３月までに放送開始できるよ

う関係機関と連携をして取り組んでまいります。

　なお、ＱＡＢにつきましては、総務省の補助制度の

対象外であることから、県単独補助により支援をして

まいる所存でございます。

　次に、同じく離島・過疎地域等の振興の中で、祖納

港の改善について申し上げます。

　祖納港は、平成17年度までにマイナス5.5メートル

岸壁や防波堤等の整備を完了しております。地元与那

国町からはさらなる静穏度の改善の要望が出され、平

成18年度に概略的な調査を行ったところであります。

　今後、防波堤の設置位置や延長及び建設費用などの

調査検討を行い、鋭意取り組んでいきたいと考えてい

るところでございます。

　次に、雇用失業問題につきまして、沖縄県職業安定

計画の２次計画と３次計画の目標と基本方針の違いに

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　現在策定中の第３次沖縄県職業安定計画の目標と施

策展開の基本方針につきましては、基本的に２次計画

を引き継いでおります。

　施策を推進するための目標となる指標のうち、高校
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新規学卒者の就職率につきましては、平成18年度で平

成23年度の目標値90％を達成したことから、目標値を

95％に上方修正したいと考えております。

　また、ワーク・ライフ・バランスを推進する指標と

して、沖縄県ワーク・ライフ・バランス企業認証制度

における認証企業数を新たに追加したいと考えており

ます。

　なお、３次計画では、企業、学校、家庭・地域など

の基本的な役割を新たに明記をしております。「みん

なでグッジョブ運動」と連動して施策を集中的に実施

することで計画の目標達成を図ることといたしており

ます。

　次に、同じく雇用失業問題の中で、第３次沖縄県職

業安定計画における若年労働者の雇用の促進等につい

ての御質問にお答えいたします。

　３次計画では、若年労働者の雇用促進を重要な課題

と位置づけ、きめ細かく取り組むことといたしており

ます。

　具体的には、沖縄県キャリアセンターにおいて職業

観の育成から就職まで一貫した支援を引き続き実施す

るとともに、新たにジョブシャドウイングを実施する

など、教育機関、企業、地域と連携した取り組みを強

化することといたしております。

　また、フリーター対策としましても、若年者のトラ

イアル雇用やデュアルシステム事業などを積極的に活

用し、新たな雇用機会の創出を図ってまいりたいと考

えております。

　ニート対策としましては、若者自立塾や若者地域サ

ポートステーションを活用することで常用雇用につな

げる取り組みを推進してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、第６番目の産業の振興についての中で、原油

価格の高騰による中小企業対策についての御質問にお

答えいたします。

　県におきましては、原油価格高騰の影響を受け、国

のセーフティーネット保証制度の対象として認定され

た中小企業者について、保証枠の拡大にあわせて割安

な保証料及び低金利での融資を行っております。

　平成20年度には、県の融資制度におきまして原油高

騰対策支援資金の創設、並びに機械類貸与制度におい

て損料補てん及び省エネルギー診断・助言の支援策を

検討いたしているところでございます。

　次に、７番目の食の安全対策についての御質問で、

地産地消の取り組みについていかがかという趣旨の御

質問にお答えいたします。

　県では、県民に新鮮で安全・安心な県産農林水産物

を提供して沖縄の食材のよさを広くＰＲし、消費拡大

を図ることといたしております。そのため、平成16年

２月に「沖縄県地産地消推進県民会議」を設立し、地

産地消の推進に取り組んでいるところでございます。

　具体的な取り組みとしましては、第１に、「おきな

わ花と食のフェスティバル」の開催、第２に、「ゴー

ヤーの日」や「マンゴーの日」などによる販売促進

キャンペーンの実施、第３に、学校給食、ホテル及び

飲食店等における利用の促進、第４に、食育推進ボラ

ンティアの活用による食農教育の推進、第５に、

ファーマーズマーケットの設置及び量販店における県

産食材コーナーの設置、第６に、沖縄健康料理メ

ニューの開発及び普及などを実施いたしております。

　今後とも、市町村及び関係団体等と連携し、積極的

に地産地消を推進してまいりたいと考えております。

　次に、新石垣空港に係る御質問で、用地取得、工事

の進瀧状況、スケジュール等についての御質問にお答

えいたします。

　まず、用地取得につきましては、平成18年度から空

港予定地に土地を所有する地権者の方々と鋭意交渉を

重ねてきたところであります。

　平成20年１月末時点の取得状況は、事業全体面積約

195ヘクタールに対し、取得面積で約167ヘクタール、

取得率で約86％となっております。残り14％の共有地

権者や一般地権者が保有する未契約用地につきまして

は、早期の取得に向けて引き続き地権者の方々と誠意

を持って交渉を重ねていく考えであります。

　しかしながら、用地交渉が難航することも予想され

ることから、土地収用法の活用も視野に入れ、残りの

用地を取得していく考えであります。

　工事につきましては、平成19年度から本格的に用地

造成工事を実施いたしており、平成20年３月末時点で

の全体工事費に対する進瀧率は、工事費ベースで約

20％を見込んでおり、おおむね順調に進瀧していると

考えております。

　県といたしましては、平成20年度におきましても大

規模な用地造成工事を実施するとともに、順次滑走路

工事、照明工事、建築工事等を実施し、平成24年度末

の供用開始に向けて鋭意整備を進めていく考えでござ

います。

　同じく新石垣空港の関連で、地元業者への分離・分

割発注についての御質問にお答えいたします。

　工事の発注につきましては、これまで工事施工の経

済性・効率性・安全性の確保等を総合的に勘案すると

ともに、地域の要請を踏まえ、可能な限り地元企業の

活用を考慮した分離・分割発注を行ってきたところで
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あります。

　また、用地造成工事等の大規模な工事につきまして

は、適切なロット数で工区を設定し、地元企業が参画

できる一般競争入札の特定建設工事共同企業体方式を

採用しております。

　県といたしましては、今後とも工事の発注につきま

してはできるだけ地元企業が参画できるよう、分離・

分割発注に努めてまいりたいと考えているところでご

ざいます。

　次に、９番目の福祉関係ですが、認可外保育施設へ

の給食費助成に向けた取り組みについての御質問にお

答えいたします。

　認可外保育施設への給食費助成につきましては、厳

しい財政状況の中で検討を重ねてまいりました。平成

20年度から給食費として、これまでの牛乳代に加えま

して新たに米代を助成したいと考え、所要の経費を当

初予算に計上いたしております。

　なお、このことにつきましては、国からも支援が得

られないか関係省庁へ働きかけを行っており、今後と

も引き続き取り組んでまいりたいと考えているところ

でございます。

　次に、同じく福祉関係で、新型インフルエンザ対策

行動計画についての御質問にお答えいたします。

　県では、平成17年に新型インフルエンザ対策行動計

画を策定いたしたところでございますが、その後、感

染症法が改正され、国の対応ガイドラインに基づきま

して、平成19年12月に行動計画の改定を行ったところ

でございます。

　行動計画では、新型インフルエンザの発生状況を６

つの段階に分類し、それぞれの段階において、「医

療」、「計画と連携」、「発生動向調査」、「予防と

封じ込め」、「情報共有」の５つの主要項目に関する

具体的な対策を策定しております。

　新型インフルエンザが国内で発生した際は、県知事

を対策本部長として関係機関と連携して、新型インフ

ルエンザの封じ込めや蔓延防止に努めてまいる所存で

ございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等が答弁を

いたします。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　文化行政の推進に当

たって知事部局と教育委員会はどう連携・協調してい

るかという御質問にお答えいたします。

　現在、文化行政については、主に文化財の保護や学

校教育における文化活動などは教育委員会、広く県民

文化の振興に関することなどは知事部局と役割分担を

しつつ取り組んでいるところでありますが、本県文化

の振興に係る施策を総合的に推進するためには、知事

部局と教育委員会の連携は不可欠なものであります。

　例えば、沖縄の伝統芸能については、県の無形文化

財としてその保存と継承に関する取り組みを教育委員

会が担い、鑑賞機会の提供、若手実演家の育成に資す

る公演事業は知事部局が実施しております。また、知

事部局所管の県芸術文化祭については、次年度から県

立博物館・美術館において毎年秋に開催することにし

ております。

　このように、事業の実施に当たって教育委員会と知

事部局で緊密に連携して取り組んでいるところであ

り、今後とも引き続き連携を強化して本県文化の振興

に取り組んでいく考えであります。

　次に、文化行政における市町村と県との連携及び県

の指導方針についてお答えいたします。

　市町村は、住民に最も身近な行政組織として地域に

密着した文化振興施策を推進しており、本県の文化振

興にとって重要な役割を果たしております。

　県では、各市町村の文化振興施策が円滑に推進でき

るよう、各種助成制度の説明や相互の意見、情報交換

を行う連絡会議を開催するほか、県主催事業の実施に

当たっては、関係市町村と共催で行うよう努めており

ます。

　県は、市町村の役割の重要性を踏まえ、その主体性

を尊重し、全県的な文化振興施策を推進する広域的な

視点に立って市町村と連携・協力を図り、県民の文化

活動に資する環境づくりに努めているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは文化行政について

の御質問で、まちづくりと県立博物館・美術館につい

てお答えいたします。

　県立博物館・美術館は、常設展や企画展等、通常の

展示活動のほかに本県文化に関するさまざまなイベン

トを地域の皆様が気軽に参加できる形で実施しており

ます。

　その内容としましては、第一線の専門家による化石

人類研究の講話から、芸術家による舞台パフォーマン

スまで、本県文化の多様な側面を反映してバラエ

ティーに富んだものとなっております。

　博物館・美術館では、昨年11月の開館以来、講演

会、シンポジウム、映画上映会、コンサート、舞台公
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演など、50を超えるイベントを開催してまいりまし

た。これらのほとんどは館の無料スペースで催されて

おり、地域の方々にとりましては、気軽にいつでも立

ち寄り、文化に親しむことができる場となっておりま

す。　

　県教育委員会といたしましては、博物館・美術館を

本県の自然・歴史、芸術・文化に関する情報発信拠点

として充実させるとともに、地域の方々が集い、文化

に親しむ場としても発展させていくことでまちづくり

に貢献していきたいと考えております。

　次に、教育問題についての御質問で、不登校の傾向

と課題についてお答えいたします。

　平成18年度の本県の不登校児童生徒数を前年度と比

較してみますと、小学校で330人、24人の増、中学校

で1295人、36人の増、高等学校で1068人、269人の減

となっております。また、1000人当たりの比率では、

小中学校で全国平均を下回っており、高等学校では上

回っております。

　全体的傾向及び課題としましては、小学校において

は、心理的・情緒的混乱による不登校が、中学校、高

等学校においては、遊び・非行や無気力による不登校

の割合が高いことが挙げられます。

　次に、不登校の背景についてお答えいたします。

　本県の不登校児童生徒数は小中学校で増加傾向にあ

ります。

　背景としましては、親と子の触れ合いの少なさなど

の家庭の課題、夜型社会や他人の子供に無関心である

などの地域社会の課題、規範意識の低さや基本的な生

活習慣の未確立などの本人の課題、学校への不適応な

どの学校の課題等が挙げられます。

　次に、不登校のきっかけ等についてお答えいたしま

す。

　本県における不登校のきっかけとしましては、極度

の不安など本人の課題や家庭環境の課題があり、全国

と同様に高い割合になっております。異なる点としま

しては、本県は学業不振、全国は友人関係をめぐる問

題の割合が高くなっております。

　県教育委員会といたしましては、スクールカウンセ

ラーや巡回教育相談員の配置、「指導・支援カルテ」

の活用などによる児童生徒理解を踏まえた指導・支援

の充実が必要であると考えております。

　特に、遊び・非行の不登校対策として、問題を抱え

る子どもの自立支援事業や警察と連携した「安全学習

支援隊」などを実施するとともに、基本的な生活習慣

の確立を図るための子どもの生活リズム形成支援事業

を実施しているところであります。　

　今後とも、学校、家庭、地域、関係機関・団体が連

携した「子どもの居場所づくり」を通して、児童生徒

の不登校の未然防止及び健全育成に努めてまいりま

す。

　次に、いじめと不登校についてお答えいたします。

　平成18年度の調査結果において、不登校児童生徒数

におけるいじめがきっかけと考えられる割合は、小学

校において本県は2.7％、全国は3.2％、中学校におい

て本県は1.6％、全国は3.8％となっており、ともに全

国平均を下回っております。

　いじめは、児童生徒の心身に大きな影響を及ぼす深

刻な問題であり、決して許されないことであります。

　県教育委員会といたしましては、今後とも教師と児

童生徒の日ごろの人間的な触れ合いを通して信頼関係

を深め、広い視野からの児童生徒理解に努めるととも

に、家庭や地域、関係機関・団体等とも連携し、いじ

めやいじめをきっかけとする不登校の未然防止や早期

発見・早期対応に努めてまいります。

　次に、本県の中途退学の現状及び対策等について一

括してお答えいたします。

　本県の県立高等学校の中途退学率は、平成16年度

1.9％、平成17年度2.1％、平成18年度2.2％で全国平

均とほぼ同率となっております。

　また、中途退学の主な事由としましては、進路変

更、学校生活・学業不適応、学業不振等であり、基本

的生活習慣の確立、基礎学力の向上、目的意識の高

揚、中・高連携した進路指導の充実等が課題となって

おります。

　そのため、各学校においては、校内中途退学対策委

員会の設置や教育相談等の指導体制の強化を図り、生

徒理解のための「指導・支援カルテ」の作成と活用、

創意工夫したわかる授業の実施や生徒就学支援セン

ターとの連携を強化するなどの取り組みを行っている

ところであります。

　県教育委員会といたしましては、今後とも生徒が生

き生きとした学習や生活ができるよう魅力ある教育活

動を展開し、学校生活への適応を図り、中途退学者の

減少に努めてまいりたいと考えております。

　次に、スポーツ振興の基本方針及び施策についてお

答えいたします。

　スポーツは、心身の健全な発達に資するとともに、

明るく豊かで活力に満ちた生きがいのある社会の形成

に役立つものであります。このため、県民のだれも

が、いつでも、どこでも、スポーツに親しむ生涯ス

ポーツ社会の実現を図ることは極めて重要でありま

す。
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　また、本県選手が全国大会や国際大会等で活躍する

ことは、県民のスポーツへの関心を高め、夢や感動を

与え、青少年の健全育成にも大きく貢献するものであ

ります。

　県教育委員会では、具体的な施策として、スポーツ

指導者の養成、総合型地域スポーツクラブの創設・育

成、沖縄県スポーツ・レクリエーション祭の開催及び

国民体育大会への選手派遣等を行っております。さら

に、平成22年度に本県で開催される全国高校総体に向

けた競技力向上対策並びに施設整備を推進してまいり

ます。

　今後とも、市町村を初め関係機関・団体と連携し

て、スポーツ振興施策を推進してまいります。

　次に、競技スポーツの主な施策・事業とその進瀧状

況についてお答えいたします。

　スポーツ活動の一層の普及・振興及び県民の活力の

高揚を図るため、競技力向上対策を推進しておりま

す。現在、財団法人沖縄県体育協会と連携し、国民体

育大会等への選手派遣、スポーツ団体の育成、指導者

の養成、トップアスリートの育成強化等の事業を推進

しております。

　近年、本県の国民体育大会の総合成績は、目標の30

位台前半に対して30位台後半から40位台前半を推移し

ておりますが、ウエートリフティングやバレーボー

ル、なぎなた等の競技においては全国制覇をなし遂げ

ております。また、世界選手権大会での空手道女子団

体型やジュニアゴルフの優勝、アジア競技大会におけ

るボウリング競技の上位入賞など、本県トップアス

リートの活躍は県民に大きな夢と感動を与えておりま

す。

　今後とも、重点競技を中心とした県内外の強化合

宿、県外チーム及びコーチの招聘を行うとともに、選

手強化の基盤となるジュニアからの一貫指導体制の整

備を図りながら、関係機関・団体と連携して競技力向

上対策に努めてまいりたいと考えております。

　次に、高齢者や障害者に配慮した社会体育施設の整

備についてお答えいたします。

　本格的な高齢社会の到来を迎えて、高齢者や障害者

を初めすべての人々が安心して生活し、社会に参加す

ることができる地域社会を実現することが求められて

おります。

　そのような中、社会体育施設については、ハートビ

ル法や「沖縄県福祉のまちづくり条例」等の規定に基

づき、高齢者や障害者に配慮した施設整備を行ってお

ります。

　奥武山総合運動場の県立武道館はバリアフリー化が

なされております。また、今年度中に着工予定の奥武

山水泳プールについては、障害者等が利用しやすいよ

うにエレベーターや多目的トイレなどを設置するとと

もに、プール内にもスロープを設けるなど、だれもが

ひとしく自由に楽しめる施設としております。

　県教育委員会としましては、今後とも高齢者や障害

者に配慮した施設整備を行うとともに、市町村の社会

体育施設のバリアフリー化についても促進してまいり

たいと考えております。

　次に、平成22年度全国高等学校総合体育大会に向け

た取り組みについてお答えいたします。

　県においては、平成18年９月に県内各界の代表から

成る沖縄県準備委員会を設立するとともに、平成19年

４月には教育庁内に「全国高校総体推進課」を設置

し、諸準備に取り組んでいるところであります。これ

までに競技会場地市町村、開催基本方針、大会期間、

大会愛称等を決定したところであります。

　平成20年度には県準備委員会を知事を会長とする実

行委員会へ拡充強化するとともに、会場地市町村実行

委員会の設立を促進し、各競技日程や競技会場を決定

するほか、種目別リハーサル大会を開催してまいりま

す。

　また、施設についても、主会場となる県総合運動公

園陸上競技場等を整備し、平成22年度の本大会に向け

万全を期してまいりたいと考えております。

　次に、全国高校総体に向けた競技力向上対策につい

てお答えいたします。

　平成22年度に開催される全国高校総体に向けて選手

の育成強化等を図ることは大会成功の大きなかぎであ

り、極めて重要なことと考えております。

　県教育委員会においては、平成16年度に競技力向上

対策事業年次計画を策定し、小学生スポーツ教室、中

学生強化練習会や指導者養成事業等に取り組んでまい

りました。

　平成19年度は、開催年度に主力となる中学３年生を

中心に県外合宿を実施するなど、選手の育成強化に努

めております。平成20年度には、それらの生徒が高校

へ入学してくることから、強化校として39校109部を

指定し、さらなる選手強化策を推進してまいります。

　今後とも、ウエートリフティング、ハンドボール、

なぎなた競技を初め、多くの種目の全国優勝を目指

し、競技力向上に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

　次に、本県生涯学習の基本的な考え方についてお答

えいたします。

　生涯学習は、県民一人一人に生きる喜びや感動をも
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たらし、心の豊かさをはぐくみ、生きがいをつくるも

のであります。

　本県では、平成14年度から平成23年度までの第２次

沖縄県生涯学習推進計画を定め、同計画に基づき、県

民がいつでも、どこでも必要な学習が可能となるよう

な生涯学習推進体制・基盤の整備を図っております。

　また、市町村や大学等の高等教育機関、民間教育事

業者などと連携した生涯学習ネットワークづくりを促

進し、高度情報通信技術を活用した生涯学習機会の拡

充を図っております。さらに、学んだ成果が社会で適

切に生かせるような体制の整備を進めております。

　次に、県民の学習機会の拡充とそのねらいや現状に

ついてお答えいたします。

　県教育委員会は、県民の自主的な学習活動を支援す

るため、生涯学習に関する業務を集中的・総合的に行

う生涯学習推進センターを平成16年４月に開設しまし

た。

　推進センターは、講座を企画し、県民に広く学習機

会を提供するおきなわ県民カレッジと国、県、市町村

が持っている生涯学習情報をインターネットを通して

広く県民へ提供する生涯学習情報提供システムの２つ

の機能を備えております。

　その成果としましては、県民カレッジの講座数は平

成18年度の487講座から、平成19年度は１月末現在で

1226講座にふえております。

　また、生涯学習情報提供システムへのアクセス数は

平成18年度の１万3767件から、平成19年度は１月末現

在で１万5452件に増加しており、県民の生涯学習に関

する関心の高まりがうかがえます。

　今後とも、県民の学習支援に努めながら、情報提供

の充実や利用しやすい環境の整備を図っていきたいと

考えております。

　次に、30人学級の取り組み状況と見通しについてお

答えいたします。

　本県では、平成14年度から小学校１年生、平成16年

度には２年生へ拡大し、低学年において一律35人学級

編制を実施してまいりました。現在、30人学級制度設

計検討委員会で実務的な作業を進めているところであ

りますが、平成20年度における30人学級編制の実施に

つきましては、施設状況等を踏まえながら小学校１年

生で導入をしていきたいと考えております。

　次に、珊瑚舎スコーレを参観しての感想についてお

答えいたします。

　戦中戦後の混乱期に義務教育を受けることができな

かった方々の学んでいる様子を参観するために、去る

１月25日に珊瑚舎スコーレを訪問いたしました。

　御高齢の方々が向学心に燃え、一生懸命に勉強をし

ている真摯な態度や、高齢者同士が学び合い、楽しく

授業に参加している姿勢に胸を打たれました。また、

講師の熱心な指導やその補助に当たっている大学生が

高齢者の個別指導を行うなど、多くの方の支援のもと

に授業が展開されており、深く感銘を受けました。

　戦中戦後の混乱期の中で義務教育を受けることがで

きなかった方に対し、学ぶ機会を提供することの大切

さを改めて認識したところであります。

　次に、卒業認定についてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、これまで戦中戦後の混

乱期に小中学校で学ぶことができず、珊瑚舎スコーレ

で３年間学び続けた方々に対して、戦後処理の一環と

して卒業証書を授与するとともに、高等学校に進学を

希望する方に対しては、受験できる配慮を行ってまい

りました。

　現在、卒業認定につきましては、市町村教育委員会

で学齢簿に準じたものをつくり、公立中学校に籍を置

いて学べるかどうかや、卒業認定の条件などを市町村

教育長協会と具体的に意見交換をしているところであ

り、卒業認定ができる方向での検討を行っていきたい

と考えております。

　次に、雇用失業問題についての御質問で、新規高卒

予定者の就職内定状況と対策についてお答えいたしま

す。

　県立高等学校卒業予定者の12月末現在の就職内定率

は52.6％で、過去最高となった前年度同期を0.2ポイ

ント上回っております。

　その要因としましては、各学校における面接指導の

徹底や積極的な職場開拓、インターンシップやビジネ

スマナー講座の実施などがあります。

　また、県教育委員会によるジョブアドバイザーの配

置、県外求人開拓及び定着指導事業等も大きな要因だ

と考えます。

　県教育委員会といたしましては、県外就職の促進、

県内外企業の求人開拓及びキャリア教育の推進等によ

り高校生の就職内定率の向上に努めてまいります。

　次に、全国平均との比較と課題等についてお答えい

たします。

　文部科学省の調査によりますと、本県の高等学校卒

業予定者の12月末現在の就職内定率は52.5％、全国平

均は83.8％となっております。

　就職内定率向上のための課題等といたしましては、

県外就職の促進や進路の早期決定、望ましい職業観・

勤労観の育成のほか、高卒者に対する県内求人の減

少、県外企業と比べて県内企業の求人が遅いことなど
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があります。

　次に、県内就職をふやすための対策等についてお答

えいたします。

　県立高等学校卒業予定者の12月末現在における県内

就職希望者の内定率は39.5％、県外就職希望者の内定

率は75.3％となっており、県内の職場開拓が課題であ

ると認識しております。

　県内就職をふやすための対策としましては、沖縄労

働局や県観光商工部等と連携し、県内求人開拓や企業

合同説明会及び面接会の実施、経営者団体への雇用確

保の要請を行っております。

　また、各学校においては、インターンシップの実施

や生徒の希望する企業への求人要請などを行っており

ます。

　県教育委員会といたしましては、今後とも学校や企

業、関係機関等と連携強化を図り、県内雇用の場の拡

大に努めてまいります。

　次に、食の安全対策についての御質問で、学校給食

における中国産食品の安全対策についてお答えいたし

ます。

　県内の学校給食において、河北省天洋食品工場が製

造したギョーザを含むすべての製品90品目の使用状況

について調査したところ、市町村及び関係県立学校か

ら使用したとの報告は一件もありませんでした。

　学校給食における食材の購入に当たっては、国の

「学校給食衛生管理の基準」に基づき、内容表示や消

費期限、鮮度、産地等を確認するとともに、製造業者

などが明らかでない食品は使用しないなどの対応を

行っております。

　また、外国産の牛肉や野菜等の輸入食材について

は、国の農薬検査を初め、九州地区学校給食会におい

ての抜き取り検査、県学校給食会での細菌検査等を随

時行っており、安全性が確認されたものを使用してお

ります。

　県教育委員会といたしましては、今後とも市町村や

関係機関等と連携し、安全で安心な学校給食の充実に

努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　観光振興に関する御

質問の中で、外国客の割合と今後の見通しについてお

答えします。

　2007年における入域観光客全体に占める外国人観光

客の割合は3.0％となっております。

　また、外国人観光客に占める国・地域別の割合は、

台湾が56.1％、韓国が9.3％、香港が7.0％、中国が

3.6％となっており、東アジア地域全体では約76％と

推計しております。

　今後の見通しにつきましては、東アジア地域は旅行

市場としてのポテンシャルが高いと言われており、沖

縄観光にとりましても有望な市場となると考えており

ます。

　県といたしましては、20年度に実施予定の国際観光

地プロモーションモデル事業において、東アジア地域

の市場動向を見きわめ、本県の観光資源を有効に活用

した効果的なプロモーション戦略を構築していきたい

と考えております。これらの展開により、観光客全体

に占める外国人観光客の比重を高めていきたいと考え

ております。

　次に、航空運賃値上げの観光への影響とその対策に

ついてお答えします。

　近年の規制緩和に伴い、航空運賃の低減化が進んで

きたことが沖縄を訪れる観光客が好調に増加してきた

要因の一つと考えております。

　現在、航空運賃については、各種の割引運賃を中心

に需要動向等に応じ航空会社の自由な裁量で料金設定

が可能となっており、今回の普通運賃の値上げが観光

にどの程度影響するか、現時点では明らかではありま

せん。

　しかしながら、国内客の99.4％が航空機利用となっ

ていること、また原油価格の高騰に伴い消費者物価も

上昇していることから、国民の旅行マインドが低下す

るおそれがあり、沖縄観光への影響が懸念されます。

　県といたしましては、今後の観光客の動向を注意深

く見守りながら、観光業界や関係機関との連携を密に

し、状況の変化に応じ的確な対応策を検討していきた

いと考えております。

　次に、観光振興計画策定の基本的考え方と観光客目

標の設定根拠についてお答えします。

　現在策定中の第３次沖縄県観光振興計画の基本的な

考え方は、自立型経済社会の構築実現に向け、通年・

滞在型の質の高い観光・リゾート地の形成に取り組む

とともに、将来の年間観光客1000万人を目指し、飛躍

に向けた基盤づくりを着実に進めることを課題の一つ

として、ハード・ソフト両面の施策の一元的・重点的

な展開を図ることであります。

　観光客目標の設定根拠については、まず那覇空港の

発着回数等空港能力を考慮し、オフシーズン対策の強

化や、クルーズ船等の海路による誘客の強化等により

観光客数の目標を720万人と設定したところでありま

す。
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　その内訳としては、近年の本県観光の動向等を勘案

し、国内客690万人、外国人客30万人と設定しており

ました。しかしながら、今後の海外の旅行市場の成長

可能性や本県観光における国際観光振興の重要性か

ら、外国人客の比重を高めていく方向で再検討を行っ

ているところであります。

　次に、平成20年度「ビジットおきなわ計画」につい

てお答えします。

　「ビジットおきなわ計画」は、観光客1000万人の誘

致を目指し、今後１年間で重点的に誘客に取り組む

マーケット等を設定し、実効的な施策展開を定めた年

間の誘客行動計画であります。

　この目標の設定に当たっては、観光の動向等を勘案

しつつ、成長可能性の高い分野に重点的な施策展開を

図ることとし、平成20年度の目標数値を入域観光客数

620万人、うち外国人観光客数22万人、観光収入4770

億円、観光客１人当たり県内消費額７万7000円と設定

いたしました。

　誘客計画の重点項目は、外国人観光客の誘客促進、

インセンティブツアーなどのＭＩＣＥの誘致促進、ロ

ングステイツーリズム、エコツーリズム等のニュー

ツーリズムの推進、リゾートウエディングの推進を掲

げております。　

　具体的な誘客施策の展開に当たっては、観光関連業

界との連携を密にし、より効果の高い事業展開を図っ

ていきたいと考えております。

　次に、雇用失業問題の御質問の中で、就職活動時期

が本土に比べて遅い要因についてお答えします。

　全国の大学３年生を対象とした民間の就職活動調査

によりますと、大学３年次の11月までには９割を超え

る学生が就職活動を開始しております。

　一方、県が実施した県内大学生を対象とした調査に

よりますと、同時期において就職活動を始めているも

のは約４割となっております。

　本県学生の就職活動の開始時期が遅い要因として

は、学生の県内志向、公務員志向、進路決定の遅さな

どが考えられます。また、県内企業は比較的事業規模

が小さな企業が多く、新規学卒者の採用人数が少ない

ことや、欠員補充型の中途採用が多いことから、県外

企業と比べて採用計画の策定や求人が遅くなる傾向が

あります。

　これらの状況を改善するため、学生等若年者に対し

ては、沖縄県キャリアセンターにおいて就職活動セミ

ナーや大学でのキャリア講義等を行い、就職活動の早

期取り組みを促しております。

　経済団体及び企業に対しては、沖縄労働局、沖縄総

合事務局等の関係機関と連携し、早期の採用計画の策

定と求人枠の拡大について要請を行っております。

　次に、産業振興の御質問の中で、改正都市計画法の

施行による県の施策への影響についてお答えします。

　国においては、さまざまな都市機能がコンパクトに

集積した都市構造の実現を目的に都市計画法を改正

し、昨年、全面施行したところであります。これによ

り、今後は郊外への大規模集客施設の立地制限が強化

され、あわせて中心市街地へ商業施設を含めたさまざ

まな都市機能の集積が図られることから、中心市街地

活性化法の改正と相まって、集約拠点としてふさわし

い中心市街地の形成や商店街の活性化が促進されるも

のと期待しております。

　県としましては、市町村や商店街に対し、都市計画

法などまちづくり三法の見直し後の新たな制度のも

と、中心市街地活性化基本計画の作成や商店街の活性

化に関する指導助言を行うほか、引き続き商業関係者

の合意形成や商店街の組織強化の支援など、地域の実

情に応じた施策を講じていきたいと考えております。

　次に、沖縄県産品の海外販売普及のための対策につ

いてお答えします。

　沖縄県産品の海外展開促進を図るため、これまで県

はジェトロ沖縄貿易情報センターや株式会社沖縄県物

産公社等と連携し、海外市場の情報収集及び提供に努

めてきたほか、海外物産展・見本市への県内企業の出

展を支援してきました。

　また、海外市場への効果的な参入を図るため、平成

18年度から県産品海外展開戦略構築事業としてマーケ

ティング調査に取り組んでおり、今年度中には県内企

業が海外展開する上での指針となる戦略を取りまとめ

ることとしております。

　平成20年度はその戦略を踏まえ、県産品海外販路拡

大ネットワーク構築支援事業を実施し、香港の流通業

界での実地研修を含めた人材育成に取り組むととも

に、県内企業の海外プロモーション活動を積極的に支

援することとしております。

　次に、福建・沖縄友好会館の現状と今後の活用計画

についてお答えします。

　福建・沖縄友好会館は、福建省と沖縄県の文化交流

や企業活動の拠点として設置され、沖縄県は１階の一

部及び４階から７階の永久使用権を有し、１階部分を

物産観光展示コーナー、４階から７階を産業振興公社

福州事務所、福建沖縄友好歴史展覧館及び企業の入居

スペースとしております。そのうち、県内企業等の事

業展開のための入居スペースには、全21室中、現在１

社２室が活用されており、非常に厳しい状況にありま
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す。

　このため、県では、有効活用の観点から、７階の一

部を福建省に賃貸しておりますが、さらに未活用ス

ペースを使用させることを検討するとともに、企業へ

の募集案内を行う等、引き続き有効活用を図ってまい

ります。

　次に、福建・沖縄友好会館の売却・譲渡についてお

答えします。

　福建・沖縄友好会館は、協定により福建省が所有権

を有し、沖縄県はその一部について永久使用権を有し

ており、県のみの判断で使用権を売却・譲渡すること

は困難と考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　離島・過疎地域等の振興

についての御質問で、離島活性化事業の実績と今後の

計画についてお答えいたします。

　内閣府においては、厳しい環境にある本県離島の状

況を踏まえ、離島地域の活性化を図るため平成16年５

月に「離島活性化調査検討会議」、通称「美ら島会

議」でございますけれども設置いたしました。　

　同会議では島ごとの担当者を設け、実際に島を訪問

して離島の現状を把握するとともに、地元住民との意

見交換も実施してきたところであります。この意見交

換を通して、地元のアイデアを生かした離島活性化策

に取り組み、平成17年度には専門家派遣事業や「一島

一物語」事業などの沖縄離島活性化特別事業が創設さ

れ、地域資源を活用した離島の活性化に取り組んでま

いりました。

　また、平成19年度には沖縄離島振興特別対策事業に

より、４町村において特産品加工施設整備を実施して

おります。さらに、平成20年度には新たに自然・伝統

文化を生かした交流促進事業などの実施を予定してお

ります。

　県としましては、引き続き内閣府と連携を図りなが

ら、離島地域の活性化のための諸施策を推進していき

たいと考えております。

　同じく離島活性化支援事業の実績と今後の可能性に

ついてお答えいたします。

　県は、離島地域の活性化を図るため内閣府と連携

し、平成17年度から各島の地域資源を生かして活性化

を図る、いわゆる「一島一物語」事業に対する支援を

行っております。

　同事業は、これまで15の離島市町村において取り組

まれてきており、伊是名村の村民劇「史劇尚円王」公

演の成功や石垣島パパイヤを使った石垣市の新たな特

産品「赤のティラミス」の開発・商品化など、事業を

実施した各島において徐々にその成果があらわれてい

るところであります。

　今後は、これまでの成果を踏まえ、商品化された新

たな特産品の情報発信等により販売促進が図られるな

ど、離島地域の活性化につながることが期待されま

す。

　なお、本日から26日まで、銀座わしたショップにお

いて「一島一物語フェア」として、本県離島の特産品

のモデル販売を実施し、本土の消費者へＰＲしていく

こととしております。

　同じく離島・過疎地域等の振興で、離島航路補助の

現状についてお答えいたします。

　離島航路補助事業は、離島航路の維持確保を図るた

め、国及び関係市町村と協調して離島航路事業者に対

し、その運営により生じた欠損額を補てんするもので

あります。

　本県における補助対象航路は14航路であり、今年度

は赤字航路である13航路・13事業者に対して国が約４

億円、県が約３億2000万円、市町村が約１億円の補て

んを行っております。

　航空運賃値上げに対する県の対応策についての御質

問にお答えいたします。

　航空各社は、燃料価格高騰を理由に普通運賃及びそ

れに連動する運賃を４月から一律約９％の値上げを国

に届け出ております。

　しかしながら、ＪＴＡ及びＲＡＣでは、離島住民割

引運賃の現行価格を据え置くなど離島住民の生活に配

慮した結果、全路線の平均値上げ率は1.6％となって

おります。

　県としましては、航空機燃料税及び空港使用料等の

軽減措置の延長や航空路に対する補助制度の拡充を引

き続き国に要請するとともに、県民の利用しやすい運

賃価格となるよう航空会社に対し協力を求めるなど、

航空運賃の低減化に努めてまいります。

　次に、与那国町が取り組んでいる海洋基本計画への

国境離島振興の明記についての御質問にお答えいたし

ます。

　海洋基本法では、海洋の開発及び利用と海洋環境の

保全と調和、海洋の安全の確保、海洋の総合的管理な

ど６つの基本理念が定められており、海洋基本計画は

同法に基づき国が策定するものであります。

　また、国は排他的経済水域の確保など、国益の観点

から昨年12月に公表した国土形成計画の原案に「国境

離島を含む離島の振興にも積極的に取り組む必要があ
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る」との文言を盛り込んでおります。

　海洋基本計画に対し与那国町が提案した国境離島の

保全と振興の意見については、こうした観点からも大

いに賛同できるものであり、同計画においても盛り込

まれることが重要であると考えております。

　次に、海底光ケーブルに関する実証実験の進瀧状況

と平成20年度の取り組みについての御質問にお答えい

たします。

　先島地区において地上デジタル放送を行うには、海

底光ケーブルとそれに接続する地上回線の改修整備及

び中継局の整備を行う必要があります。

　海底光ケーブル等の改修整備については、特別調整

費を活用し、平成19年度から平成20年度にかけて実施

する予定であります。

　平成19年度においては、地上デジタル放送用信号の

正常伝送確認、伝送品質の確認、故障時の切りかえ確

認等の実証実験を実施しているところであります。

　平成20年度は、実証実験結果をもとに海底光ケーブ

ル伝送装置及びそれに接続する地上回線の構築を行う

予定であります。

　同じく新たな支援制度と先島地区のデジタル中継局

の整備についての御質問にお答えいたします。

　地上デジタル放送の中継局整備については、総務省

の平成20年度予算において、無線システム普及支援事

業の中に新たに補助制度が創設されたところでありま

す。

　その内容は、市町村、第三セクターに加え都道府

県、公益法人も事業主体となることができ、さらに補

助率も平成19年度の３分の１から２分の１にかさ上げ

されております。

　県としましては、中継局整備は放送事業者の自助努

力が基本であること、県と公益法人の補助率が同率で

あることなどから、先島地区の中継局整備については

放送事業者等から成る公益法人が事業主体となるよう

調整しているところであります。

　南北大東地区の地上デジタル放送への移行について

の御質問にお答えいたします。

　南北大東地区のテレビ放送については、現在、東京

都が小笠原諸島向けに衛星を使用して放送している番

組を南大東島で受信し放送しているところです。

　県では、同地区の地上デジタル放送移行に向け、今

年度、伝送手段、既存施設の活用等について調査を実

施しております。

　一方、国は、アナログ放送終了までに地上デジタル

放送が受信できない地域に対し、暫定・緊急避難的措

置として、東京キー局の番組を衛星により再送信する

セーフティーネットについて検討を始めております。

　県としては、引き続き国、東京都の動向、情報通信

技術の進展も勘案し、関係機関と連携を図りながら検

討してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは離島・過

疎地域等の振興についての御質問で、離島におけるさ

とうきびの安定的生産についてにお答えいたします。

　本県は台風の常襲地帯であり、強風や潮害によるさ

とうきび等への被害が大きく、安定的な生産を図る上

で被害軽減は大きな課題となっています。特に、離島

におけるさとうきびは他作物への代替が困難な地域で

生産されていることや、製糖を通じて雇用機会を確保

するなど、極めて重要な作物となっています。

　県としては、さとうきびの安定的な生産を図るた

め、地下ダム及びため池等の農業用水源の確保やかん

がい施設、圃場整備、防風・防潮林等の基盤整備の推

進、品質や生産性の向上に向けた早期高糖性及び耐風

性にすぐれた新品種の育成・普及、「防風林の日」関

連行事による防風林の重要性の普及啓発活動、組合員

等別危険段階共済掛金率の導入等畑作物共済の加入促

進など、諸施策を総合的に推進しているところであり

ます。

　今後とも、市町村、ＪＡ、製糖工場等関係団体と連

携し、さとうきびの安定的な生産に努めてまいりま

す。

　同じく離島・過疎地域の振興についての、八重山地

域の水産業への支援についてにお答えいたします。

　石垣市における民間流通・加工業者の誘致について

は、関係者間の合意形成も進み、年内にモズク加工施

設と冷凍・冷蔵施設が整備される予定であります。

　県としても、八重山地域の水産業振興を図る観点か

ら、石垣市、竹富町、八重山漁業協同組合と連携し、

地元の意向を踏まえて支援してまいりたいと考えてお

ります。

　同じく離島・過疎地域の振興についての、畜産振興

を図るための県の支援・指導についてにお答えいたし

ます。

　八重山地域の肉用牛は、草地開発等飼料基盤の整備

や改良・増殖が積極的に推進され、肉用牛の産出額は

71億1000万円で、農業全体の59％を占めております。

　肉用子牛価格については、平成18年度が45万円で過

去最高の取引価格でありましたが、平成19年度は43万

円の取引価格となっており、配合飼料価格や生産資材
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の高騰による肥育農家の経営不安等が要因と考えられ

ます。

　県といたしましては、肉用牛の振興を図るため、草

地基盤の整備を初め家畜ふん尿処理施設の整備、優良

種畜の導入、生産性の高い種雄牛の造成、価格安定対

策などを総合的に推進しているところであります。

　次に、食の安全対策についての御質問で、農産物の

安全・安心の取り組みについてにお答えいたします。

　近年、食の安全・安心に対する消費者の関心が高

まっており、そのため農薬の適正使用等の周知徹底及

び環境保全型農業の推進を図ることが重要と考えてお

ります。

　農薬の使用については、市町村及び出荷団体と連携

し、生産者に対して適正な使用及び飛散防止対策、記

帳の指導を行っております。また、農薬販売者に対し

ても立入検査・指導を実施しております。さらに、Ｊ

Ａおきなわと連携し、農産物の出荷前自主検査及びト

レーサビリティーの推進に取り組んでおります。

　ＢＳＥ対策については、国産牛肉について全頭検査

の実施、特定危険部位の除去など、安全で安心な牛肉

を提供するための対策を講じているところでありま

す。

　食品表示については、小売店等を対象とした巡回指

導の実施、食品表示110番の設置及び食品表示ウォッ

チャーの配置など、監視体制の強化に取り組んでおり

ます。

　環境保全型農業を推進するため、農薬や化学肥料を

削減したエコファーマーの認定及び特別栽培農産物の

認証を実施しております。

　今後とも、消費者に安全で安心な農産物を供給する

ため各種施策を実施してまいります。

　同じく食の安全対策についての御質問で、園芸品目

の拠点産地の形成と効果については、関連しますので

一括してお答えいたします。

　県においては、市場競争力の強化により生産拡大が

期待されるゴーヤー、マンゴー、菊などを戦略品目と

して位置づけ、定時・定量・定品質で生産供給できる

拠点産地の形成を促進し、おきなわブランドの確立に

努めているところであります。

　現在、ゴーヤー、オクラなどの野菜で21地区、菊、

ジンジャーなどの花卉で15地区、マンゴー、パイナッ

プルなどの果樹で13地区、園芸品目全体では49地区の

拠点産地を認定しております。

　主要品目の生産量について平成10年度と平成18年度

で比較すると、ゴーヤーが30％、マンゴーが135％、

菊が10％の増加となっております。

　また、拠点産地を中心に農薬等の出荷前検査やト

レーサビリティーの推進、エコファーマー及び特別栽

培農産物の認証等に積極的な取り組みがなされるな

ど、環境保全型農業が進展しております。

　今後とも、市町村、関係団体と連携を図りながら、

高品質で安全・安心な農産物を安定的に供給する拠点

産地の形成に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　離島・過疎地域等の

振興についての中の、西表島と波照間島間の海底送水

施設整備事業についてにお答えいたします。

　西表島、波照間島間の海底送水施設の整備につきま

しては、竹富町から要請書及び基本計画が提出されて

おり、現在、計画の妥当性、事業の実施時期等につい

て竹富町と調整を行っているところであります。

　費用対効果分析、事故時の対応等幾つかの課題があ

りますが、県としましては、波照間島の安定的な飲料

水確保のため、沖縄振興特別措置法の期限内に事業が

完了できるよう適切な指導助言を行い、町の事業計画

が策定され次第、国に対し予算措置を要望してまいり

たいと考えております。

　続きまして、食の安全対策についての中の、中国産

輸入食品の安全管理体制及び健康被害状況についてに

お答えいたします。

　輸入食品の安全管理体制につきましては、国の検疫

所等において残留農薬や有害な添加物等についての審

査及び検査が行われており、問題がある食品について

は廃棄等の措置がとられ、輸入食品の安全性の確保に

努めております。

　一方、県においても国や他の自治体と連携し、県内

に流通する輸入食品の監視指導を各保健所において実

施し、違反食品の排除に努めております。

　また、今回問題となっている中国産の当該食品に係

る健康被害状況については、現在のところ県内におけ

る確定した患者は確認されておらず、メタミドホス及

びジクロルボスも検出されておりません。しかしなが

ら、何らかの健康被害を訴えている者が148名おり、

そのうち31名が医療機関を受診しております。現在、

全員回復しており、他県で見られた重篤な患者の発生

はありませんでした。

　続きまして、産地偽装や安全性が疑われる食品が

入ってくることについての県の認識についてにお答え

いたします。

　近年、国内においては食の安全・安心を揺るがすさ
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まざまな事件や事故が多発しており、県としても産地

偽装や安全性が疑われる食品の流通防止のための監視

指導を強化する必要があると認識しております。

　現在、食品の安全確保対策として、輸入食品につい

ては輸入時に国の検疫所が検査を実施し、市場に流通

後は県が検査を実施しております。

　また、国内産については、まず生産県で検査を実施

し、本県で流通した時点で県が検査を実施する仕組み

となっております。

　なお、これらの検査につきましては、沖縄県食品衛

生監視指導計画に基づき計画的に実施しております。

　一方、食品表示の問題につきましては、消費者が安

全な食品を選択し、安心を確保する上で極めて重要な

役割を担っていることから、流通食品の監視、量販店

に対する巡回指導、食品表示110番の設置、食品表示

ウォッチャーの配置を行うとともに、食品関連事業者

を対象とした表示講習会を開催するなど表示制度の普

及啓発に努めております。

　県としては、今後これらの検査体制・監視体制をな

お一層強化し、食の安全・安心確保に努めてまいりた

いと考えております。

　福祉問題につきまして、虐待ケースの転居について

にお答えいたします。

　全国児童相談所長会において平成19年７月に「被虐

待児童の転居及び一時帰宅等に伴う相談ケースの移管

及び情報提供等に関する申し合わせ」を行っておりま

す。

　それによりますと、被虐待児童のケースが管轄区域

外に転居した場合は、転居先を管轄する児童相談所と

の間でケース移管を行うこととしております。その場

合、速やかに事前協議を行うことを原則とし、緊急を

要する場合は電話等により連絡をとり、その後の対応

を協議することとしております。そして、ケース移管

や情報提供を行う場合には、正確なケース状況や経過

の把握ができるよう共通の様式を使用し、児童記録票

の写し等を添付することとしております。

　なお、移管や情報提供については、他県への転居も

県内での転居も同様な取り扱いとなっております。

　続きまして、要保護児童対策地域協議会の法的位置

づけと役割についてにお答えいたします。

　要保護児童対策地域協議会は、平成16年の児童福祉

法の改正により、要保護児童等に関する情報交換や支

援内容の協議を行う機関として法的に位置づけられる

とともに、協議会の構成員に守秘義務をかけた上で関

係機関に情報の提供等を求めることができる等の措置

が講じられております。

　同協議会につきましては、昨年５月の児童福祉法改

正により、これまで「置くことができる」とされてい

たものが改められ、「置くよう努めなければならな

い」と努力義務化されており、本年４月から施行され

ます。

　本県では、これまで市町村の協議会設置を促進し、

２月15日現在22市町村に設置されておりますが、今後

も虐待防止ネットワークにとどまっている７市町村を

含め、未設置町村への設置を働きかけてまいります。

　続きまして、立入調査等に応じない場合の児童相談

所の権限についてにお答えいたします。

　昨年５月に児童虐待防止法等が改正され、本年４月

から施行されますが、同法により児童の安全確認等の

ための立入調査等が強化されております。

　具体的には、都道府県知事は、虐待が行われている

おそれがあると認めるときは、保護者に対し、児童同

伴して出頭することを求め、児童相談所の職員等に必

要な調査または質問をさせることができるとされてお

ります。

　また、保護者が出頭に応じない場合は、立入調査等

の措置を講ずるものとされたこと、それでも保護者が

正当な理由なく立入調査を拒否した場合において、再

出頭を求め、必要な調査または質問をさせることがで

きるとされております。

　さらに、保護者が再出頭要求を拒否した場合におい

て、児童虐待が行われている疑いがある場合は、児童

の安全確認等のため、裁判官の許可状を得た上で、解

錠等を伴う立入調査を行うことができるとされており

ます。

　続きまして、児童へのつきまとい行為等への制限に

従わない保護者への対応についてにお答えいたしま

す。

　児童虐待を行った保護者に対する面会・通信制限に

ついては、施設等への強制入所措置の場合は従来から

制限を行っておりますが、本年４月から改正施行され

る児童虐待防止法においては、一時保護及び保護者の

同意による入所の場合においても制限が可能となって

おります。

　また、強制入所措置の場合において、面会及び通信

の全部が制限されているときは、児童虐待を行った保

護者に対し６カ月を超えない期間を定めて、当該児童

の身辺へのつきまとい、またはその住居等の付近での

徘回を禁止することを命ずることができるものとされ

ております。

　保護者がこの命令に違反した場合は、１年以下の懲

役または100万円以下の罰金に処するものとされてお
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ります。

　なお、当該接近禁止命令を行う場合は、罰則等を伴

う厳しい処分であること等を勘案し、保護者の権利保

護の観点から、より手厚い行政手続である聴聞を行う

こととしております。

　続きまして、過去３年間の待機児童解消の実績につ

いてにお答えいたします。

　県では、待機児童解消のため、保育所の創設、分園

設置、定員の弾力化、認可外保育施設の認可化等を保

育の実施主体である市町村と連携しながら進めており

ます。

　過去３年間では、創設が30カ所、分園が５カ所の計

35カ所の保育所を設置しており、その他、既存保育所

の増改築等により2785人の定員増を図っております。

　しかしながら、平成19年４月１日現在の待機児童数

は1850人となっており、引き続きその解消に向けた諸

施策を積極的に推進してまいります。

　続きまして、認可外保育施設の認可化に関する過去

３年間の実績と今後の方針についてにお答えいたしま

す。

　認可外保育施設につきましては、過去３年間で27カ

所を認可化しております。

　県としましては、引き続き認可外保育施設認可化促

進事業等により、施設整備に係る経費の助成等を実施

し、認可外保育施設の認可化促進に取り組んでまいり

ます。

　続きまして、認可外保育施設入所児童の処遇向上に

ついてにお答えいたします。

　認可外保育施設入所児童の処遇向上につきまして

は、保育内容や施設の充実といった観点から取り組ん

できたところであります。

　具体的には、認可外保育施設認可化促進事業により

認可化を促進するとともに、新すこやか保育事業によ

る児童の牛乳代、健康診断費、調理員の検便費に対す

る助成や当該施設職員への各種研修会の実施、「認可

外保育施設指導監督基準」に基づく安全・衛生面等か

らの指導助言等を行っております。

　続きまして、政府備蓄米無償交付制度について県は

把握しているかという御質問にお答えいたします。

　政府備蓄米の無償交付制度は、米の備蓄制度、ごは

ん食の重要性の理解を深めるために設けられたもの

で、現在のところ、給食や調理実習などの学習教材と

して、学校で使用される場合に限って無償交付される

こととなっております。

　なお、給食用として使用する場合の交付量は、前年

度に比べて米の使用量が増加した分の６割までとなっ

ております。

　続きまして、高病原性鳥インフルエンザ対策につい

てにお答えいたします。

　高病原性鳥インフルエンザの海外での感染は、平成

20年２月12日までに360名が罹患して226名が死亡し、

死亡率が63％と高い状況でございます。

　高病原性鳥インフルエンザの防疫体制については、

改訂された沖縄県新型インフルエンザ対策行動計画に

基づいて対応していくこととしております。

　蔓延地域を旅行後、帰国時に発熱している人に対し

ては、検疫所で検査を実施しますが、県でも検疫所と

連携して必要な調査・指導等を行うこととしておりま

す。

　県内で患者が発生した場合は、感染症法の指定感染

症として対応し、指定された医療機関への入院等の措

置を講じます。

　県においては、新型インフルエンザ対策本部を設置

して全庁的な体制で取り組んでまいることとしており

ます。

　続きまして、新型インフルエンザの被害の推定及び

治療薬の備蓄状況についてお答えいたします。関連し

ますので、一括してお答えいたします。

　新型インフルエンザが県内で発生した場合、人口の

４分の１が感染すると想定しており、26万7000人が罹

患し、入院患者数は最大約２万人に達し、１日当たり

約1000人が入院することが想定されております。ま

た、ウイルスの病原性が高い場合、死亡者は7000人弱

になると予測しております。

　この大流行に対する備えとして、県では治療用のタ

ミフルを人口の8.3％に当たる11万2000人分備蓄して

おります。流行時には、一般流通量に国と県の備蓄分

を合わせて治療薬の供給を行うこととしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　離島・過疎地域等の

振興関連の御質問で、生活保全航路の整備についてお

答えいたします。

　石垣港と竹富町の各港湾及び町内各港湾間を結ぶい

わゆる生活保全航路の整備につきましては、船舶の安

全航行の面からその必要性を認識しております。

　現在、自然再生推進法に基づき設置された「石西礁

湖自然再生協議会」の「生活・利用に関する検討部

会」において、自然再生と生活・利用との両立を図り

つつ、永続的に活用するためのあり方、ルールについ

て検討していると聞いております。
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　また、生活保全航路につきましては、国はその検討

結果を踏まえ整備計画を策定すると聞いております。

　県としましても、国と連携を図りながら、当該航路

の港湾区域部分について整備計画を策定していく考え

であります。

　続きまして、新石垣空港建設関連の御質問で、新空

港ターミナルビルについてお答えいたします。

　新石垣空港ターミナルビルについては、平成19年度

に地元市町会を初め地元経済団体等で構成する新石垣

空港ターミナルビル等検討調整会議を設置し、現在、

運営会社設立の準備に向けて検討を進めているところ

であります。

　ターミナルビルの建設・運営につきましては、地元

の要望に沿えるよう第三セクター方式の方向で検討し

たいと考えております。

　また、出資額につきましては、県内及び他県の空港

を参考にし、県の財政状況を踏まえて検討していきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　以上で本日の代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明２月21日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時30分散会
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた労働委員会会長比嘉正幸

君は、所用のため本日及び25日から28日までの会議に

出席できない旨の届け出がありましたので、その代理

として本日の会議に労働委員会公益委員矢野昌浩君、

25日の会議に同委員会公益委員宮里節子君、26日及び

28日の会議に同委員会会長代理大城光代君、27日の会

議に同委員会公益委員宮城和博君の出席を求めまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１　代表質問を行いま

す。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　おはようございます。

　護憲ネットワーク会派の当銘勝雄でございます。

　所感を述べて質問をしたいというふうに思います。

　２月10日に起きた米軍兵士による少女暴行事件、沖

縄県民の人権をじゅうりんする何物でもありません。

日米政府、アメリカ軍に対する憤りを禁じ得ません。

アメリカ軍はその都度、綱紀粛正云々、よき隣人にな

ると公言をしておりますが、事件・事故は後を絶ちま

せん。徹底した調査の上、厳罰で処していくことを望

むものであります。

　日本政府は、沖縄県民の基地の負担軽減云々は言う

が、あくまでも政治的発言にすぎません。日米の地位

協定の問題になると運用改善を図ると開き直る。運用

改善で解決できるのならこんな事件・事故が一向に減

らないのはなぜか。

　この質問通告を出してからまた３件の破廉恥な事件

が起きた。しかも少女暴行事件の後、教育訓練を行っ

た後のことであります。きょうもまた米軍兵士による

婦女暴行事件が報じられております。これは氷山の一

角と見なければなりません。米軍はきょうにも帰還さ

せるべきだというふうに私は考えます。知事の所感を

求めます。

　また、県警本部長には事件の概要の説明をいただき

たいというふうに思います。

　私たち県民は、オール沖縄でこの問題に対処してい

かないと永久に解決できないと思います。子々孫々ま

で基地被害を受けることになります。

　さて、我が国の経済は一流、政治は三流と言われて

きたが、今や担当大臣も認めるように、経済も三流に

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名
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事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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落ちてしまいました。これまで自民党政治を維持する

ため、予算のばらまき政治を長年やってきたツケが

回ってきたわけであります。公共事業や厚労省の年金

原資の無駄遣いなどであります。収入が50兆円しかな

いのに、毎年30兆円の借金をして、80兆円の予算を執

行してきました。その結果、後世に負担を負わせる多

額の国債残高を抱え、さらにバブルの崩壊によって銀

行への公的資金投入など800兆円の借金をつくってし

まいました。

　小泉内閣は、景気浮揚を図るとして大企業優先の税

制改正、規制緩和、地方分権と称して財源を伴わない

三位一体改革を断行、地方自治体の財政綻迫化を招

き、国民には税負担増を押しつけております。

　大企業はいざなぎ景気を上回る長い景気が続き、か

つてない企業利益を上げたと言われます。グローバル

化への対応が必要として勤労者への所得分配を行わ

ず、正規職員は減少し、非正規、フリーター、派遣労

働などの拡大により格差社会が一層拡大をしておりま

す。実質的な国民所得の目減りは消費性向を鈍らせ、

景気浮揚の足かせとなっております。日暮らし生活ゆ

え、公的年金や社会保障などへの加入もできない国民

もふえております。

　一方、農村においては、ＷＴＯやＥＰＡの推進に

よって国際的な市場圧力に耐えられない農家がふえ、

若者の都市部への流出は農家の後継者不足となり、農

村は疲弊し、限界集落化が進んでおります。美しい国

日本をつくるは、選挙目当てのキャッチフレーズにす

ぎなかったのであります。

　農水省が目指す食料自給率45％引き上げとは逆に

39％に低下をしております。大半の食料を外国に求め

る我が国、食の安全・安心の面からも国民を不安にさ

らしております。安ければよいとする消費者側にも問

題はあるが、国民の生活を守るべき国の経済政策に問

題があります。市場経済万能主義では、資源のない国

土面積の小さい我が国では特定の産業と業種しか太刀

打ちできないのは当然であります。

　このような国民の生活と離反する経済政策を進める

自民党政治は、去る参議院選挙では惨敗に帰した。

　2008年度予算においては、地方農村対策に配慮する

姿勢が見られるが、対症療法的な社会経済政策こそ問

題であり、場当たり的であります。

　我が国のＧＤＰは3.7％の上昇を発表したが、これ

は10月から12月期であり、予断を許しません。原油価

格が２倍にも上昇し、企業活動の停滞や物価上昇を招

き、またアメリカのサブプライムローンの破綻は我が

国の株価の低下を招き、円高への移行は輸出産業の縮

小につながります。ＧＤＰの大半を支える内需拡大も

厳しく、ますます経済の混迷が心配されます。

　このような本県の状況、国民生活を憂い、自戒しな

がら質問に移ります。

　１、知事の政治姿勢。

　茨、米軍兵士による暴行事件について。

　米軍から派生する事件・事故、環境破壊、騒音など

戦場地のごとく起きてきます。基地があっては事件・

事故は起こるべくして起こります。

　米軍基地を容認しているのも行政の長であり、また

それを支えているのも県民の一部であることは否定し

ないが、政府のあめとむちに毒されている現実が悲し

い。

　質問します。

　ア、２月10日北谷町内で、起きてはならない未成年

者に対する暴行事件が起きた。知事は、日米政府にど

う抗議をしたか。

　イ、この事件で知事はコメントを発表し、県民の怒

りは頂点に達していると憤りを示した。アメリカ軍も

事の重大さに即刻対応し謝罪に来た。四軍調整官、メ

ア総領事らに二度も握手をし、遅い時間に県庁まで足

を運んだことをねぎらい、会談後はエレベーターホー

ルまで見送ったと報じております。このような知事の

態度は、本当に憤りを持っていたか疑問であります。

たとえ礼節を重んじてとった態度であっても、社会常

識や県民感情に反するものだと思います。知事の認識

を問います。

　ウ、13年前にも同じような痛ましい暴行事件が起

き、８万余の県民が怒りを込めて抗議の県民大会が開

かれました。二度と再び起きてはならないとの悲痛な

思いであったと思います。知事の思いを伺いたい。

　エ、知事は、この事件で辺野古への新基地建設への

影響についての記者の質問に対し、影響はないと答え

ておりますが、今でもそう思うのか。

　また、２月18日未明に起きた家宅侵入事件でも、官

房長官は、知事は影響ないと言っており、そうなって

ほしいとコメントをしております。

　オ、13年前の県民大会で、あってはならない事件に

大田昌秀知事は、少女を守れなかった県民の知事とし

てのふがいなさをわびた。仲井眞知事は、県民のトッ

プに立って日米政府を動かす県民大会を開催する用意

があるか問います。

　カ、これまでも事件が起きるたびに抗議をしてきた

が、基地の存在は起こるべくして起こる。もはや防ぐ

ことはできません。新たな基地建設はそれを容認する

と思うが、知事の認識を問います。
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　キ、不平等条約と言われる日米地位協定では県民の

生命財産は守れない、政府の言う運用改善では事件・

事故をなくすることはできません。知事は本会議の所

信表明で抜本的改定を政府に求める考えを示したが、

具体的に何をどう改定するか問います。

　芋、辺野古への基地建設。

　基地があっては本県の振興発展はできないことはこ

れまでも何度か指摘をしてきました。基地は諸悪の根

源と言われます。辺野古への新たな基地建設は県民の

総意でもありません。改めて基地建設に反対をし、質

問します。

　ア、知事は選挙に際して、３年以内閉鎖状態、危険

性の除去、今のままでは受け入れられないなど公約を

しました。しかし、アメリカ政府は今の案がベストと

言い、また沖合移動は環境問題を悪くするとしており

ます。知事の公約が何ひとつ進展しないまま受け入れ

に動いております。なぜか。県民への公約に反するこ

とにならないか。県外移設を求めます。

　イ、辺野古移設に際し、住宅上空も飛行するとして

いるが、普天間の危険性除去を求めながら辺野古は容

認するようでは矛盾をします。どう説明するか。

　ウ、普天間移設協議会が開かれるたびに新たな計画

が示されてきます。上空飛行や欠陥機のオスプレイ配

備、大型岸壁の配置などであります。さきの本会議で

も質問しましたが、1966年に米軍が策定したと言われ

る辺野古基地建設マスタープランが現実化してくると

思うが、どう認識するか。

　エ、辺野古の埋め立てに要する海砂は、県内調達で

示されたのが1700万トン、トラックにして実に340万

台分と言われております。海浜への影響ははかり知れ

ません。砂利採取は可能と見ているのか問います。

　オ、海浜（浅海域）は海の生物の産卵の場所であ

り、またプランクトンなど微生物の生息する場所でも

あります。本県の海を壊滅させることになるが、どう

認識するか。

　鰯、普天間代替米軍基地建設に係る環境影響評価に

ついて。

　山口県岩国市の市長選挙に見られるように、政府は

あめとむちで住民自治まで変えてしまう暴挙に出た。

基地の受け入れを認めないならば、市庁舎建設費を凍

結してしまうやり方は、米軍再編促進法の行き過ぎで

はないか。

　辺野古への新たな基地建設も同じような様相であり

ます。

　辺野古への基地建設は70％以上の県民が反対をして

おり、米連邦地裁もアメリカの文化財保護法に違反し

ているとの判決が出され、環境破壊が指摘されており

ます。この地域にあえて基地建設を進める理由がわか

りません。

　質問します。

　ア、政府が示した環境影響評価項目は当初何項目

で、書き直しを要求したのは何項目か。

　イ、県の環境影響評価審査会が不備を指摘した項目

は何項目で、すべて書き直されたか。

　ウ、書き直した項目で、さらに不備または適当でな

いと指摘された項目は何項目か。

　エ、アセス項目の不備、欠落が指摘されれば、380

ページに及ぶ説明資料が追加されるふまじめな政府・

防衛省の態度をどう認識するか。

　オ、審査会においてやり直しの意見もあったと報じ

ております。当初のアセス項目よりはるかにふえ、ま

た未報告もあります。やり直しを求めないのはなぜ

か。

　カ、米連邦地裁は、辺野古への基地建設はジュゴン

ヘの配慮がなく影響調査も怠っているとして、米国防

総省に米文化財法違反の判決を下した。この判決を評

価するか。

　キ、米国防総省は直接建設にかかわっていないとし

ているが、明らかに普天間飛行場の代替米軍基地建設

であります。天然記念物の絶滅危惧種のジュゴンを守

るための判決であります。建設中止しかないと思うが

どうか。

　允、沖縄振興計画について。

　ア、前期計画の、①、主要産業、主要項目の数値目

標と成果を問います。②、目標達成ができなかった事

項と原因について説明を求めます。

　イ、後期計画の、①、課題と特色、②、知事が描く

沖縄の産業経済、県民生活の将来像をお示しくださ

い。

　印、普天間飛行場の３年以内閉鎖状態について質問

します。

　知事は、選挙公約で３年以内閉鎖状態を県民に約束

しながら、３年をめどに閉鎖状態に言葉をかえており

ます。以内とめどでは意味が違います。３年めどでは

３年にも４年にもなり、普天間の閉鎖状態がおくれる

ことになります。

　前知事は、15年問題を持ち出して普天間の解決を図

ると選挙公約しながら、その実現はできませんでし

た。仲井眞知事も公約倒れにならないか危惧するもの

であります。

　質問します。

　ア、知事が選挙公約した普天間の３年以内閉鎖状態
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は、時間の経過は見えるが閉鎖への道筋は見えませ

ん。どう進めるか。

　イ、これまで暫定ヘリパッドも提案されてきたが立

ち枯れ、防衛大臣は、危険性の除去に向け最大限の努

力をしたい旨発言しているが、具体性が見えない。最

も危険な状態の現実をどう認識するか。

　ウ、さきの議会で知事は、政府に対し一層の取り組

みを要求していく考えを示したが、政府への要請の具

体的説明を求めます。

　大きな２、産業の振興。

　茨、農業問題。

　我が国は輸出産業に特化して政策を進め、世界一の

自動車生産、テレビやＩＴ製品などの輸出拡大は進ん

だものの、食料生産は米だけを確保し、ほとんどの食

料品を輸入に依存する国になってしまいました。

　中国のギョーザ問題が出ても、国内生産が不足して

いる状況では輸入しなければならない。国民の安心・

安全が確保できないのが実情であります。食料の安全

保障は先進国並みの最低限70％の自前の確保が必要と

考えます。

　質問します。

　ア、自民党は、さきの参議院選挙に惨敗して地方農

村対策として2008年度農業予算をふやしているが、全

国的にはどのような農村対策が計画されているか。

　イ、本県の農業予算は毎年シェアを落としておりま

す。政府の農村対策方針を受けて来年度予算の改善が

なされるか。

　ウ、大企業優先の輸出産業政策によって１次産業は

国際市場価格への転換を迫られ、農業の衰退は著し

く、農村は疲弊しております。限界集落化が言われる

が、県はその対策としてどのような予算措置がなされ

ているか、具体的に示してもらいたい。

　エ、遊休農地対策として企業の農業参入が進められ

ているが、基本的に農村の活性化につながらないと考

えます。どう認識しているか。農地所有まで認めるの

か。

　オ、本県の亜熱帯農業の確立は耐台風性の克服でな

ければならないと考えます。ハウス等近代化施設の整

備の推進方向と進瀧状況を示してもらいたい。

　芋、水産業。

　ア、四面海に囲まれた海域の広い本県は、栽培漁業

の有利性があります。どのような振興策を講じている

か。また、進瀧状況を聞きたい。

　イ、老朽化した水産試験場や稚魚生産の場でありま

す栽培漁業センターの整備強化は急務であります。整

備計画と進瀧状況を聞きたい。

　ウ、公有水面の埋め立てや砂利採取等による荒れた

漁場の回復は漁民にとって大切なものであります。県

はどのような対策を講じているか。また、さきに提案

した漁業補償金の一部を放流事業等漁場再生にどう取

り組んできたか問います。

　鰯、製造業。

　ア、製造加工業は最も雇用効果の高い業種でありま

す。製造加工業の振興にどう取り組んできたか。ま

た、その進瀧状況を聞きたい。

　イ、製造加工業は、試験研究機関の研究成果が大き

な役割を果たすと考えます。研究課題と成果について

問います。

　ウ、本県は薬草の宝庫と言われるが、多くの健康食

品が生産されております。今後の課題と取り組みにつ

いて伺いたい。

　允、観光産業。

　ア、本県の有する亜熱帯の温暖な気候が豊かな自然

をつくり、今や観光産業は本県のリーディング産業に

成長した。今後の観光産業の目指す方向と特色は何か

問います。

　イ、観光は総合産業であり、多くの要素がマッチン

グして相乗効果を発揮できるものであります。農漁業

や製造加工業などとの連携強化が必要であります。ど

のような方策を進めてきたか問います。

　ウ、本県の観光収入は、入域観光客の伸びに比べそ

の低さが指摘されております。仕組みの改善にどう取

り組んできたか説明を求めます。

　エ、観光消費額の中で食や土産品のウエートは高い

ものです。しかし素材が輸入物に頼っており、その改

善は急務であります。どう取り組んできたか。

　オ、知事は、観光客1000万人を目指してカジノ導入

の検討に入っておりますが、カジノのイメージは茸博

性が強く沖縄観光のイメージダウンにつながらない

か、知事の認識を問います。

　カ、政府は、我が国のカジノ導入の法制化を検討し

ておりますが、仮に本県がカジノを導入後大都市への

導入が進められた場合、済州島が示すように人口が集

中する大都市に太刀打ちできなくなるが、どう認識す

るか。

　キ、茸博性のカジノ導入は、青少年の教育面や依存

症、若年者の勤労意欲への影響、治安対策などが懸念

されるが、どう認識するか。

　３、食の安全対策について聞きます。

　輸入食品の中国産ギョーザで国民の不安をあおって

いるが、氷山の一角と見なければなりません。農薬基

準の違いや食に対する認識の違いなど、大量生産を是
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とする国からの輸入農産物の徹底した検査体制が必要

であります。

　一方、国内産食品の不当表示や不適切表示、賞味期

限書きかえなど、国民の不安を助長しております。医

食同源と言われるように、食の安心・安全が問われて

おります。

　質問をします。

　茨、我が国は、自動車や工業製品など輸出産業を重

視する余り、１次産業の衰退が続いております。農水

省が目指す食料自給率45％はむしろ39％に低下してお

ります。本県においても35％程度で低迷しております

が、食料の安全保障の面からどう認識し取り組むか。

　芋、アメリカ産牛肉や中国産ギョーザは食の安全の

面からもクローズアップされているが、それだけでは

ありません。我が国は大半が輸入農産物に頼ってお

り、大きな問題を内包しております。主要輸入農産物

の実態はどうなっているか。

　鰯、国内食品の偽り、輸入食品の安全性の面で県民

に不安を与えているが、どう安全確保のチェック体制

をとり、不安解消を図るか。

　允、国土面積の小さい我が国農業は、国際支持価格

では勝負できません。生産効率を上げることも困難な

業種であります。国の保護策のもとで食料の確保を図

る必要があると考えるが、どう認識するか。また、穀

物等の生産体制を進める考えはないか伺います。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　当銘議員の御質問にお答えしたいと思いますが、冒

頭のは質問ですね、あれは。帰還させるべきだと思う

がどうかという趣旨のことは。

○当銘　勝雄君　そうです。

○知事（仲井眞弘多君）　わかりました。お答えいた

します。

　米軍はきょうにも帰還させるべきではないかという

御趣旨の御質問だったと理解しお答えいたします。

　報道が事実であるとすれば、基本的に日本の司法手

続によって厳正に処断すべきであり、罪を償った上で

アメリカへ送還させるべきものであると考えます。県

民感情にも沿うものだと思います。

　次に、基地問題についてという質問の関連で、米軍

兵士による暴行事件についての御質問にお答えいたし

ます。日米政府への抗議について、特に２月10日の北

谷町の事件についての御質問にお答えいたします。

　今回の事件は、女性の人権をじゅうりんする重大な

犯罪であり、特に被害者が中学生であることを考えれ

ば、極めて悪質で決して許すことはできず、強い憤り

を覚えるものであります。

　県は、福田総理大臣やシーファー駐日米国大使を初

め、関係大臣、関係機関に対し強い遺憾の意をあらわ

すとともに、このような事件が二度と起きないよう、

一層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹底を行い、県民が

納得できるような形で具体的な再発防止策等を講じ、

それを公表するよう強く求めたところでございます。

　次の御質問で、在日米軍調整官等への私の対応につ

いての御質問にお答えいたします。

　私は、事件発生後、直ちに遺憾の意をあらわしたコ

メントを発表するとともに、その後の福田総理大臣や

シーファー駐日米国大使を初め、岸田内閣沖縄担当大

臣及び関係機関への要請におきまして、決して許すこ

とはできず、強い怒りを覚えると申し上げ、厳しく対

応したところであり、県民の怒りや事件の再発防止を

強く求める県の立場は十分に伝わったと考えておりま

す。

　そして、当銘議員の言われた握手や私の見送りが県

民の常識と違うということは全く反対でして、私は知

事の立場として、謝罪に見えた組織の代表者に対して

は当然とるべき最低の、むしろ最小ラインの社会常識

で、県民の感情・意識にぴったりと合っていると考え

ているところです。（発言する者多し）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

○知事（仲井眞弘多君）　次に、少女暴行事件への思

いについてにお答えいたします。

　このような事件は、女性の人権をじゅうりんする悪

質な犯罪であり、平成７年当時、私も県民の一人とし

て激しい怒りを覚えました。

　今回の事件につきましても、県知事として、そして

娘を持つ父親として、被害者や御家族のことを思うと

心が痛み、断じて許すことはできず、怒りが込み上げ

てくる思いであります。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、暴行被疑事件

の代替施設建設への影響についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　今回発生した事件は、女性の人権をじゅうりんする

重大な犯罪であり、被疑者の海兵隊員に対し強い怒り

を感じているところであります。

　在日米軍再編は、沖縄県の基地負担の軽減と抑止力

の維持を図ることを主眼に合意されたものであり、普

天間飛行場の移設、海兵隊のグアム移転及び嘉手納飛

行場より南の施設・区域の返還など、沖縄県にある米

軍基地の整理縮小につながる事項等が合意されており

ます。
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　このような合意事項につきましては、実施可能なも

のから先に進展していくべきものであると考えており

ます。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、県民大会の開

催についての御質問にお答えいたします。

　県民大会につきましては、被害者及び御家族の心情

や意向にも十分配慮することがまず第一であり、その

上で広く県内の各界各層の声を聞く必要があると考え

ております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、知事公約の現状と県

外移設についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　私は、移設するまでの間であれ、普天間飛行場の危

険性を放置することはできないことから、同飛行場の

ヘリ等の運用を極力低減し、３年をめどに危険性の除

去、騒音の軽減を図ることを機会あるごとに政府に対

し求めているところであります。

　私は、公約に掲げたとおり、地元の意向や環境など

に十分配慮し政府と協議を行い、確実な解決が図られ

るよう全力を尽くしているところであります。

　私としましては、普天間飛行場の県外移設がベスト

だとは考えますが、今回の米軍再編協議の経緯等から

県外移設は困難であり、一刻も早い危険性の除去のた

めには県内移設もやむを得ないものと認識いたしてお

ります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、振興計画の後期計画

の課題と特徴、沖縄の産業経済、県民生活の将来像

等々に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄振興計画後期は、高い失業率や本土との所得格

差など、残された課題の解決に向けて沖縄の自立的発

展の基礎をさらに固め、新たな飛躍を図る重要な期間

であると考えております。

　このため、県におきましては、産業・雇用拡大県民

運動（みんなでグッジョブ運動）を推進するととも

に、観光客1000万人の達成やＩＴ津梁パークの整備に

向けた取り組みなど、第３次分野別計画に基づく施策

を引き続き着実に実施してまいりたいと考えておりま

す。

　こうした取り組みを通して産業経済の自立的発展を

図り、県民がゆとりと豊かさが実感できる社会の実現

を目指していきたいと考えております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場の３年

めどの閉鎖状態への道筋についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　去る２月７日の第６回協議会におきまして、私は政

府に対し、３年めどの閉鎖状態の実現などについて、

前向きかつ確実に取り組むよう求めたところでありま

す。

　今後とも、機会あるごとに主張していきたいと考え

ております。

　次に、産業の振興についての御質問で、今後の観光

産業の目指す方向と特色についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　今後の観光振興の基本方向といたしましては、豊か

な自然景観などの優位性のある観光資源を生かし、通

年滞在型の質の高い観光地の形成に向け取り組んでま

いります。

　このため、温暖な気候や独自の歴史・文化を生かし

た健康保養型や体験滞在型の観光を推進してまいりた

いと考えております。

　また、海洋性のリゾート環境を生かし、ＭＩＣＥや

リゾートウエディングなど、付加価値の高い観光を促

進いたしたいと考えております。さらに、有望な旅行

市場であります東アジア地域を中心に、マーケティン

グに基づく効果的なプロモーション戦略を展開し、国

際観光を推進してまいる考えでございます。

　次に、同じく産業の振興の中で、カジノ導入による

沖縄観光のイメージダウンはないかという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　カジノは、観光客の多様なニーズにこたえる観光資

源として世界の多くの国で合法化されており、特にア

ジア諸国におきましては、シンガポールが観光振興の

ために政策を転換し、カジノを合法化し導入を図るな

ど、国際観光振興策として注目されているところであ

ります。

　沖縄県が国際的な観光・リゾート地を形成していく

ためには、地域の特色を生かした芸能や音楽を初め、

多様なエンターテインメントの充実を図る必要があり

ます。現在の世界の観光地の状況などから、カジノを

含む多様なエンターテインメントは有効な手段になる

と考えております。　

　一方、カジノ導入につきましては、慎重にするべき

だとの意見や反対する意見もあることから、カジノ・

エンターテイメント検討委員会の報告や国のカジノ法

案の動向等も踏まえ、適切に判断したいと考えている

ところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　今回の暴行被疑事件と

新たな基地建設についての御質問にお答えします。



－ 98 －

　普天間飛行場の移設問題については、同飛行場の危

険性を早期に除去するため、米軍再編協議の経緯、政

府と移設先である名護市等との基本合意等を踏まえ、

一刻も早い解決に向け、現在、政府と協議を重ねてい

るところであります。しかしながら、米軍基地から派

生する事件は到底容認できるものではありません。

　次に、日米地位協定の見直しの具体的内容について

お答えします。

　県は、日米両政府に対し、11項目にわたる日米地位

協定の抜本的見直しを要請しているところでありま

す。11項目のうち、幾つかの項目について御説明いた

します。

　まず、地位協定第３条関係、施設・区域に関する措

置について、公務遂行上必要な地方公共団体による施

設・区域への立ち入りを含め、米側はあらゆる援助を

与えることや、米軍の諸活動の実施等に対して、航空

法等の日本国内法を適用する旨明記することを求めて

おります。

　次に、同じく第３条関係で、米軍基地から派生する

環境問題について、日米地位協定に環境に関する規定

を新設し、環境保全に関する日本国内法を適用するよ

う明記することや、米軍の活動に起因して発生する環

境汚染は、米軍の責任において回復措置をとることな

どを明記するよう求めております。

　さらに、第17条関係、裁判権について、日本側の裁

判権の対象となる被疑者が米側によって拘束された場

合、日本側の起訴前の拘禁移転要請に米側が応ずる旨

明記することを求めております。

　次に、住宅地上空の飛行についてお答えします。

　県としては、地元名護市、宜野座村と政府が基本合

意に至った経緯を考えれば、いかなる訓練においても

住宅地区上空を飛行するようなことはあってはならな

いと考えております。

　次に、辺野古基地建設マスタープランが実現するこ

とへの認識について。

　去る平成19年11月７日の第４回協議会において、建

設計画等について検討するため、県からも政府に対

し、必要な情報は可能な限り公開していただきたい旨

申し上げたところであります。

　今後とも、協議会等の場において情報の公開を求め

てまいりたいと考えております。　

　なお、現在の普天間飛行場代替施設の政府案は、米

軍再編協議において平成18年５月に日米両政府で最終

合意されたものであり、御指摘のマスタープランとは

異なるものであると認識しております。

　次に、ジュゴン訴訟の判決についてお答えします。

　ジュゴン訴訟の判決は、米国の裁判所が米国国防総

省に対し追加資料の提出を求め、それまで訴訟の進行

が保留されているものと考えております。

　また、この訴訟は米国の法律に基づき米国の裁判所

に提訴されたものであり、県として直ちに代替施設建

設事業と関連づけて考えることは困難であります。

　普天間飛行場の現状に対する認識及び危険性除去に

向けた政府への要求について一括してお答えします。

　普天間飛行場の危険性の除去の方策について昨年８

月に政府から発表されましたが、県としては移設する

までの間であれ、訓練の分散移転などさらなる抜本的

な改善措置が必要であると考えております。

　危険性の除去の具体的な方策については、米軍の運

用や日本の国防にかかわることから、基地の提供責任

者である政府が米国と協議をし、示すことが必要であ

ると考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢との

関連で、海砂の県内調達の可能性と本県の海への影響

について一括してお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立用材につ

いては、沖縄島周辺の海砂1700万立方メートルを用い

ると沖縄防衛局から説明がなされたところでありま

す。しかしながら、県内の年間海砂採取量からすると

著しく大量であるため、県外も含めた調達先の複数案

を検討するよう知事意見で述べたところであります。

　これに対し、沖縄防衛局が提出してきた追加・修正

資料においては、しゅんせつ土を含む建設残土の受け

入れや県外からの調達等も含め、具体的に検討を行う

との見解が示されたところであります。

　県としては、埋立用材の確保に当たっては、当該事

業実施区域及びその周辺の生態系に著しい影響を及ぼ

さないよう十分な配慮が必要であることから、今後、

環境影響評価手続において必要な意見を述べていきた

いと考えております。

　次に、当初示された環境影響評価項目と書き直しを

要求した項目についてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書においては、環境影響評価の項目として15項目

が選定されております。

　書き直しについては、環境影響評価の項目として地

下水の水質が新たに選定され16項目となっておりま

す。また、対象事業の内容や環境影響評価の調査手法

等が審査するに不十分であったことから、より具体的
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に記載するよう求めたところであります。

　次に、審査会が不備を指摘した項目とその対応状況

について一括してお答えいたします。

　沖縄県環境影響評価審査会からは、法対象事業につ

いて37項目の答申、条例対象事業について36項目の答

申がなされております。

　審査会が指摘した不備は、事業内容を具体的に記載

することと、それに伴う調査手法等の見直しを求めた

ものであります。

　また、方法書に対する追加・修正資料については、

現在、審査会においてそれぞれ専門の立場から審査を

行っているところであり、現段階でお答えすることは

困難であります。

　県としては、今後、審査会からの意見を集約し、適

切な環境影響評価が実施されるよう県としての意見を

述べていきたいと考えております。

　次に、不備を指摘した後の政府の態度に対する認識

についてお答えいたします。

　環境影響評価方法書は、その手続が事業者としてあ

る程度具体的な事業計画を想定できる時期であって、

その変更が可能な時期に開始されるものであります。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、法的要件を満たしているものの、

事業の内容や調査手法等が十分に記載されていないこ

とから、対象事業の内容、環境影響評価の項目並びに

調査、予測及び評価の手法について書き直しを求めた

ものであります。

　事業者が知事意見を踏まえて追加・修正資料を提出

したことは、当然のことと認識しております。

　次に、やり直しを求めない理由についてお答えいた

します。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例におい

ては、方法書手続から再度実施しなければならない場

合の要件を明記しております。

　法に基づく埋め立ての事業については、新たに埋立

区域となる部分の面積が修正前の埋立区域の面積の

20％以上であること、条例に基づく飛行場の設置の事

業については滑走路の長さが20％以上増加すること、

新たに飛行場の区域となる部分の面積が10ヘクタール

以上であることと規定されております。

　事業者から提出された追加・修正資料は、そのいず

れの要件にも該当しないことから、方法書手続のやり

直しを求めることは困難であると考えております。

　次に、米連邦地裁のジュゴン保護に関する判決の評

価についてお答えいたします。

　米連邦地裁の沖縄ジュゴン訴訟において、ジュゴン

への影響に関する資料を法廷に提出するよう米国防総

省に命ずる判決が出たことは承知しております。

　当該訴訟は米国側に対する訴訟であることから、そ

の評価については差し控えたいと考えています。

　本県のジュゴンについては、我が国においても文化

財保護法の国指定天然記念物に指定されていること

や、環境省及び本県のレッドデータブックにおいても

絶滅危惧ＩＡ類に指定されており、その保護について

は重要な種であると認識しております。

　県としては、普天間飛行場代替施設建設事業に係る

環境影響評価の手続において、適切かつ十分な環境影

響評価の実施を求め、ジュゴンを含む動植物の保護・

保全や生活環境への影響に十分な配慮がなされるよう

求めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　沖縄振興計画前期の数値

目標と成果及び目標未達成の原因についての御質問に

お答えいたします。

　計画前期の達成状況を第２次分野別計画の達成状況

で見ると、観光関連産業では観光客数が目標を達成し

た一方で、デフレ等の影響で１人当たり観光消費額が

達成困難な状況にあります。

　情報通信関連産業では、雇用者数や誘致企業数等で

目標を達成しておりますが、農林水産業では価格の低

迷等から生産額が未達成な状況にあります。

　雇用の分野では、新規雇用者数、高校生及び大学生

就職率等が目標を達成する見込みであります。

　製造業においては、物流面のコスト高や市場競争の

激化等により製造品出荷額で目標達成が困難な状況に

あり、社会資本整備では公共事業の減少等により、一

部指標で未達成の見込みとなっております。

　次、産業の振興の御質問で、水産海洋研究センター

の整備計画と進瀧状況についての御質問にお答えいた

します。

　水産海洋研究センターの移転整備に当たっては、将

来の研究のあり方や水産関連機関の役割分担等を検討

しております。

　次年度においては、この検討結果を踏まえ、試験研

究に必要な海水の確保、調査船の係留、用地取得の容

易さ及び民間資金の活用等の調査を行うこととしてお

ります。

　同じく製造加工業の試験研究機関の研究課題と成果

についての御質問にお答えいたします。

　製造加工業の試験研究につきましては、主として工
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業技術センターにおいて担当しております。

　工業技術センターでは、沖縄の製造業の基幹をなす

泡盛産業において、品質保持や古酒の香り成分の分析

等の課題を設定し、その研究成果の普及により当該業

界の発展に寄与しております。

　また、成長の著しい健康バイオ関連産業において

も、南西諸島の伝統食材と伝承薬草を中心に数百の天

然資源を研究し、その機能性の解明などの成果が、飲

料、食品、化粧品関連などの企業における新製品開発

に活用されています。

　なお、研究課題の設定に当たっては、沖縄県工業連

合会などを通じて企業ニーズの把握に努めており、今

後とも製造事業者に対する技術支援を行ってまいりま

す。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは産業の振

興の御質問で、国の新たな農業・農村政策についてに

お答えいたします。

　国は、農業・農村地域の活力を引き出す農政改革を

推進するため、新たな措置として水田、畑作経営所得

安定対策などに取り組むこととしております。これ

は、19年産からスタートした米、麦、大豆などの品目

横断的経営安定対策が地域に定着するよう、制度の基

本を維持しつつ、市町村特認制度の創設、認定農業者

の年齢制限や集落営農組織に対する要件を緩和するこ

ととしております。

　また、支援措置として、先進的な小麦等産地の振

興、収入減少影響緩和対策及び集落営農への支援を行

うこととしております。

　同じく産業の振興の御質問で、平成20年度の農林水

産関係予算についてにお答えいたします。

　県の一般会計に占める農林水産関係予算は、平成19

年度の10.1％から平成20年度は9.9％となっておりま

す。シェアの低下した主な要因は、公共事業費の抑制

等によるものであります。

　なお、国が平成20年度に予算を増額した水田・畑作

経営所得安定対策の推進に係る対象品目は、米、麦、

大豆、てん菜、でん粉、原料用バレイショに限定され

ることから、それに伴う本県への影響は少ないものと

思われます。

　同じく産業の振興で、農山漁村の活性化についてに

お答えいたします。

　限界集落とは、農山漁村において65歳以上の高齢者

が人口の50％以上を占め、生活道の管理、冠婚葬祭な

ど社会的共同生活の維持が困難になった集落と言われ

ております。

　県としては、農山漁村地域の活力を引き出すための

措置として、中山間地域等直接支払事業による中山間

地域や遠隔離島の農業生産活動や共同管理活動に対す

る助成、農地・水・環境保全向上対策事業による農道

や沈砂池、防風林の管理などの地域ぐるみの共同活動

に対する助成、漁業再生支援事業による漁場の生産性

向上や集落の創意工夫を生かした取り組みなどに対す

る助成などを行うこととしております。

　今後ともこれら事業を推進することにより、農山漁

村の活性化を図ることとしております。

　同じく産業の振興で、企業参入による農村の活性化

等についてにお答えいたします。

　農業への企業の参入については、担い手不足や遊休

農地の解消等の観点から、平成17年９月に農業経営基

盤強化促進法が改正され、一般企業の農業への参入が

可能となっております。

　企業の参入については、市町村が策定する基本構想

の中に参入区域を設定し、県知事の同意を得た上で農

地のリース方式によることとなっており、農地の所有

権は認められておりません。現在、国頭村、東村、金

武町、与那原町においては知事の同意を得ております

が、企業の農業参入の実績はありません。

　同じく産業の振興で、ハウス等近代化施設整備の推

進方向と進瀧状況についてにお答えいたします。

　本県の亜熱帯性気候等の優位性を生かした園芸作物

の生産振興を図るためには、気象条件や病害虫に左右

されない安定的・計画的な生産体制の確立が重要であ

ります。

　このため、県においては、台風に強い鉄骨ハウスや

農作物被害防止施設及び低コスト耐候性ハウスの整備

を強力に推進しているところであります。

　当該施設については、平成18年度までに332ヘク

タールが整備され、園芸品目の全栽培施設面積の42％

を占めております。特に、農作物被害防止施設につい

ては平成11年度から本格的に導入され、18年度までの

８カ年で264ヘクタールの整備が図られております。

　今後とも、低コストで台風に強い施設の導入に努

め、生産供給体制の整備を図ってまいります。

　同じく産業の振興で、栽培漁業の振興についてにお

答えいたします。

　本県においては、温暖な海域に囲まれた立地条件を

生かしたつくり育てる漁業の振興を図っているところ

であります。

　具体的には、種苗の生産及び放流技術の開発、養殖
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場などの造成、モズクの生産安定技術の開発・普及、

魚病対策や衛生管理対策マニュアルの策定など、各種

施策を講じているところであります。その結果、これ

まで養殖場12カ所、増殖場23カ所を整備し、モズク、

クルマエビ及びヤイトハタ等の養殖が各地域で行われ

ております。

　県では、今後とも市町村、水産関係団体と連携し、

つくり育てる漁業の振興に取り組んでまいります。

　同じく産業の振興で、栽培漁業センターの整備につ

いてにお答えいたします。

　栽培漁業センターは昭和58年度に開所し、59年度か

ら61年度にプランクトンなどえさの培養池等を整備拡

充しております。さらに、平成８年度から12年度には

整備計画に基づき事業費29億4000万円で大幅な増設・

機能強化を行ってきたところであります。

　現在、同センターにおいては、マダイ、ハマフエフ

キ、ヤイトハタなどの養殖用種苗、タイワンガザミ、

シラヒゲウニ、タカセガイなどの放流用種苗の生産を

行い、県内各地に供給しているところであります。

　なお、栽培漁業センターの必要な施設の整備につい

ては随時行っております。

　同じく産業の振興で、漁場回復対策に対する漁業補

償金の活用についてにお答えいたします。

　県においては、漁業生産の維持増大を図るため、沿

岸漁場の整備開発、つくり育てる漁業の振興及び資源

管理型漁業の推進などの施策を講じております。

　具体的には、増殖場や養殖場の整備、浮き魚礁等の

設置を実施するとともに、種苗の放流、保護区の設定

など、水産資源の維持増大を図るための施策を推進し

ております。

　なお、漁業補償金は埋め立てなどの工事に伴う漁場

の消滅等に対する対価として、将来の損失をも考慮し

て漁業者に支払われるものであります。

　漁業補償金の使途については、基本的には漁業者が

決定するものでありますが、県としては、漁業が持続

的に発展し得るよう放流事業等による漁場再生に漁業

補償金が充当されることは望ましいことと考えており

ます。

　次に、食の安全対策の御質問で、食料自給率に対す

る県の認識と取り組みについてにお答えいたします。

　我が国は農産物純輸入国であり、特定の国への依存

が高く、輸入先国における作柄、作付の変動等、世界

の食料需給の影響を受けやすい状況にあります。その

ため、食料安全保障上の観点から国内農業生産の増大

を図り、食料自給率を向上させることは極めて重要な

ことと考えております。

　県では、農林水産業振興計画に基づき、おきなわブ

ランドの確立と生産供給体制の強化、流通・販売・加

工対策の強化及び地産地消の推進など、各種施策・事

業を総合的に推進しているところであります。

　同じく食の安全対策で、我が国の主要輸入農産物の

実態についてにお答えいたします。

　我が国の平成18年における主要な輸入農産物の状況

は、トウモロコシ、大豆、小麦の穀物類が2626万ト

ン、牛肉、豚肉、鶏肉の畜産物が156万トン、生鮮・

冷凍野菜が164万トン、生鮮・乾燥果実が185万トンの

合計3131万トンとなっております。

　主な輸入先国は、アメリカ、ＥＵ、中国、オースト

ラリア、カナダなどであります。

　同じく食の安全対策で、国の経営所得安定対策に対

する認識についてにお答えいたします。

　国においては、我が国経済社会のグローバル化の進

展、ＷＴＯ、ＥＰＡなど、国際規律の強化へ対応する

ためには国内補助金の削減、関税に過度に依存しない

政策への転換が求められているとともに、我が国農業

の構造改革を加速する必要があるとしております。

　国としては、これまで米、麦、大豆などの品目別に

講じられていた価格政策を見直し、品目横断的経営安

定対策を19年産から実施しております。

　その施策の対象としては、担い手を明確化した上で

担い手の経営全般に着目し、諸外国との生産条件の格

差を是正するための直接払いを導入することにより農

家所得を確保し、生産性の向上を図ることとしており

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　産業の振興の御質問

の中で、製造業振興の取り組みと進瀧状況についてお

答えします。

　本県製造業の振興については、物づくりの基盤とな

る製品・技術の研究開発力の向上を支援するととも

に、経営革新、金融支援、企業連携の促進など総合的

な支援を実施しております。

　また、本県の地域特性を生かした比較優位性のある

泡盛産業、工芸産業などはオキナワ型産業として位置

づけ、戦略的に振興しております。

　さらに、県産品奨励運動や産業まつりなどを通して

自給率の向上に努めるとともに、物産展や商談会の開

催を通して県産品の販路拡大、開拓に取り組み、県内

製造業における生産額の増大と雇用の拡大に努めてい

るところであります。
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　工業統計の石油製品を除いた製造品出荷額について

見ると、平成18年は3660億円で、トータルとしてここ

数年減少傾向にありますが、これはウエートの高いた

ばこ産業の工場の操業停止に伴う減少や窯業・土石、

一般機械の減少によるものであります。

　このような状況の中で、泡盛産業、工芸産業、健康

食品産業などのオキナワ型産業については着実に成長

しております。

　県としましては、引き続き地域特性を生かした産業

を戦略的に振興し、本県製造業の競争力の強化を図っ

てまいりたいと考えております。

　次に、健康食品の今後の課題と取り組みについてお

答えします。

　本県の健康食品産業は、機能性に富む亜熱帯の素材

や健康・長寿のイメージなどの相乗効果により成長を

遂げてまいりました。

　今後のさらなる成長のためには、機能性に関する科

学的評価の蓄積、新資源発掘と新商品開発の促進、消

費者の信頼にこたえる品質管理体制の充実を図る必要

があります。

　このため、県では、産学官連携による機能性解明研

究や新商品の開発を促進するとともに、品質管理や適

正表示に関する自主行動基準の策定に対する支援を

行っております。

　今後とも、産学官連携による研究開発や消費者に信

頼される商品づくりに対する支援を行い、健康食品の

ブランド力向上を図ってまいります。

　次に、観光産業と他産業との連携の強化についてお

答えします。

　県におきましては、観光の経済波及効果を向上させ

ていくため、観光産業と他産業との連携の強化に向け

て取り組んでいるところであります。

　具体的には、観光と製造業の連携による魅力ある観

光土産品の開発及び販路拡大に向けたモデル事業、工

芸品の観光土産品開発、離島における地域資源を活用

した特産品開発などを支援しております。

　また、農林水産業との連携により、県内の特色ある

農林水産物を活用した新メニューの開発、レシピ集の

作成、ホテルや飲食店への普及促進などにも取り組ん

でまいりました。

　今後とも、製造業や農林水産業との連携を強化する

とともに、新たな付加価値の高い沖縄型健康増進ツ

アープログラムの創出を促進するなど、健康ビジネス

産業との連携も図りながら、観光の経済波及効果を拡

大していきたいと考えております。

　次に、観光収入の拡大についての御質問にお答えし

ます。

　観光客１人当たりの県内消費額は、観光地間の競争

の激化やデフレの進行に伴い、旅行商品の低価格化が

定着していることから伸び悩んでいる状況にありま

す。

　県内消費額の拡大を図るためには、付加価値の高い

観光を推進するとともに、観光客の滞在日数の延伸を

促すことが重要であります。

　このため、県といたしましては、体験滞在型観光や

ＭＩＣＥ、リゾートウエディングなどの付加価値の高

い観光を推進するとともに、体験型観光メニューの

量・質両面の拡充や、エンターテインメントの充実、

離島観光の推進などにより、観光客の滞在日数の延伸

に重点的に取り組んでまいりたいと考えております。

　これらの取り組みに加え、戦略的な誘客プロモー

ションの展開により観光客の増大を図り、観光収入を

拡大していきたいと考えております。

　次に、県産素材の食や土産品への利用拡大について

お答えします。

　美しい海や沖縄らしい風景などの観光資源に比べ、

食や土産品に対する観光客の満足度は相対的に低い状

況にあり、地元素材を活用した食や土産品の高品質化

を進める必要があると考えております。

　県では、島野菜など特色ある農林水産物の生産拡大

に努めるとともに、レシピ集の作成やリゾートホテル

におけるフードフェアの開催などにより、観光施設に

おける県産農林水産物の活用を促進してまいりまし

た。

　また、農林水産業者と商工業関係者などとの連携に

よる地域の農林水産物を活用した特産品開発を支援し

てきたところであり、土産品として大きく販売を伸ば

している商品も生まれております。

　さらに、土産品については、新製品開発に対する助

成制度や各種の融資制度など、支援策を講じ、県産土

産品の拡充に努めているところであります。

　次に、カジノ導入に当たり、人口が集中している大

都市に太刀打ちできるかの御質問にお答えします。

　カジノの導入については、茸博行為が刑法で禁止さ

れていることから、競輪、競馬、宝くじ等のようにそ

の違法性を阻却する特別法の整備が必要であります。

　御質問の趣旨は、本県にカジノを導入しても運営が

うまくいかないのではないかということだと思います

が、カジノ設置が可能となる特別法の内容や設置箇所

などはまだ明らかになっておりません。このような状

況の中で、仮定の御質問にお答えすることは差し控え

させていただきたいと思います。
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　次に、カジノ導入による青少年の教育、依存症、若

年者の勤労意欲などへの影響についての御質問にお答

えします。

　カジノ・エンターテインメントの導入を検討するに

当たっては、御指摘されている懸念事項についていか

に有効な対策を講ずることができるかが重要であると

認識しております。

　そのため、現在、各種団体や有識者等で構成するカ

ジノ・エンターテイメント検討委員会で、本県にカジ

ノ・エンターテインメントを導入する場合の課題、対

応策等について調査検討を進めているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　食の安全対策、食品

の安全確保のチェック体制についてにお答えいたしま

す。

　近年、食の事件・事故が多発しており、県としても

食品の偽装表示や輸入食品等の安全性確保のための対

策を強化する必要があると認識しております。

　そのため、偽装表示や食品の安全対策として、流通

食品の監視、量販店に対する巡回指導、食品表示110

番の設置や沖縄県食品衛生監視指導計画に基づく監

視・指導等を計画的に実施しております。

　また、昨年７月には「沖縄県食品の安全安心の確保

に関する条例」を制定し、回収、廃棄等の必要がある

食品を販売した事業者に報告義務を課すことや、風評

に基づく被害を防ぐため県民が調査を求めることがで

きることとしております。

　回収、廃棄等に係る事業者の報告義務は本年４月か

ら施行で、これらの販売情報を早期に把握し、県民に

提供することにより健康被害を未然に防ぎたいと考え

ております。

　今後とも、関係部局が連携し、条例に基づく各種施

策を実施し、食の事件・事故に迅速・的確に対応して

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　フィリピン女性に対す

る暴行致傷事件の概要についてお答えいたします。

　事件は、去る２月18日、沖縄市内のホテル内におい

て、在沖米陸軍兵を容疑者、フィリピン女性を被害者

とする暴行事件が発生し、その際、被害者がけがを負

うというものであります。

　県警察では、関係者からの沖縄警察署への通報によ

り本件を認知したところであり、これまでに被害者を

含む複数の関係者、容疑者である米陸軍兵からの任意

の事情聴取、発生場所の検証等所要の調査を行ってお

ります。

　現在、被害者から継続して事情聴取を行っておりま

すが、入院中であるため治療行為を優先しなければな

らないこと、また被害者が外国人であり、日本語、英

語ともに不自由であることなどから慎重に進めている

ところであります。

　なお、現時点において、容疑者は米軍当局の監視の

もとにありますが、捜査に当たっては全面的な協力を

得ながら進めております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　知事、私が知事に求めたのは、米軍

兵士を帰還させるという話じゃないんです。米軍をと

いうふうに私は言ったんです。もう一度お答えくださ

い。

　それから、知事は、社会常識や県民感情に反するん

じゃないかという私の質問に対して、最小限のライン

の態度であったということですが、よく意味がわから

ないですね。もう一度説明してもらえますか。

　それから農林水産部長、遊休農地対策ということ

で、私は企業の農業参入というのは基本的に農村の活

性化につながらないということを僕は指摘しているん

です。あなたは、それは法律は今そうだということ

で、それを説明しているだけにすぎないんです。あな

たの認識を聞きたいということです。

　それから、これも食の安全対策との関連で農林水産

部長、私は食料の安全確保を図るということで、やは

り農業の活性化をやってもらいたいということに対し

て、補助金をやめさせるというのは社会的な一つの動

きだということですね。それに対しては、担い手を明

確にしてというんだが、担い手を明確にするとは、認

定農業者なんかにしかそういう農業政策はやりません

よと、こういうことになるんです。そうすると、ほか

の農家の皆さんというのはどうするのかという、そこ

が今問われているのが政府の農村対策のおくれなんで

す。もう一度お答えください。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘議員の再質問にお答え

いたします。

　１番目の御質問は、米軍を帰還させるべきではない
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かという御質問なんですか。その論理に飛躍があり過

ぎて、私もこれは理解がなかなか難しいんですが、一

部の不心得者が発生したからといって、これが我々が

怒りが心頭に発したからといって全体の組織を国防だ

とか、アジア・太平洋地域の安全のことも考えずに帰

還させるという論理は余りに飛躍があり過ぎて、とて

も考えられないと思います。これが答えです。（発言

する者多し）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

○知事（仲井眞弘多君）　それから、意味がわからぬ

とおっしゃった意味が私にも非常にわかりにくくて、

組織の代表が謝りに私のところ、県庁まで来て、そし

て謝っていったと。それに対して握手をしエレベー

ターまで送るというのは、それは社会常識そのもの

じゃないですか。

　その他の御質問につきましては、部局長等からお答

えさせます。（発言する者多し）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

　休憩いたします。

　　　午前11時25分休憩

　　　午前11時29分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは２点。

　１点目でございますけれども、企業参入による農村

の活性化についての再質問にお答えしたいと思いま

す。

　企業の参入によります農村の活性化につきまして

は、特に担い手不足や遊休農地等が見られる地域にお

いては、農村の貸し付けにより有効利用が図られるこ

とで、農業及び農村の活性化につながるものと考えて

おります。

　それからもう一点、食の安全対策に関連して、農業

の活性化について、担い手を明確化した上での対策に

ついての再質問にお答えいたします。

　これまで品目横断的経営安定対策の対象規模要件に

つきましては、認定農業者で４ヘクタール、集落営農

が20ヘクタール以上となっておりましたが、見直しに

当たっては基本原則を踏まえつつ、新たに市町村特認

制度が創設されることとなっております。

　具体的には、地域農業の担い手として、地域水田農

業ビジョンに位置づけられた認定農業者または集落営

農組織であって、規模要件を満たさない者についても

市町村長が認め、国との協議により本対策に加入する

ことができます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　知事の基本的な、安保条約を容認

し、沖縄に基地を存続させるというような態度がよく

わかりました。

　農林水産部長、やはりもう少し私と最終的に議論し

なくちゃならないというふうに思います。これは後日

です。

○議長（仲里利信君）　兼城賢次君。

　　　〔兼城賢次君登壇〕

○兼城　賢次君　所見を述べながら護憲ネットワーク

を代表し質問をいたします。

　私は、３期12年間にわたり県議会の末席を確保させ

ていただきましたが、本日の代表質問が最後の質問の

機会になります。その間、お世話になりました皆様に

対し、この場をかりて深くお礼を申し上げます。

　議会活動を振り返るに当たり思いますことは、戦後

63年がたち、また復帰後36年がたちましたが、議会開

会前に起こった少女暴行事件に見られるように、今日

なお我が郷土沖縄は米軍基地が集中し、再編縮小は

遅々として進まず、戦後は終わるどころか、米軍の事

件・事故は後を絶たない状況が続いているということ

であります。

　またしても米軍人による痛ましい少女暴行事件が発

生しました。再発防止、綱紀粛正、教育の徹底を日米

政府が言葉を尽くしても基地ある限り事件は起こりま

す。知事は、謝罪者に握手し、エレベーターまで見送

るなど、事件を矮小化させ、おもねるとしか見えない

ことも、礼儀を大事にする行為のように取り繕うが、

事件の凶悪性からして県民感情をないがしろにするも

のであります。

　けさの新聞は、米軍人による新たな女性暴行事件が

報道されています。少女暴行事件後にも米軍人の不祥

事は繰り返され、歯どめがかかりません。抗議も再発

防止の申し入れも効果がない。事件・事故の抑止能力

を失った米軍には撤退しかないのであります。

　基地問題についてお伺いいたします。

　基地の位置づけ、知事発言のあり方についてであり

ます。

　知事の発言は、個人的なことと断っても、知事個人

の思惑を超えて県の最高指導者の発言として周辺に影

響を与えるものであります。知事は、米軍基地の存続

にもかかわるような整理縮小が進まなかった理由とし

て、個人的見解として、地政学的な意味で軍事的、軍

事技術上大きいのではないかという感じがしないでも
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ないと、2007年５月15日のインタビューで答えられま

したが、基地の現状容認として受け取られました。

　しかしながら、2008年の元旦には、古典的な地政学

的な位置論は、軍事技術が進んだ今日では本当はおか

しいとコメントされました。県民世論の多くが反対す

る基地に基地容認を前面に掲げるのか、基地をこれ以

上認めない立場でやるのかが問われることに違ったコ

メントをされては県民にも戸惑いと不信感を抱かせま

す。

　これまで当時の梶山官房長官が、なぜ沖縄に75％の

米軍基地があるかという反論には、残念ながら私も真

正面から答える余裕がなく答えることができないと述

べたことを取り上げてきました。大野防衛庁長官も、

海兵隊の沖縄駐留の理由を明示し得ていません。

　知事は、教科書検定の撤回に向けた県民大会開催を

求めることで、７月28日の記者会見で県民大会への態

度保留と報道されました。一体、知事の真意がどこに

あるのか。県民の目から見ると実にわかりにくいので

あります。日米安保を容認する立場であれ、沖縄に環

境を破壊しながら新たな基地が必要なのかどうか、県

民の立場で政府にも異議申し立てすべきであります。

　戦後63年に及ぶ米軍基地が県民の安心・安全に対し

てどのようなものであったか。普天間飛行場の代替施

設に辺野古沖に新たな基地で新たな被害地域を生むだ

けでなく、自然破壊するようなことはやめるべきであ

ります。

　そこでお伺いいたします。

　ア、知事は、地政学、軍事技術上から沖縄の基地を

どのように認識されているのかお伺いをいたします。

　イ、アメリカの軍事戦略としての沖縄の位置が明ら

かにされています。知事は、日本政府の基地政策を容

認する立場であると考えますが、県民の感情からして

も自立を目指す点からも基地の撤去は痛みを伴うが、

同時に希望の持てるものであり、自立こそ我が沖縄県

民の目的ではありませんか。知事の所見をお伺いいた

します。

　次に、米軍再編は負担軽減とのことで県民は大きな

期待をしたものであります。県当局は、米軍再編につ

いては日本全体の抑止力の維持と沖縄を含む地元の基

地負担の軽減を目的に進められ、米軍基地の整理縮小

に向けた具体的な方策が示され、これが実現すれば基

地負担の軽減が図られるとしています。

　しかし、事態が進行するに従って見えてきたのは、

米軍再編は沖縄の負担軽減などよりも機能強化であ

り、アメリカの軍事戦略上の必要性によって進められ

ていることが明らかにされつつあります。

　陸上自衛隊は、米軍キャンプ・ハンセンを共同使用

することになりました。陸上自衛隊の特殊部隊がアメ

リカの特殊部隊グリーンベレーのもとで共同訓練が行

われております。日米軍事同盟の強化が進んでいるこ

とが米軍再編には見られます。

　嘉手納飛行場ではＦ15戦闘機の未明離着陸を強行

し、殺人的爆音と言われるものでした。欠陥機と言わ

れるＦ15戦闘機の飛行停止が３回もありながら、住民

の不安を解消することなく飛行再開をしております。

　騒音防止協定は、運用上の理由でやりたい放題。嘉

手納町は、米軍関係の事件・事故への抗議意見書を

2007年度は12月までに11件決議しております。毎月意

見書を決議しているようなものであります。次から次

に起こる事故に抗議も再発防止の申し入れも効果があ

りません。

　12月にＦＡ18戦闘機が名護市上空を飛行し、騒音に

苦情が役所に寄せられ、恐怖感を感じるとのことであ

ります。名護市上空の爆音は、嘉手納飛行場周辺では

日常的なことであります。普天間飛行場の代替施設は

住宅地上空を飛行することも明らかになっています。

　守屋前事務次官は、嘉手納より南の基地は強制接収

された土地、それを県民に取り戻すもので、キャン

プ・シュワブは唯一、沖縄の人が誘致した基地だとし

て中南部の基地をシュワブ周辺に集中させる「ノーザ

ンプラン」、いわゆる北部地域への基地集約を主張さ

れたということであります。

　そこでお聞きいたします。

　ア、中南部の基地をシュワブ周辺に集中させる

「ノーザンプラン」が言われているが、知事の所見を

お伺いいたします。

　イ、強制接収された基地と誘致、みずから受け入れ

た基地は米軍の事件・事故についても政府の対応も違

うものと考えねばなりません。辺野古沖への新たな基

地建設は、地域住民の覚悟と知事も認識すべきと考え

ます。いかなる理由があるにせよ、辺野古沖への基地

建設は、新たな基地建設以外の何物でもないのであり

ます。所見をお伺いいたします。

　次に、行財政についてお伺いをいたします。

　道州制は、これまで他人事のように思われていまし

た。国の財政が綻迫し、三位一体の改革は交付金の削

減、借金の肩がわりという地方に痛みを押しつけ、国

優先の改革でありました。

　いまだ道州制の中身が明らかではないのですが、沖

縄が単独州を目指した場合に課題の一つは財政問題と

のことであります。いまだに見えないものを予測しな

がら議論も必要と思われるが、基本的には沖縄がどう
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あるべきか、将来どのように進んでいくことが望まし

いのか、県民の立場で見通すことが求められていると

考えます。

　鳥取県の片山前知事は、道州制は国の行財政改革の

ためではなく、国民のための道州制にしなければなら

ないと述べています。

　37年前の復帰前年の1971年に、屋良主席が自治の確

立と基地のない平和な島を復帰措置に関する建議書に

託して上京したものの、国会では自民党による返還協

定が強行可決され、幻の建議書と言われることになり

ました。道州制、自立が論議されている今こそ、この

建議書を県民がいま一度読み直していただきたいもの

であります。

　当時、復帰後の暮らしについて苦しくなるのではな

いかとの不安を抱きながら建議書は、生活不安の解消

のためには、基地経済から脱却し、この沖縄の地に今

より安定し、今より豊かに、さらに希望の持てる新生

沖縄を築き上げていかなければなりません。言うとこ

ろの新生沖縄は、その地域開発というも、経済開発と

いうも、ただ単に経済次元の開発だけではなく、県民

の真の福祉を至上の価値として、目的として、それを

創造し達成していく開発でなければなりません。従来

の沖縄が余りにも国家権力や基地権力の犠牲になり、

手段となって利用され過ぎてきました。このような地

域からも沖縄は脱却していかなければなりませんと訴

えております。

　２月17日に独立を宣言したコソボ自治州の例を挙げ

るまでもなく、独立すなわち自立のきっかけとなった

ものは、将来への希望、みずからの国をつくっていく

という強い信念と誇りであります。インフラは当時と

比べものにならないほど整備されたものの、36年後の

今の沖縄の状況と重なり、昨今のことかと錯覚しかね

ないのではありませんか。

　続けて建議書は、沖縄県民は過去の苦難に満ちた歴

史と貴重な体験から復帰に当たっては、まず何よりも

県民の福祉を最優先に考える基本的原則に立って、１

点目に、地方自治の確立、２点目に、反戦平和の理念

を貫く、３点目に、基本的人権の確立、４点目に、県

民本位の経済開発等を骨組みとする新生沖縄を描いて

います。

　これが36年前の復帰措置に関する建議書の基本理念

であり、現在の沖縄にも十分通用する考え方でありま

す。

　建議書は、沖縄は余りにも国家権力に翻弄されたと

述べていますが、基地の重圧、ひずみは復帰36年たっ

ても変わっていません。再編交付金を見るまでもあり

ませんが、それに県民の気概や知事のリーダーシップ

も問われます。

　そこでお伺いいたします。

　ア、建議書は県民の立場から提起されました。今日

でもその提起の意義は大きいものと考えますが、知事

の所見をお聞かせください。

　イ、道州制が論議されています。いずれ導入される

ものと思われます。沖縄側が主張すべきことはどのよ

うなことと認識されておられるか、知事の所見をお伺

いいたします。

　次に、財政健全化策のイの一番に県税収入の確保を

挙げています。職務の中でも税金徴収の税務職員は、

納税者との対応にも人間関係や専門的な知識が要求さ

れます。国は、国税専門官の部門を持ち、特化をして

います。

　大阪市では、高度な専門性が求められる税務職員を

育成するための基本方針を策定し、中長期的な人材育

成を目指して人事交流の基準も税務職員には適用しな

いようにするなど、また職階も排除するなどの取り組

みをし、税務行政に意欲を持たせるというものであり

ます。

　専門職種化することにより、メリットを選択できる

ような対策を講ずればそれなりの人材育成が可能であ

り、ぜひ専門家を養成し、後輩への経験を生かすよう

なことをしていかなければ、幾ら財政健全化策で県税

収入で財政健全化の秘訣とするにも厳しいものがあり

ます。

　ちなみに、那覇県税事務所の平成19年度の職員定数

71名の在所年数の内訳は、62名、88％が１年から３年

目の職員であります。税金を徴収する納税職員は26年

で、平均所在年数は１年１カ月となっています。

　そこでお聞きいたします。

　ア、行財政改革プランに基づく財政健全化策で歳入

の確保を挙げておられるが、今後の具体的な取り組み

と専門官育成についてお伺いをいたします。

　次に、情報システムの専門家確保・育成についてお

伺いをいたします。

　県は、今や情報システムなしでは何ひとつ処理でき

ないシステムになっています。国も電子政府構想計画

を進め、情報システムの最適化、ＩＴ経費のコストダ

ウンが重要な課題となっています。

　ところが、ＩＴシステムについては職員の職務を超

え、技術的、専門化する機種への対応が十分ではない

ようであります。他県では、民間から情報専門家を採

用し、情報システム開発に関する省力化検討や、指導

し助言等で大きな役割を果たし、情報システムの最適
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化に関しては従前より数段進歩してきているとのこと

であります。

　県は、システム開発にはコンペを実施し、契約の透

明性・公正性を確保し、経費の縮減を図っているとの

ことでありますが、これから年々多様化していく情報

システムに、県の職員も専門家ではなく、相手の売り

込み、コンペで対応せざるを得ない。ＩＴ津梁パーク

など数十億の費用を要する事業に専門的な人が不在で

あります。リーディング産業とするには心細いもので

あります。ますますＩＴ化していく中で、コストや運

用面から見ても専門家による情報関連の対応が必要で

はないかと考えます。

　そこでお聞きいたします。

　ア、情報システムの専門家の採用はますます多様化

することからしても急ぐべきと考えるが、所見をお伺

いいたします。

　イ、リーディング産業として位置づけられている情

報システムの専門家を確保・育成すべきと考えるが、

対応についてお聞かせください。

　教育行政についてお伺いをいたします。

　沖縄学生会館の老朽化による寮閉鎖についてお伺い

をいたします。

　沖縄学生会館は、築45年で老朽化し危険な状態なの

で、安全点検で耐力度調査をするとのことでありま

す。安全性が住む人にとって第一に優先すべきことは

当然の措置であります。そうではあっても、安全点検

の話がにわかに持ち込まれ、在寮生をろうばいさせる

手法はどういうことなのか。

　寮長によると、昨年の11月28日、管理運営している

国際交流人材育成財団の担当者は３点のことを示して

います。県民の所得や家庭が経済的に困難な学生に

とっては、命綱とも言える施設であります。

　基本的な施設や機会を財政困難を理由に閉鎖し、売

り払って財政の一助にもと考えられているとすれば、

県の人材育成の基本そのものが成り立たないのではな

いか。人材育成財団から寮生への説明についてお聞き

をいたします。

　ア、平成20年度以降、新規の寮生を募集しないこと

について。　

　イ、20年度中に建物の耐力度調査を実施し、最悪の

場合は県は財政難なので建てかえは考えていない、閉

寮するということになっていますが、それについてお

聞かせください。

　次に、視覚障害者の普通高校への入学についての対

応についてお聞きをいたします。

　10年前に初めて沖縄盲学校から宮城かし子さんが受

験をし、豊見城高校に入学され、大学も卒業し就職を

されております。

　受験の許可をちゅうちょされていた教育庁に対し

て、県の視覚障害者団体と全国組織が一緒になって受

験許可の申し入れが実現されたことも私にとって心に

残るものであります。

　現在では３人目の視覚障害者の上地翔子さんがコザ

高校で学んでいます。点字活動など困難が予想された

ことでした。これからも受験と推薦制などの対応を期

待しております。

　そこでお聞きいたします。

　ア、視覚障害者が普通高校に入学していますが、学

校の対応、生徒の反応、今後の課題についてお聞かせ

ください。

　イ、課題とされた教材の点訳や視聴覚教材を使った

授業はどのようになされているのかお伺いをいたしま

す。

　次に、高等学校の生産物、実習等の売上金の学校現

場への還元についてお聞きいたします。

　高等学校では、実習を兼ねて、水産高校では航海実

習、商業高校ではデパート経営実習、農林高校では畜

産、野菜、花卉園芸、加工品等の実習を兼ねて生産

し、地域販売の実地教育をいたしております。

　私は、以前から、農林高校生が路地を練り歩きなが

ら野菜などを売っているのを何げなく見ていました。

あるとき、汗を流しながら帰ってきた生徒が先生に、

これだけ売り上げてきたのだから学校も得しただろう

と得意げに言ったそうです。先生は、この売上金はす

べて教育庁へ納めなければなりませんと言うと、大変

がっかりしたとのことを聞いております。

　いいものをつくって地域で販売する生徒たちへ、市

場原理の金もうけではなく、教育的刺激、学習意欲を

高める意味で売上金の学校現場への還元をたびたび指

摘してまいりました。条例との関係で困難とのことで

あるが、生徒を激励し、学習意欲の面からも検討すべ

きと考えます。

　ア、高等学校の生産物、実習等の売上金の学校現場

への還元について、どのように対応なされたかお伺い

いたします。

○議長（仲里利信君）　ただいまの兼城賢次君の質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回

したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時53分休憩

　　　午後１時18分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。



－ 108 －

　午前の兼城賢次君の質問に対する答弁を願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　兼城議員の御質問にお答え

する前に、具志川市議会議員から引き続き15年の長き

にわたり、県勢の発展に対する御貢献・御苦労に対

し、心から感謝を申し上げる次第でございます。

　それでは御質問の中で、第１の基地問題について、

沖縄に基地が集中することについての御質問にお答え

いたします。

　沖縄県では、戦後27年間に及ぶ米国統治下で、民有

地の強制接収などによって広大な米軍基地が形成さ

れ、沖縄の本土復帰後も日米安全保障条約に基づく提

供施設として引き続き米軍が使用することになり、現

在に至っております。

　全国の米軍専用施設面積の約75％が集中する沖縄県

の米軍基地の状況につきましては、沖縄県の地理的条

件に加え、このような基地が形成されてきた歴史等を

踏まえる必要があると考えております。　

　次に、行財政についての御質問の中で、建議書提起

の意義への所見という御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　復帰措置に関する建議書は、沖縄の正しい復帰の達

成を表明するとともに、将来の平和で豊かな沖縄県づ

くりのための具体的な措置を政府に求めたものであり

ます。

　同建議書は、県民福祉を最優先に考え、地方自治権

の確立、反戦平和、基本的人権の確立、県民本意の経

済開発等を理念として掲げております。これは、現在

においても地方行政運営の基本的理念であると考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　基地の撤去についての

御質問にお答えいたします。

　米軍基地問題については、国際社会における安全保

障、地主や駐留軍従業員の生活、跡地利用計画などを

総合的に勘案して、米軍基地のさらなる整理縮小を求

め、県民の過重な基地負担の軽減に取り組みたいと考

えております。

　次に、基地のシュワブ周辺への集中についてお答え

します。

　米軍再編については、全体として、兵力や訓練の移

転、施設の返還・整理・統合が盛り込まれるなど、米

軍基地の整理縮小に向けた具体的な方策が示されてお

ります。これが実現されれば、基本的には基地負担の

軽減が図られるものと理解しております。

　米軍再編の最終報告には基地の北部への集約につい

ての具体的な言及はなく、日米両政府は、沖縄に残る

施設・区域の統合のための詳細な計画を作成するとし

ていることから、今後、その内容を十分に見きわめる

必要があると考えております。

　米軍の事件・事故への政府の対応についてお答えし

ます。

　今回の事件は、未成年者に対する悪質な暴行事件で

あり、遺憾であります。

　このような米兵に関連する事件・事故に対しては、

いかなる理由があれ、厳しく対応されるべきものであ

り、基地建設に至った経緯の違いにより政府の対応が

異なるとは考えておりません。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　行財政についての御質問

で、道州制に関し、沖縄が主張すべきことへの認識に

ついての御質問にお答えいたします。

　国等において道州制に関する議論が進められており

ますが、現時点では道州制がどのような姿になるか明

らかではなく、導入に向けて課題も多いものと考えて

おります。

　県では、21世紀沖縄の進路を指し示す長期ビジョン

を策定することとしておりますが、そこで描かれた将

来像を実現するための自治のあり方はどうあるべきか

との視点に立って、今後、道州制に関する議論を深め

てまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　行財政についての関連

で、税収入の確保と税の専門家の育成についての御質

問にお答えいたします。

　税収入の確保の取り組みにつきましては、「沖縄県

行財政改革プラン」に基づきまして、平成21年度まで

に全国平均並みの収入率に引き上げることを目標と

し、自動車税納期内納付率や個人県民税の納付率の向

上、滞納額圧縮のための目標達成のため徴収対策に努

めているところでございます。

　今後の具体的な対策につきましては、特に個人県民

税は平成19年度の税源移譲による大幅な徴定増に伴

い、その対策は極めて重要であることから、直接徴収
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の拡充強化や県職員の短期併任制を導入し、市町村の

徴収強化を支援しているところでございます。

　平成20年度は、個人県民税徴収対策チームを編成

し、市町村と連携した徴収対策のさらなる強化に努め

てまいります。

　また、収納率向上や滞納額の圧縮につきましては、

自動車税のコンビニ収納の本格導入、インターネット

公売の導入やタイヤロック等の拡充強化に加え、差し

押さえの強化等を図り、職員のさらなる徴収率向上に

努め、目標達成に向けて取り組んでいくこととしてお

ります。

　次に、税の専門家育成につきましては、「沖縄県職

員人材育成基本方針」に基づき、広い視野と高い専門

性をあわせ持つ職員を人材育成の目標の一つに設定し

て取り組んでいるところでございます。

　専門的な知識・経験を必要とする税務分野につきま

しては、職員の適性と意欲を踏まえた上で、人事異動

の原則３年を超えた職場配置や本庁税務課及び各県税

事務所の税務部署間の継続配置により、税務行政に関

する知識や経験の修得、蓄積及び承継を図りながら、

専門性の高い職員の育成に努めているところでござい

ます。

　次に、情報システムの専門家の採用・確保・育成に

ついて、関連しますので一括してお答えいたします。

　情報システム人材の育成につきましては、職員の適

性と意欲を踏まえた上で、大学等で情報技術関係を専

攻した職員の職場配置や、人事異動の原則３年を超え

た職場配置により、情報技術に関する知識や経験の修

得を図りながら、専門性の高い職員の育成に努めてい

るところでございます。

　しかしながら、近年、情報システムの高度化・専門

化が進んでいることから、他県におきましては外部か

ら情報技術関係に精通した人材を任期つき職員として

採用し、情報システムに関する企画調整や指導等の業

務に従事させている事例がございます。

　県としましては、予算の効率的執行の観点から、庁

内情報システムの現状や他県の対応状況等を調査し、

職員では十分に対応できない場合の外部からの情報シ

ステム専門家の活用について検討していきたいと思い

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　休憩お願いいたします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後１時29分休憩

　　　午後１時30分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○教育長（仲村守和君）　それでは教育行政について

の御質問で、学生会館の入寮生募集についてお答えい

たします。

　千葉県にある沖縄学生会館は、建築後45年が経過し

ております。

　県教育委員会としましては、入寮している学生の安

全を確保するため、平成20年度中に耐力度調査を実施

し、建物の老朽化状況を把握する予定であります。そ

のため、沖縄県国際交流・人材育成財団では、耐力度

調査が円滑に実施できるよう平成20年度の新規募集を

行わないこととしております。

　また、沖縄学生会館の寮生及び寮監に対しまして

は、県教育委員会から耐力度調査の実施に向けた説明

と協力依頼を行ったところであります。

　次に、耐力度調査の結果を受けての対応についてお

答えいたします。

　県教育委員会としましては、平成20年度中に実施す

る予定の耐力度調査の結果を受け、沖縄県国際交流・

人材育成財団及び入寮生等の意向を聴取するなど、適

切な対応をしてまいりたいと考えております。

　次に、普通高校における視覚障害者の対応等につい

てお答えいたします。

　現在、県立高等学校に全盲の視覚障害の生徒が１人

入学しております。

　当該校の対応といたしましては、盲学校勤務経験者

を学級担任に配置するとともに、点字ブロックの設置

などの施設整備、点字プリンター等の備品整備を行っ

ております。

　入学した生徒は、充実した学校生活を送っており、

周りの生徒も本人との触れ合いを通して、障害に対す

る理解を深めているとの報告を受けております。

　課題といたしましては、教材の点訳や視聴覚教材を

使った授業への参加等であると聞いております。

　次に、課題とされた教材の点訳等についてお答えい

たします。

　教材の点訳については、学級担任や他の職員が対応

しており、視聴覚教材を使った授業においては、教師

や周りの生徒が補足説明を行うなどの配慮をしている

との報告を受けております。

　県教育委員会といたしましては、今後とも学校との

調整を密にし、障害のある生徒の学習環境の整備に努

めてまいります。

　次に、実習生産物売り払い代についてお答えいたし

ます。
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　専門高校における実習は、各分野において学んだ理

論を実際に体験することにより知識や技術を習得し深

めることを目的としており、その充実を図ることは極

めて重要であります。

　農林高校や水産高校などの専門高校の実習で生産さ

れた鶏卵や野菜などの生産物の売り払い代については

県の歳入とされ、その全額が家畜の飼料代や肥料代、

備品費などの実習のための経費の財源に充てられ、各

学校の実習内容に応じて配分されているところであり

ます。

　県教育委員会においては、これまで実習費の所要額

の確保やその適切な配分により各専門高校における実

習の充実に努めてきたところであり、御提言の趣旨に

つきましても、さらなる実習の充実に資するものと考

えます。

　このため、本年度から実習費の一部を各専門高校の

実習生産物の売り払い代の伸びを指標として配分して

おり、学校現場の生産意欲や学習効果の向上が期待さ

れております。

　県教育委員会としましては、今後とも実習の充実及

び生徒の学習意欲の向上を図る方策について、学校の

意見も参考にしながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　兼城賢次君。

　　　〔兼城賢次君登壇〕

○兼城　賢次君　再質問でございますが、基地問題で

「ノーザンプラン」、北部地域への基地の集約化と辺

野古沖への新基地受け入れについてですけれども、こ

れはＳＡＣＯにはないことだとか、あるいは基地はど

ういう形であろうが抗議はするんだというような意見

を言っているんですが、そういうことを前提にしての

再質問なんです。

　昨年の12月に名護市の上空でＦＡ18戦闘機の飛行が

３日間連続して市民から苦情や抗議がありました。そ

れを受けて名護市議会が民間地上空での飛行訓練中止

を求めた抗議決議をいたしました。

　政府が、ＳＡＣＯにはないけれども、しかし前政務

次官の「ノーザンプラン」というのは、北部地域への

基地の集約化を申し上げております。そして、再編交

付金もこれはＳＡＣＯにはないかもしれないけれど

も、しかしこういうことをずっと彼らはやってきてい

る。そういう前提でこの質問をしているわけです。

　政府は、今でさえ米軍の事件・事故にまともに対応

しない状況で、みずから受け入れた基地から派生する

被害には住民や市町村の抗議にも真剣に対応しようと

しなかったと、そういう抗議にも真剣に対応しようと

しないことは、もう自分たちで受け入れたところはし

ないだろうということが予見されるわけですね。これ

までの政府の対応は再編交付金に見られるように、受

け入れ地域に対する事件・事故の対応は軽くあしらう

ことは十分予測できます。辺野古への代替施設の受け

入れは、事件・事故も受け入れるという覚悟がなけれ

ばならないと考えるが、知事の所見をお伺いしたいと

いうことであります。

　それから建議書の件ですけれども、建議書の位置づ

けについてですが、建議書の理念は、基地を容認しな

いし、基地に依存することをよしとする姿勢とは相入

れないものです。これについて先ほどの答弁とは違い

ますので、これも依存するということと相入れないん

だということで質問しておりますので、知事の所見を

もう一度聞かせてください。

　それから学校現場の件ですが、高校生の生産物売り

上げですが、教育長の配慮には評価をするものであり

ます。

　さて、これで私の県議会での最後の質問を終えるこ

とにいたします。

　この12年間で県政は大田県政から稲嶺県政の保守県

政へと変わりました。また、稲嶺県政を継承する仲井

眞県政へと引き継がれました。しかしながら、冒頭で

申し上げたとおり、本県の状況は、特に米軍基地の状

況は本質的に何ら変わっていないというのが私の実感

であります。

　知事執行部と議会は車の両輪と申しますものの、や

はり本県においては基地問題を中心に保守・革新の区

別は明確に存在しております。平和のあり方、平和へ

の道筋、平和への強い希望、将来を生きる子供らに

とっては平和な沖縄であってほしいという強い信念

は、革新側にこそあるものと思っております。

　識者は、政治とは、情熱と判断力の２つを駆使しな

がら、かたい板に力を込めてじわっと穴をくりぬいて

いく作業だ。もし、この世の中で不可能事を目指して

粘り強くアタックしないようでは、およそ可能なこと

の達成もおぼつかないというのは全く正しく、あらゆ

る歴史上の経験がこれを証明していると述べておりま

す。

　私は、今任期をもって議員活動から身を引くもので

はありますが、残られる議員諸侯、加えて仲井眞知事

におかれましては、沖縄の明るい平和な未来を構築す

べく御努力をされんことを心から祈念申し上げまして

私の最後のあいさつといたします。（拍手）

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。
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　　　午後１時39分休憩

　　　午後１時41分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　兼城議員の再質問にお答え

いたします。

　基地を容認するとか、受け入れたら事件・事故も当

然のこととしてこれを受け入れることになるのではな

いかというような御趣旨だったと思いますが、それは

当然のこととしてそうはならない。事件・事故はあっ

てはならないことですから、これについては、私ども

は断固として反対をし、改善・改良を要求していくと

いうのは当然のことだと思っております。

　さらに、この建議書についての私の答弁の中で、恐

縮ですが、御質問の趣旨が正確にわかりにくかったん

ですが、基地のない平和な沖縄というような考えが

あったということについての御質問だと思いますが、

理念としては当然のことだと思いますが、現実に国際

情勢を踏まえると、現に今基地があって、これがなか

なか整理縮小が進まない現実を踏まえた上で、私の答

弁も先ほどの答弁となっているわけでございます。

○議長（仲里利信君）　狩俣信子君。

　　　〔狩俣信子君登壇〕

○狩俣　信子君　皆さん、こんにちは。

　護憲ネットワークの狩俣信子です。護憲ネットワー

クの代表質問最後になります。

　実は、一昨日の２月19日、私どもは２月10日に発生

いたしました米兵による少女暴行事件に対する抗議集

会を持ちました。これは緊急な集会でしたけれども、

30に上る女性団体を結集いたしまして、320人余りの

怒りに燃えた抗議集会というふうになったわけであり

ます。

　ところがまた18日ですか、新たな米陸軍兵士による

暴行事件が発生いたしました。本当に何度繰り返され

たらいいのかという思いであります。

　そこで知事に、連続してこういうのが起こることに

対するコメントをお願いしたいんですが、実は95年の

あの事件のときに、大田知事は言いました。行政を預

かる長として一人の少女の人権すら守れなかったこ

と、これに対して謝罪しますというコメントがあった

んですね。知事は、こういう連続して起こるこの事件

に対してどのように思っていらっしゃるかお聞かせく

ださい。

　ところで、知事は昨日、米軍人による事件・事故に

対しまして７つの犯罪防止策を挙げました。しかし、

いずれも今までやったことの追認だというふうに考え

ております。言えることは、米軍基地がこの沖縄にあ

る限り、米軍人・軍属によるこのような事件はなくな

らないということであります。

　解決する方法といたしましては、基地を撤去する以

外にありません。とりわけ海兵隊は直ちにお引き取り

を願いたい。何度繰り返したら気が済むのでしょう

か。もう綱紀粛正、兵員の再教育、聞き飽きました。

無意味に聞こえます。

　イギリスにも約１万人の駐留米兵がいるとのことで

す。ドイツにも多いときで６万8000人の駐留米兵がい

たわけですが、そういうところでは米兵によるこのよ

うな事件は起こっておりません。聞いたことがないと

いいます。沖縄ではなぜ何度も何度もこのような事件

が繰り返されるのでしょうか。なぜでしょうか、皆さ

ん。軍隊の持つ構造的暴力、人殺しを教える軍隊、よ

き隣人という名の暴行犯、我慢の限界です。

　このような状況の中でも、日米地位協定の見直しで

はなく運用でという日本政府に、沖縄に米専用施設の

75％を押しつけていて恥知らずだと私は思っていま

す。

　それでは日米地位協定の見直しについて伺います。

　茨点目、知事は、日米地位協定の見直しを2008年度

の取り組みの姿勢の中でも取り上げておられます。見

直しについては、前回の11月定例会で、米議会の方が

効果的ではないかという話もあり、訪米も含めて戦術

を研究してしっかりやりたいと答弁しています。今後

の具体的な取り組みについて伺います。

　芋点目、知事は、日米地位協定の見直しではなく運

用でという不誠実な日米政府に、今回の少女暴行事件

を受け、どう対応していくのか伺います。

　鰯点目、子供、女性の人権保障の立場からも日米地

位協定の見直しが早急に求められます。今のままの不

平等協定でいいはずがありません。知事の決意を伺い

ます。

　２点目、米兵による少女暴行事件について伺いま

す。

　私の身近にも実は米兵による性被害を受けた方がお

られるんです。いまだにそのトラウマに悩んでいま

す。心の傷がいえることがありません。公にすること

もできず、本当に苦しんでいるんです。そういうこと

も受けまして質問いたします。

　茨点目、米兵による暴行事件が起こるたびに被害者

へのケアについて言われますが、実態が見えません。

どこが主体的に責任を持ってケアをしているのです

か。県ですか、警察ですか、市町村ですか、その他の
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機関ですか。また、それにかかる費用はどこが負担し

ておられますか。米軍ですか、日本政府ですか、沖縄

県ですか、市町村ですか、加害者なのですか、お聞か

せください。

　芋点目、ケアについての期間制限はあるのでしょう

か。

　鰯点目、基地外に居住する米兵への思いやり予算で

の住居手当や光熱費などの負担があるのかどうか伺い

ます。

　允点目、二度と再びと言いながら繰り返されるこの

ような事件をなくすためには、海兵隊の撤退しかない

と思っていますが、知事の見解を伺います。

　次３点目、教育問題についてであります。

　きのうも出ておりましたけれども、再質問でまた私

もいろいろあるものですから伺います。

　まず、珊瑚舎スコーレについて。

　これまで何度かこの問題を取り上げてきましたが、

再度お尋ねしたいと思います。

　茨点目、夜間中学「珊瑚舎スコーレ」について。

　ア、珊瑚舎スコーレで学ぶ高齢者の皆さんが中学校

卒業証書の授与を待ち望んでいます。３月の卒業期が

近づいていますが、11月議会で市町村の学校に学齢簿

が作成できないか話し合うとの答弁でありました。そ

の後の経過について伺います。

　イ、教育長は先日、珊瑚舎スコーレを視察したとの

ことですが、そのときの感想と今後の対応について伺

います。

　芋点目、学校司書について伺います。

　財政難を理由に教育現場にさまざまなしわ寄せが押

し寄せています。国内総生産に対する教育費の公的支

出についても、日本は経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

に加盟している39カ国の中で最低であります。

　これは前にも申し上げましたけれども、デンマーク

8.3、アイルランド7.8、こういうふうに来まして日本

は3.7、最下位です。その中でやり方によっては改善

策も出てくるのではないかと私は思うわけですが、学

力向上というならば、学校図書館の有効な活用方法も

検討することが大切です。

　そこで伺います。

　ア、学校司書の現状について伺います。

　イ、学校司書の専門性についてどうお考えなので

しょうか。

　ウ、専任司書教諭と充て司書教諭の違いは何です

か。

　エ、学力向上対策と図書館とのかかわりについてど

う分析しておられますか。

　オ、学校司書の臨任と非常勤の違いは何ですか。

　鰯点目、沖縄盲学校の特別支援学校編成整備計画に

ついて伺います。

　沖縄盲学校のこの件につきましては、未来を考える

会の皆さんからもいろいろお話を伺いました。２月18

日に皆さんからいろんな御意見を伺い、勉強会を持た

せていただきましたけれども、その中で幼少期からの

盲教育の大切さ、これを私たちはお聞きいたしまし

た。目の見えない子にとっては、耳から入ることがす

べて。そして手で触れることによって物に対する認識

が始まっていく。そのために幼少期からの教育が必要

であり、耳で音をとる訓練から始めなければならない

ということです。特に発達段階にいる視覚障害児に

とっては、どの音をとっていいかわからず、その基本

的なことを訓練することを根気強くやらなければなら

ないということであります。そのため、ある程度成長

した人の交流は結構ですが、幼少期からの、すなわち

まだ訓練途中の交流とか併合の中での教育については

心配だということをお話しされておられました。

　今回出されました沖縄盲学校の知的障害児との併合

問題は、知的障害児の皆さんを排除するのではなく、

それぞれの障害を持った子供の育ち方が違うというこ

と、お互いに我慢を強いることになるおそれがあると

いうことで大変危惧をしていらっしゃる。また、視覚

障害だけでなく、知的や身体障害など重複児への対

応、そのニーズが拡大している中で、県内唯一の視覚

障害学校として単独校を希望しているとのことであり

ました。

　私も実際に話を聞く中で、お母さんの声をどう聞き

分けるか、そして米の音がどう子供たちに伝わるか、

いろんな器具でやりながら、そして手で触れることに

よって、これがざらざらしたものですよ、これとこれ

は一緒のつるつるですよとか、いろんなことをやって

いらっしゃるんですね。やはり耳で聞いて、手で触れ

て、それでじゃないとできていかないという、これを

お話しされていたんです。

　そこで私は伺います。

　ア、「沖縄盲学校の未来を考える会」が単独校とし

ての存続を求めておられますが、教育長の所見を伺い

ます。

　イ、今回、沖縄盲学校に知的障害教育を合併すると

いう案が出されておりますが、単独校ではいけない理

由は何なんでしょうか伺います。

　ウ、「沖縄盲学校の未来を考える会」が行った署名

活動に、特定の団体の主張に安易に同調することは望

ましくないとして教職員へ圧力を加えたようですが、
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行政側の人権意識が問われております。今後、庁内の

人権意識向上のための対応を伺います。

　允点目、30人以下学級の次年度からの実施について

伺います。

　４、労働・雇用問題についてであります。

　茨、基地内労働の実態について伺います。

　ア、2008年１月13日の沖縄タイムスに、米軍基地内

でのパワーハラスメントの記事が掲載されました。従

業員数228人中140人の隊員と10人の元隊員、計150人

が署名し、職場の環境改善を訴えております。その後

の経過と現状を伺います。

　イ、米軍基地内でパワハラが起こったとき、解決の

ための方策はどうなっているのか。また、どの機関が

対応するのか伺います。

　芋、非正規雇用の実態について伺います。

　知事はきのうの答弁の中で、企業誘致の昨年度の実

績として2800人の雇用があり、ＩＴ津梁パークの導入

で8000人の雇用が見込まれるというお話でございまし

た。その雇用の質の問題、それはどうなっているのか

非常に気になります。要するに、正職員なのか、ある

いは非正規の雇用なのか、そこらあたりが非常に気に

なるわけです。

　今の若い人たちにお話を聞いてみますと、臨任や非

常勤、パートが多く、生活の不安、経済的な不安を訴

えておられます。

　そういう中でお尋ねいたしますが、ア、正規雇用で

ないため、いつ解雇されるかと不安を持った若者たち

が多い。グッジョブ運動というけれども、この若者た

ちの不安解消のための対応策を伺います。

　イ、県内の非正規雇用の現状と課題を伺います。

　ウ、県内外の派遣労働の実態とグッジョブ運動はど

うかかわっていくのか伺います。

　５点目、福祉・医療政策について伺います。

　茨、不妊治療についてでありますが、これは助成を

受けて不妊治療を受けた８割の方々が非常によかった

と、とても助かるというふうな声が寄せられておりま

す。

　ア、県内においては、2005年度から不妊治療を受け

る人への国庫補助が行われているようですが、現状と

課題は何か伺います。

　芋、後期高齢者医療制度の４月１日からの実施につ

いて伺います。

　全国的には75歳以上の後期高齢者は1300万人。その

医療費は11兆4000億と言われています。沖縄県の実

態・状況はどうなのか。また、平均収入が、県民所得

が全国平均の７割しかないこの経済状況の中で、その

負担がどうなるのか気になっております。

　そこで伺います。

　ア、高齢者の皆さんへ一層の負担押しつけにならな

いかと懸念しております。県内の状況と凍結について

国へ要請する必要はないのかということで所見をお伺

いいたします。

　鰯、年金についてであります。

　ア、宙に浮いた年金、消えた年金など、余りにもず

さんな社保庁の管理体制であります。県内の状況はど

うなっているのか伺います。

　イ、県内の第三者委員会での取扱件数、そして解決

されたのはどのぐらいあるのか、あわせてお尋ねした

いと思います。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　狩俣議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、在沖米軍兵士による暴行事件について

の知事のコメントの御質問に対してお答えいたしま

す。

　このように米軍人に関係する事件が連続しているこ

とは極めて遺憾であります。

　米軍は、実効ある再発防止策を早急に講じ、一層、

綱紀粛正を徹底すべきであると考えております。

　次に、日米地位協定の見直しについての御質問にお

答えいたします。見直しに向けた取り組みいかんとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県といたしましては、米軍基地をめぐる諸問題の解

決を図るためには、日米地位協定の抜本的な見直しが

必要であると考えております。これまで、より多くの

国民や国会議員の皆様に地位協定の見直しの重要性を

理解していただくため取り組んできたところでありま

す。

　去る２月13日には、来沖した参議院沖縄及び北方問

題に関する特別委員会委員長に対し要請したほか、２

月15日にも来沖しました民主党国会議員に、さらに２

月18日及び19日には軍転協を通じて内閣官房長官を初

め日本政府と在日米国大使館等に対し要請したところ

であり、引き続き渉外知事会等と連携をしながら粘り

強く取り組んでいきます。

　また、米国連邦政府や連邦議会関係者等に沖縄県の

実情を伝え、理解してもらうため、訪米も含め検討し

ていきたいと考えております。

　同じく、日米地位協定の見直しに関する対応と決意

について答弁をさせていただきます。

　日米地位協定につきましては、政府に対し、機会あ
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るごとにその見直しを求めてきたところであります

が、政府は依然として運用改善により対応するとして

おります。

　しかしながら、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図

るためには、米側に裁量をゆだねる形となる日米地位

協定の運用改善だけでは不十分であり、日米地位協定

を抜本的に見直す必要があると考えております。　

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　犯罪被害者へのケアの

実情についてお答えいたします。

　県警察では、米軍構成員等による事件であるか否か

にかかわらず、殺人、傷害、強姦等のように専門的な

被害者支援が必要な場合には、捜査員とは別に被害者

支援要員を指定して被害者や御家族に対して病院の手

配、受診時の付き添い、事案概要、捜査状況の説明等

必要な情報の提供、被害者等の要望等の把握などの支

援活動を行っているところであります。

　今回の事件につきましては、被害者が女性でかつ中

学生であったことから、被害者支援要員に女性警察官

を指定し、所要の被害者支援活動を行っているところ

であります。

　また、被害者等の精神的被害の回復及び軽減を図る

施策として、平成14年から「被害者等カウンセラー制

度」を運用しており、被害者等に対しましては、事件

発生後早い段階で同制度を教示し、被害者等の要望が

あれば精神科医または臨床心理士によるカウンセリン

グを実施することとしているところ、今回も同制度に

ついて既に教示しております。

　これらを初めとする犯罪被害者支援のための事業と

して、平成19年度におきましては総合的被害者対策推

進事業、犯罪被害者等基本法推進事業があり、合計

487万6000円が県警察の予算として計上されておりま

す。

　なお、事件発生後、早期の段階において県警本部及

び沖縄警察署からマスメディアに対し、被害者が一日

も早く通学ができるなどもとの生活に戻れるように、

学校及び自宅周辺での取材等の自粛を強く申し入れた

ところであります。

　次に、ケアの期間制限についてお答えいたします。

　被害者支援要員による各種支援活動につきまして

は、原則として、当該事件の被疑者が検挙され、起

訴、不起訴等の検察庁処分が確定するまで行っており

ます。

　しかし、被害者等の精神的動揺が激しく、引き続き

対応が必要と認められる場合や被害者等からの要望が

あった場合などについては、検察庁処分が確定した後

であっても必要と認められる期間、支援活動を継続実

施しているところであります。

　また、県警察が行う被害者等に対するカウンセリン

グにつきましては、被害者等の要望に基づき行い、当

該カウンセリングを実施したカウンセラーがカウンセ

リングの継続の必要性に関する判断をしているところ

であり、期間や回数の制限はありません。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　基地外居住に対する思

いやり予算についての御質問にお答えします。

　沖縄防衛局によると、基地外に居住する軍人等の住

居手当や光熱費等については、在日米軍駐留経費負

担、いわゆる思いやり予算による日本政府の負担はな

いとのことであります。

　次に、在沖海兵隊の撤退についての御質問にお答え

します。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による本県

の過重な基地負担の軽減を求めてきたところでありま

す。

　県としては、米軍再編で海兵隊司令部及び約8000名

の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手

納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小

が合意されたことは、県民の要望している米軍基地の

整理縮小につながるものであり、確実な実施がなされ

る必要があると考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育問題について

の御質問で、珊瑚舎スコーレで学ぶ方々の学齢簿作成

についてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、これまで戦中戦後の混

乱期に小中学校で学ぶことができず、珊瑚舎スコーレ

で３年間学び続けた方々に対して、戦後処理の一環と

して卒業証書を授与するとともに、高等学校に進学を

希望する方に対しては受験できる配慮を行ってまいり

ました。

　さらに、去る１月には市町村教育委員・教育長研修

会において、学齢期を過ぎた方の学齢簿作成について

依頼し、２月には市町村教育長協会と意見交換を行っ



－ 115 －

たところであります。

　次に、珊瑚舎スコーレを参観しての感想と今後の対

応についてお答えいたします。

　戦中戦後の混乱期に義務教育を受けることができな

かった方々の学んでいる様子を参観するために、去る

１月25日に珊瑚舎スコーレを訪問いたしました。

　御高齢の方々が向学心に燃え、一生懸命に勉強をし

ている真摯な態度や、高齢者同士が学び合い、楽しく

授業に参加している姿勢に胸を打たれました。また、

講師の熱心な指導やその補助に当たっている大学生が

高齢者の個別指導を行うなど、多くの方の支援のもと

に授業が展開されており、深く感銘を受けました。

　戦中戦後の混乱期の中で義務教育を受けることがで

きなかった方に対し、学ぶ機会を提供することの大切

さを改めて認識したところであります。

　現在、卒業認定につきましては、市町村教育委員会

で学齢簿に準じたものをつくり、公立中学校に籍を置

いて学べるかどうかや、卒業認定の条件などを市町村

教育長協会と具体的に意見交換をしているところであ

り、卒業認定ができる方向での検討を行っていきたい

と考えております。

　次に、学校司書の現状についてお答えいたします。

　平成19年度における学校司書の配置は、県立学校に

おいては高等学校61校に61名、特別支援学校16校に９

名となっており、未配置の特別支援学校においては事

務職員が兼務して対応しております。また、公立小中

学校においては小学校277校に259名、中学校154校に

141名の学校司書がおり、複数校兼務することにより

すべての学校で対応しております。

　次に、学校司書の専門性についてお答えいたしま

す。

　学校司書は、図書館サービスの提供及び学校図書館

庶務・会計等に従事しているものであります。

　これまで本県学校図書館の活性化に学校司書が果た

してきた役割は大きなものがあると考えております。

　平成９年の学校図書館法の改正により、平成15年度

以降、学校図書館の専門的職務を担当させるため司書

教諭が配置され、現在は司書教諭と学校司書が連携し

て学校図書館活動の充実に取り組んでおります。

　次に、専任司書教諭と充て司書教諭の違いについて

お答えいたします。

　学校図書館法の規定により、本県では12学級以上の

すべての公立学校で司書教諭を配置しております。

　同法において、司書教諭は、司書教諭講習を修了し

た教諭をもって充てると定められており、校務分掌の

一つとして担当教諭が位置づけられております。

　専任の司書教諭は、本県においても配置されており

ません。

　次に、学力向上対策と図書館とのかかわりについて

お答えいたします。

　県教育委員会としましては、学校における読書活動

を昭和62年度から学力向上対策の一環として位置づ

け、豊かな感性や表現力の育成等の基盤づくりとして

推進してまいりました。その結果、本県の小・中・高

等学校における朝の読書、教科や「総合的な学習の時

間」における学校図書館の計画的な活用等が充実して

きております。

　また、全国学力・学習状況調査においては、学校図

書館を学習・情報センターとして活用している学校で

活用型問題の正答率が高いという結果が見られます。

　今後とも、児童生徒の豊かな人間性の育成や確かな

学力の向上の基盤として、学校図書館の活用を図って

いく取り組みを充実してまいりたいと思います。

　次に、臨任と非常勤の違いについてお答えいたしま

す。

　県立学校における図書館司書はすべて県単独予算で

措置されており、一部臨時的任用職員及び非常勤職員

で対応しております。また、公立小中学校においては

市町村の予算等で措置されております。

　臨時的任用職員は本務職員と同様の勤務形態であ

り、非常勤職員は週38時間以内の勤務となっておりま

す。

　次に、沖縄盲学校の単独校としての存続についてお

答えいたします。

　平成19年４月に学校教育法が改正・施行され、従来

の障害種別の盲・聾・養護学校は複数の障害種に対応

する特別支援学校制度へと改められました。

　現在、県教育委員会では、学識経験者や保護者代表

等から構成された「県立特別支援学校の編成整備に関

する懇話会」から提言を受け、特別支援学校編成整備

計画（案）を作成し、保護者等への説明や意見交換を

行っているところであります。

　「沖縄盲学校の未来を考える会」が単独校として存

続を求めていることについては、盲学校の持つ視覚障

害教育の専門性の維持等に不安を感じておられること

のあらわれと受けとめております。

　次に、単独校ではいけない理由についてお答えいた

します。

　特別支援学校制度は、障害の重度・重複化や児童生

徒一人一人の教育ニーズに適切に対応するため、障害

種別を超えた教育を実施することができる制度であり

ます。
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　県教育委員会では、学識経験者等から構成された懇

話会から、那覇南部地域の教育ニーズに対応するため

沖縄盲学校を知的障害の教育も行う特別支援学校とし

て整備することが望ましいとの提言を受け、特別支援

学校編成整備計画（案）を作成したところでありま

す。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者や関係

団体等に十分な説明と意見交換を行いながら、理解を

得ていきたいと考えております。

　次に、人権意識向上のための対応についてお答えい

たします。

　署名活動に関する情報提供のメールについては、文

章中に教職員の活動を規制するかのような不適切な表

現が含まれていたことから、２月６日付で撤回と破棄

を通知したところであります。

　県教育委員会としましては、今後このようなことが

再び起こらないよう「人権ガイドブック」の活用や職

場研修等により職員の基本的人権に関する理解を深

め、人権を尊重する職場環境づくりに取り組んでまい

ります。

　次に、30人学級の実施についてお答えいたします。

　本県では、平成14年度から小学校１年生、平成16年

度には２年生へ拡大し、低学年において一律35人学級

編制を実施してまいりました。現在、30人学級制度設

計検討委員会で実務的な作業を進めているところであ

りますが、平成20年度における30人学級編制の実施に

つきましては、施設状況等を踏まえながら小学校１年

生で導入をしていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　労働・雇用問題の御

質問の中で、基地従業員へのパワハラの経過、現状及

び解決策についてお答えいたします。一括してお答え

します。

　１月中旬に新聞で報道された米軍基地従業員に対す

るパワーハラスメントの現状等について沖縄防衛局へ

問い合わせたところ、現在、事実確認を行うため米軍

と協議中との回答を受けております。

　基地内でパワーハラスメントが起こったときの解決

の方策としては、基本労務契約等に苦情処理手続が規

定されており、従業員はこの規定に基づいて軍側への

救済申し立てが可能となっております。

　また、パワーハラスメントが起こったときの対応と

しては、「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法

律」に基づいて、沖縄労働局の総合労働相談窓口で相

談が可能となっております。

　次に、非正規雇用の若者に対する対応策と非正規雇

用の現状、課題についてお答えします。現状、課題、

対応という流れで一括してお答えします。

　平成14年の就業構造基本調査によると、県内の非正

規雇用者数は16万9700人で、雇用者に占める割合は

34.4％となっております。

　非正規雇用については、低所得者の割合が多いこと

や職業能力開発の機会が少ないことなどが指摘されて

おります。

　そのため、国においては、パートタイム労働者の正

社員化を促すことなどを目的にパートタイム労働法を

改正したところであります。また、中小企業におい

て、正社員へ転換した場合に奨励金を支給する制度が

平成20年４月に創設される予定であります。

　県においては「みんなでグッジョブ運動」を展開す

るほか、沖縄労働局など関係機関と連携を図り、企業

等へ若年者の正規雇用の拡大について働きかけている

ところであります。

　また、フリーターの常用雇用化を図るため、若年者

のトライアル雇用の活用を促進するとともに、デュア

ルシステム事業の推進や、沖縄県キャリアセンターに

おいて職業観の育成や就職支援等の取り組みを行って

おります。

　次に、派遣労働者の実態と「みんなでグッジョブ運

動」とのかかわりについてお答えします。

　平成14年の就業構造基本調査によると、県内企業で

就業している派遣社員数は3100人で、雇用者全体に占

める割合は0.6％となっております。

　県外で雇用されている派遣労働者については、調査

がなく実態把握が困難な状況にあります。

　雇用形態の多様化により、正規と非正規職員の間に

格差が発生しているなどの課題が指摘されており、企

業等においては、これに対応した職場ルールの改善も

重要であると考えております。

　このため「みんなでグッジョブ運動推進計画」にお

いては、企業等が取り組む基本的な事項として、パー

ト、アルバイト、契約社員等の正規社員化と正規・非

正規の均衡処遇に向けた取り組み促進などを掲げ、主

体的な取り組みを促しているところであります。

　今後においても、「みんなでグッジョブ運動」の普

及啓発に努めつつ、正社員化を促進する事業の周知及

び活用促進に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕
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○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉・医療問題につ

いての、不妊治療助成の現状と課題についてにお答え

いたします。

　県では、平成17年度から不妊治療のうち健康保険適

用外である特定不妊治療について、指定医療機関で治

療に要した費用のうち１回10万円を上限に年２回ま

で、通算５年間助成しております。

　平成18年度の助成件数は350件、今年度の助成件数

は１月末現在ですけれども392件となっております。

　特定不妊治療に要する費用は高額になることから、

県では特定不妊治療の健康保険適用について九州地方

知事会等を通して国へ要請しており、今後とも機会あ

るごとに要請してまいりたいと考えております。

　続きまして、後期高齢者医療制度の県内の状況と国

への凍結要請の所見についてにお答えいたします。

　後期高齢者医療制度につきましては、沖縄県後期高

齢者医療広域連合の11月議会において保険料条例が可

決され、現在は４月開始に向け被保険者証の交付や保

険料賦課等の準備作業が進められているところでござ

います。

　後期高齢者医療制度は、少子・高齢化が加速し、保

険料を納める現役世代が減り、高齢者の医療費がふえ

る中で国民皆保険制度を堅持していくため、世代間の

負担を明確にし、公平化を図る観点から創設された制

度であります。４月からの制度の円滑な施行に向け、

今後とも広域連合、市町村の支援に努めてまいりたい

と考えております。

　続きまして、年金記録問題における県内の状況につ

いてにお答えいたします。

　沖縄社会保険事務局に確認いたしましたところ、基

礎年金番号に結びついていない記録について、名寄せ

の結果、基礎年金番号に結びつく可能性がある方に対

し、現在、加入履歴のお知らせを行う「ねんきん特別

便」を本人あて順次送付し、記録を確認していただい

ているとのことでございます。

　なお、それ以外の方々につきましては、すべての年

金受給者にはことし４月から５月までをめどに、また

すべての現役加入者の方々には６月から10月までをめ

どに「ねんきん特別便」を送付し、記録確認を行って

いただくとのことでございます。

　さらに、社会保険事務所では平日の夜間相談窓口の

延長を行っているほか、市町村及び繁華街等での出張

相談窓口を開設するなど、幅広く県民が相談できる体

制を整えているとのことでございます。

　続きまして、県内の第三者委員会での取扱件数等に

ついてお答えいたします。

　「年金記録確認沖縄地方第三者委員会」に対する年

金記録の確認申し立て件数は、沖縄社会保険事務局に

確認いたしましたところ、２月17日現在で230件を社

会保険事務所で受け付け、そのうち138件が第三者委

員会へ回付されていると聞いております。

　138件のうちの９件について、同委員会から社会保

険庁に記録の訂正を求めるあっせん案が出され、その

うち７件については、あっせんに基づき記録の訂正が

なされ、その一方で、18件については訂正が認められ

ないとの決定が出されており、残りの111件について

は、現在、同委員会において審議中となっているとの

ことでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　狩俣信子君。

　　　〔狩俣信子君登壇〕

○狩俣　信子君　御答弁ありがとうございました。

　たくさんありますので、順を追っていきたいと思い

ます。

　まず、知事、運用でという日本政府に対して、知事

は、米側に裁量がゆだねられるということでは不十分

であり、見直しが必要と思っているということを言っ

ておりますね。見直しが必要なら具体的に何をするか

なんですよ。見直しが必要だとそこで終わってはもう

だめなんですね。その後どうするんですか。それをお

聞かせください。

　次、珊瑚舎スコーレについて行きますけれども、珊

瑚舎スコーレですね、教育長。今、きっと39名の方が

在籍していると思うんです。その中で、学齢簿ができ

てというのはこれは次年度の話でしょう。ことし、今

いらっしゃる中で卒業を希望している方は何名です

か。卒業して、高校に進学する人には卒業認定します

よと。あとの人はやりませんよですよね。そこが私は

問題だと言っているわけで、その解決についてどうす

るのかお聞かせください。

　それから学校司書についてなんですが、教育長、余

りにも実態が把握されてないようでございます。私が

皆さんとお話しした中では、こういう話がたくさん出

てきているんですよ。今、学校司書としての専門性が

非常にないがしろにされていると。学力向上と言いな

がら、朝の活動とか何とか計画的にやっているという

御答弁は確かにいい御答弁もありましたけれども、実

態としては、司書の皆さんは司書だけの仕事ではなく

て、本当にいろいろ大変な、小さなところになると教

科書注文係をさせられる、アルバム撮影担当係、だか

ら遠足も同行していく、コンクール手続もやる、図書

館どころではないと言っているんですよ。年休・病休
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の職員がいるとその代理でクラスを見る、そして朝の

登校時には横断歩道で旗振りをする、こういうことが

司書の皆さんに覆いかぶさっている。だから弱いとこ

ろにそれが行くんじゃないかということで私は心配し

ているわけです。

　そして臨任と賃金の違い。臨任は研修に行ける、で

も賃金は行けない。各学校に１人しかいない。司書は

１人しかいないから弱いんです。その弱いところに圧

力がかかってきて、いろいろやるんですね。賃金の人

は研修も行けない。大学を卒業してきてその学校に配

置される。そうすると自分がなれるのに１カ年かかる

わけですよ。でも１カ年で全部首切られるわけです

ね。そうすると自分の専門性はどうなるのということ

で、本当にそういう形で、学校司書というのを切り捨

てるような形でやっていいのかどうか。学力向上と言

いながら、図書館の充実と言いながら、実態がこうだ

ということで、教育長、再度、それをどう思うか答弁

ください。

　司書の問題は終わりました。

　次は、盲学校の問題に行きます。

　私は、盲学校の皆さんの切実な声を聞いたんです

が、今、教育長は地域の教育ニーズに合わせてとおっ

しゃいました。その中で、今、知的障害の皆さんがふ

えているということも知っていますよ。知っているけ

れども、盲学校としての、沖縄県に１つしかない、こ

の目の見えない方だけじゃなくて、弱視の方にも、途

中で失明した方にも、いろんな方に対応するわけです

よね。そういう方々の、本当にここがなくちゃどうし

ようもないんだというこの気持ち。そして一緒にやる

というけれども、聞いたら、音楽と体育は体育館を一

緒に使うというわけでしょう。じゃ体育館に目の見え

ない人はどうして入っていくのと言ったら、視覚障害

の人から先に入れて、知的障害の人は後に入れますと

いうんだけれども、そんなことでいいんですか。視覚

障害の人は自分の世界を手探りで行くわけですよ。そ

の中でどこにぶつかるかわからないような、この危険

性もある中で、安全性の問題も出てくるわけですよ

ね。

　そういうことで、併合型を進めていくという地域の

ニーズとおっしゃるけれども、ほかに方法があるで

しょうということも私は教育長としては考えていただ

きたい。併合している他府県の状況はどうなんです

か、お聞かせください。

　そして、単独校として必要だという声は、障害を

持った、身体障害も知的障害も視覚障害も、いろんな

ことを体験した先生方が言っているわけですよ。自分

は知的も経験した、けれどもやはり視覚障害の皆さん

には単独校が必要だと、そういう声もしっかりと聞い

ていただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。

　知事、子供の暴行事件につきましては、知事は遺憾

であるとかということを言うんですが、一つの県の

トップとして、要するに県民の人権ですよ、人権を守

るというのが行政のトップの仕事だと思うから私は聞

いているんですが、そこらあたりの知事の覚悟、決意

を再度本当にお聞かせください。こういうことで他国

の状況も調べてくださいよ、これがどうなっている

か。

　また再々質問いたします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時31分休憩

　　　午後２時33分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　狩俣議員の再質問にお答え

いたします。

　まず第１に、地位協定の大幅改定見直しについて具

体的にはどうするんだというような御趣旨の御質問

だったと思いますが、これも先ほど申し上げましたよ

うに、文字どおり、これは日本では御存じのように政

府では外務省であったり防衛省であったり、そしてい

ろんな担当部局が内容に応じてまた関連していると思

いますし、これにつきましては私の方では内閣官房長

官とか、日本政府とそれから在日米大使館等に先ほど

申し上げましたように要請をしているところであり、

引き続き渉外知事会と提携しながら粘り強く取り組ん

でいきたいと考えておりますし、先日は民主党の先生

がお見えになったときにもお願いしたんですが、日本

は各党に地位協定の見直し等々、ちょっと正式な名前

は覚えておりませんが、各党おおよそ似たような内容

の勉強会といいますか、研究会のようなものを持って

おられますから、日本の中で各政党、それから担当省

に説明と改定の必要性を理解していただき、あわせて

アメリカも政府、そして議会、両方に対応をしていく

必要があり、ことしはアメリカについても、ちょっと

今これは戦術的にはかなりよく研究する必要があると

思いますが、練りに練って、粘り強く対応してまいり

たいと考えております。

　それから、先ほどのまず冒頭の御質問の中に関連し

た再質問だと思いますけれども、今度の米軍人による

少女への暴行事件についてですが、これについては先

ほども申し上げましたように、このような米軍人に関
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係する事件が連続しているということは極めて遺憾だ

というのが率直な気持ちでございまして、米軍は実効

性のある再発防止策を早急に講じ、より一層綱紀の粛

正を徹底すべきであると考えておりますし、きのうの

自由民主党の先生方の代表質問で申し上げたと思うん

ですが、米軍人等犯罪防止対策の我々の対策会議とい

うようなものをつくりまして、いろんな対策について

今まとめているところでもあります。

　これは７項目、そんな目新しいものはないのではな

いかというような御趣旨のことをおっしゃったと思う

んですが、例えば、第１に、やはり米軍人等に対する

研修とか教育というのを徹底してもらいたいと。これ

は何種類かあるかと思います。

　さらに２番目が、米軍人等の生活規律の強化。これ

は先ほど出ていますような外出禁止措置の時間である

とか、対象の拡大であるとか、第２に、外出禁止措置

の徹底であるとか、規律違反及びその上司の責任であ

るとか、罰則の強化とかいろんなことが出ておりま

す。

　３番目には、基地外に住む米軍人等の対応。これに

ついてもいろんなことが出ております。

　それから４番目には、防犯施設の充実。これは防犯

灯であるとか公園等における防犯対策等々があります

し、その他警察の取り組みの強化等々もありますし、

学校における取り組み、さらに一番最後に、これは少

し時間がかかりますが、日米地位協定の見直しなどな

ど、目新しいものはないとおっしゃるかもしれません

が、こういうオーソドックスなところを粘り強く続け

ていこうと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは狩俣信子議員の再

質問についてお答えをいたします。

　３点ございましたので、まず１点目で、現在、珊瑚

舎スコーレで学んでいる高齢者の方々の３年生が卒業

期に近づいておりますけれども、ことしの卒業生への

対応はどうするかということと、何名いるかというこ

とでありましたけれども、現在、珊瑚舎スコーレに通

う３年生は18名でございまして、４名の方が卒業証書

の授与を希望しております。そのうち３名が高等学校

への進学を希望しております。

　県教育委員会としましては、その４名の方について

卒業証書の授与を準備しております。しかしながら、

正式な卒業証書ということにつきましては、学齢簿を

つくって、その中学校に学籍を置かなければいけない

わけでございますので、それについては３月までに市

町村教育委員会と協議をしているところでございます

ので、４月１日までにはその依頼文書等も発送して確

認をして、現在の１・２年生についてはこれから新た

につくっていきます。こういう考え方で卒業を正式に

認定をしてまいりたいと思っております。

　それから２点目でございますが、２点目は、非常勤

の学校司書の研修についてということでございますけ

れども、非常勤職員の研修については、これは制度上

できないような状況でございます。

　そこで、学校におきましてはその研修会での資料と

か、あるいは共有の情報交換などを積極的に行ってい

るというふうに聞いております。

　次３点目でございますけれども、３点目は、盲学校

の編成整備の他県での状況についてということでござ

いますけれども、現在、長崎県で平成18年度より盲学

校に知的障害の分教室が設置されております。福岡県

では視覚障害と肢体不自由、そして病弱の教育を行う

学校をやっているということです。それから愛媛県で

は盲学校と聾学校を統合し、さらに知的障害の教育を

行う学校の設置を検討しているということでございま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　狩俣信子君。

　　　〔狩俣信子君登壇〕

○狩俣　信子君　御答弁ありがとうございました。

　知事、いろいろ御答弁いただいたんですが、防止策

としてきのうも７つおっしゃったんですよ。だから、

これは私は今までずっとずっと聞いてきたことで、知

事もオーソドックスなことだとおっしゃっているもの

ですから、そうなんだよなと思うんですが、その中で

外出禁止措置の徹底なんて言ったんですが、きょうの

新聞をごらんになりましたか。もう25日に廃止すると

言っているんですよ。徹底どころじゃないじゃないで

すか、そんな防止策。だから何度も何度も、知事、63

年間起こり続けてきたレイプ事件ですよ。暴行事件で

す。何度女性が被害に遭えばいいんですか。だから多

くの女性が怒っているんですよ。こういう生ぬるいや

り方では女性たちはもう納得しません。だから、海兵

隊の撤退しかないねという話を私たちはしているわけ

です。それを知事はやらないと、そこは求めないとい

うことですよね。ここだけ確認させてください。

　それから次、教育長に伺いますが、珊瑚舎スコーレ

の件なんですけれども、４名が卒業認定を希望してい

るというけれども、学校に進学する方は高校進学とい

うふうな形になるんですが、あと１人については正式
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なものはもうないわけですよね。でも、教育長も珊瑚

舎スコーレに行って、あちらの方の生の声をお聞きに

なったでしょう。皆さんは小学校、中学校出てなく

て、本当に学んだ中で卒業証書が欲しいと言っている

んですよね。60、70になってもその気持ちがあるわけ

ですよ。それにどうこたえるか。

　戦後の混乱期を本当に頑張ってきた先輩方がそうい

う気持ちでいる中で、ではお尋ねしますけれども、４

月１日にはそういう依頼文書を出して、今の１・２年

生には適用できるようにするというんですが、じゃ、

今のこの１名、この卒業証書が正式なものじゃないと

いうこの方に対しては、４月１日でもこれができるん

ですか。そこをちょっと確認させてください。

　それから学校司書のことで、非常勤は制度上できな

いんですよね。だから１人しかいない非常勤の司書が

困っているわけです。大学を卒業してすぐ行きます

よ。図書館に行って、右も左もわからない中でそれを

やらなくちゃいけないわけですよ。それを研修の機会

もなくて、自分が１カ年間やっと手探りでやって、そ

こでなれたと思ったら、はい、あなたはもう終わりで

す、１カ年で終わりですと。専門性が保証されてない

と言っているんです。だから学校司書は専門性がある

と認めるならば、少なくとも１カ年はそこになれる、

２カ年目はさらに子供たちのために頑張って、３カ年

目はさらに充実させるというその期間が欲しいと、そ

ういう話です。

　それから次、盲学校の件ですが、他県では長崎県が

あるとおっしゃった。分教室とおっしゃったんです

が、それはどういうことですか、ちょっとお聞かせく

ださい。

　それから愛媛県というのは検討しているわけでしょ

う。実際に導入されているわけじゃないということ

と、先ほど私が言いました盲学校を経験した退職した

先生方、この方々はいろんな障害児学校を回ってきた

わけです。そういう中で、やはりいろんな障害を持っ

た方にそれぞれに適応した教育の仕方は大事だけれど

も、まず最初に、目が見えないということ、まずその

方々に対応することが大事だと。いろんな障害を経験

してきた退職した先生方がおっしゃっているわけです

よ。その声について教育長はどう受けとめますか。

　よろしくお願いします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　狩俣議員の再々質問にお答

えいたしますが、先生の御主張といいますか、お考え

は、先生のお立場からのお考え、これについては私も

個人的にはほとんど同じ気持ちではあります。しかし

ながら、こういう犯罪が起きたということが即また海

兵隊全部の撤退へというところへ主張が直接結びつい

ていくというのは、現実的ではないのではないかとも

考えます。ですから、再編の中で8000人の海兵隊のグ

アムへの移転、こういうものをむしろしっかり進めな

がら徐々に減らしていくという方が現実的ではないか

と考えております。

　ただ、女性の人権をじゅうりんすると、それに対す

る怒りというのは、先生と全く私は同じだと考えてお

ります。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時48分休憩

　　　午後２時49分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは狩俣信子議員の

再々質問についてお答えをいたします。

　まず１点目の、珊瑚舎スコーレの４名の方々が卒業

証書の授与を希望しているというお話を申し上げまし

て、３名の方々は高等学校へ進学を希望していると。

あとお１人の方にも卒業証書は授与されるわけです。

そういうことで、４名の卒業証書を希望される方には

全員上げることになっております。これは中学校に卒

業台帳を仮につくりまして、そこに記載をして番号を

つくって、その当該中学校で卒業証書を授与している

ということでございます。

　現在の１・２年生につきましては、中学校に学籍を

つくりますので、これについては学校長の判断・責任

のもとに正式な卒業証書が授与されていくものと思っ

ております。

　２点目でございますけれども、非常勤の司書の皆さ

んの研修については、学校司書というのが事務職であ

りますので、この任用について継続はできないという

状況にございますので、やはり研修会等の資料を共有

したり、あるいは情報交換を積極的に行って研修を深

めさせていきたいと思っております。

　それから３点目の分教室ということでございますけ

れども、長崎県に分教室がございますけれども、これ

は地域の知的障害のある児童のための養護学校の小学

部の分教室ということですね。養護学校の小学部の分

教室ということが長崎県の分教室の意味でございま

す。

　それから、いろんな方々の声についてどう考えるか

ということでございますけれども、やはり専門性の維
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持と、そしていろんな安全面等の不安等もあるという

ことでございますので、こういうことにつきましては

真摯に受けとめまして、今後とも継続をして保護者等

との意見交換を行いまして、十分なコンセンサスを得

た上での計画を策定してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　狩俣信子君。

　　　〔狩俣信子君登壇〕

○狩俣　信子君　どうも御答弁ありがとうございま

す。

　知事、海兵隊撤退はやらないということは、これか

らも女性に対する人権侵害が起こり続けるわけです。

知事と私と同じ思いというんですが、怒り方が違うん

です、全然。知事は女性の痛みを何だとお考えです

か。

　私の友人にもいるんですよ、実際にこの被害者が。

いまだに立ち直れないでいるんですよ。こういう人を

目の前にしているから、もうこういう軍隊は要らな

い。しかも海兵隊だけじゃなく、陸軍でしょう、空軍

でしょう。もう大変ですよ。知事、私たちの、女性の

生の声をしっかり受けとめてください。

　それから教育長、分教室について、今ちょっと意味

がわからない。それで、これにつきましてはもう

ちょっと後でお聞きします。

　それから継続して話をしていくというこの部分は

ちゃんとオーケーです。

　お答えください。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは狩俣信子議員の

再々々質問についてお答えをいたします。

　今後とも、その編成整備計画につきましては継続し

て保護者等との意見交換を行いまして、十分なコンセ

ンサスを得た上で計画を策定してまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　以上で本日の代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで終了いたしました。

　次会は、明22日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後２時55分散会
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議　　事　　日　　程　第５号

平成20年２月22日（金曜日）

午前10時開議

第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　代表質問

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（43名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（４名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 5 号）　　　　　　第 １ 回
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２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

５　番　　照　屋　守　之　君

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

39　番　　上　原　賢　一　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１　代表質問を行います。

　質問の通告がありますので、順次発言を許します。

　糸洲朝則君。

　　　〔糸洲朝則君登壇〕

○糸洲　朝則君　おはようございます。

　公明党・県民会議を代表して質問を行います。

　その前に、あいた口がふさがらないというか、のど

元過ぎれば熱さ忘れるというか、まさにこの言葉が当

てはまるような、最近の米軍の言う再発防止、綱紀粛

正とはまさにこの程度のものでしょうかと、そういう

感をいたしております。

　さきの女子中学生暴行事件を受け海兵隊は、14・15

日の両日、日常わきまえなければならない規範を身に

つけるための全隊員対象の倫理教育を行ったばかりで

ございます。その直後に起きた沖縄市での酒酔い運転

と名護市での住居侵入、さらにはにせ札偽造、フィリ

ピン人女性への暴行と、米軍はたるんでいるとしか言

いようがありません。

　19日に起きた我が国イージス艦と漁船との衝突事故

によって、本土マスコミ報道の視点は徐々に沖縄から

離れつつあることを懸念いたしますが、私たちは一段

と声を大きくして沖縄の基地の現実を訴え続けていか

なければならないと実感をしております。

　このことをまず冒頭に強く主張し、質問に入らせて

いただきます。

　１点目に、平和行政についてであります。

　沖縄平和賞は、世界平和を希求する我が県の姿勢を

示すものとして多くの県民の期待を受けて発足いたし

ました。設立の背景にはこうあります。

　「沖縄県民は、この悲惨な戦争体験と27年間にも及

ぶ米軍施政下の歴史を通して、平和の尊さを肌身で感

じており、戦争の悲劇を再び繰り返してはならないと

堅く誓い、平和の実現を強く求めてきました。　世界

では、今なお地域紛争が後を絶たず、貧困、難民、民

族、宗教問題等多くの課題があり、これらを解決する

ためには、世界の人々が相互理解に努め、協力してい

くことが大切です。　私たちは、沖縄平和賞の賞を創

設し、賞の運営を通じて平和への思いを全国に広げて

いくとともに、九州・沖縄サミット首脳会合で発信し

た平和を希求する「沖縄の心」を引き続き世界に発信

し、恒久平和の創造に貢献したいと念願していま

す。」と。

　この理念のもと沖縄平和賞は創設され、これまでに

2002年にペシャワール会、2004年に国際医療援助団体

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君会　計　課　長

知　事　公　室
　　　　　　　　　上運天　　　痩　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　名渡山　　　司　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　伊　元　正　一　君委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労働委員会会長　　比　嘉　正　幸　君

人 事 委 員 会　　　　　　　　　瀬良垣　　　馨　君
事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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「ＡＭＤＡ」、そして2006年に「沖縄・ラオス国口唇

口蓋裂患者支援センター」の３者に賞が贈られてきま

した。

　今後のさらなる取り組みを拡充し、アジア・太平洋

地域に沖縄平和賞ネットワークを確立し、この賞の理

念をさらに昇華させ、世界に誇る県民参加型の賞とし

て育てたいとの観点から、以下の質問をいたします。

　茨、平和発信という我が県のとうとい使命を具体化

する沖縄平和賞の一層の充実を図るべきだと考えま

す。沖縄平和賞に対する知事の所見を伺います。

　芋、平和の意識を持って沖縄を訪れる県外の人たち

にも平和賞のことをもっと知っていただく必要がある

と思うが、平和祈念資料館に平和賞のコーナーを設置

したらどうか。

　鰯、県民参加型の賞としていくために、何らかの形

で平和に対する県民の気持ちを具体化する必要がある

と考える。例えば県民参加型の平和賞基金を創設した

らどうでしょうか。

　允、２年に一度の受賞時だけでなく、常日ごろから

県民の意識の中に賞に対する関心を高めることが重要

だと思います。日常的な県民の意識啓発を図るための

シンポジウムや出前講座を開催したらどうか。

　印、受賞者の平和に対する思いを県民に語りかけて

ほしいと感じます。そこで提案でございます。受賞者

による県議会での演説を提案をいたします。

　咽、次に、我が県の不発弾処理の問題について伺い

ます。

　「鉄の暴風」とも形容される沖縄戦では、日米の戦

闘でおよそ20万トンの弾薬が使用されたと言われてお

ります。そのうち約５％に当たる１万トンが不発弾と

されています。陸上自衛隊のとうとい処理作業によっ

て今日までに約7000トン以上が処理されてきました

が、いまだ2400トンが地中に眠り、毎年30トンのペー

スで処理を行ってもその完全処理には80年以上かかる

とされております。1974年には幼稚園児ら４人を巻き

込む痛ましい事故を引き起こしておりますし、また処

理や避難に伴う経済的損失や住民の心労もはかり知れ

ないものがあります。

　不発弾処理の加速化及び最終処分等について伺いま

す。

　イ、不発弾の処理業務は本来国の責任で行うべきで

あり、自治体が２分の１を負担するのは全く理解でき

ません。処理費の国における全額負担と処理のスピー

ドアップを図るため、予算増額を国に強く求めるよう

主張いたします。知事の所見を伺います。

　ロ、ロンドン条約の規制強化に伴い、最終処分に当

たってこれまで海上投棄されてきたものが、民間委託

による最終処分になるが、危険の伴う最終処分業務を

民間委託されることに疑問を感じます。なぜ民間委託

なのか、いつから委託されるのか、受け皿はあるの

か。今後の展開等について御説明を願います。

　ハ、最終処分に参入し、その収益を難病支援に役立

てたいというＮＰＯ法人もあるが、県として何らかの

支援はできないか伺います。

　２、米軍再編問題。

　米海兵隊の連続不祥事は、米軍再編にも暗い影を投

げかけております。

　沖縄の負担軽減の象徴である普天間飛行場の移設

は、1995年の少女暴行事件に端を発した復帰後最大規

模の島ぐるみ闘争の中でＳＡＣＯが設置され、合意さ

れた整理・統合・縮小計画の最大テーマなのでありま

す。あの少女暴行事件から今年で13年になります。沖

縄国際大学構内へのヘリ墜落からは４年目です。

　知事が求めるＶ字案の沖合修正に対し、日米両政府

はかたくなな態度のままであり、移設作業は依然とし

て出口の見えないトンネルの中という状態ですが、県

民の多くは一日も早い普天間基地の危険性の除去を望

んでおります。

　そこで伺います。

　茨、普天間飛行場の一日も早い危険性除去が求めら

れる。３年以内の閉鎖状態という知事公約の見通しは

どうか。

　芋、辺野古移設について、知事の現在の基本的立場

は。また、Ｖ字滑走路案の沖合修正をどう実現させる

か。

　鰯、辺野古移設と嘉手納以南の返還はリンクするの

か。

　允、嘉手納以南の返還跡地の開発については、11月

議会でも取り上げましたが、返還跡地の開発は新たな

法律や制度のもとでの計画策定が重要であるとの認識

で再度伺います。

　３、建設・土木関係について伺います。

　建設・土木関連及び県内のインフラ整備について質

問いたします。

　茨、全県での電線地中化が急がれております。現在

の取り組み状況、または課題について。

　芋、モノレールと路面電車を含む鉄軌道導入の見通

しは。県の今後の方針等について伺います。

　鰯、建築基準法改正により着工前の審査が必要以上

に厳格化され、確認業務が滞っております。早急な対

策が急がれると思うが、以下の事項について御説明を

求めます。
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　イ、行政機関及び適合判定員は、確認審査の厳格化

に対し過剰なまでに反応し、適正化を逸脱していると

の声があるがどうか。

　ロ、行政機関及び適合判定員は、確認審査の基準を

必要最低限の基準として明確化し、指導するべきだと

思うがどうか。

　ハ、行政機関及び適合判定員は、社会経済的影響を

考慮し、迅速な審査をするべきだと思うがどうか。い

わゆる「望ましい」等の記述に対する方針決定は、構

造設計者の裁量権に存すると考えるがどうか。

　ニ、適合性の判定は、建築基準法、施行令、告示、

通達等、具体的明文化されている項目に対してのみ確

認すればよいのであって、個人的な設計思想を強要す

るべきではないと思うが、県の考えはどうか伺いま

す。

　４、観光振興について伺います。

　我が県経済のリーディング産業である観光産業が好

調に推移しています。

　昨年の入域観光客は前年比4.1％増の約587万人を記

録し、米同時多発テロの影響で落ち込んだ2001年の翌

年の2002年以来、６年連続で過去最高を更新しており

ます。牽引力となっているのは海外からの観光客で、

前年比約87％増の17万4600人を記録、これは沸騰する

東アジア経済を背景に来るべき大交流時代を予感させ

るものであります。

　こうした中、県内の大手旅行社では、右ハンドルに

なれるための４カ国語運転シミュレーターを日本で初

めて導入するなど、画期的な試みも始まっています。

　我が県の観光は、ハード・ソフトの両面で課題が山

積していますが、課題山積の中でこれだけ好調という

のは、換言すれば、課題を一つ一つ克服していけば大

きな可能性が開けてくるということであります。

　以上の視点で、質問を行います。

　茨、政府の観光庁設置にあわせて県はどのような対

応をとるのか。

　芋、那覇空港滑走路増設の具体的見通しは。

　鰯、新国際線ターミナル開設の見通しは。

　允、クルーズ船専用バースの整備に向けた進瀧状況

は。

　印、台湾、韓国、香港、中国など東アジア客誘致に

向けての具体的取り組みは。

　咽、中国人に対するノービザについては消極的な意

見もあるが、知事の見解は。

　員、花と緑のアイランド構想について。

　観光先進地であるハワイやシンガポールを訪れた

方々が、異口同音にこう指摘されています。那覇空港

から都心部までいわば沖縄の顔なのに、ハワイやシン

ガポールと比べてなぜあんなにも殺風景なのかと。温

暖な気候を生かし、年じゅう花と緑で沖縄を埋め尽く

す花と緑のアイランド構想を提唱します。

　例えば、横断陸橋等の構造物はブーゲンビリア、壁

面緑化や屋上緑化も進め、久茂地川や国場川等の河川

沿いには桜並木やサガリバナ、イッペイ並木等、街路

樹を初めとする植樹の拡充や、学校教育の中での植栽

教育実習、地域、企業、県民挙げての年間100万本植

樹運動の展開を柱とし、地域ごとに特色ある花と緑の

アイランド構想を策定してはどうか。

　この植樹運動は、観光資源としてのみならず、環境

保護、環境教育として大きく育てることにもつながり

ます。グリーンベルト運動の指導者でノーベル平和賞

を受賞したケニアのワンガリ・マータイ博士は、グ

リーンベルト運動を通して女性のエンパワーメント、

いわゆる能力開花が進んだことなどを踏まえ、木を植

えることは命を植えることであり、未来と平和をはぐ

くむことにほかならないと言われております。

　古代インドで、釈尊が緑の木々を植えることの重要

性を説いたことや、戦争を放棄し、慈悲の政治を行っ

たアショカ大王が街路樹の植樹など環境保護政策を進

めたことなど、植樹運動の重要性をかいま見る思いが

いたします。

　花と緑のアイランドを目指し、県が音頭をとり、市

町村が地域を巻き込んだ草の根植樹運動を展開して

いってはどうでしょうか、伺います。

　５、保健・医療・福祉。

　茨、久米島で食物アレルギーの患者と家族を受け入

れるツアー商品が企画されております。今後、食物ア

レルギーだけでなく、難病や障害者などが安心して来

沖できるバリアフリー観光の充実が求められますが、

県の取り組みは。

　芋、薬害肝炎救済特措法が成立をいたしました。県

内における被害者の現状について御説明を願います。

　鰯、難病支援センターの利用状況について御説明の

上、今後の展望を伺います。また、さらなる拡充が必

要だと思いますが、いかがでしょうか。

　允、医師不足の抜本策について示していただきた

い。

　印、自衛隊や海上保安庁と任務を補完し合うドク

ターヘリの導入が急がれるが、現状と今後の対応につ

いて伺います。

　６、女性政策。

　公明党は、女性の一生をトータルにサポートする女

性の一生サポートプランを検討しております。これま
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で我が党は、女性専門外来の設置を推進してきました

が、まだ男性と女性の違いによる性差医療は進んでい

ないのが実態であります。

　また、こういう話があります。

　あるヨーロッパ在住の日本人女性が出産のために現

地の病院に行ったところ、医師から、あなたが生まれ

てからこれまでに受けた予防接種や病歴、治療歴の記

録を見せてくださいと求められたそうです。その国で

は、一人一人が生まれてから自分の健康に関する記録

を一冊の手帳として持っていて、病気やけがのときは

当然ですが、特に妊娠・出産のときにはその情報を見

ながら医療を受けるというのです。

　そこで、公明党は現在政府に対し、女性の生涯にわ

たる健康を守るために女性の健康パスポートの発行を

求めております。また、仕事と生活を調和させること

は人間として豊かな生き方ができる社会づくりの基本

にもなります。家族団らんの時間もでき、子供たちの

心身ともに健全な成長のためにも不可欠です。

　その観点から、公明党は今、政府に対し、仕事と生

活の調和推進基本法の制定を求めております。女性の

一生をトータルでサポートしていくことが今ほど求め

られるときはありません。

　そこで伺います。

　茨、女性専門外来の設置状況、女性医師の確保と復

職支援が必要だと思うがどうか。

　芋、子宮頸がん検診の推進や予防ワクチンの承認、

普及状況は。また、マンモグラフィー検診の普及状況

について。

　鰯、更年期障害への理解促進が必要だと思うが、県

の取り組みについて伺います。

　７、教育について伺います。

　昨年実施された全国学力テストは、我が県の教育界

のみならず、多くの県民に衝撃を与えました。

　復帰後、県内の教育現場のほとんどの皆さんは、学

力の向上に向けて献身的に取り組んでこられたことは

私どもも十分承知いたしております。しかし、現実に

は残念ながら全国基準にあっては、我が県の子供たち

の学力不足は否めないのが実態であります。折しも、

政府においてはこれまでのゆとり教育の弊害が指摘さ

れ、初めて脱ゆとり教育が掲げられたわけでありま

す。

　かつて我が国には、全国津々浦々に寺子屋が存在

し、読み、書き、そろばんの基礎学習が徹底して行わ

れたわけであります。当時、我が国の識字率は世界最

高レベルにあったと言われています。ところが、戦後

教育は学級崩壊など深刻な課題を突きつけておりま

す。

　今こそ我が国は、国家のための教育という発想を捨

て、教育のための教育という理念に立ち返り、自立心

と公共心に富んだ人材群の輩出に向け、国を挙げて取

り組むべきときを迎えています。そのリード役を果た

さなければならないのが、世界に誇るべき平和の心と

万国津梁の精神を持った沖縄なのであります。

　このような決意から、以下の質問をいたします。

　茨、深刻な状況にある我が県小中学生の学力向上に

向けて、県を挙げた取り組みが迫られているが、県の

取り組みについて伺います。

　芋、国のいじめ対策緊急支援総合事業に対し、県の

対応について伺います。

　イ、学校問題解決支援事業、ロ、いじめ未然防止に

向けた社会性育成事業、ハ、子供たちによるいじめ根

絶運動支援事業について御説明願います。

　鰯、沖縄科学技術大学院大学の設置に伴い、子弟教

育のために設置されているインターナショナルスクー

ルの概要及び取り組みについて伺います。

　８、地上デジタル放送について伺います。

　地上デジタル放送への完全移行まで３年半になりま

した。

　地デジ移行は、テレビ放送にとって白黒からカラー

への移行以上の大変革と言われております。音声や画

像の質的向上はもちろんですが、それ以上に遠隔医療

や教育、災害情報などさまざまな分野での活用が期待

されるところです。しかし、離島の難視聴問題や、テ

レビやチューナーの買いかえに伴う負担、さらには要

らなくなったテレビのリサイクルなど、今後クリアす

べき課題は多く残されています。

　そこで伺いますが、茨、2011年７月の地デジ完全移

行に伴う難視聴問題の解消やユーザーの負担について

伺います。

　イ、先島地域のデジタル化について、ロ、南北大島

のデジタル化と難視聴解消について、ハ、テレビの買

いかえやチューナー購入の負担について、ニ、アナロ

グテレビのリサイクル化について、ホ、公営住宅にお

けるデジタル化対策について御説明をいただきたいと

思います。

　９、離島振興について伺います。

　茨、離島苦の解消にはさまざまな問題があります。

中でも、親元を離れて勉学に励む高校生にとって経済

負担の軽減や教育環境の整備は重要であります。離島

から本島の高校に進学する高校生のための寮を整備す

べきだと考えておりますが、いかがでしょうか。

　芋、廃棄物の処理とリサイクルの促進について。
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　一般及び産業廃棄物の処理とリサイクルの促進につ

いて、現状及び課題、今後の取り組みについて御説明

を願いたいと思います。

　鰯、銀行の支店や出張所のない離島にとって、住宅

ローンやその他の支払いをわざわざ那覇など銀行の支

店や出張所のある場所まで出向かなければならない不

便さは、時間と費用の負担を余儀なくされておりま

す。ここにも離島の格差を感じるわけでございます。

よって地元の郵便局から銀行口座へ入金できるシステ

ムの設置について伺いますが、現状とそして今後の将

来展望について御説明を願いたいと思います。

　以上、代表質問とさせていただきます。

　よろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　糸洲議員の御質問にお答えいたします。

　まず第１に、平和行政の中で、沖縄平和賞について

の御質問にお答えいたします。

　さきの大戦で悲惨な地上戦を体験しました沖縄県民

は、命と平和のとうとさを肌身で感じております。世

界の恒久平和は、沖縄県民が心から望んでいるものと

承知いたしております。

　沖縄平和賞は、このような平和を求める県民の心を

世界に発信するために創設され、理念として、アジ

ア・太平洋地域における平和・非暴力の実現や貧困、

飢餓、環境等の問題の解決及び音楽・スポーツなどの

交流を通した平和的友好関係の構築などの促進を掲

げ、これまでに３回の贈賞を行ってまいりました。

　県内から初受賞されました沖縄ラオス国口唇口蓋裂

患者支援センターは、県民からいただいた賞金を見え

る形で活用したいとして、ラオス国に口唇口蓋裂患者

のための手術施設を建設するとともに、ラオス国から

沖縄への留学支援に使用するとのことでございます。

受賞後もラオス国との友好発展に資する活動を継続い

たしております。

　今後とも、沖縄平和賞が世界の賞となるようにしっ

かりと取り組み、沖縄の歴史と風土の中で培われた平

和を何よりも大切にする沖縄の心を世界に発信し、人

類普遍の平和の創造の確立に努めてまいります。

　次に、米軍再編問題の中で、普天間飛行場の３年め

どの閉鎖状態の見通しについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　去る２月７日に開催されました第６回協議会で、私

は政府に対し、３年めどの閉鎖状態の実現などにつき

まして、前向きかつ確実に取り組むよう求めたところ

であり、今後とも機会あるごとに主張してまいりたい

と考えております。

　同じく米軍再編問題に関連いたしまして、知事の基

本的立場と沖合移動についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　普天間飛行場移設問題につきまして地元の意向や環

境などに十分配慮し、政府と協議を行い、確実な解決

を図ることが私の公約であり、基本的な方針でもあり

ます。

　このため、これまでの協議会におきましても、代替

施設は可能な限り沖合へ移動することや、現在の普天

間飛行場の危険性を早期に除去し、騒音の軽減を図る

などの３年めどの閉鎖状態の実現について政府に強く

求めているところでございます。

　普天間飛行場の移設に当たり、地元の理解と協力が

不可欠であることは当然のことであり、地元の意向が

反映されないままでは事業の円滑な実施に支障を来す

ことになると考えております。

　今後とも、政府と協議を重ね、移設問題の解決に取

り組んでまいりたいと考えております。

　次に、同じく米軍再編に関連いたしまして、返還跡

地開発に係る新たな法制度等に関する御質問にお答え

いたします。

　嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還につきまし

ては、本島中南部都市圏における大規模な返還であり

ます。事業実施について、財源の確保や実施体制をど

うするか等の課題がございます。

　そのため、県としましては、現行の枠組みの継続は

もちろんのこと、新たな制度の検討も含め、きめ細か

な対応を政府へ求めていく考えでございます。

　次に、建設・土木関係の御質問の中で、電線類地中

化事業の現在の取り組み状況についてお答えいたしま

す。

　電線類地中化事業は、「電線共同溝の整備等に関す

る特別措置法」に基づき、安全で快適な通行空間の確

保、都市景観の向上、安定したライフラインの確保な

どを目的に事業を推進いたしております。

　現在の取り組み状況としましては、平成16年度を初

年度とする「無電柱化推進計画」により、平成20年度

までに約37キロメートルの整備を進めているところで

ございます。

　整備上の課題としましては、特に安全の確保が重要

であることから使用する資材が耐震性・耐久性を要す

るなど特殊であります。１キロメートルの整備費用が

およそ５億円を要すること、また整備費用につきまし

ては、沖縄電力、ＮＴＴなどの電線管理者にも多額の
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負担が生じることなどが課題となっております。

　今後、電線類地中化の整備促進を図るためには、

国、県、関係市町村等の道路管理者と電線管理者で構

成する「沖縄ブロック電線類地中化協議会」におい

て、おおむね５カ年の整備計画を策定する必要がある

ことから、平成21年度から始まる新たな整備計画の中

で整備促進を図っていく考えでございます。

　次に、観光振興に関する御質問の中で、中国人に対

するノービザについての御質問にお答えいたします。

　中国に関しましては、ビザ発給の要件緩和が進んで

おります。これまでの団体旅行に加え、本年３月から

は家族旅行も可能となる予定となっております。

　県といたしましては、中国は有望な旅行市場でもあ

ると考えており、マーケティングに基づく効果的なプ

ロモーション戦略を展開していくことといたしており

ます。

　今後とも、中国人観光客に対するビザ発給の要件緩

和等が促進されるよう、関係機関と連携を密にして国

に対し働きかけてまいりたいと考えております。

　次に、保健医療の中で、医師不足の抜本策について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　全国的な医師不足に対し、国は医師の養成の推進、

研修医の都市への集中の是正のための臨床研修病院の

定員の見直し、病院勤務医の過重労働を解消するため

の診療報酬の見直しなど、制度的な面での取り組みを

行っております。

　県におきましては、昨年３月に取りまとめられまし

た「沖縄県医師確保対策検討委員会」の報告を踏ま

え、平成19年度から新たに離島・へき地ドクターバン

ク等支援事業を実施し、全国から必要な専門医の確保

を進めるとともに、医師修学資金等貸与事業や離島医

療セミナー事業を実施いたしております。さらに、女

性医師の再就業の支援や勤務環境の改善などを図り、

中長期的な医師確保につなげていきたいと考えており

ます。

　次に、教育関係の御質問の中で、インターナショナ

ルスクールの概要に係る御質問にお答えいたします。

　インターナショナルスクールにつきましては、昨年

６月に設置しました「インターナショナルスクールの

あり方検討委員会」におきまして、沖縄県に設置する

場合の望ましいあり方について検討を進めておりま

す。

　同委員会では、外国人の子弟を対象としたインター

ナショナルスクールを単独で設置する場合、県民子弟

を主体としたイマージョン教育を行う一般の学校とイ

ンターナショナルスクールを併設して設置する場合な

ど、設置形態別に経費や運営面の課題、教育水準など

を総合的に検討し、望ましいあり方につきまして今年

度中に取りまとめることといたしております。

　次に、地上デジタル放送に関する御質問にお答えい

たします。

　先島地区の地上デジタル放送につきましては、ＮＨ

Ｋ及び民放３社とも来年３月までに放送開始できるよ

う関係機関と連携をして取り組んでまいります。

　なお、ＱＡＢにつきましては、総務省の補助制度の

対象外であることから、県単独補助により支援してま

いる考えでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　平和行政との関連

で、平和祈念資料館に平和賞コーナーを設置すること

についてお答えいたします。

　平和祈念資料館には、平成12年４月の開館から平成

19年12月末までに国内外から321万9037人が訪れ、修

学旅行や平和学習等に活用されております。

　平和祈念資料館に沖縄平和賞のコーナーを設置する

ことにより、多くの入館者の方々に沖縄平和賞の周知

を図ることができると考えます。

　また、資料館の「全世界の人々に沖縄の平和を求め

る心を訴え、もって恒久平和の樹立に寄与する」との

理念と、平和賞の「アジア・太平洋地域の平和の実現

の促進」等の理念とが重なり合い、より強く平和を発

信することができることから、御提案については前向

きに検討していきたいと考えております。

　次に、県民参加型の平和賞基金についてお答えいた

します。

　沖縄平和賞委員会では、沖縄平和賞を推進するため

平成15年４月に沖縄平和賞基金を設置しています。ま

た、委員会では、同基金の財源を確保するため沖縄平

和賞支援募金を実施しています。

　同募金は、独自の財源確保、沖縄平和賞の周知、並

びに募金を通して沖縄平和賞に参加している意識を醸

成し、県民参加型の顕彰制度として継続実施するとい

う目的を達成するため、県内外の個人・法人等を対象

に実施しているものです。

　募金の使途として、受賞者への賞金や授賞式、また

は関連事業の財源に充てることとしておりますが、当

面は賞金1000万円の確保を目標に年間500万円の募金

を目指しております。

　今後とも募金活動を強化し、沖縄平和賞基金の充実
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に努めたいと考えております。

　次に、県民への意識啓発を図ることについてお答え

いたします。

　沖縄平和賞の周知・広報のために、これまでに「沖

縄平和賞記念シンポジウム」、「沖縄平和賞記念コン

サート」、「沖縄平和賞パネル展」、「出前講座」、

「沖縄平和賞支援募金」等を行ってまいりました。ま

た、企業等を訪問して沖縄平和賞の趣旨等を説明し、

募金を通して沖縄平和賞への参加をお願いしておりま

す。

　授賞式のある年には「受賞者記念講演会」、「平和

の折り鶴キャンペーン」等を行ってまいりました。

「平和の折り鶴キャンペーン」では、全小中学生に対

して沖縄平和賞の理念を載せた折り紙を配布し、平和

への思いをメッセージにし、折り鶴の製作をお願いし

ております。

　沖縄平和賞が県民の平和賞として定着するよう今後

さらに創意工夫を図りながら、積極的に進めてまいり

たいと考えております。

　次に、沖縄平和賞受賞者による県議会演説について

お答えいたします。

　過去に沖縄平和賞を受賞された団体においては、受

賞後さらに国際貢献活動を広げ、県民からの高い支持

を得ているものと考えております。今後、受賞される

団体または個人においても、賞金等を有効に活用する

などして、県民からの賞にふさわしい活動をしていた

だけるものと期待しております。

　御提案の沖縄平和賞受賞者による県議会演説につい

ては、関係者との調整も必要なことから、どのような

形で行うかも含めて今後十分検討していきたいと考え

ております。

　次に、地上デジタル放送との関連で、アナログテレ

ビのリサイクル化についてお答えいたします。

　使用済みテレビのリサイクルは、特定家庭用機器再

商品化法、いわゆる家電リサイクル法に基づき、小売

業者等が県内２カ所に設置された指定引取場所へ収集

運搬し、併設された再商品化施設においてメーカーか

ら委託された事業者によりリサイクルされておりま

す。

　国においては、地上デジタル化に伴うテレビの排出

増に対する取り組みとして、排出状況を注視しなが

ら、2011年に向け適宜処理能力を検討し対応すること

としております。

　本県におきましても、今後、地上デジタル化に伴い

アナログテレビが多量に排出されると予想されますの

で、国の取り組みや家電メーカーの動向等に関する情

報を収集しながら、家電リサイクル法の一層の普及啓

発を図り、その適正な処理及び資源の有効な利用を促

進していきたいと考えております。

　次に、離島振興との関連で、廃棄物の処理とリサイ

クルの促進についてお答えいたします。

　本県離島地域の廃棄物処理については広域的処理が

難しく、単独で廃棄物処理を行わなければならないこ

とから、県においては、国、市町村と調整し、交付金

制度を活用して一般廃棄物処理施設の整備を促進して

おります。その結果、焼却施設17カ所、最終処分場11

カ所、再生利用施設10カ所と整備が進んできておりま

す。

　一般廃棄物のリサイクルについては、市町村におい

てペットボトル、ガラス瓶等の分別収集の強化を図

り、リサイクル率の向上に取り組んでいるところであ

ります。

　産業廃棄物につきましては、排出事業者により廃棄

物処理法に基づく許可を取得した処分業者に委託して

処理されておりますが、処分業者がいない離島におい

ては、沖縄本島等の処分業者に委託処理しておりま

す。

　また、産業廃棄物のリサイクルについては、産業廃

棄物税を活用し、事業者等が実施する産業廃棄物の排

出抑制、リサイクルのための施設整備、研究開発に対

する助成制度を行い、その推進を図っているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　不発弾処理費の国によ

る全額負担と予算の増額についての御質問にお答えし

ます。

　不発弾の処理費用につきましては、市町村が負担し

た経費の２分の１は特別交付税で措置されるものの、

残りの２分の１は地元の負担となっております。

　県は、こうした不発弾の処理に必要な経費について

は戦後処理の一環として全額国庫で負担し、迅速な処

理が図られるよう引き続き国に働きかけていきたいと

考えております。

　次に、最終処分業務の今後の展開とＮＰＯの参入支

援について一括してお答えいたします。

　国は、不発弾等の海洋投棄が平成19年４月１日から

禁止されたため、これにかわって陸上処理を実施する

こととし、去る１月17日に一般競争入札を実施してお

ります。

　当該入札には、不発弾等を適法に処理できる専門技
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術者や専用施設を有する３社が参加し、そのうち１社

が当該業務を受託することになったと聞いておりま

す。

　国は、入札結果に基づいて契約を締結し、全国規模

で当該業務を遂行することにしており、ＮＰＯ等の特

定の団体に参加資格を限定することは公平性・透明

性、競争の原理の観点からも適当ではないとしており

ます。

　次に、普天間飛行場の移設と嘉手納飛行場より南の

施設・区域の返還についてお答えします。

　2005年に発表された米軍再編の中間報告の中では、

「これらの具体案は、統一的なパッケージの要素とな

るものであり、パッケージ全体について合意され次

第、実施が開始されるものである。」としておりま

す。

　これについて当時の額賀防衛庁長官は、一つでも欠

けたら、この考え方が着手されないとの発想ではな

い。負担の軽減と同時に抑止力の維持というバランス

を失することがないようにしておくということである

との発言をしており、負担軽減と抑止力のバランスを

図って米軍再編を進めることを示したものと理解して

おります。

　県としては、合意された米軍再編のうち、実施可能

なものから先に進展していくべきものであると考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　建設・土木関係の御質問

で、モノレールと路面電車を含む鉄軌道の導入検討に

ついての御質問にお答えいたします。

　県では、20年から30年後を見据えた長期ビジョンを

策定し、その中で将来の県土構造のあり方についても

方向性を示していくこととしております。その際、体

系的な交通ネットワークの構築を図る観点から、モノ

レールや路面電車を含む軌道系システムの導入につい

ても検討していきたいと考えております。

　観光振興の御質問で、那覇空港滑走路増設の具体的

見通しについてお答えいたします。

　那覇空港については、去る１月31日にこれまでの調

査結果やＰＩで寄せられた県民等の意見を踏まえ、国

から滑走路増設に向けた構想段階への移行が示された

ところであります。

　構想段階では、整備主体である国とＰＩに参画する

沖縄県で構成する那覇空港構想段階検討協議会（仮

称）を設置し、総合的な調査で提示した複数案を基本

に詳細な検討を行い、１案に絞り込むことになりま

す。

　来年度早期には国が主体となって詳細検討に着手

し、秋ごろをめどに１案に絞り込み、国と県が連携し

てＰＩを実施することになります。その後、具体的な

施設配置を検討する施設計画段階へ移行し、事業採択

された後、環境アセス等の手続に入っていくことにな

ります。

　本県としては、那覇空港の滑走路増設等の拡張整備

が早期に実現するよう引き続き国と連携し、全力で取

り組んでまいります。

　同じく那覇空港国際線ターミナルの開設の見通しに

ついてお答えいたします。

　国においては、現在、ことしの夏を目途にターミナ

ル地域の抜本的な整備に向けた基本計画を策定中であ

り、国際線旅客ターミナルの整備についてもその中で

検討を進めているところであります。

　県としましては、引き続き国やターミナルビル会社

等と連携し、その早期整備が図られるよう取り組んで

まいります。

　次に、地上デジタル放送に関する御質問で、南北大

東島のデジタル化と難視聴解消についてお答えいたし

ます。

　南北大東地区では、平成８・９年度にテレビ放送

を、平成18年度にはラジオ放送の難視聴解消を図って

きたところであります。

　同地区のテレビ放送については、東京都が小笠原諸

島向けに衛星を使用して放送している番組を南大東島

で受信し放送しているところであります。

　一方、同地区における地上デジタル放送移行に向

け、県では、今年度、伝送手段、既存施設の活用等に

ついて調査を実施しております。

　また、国は、アナログ放送終了までに地上デジタル

放送が受信できない地域に対し、暫定・緊急避難的措

置として、東京キー局の番組を衛星により再送信する

セーフティーネットについて検討を始めております。

　県としましては、引き続き国、東京都の動向、情報

通信技術の進展も勘案し、関係機関と連携を図りなが

ら検討してまいりたいと考えております。

　同じく地上デジタル放送との関連で、テレビの買い

かえやチューナー購入の負担についてお答えいたしま

す。

　昨年８月に公表された情報通信審議会の第４次中間

答申によると、地上デジタル放送対応テレビやチュー

ナー等の受信機器については、自己負担により購入さ

れることを原則としております。
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　一方、国は、経済的な困窮度が高いためにデジタル

放送が視聴できなくなるような場合を想定し、支援対

象者や支援範囲を厳密に限定した上で、支援の具体策

を2008年８月までに検討し公表することとしておりま

す。

　県としましては、国の支援策等を踏まえ、今後、市

町村、関係機関等と連携を図りながら、円滑に地上デ

ジタル放送へ移行できるよう取り組んでまいります。

　次に、離島振興との関連で、郵便局から銀行口座へ

入金できるシステムの設置についてお答えいたしま

す。

　郵便局においては、株式会社ゆうちょ銀行の委託に

より郵政民営化後もこれまでと同様の金融サービスが

提供されております。

　ゆうちょ銀行と民間金融機関の決済システムは、現

在のところ一部の銀行等を除き振り込みができない仕

組みとなっておりますが、最近、全国銀行協会がゆう

ちょ銀行に対し、銀行間の決済業務を行う全国銀行

データ通信システムへの接続を認める方針を固め、来

年１月にも実現の見通しであるとの報道がなされてお

ります。

　接続が実現すれば、ゆうちょ銀行と他の金融機関と

の間で相互に振り込みが可能となり、郵便局以外に金

融機関のない離島・過疎地域における金融サービスの

向上が期待されます。

　なお、ゆうちょ銀行那覇支店に金融機関との提携状

況を確認したところ、現在、県内では労働金庫との間

で振り込みができるほか、その他の銀行等との間では

ＡＴＭでの入出金などが可能とのことであります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは建設・土木

関係関連の御質問で、適正化を逸脱しているとの声が

あることについてお答えいたします。

　改正建築基準法施行直後においては、設計者側、審

査側双方において新たな制度へのふなれ等から審査の

滞りが生じていましたが、国による軽微な変更等の範

囲拡大等の円滑化に向けた対応が示されたことによ

り、大きく改善されたものと考えております。また、

これまでの審査において、適正化を逸脱するような審

査はなかったと聞いております。

　次に、確認審査に際しての指導についてお答えいた

します。

　建築確認や構造計算適合性判定の審査に当たって

は、新たに定められた審査指針によって審査すべき事

項等が明確化されましたので、その審査指針に基づき

審査を行うこととなっております。

　次に、迅速審査について及び「望ましい」設計方法

等の記述への対応についてお答えいたします。

　改正基準法施行後、確認申請の停滞が長期化したこ

とから、早急に確認申請等がなされるよう建築士等へ

の周知を図るための説明会等を実施してきたところで

あり、審査側においては迅速な審査に努めてきたとこ

ろであります。

　また、建築物の構造関係技術基準等におけるいわゆ

る「望ましい」設計方法等については、基本的には設

計者の判断にゆだねるべきものと考えております。こ

のことについては、国から指定構造計算適合性判定機

関等に対して通知がなされているところであり、周知

されているものと考えております。

　次に、適合性判定のあり方についてお答えいたしま

す。

　構造計算適合性判定の審査に際しましては、法令等

具体的に明文化された審査指針に基づき適正に審査が

なされているものと考えております。

　次に、観光振興関連の御質問で、クルーズ船専用

バースの整備についてお答えいたします。

　質の高い観光・リゾート地の形成を図ることを目的

に、沖縄と国内外を結ぶクルーズ船の寄港・就航を促

進するため、旅客船ターミナル等の港湾施設の整備を

進めることが沖縄振興計画に位置づけられておりま

す。このことから、那覇港、石垣港、本部港について

は、クルーズ船が寄港・就航できるよう整備を進める

とともに、平良港については港湾計画に位置づけるよ

う取り組んでおります。

　那覇港につきましては、国が平成18年度から大型ク

ルーズ船に対応する専用岸壁の整備事業に着手してお

り、平成19年11月に起工式を行い、現在、岸壁の地盤

改良工事、取りつけ護岸改良工事に着手しており、平

成21年春に岸壁と港湾施設用地、臨港道路若狭１号線

を暫定供用すると聞いております。

　次に、地上デジタル放送関連の御質問で、公営住宅

におけるデジタル化対策についてお答えいたします。

　新築の県営住宅につきましては、平成18年度から地

上デジタル放送に対応した整備を行っております。そ

れ以前に建設された団地につきましては、今年度から

デジタル受信設備の設置工事を進めており、平成23年

度のアナログ放送終了までにはすべての団地の整備を

完了させる予定であります。

　なお、市町村営住宅につきましては、地域住宅交付

金での対応が可能である旨を周知し、円滑な対応が図
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られるよう指導しております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　観光振興の御質問の

中で、政府の観光庁設置と県の対応についてお答えし

ます。

　国は、観光立国推進基本法に基づく「観光立国推進

基本計画」を昨年６月に策定し、観光立国を総合的か

つ計画的に推進するため、国土交通省の外局として観

光庁の設置を本年10月に予定しているところでありま

す。そして、国は観光立国の実現に向け、地方公共団

体や民間の観光地づくりの取り組みを強力に支援して

いく方向を示しています。

　このような国の動きは、観光・リゾート産業をリー

ディング産業として振興している本県にとっては歓迎

すべきものと考えています。

　県としましては、今後より一層国と連携して観光施

策を積極的に取り組んでいきたいと考えております。

　次に、台湾、韓国、香港、中国等東アジア客誘致の

具体的取り組みについてお答えします。

　沖縄県では、台湾、韓国、中国、香港を海外誘客重

点地域と位置づけ、これまで国際旅行博覧会への出

展、マスコミ招聘や現地旅行社の招聘などのほか、航

空路線拡充に向けた航空会社、政府関係機関等へ働き

かけ、チャーター便やクルーズ船の誘致促進に取り組

んでまいりました。

　その結果、平成19年の外国人観光客数は、台湾から

の定期クルーズ船の再開や、香港、台湾、韓国からの

チャーター便の増加などにより、対前年比86.9％増の

17万4600人となっております。今後、香港からの定期

便就航も予定されております。

　平成20年度においては、台湾、韓国、中国、香港に

おけるマーケット調査を実施して、沖縄の観光資源を

活用した効果的なプロモーション戦略を構築すること

としております。

　次に、花と緑による新たな魅力づくりについてお答

えします。

　観光客の皆様が立ち寄る主要な観光地、ホテル、空

港等において、美しい花と緑を楽しんでいただくこと

を目的として、毎年１月から５月までの期間、「沖縄

花のカーニバル」が開催されております。

　また、めんそーれ沖縄県民運動では、「フラワーア

イランドの推進」を運動目標に掲げ、花と緑豊かな観

光地づくりに向けた取り組みとして、県民参加の植樹

活動や緑化教室を開催しております。

　県といたしましては、御提言の趣旨を踏まえ、市町

村、関係機関等と連携を図りながら、沖縄観光のさら

なる魅力向上に取り組んでまいりたいと考えていま

す。

　次に、保健・医療・福祉の関係の御質問の中で、観

光バリアフリーの取り組みについてお答えします。

　県は、だれもが楽しめる優しい観光地づくりを目指

し、平成16年度から３年間、観光バリアフリー化推進

事業を実施して、情報サイトの構築や観光事業者と関

係団体のネットワーク化などに取り組んでまいりまし

た。

　当該事業の成果を踏まえ、県は昨年、ＮＰＯ法人バ

リアフリーネットワーク会議に対し、那覇空港ターミ

ナルビルと国際通りのてんぶす那覇における「バリア

フリーツアーセンター」開設の支援を行ったところで

あります。

　当センターにおいては、人工透析患者の旅行受け入

れに係る県内病院との連携体制の整備、障害の程度に

応じた旅行プランの提供、介助等現地でのサポート役

を担う観光ケアサポーターの育成など、障害者が安心

して楽しめる旅行環境の整備に取り組んでおります。

　県としましては、今後とも当センターの活動を支援

していくとともに、関係団体等と連携し、ハード・ソ

フト両面での観光バリアフリー化の促進に取り組んで

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　保健・医療・福祉の

項目の中の、薬害肝炎の県内における被害者の現状に

ついての質問にお答えいたします。

　「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因

子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための給

付金の支給に関する特別措置法」は、出産や手術での

大量出血などの際に特定フィブリノゲン製剤や血液凝

固第Ⅸ因子製剤を投与されたことによってＣ型肝炎ウ

イルスに感染された方々に給付金を支給し、早期一律

救済を図るため平成20年１月16日に公布・施行されて

います。

　同製剤を投与されたことによりＣ型肝炎の症状に応

じて給付金を支給することになっていますが、給付金

の支給を受けるためには、国と同製剤の製造・輸入販

売した企業を被告として訴訟を提起して、裁判所が製

剤投与の事実等を判断し、和解した後、独立行政法人

医薬品医療機器総合機構が給付金を支給することに

なっております。



－ 134 －

　厚生労働省は、フィブリノゲン製剤が納入された医

療機関が患者に対してフィブリノゲン製剤を投与した

のは全国で8896人と発表しております。

　薬害肝炎訴訟九州弁護団によりますと、県内で裁判

所に提訴しているのが10人で、そのうち和解している

患者は８人と聞いております。

　なお、県では１月31日まで本県で患者等から相談を

受けた人数は2281人ですが、相談内容で最も多いのは

肝炎検査が必要か、また肝炎検査はどこで受けられる

のか、次いで過去に出産や手術等をしたが大丈夫か、

それから肝炎検査の費用についてなどの質問となって

おります。

　続きまして、難病支援センターの利用状況及び拡充

についてにお答えいたします。

　沖縄県難病相談・支援センターは、平成17年度ＮＰ

Ｏ法人アンビシャスに委託し設置しております。

　その相談件数は、平成17年度365件、平成18年度は

747件と大幅に増加しております。平成18年度の相談

件数のうち、患者自身による相談件数は501件、家族

からは92件、その他の方から154件となっておりま

す。

　その相談内容については、患者自身からの相談で

は、就労支援についての相談が135件と一番多く、次

いで患者会の紹介依頼が94件となっております。

　家族からの相談では、病気に関することが20件、患

者会の紹介依頼が16件等となっております。

　沖縄県難病相談・支援センターでは、病気の相談は

もとより、難病就労支援モデル事業を実施するなど、

難病患者の就労支援や雇用拡大に努めているところで

あります。

　また、同じ疾患で悩む患者や家族が情報交換などを

行うことにより、相互で支え合うことを目的にした患

者会の設立支援及びその育成に努めているところでご

ざいます。

　続きまして、ドクターヘリの導入についてにお答え

いたします。

　県が平成20年度から実施予定の救急医療用ヘリコプ

ター活用事業では、救命救急センターの医師が救急医

療用ヘリコプター、いわゆるドクターヘリに搭乗して

救急現場に行き、治療を行いながら速やかに病院に搬

送することを目的にしております。

　また、現在、自衛隊や海上保安庁が行っている急患

空輸について、昼間の沖縄本島周辺離島で発生した重

症患者に関しましては、救急医療用ヘリコプターを活

用することにより、病院収容までの時間短縮を図るこ

とにしております。

　県においては、救急医療用ヘリコプターの導入によ

り、救命率の向上と後遺症の軽減を図り、離島・僻地

の県民が安心して暮らせるよう努めていきたいと考え

ております。

　続きまして、女性政策の、女性医師の確保と復職支

援についてにお答えいたします。

　県では、女性医師の復職支援として離島・へき地ド

クターバンク等支援事業において、女性医師の再就業

に関する相談窓口を設置しております。また、県医師

会等の関係機関と連携して、女性医師の勤務環境の改

善や再就業の際の研修プログラムの構築に取り組み、

医師確保につなげていきたいと考えております。

　続きまして、子宮がん検診及びマンモグラフィー検

診の実施状況についてにお答えいたします。

　市町村や職場では、子宮がん検診やマンモグラ

フィー検診を推進しており、そのうち県で把握が可能

な市町村の状況について御説明いたします。

　まず、子宮がん検診については、平成17年度は全市

町村で実施され、受診率は15.9％となっております。

また、子宮がんの発症にはヒトパピローマウイルスが

関係するとされております。しかし、国は子宮がん検

診でのウイルス感染検査が死亡率の減少につながるか

検証が必要としており、現在、実施されてはおりませ

ん。

　次に、乳がん検診については、従来の診察による方

法を含めますと平成17年度で全市町村が実施し、受診

率は15.4％となっております。そのうち、マンモグラ

フィー検診は平成16年度は33市町村で実施され、受診

率は2.7％でしたが、平成17年度は36市町村で実施さ

れ、受診率も７％へ増加しております。

　続きまして、更年期障害の普及啓発についてにお答

えいたします。

　女性の健康づくりの中で、更年期障害の課題への取

り組みは重要であると考えております。

　更年期障害は、適切な医療や相談を受けることによ

り改善されることもありますので、正しい知識と理解

を深める必要があります。このため、市町村及び保健

所では更年期障害を含む女性特有の健康状況に応じた

健康教育等を行っております。

　今後は、今年度創設された３月１日から８日までの

「女性の健康週間」において、女性の健康に関する知

識や女性を取り巻く健康課題について普及啓発してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕
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○病院事業局長（知念　清君）　県立病院における女

性専門外来の設置状況についての御質問についてお答

えします。

　県立病院への女性専門外来の設置については、県立

病院の女性医師に対してその可能性等についてアン

ケート調査を行いました。その結果、現在の業務が多

忙であること、また女性外来になじまない診療科を担

当している医師も多いことから、女性専門外来を新た

に担当することは厳しいとの意見が大半でありまし

た。

　このようなことから、現状では厳しいものがあると

考えております。

　なお、現在、県立病院においては、女性患者が女性

医師の診察を希望する場合は、可能な限りその希望に

沿うよう努めているところであります。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育についての御

質問で、学力向上の取り組みについてお答えいたしま

す。

　全国学力・学習状況調査の分析結果から、本県の児

童生徒は基本的な生活習慣の確立や基礎学力の定着、

学習意欲などに課題があるものと考えております。

　県教育委員会といたしましては、これらの課題の改

善を図るために有識者で構成する「沖縄県検証改善委

員会」を設置し、確かな学力の向上を目指して学校改

善支援プランを策定しました。

　学力の向上に向けては、授業改善が最も重要である

という提言を受け、わかる授業をつくるポイントや学

習を支える力の重点事項など、授業改善のヒント集を

全公立学校へ配布したところであります。

　今後は、第２、第３の学校改善支援プランとして

「家庭学習のてびき」や「授業実践事例集」を発行す

る予定であります。本プランを参考に、各市町村教育

委員会や各学校においても独自の学校改善プランを作

成し、具体的な対策が講じられるよう指導の徹底を

図っていきたいと考えております。

　また、沖縄県学力向上フォーラムを開催し、児童生

徒一人一人に確かな学力をはぐくむための機運を醸成

するとともに、学校、家庭、地域が連携・協力した県

民総ぐるみの取り組みを推進してまいりたいと考えて

おります。

　次に、いじめ対策緊急支援総合事業について一括し

てお答えいたします。

　いじめ対策緊急支援総合事業は、学校問題解決支援

事業やいじめ未然防止に向けた社会性育成事業、子ど

もたちによる「いじめ根絶運動」支援事業の３つの取

り組みを推進する事業であります。

　まず、学校問題解決支援事業は、学校では解決困難

ないじめ等の問題を解決するために、専門家等の協力

を得て、教育委員会や学校による適切な対応を効果的

に支援する方策等について調査研究を行う事業で、全

国で６地域が指定されます。

　次に、いじめ未然防止に向けた社会性育成事業は、

小学校において、異年齢交流などによる児童の社会性

をはぐくむことを通していじめの未然防止を図る事業

です。

　また、子どもたちによる「いじめ根絶運動」支援事

業は、中学校及び高等学校において、生徒自身による

いじめ根絶運動など主体的な活動により、いじめの未

然防止を図る事業です。両事業とも全国で30地域の指

定となっております。

　県教育委員会といたしましては、国に対して当該事

業の本県への導入を積極的に働きかけてまいります。

　次に、離島振興についての御質問で、離島出身生徒

のために寮を整備することについてお答えいたしま

す。

　離島出身の生徒が安心して学習や生活ができるよう

支援することは大切なことであると考えております。

現在、県立高等学校11校に寄宿舎を設置し、離島出身

の生徒の入寮を優先した配慮を行っており、255人の

離島出身の生徒が入寮しております。

　また、名護市には北部市町村で構成された北部合同

寄宿舎運営協議会が運営する寄宿舎が設置されており

ます。

　県教育委員会といたしましては、寄宿舎の空き状況

等を勘案し、他の学校に通学する離島出身者でも入寮

できるシステムづくりを関係高等学校と調整している

ところであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　おはようございます。

　糸洲議員に引き続き、公明党・県民会議を代表して

質問を行います。

　初めに、基地問題についてお尋ねします。

　行政が守るべきものは、県民の命です。

　２月10日に発生した米軍人による少女暴行事件は、

女性の尊厳を踏みにじる人間として断じて許されない

蛮行であり、当局には断固とした対応を求めます。

　また、その後の酒酔い運転、住居侵入、女性への暴

行事件と相次ぐ米兵の逮捕は、これまでの米軍による
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綱紀粛正、教育プログラムが実効性に乏しく、極めて

不十分であることを示しています。

　1995年の少女暴行事件以降、米軍人・軍属による同

等の事件は14回発生し、その都度、厳重な抗議と再発

防止を求めてきたが、ことごとく裏切られてきまし

た。今回の事件で日米両政府はこれまでにない対応を

見せていますが、具体的にどのような対策、取り組み

をするのか、実効性は本当にあるのか、県民にはどう

示すのか。県は、両政府に対し、このような事件・事

故は二度と起こさせないとの強い姿勢と地位協定の見

直しを含めた抜本的対策を求める必要があると考えま

す。

　そこで質問です。

　１、少女暴行事件は断じて許されない行為であり、

県、教育庁、県警には二度と起こさせない強い姿勢が

求められています。対応を伺います。

　２、米軍の綱紀粛正、再発防止及び教育プログラム

の内容を県民に示す必要があると考えるが、対応を伺

います。

　３、知事の公約でもある日米地位協定の抜本的見直

しは、県民の命、人権を守るため加速させる必要があ

ると思うが、取り組みを伺います。

　４、米軍航空機騒音被害の公平補償問題の解決はど

うなっているか伺います。

　平成15年からスタートしたモニタリング事業は18年

度で終了し、その結果をもとに今後の対応を検討する

と聞いています。進瀧状況をお聞かせください。

　５、旧軍飛行場用地問題解決に向けての取り組み状

況、見通しを伺います。

　地主会の皆さんも高齢化し、一日も早い解決を求め

ています。県は関係市町村と連携し、国に働きかける

としていますが、振興計画もあと４年、解決に向けて

取り組みを加速させる必要があると思うが、対応をお

聞かせください。

　次に、産業振興についてお尋ねします。

　日本経済センターは、このほど2020年までの経済実

力を示す潜在成長率の推計値で、沖縄県は都道府県別

の第５位と発表しました。所得水準が全国一低い沖縄

がなぜ第５位なのか。その理由として、全国と比較し

て人口増加率が高く、若年労働力の豊富さを挙げてい

ます。しかし、この数字はあくまでも潜在的成長率、

可能性であって、今後、本県がどのような産業振興、

雇用政策に取り組むかで実現できるものと考えます。

　知事は就任以来、完全失業率全国平均化や観光客

1000万人などの政策目標を掲げ、雇用の創出・拡大、

企業の誘致、産業の振興に全力を尽くすとしていま

す。また、平成20年度の取り組みとして、情報通信産

業の振興や中小企業・農林水産業等の地域産業を支援

し、おきなわブランドの確立を促進するとしていま

す。

　そこで質問です。

　１、情報通信関連産業の取り組み状況と効果、今後

の見通しを伺います。

　２、おきなわブランドの確立を目指す農業や畜産業

と比べ、水産業の取り組みが弱いと考えます。安定し

た生産供給体制、流通・販売・担い手の育成等、県の

水産振興の取り組みはどうなっているのか伺います。

　３、県水産公社の役割、事業内容、今後の方針を伺

います。

　４、本県水産業発展の先導的中核漁港として整備さ

れた糸満漁港の現状と成果、今後の活用を伺います。

　５、沖縄近海は、全国でも有数の漁場と言われてお

り、また豊富なマグロの漁場として県外からの操業船

も盛んです。地理的条件を生かし、総合的な水産業振

興と産品ブランド化を図り、水産立県沖縄を構築する

ことが県経済発展のすそ野を広げるものと考えます。

また、外貨獲得も想定されます。水産立県への政策推

進について見解を伺います。

　６、原油高騰における県内産業への影響及び対策を

伺います。

　７、中小企業や新規創業者に対する支援策を伺いま

す。

　８、「沖縄県中小企業の振興に関する条例」の目的

と内容を伺います。

　本条例は、県内中小企業の団体及び関係者の皆さん

から一日も早い制定をとの声が寄せられていました。

県内企業の99％を占める中小企業の振興に大きく寄与

するものと期待します。

　９、本県の県民所得は全国最下位、30余年の振興計

画を経て、なお全国平均の７割程度にとどまる所得水

準の改善が急務です。産業振興と雇用拡大が所得向上

に直結し、生活者の視点から実効性ある対策を協議・

検証する県民所得向上対策協議会（仮称）の設置が必

要と考えるが、見解を伺います。

　次に、雇用政策についてお尋ねします。

　１、知事は失業率全国平均化を目指すとしている

が、これまでの取り組み状況と成果、今後の見通しは

どうなっているのか伺います。

　２、平成20年度新規事業の沖縄地域雇用創出事業、

就職困難者総合支援事業の目的及び内容を伺います。

　３、県内におけるトライアル雇用事業の取り組み状

況を伺います。



－ 137 －

　県は、若年者や障害者、中高年、母子家庭の就労支

援促進のため企業探し等、トライアル雇用事業に積極

的に取り組む必要があると思うが、対応を伺います。

　４、昨年５月に開設された「マザーズサロン」を視

察しました。この事業は、子育てをしながら早期の就

職を希望する女性を支援するもので、スタートして７

カ月、20歳代から30歳代を中心に269名の方が来所

し、101名の方が就職をかち取ったそうです。うち25

名の方が母子家庭のお母さんです。担当者は、もっと

多くの方々に利用してもらえるよう県民に周知したい

としていました。ハローワークが取り組んでいるトラ

イアル雇用、マザーズサロン等、さまざまな就労支援

を効果的に推進するため、県はハローワークと連携を

密にすることが重要と思うが、取り組みを伺います。

　次に、福祉・教育政策についてお尋ねします。

　１、乳幼児医療費の通院費無料化を小学校入学前ま

で拡充し、給付方法を自動償還払い方式に改善できな

いか伺います。

　知事は、昨年10月、乳幼児医療費の無料化を、入院

分に関して４歳児から小学校入学前まで引き上げ、通

院分も２歳児から３歳児まで引き上げました。出生率

全国一の本県にとって知事の決断は高く評価されてい

ます。

　しかしながら、多くの若いお母さん方から、通院分

に関しても小学校入学前まで拡充してほしいとの声が

寄せられています。財政状況が厳しい中ではあります

が、子育て支援の重点策として検討できないかお聞か

せください。

　また、給付方法についても現物支給が望ましいので

すが、せめて領収書をその都度、役所に提出しなくて

済む自動償還払い方式で少しでも利用者の負担を軽減

することができないか。宜野湾市が３月より導入する

予定と聞いています。県の対応をお聞かせください。

　２、知事は、公約である認可外保育園への給食費助

成を平成20年度よりスタートさせることを決定しまし

た。厳しい財政運営の中で突破口として一歩踏み込ん

だことは高く評価したいと思います。しかし認可園と

比較すると不十分です。今後拡充していく考えはない

か伺います。

　３、子供へのインフルエンザ予防接種の公費助成が

必要と思うが、対応を伺います。

　小学生までは２回接種が必要であり、負担が大きい

との声が寄せられています。宮古島市は小中学生に市

単独で助成しています。見解をお聞かせください。

　４、県の自殺総合対策行動計画の内容を伺います。

　全国では自殺者が９年連続で３万人台という痛まし

い数字を記録し、本県も平成18年は400人という過去

最高の記録を示しています。自殺防止への早急な取り

組みが必要です。対応をお聞かせください。

　５、県が取り組んでいるうつ病デイケア事業は自殺

予防に効果があり、大きな実績を残しています。うつ

病は、今後10数年にわたって急速に増加すると言われ

ており、同事業は慢性うつ病の有効な回復手段として

県内外から注目されています。同事業の継続と拡充が

必要と思うが、対応を伺います。

　６、がん対策推進計画の策定及びがん対策の取り組

み状況を伺います。

　７、障害者工賃倍増計画支援事業の取り組み状況を

伺います。

　８、特別支援学校設置について伺います。

　県立特別支援学校編成整備計画案の目的と今後の取

り組みをお聞かせください。

　学校現場の関係者や保護者の皆さんから整備計画に

ついて不安の声が寄せられています。県の対応を伺い

ます。

　９、平成20年度よりスクール・ソーシャルワーカー

が配置されるが、目的と選定作業はどうなっているの

か伺います。

　10、仲村教育長には、１月25日珊瑚舎スコーレ夜間

中学校、２月５日にはアメラジアンスクールを視察

し、直接現場の声を聞いていただきました。特に珊瑚

舎スコーレ夜間中学は県教育長として初めての視察と

のこと、関係者の皆さんから感謝の言葉が寄せられて

いました。両施設とも、日ごろ行政に声を届けたくて

も難しい環境にあり、教育長がみずから足を運ぶとい

うことは高く評価したいと思います。ありがとうござ

いました。これからもぜひ多くの教育現場を積極的に

視察していただきたいと思います。

　教育長は、きのう、おとといの代表質問で、珊瑚舎

スコーレ夜間中学で学ぶ方々が求めている卒業認定に

ついて、卒業認定に必要な学齢簿への記載を各市町村

の教育委員会に呼びかけ、卒業認定ができるようにす

ると答弁されました。その件については今後推移を見

守りたいと思います。

　同学校は、ボランティアの方々の支えで運営されて

います。関係者の皆さんから県に対し財政的支援が求

められています。現制度で施設への補助は難しいと思

いますが、該当者の多くは高齢であり、何らかの支援

体制ができないか、視察の感想と見解をお聞かせくだ

さい。

　11、アメラジアンスクールの視察の感想と支援につ

いて伺います。
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　アメラジアンスクールは開校して10年を迎え、生徒

数は当初の３倍の65名にふえ、社会的ニーズも拡大し

ています。公立校で対応の難しいアメラジアンの児童

生徒を開校以来延べ200人近く受け入れ、卒業生のほ

とんどを公立高校に進学させる実績を残しています。

子供たちを守る観点から、県が取り組んでいる日本語

講師派遣事業を含め支援体制を拡充する必要があると

思うが、見解をお聞かせください。

　次に、文化・環境政策についてお尋ねします。

　１、国際アジア音楽祭開催について。

　ア、平成20年度の事業内容はどうか。

　イ、開催予定、内容について説明してください。

　２、地球温暖化対策について。

　ア、実行計画の策定及び取り組み状況、課題、対策

を伺います。

　イ、市町村の策定状況はどうなっているのか。

　ウ、ＥＳＣＯ事業の取り組み状況を伺います。

　エ、国は、2030年までに太陽光発電システムを全世

帯の３割設置を目指すとしているが、県として目標、

計画はあるか伺います。

　最後に、行財政改革についてお尋ねします。

　１、平成20年度予算は387億円の収支不足、県は基

金の取り崩し、債権発行等で手当てするとしています

が、財政の建て直し及び見通しをお聞かせください。

　２、これまで以上に事業の選択と集中が重要と考え

ますが、取り組みをお聞かせください。

　以上、質問を終わりますが、答弁によりましては再

質問を行います。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上原議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、基地問題に係る御質問の中で、暴行被

疑事件への対応と米軍の綱紀粛正等の公表についてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　今回の事件は、女性の人権をじゅうりんする重大な

犯罪であり、特に被害者が中学生であることを考えれ

ば、極めて悪質で決して許すことはできず、強い怒り

を覚えるものであります。

　県は、福田総理大臣やシーファー駐日米国大使を初

め、関係大臣、関係機関に対し、遺憾の意を表明する

とともに、このような事件が二度と起こらないよう一

層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹底を行い、県民が納

得するような形で具体的な再発防止策等を講じ、それ

を公表するよう強く求めたところでございます。

　同じく基地問題の関連で、日米地位協定の見直しに

ついての御質問にお答えいたします。

　県といたしましては、米軍基地をめぐる諸問題の解

決を図るためには、日米地位協定の抜本的な見直しが

必要であると考えており、これまで、より多くの国民

や国会議員の皆様に地位協定の見直しの重要性を理解

していただくため取り組んできたところであります。

　去る２月13日には、来沖されました参議院沖縄及び

北方問題に関する特別委員会委員長に対し要請いたし

ましたほか、２月15日にも来沖しました民主党国会議

員に、２月18日及び19日には軍転協を通じて、内閣官

房長官を初め日本政府と在日米国大使館等に対し要請

をしたところであります。引き続き渉外知事会等と連

携をしながら粘り強く取り組んでまいります。

　また、米国連邦政府や連邦議会関係者等に沖縄県の

実情を伝え理解してもらうため、訪米も含め検討して

いきたいと考えているところでございます。

　次に、産業振興につきまして、情報通信関連産業の

取り組み状況と効果、今後の見通しに係る御質問にお

答えいたします。

　県では、情報通信関連産業の振興を図るため、立地

企業等に対し通信コストを支援する通信コスト低減化

支援事業、そして高度なＩＴ人材を育成する情報産業

核人材育成支援事業、さらに国際的なビジネスを創出

する沖縄ＧＩＸ構築事業など、さまざまな支援策を展

開しているところでございます。その結果、平成19年

12月までに県外から162社の企業を誘致するととも

に、１万4732人の雇用を創出いたしております。

　今後は、平成20年度に情報通信関連産業の拠点とな

るＩＴ津梁パークの整備に着手をし、ソフトウエア開

発やＢＰＯを初め、付加価値の高い業務を行う企業の

集積を進め、8000人の雇用を創出するなど、沖縄県の

情報通信関連産業のより一層の振興を図ってまいる所

存でございます。

　産業振興についての中で、水産業の振興策いかんと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、熱帯性の温暖な海域に囲まれ、黒潮流域

を回遊するマグロ類の漁場に近接するなど、水産業の

振興上、有利な条件にあります。

　このため、県におきましては、第２次農林水産業振

興計画に基づき、まず第１に、モズク、クルマエビ、

ヤイトハタの養殖や種苗の放流などつくり育てる漁業

の振興、そして第２に、水産資源を適正に管理し、安

定的生産を維持するための保護区の設定など資源管理

型漁業の推進、第３に、生産及び流通体制の強化を図

るための漁港、漁場及び流通関連施設の整備、第４

に、少年水産教室の開催や新規就業者のための融資相
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談による担い手の育成などの施策を総合的に推進して

いるところであります。

　今後とも、市町村、水産関係団体と連携をし、水産

業の振興に努めてまいりたいと考えております。

　同じく産業振興の中で、中小企業の振興に関する条

例に係る御質問にお答えいたします。

　中小企業は、県内各地域におきまして多様で特色あ

る事業活動を行い、多くの就業の機会を提供するな

ど、沖縄県経済の発展や県民生活の向上に重要な役割

を果たしております。

　このことから、県では、中小企業の振興に関する施

策の総合的な推進を目的とする「沖縄県中小企業の振

興に関する条例（案）」を本議会に提案しているとこ

ろでございます。

　条例案の主な内容は、中小企業の振興に関する基本

理念を定め、県の責務及び中小企業者等の役割を明ら

かにするとともに、県の中小企業施策の基本方針、施

策の立案過程において中小企業関係者の意見を反映さ

せる手続、施策を実施する上での小規模企業者への配

慮など、県が講ずる措置等を定めたものでございま

す。

　県としましては、本条例の制定を契機にこれまで以

上に中小企業関係者と緊密に連携し、中小企業の振興

に関する施策の充実に努めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、雇用政策に関する御質問で、失業率全国平均

化に向けた取り組み状況等に係る御質問にお答えいた

します。

　沖縄県では、完全失業率の全国平均化に向けて、地

域産業の振興、企業誘致、そして新規産業の創出、求

人と求職のミスマッチの解消、学生のキャリア教育の

推進等々に取り組んでいるところであります。

　具体的には、コールセンターとホテル業のミスマッ

チ対策フォーラムを開催し、業界の理解促進と求人・

求職者の意識改善を図ってまいりました。

　また、地域の実情に応じた観光、情報通信関連企業

のマッチング支援や看護師の復職支援とともに、キャ

リア教育の推進に向けたジョブシャドウイングの展

開、雇用に関する県民意識を改善するための広報等に

取り組んでいるところでございます。さらに、雇用の

拡大につながる企業誘致や雇用対策事業等の拡充強化

に努めているところでございます。

　今後、「みんなでグッジョブ運動」の浸透を図りつ

つ、完全失業率の全国並み改善に向け全力で取り組ん

でまいりたいと考えております。

　次に、福祉・教育政策に係る御質問で、認可外保育

施設への給食費助成に関する御質問にお答えいたしま

す。

　認可外保育施設への給食費助成につきましては、厳

しい財政状況の中で検討を重ねてまいりましたが、平

成20年度から給食費として、これまでの牛乳代に加

え、新たに米代を助成したいと考え、所要の経費を当

初予算に計上いたしました。

　当該助成につきましては、児童の処遇向上に効果的

なものとなるようしっかりと取り組んでまいります。

　なお、このことにつきましては国からも支援が得ら

れないか、関係省庁へ働きかけを行っており、今後と

も引き続き要望してまいりたいと考えております。

　私の重要な公約の一つでもあり、お力を得て、財政

的になかなか制約のある状況ではありますが、何とか

前へ前へと進んでまいりたいと考えております。

　次に、福祉・教育政策に関連しまして、がん対策推

進計画の策定に関する御質問にお答えいたします。

　平成19年６月に、がん対策基本法に基づき、国で

「がん対策推進基本計画」が策定されております。

　県におきましては、国の基本計画を踏まえまして、

今年度中に「沖縄県がん対策推進計画」を策定し、平

成20年度から総合的かつ計画的にがん対策を推進する

ことといたしており、計画の案につきましてパブリッ

クコメントを実施したところでございます。

　県としましては、今後この計画に基づき、がんの予

防や医療提供、医療連携体制の構築、緩和ケアの充実

等を図り、がん患者の生存率や生活の質の向上に向け

てがん対策を推進していくことといたしております。

　文化・環境政策の中で、アジア音楽祭に係る御質問

にお答えいたします。５の茨のアとイが関連いたして

おりますので、御理解を得て一括して答弁させていた

だきます。

　沖縄県は、かつて琉球王国として栄え、アジア諸国

との交流を通じて琉球古典音楽や琉球民謡等の世界に

誇れる独自の音楽文化を築き上げてまいりました。近

年、沖縄ブームや県出身ミュージシャンの活躍によ

り、音楽と沖縄は切り離せないものとなってきており

ます。

　県では、この特色を生かし、アジア各国との文化交

流とともに、沖縄で生まれた音楽の発信と音楽を核に

した観光振興を目指して、平成21年度に「沖縄国際ア

ジア音楽祭」を開催する予定でございます。

　具体的には、アジア各国からミュージシャンを招聘

するメーンステージのほか、県内各地のコンサート

ホールやライブハウスで内外のミュージシャンが演奏

する協賛ステージを開催し、官民一体となって「音楽
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の島・沖縄」を演出する音楽祭にしたいと考えており

ます。

　平成20年度の事業内容としましては、実行委員会を

立ち上げ、事業計画の策定、関係団体への協力依頼、

出演交渉等の具体的開催準備、国内外への広報を行っ

ていく予定といたしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答え

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは基地問題について

の御質問で、少女暴行被疑事件への対応についてお答

えいたします。

　今回の米兵による女子中学生暴行被疑事件につい

て、被害に遭った中学生の受けた恐怖による心の傷は

はかり知れないものがあり、本県の幼児・児童生徒23

万人の命を預かる職にある者として強い憤りを感じる

とともに、決して許すことはできません。

　県教育委員会では、関係機関と連携し、被害生徒等

の心のケアなど、適切な対応に努めているところであ

ります。

　また、２月12日には在沖米海兵隊基地司令官や在日

米軍沖縄地域調整官等に対し、本事件について抗議す

るとともに、沖縄防衛局長や特命全権大使に再発防止

策を講じるよう強く要請いたしました。

　さらに、各学校、市町村教育委員会に対し、「児童

生徒の安全指導及び安全確保の徹底について」を通知

するとともに、全小中学校及び県立学校長会を緊急に

開催し、安全対策の徹底について指示したところであ

ります。

　県教育委員会としましては、今後とも地域の子は地

域で守るという観点から、ＰＴＡを初め地域、警察、

関係機関等とより一層連携を深め、児童生徒の危険回

避能力の育成と安全確保に努めてまいります。

　次に、福祉・教育政策についての御質問で、特別支

援学校設置についてお答えいたします。

　平成19年４月に学校教育法が改正施行され、従来の

障害種別の盲・聾・養護学校は複数の障害種に対応す

る特別支援学校制度へと改められました。

　県教育委員会では、学識経験者や保護者代表等から

構成された懇話会から提言を受け、特別支援学校編成

整備計画（案）を作成いたしました。

　同計画案においては、本県の障害のある児童生徒の

教育ニーズの現状を踏まえ、本島各地区及び離島に複

数の障害種に対応する特別支援学校を設置することと

しております。

　現在、県教育委員会では、学校関係者や保護者等へ

の説明や意見交換を行っているところであります。

　次に、スクールソーシャルワーカーの配置について

お答えいたします。

　スクールソーシャルワーカー活用調査研究委託事業

は、教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専

門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワー

カーを配置し、問題を抱えた児童生徒の背景にある家

庭、地域、友人関係などの児童生徒が置かれたさまざ

まな環境へ働きかけたり、関係機関等とのネットワー

クを活用するなど、多様な支援方法を用いて児童生徒

が抱える課題の解決を図ることにあります。

　県教育委員会におきましては、本事業を６市町村教

育委員会に委託する予定であり、地域の実情等を踏ま

え、より効果的に推進できる市町村の選定を進めてい

るところであります。

　次に、珊瑚舎スコーレを参観しての感想と支援につ

いてお答えいたします。

　戦中戦後の混乱期に義務教育を受けることができな

かった方々の学んでいる様子を参観するために、去る

１月25日に珊瑚舎スコーレを訪問いたしました。

　御高齢の方々が向学心に燃え、一生懸命に勉強をし

ている真摯な態度や、高齢者同士が学び合い、楽しく

授業に参加している姿勢に胸を打たれました。

　戦中戦後の混乱期の中で義務教育を受けることがで

きなかった方に対し、学ぶ機会を提供することの大切

さを改めて認識したところであります。

　現在、卒業認定につきましては、市町村教育委員会

で学齢簿に準じたものをつくり、公立中学校に籍を置

いて学べるかどうかや、卒業認定の条件などを市町村

教育長協会と具体的に意見交換をしているところであ

り、卒業認定ができる方向での検討を行っていきたい

と考えております。

　なお、教育委員会としましては、公の支配に属さな

い教育の事業に対し、財政支援をすることは法的に厳

しいものがあると考えております。

　次に、アメラジアンスクール視察の感想と支援につ

いてお答えいたします。

　アメラジアンスクールの児童生徒の活動の様子や教

育活動について把握するため２月５日に訪問し、子供

たちが明るく元気に活動している様子や、先生方が子

供たちのために頑張っている姿に触れることができま

した。

　アメラジアンスクールに通っている児童生徒の学籍

校での出席扱い等については平成11年から認められて

おり、職員の研修につきましても、児童生徒の学籍校
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での授業参観や校内研修への参加などについて支援し

ていきたいと考えております。

　県教育委員会としましては、今後とも児童生徒の学

籍校への円滑な復帰のために、関係市町村教育委員会

と連携してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　米軍人による少女暴行

事件に対する県警察の対応についてお答えいたしま

す。

　県警察におきましては、これまでも米軍人等にかか

わる事件を防止するため、ペイデーなどで米軍人等が

多く集まる場所を重点に警戒・警らをしてきたところ

であります。

　また、県民の防犯意識の高揚を図るため、県警察

ホームページなどで、不審者による子供への声かけ事

案の実例を積極的に情報発信しているほか、子供の見

守り活動などで大きな成果を上げている防犯ボラン

ティア団体に対する活動装備品の支給や、防犯リー

ダーを養成するアカデミーを開催しているところであ

ります。

　その結果、昨年末の防犯ボランティア団体は533団

体、約２万人、青色回転灯装着自動車は317台、「こ

ども110番の家」は約5500カ所を数えるに至っていま

す。

　今回の事件を受け、県警察におきましては、米軍人

等が立ち寄る繁華街等において、所轄警察署や警察本

部、自動車警ら隊、機動捜査隊による警戒・警らを強

化しており、特に米軍人等が多く繰り出す週末などに

おいては、さらに体制を強化しているところでありま

す。

　また、今後も防犯ボランティア団体に対する支援を

強化するなど、二度とこのような事件が発生しないよ

うに関係機関と連携し、未然防止対策を強化していく

所存であります。

　現在の捜査状況についてでありますが、被疑者は現

在も沖縄警察署に拘留されており、県警察において被

疑者の取り調べ、被疑者宅の捜索、犯行に使用した車

両等関係資料を押収するとともに、証拠品の鑑定等を

進めているところであります。

　今後も引き続き被疑者を鋭意取り調べるとともに、

証拠品による裏づけ捜査を推進し、法と証拠に基づい

て本件を解明したいと考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　答弁の途中ではありますが、

上原章君の質問に対する残りの答弁は、時間の都合も

ありますので午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時０分休憩

　　　午後１時17分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　午前の上原章君の質問に対する答弁を続行いたしま

す。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　基地問題のうち、公平

補償問題についてお答えいたします。

　国においては、平成15年度から平成18年度まで太陽

光発電システム助成に係るモニタリング事業を実施し

ており、平成19年度からは設置世帯のデータの整理・

分析等を行い、設置助成の可否について判断するとし

ております。

　県としては、今後とも空調機器の維持管理費補助の

拡大などについて、渉外知事会や軍転協での要請な

ど、あらゆる機会を通して国に強く求めていきたいと

考えております。

　次に、旧軍飛行場用地問題解決に向けての取り組み

状況と見通しについてお答えします。

　県は、県・市町村連絡調整会議で確認した取り組み

方針及び今後の進め方を踏まえ、国等への説明を行っ

たところであります。

　国においては、まだ担当窓口が決まっていない状況

でありますが、財務省は国有財産管理者の立場から、

また内閣府は財務省と協力しながら支援したいとのこ

とであります。

　県としては、県・市町村連絡調整会議において確認

した取り組み方針及び今後の進め方を踏まえ、関係市

町村と連携し、条件が整った市町村から先行して平成

21年度予算に向けて取り組んでいきたいと考えており

ます。

　なお、個人補償を主張する地主会に対しては、今後

とも団体方式での合意に向けて呼びかけていきたいと

考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは産業振興

についての御質問で、水産公社の役割と今後の方針に

ついてにお答えいたします。

　沖縄県水産公社は、糸満漁港の利活用を推進するこ

とにより、水産業の振興を図ることを目的として昭和
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56年度に設立されております。

　同公社の事業内容は、漁港を利用する漁船に対する

給氷、給油及び荷さばき、冷凍・冷蔵保管などの事業

と県から受託する漁港管理事業となっております。

　現在、同公社は卸売市場が休止中であり、経営が厳

しい状況にあるため、市場の早期再開に向けて市場関

係者との協議を進めているところであります。

　同じく産業振興についての御質問で、糸満漁港の現

状、成果、今後の活用についてにお答えいたします。

　糸満漁港は、本県水産業の振興を図るための先導的

漁港並びに流通加工の拠点的漁港として、広く県外船

をも対象として整備されたものであります。　

　同漁港の利活用については、利用漁船隻数が延べ約

6000隻、水揚げ量は約2800トンとなっております。ま

た、糸満漁港は都市住民との交流を促進するために、

美々ビーチ・フィッシャリーナの整備を行ってきまし

た。

　平成18年度から供用開始した美々ビーチは、年間約

18万人の方が利用しております。さらに、ヨット、

ボート等の係留施設であるフィッシャリーナはおおむ

ね80隻の船舶が利用しており、地域の振興及び活性化

に大きく寄与しているところであります。

　県においては、今後とも引き続き糸満漁港の積極的

な利活用を図ってまいります。

　同じく産業振興についての御質問で、水産業の振興

についてにお答えいたします。

　本県の水産業は、熱帯性海域の特性であるサンゴ礁

沿岸域でのモズク養殖、クルマエビ養殖、沖合のカツ

オ・マグロ等回遊性魚類やソデイカ及びマチ類等底魚

を対象とした漁業など、多彩な漁業が行われていま

す。

　このため、県では、つくり育てる漁業の振興、資源

管理型漁業の推進、漁港、漁場及び流通関連施設の整

備並びにモズク等の中国、香港における販売促進活動

の推進などの施策を総合的に実施しているところであ

ります。

　今後とも、市町村、水産関係団体と連携し、水産業

の振興に努めてまいります。

　同じく産業振興についての御質問で、原油高騰の漁

業への影響及び対策についてにお答えいたします。

　原油高騰は、漁業経費に占める燃油の割合が従来の

約20％から30％へ上昇するなど、漁業経営に大きな影

響を与えております。

　このため、国の水産業燃油価格高騰緊急対策とし

て、燃油使用量を抑制するための省エネ型漁業への転

換に対する支援、流通効率化のための燃油タンクの整

備、漁業経営を支援するための低利の融資などを行う

こととなっております。

　また、水産業構造改善事業による給油施設の整備

や、沿岸漁業改善資金による省エネ型エンジン設置等

に対する無利子の貸し付けを実施しているところであ

ります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　産業振興の御質問の

中で、原油高騰における県内産業への影響及び対策に

ついてお答えします。

　原油価格の高騰に伴い、運送業、クリーニング業な

どにおいては、物流コストや製造コスト等の上昇によ

り収益が圧迫されている状況にあります。

　県においては、原油価格高騰の影響を受け、国の

セーフティーネット保証制度の対象として認定された

中小企業者については、保証枠の拡大に合わせて割安

な保証料及び低金利での融資を行っております。

　平成20年度には県融資制度において、原油高騰対策

支援資金の創設並びに機械類貸与制度において、損料

補てん及び省エネルギー診断・助言の支援策を検討し

ているところであります。

　次に、中小企業や新規創業者に対する支援策につい

てお答えします。

　県内中小企業の多くは依然として経営基盤が脆弱で

あり、近年の経済的環境変化に適切に対応することが

困難となっていることから、中小企業の経営基盤の強

化は重要な課題であります。

　このことから、県では経営基盤の強化を初め、経営

革新の促進や資金調達の円滑化、環境変化への適応の

円滑化など、中小企業の総合的な支援を行っておりま

す。

　なお、新規創業者への支援については、県融資制度

の創業者支援資金を活用し、これから開業する方や開

業後１年未満の事業者に対して支援を行っておりま

す。

　また、創業後の支援として、経理・税務や商品の販

売スキル等の向上のための専門家派遣事業を実施する

ほか、経営人材育成のための各種研修・セミナーを実

施しております。

　雇用政策の御質問の中で、沖縄地域雇用創出事業、

就職困難者総合支援事業の目的及び内容についてお答

えします。

　沖縄地域雇用創出事業は、本県全体の雇用状況の改

善を図るため、「みんなでグッジョブ運動」の一環と
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して、観光や情報通信関連企業のマッチング支援及び

キャリア教育の推進に向けたジョブシャドウイングの

展開、雇用に関する県民意識を改善するための広報な

どを実施するものであります。

　また、就職困難者総合支援事業は、障害者や母子家

庭の母などの就職困難者の雇用を促進するため、障害

者の就業支援として、本島中南部の障害者就業生活支

援センターに定着支援員を配置するとともに、同セン

ターのない宮古、八重山に障害者就業支援員を配置す

ることとしております。さらに、子育て中の女性に対

しては、職業訓練を行う際の子供の保育を支援してい

くこととしております。

　次に、トライアル雇用事業の取り組み状況について

お答えします。

　国が実施しておりますトライアル雇用事業の平成18

年度の実施状況は、トライアル雇用開始者964人、修

了者947人、常用雇用移行者769人で、常用雇用への移

行率は81％となっております。

　トライアル雇用事業は、常用雇用へのきっかけづく

りにも有効な支援制度であり、県としましても当事業

を初め各種支援制度の内容を紹介したパンフレットを

作成して各市町村、経済団体へ配布し、制度の周知・

広報を図っております。

　また、国や関係機関と連携し、雇用支援制度活用相

談会を各地で開催し、制度の活用促進を図っていると

ころであります。

　次に、ハローワークとの連携についてお答えしま

す。

　本県の雇用情勢の改善のためには、沖縄労働局と県

が密接に連携し、雇用施策を効果的に実施することが

重要であります。このため、高校、大学等の卒業予定

者を対象とした合同企業説明会や面接会を開催すると

ともに、一般求職者を対象とした「適職フェア」や情

報通信関連産業や観光関連産業などの産業別フォーラ

ムについても連携して開催しております。

　若年者については、沖縄県キャリアセンターをハ

ローワークに併設し、国と県が連携し、より一層充実

した就職支援の実施に努めております。

　また、障害者の生活から就労までの支援を行う障害

者就労・生活支援センター事業においては、労働局と

県、地域が一体となって障害者支援に取り組んでお

り、大きな成果を上げております。

　さらに、各種雇用支援制度の活用促進についてもハ

ローワーク等の関係機関と連携し、雇用支援制度活用

相談会を各地で開催し、制度の周知及び活用促進を

図っているところであります。

　次に、文化・環境政策の質問の中で、太陽光発電シ

ステムの導入目標についてお答えします。

　県では、新エネルギーの導入拡大を図るため、平成

12年度に「沖縄県新エネルギービジョン」を策定し、

その中で太陽光発電について、平成23年度までの発電

総量として５万3000キロワットの導入目標を設定して

おります。

　平成19年11月末日現在の導入状況は、住宅及び民間

企業等を合わせて約１万4000キロワットとなっていま

す。

　県においては、地球環境問題への対応などエネル

ギーを取り巻く環境の変化を踏まえ、平成20年度に沖

縄県新エネルギービジョン（仮称）を新たに策定する

計画であり、今後とも庁内の連携を図りつつ、太陽光

発電を初めとする新エネルギーの導入を促進してまい

ります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　産業振興についての御質

問で、県民所得向上対策協議会の設置についてお答え

いたします。

　本県経済は、各種の産業振興策等によりおおむね国

を上回る経済成長を遂げているものの、本県の人口増

加率が高いこともあり、１人当たりの県民所得は、経

済規模の拡大に比較して伸び悩んでいる状況にありま

す。

　県民所得の向上のためには、本県経済全体の活性化

を図る産業振興と成長のかぎを握る人材の強化が重要

であると考えており、「みんなでグッジョブ運動」な

どの施策を強力に推進しているところであります。

　御提言の県民所得向上対策協議会の趣旨につきまし

ては、今後の産業振興、雇用拡大に取り組む上で参考

にさせていただきたいと思います。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉・教育施策につ

いての中の、乳幼児医療費助成制度の見直しについて

にお答えいたします。

　県では、平成19年10月以降の治療分より対象年齢を

拡大し、入院は４歳児までから就学前まで、通院は２

歳児までから３歳児までに引き上げたところでござい

ます。

　さらなる対象年齢の拡大及び給付方法の見直しにつ

きましては、財政負担等を伴うことから引き続き慎重
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に検討してまいりたいと考えております。

　続きまして、インフルエンザ予防接種の公費助成に

ついてにお答えいたします。

　現在、インフルエンザワクチンの予防接種につきま

しては、予防接種法に基づき市町村が実施主体とな

り、65歳以上の高齢者及び60歳から64歳のハイリスク

者を定期接種の対象として、それ以外は任意接種で実

施しております。

　任意接種に対する費用負担は、市町村が地域の実情

に応じて判断すべきものと考えております。

　県といたしましては、インフルエンザの発生動向の

把握や感染予防に対する普及啓発等を行ってまいりた

いと考えております。

　続きまして、「沖縄県自殺総合対策行動計画」につ

いてお答えいたします。

　「沖縄県自殺総合対策行動計画」は、国の自殺総合

対策大綱を踏まえ、関係機関・団体の連携体制の構

築、自殺に至る経緯等の実態調査、普及啓発等による

自殺の事前予防、自殺の危険性の高い人を発見し、適

切な危機介入を行う等の自殺発生への危機介入、未遂

者や遺族への事後対応等の具体的方策を示すものであ

ります。

　県においては、同行動計画を３月末までに策定し、

計画に基づいた自殺対策を推進してまいります。

　続きまして、うつ病デイケアの継続と拡充について

にお答えいたします。

　うつ病デイケアは、民間医療機関への普及を目的と

したパイロット事業として平成17年８月から始まった

事業で、平成19年度に終期を設定しておりました。し

かしながら、着実な移転を図るために平成20年度まで

継続して実施することとしております。

　同事業につきましては、必要な方が地域において治

療が受けられるよう、総合精神保健福祉センターにお

いて医療機関等に対して技術移転のための研修を実施

しているところでございます。現在２カ所の民間医療

機関が平成21年度からの実施を予定しておりますが、

実施機関の拡充を含め、引き続き技術移転に向けた取

り組みを強化していきたいと考えております。

　続きまして、障害者工賃倍増計画支援事業について

にお答えいたします。

　県においては、授産施設等を利用する障害者が地域

で自立した生活が送れるよう工賃を引き上げる必要が

あると考えております。

　このようなことから、今年度中に平成23年度の目標

工賃及び工賃の引き上げに向けて取り組む具体的な方

策等を定めた「沖縄県工賃アップ推進計画」を策定す

ることとしております。

　平成20年度における工賃倍増計画支援事業の取り組

みとしては、授産施設等への経営専門家の派遣、意識

改革のための研修会の開催、就労支援コーディネー

ターの配置等を実施することとしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　福祉・教育政策の中

で、アメラジアンスクールへの支援についてお答えい

たします。

　県では、アメラジアンスクールに通学している児童

生徒に対して、不登校等の原因となっている日本語の

読み書き等を指導することにより、学籍校への円滑な

復帰を図る目的で平成13年度から毎年度２名の日本語

等指導者を派遣しています。

　子供たちの日本語力の向上及び学籍校との連携等に

おいては、日本語等指導者が大きな役割を果たしてい

ることから、引き続き支援してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、地球温暖化対策との関連で、実行計画の策定

及び取り組み状況等についてお答えいたします。

　県においては、「沖縄県地球温暖化防止実行計画」

を平成13年２月に策定し、温室効果ガス排出量の削減

を初めとする環境負荷の低減に取り組んでいます。

　計画策定以降、職員の環境配慮意識は高まってお

り、県庁本庁舎などについては、温室効果ガス排出量

の削減に大きな成果が得られております。

　しかしながら、県の全機関からの総排出量について

は、施設の新設に伴う重油使用量の増加や公用車燃料

使用量の増加等により、第２期計画の目標年度である

平成18年度実績は、第２期計画の基準年度である平成

13年度比で3.8％増加しております。

　これらのことから、平成19年度から平成23年度まで

を期間とする第３期計画においては、ＥＳＣＯ事業の

導入やエコドライブの実践等により、温室効果ガス排

出量の削減に努めていきたいと考えております。

　次に、市町村における実行計画の策定状況について

お答えいたします。

　県内市町村においては、那覇市、糸満市、名護市、

石垣市、宜野湾市が「地球温暖化防止実行計画」を策

定し、率先してみずからの事務及び事業に関する温室

効果ガスの排出を抑制する取り組みを進めております

が、未策定の市町村が多い状況にあります。

　県としては、県内市町村の策定率の向上に向け、市

町村担当課長会議等において実行計画の策定を促して
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いるところであります。

　なお、宮古島市など11市町村においては、平成20年

度の策定に向けた検討が進められております。

　次に、ＥＳＣＯ事業の取り組み状況についてお答え

いたします。

　県では、省エネ改修による地球温暖化防止対策を推

進するため、平成17年度には県有10施設について「Ｅ

ＳＣＯ事業導入可能性調査」を、平成18年度にはホテ

ル、病院等の民間10施設について「ＥＳＣＯ事業導入

モデル可能性調査」を実施しております。

　これらの調査結果に基づき、今年度から本庁舎、県

立北部病院、県立看護大学が、また民間施設では浦添

市内の総合病院でＥＳＣＯ事業が開始されることに

なっております。

　また、今年度は県有中小施設209施設を対象に県有

中小施設省エネ改修プラン策定事業を行い、ＥＳＣＯ

事業の導入実施計画を策定しているところであり、県

有施設へのＥＳＣＯ事業の導入を積極的に推進してい

く予定であります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　行財政改革についてに関

連しまして、財政健全化と今後の見通し及び事業の選

択と集中について、関連しますので一括してお答えい

たします。

　国、地方を取り巻く厳しい財政状況の中、平成20年

度当初予算におきましては、給与の特例措置や政策的

経費の縮減を行ってもなお387億円の収支不足が生じ

たため、主要４基金の取り崩し、退職手当債や行革推

進債等の発行などにより対応したところでございま

す。

　特に、政策的経費の縮減につきましては、枠配分方

式を導入するなど、これまで以上に各部局の権限と責

任のもと主体的な行財政改革を実行するとともに、事

業の取捨選択を行い、徹底した歳出削減を行ったとこ

ろでございます。

　本県財政は、今後も歳入において県税や地方交付税

などの一般財源の大幅な増が期待できない反面、歳出

においては、団塊世代の大量退職に伴う退職金の高ど

まり、制度改正や少子・高齢化に伴う社会保障関係費

の増などにより厳しい状況が続いていくことが見込ま

れます。

　そのため、「沖縄県行財政改革プラン」の着実な実

施はもとより、県税の徴収率の向上、使用料・手数料

の定期的な見直しなど自主財源の確保、職員数の適正

化、事務事業の見直しなど、財政健全化策をこれまで

にも増して徹底的に進めてまいります。

○議長（仲里利信君）　上原　章君。

○上原　　章君　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後１時43分休憩

　　　午後１時44分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　幾つかの要望と再質問をさせていた

だきます。

　まず、日米地位協定についてですが、私は、基地か

ら派生する事件・事故に対応するには、これまでのよ

うな運用の改善では限界があると思います。

　県は、平成12年に11項目の見直しを提案し、抜本的

改定を要請しているわけですが、現時点でもそれが県

のスタンスなのか。私も抜本的見直しが必要と考えま

すが、今回のような痛ましい事件・事故を二度と起こ

させないためには、不起訴前の身柄の対応等できると

ころから改定させることも視野に入れる必要があると

考えます。

　今回も運用の改善で終わらせることがないよう県は

日米両政府に強く求めていく考えはないか、見解を伺

います。

　次に、県警本部長にお尋ねします。

　先ほどの答弁で再発防止に向けて警戒態勢を強化す

るとしていますが、日米での合同パトロールの話が報

道されております。見解をお聞かせください。

　次に、「沖縄県中小企業の振興に関する条例」につ

いてですが、本条例が形骸化することなく効果的なも

のにするため、産・学・官・民から専任された中小企

業振興会議（仮称）等の設置が必要との声も寄せられ

ています。条例が実効性あるかどうか、恒常的に検証

していく体制づくりが必要と考えますが、見解を伺い

ます。

　給食費助成についてですが、県は今回の米代の支援

を１歳以上としております。保育現場からゼロ歳児も

６カ月からは離乳食としてごはんも食べるということ

で、ぜひゼロ歳も対象としていただきたいという要望

があります。検討できないかお聞かせください。

　それから、先ほどのうつ病デイケア事業、私はこの

デイケア事業の視察をしてまいりました。利用者の方

の直接の声も聞かせていただきました。私は、この事

業を今後しっかり県は推進をする中で、平成21年、民

間にしっかり引き継いでいきたいという先ほどの答弁
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でありました。その受け皿の体制が整う、それもしっ

かり確認をして、この事業は今後も充実させていただ

きたいと私は思います。福祉保健部長にぜひ現地に行

かれて利用者の生の声を聞いていただきたい。その

点、見解をお聞かせください。

　それから特別支援学校設置について、このことはほ

かの代表質問でも取り上げておりました。この事業は

関係者の皆さんに本当に納得して進めていかなけれ

ば、我々が、特に子供たちを守るべき行政として責任

が問われるのかなと思いますので、しっかり現場の声

も確認をしてこの事業は進めていただきたいと思いま

す。

　モニタリング事業、先ほど答弁では可否を決めると

いうような話をしていました。この事業は可否を決め

るための事業ではなく、あくまでもその事業を受ける

べき人たちのためにどういうふうな形で不公平さをな

くしていけるか、それを確認するための、どういうふ

うに取り組んでいけるかの確認をする事業であります

ので、ぜひ県は国にしっかりこの点を伝えて、多くの

方々が納得される結果ができるようにお願いしたいと

思います。

　それから水産公社についてですが、先ほどの答弁で

は非常に経営が厳しいということでありました。この

水産公社の事業経営がしっかり立て直す形で今後も存

続していくのかどうか、それともこの公社が別の形で

引き継いでいくのか。特に糸満漁港の管理をしている

公社でありますので、その点も再度答弁をお願いした

いと思います。

　最後に、アジア音楽祭。

　先ほど、アジアの多くの方々に沖縄に来ていただい

て音楽祭をされると聞きました。私は、文化立県沖

縄、また観光立県沖縄ということを考えたときに、こ

の音楽祭を通して多くの交流を結ぶことも大変重要だ

と思いますが、行政として、できればせっかくアジア

から多くの方々に来ていただくわけですから、各国の

大使館等の関係者も沖縄に来ていただいて、沖縄のよ

さをじかに見ていただくことも一つの大きな意味があ

るかなと思います。御検討をお願いします。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後１時51分休憩

　　　午後１時55分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　再質問にお答えいたします

が、９つぐらい再質問がございまして、私の方で３つ

ばかり答弁させていただきますが、まず第１に、この

地位協定の抜本的改正についてでございますが、こう

いう事件の後を契機に、また改めて我々としても、私

も答弁で申し上げましたが、アメリカにも行って、ア

メリカの議会等も通じてと申し上げましたが、そうい

うことも踏まえ、また御提言いただきました、できそ

うなものからやっていくというようなこともぜひ踏ま

えて、何とか前へ動くように取り組んでまいりたいと

思っております。また、いろいろ御指導賜りたいと思

います。

　それから３番目でしたか、中小企業振興条例に関連

する再質問でございますが、これは御提言のように、

基本的には中小企業関係者の意見を反映させるよう、

いろんな形で御趣旨に沿うような形で関係者の意見が

反映されるような形をつくり、意見を反映させてまい

りたいと考えております。

　それから最後でしたが、アジア音楽祭ですが、御提

言の各国の在外公館といいますか、逆に日本にある機

関も招聘したらどうかという点は非常に結構な御提言

ですので、しっかりそれを踏まえやってまいりたいと

思います。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　モニタリング事業につ

いてでありますが、県としてもこの空調機器の維持管

理費補助の拡大などについては必要な事業として認識

しておりまして、今後ともしっかりと国に求めていき

たいと思います。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　米軍との共同パトロー

ルに関する御質問にお答えいたします。

　県警察と米軍との共同パトロールについては、２と

おりの形態があります。

　１つは、県警察と米軍の軍事警察機関である憲兵

隊、いわゆるＭＰとの共同パトロールであります。

　同パトロールについて県警察では、米軍施設外にお

ける治安の確保は沖縄県警察の責務であること、何ら

かの犯罪を犯した米軍人を県警察とＭＰとが共同逮捕

した場合、地位協定の規定で当該米軍人の身柄は米軍

に引き渡されることとなり、原則として起訴されるま

で米軍側がその身柄を拘束することから容認していな

いところであります。
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　２つは、県警察と米軍のＭＰ以外の軍人との共同パ

トロールについてであります。

　既に平成12年９月から数名の私服軍人によるパト

ロール、平成17年11月からは制服軍人によるパトロー

ルが沖縄市、金武町の一部地域で実施されておりま

す。

　米軍当局によれば、このパトロールはコートシー・

パトロール、通称ＣＰと称され、日本語では生活指導

巡回と訳されております。

　その内容は、米軍人の公務外での生活指導、例えば

飲酒酩酊者の早期帰隊を促したり、軍人同士のトラブ

ルの未然解消など、警察権を有さない上官による部下

に対する一般的な指導行為であります。

　このＣＰについても、特に制服によるものである場

合、基地外での軍事警察権の行使と誤解されるおそれ

があることから望ましくないと考えておりますが、パ

トロールの実態が米軍当局の警察権の行使を目的とす

るものではない以上、あえて反対していないのが現状

であります。

　既に沖縄市、金武町の一部地域で実施されておりま

す警察権を有しないＣＰと県警察とが共同でパトロー

ルすることについては、共同パトロール中に米軍人を

被疑者とする犯罪現場において事情聴取等を行ってい

る際に、ＣＰから連絡を受けて現場臨場したＭＰが共

同逮捕を行った場合、身柄の措置に関してＭＰとの共

同パトロール同様の問題が生じる可能性があること、

県警察がＣＰとの共同パトロールを実施することは、

米軍犯罪のみに対処するために既存の警察力の一部を

割くことになり、警察力が低下するおそれがあること

の２点の問題点があると考えており、現状では沖縄県

民にとって必ずしも望ましいものではなく、これらの

問題点が解決され、沖縄県民に明確に示される必要が

あるものと認識しております。

　また、共同パトロールを実施するに当たっては、現

場において沖縄県警察官が米軍人との無用な紛議を起

こすことなく犯罪を未然に防止するとともに、米軍人

関係の事件・事故が発生した際にこれを迅速・的確に

処理するなど、パトロールの実効性を上げるため、法

執行力を持つ警察官や意思疎通のための通訳員の増員

並びにパトカーなどの装備資機材の充実など、必要な

措置が講じられなければならないと考えております。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　認可外保育施設への

給食費の米代についてなんですけれども、現在、市町

村公立保育所の計算根拠をもとに算出されておりま

す。

　基準ベースは、３歳以上と３歳未満という形の計算

になっておりますが、検討してまいりたいというふう

に考えております。

　それから、うつデイについてですが、自殺者の数だ

とか、400とかという数字になりますので、そういう

ことを考慮しますと総合精神保健福祉センターだけで

は絶対に間に合わないと思います。ですから、早急に

各地域、そういうところに移転してまいりたいという

ふうに考えております。そういう意味では関係者の御

意見だとかそういうことは伺ってまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは水産公社

の役割と今後の方針についての再質問にお答えいたし

ます。

　水産公社の収支の改善につきましては、市場移転が

必要であります。

　糸満への市場の移転につきましては、平成18年11月

に市場開設者、生産者、仲買業者など関係者を構成員

とした沖縄県水産物市場流通検討協議会を設置し、同

協議会において移転に関する調整を進めてきたところ

であります。

　また、水産公社の今後の運営等につきましては、糸

満漁港が多くの漁船、また市民に利用され、地域振興

や地域活性化に貢献していること、また漁港の管理運

営の観点も含め、関係機関と緊密な連携・協議を図り

ながら進めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは上原章議員の再質

問で、特別支援学校の編成整備については、現場の声

を聞いて納得のいくように進めてほしいということに

ついてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者等の専

門性や安全性に対する不安や懸念が解消されるように

継続して意見交換を行い、十分なコンセンサスを得た

上で計画を策定してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　当山全弘君。

　　　〔当山全弘君登壇〕

○当山　全弘君　皆さん、こんにちは。

　社大・結連合を代表いたしまして代表質問を行いま
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す。

　まず１点目の、知事の政治姿勢について。

　1996年４月、劇的な返還合意から11年余が経過しま

した。普天間は動かず、膠着状態が続く普天間飛行場

の移設問題。2007年５月には日米が合意したＶ字型案

が最良とする政府と、沖合への移動を求める沖縄県の

立場は平行線のまま時が過ぎていきました。

　２月７日に協議会が開催され、環境影響評価の手続

を進めていく中で、地元の要望である沖合移動も念頭

に置き、沖合移動をテーマにする意向が初めて明らか

になりました。

　次の質問をいたします。

　茨番、メア総領事の発言について。

　ア、メア総領事は記者会見で、県などが求める滑走

路の沖合移動に関し、より沖合に滑走路を出せば埋立

面積もふえるので環境への影響が少なくなるという考

え方になるとは常識的には考えられないと述べ、アセ

ス後の修正にも否定的な見解を示しました。知事の所

見を伺います。

　イ、ジュゴン訴訟で米サンフランシスコ連邦地裁

が、米国防総省にジュゴンへの影響を文書で提出する

よう命じる判決が出ました。この判決について、普天

間飛行場代替施設計画は予定どおり実行できると政府

は発言しておりますけれども、これは環境影響評価

（アセスメント）を急ぐことに対してブレーキをかけ

る判決と思うが、認識と所見を伺います。

　芋番、高校歴史教科書（軍命削除）問題について伺

います。

　昨年９月29日、党派を超えてこれまでの高校歴史教

科書にあった記述を書きかえさせてはいけないと県民

の怒りの声が爆発し、11万6000人余の県民が結集し、

宜野湾市で県民大会が開催されました。この問題につ

いては、知事を初め教育長、仲里議長を団長とする実

行委員会が再三にわたって上京し、意見の撤回を求め

て陳情しました。最近のマスコミ報道によると、近代

の歴史、沖縄戦に関する教科書掲載の論議が決着を見

ないまま薄れつつある。平和を希求する記録伝承に改

ざんは許されるものではありません。

　次の質問をいたします。

　ア、検定意見の撤回と歴史教科書の「集団自決」の

記述に「日本軍による強制」の明記を求めて実行委員

会は４度目の上京を行いました。そして検定意見の撤

回について要請しました。経過と認識について伺いま

す。

　イ、教科書掲載の論議については、検定意見の撤回

に向けた協調体制の確立には難色を示し、教科書会社

６社の訂正申請を承認したということで、県民の求め

ている意見撤回と記述の回復は達成されたことになっ

ております。所見を伺います。

　ウ、首相は、昨年12月に承認された沖縄戦「集団自

決」に関する教科書記述の訂正申請について、教科用

図書検定調査審議会における審議の結果に基づいてい

ると述べ、問題視しない旨の答弁をしております。沖

縄は唯一地上戦が展開され、「集団自決」や日本軍に

よる住民殺害が起きた。重要な史実の評価と歴史認識

がかけ離れてはおりませんか、所見を伺います。

　鰯、道路特定財源の暫定税率について伺います。

　揮発油税など道路特定財源の暫定税率をめぐり与野

党が国会で激しく対立しております。県民の間でも、

高騰するガソリン代が生活を圧迫しており廃止すべき

だ、財源が不足して道路整備を怠ってほしくないと、

撤廃、延長で意見が大きく分かれております。

　次の質問をいたします。

　ア、ガソリン税、自動車重量税などは道路建設に充

てられる道路特定財源と呼ばれ、1974年に２年間の暫

定措置として税率が２倍に引き上げられたものであり

ます。現在まで33年間も延長されてきました。その背

景について伺います。

　イ、道路建設の財源が大幅に不足があって、車の普

及と道路整備が追いついていないということで高い税

率で５年ごとに延長してきました。道路整備状況はど

うなっているんですか。暫定税率をさらに延長する理

由を説明願いたい。

　ウ、ガソリン１リットルには48.6円の揮発油税と5.2

円の地方道路税が課せられており、暫定税率をもとに

戻せばその半分の25.1円はガソリンの価格を下げるこ

とができます。世論は暫定税率廃止を支持する声が多

い。所見を伺います。

　エ、暫定税率が廃止された場合、地方税収に与える

影響額は幾らか。また、一般財源化された場合どうな

るのか所見を伺います。

　２番、知事の公約について。

　茨番、小学校30人学級について。

　知事は、公約の中で、学校教育の充実のために小学

校において１クラス30人学級の導人を目指すとしまし

た。児童を取り巻く状況は、経済格差の拡大などによ

る就学援助児童の増加や子供たちの学力格差の拡大な

ど、ますます教育現場では困難な状況になっておりま

す。

　学校現場での個々に応じたきめ細かい指導やゆとり

を持った授業が求められ、それを実現するためには一

日も早い30人学級の編制が必要です。
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　次に質問いたします。

　ア、義務教育第８次教職員予定数計画において、地

方で少人数学級編制の実現が規制緩和されました。沖

縄県の改善状況と適応状況について伺います。

　イ、仲村教育長が新年度の４月から30人学級の実現

と検討委員会設置を約束しましたが、進瀧状況につい

て伺います。

　このことについては、きのうの狩俣議員の質問に

よってわかっておりますけれども、これと並行しまし

て財政的な裏づけについては大丈夫でしょうか、お伺

いいたします。

　ウ、各県における少人数学級の編制状況についても

伺います。

　芋番、普天間飛行場の３年以内の閉鎖について。

　2007年12月10日に就任１年目を迎えた知事は、普天

間問題の行き詰まりに困惑しております。2006年11月

の知事選で、辺野古にＶ字型滑走路をつくる現行案に

賛成できないと明言し、国に見直しを求め、３年以内

の危険性除去を公約しております。

　質問いたします。

　ア、Ｖ字型案は悪天候などで視界が悪いときの計器

飛行ルートが住宅地上空にかからないように考え出さ

れました。しかし、知事は滑走路の位置自体が住宅地

に近過ぎ、騒音被害も大きいとして可能な限り沖合と

主張し、全く意見が違うことにつながっております。

経過と所見を伺います。

　イ、政府は沖合移動すると埋め立てがふえるので周

辺海域の生物の生息環境に悪影響が出るとして反対派

の妨害活動を防ぎにくいことを理由に掲げ、現行案に

固執しております。経過と所見を伺います。

　ウ、米国は計画を変更すると米軍再編全体が崩壊し

かねないと修正拒否の構えを崩しておりません。政府

がどこまで応じるかは対米交渉も絡むだけに困難が予

想されます。県の対応を伺います。

　鰯番、待機児童ゼロについて。

　子供は沖縄の宝。世界に誇れる安心・安全な子育て

環境をつくり、保育所待機児童をゼロにすると公約い

たしました。

　次の質問をいたします。

　ア、待機児童をゼロにして子育て環境をつくります

と政策目標に掲げた。出生率も年少構成割合ともに高

く、子供の数が一番多いのが沖縄県です。人口増加率

３位、自然増加率１位、出生率１位、年少構成割合１

位となっている。にもかかわらず、保育所の普及率は

全国44位で５歳児保育問題は解消されておりません。

所見と対応を伺います。

　イ、保育所措置児童数３万432人――これは去年の

６月現在でございます――に対し、待機児童数1850

人、待機率6.1％で全国１位となっております。解消

策はあるのか所見を伺います。

　ウ、保育所１カ所60人定員を整備するのに建設費、

運営費含めて幾らかかるのか、財政的負担はどうなっ

ているのか所見を伺います。

　允番、雇用失業問題について。

　年平均の失業率の推移を見ると、2002年がピークで

8.3％、2004年7.6％、2006年7.7％と推移し、2007年

11月は6.5％台となったものの、４万人を超える完全

失業者を抱えております。県民所得も相変わらず全国

最下位にとどまり、雇用の場の拡大が急がれます。

　次の質問をいたします。

　ア、失業率の全国平均化を掲げた知事が就任して１

年が過ぎました。変化が期待された雇用情勢は拡大に

つながっていないと指摘されております。雇用情勢は

改善に向かっているのか、全国平均化までの決意を伺

います。

　イ、完全失業率の全国平均化４％台については、劇

的な改善は容易ではないと思います。雇用の拡大につ

ながる製造業が少ないのも一つの要因であります。さ

まざまな企業誘致策については税制面の優遇措置や適

正な利益が得られなければ企業は立地いたしません。

雇用拡大につながる企業誘致策について伺います。ま

た、４万人雇用の具体的な戦略についても伺います。

　３、基地問題について。

　茨番、普天間飛行場代替施設建設の環境アセスメン

トの方法書について。

　政府は代替施設案を1996年以来、二転三転させまし

た。沿岸案を防衛庁が主張、浅瀬案を米側が主張し

た。最近はＶ字案、現行案と沖合移動案が出て、知事

と総領事とのやりとりもあります。基地問題の深刻さ

が浮き彫りにされております。代替施設建設をめぐる

県環境影響審査会はアセス方法書に不信感を抱き、書

き直すべきとの答申をまとめました。

　質問いたします。

　ア、昨年12月の知事意見で方法書の不備を指摘し、

修正や追加説明を求めた。沖縄防衛局から県環境影響

審査会への説明は県の求める内容になっていないと書

き直しを要求しました。経過と対応について伺いま

す。

　イ、代替施設建設で埋立用の海砂は県内で１年間に

採取された海砂量の12倍以上になることも判明、本島

周辺の砂浜の消失が懸念されます。また、短期間の大

量採取による環境破壊も懸念されます。所見を伺いま
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す。

　ウ、代替施設建設は陸域の造成や土砂採取も予定さ

れ、影響は海にとどまりません。基地建設が爆音や演

習被害などにとどまらず、沖縄全体の自然環境への甚

大な影響も考えられます。破壊を食いとめるためにア

セスがあるのではないでしょうか。認識と所見を伺い

ます。

　芋番、有事を想定した即応訓練について。

　米軍嘉手納基地第18航空団による有事を想定した即

応訓練が実施され、深夜未明の時間帯に拡声器放送や

サイレンの音が鳴り響き、うるさくて眠れない、訓練

の騒音に起こされた、まるで戦場のようだという町民

からの苦情が絶えません。県は、即応訓練は認められ

ない旨の抗議をすべきではないでしょうか。所見を伺

います。

　鰯番、２月10日発生した少女暴行事件についてであ

ります。

　このことについては、辺野古での住居侵入事件、

フィリピン女性への暴行事件、相次いでアメリカ軍に

よる事件が発生しております。また、２月19日には自

衛艦が無防備の漁船に衝突し、とうとい２人の人命が

損なわれております。軍隊は住民を守らないというこ

とが浮き彫りにされ、はっきりしました。

　そこで質問をいたします。

　許しがたい米兵の行為、再発防止を訴えても事件・

事故は後を絶ちません。知事は、海兵隊撤退を含めて

強く抗議すべきではないでしょうか。県民大会を開催

する必要があるのではないでしょうか。県民大会が開

催された場合、参加されますか、所見を伺います。

　４、2008年度沖縄県予算案について。

　2008年度一般会計予算5901億円が最終内示されまし

た。総額は、2007年度比約60億円減でマイナス編成と

なっております。県単独事業の投資的経費99億200万

円も約30年ぶりに100億円を割っていて財政事情が一

段と厳しくなっている。歳入がふえない予算編成は景

気の上向きにも何らかの影響を与えると思われます。

　次の質問をいたします。

　ア、各部局からの2008年度予算の要求額は幾らだっ

たのか。また、予算の充当率はどうなっております

か。

　イ、総額5901億円、最終内示で対前年度比１％、60

億円下回った。県民生活に直結した取り組むべき事業

については優先的に取り組むことができたのかどうか

伺います。

　ウ、交付税、国庫金に依存した財政構造を是正し、

県税収入への割合をふやし、自主財源の確保を強化す

る必要があります。所見を伺います。

　エ、独自の財源が少ない上に収支不足が約400億円

にも上っております。穴埋めとして主要４基金を取り

崩して退職手当債など新たな県債を発行してつないで

おります。主要４基金の残高、県債残高はどうなって

いるか伺います。

　オ、職員退職金に臨時財政対策債発行による公債費

も増加するなど、不安要因は残ったままとなっており

ます。今後の収支不足の見通しと対策について伺いま

す。

　５番、沖縄振興計画について。

　平和で安らぎと活力のある沖縄県を目指す沖縄振興

計画が平成14年度にスタートし、第１次、第２次が終

了し、後期振興計画がスタートしました。11分野にわ

たる分野別計画を策定し、その達成に向けて施策が展

開されております。

　次の質問をいたします。

　ア、第１次分野別計画の総括は第２次分野別計画に

生かされましたでしょうか。

　イ、第２次分野別計画―― 17年から19年――がス

タートするに当たり、第１次分野別計画をどのように

総括し、沖縄振興施策の分野別計画の取り組みをした

か、その取り組み状況について伺います。

　ウ、平成16年度の実績、第２次分野別計画の目標と

達成率はどうなっておりますか。

　エ、第３次分野別計画――2008年から2011年――の

素案が決定されました。残り４年に迫った振興計画の

第３次分野別計画の素案はどうなっておりますか。振

興計画後期については実効性と成果を県民に示す必要

があります。所見を伺います。

　６、平和行政について。

　沖縄学童疎開史の編さんについて。

　太平洋戦争も末期近く、戦局ついに我に利あらず、

制空権も制海権も失ってしまった日本軍は根尽き力果

て、いよいよ焦りに焦って沖縄決戦のための血みどろ

の戦闘準備をしていました。

　時はまさしく昭和19年の夏、勝つためなら何でもし

ます。武運長久を祈り必勝を信じ、神風を信じ、たと

え戦局は不利であっても戦後の最後には必ず勝つもの

と思い込まされ、またそのように言い含められており

ました。日本軍は毎日泥まみれ、汗まみれになって陣

地構築でした。米軍の沖縄進攻必至と宣伝され、軍民

ともに血相を変えて右往左往し、戦々恐々として安ら

かな日はありませんでした。今度こそ沖縄で米軍をた

たくのだ。引き寄せてたたきのめすのだ。また、やる

ときにはやるんだ。今度こそやるんだとも言っており
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ました。米軍を沖縄でたたきつぶすまでの間、上陸さ

せて皆殺しにするまでの間、約６カ月間、学童たちは

九州方面に疎開させるのだという国策によって戦争遂

行に協力しながら、一方では各自の生命も守られるの

だと言い含められて学童たちは疎開させられました。

　昭和19年７月７日、サイパン島が玉砕し、戦況は日

本軍に不利と見て学童疎開促進要綱を閣議決定し、そ

の後、学童疎開に関する県通達文を発送、あて先は両

支庁長、那覇・首里市長及び三郡国民学校長となって

おりました。

　「沖縄県学童集団疎開準備要領」による疎開の対象

者は、国民学校初等科３年より６年までの男子とされ

ました。学童疎開の趣旨は、すぐれた県民の種族を長

く後世に保存するということでした。

　「疎開ノ推奨」として、学校側にて希望者を募集す

る場合は、敗戦的な傾向にならないよう特に留意し、

疎開とは単なる避難にあらず、戦争完遂のための県内

防衛態勢の強化を図るための措置にほかならない。国

家の人口疎開の方策に基づくものであることを強調

し、残留者へはいささかも不安を与えざるよう思想態

勢の動揺を極力防止するということでした。

　こういった戦争遂行のための国策によって学童集団

疎開は実施され、昭和19年８月13日、学童疎開第一陣

が鹿児島へ出港、８月19日第二陣、８月21日に対馬

丸、暁空丸、和浦丸が那覇港を出港、８月22日、対馬

丸が敵の魚雷攻撃を受けて沈没、乗船者767人の学童

を含む1484人が犠牲となる悲劇が起こっております。

　私たちの船も対馬丸沈没後の８月28日鹿児島向け出

港、９月１日鹿児島に入港しました。最後の疎開船

だったと言われております開城丸が昭和20年３月５日

那覇港を出港しておりますけれども、到着は不明と

なっております。

　疎開の目的として、疎開政策の目的の一つが次世代

の戦力温存にあったこと、２つ目、疎開の目的として

県内食料事情の調整を図り、持久戦に備えて食いぶち

を減らしておくこと、３つ目に、婦女子学童は作戦の

邪魔にならないよう、軍の足手まといにならぬよう協

力するため、こういった趣旨のものでございました。

　次に質問をいたします。

　ア、国策によって疎開させられた学童たちは疎開先

で、「ヒーサン」、「ヤーサン」、「シカラーサン」

の中で、２年有余の疎開生活が続きました。このよう

なことは事実であり、学童疎開についてはいろいろな

角度から検証されていく必要があります。所見を伺い

ます。

　イ、疎開にまつわる情報を集め、学童疎開というも

のを戦争体験の一つとして語り継いでいくことが大切

ではないでしょうか。そのためには疎開とは何だった

だろう、集団学童疎開は何のために、ああ太平洋戦

争、そして疎開。

　このような内容で委員会を立ち上げていただいて、

沖縄学童たちの疎開史の記録を後世に残すために編さ

んをしてはいかがでしょうか。所見を伺いたいと思い

ます。

　７、土木行政について伺います。

　茨番、安里川はんらんについて。

　昨年８月の集中豪雨によって安里川がはんらんし、

蔡温橋周辺の家屋や店舗が浸水被害に遭いました。は

んらんは自然災害、人災を議論するのではなく、河川

管理者として当然浸水被害を未然に防止する施策・工

事を講じなければなりません。

　次の質問をいたします。

　ア、河川のはんらんは防止するのが河川行政の役割

であって、大雨を想定した河川構造にはなっていない

のではないでしょうか。自然災害、人災を問わず、浸

水被害を未然に防止する河川にはなっていないのでは

ないか。自然災害といわず、大量の集中豪雨にも対応

できる河川整備が必要ではないでしょうか。所見を伺

います。

　イ、２月５日に開催された安里川はんらん解析の結

果、説明会が開催されました。県は自然災害を主張、

市民は人災と主張。補償の対象にすべきだと譲らず平

行線をたどっております。経過と対応について伺いま

す。

　次に、モノレールについて伺います。

　芋番、首里駅から西原入り口までのモノレールにつ

いて。

　第７回延長検討委員会の開催が20年３月21日に予定

されております。第６回検討委員会の中ではＡ－３福

祉センター改良案とＡ－４浦添ルート案に絞られ、県

民・市民の生活向上、交通利便性、アメニティー向上

等を含めた総合判断として浦添案を優位な案として結

論としたいということでありましたけれども、最終的

には住民の意見を集約し、３月の第７回検討委員会で

決定することになりました。

　次の質問をいたしたいと思います。

　県民の意見はどのように収集したか。意見集約はど

のようになっているのか。延長ルート案の選定の今後

の進め方について伺います。

　最後に、教育行政について。

　特別支援学校編成整備計画について伺いたいと思い

ます。
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　沖縄盲学校編成に伴う、知的障害児も通学する特別

支援学校に移行させる計画案に対し、視覚障害教育の

専門性の維持が要求されております。これに対し、教

育長は教員の署名活動を制限いたしております。所見

と対応を伺いますけれども、このことについてもきの

うの狩俣議員の質問で大体の方向性はわかっておりま

すけれども、今後は関係者と十分に話し合いたいとい

うことでございます。知的障害児と視覚障害者を分離

して実施する方向での検討が好ましいと思いますけれ

ども、このような内容での理解でよろしいかどうか答

弁を願いたいと思います。

　よろしくお願いします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当山先生の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢という中で、歴史教科

書問題の経過と認識についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　高校歴史教科書問題につきましては、県内全市町村

議会や県議会におきまして教科書検定に関する意見書

が決議されました。

　また、９月29日には県民大会が開催され、県民の総

意として検定意見の撤回と記述の回復を求める決議が

なされました。その趣旨を踏まえ、県や実行委員会が

政府及び関係団体へ検定意見の撤回等を要請いたして

まいりました。

　このことは、国内唯一の悲惨な地上戦を体験しまし

た沖縄県民の平和を希求する強い思いを伝えたもので

あると認識をいたしております。　

　次に、同じく教科書問題の中で、訂正申請の承認に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　今回、高校歴史教科書の訂正申請が承認され、広い

意味での日本軍の関与の記述が回復されるとともに、

沖縄戦における「集団自決」の背景の説明や注釈がつ

けられるなど、沖縄戦に関する理解を深めるものに

なっていると考えております。　

　また、教科書検定意見の撤回につきましては、長期

的な取り組みになるものと考えており、今後の国の動

向を注視していきたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢に係る御質問の中で、福田総

理の発言についてのコメントいかんという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　福田首相の発言に対しましては、コメントする立場

にありませんので、言及することは差し控えさせてい

ただきたいと思います。

　２番目の知事の公約についてという中での、雇用情

勢と失業率全国平均化への決意についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　平成19年平均の雇用情勢を見ますと、完全失業率は

前年の7.7％から7.4％に改善しておりますが、失業者

が減少する中で就業者数も減少いたしており、必ずし

も雇用情勢が改善したとは言いがたい状況にございま

す。

　一方、月ごとの動きで見ますと、就業者数は年の後

半から増加傾向にあり、また平成19年11月と12月につ

きましては完全失業率が３年８カ月ぶりに６％台に改

善いたしております。

　完全失業率の全国並み改善に向けては、企業誘致や

地域産業の振興、雇用対策等を一層拡充強化をしてま

いりたいと考えております。あわせて、企業や教育機

関、そして関係団体等の理解と御協力を得て「みんな

でグッジョブ運動」を展開し、積年の課題であります

雇用問題をぜひ改善いたしたいと考えているところで

ございます。

　次に、基地問題に関連いたしまして、暴行被疑事件

への対応及び県民大会の開催についての御質問にお答

えいたします。

　今回の事件は、女性の人権をじゅうりんする重大な

犯罪であり、特に被害者が中学生であることを考えれ

ば、極めて悪質で決して許すことはできず、強い憤り

を覚えるものでございます。

　県は、福田総理大臣やシーファー駐日米国大使を初

め、関係大臣、関係機関に対し遺憾の意を表するとと

もに、このような事件が二度と起きないよう一層の綱

紀粛正及び隊員の教育の徹底を行い、県民が納得する

ような形で具体的な再発防止策等を講じ、それを公表

するよう強く求めたところでございます。

　また、軍転協を通じ、海兵隊の削減の確実な実施及

びさらなる在沖米軍兵力の削減などを米軍を初め日米

両政府に対し強く要請したところでございます。

　なお、県民大会につきましては、被害者及び御家族

の心情や意向にも十分に配慮することがまず第一であ

り、その上で広く県内の各界各層の声を聞く必要があ

ると考えております。

　次に５番目の柱の、沖縄振興計画に関連いたしまし

て、第３次分野別計画の素案、振計後期の所見いかん

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　第３次分野別計画につきましては、第２次計画の実

績や状況の変化を踏まえつつ、各施策について成果指

標及び関連施策の見直しを行っております。

　具体的には、観光客数の目標値を650万人から720万
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人に、さらに情報通信関連産業の雇用者数の目標値を

２万2400人から３万3700人に上方修正いたしておりま

す。沖縄振興計画後期は、残された課題の解決に向け

て沖縄の自立的発展の基礎をさらに固め、新たな飛躍

を図る重要な期間であります。

　このため、県といたしましては、第３次分野別計画

に基づき、産業・雇用の拡大や観光客1000万人の達成

等に向けまして、施策及び事業実施の加速化を図って

まいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　在沖米総領事の発言に

ついての御質問にお答えします。

　在沖米総領事の発言は報道等により承知しておりま

すが、代替施設を沖合へ寄せることについては、地元

住民の生活環境に配慮するため、移設先である名護市

が日本政府に対し、基本合意書に基づき要求している

ものであり、県としても、その要求にこたえるよう政

府に求めているところであります。

　また、代替施設に係るアセス手続は、法及び条例に

基づくものであり、今後、適切な調査の実施により、

その結果を踏まえ、住民の生活環境や自然環境に十分

配慮すべきは当然のことと考えております。

　次に、住宅地区上空の飛行と沖合移動についてお答

えします。

　Ｖ字型案となった経緯については、名護市及び宜野

座村の住宅地区上空を飛行ルートから回避するため、

平成18年４月に両市村と日本政府が交わした基本合意

書に基づき、日米両政府が合意したものであると認識

しております。

　名護市の可能な限り沖合へ移動していただきたいと

の要求は、同市が政府と交わした基本合意書に基づ

き、周辺住民の生活環境等に配慮する観点から要求し

ているものであります。

　そのため、県としても、地元の意向を踏まえ、でき

るだけ沖合に寄せてほしいということを政府に対し申

し上げているところであります。

　次に、現行案の経緯と所見についてお答えします。

　県としては、普天間飛行場の移設に当たっては、地

元の理解や協力を得ることが不可欠であり、具体的な

建設計画の策定については、県や地元市町村等の意向

を踏まえ、住民生活及び自然環境に十分配慮する必要

があると考えております。

　石破防衛大臣は、第６回協議会において、今後、環

境影響評価の手続を進める中で、客観的なデータを収

集・評価の上、地元にも丁寧に説明し、それに対する

地元の意見を真摯に受けとめ、今後とも誠意を持って

協議していく旨を発言しております。

　また、同協議会において、町村官房長官から、沖合

へという話も念頭に置いて、できるだけ早期に決着さ

せるよう最大限に努力していきたい旨を発言しており

ます。

　県としては、政府が解決に向けて前向きかつ確実に

取り組んでいただければ、この問題が早期に進展する

ものと期待しており、県としても協議を進めていきた

いと考えております。

　次に、修正案への県の対応についてお答えします。

　県が求めているのは、日米両政府が合意したＶ字型

案を基本にしながらも、地元の意向を踏まえ、できる

だけ沖合に寄せてほしいということであります。

　先ほども申し上げたとおり、去る２月７日の第６回

協議会で町村官房長官から、沖合へという話も念頭に

置いて、できるだけ早期に決着させるよう最大限に努

力していきたい旨を発言しております。

　対米関係については、政府において整理されるもの

と考えております。

　次に、即応訓練についての御質問にお答えします。

　県は、嘉手納飛行場における即応訓練について、訓

練の通知を受けた２月８日、米軍及び沖縄防衛局に対

し、周辺住民に著しい影響を及ぼさないよう十分配慮

をすることを申し入れております。

　県としては、米軍の訓練等により県民に被害や不安

を与えることがあってはならず、県民の生命、生活及

び財産へ十分に配慮すべきであると考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢の中

で、ジュゴン訴訟の米連邦地裁の判決と環境影響評価

との関係についてお答えいたします。

　米連邦地裁の沖縄ジュゴン訴訟において、ジュゴン

への影響に関する資料を法廷に提出するよう米国防総

省に命ずる判決が出たことは承知しております。

　本県のジュゴンにつきましては、我が国においても

文化財保護法の国指定天然記念物に指定されているこ

とや、環境省及び本県のレッドデータブックにおける

絶滅危惧ⅠＡ類に指定されており、その保護について

は重要であると認識しております。

　県としては、普天間飛行場代替施設建設事業に係る

環境影響評価の手続において、適切かつ十分な環境影
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響評価の実施を求め、ジュゴンを含む動植物の保護・

保全や生活環境への影響に十分な配慮がなされるよう

求めていく考えであります。

　次に、基地問題との関連で、知事意見で修正や追加

説明を求め、書き直しを要求した経過と対応について

お答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、環境影響評価法に基づく埋め立て

の事業及び沖縄県環境影響評価条例に基づく飛行場の

設置の事業について合冊して作成されていることか

ら、それぞれの規定に基づく期限内に知事意見を述べ

ております。

　昨年12月21日の条例に基づく知事意見においては、

事業内容等が決定しておらず、具体的に示すことは困

難との回答が余りにも多く、的確に答申することは困

難、方法書手続は、事業内容がある程度決定した上で

再度実施するべきものと思料するとの審査会からの答

申を真摯に受けとめるよう述べております。

　また、１月21日の法に基づく知事意見においては、

１月11日に開催した審査会において、埋立事業に係る

150ページ余の事業内容等について説明がなされた

が、その時期が答申の直前であったことから十分な審

査期間が確保できず、書き直しをさせる必要がある旨

の答申がなされたことから、書き直しを求めたもので

あります。

　事業者は、法及び条例に基づく知事意見を踏まえ、

追加・修正資料を作成し、２月５日に公表するととも

に、県内５カ所で２月18日まで閲覧を実施したところ

であります。

　県においては、追加・修正資料について知事意見の

反映状況や調査、予測手法について審査会からの意見

を踏まえ、事業者に対し県の意見を述べていく考えで

あります。

　次に、海砂採取による海砂の消失や環境への影響に

ついてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立用材につ

いては、沖縄島周辺の海砂1700万立方メートルを用い

ると沖縄防衛局から説明がなされたところでありま

す。

　しかしながら、県内の年間海砂採取量からすると著

しく大量であるため、県外も含めた調達先の複数案を

検討するよう知事意見で述べたところであります。

　これに対し、沖縄防衛局が提出してきた追加・修正

資料においては、しゅんせつ土を含む建設残土の受け

入れや県外からの調達等も含め、具体的に検討を行う

との見解が示されたところであります。

　県としては、埋立用材の確保に当たっては、当該事

業実施区域及びその周辺の生態系に著しい影響を及ぼ

さないよう十分な配慮が必要であることから、今後、

環境影響評価手続において必要な意見を述べていきた

いと考えております。

　次に、代替施設建設は爆音や演習被害、自然環境へ

の甚大な影響が考えられるが、アセスについての認識

と所見ということについてお答えいたします。

　環境アセスメントは、土地の形状の変更や工作物の

新設などで環境に著しい影響を与えるおそれのある大

規模な事業の実施前に、事業者みずからがその事業が

環境にどのような影響を及ぼすかについてあらかじめ

調査、予測及び評価を行い、その方法及び結果につい

て住民や地方自治体から意見を聞き、それらを踏まえ

て、環境の保全の観点からよりよい事業計画を作成し

ていくことを目的とした制度と認識しております。

　県としては、今後、環境影響評価手続において地域

の環境保全に責任を有する立場で適切に審査を行い、

関係市村長意見、住民等意見、審査会の意見等を踏ま

え、環境の保全の見地から知事意見を述べていきたい

と考えております。

　次に、平和行政について、沖縄の学童疎開と学童疎

開史の編さんについて一括してお答えいたします。

　沖縄の学童疎開は、もう一つの沖縄戦と言われる場

合もあり、その体験は「ヒーサン」、「ヤーサン」、

「シカラーサン」という言葉に象徴されるように、子

供たちにとっては大変過酷なものであったと認識して

おります。

　県におきましては、平成16年度に疎開関係者実態調

査事業を行い、疎開者及び疎開受け入れ関係者5596名

の名簿を作成いたしました。名簿を作成する過程で県

内市町村や疎開受け入れ先の市町村及び疎開者関連団

体への問い合わせや新聞広告等を通じて情報提供の呼

びかけ等を行いました。

　調査の成果として「疎開関係者実態事業調査報告

書」を作成し、実態調査の結果のほかに疎開学童の体

験談等も記載しております。

　また、戦後60年の節目に当たる平成17年度には、疎

開関係者交流事業の実施や平和祈念資料館における特

別企画展「沖縄戦と疎開」の開催、疎開学童証言ビデ

オ「やーさん　ひーさん　しからーさん」を製作しま

した。

　沖縄学童疎開史の編さんにつきましては、貴重な御

提言として承り、これらの報告書や証言ビデオ等を有

効に活用して、次世代へ沖縄の学童疎開について継承

していきたいと考えております。
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　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　知事の政治姿勢の中

で、暫定税率延長の背景についての御質問にお答えい

たします。

　道路特定財源制度は、我が国の戦後の急速な道路交

通の発達に伴い、立ちおくれている道路を計画的に整

備すべく昭和29年に創設されており、受益者負担に基

づき自動車利用者に課税し、その税収を道路整備財源

とする理にかなった税制度であると考えております。

　特に、本県においては、戦後も27年間にわたり米軍

統治が続き、道路の本格的な整備は昭和47年の復帰以

降に始まっております。

　復帰記念事業としての本島一周道路の整備を初め、

宮古、石垣、西表、久米島の各離島の一周道路や沖縄

自動車道、那覇空港自動車道の整備など、本県の道路

整備を着実に進めることができた背景には、道路特定

財源制度による安定した財源の確保と沖振法に基づく

高率の国庫補助制度によるところが極めて大きいと考

えております。

　次に、道路整備の状況及び暫定税率の延長が必要な

理由についての御質問にお答えいたします。

　本県における車両台数と道路延長の推移を比較しま

すと、本土復帰当時の車両台数が約19万8000台、道路

延長が約4200キロメートルに対し、平成18年度末の車

両台数は約94万2000台、道路延長は約7800キロメート

ルであり、道路延長の約1.8倍の増加率に対し、車両

は約4.7倍で、道路の２倍以上の増加率となっており

ます。

　また、人口・車両台数当たりの道路延長を全国の平

均値と比較しますと、人口当たりが62％、車両当たり

が56％で、本県の道路延長は全国平均の約６割程度と

低い状況にあります。

　本県の道路は、本土復帰以降に本格的な整備が始ま

りましたが、当初の道路整備は未舗装道路の解消を図

る観点から、最小幅員の２車線道路で道路の延長その

ものを伸ばしていくことを課題として本島や各離島の

一周道路の整備を進めてきました。

　その後、都市部の過密化による交通量の急増に伴

い、その対策として交通容量の拡大を図るべく、沖縄

自動車道を初め中南部地域の主要道路の４車線化を進

めてきましたが、物件補償費や道路の大型化に伴う建

設コストの増大等により、整備の進度が交通量の増加

に追いつかない状況にあります。

　しかしながら、那覇空港自動車道や沖縄西海岸道路

等の骨格道路の整備を初め、都市部の渋滞対策や島

チャビを解消する離島架橋などの地域に密着した生活

幹線道路に至るまで、多くの道路がまだ整備の途上に

あります。

　さらに、今後の基地返還跡地の道路整備やモノレー

ル延長に伴う軌道げた等のインフラ整備などを着実に

推進していくためには、暫定税率の維持延長による整

備費用の確実・安定的な確保が極めて重要であると考

えております。

　次に、暫定税率の廃止を支持する世論についての御

質問にお答えいたします。

　ガソリン価格の上昇に伴い、暫定税率の延長に反発

する市民の声についてはマスコミの報道等で承知をい

たしております。

　現在、国や県が推進している道路整備として、那覇

都市圏の渋滞緩和を目指す那覇空港自動車道及び沖縄

西海岸道路の整備や離島苦の解消策としての伊良部架

橋、あるいは通学児童の交通安全に資する歩道整備な

ど、本県の道路整備を着実に進めていくことが必要で

あると考えております。

　昨年３月には沖縄西海岸道路の豊見城道路の開通に

より豊崎埋立地へのアクセスが飛躍的に向上し、次々

に企業進出が決定したところであり、本県の振興に果

たす道路の役割がいかに重要であるかを示していると

考えております。

　県としましては、県民の暮らしと均衡ある経済の発

展を支える大所的見地に立ち、道路整備に必要な暫定

税率の維持延長について県民の理解を得ることが重要

であると考えております。

　次に、暫定税率が廃止された場合の地方税収への影

響及び一般財源化された場合の影響についてお答えい

たします。

　本県の本年度の道路整備費は、直轄、県、市町村合

計で1047億円であり、財源の内訳は、国庫金が約９割

を占め、残りの１割を地方税収等で賄っております。

　本年度の事業費をもとに暫定税率が廃止された場合

の影響額を試算しますと、総額1047億円のうち513億

円が失われるものと思われます。

　地方税収は、軽油引取税や自動車取得税などの税目

で構成しており、直轄事業の負担金や県単独の道路維

持・整備費用に充てられ、本年度は約90億円の税収を

見込んでおりますが、この税収も約45億円に半減する

ものと試算しております。

　次に、一般財源化の議論につきましては、平成18年

12月の政府閣議で税収の余剰分を一般財源化すること

が決定されましたが、本県を初め全国の自治体におい
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ては、道路整備の需要が減り、税収が余ったという認

識はありません。

　税収の余剰問題については、政府の財政改革方針に

よる公共事業の抑制、いわゆるマイナスシーリングが

続き、毎年安定的に徴収される特財税収に対して道路

事業費が結果的に下回ったことを余剰と呼んでおり、

いわばつくり出された余剰であると考えております。

　本県を初め本土の地方部においては、自動車は欠く

ことのできない交通手段であり、特に本県の場合は、

那覇市域でモノレールが開業したものの、交通分担率

は本土の鉄道の25％に対して１％の分担率となってお

ります。

　慢性的な那覇市の渋滞を緩和すべく整備に取り組ん

でいる那覇空港自動車道や沖縄西海岸道路を初め、離

島苦を解消する伊良部架橋など、都市部から地方部に

至るまで、真に必要とする道路はぜひとも整備を継続

し、県民生活の向上、企業活動に必要な社会基盤とし

て、次世代への確かな資産として継承していくことが

道路行政の使命であると考えております。

　次に、土木行政関連の中で、集中豪雨にも対応でき

る河川整備についての御質問にお答えいたします。

　安里川につきましては、浸水被害の軽減を図るた

め、河川改修とあわせて安里川に金城ダム、真嘉比川

に真嘉比遊水地を建設してきました。両施設の完成に

より治水安全度の向上を図ってまいりましたが、未整

備区間においては依然として浸水する可能性があるこ

とから、浸水被害を解消するために下流から順次河川

改修を実施しているところであります。

　現在は蔡温橋工事により河川を拡幅するとともに、

牧志・安里地区市街地再開発事業と連携して河川改修

を進めており、順調に進瀧した場合、再開発事業区間

は平成21年度には完了し、柳通りや国際通り周辺の浸

水被害の軽減が大きく図られるものと考えておりま

す。

　今後とも、地権者の協力を得ながら重点的に安里川

の河川改修を進めていく考えであります。

　次に、住民説明会においての経過と対応についての

御質問にお答えいたします。

　去る２月５日に住民説明会を開催し、「安里川出水

解析委員会」の結論として、安里川の未改修区間の流

下能力55立方メートル毎秒を大幅に超え、２倍に相当

する110立方メートル毎秒の洪水が発生しており、は

んらんシミュレーションによると、蔡温橋の工事にか

かわらず、流下能力が特に低い昭和橋上流付近から船

水はんらんが始まっていること等を説明いたしまし

た。

　また、この結論を受け、今回の安里川はんらんは自

然災害であり、補償の対象とはならないとの県の考え

方を説明いたしました。

　しかしながら、その中で再度の説明会を行ってほし

いとの意見があり、さらなる説明会を行うことについ

ては現在検討しているところであります。

　次に、モノレール延長の県民意見収集等についての

御質問にお答えいたします。

　モノレール延長に当たっては、検討過程の透明性を

確保し、県民へ幅広くわかりやすい情報提供と意見収

集を行うため、12月中旬から１月下旬までの45日間、

住民参加型の計画手法であるＰＩ、すなわちパブリッ

ク・インボルブメントを実施しました。

　意見収集は、各駅や延長する沿線地域、那覇以北の

高速道路沿線自治体等においてパンフレットを配布

し、アンケートに回答する方法とし、１万7000部の配

布に対し約5700部の約33％の回収率で、地域別、年齢

別、就業者別に幅広い意見を収集することができまし

た。

　その集約結果は、モノレール延長の必要性や事業化

に対しては９割以上の高い理解度と賛同があり、延長

ルート案の意見については、現在、地域別や乗客予測

割合別に集計・分析中であります。

　今後、３月予定の第７回延長検討委員会において県

民意見も参考に総合的に審議され、延長ルート推奨案

が選定される見込みであり、それを受けて、事業主体

である県と那覇市において国や関係機関と協議した上

で正式に延長ルート案を決定する考えであります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは知事の公約につい

ての御質問で、少人数学級編制の実施状況についてお

答えいたします。

　本県では、平成14年度から小学校１年生、平成16年

度には２年生へ拡大して、低学年において一律35人学

級編制を実施しております。

　次に、30人学級の実現と検討委員会の進瀧状況につ

いてお答えいたします。

　現在、30人学級制度設計検討委員会で実務的な作業

を進めているところでありますが、平成20年度におけ

る30人学級編制の実施につきましては、施設状況等を

踏まえながら、教員定数全体の枠の中で小学校１年生

で導入をしていきたいと考えております。

　次に、各県における少人数学級の状況についてお答

えいたします。
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　少人数学級編制につきましては、児童生徒の実態等

を考慮して全県一律に国の標準40人を下回る学級編制

基準を設定することが可能となっております。

　平成19年度においては、46道府県において、小学校

の低学年を中心に40人を下回る少人数学級が実施され

ております。

　次に、教育行政についての御質問で、視覚障害教育

の専門性維持と署名活動への対応についてお答えいた

します。

　近年の障害の重度・重複化や多様化の現状を踏ま

え、従来の盲・聾・養護学校は複数の障害種に対応す

る特別支援学校制度へ改められました。

　視覚障害教育の専門性の維持の要求については、沖

縄盲学校の持つ専門性の維持等に不安を感じておられ

ることのあらわれと受けとめております。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者等へ不

安や懸念が解消されるように十分な説明と意見交換を

行いながら、理解を得ていきたいと考えております。

　また、署名活動に関する情報提供のメールにつきま

しては、文章中に教職員の活動を規制するかのような

不適切な表現が含まれていたことから、２月６日付で

撤回と破棄を通知したところであります。

　今後、このようなことが再び起こらないよう、「人

権ガイドブック」の活用や職場研修等により職員の基

本的人権に関する理解を深め、人権を尊重する職場環

境づくりに取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　知事の公約について

の中の、５歳児保育の問題解消についてにお答えいた

します。

　本県では、５歳児の多くが小学校併設の幼稚園等へ

就園していることから、下校後の保育ニーズが生ずる

ことがあります。

　このため、県では、保育所の整備や公立幼稚園にお

ける午後の預かり保育の充実を促進し、５歳児の受け

入れ体制の整備を図っているところでございます。

　続きまして、保育所入所待機児童の解消についてに

お答えいたします。

　県では、待機児童解消のため、保育所の創設、分園

設置、定員の弾力化、認可外保育施設の認可化等を保

育の主体である市町村と連携しながら進めておりま

す。

　こうした取り組みにより、過去５年間では4776人の

定員増を図ってきましたが、平成19年４月１日現在で

1850人の待機児童がいることから、引き続き待機児童

解消のための諸施策を積極的に推進してまいりたいと

考えております。

　続きまして、60名定員の保育所整備にかかる建設費

及び運営費の額並びにその財政負担についてにお答え

いたします。

　保育所建設にかかる費用につきましては、建設場所

の状況等により異なりますが、平成18年度に創設され

た60名定員の認可保育所の建設費の平均は約１億500

万円となっております。

　また、60名定員の保育所にかかる１施設当たりの年

間の運営費助成については、平成18年度の平均が約

5800万円となっており、負担割合は国４分の２、県及

び市町村がそれぞれ４分の１の負担となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　知事の公約に関する

御質問の中で、雇用拡大につながる企業誘致策につい

てお答えします。

　県では、特別自由貿易地域、情報通信産業特別地

区、金融業務特別地区、産業高度化地域、情報通信産

業振興地域のいわゆる経済特区に認められた税制優遇

措置や、沖縄県企業立地促進条例に基づく助成金など

を活用し、関係市町村等と連携して企業立地を推進し

ております。

　今後は、8000人の雇用増が見込まれるＩＴ津梁パー

ク整備事業の推進、特別自由貿易地域の土地の減額譲

渡制度の活用及び国際物流関連企業の誘致などによ

り、雇用拡大に努めてまいります。

　次に、４万人の雇用創出の具体的な戦略についてお

答えします。

　４万人の雇用拡大に向けては、企業誘致や地域産業

の振興、雇用対策等を一層拡充強化する必要がありま

す。このため、企業誘致の強化とあわせて、地域産業

の振興については、沖縄イノベーション創出事業や沖

縄デザイン戦略構築促進事業等を実施して新商品の開

発や市場競争力の強化を推進します。

　雇用対策としては、土木業の職種転換を促進するた

めの支援事業、インターンシップ拡大強化事業、就職

困難者総合支援事業等に取り組んでいきます。

　これら事業の実施とあわせて、「みんなでグッジョ

ブ運動」の浸透を図りつつ、企業や教育機関、経済団

体等との連携を強化し、ミスマッチ対策や就業意識の

改善に取り組んでまいります。
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　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　2008年度沖縄県予算案に

ついてに関連しまして、予算の要求額等についてお答

えいたします。

　平成20年度予算の各部局からの概算要求額は、合計

で約5936億円であります。予算額は5901億円となって

おり、概算要求額に対する比率は99.4％となっており

ます。

　予算の措置率が高い理由は、予算全体に占める義務

的経費の割合が８割以上であることや、平成20年度当

初予算編成からこれまで以上に各部局の権限と責任の

もと、主体的な行財政改革を実行するとともに、事業

の取捨選択が行われるよう、政策的経費全体について

枠配分方式を導入したこと等によるものであります。

　次に、県民生活に直結した事業への取り組みについ

てお答えいたします。

　平成20年度予算の編成に当たりましては、「沖縄県

行財政改革プラン」の着実な推進に努めるとともに、

現下の厳しい財政状況のもと、これまで以上に事業の

取捨選択を徹底し、県民生活に直結した各種施策に重

点的・効果的に予算を措置しております。

　予算を措置した具体的な施策を例示いたしますと、

福祉・医療の充実では、認可外保育施設への給食費助

成や、乳幼児、母子家庭及び障害者への医療費助成、

放課後児童クラブへの運営費補助などの福祉の充実、

救急医療用ヘリコプターの活用、医師確保のための施

策、沖縄赤十字病院の移転新築への助成、病院事業会

計への繰出金など医療の充実。

　雇用の創出の部分では、沖縄型職業教育プログラム

などを実施する沖縄地域雇用創出事業、就職が困難な

障害者等への支援を目的とした就職困難者総合支援事

業などに所要額を措置したところでございます。

　また、教育・文化振興では、沖縄国際アジア音楽祭

（仮称）や全国高校総体へ向けた事業の推進、小・

中・高マスターイングリッシュ推進事業やスクールカ

ウンセラー配置事業、放課後子ども教室推進事業など

を実施するほか、離島振興では、地上デジタル放送推

進事業や離島地域広域連携推進モデル事業などの推

進。

　産業振興の部分では、沖縄ＩＴ津梁パーク整備事業

等の実施による情報通信産業の高度化、国際観光地プ

ロモーションモデル事業の実施による観光の質の向

上、さとうきび生産総合対策事業等の実施による農林

水産業の振興などについて所要額を措置したところで

あります。

　また、基盤整備では、新石垣空港建設事業や伊良部

架橋建設事業、農業生産基盤整備などの主要継続プロ

ジェクトについて必要な予算を措置しているところで

ございます。

　次に、自主財源の確保を強化するための取り組みに

ついてお答えいたします。

　地方公共団体における自主・自立的な行財政運営を

推進する観点から、自主財源の確保は重要な課題であ

ります。

　このため、県としましては、「沖縄県行財政改革プ

ラン」に基づき、県税の徴収強化や使用料及び手数料

の定期的な見直し、未利用及び貸付県有地の売り払い

など、自主財源の確保に努めているところでありま

す。

　また、さらなる自主財源確保の取り組みとしまし

て、法定外目的税等の新税の創設や広告収入、施設命

名権の導入などの新たな収入源の確保策について全庁

的に検討を進めてまいります。

　中長期的には、本県経済の活性化に結びつく産業振

興施策の推進による税源の涵養に取り組んでまいりま

す。

　次に、主要４基金の残高、県債残高についてお答え

いたします。

　平成20年度予算については、県税等の自主財源の伸

びが期待できない反面、社会保障関係経費の増大など

により多額の収支不足額が発生し、主要基金の取り崩

しや県債の発行により対応したところでございます。

その結果、平成20年度末における主要４基金の残高見

込み額は211億円、一般会計の県債残高の見込み額は

6521億円となっております。

　続きまして、今後の収支不足の見通しと対策につい

てお答えいたします。

　国、地方を取り巻く厳しい財政状況の中、平成20年

度当初予算におきましては、給与の特例措置や政策的

経費の縮減を行ってもなお387億円の収支不足が生じ

たため、主要４基金の取り崩し、退職手当債や行革推

進債等の発行などにより対応したところでございま

す。

　本県財政は、今後も歳入において、県税や地方交付

税などの一般財源の大幅な増が期待できない反面、歳

出においては、団塊世代の大量退職に伴う退職金の高

どまりや、これまで集中的に整備した施設等に係る償

還額の増及び臨時財政対策債の発行に係る公債費の

増、さらには制度改正や少子・高齢化に伴う社会保障

関係費の増などにより、厳しい状況が続いていくこと
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が見込まれます。

　そのため、「沖縄県行財政改革プラン」の着実な実

施はもとより、県税の徴収率の向上、使用料・手数料

の定期的な見直しなど、自主財源の確保、職員数の適

正化、事務事業の見直しなど、財政健全化策をこれま

でにも増して徹底的に進めてまいります。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　沖縄振興計画についての

御質問で、第１次分野別計画の総括と第２次計画の取

り組み状況につきまして、一括してお答えいたしま

す。

　第１次分野別計画の期間中においては、財政状況が

厳しさを増す中で、全国的な沖縄人気を背景に観光客

数が大きく増加したほか、健康食品や泡盛等の県外移

出が好調に推移しました。また、情報通信関連産業を

中心に企業の立地や雇用の創出が進み、本県の経済産

業は総体として着実に進展しました。

　第２次分野別計画では、こうした成果を引き継ぐと

ともに、成果指標等の見直しを行い、より実効性のあ

る諸施策の展開を図ってまいりました。その結果、入

域観光客数が６年連続で過去最高を記録したほか、多

数の企業誘致や雇用の創出を実現するなど、着実な成

果を上げております。

　同じく沖縄振興計画との関連で、平成16年度の実績

と第２次計画の目標達成の状況についてお答えいたし

ます。

　平成16年度を最終年度とする第１次分野別計画につ

いては、11の分野別計画で設定した229指標のうち、

約４割に当たる89の指標で目標を達成しております。

　また、第２次分野別計画の現時点における達成状況

は、観光関連産業で観光客数が目標を達成した一方、

デフレ等の影響で１人当たり観光消費額が達成困難な

状況にあります。

　情報通信関連産業では、雇用者数や誘致企業数等で

目標を達成しておりますが、農林水産業では価格の低

迷等から生産額が未達成な状況にあります。

　雇用の分野では、新規雇用者数、高校生及び大学生

就職率等が目標を達成する見込みであります。

　製造業においては、物流面のコスト高や市場競争の

激化等により製造品出荷額で目標達成が困難な状況に

あり、社会資本整備では公共事業の減少等により一部

指標で未達成の見込みとなっております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　当山全弘君。

　　　〔当山全弘君登壇〕

○当山　全弘君　本日の代表質問は、同僚議員の御配

慮によりまして38分というたくさんの時間をちょうだ

いいたしました。あと８分残っておりますけれども、

ここで私の最後のごあいさつを申し上げて締めくくり

たいと思っております。

　本日、議場での最後の代表質問を終わることになり

ました。

　平成８年６月、県議会議員となり、３期12カ年にわ

たり、大田・稲嶺・仲井眞知事と議論を交わすことが

できました。これもすべて県民福祉向上のための質

問・提言でありました。

　戦中派と言われた議員が議長を初めほとんど勇退を

いたします。

　平和行政の後退は許されません。

　県民の生活環境、至るところで米軍基地から派生す

る事件・事故は後を絶ちません。その米軍の起こす事

件・事故の課題解決については全力で取り組む必要が

あります。

　気になることを申し上げます。

　米軍基地からの事件・事故が後を絶たない現状にお

いて、子供や孫たち、負の遺産となる新基地建設が進

められようとしていることについては不安を感ずるも

のであります。

　今期限りで勇退する議員、国政を目指す議員、そし

て６月の厳しい県議選を戦われる議員の皆様方の御健

勝と御奮闘を心より祈っております。

　最後になりましたけれども、仲井眞知事を初め執行

部の皆さん、県議会の皆さん、健康にはくれぐれも留

意され、県民福祉向上のためになお一層頑張っていた

だきたいことをお願い申し上げたいと思います。

　本当にお世話になりました。イッペーニフェーデー

ビル。ありがとうございました。（拍手）

○議長（仲里利信君）　以上をもって代表質問は終わ

りました。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、25日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後３時31分散会 
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

仲 里 利 信

比 嘉 京 子

糸 洲 朝 則

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員
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（第 ６ 号）
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議　　事　　日　　程　第６号

平成20年２月25日（月曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15号議

案から乙第29号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15

号議案から乙第29号議案まで

甲第１号議案　平成20年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成20年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成20年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成20年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成20年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成20年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成20年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成20年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成20年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成20年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成20年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成20年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成20年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成20年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成20年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計予算

甲第20号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第21号議案　平成20年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成20年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成20年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成19年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第25号議案　平成19年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第27号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 6 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 25日（ 月曜日）午前 10時１分開議
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甲第28号議案　平成19年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成19年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例

乙第３号議案　沖縄県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立県民アートギャラリーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第９号議案　沖縄県公害審査会の紛争処理の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例

乙第10号議案　沖縄県介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条例

乙第13号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第15号議案　沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県中小企業の振興に関する条例

乙第17号議案　沖縄県道路整備・都市モノレール建設基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県奥武山総合運動場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　土地の処分について

乙第22号議案　訴えの提起について

乙第23号議案　照明灯倒壊事故に関する和解等について

乙第24号議案　損害賠償額の決定について

乙第25号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第26号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第27号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第28号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第29号議案　公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（45名）

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた会計管理者福治嗣夫君

は、体調不良のため本日から28日までの会議に出席で

きない旨の届け出がありましたので、その代理として

出納事務局会計課長上原久己君の出席を求めました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君 39　番　　上　原　賢　一　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君会　計　課　長

知　事　公　室　　　　　　　　　上運天　　　痩　君
秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　名渡山　　　司　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　伊　元　正　一　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　宮　里　節　子　君公　益　委　員

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　瀬良垣　　　馨　君事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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ら甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案か

ら乙第13号議案まで及び乙第15号議案から乙第29号

議案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　一般質問を行います。

　知事は当銘勝雄議員の質問に対し、四軍調整官、総

領事と握手しエレベーターまで見送ったことが社会常

識と開き直った答弁をしました。知事の対応は、被害

者や家族の心情とかけ離れ、県民感情や県民の常識と

もかけ離れています。表敬あいさつと事件・事故の謝

罪とは違うのであります。大田知事、稲嶺知事は、事

件・事故の謝罪に対し、今回のような対応はしません

でした。残念ながら、知事の政治姿勢や常識に疑問を

感ずる答弁でした。

　さて、仲井眞知事が就任して１年３カ月がたちまし

た。したがって、平成20年度予算案は、仲井眞知事の

意向が反映したと思います。そこで、知事の選挙公約

や基地、環境、教育、雇用、経済等に関する知事の政

治姿勢について質問します。

　１、知事は、辺野古への新基地建設で沖合への移動

を主張している。知事の考えている移動距離と根拠に

ついて伺いたい。

　２、ヨーロッパでは、風力発電等の新エネルギー開

発や温暖化対策に積極的である。しかし、日本や沖縄

では、新エネルギーへの取り組みがおくれているし、

温暖化対策でも先進国で最低の評価である。沖縄電力

は、平成17年度において石炭・石油99％、新エネル

ギー・その他１％であり、もっと新エネルギーに積極

的な取り組みが必要だと思う。知事の所見を伺いた

い。

　３、赤土対策について、副知事をキャップに文化環

境部、農林水産部、観光商工部、土木建築部、総務

部・財政課等を含めた横断的な委員会等を設置して抜

本的対策を協議し、実行に移す組織が必要と考える。

知事の所見を伺いたい。

　４、知事は選挙で、毎年100人の学術及び語学留学

生の派遣を公約した。平成19年度海外留学生の数と平

成20年度の派遣計画を伺いたい。

　５、知事は、小学校において１クラス30人学級導入

を公約した。知事就任直後の平成18年12月定例会で、

教育長は、「30人学級については、当面、低学年の導

入を検討」と答弁した。しかし、知事は平成19年11月

定例会において、「県教育委員会におきましても30人

学級制度設計検討委員会を立ち上げ、定数の確保方法

や財政負担等の課題について検討している」と答弁

し、具体性のない後退した答弁をしている。平成20年

度に向けて具体的な施策を知事みずから示していただ

きたい。

　６、去る11月定例会において、知事公約の完全失業

率全国平均の実現について、「みんなでグッジョブ運

動では最終年度の目標値を設定しておりますが、年度

ごとの目標値は設定しておりません。」と無責任な答

弁をしている。現在の７％台から４％台に改善するた

めに、知事就任２年の折り返し点において６％から

6.5％を実現することが必要だと考える。知事の所見

を伺いたい。

　７、沖縄振興開発金融公庫の内部調査によると、今

後５年間で総額4200億円の沖縄投資計画が構想されて

いるとのことである。プラス面とマイナス面が予想さ

れる。知事の感想と対処策等を伺いたい。

　８、カジノについて、ハワイや済州島の調査または

資料収集を行ったか。また、その結果について伺いた

い。

　９、米軍施設外に住む米軍人の調査について、米

軍、国、県の三者で協議し実現すべきと考える。ま

た、施設外に住む米軍人の住民登録を沖縄県から日米

両政府に要請すべきと考える。知事の所見を伺いた

い。

　次に、教育行政について質問します。

　２年６カ月後の2010年８月、沖縄県で全国高校総体

が開催されます。施設、強化、運営等についてことし

から本格的な取り組みになると思います。

　私は、かつてバレーボールの選手として、そして審

判員として、そして監督としてインターハイに出場し

ましたので、沖縄開催に強く深い思いを持つもので

す。2010年インターハイ沖縄開催の成功に熱い思いを

込めて以下の質問をします。

　ア、全国高校総体開催に向けて、奥武山プールの改

築、陸上競技場とサブグラウンドの改修、自転車競技

場の改修等が必要である。予算措置について伺いた

い。

　イ、ことし４月に入学する高校生は、2010年に高校

３年生になる。強化対策、競技力向上対策について伺

いたい。

　ウ、全国高校総体は、多くの高校生が役員になり運

営する。そのための計画や取り組みについて伺いた

い。

　南城市では戦後の混乱で十分に義務教育を受けられ

なかった人たちが、地域の学校で授業を受けるリカレ
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ント教育（再教育）を実施しています。73歳の女性や

68歳の男性等が小学生と一緒に学び、小学校２校で４

名、中学校１校で１名、計５名がリカレント教育を受

けております。校長は、子供たちが学ぶことの大切さ

を認識したと思うと述べ、担任教師も前向きであり、

高嶺教育長は課題や抱負を語られ、積極的に取り組む

姿勢であります。他の市町村にも広がることを期待す

るものです。

　そこで南城市のリカレント教育について、県教育委

員長の所見を伺います。

　次に、農業行政について質問します。

　１、食料自給率について。

　農林水産省総合食料局食料企画課が平成19年３月に

発行した「平成17年度食料自給率レポート」には、

「食料は、人間の生命の維持に欠くことのできないも

のであるだけではなく、健康で充実した生活の基礎と

して重要なものです。食料の安定供給を確保すること

は、社会の安定及び国民の安心と健康の維持を図る上

で不可欠です。しかしながら、我が国の食料自給率は

低下し、現在、我が国の食料の約６割を海外に依存し

ている状況にあります。これは、主要先進国の中でも

最低の水準です。」と述べています。

　平成18年度の日本の食料自給率はカロリーベースで

39％で、沖縄県の平成17年度の自給率は28％となって

おり、沖縄県の自給率は深刻なほど低いものです。

　そこで以下の質問をします。

　ア、沖縄県は、先進国最低水準の日本の食料自給率

をはるかに下回る自給率です。その原因を伺いたい。

　イ、食料自給率向上に向けた計画と取り組みを伺い

たい。

　ウ、学校給食における地場農産物の割合を伺いた

い。また、割合を高めるための施策や取り組みを伺い

たい。

　２、県内、県外、香港等において、消費者が安心・

安全な農産物を求めている。県内における食料自給率

の向上と県内農産物の移出・輸出の好機だと思う。県

の所見を伺いたい。

　次に、地域課題について質問します。

　１、西原町小波津川河川改修の進瀧状況と平成20年

度の事業計画について伺いたい。

　２、県道那覇北中城線の西原町坂田交差点から上原

交差点に至る４車線拡幅の事業化について現状を伺い

たい。

　３、一昨年６月に発生した中城村の地すべり災害に

よる村道と県道35号線の災害復旧工事について、進瀧

状況を伺いたい。

　４、中城公園等の公園緑地の整備について、進瀧状

況と平成20年度の事業計画について伺いたい。

　５、県道宜野湾北中城線の安谷屋から渡口までの拡

幅事業について、進瀧状況と平成20年度の事業計画に

ついて伺いたい。

　６、沖縄環状線の比屋根からライカムまでの道路整

備について、進瀧状況を伺いたい。

　７、「地域住民が地元の川を愛し豊かな心を育む河

川愛護活動について」の助成金交付事業が平成19年度

から実施されている。助成金の交付対象について説明

してください。また、石平ヤーニンジュの会も交付対

象になると思いますが、県の見解を伺いたい。

　８、北谷町白比川河川改修の進瀧状況について伺い

たい。

　答弁の後、再質問します。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　新里議員の御質問にお答えいたします。

　まず第１に、私の政治姿勢についてという中で、代

替施設の沖合移動についての御質問にお答えいたしま

す。

　私が求めているのは、日米両政府が合意をした案を

基本にしながらも、地元の意向を踏まえ、周辺住民の

生活環境等に配慮する観点から、できるだけ沖合に寄

せてほしいということであります。

　具体的な位置につきましては、政府から示され、普

天間飛行場移設措置協議会の場において確認される必

要があると考えております。

　次に、海外留学生の数についての御質問にお答えい

たします。

　現在、沖縄県が実施しております海外留学生派遣事

業は、国費４事業、県費３事業、合計７事業がありま

す。平成19年度は67人を海外留学生として派遣し、平

成20年度は国費４事業、県費２事業で、68人の派遣を

計画いたしております。引き続き公約の実現に向けて

取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、30人学級に係る御質問にお答えいたします。

　30人学級の導入につきましては、教育委員会から、

施設状況等を踏まえ、平成20年度から小学校１年生で

実施するとの報告を受けたところであります。公約の

趣旨が実現できるものと考えております。

　次に、知事就任２年の折り返し点において、失業率

６％から6.5％を実現することについてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　「みんなでグッジョブ運動推進計画」におきまして
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は、最終年度の目標値を設定いたしておりますが、県

民運動が浸透し、成果が出るまでには一定の時間を要

することから、年度ごとの目標値は設定いたしており

ません。　

　一方、完全失業率の全国並み改善を実現するために

は、毎年度、その取り組みを点検・確認することが重

要であると考えております。

　このため、県民運動推進本部におきまして、毎年

度、取り組み実績の点検と次年度計画の確認を行い、

効率的・効果的な県民運動を展開していきたいと考え

ております。

　平成19年平均の雇用情勢を見ますと、完全失業率は

前年の7.7％から7.4％に改善しておりますが、依然と

して厳しい状況にあります。

　なお、月ごとの動きで見ますと、就業者数は年後半

から増加傾向にあり、完全失業率は６％台を示してい

るところでございます。

　次に、地域課題についての御質問の中で、中城村の

地すべり災害による村道と県道35号線の災害復旧工事

についての御質問にお答えいたします。

　中城村安里地区の地すべり災害に伴う村道坂田線及

び県道35号線の災害復旧工事につきましては、県が進

めてきました地すべり対策工事により斜面部の安全性

が確保されたことから、村及び県による災害復旧工事

に着工したところでございます。

　村道坂田線の復旧工事につきましては、現在、中城

村におきまして土工及び擁壁工を施工中であり、今

後、道路本体部の施工を行い、本年６月に完成予定で

ございます。

　県道35号線の復旧工事につきましては、今後、土

工、のり面工、道路本体部の施工を行い、本年10月に

完成予定でございます。

　県としましては、一日も早い復旧が図られるよう努

めてまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　知事の政治姿勢の御

質問の中で、新エネルギーへの取り組みについてお答

えします。

　県は、平成12年度に「沖縄県新エネルギービジョ

ン」を策定し、県内における太陽光発電を初めとする

新エネルギーの導入促進を図っているところでありま

す。

　太陽光発電等の新エネルギーの導入促進に当たって

は、設置費が高額であることに加え、天候により発電

量が不安定であることから、電力系統と連系する場合

の課題があります。

　このため、県は、平成17年度、18年度において「自

然エネルギー導入促進に関する調査」を実施して、電

力系統への連系に当たっての実証実験を行ったところ

であり、現在その課題解決に向けて取り組んでいると

ころであります。

　平成20年度においては、地球環境問題への対応など

エネルギーを取り巻く環境の変化を踏まえ、沖縄県エ

ネルギービジョン（仮称）を新たに策定する計画であ

り、今後とも庁内の連携を図りつつ、太陽光発電を初

めとする新エネルギーの導入を促進してまいりたいと

思っております。

　次に、沖縄投資計画のプラス面とマイナス面につい

てお答えします。

　ホテル建設等の観光投資が多く計画されていること

は、本県観光の魅力が一定の評価を受けているもので

あり、また質の高い観光地の形成、雇用拡大や地域経

済の活性化につながるものと考えております。

　一方、ホテル建設等の投資拡大に際しては、自然環

境に対する影響や既存ホテルとの競合等に対する懸念

があるものと認識しております。また、外資等による

投機的な買収に対する警戒感もあるものと思われます

が、現時点において具体的に問題が発生しているとの

報告はありません。

　県としましては、関係機関等との連携を密にし、ホ

テル建設等の開発行為に対しては、関係法令等に基づ

き適切に対応してまいりたいと考えております。

　また、観光投資の拡大が業界全体にどのような影響

を与えるのか、その動向についても注意深く見守りつ

つ、県内業界の経営高度化のため、人材の育成や国際

観光への対応等について支援してまいりたいと考えて

おります。

　次に、カジノに関するハワイ、済州島の調査等の実

施とその結果についてお答えします。

　連邦制の米国においては、茸博は原則として州政府

の管轄のもとにあり、ハワイ州ではカジノは認められ

ておりません。

　ハワイでは、1990年代以降、カジノ合法化の議論が

行われておりますが、その動向は景気に左右される面

もあり、ハワイ経済が堅調で個人収入も増加している

ことから、進展は見られないとのことであります。

　また、韓国では、外貨獲得の目的で設置された外国

人専用カジノは、2006年に新たに３カ所開設され、現

在16カ所ありますが、そのうち８カ所が済州島にあり
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ます。

　2006年の済州島の外国人の入域観光客数は46万人

で、そのうち日本人観光客は約４割を占めております

が、円安の進行による日本人カジノ利用客の減少や、

韓国本土でのカジノ新設などにより利用客数、売り上

げともに下落傾向にあり、厳しい経営状況にあるとの

ことであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢の中

で、赤土対策に係る部局横断的な組織の必要性につい

てお答えいたします。

　本県においては、赤土等の流出がパイナップル栽培

のための山地開墾や、復帰後の大規模な開発事業など

により多発し大きな社会問題となったことから、平成

２年に副知事を委員長とし関係部長から成る「赤土等

流出防止対策協議会」において、その取り組みを進め

てきました。

　同協議会においては、横断的な赤土等流出防止対策

を検討する中で、平成６年に開発行為に対する事前の

届け出義務や管理基準等を盛り込んだ「沖縄県赤土等

流出防止条例」の制定等に関して協議を行ってきてお

ります。

　また、同条例を効果的に運用するため関係部局が連

携し、技術開発など効果的な流出防止対策や交流集会

等の普及啓発に努めてきたところであります。その結

果、開発事業からの流出量は大幅に減少しており、現

在は全流出量の約７割を占める農地からの流出防止が

課題となっております。

　今後とも、農林水産部等の関係部局や総合事務局等

の関係行政機関と連携し、赤土等の流出防止対策を総

合的かつ横断的に推進してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　基地外に居住する米軍

人等の調査及び住民登録についてお答えします。

　米軍によると、平成19年９月時点で米軍住宅検査事

務所に登録されている住宅は6098戸で、そのうち5107

戸が契約されているとのことであります。

　また、外務省によると、平成20年１月31日現在、施

設・区域外に居住している軍人・軍属、家族の総数は

１万748人とのことであります。

　県としては、基地の外に居住する米軍人等の規律の

強化を含め、具体的な犯罪防止に資するような対策を

日米両政府に対し求めていく考えであります。

　また、基地の外に住む米軍人の外国人登録または住

民登録の問題については、その是非も含めよく検討す

る必要があると考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育行政について

の御質問で、奥武山水泳プール改築等の予算について

お答えいたします。

　本県で開催される「美ら島沖縄総体2010」は、「青

天届く君の風　みなぎる闘志が　夏に輝く」をスロー

ガンに、平成22年７月28日から８月20日の期間で開催

されます。

　県においては、大会の競技会場となる奥武山の水泳

プールの改築や県総合運動公園の陸上競技場、サブグ

ラウンド及び自転車競技場等の改修を行うこととして

おります。

　奥武山水泳プールは本年度中に工事着手し、平成21

年度に完成予定で、総事業費は設計費等を含め約19億

円であります。

　また、県総合運動公園の陸上競技場、サブグラウン

ド及び自転車競技場については、平成20年度予算案と

して約６億円を計上しております。

　次に、全国高校総体に向けた強化対策についてお答

えいたします。

　平成22年度に開催される全国高校総体に向けて選手

の育成強化等を図ることは、大会成功の大きなかぎで

あり、極めて重要なことと考えております。

　県教育委員会においては、平成16年度に競技力向上

対策事業年次計画を策定し、小学生スポーツ教室、中

学生強化練習会や指導者養成事業等に取り組んでまい

りました。

　平成19年度は、開催年度に主力となる中学３年生を

中心に県外合宿を実施するなど、選手の育成強化に努

めております。

　平成20年度にはそれらの生徒が高校へ入学してくる

ことから、強化校として39校109部を指定し、さらな

る選手強化を推進してまいります。

　次に、高校生の活動の取り組みについてお答えいた

します。

　全国高校総体は、県内高校生の熱意と創意を結集

し、一人一役を基本理念として高校生が主体的に取り

組むことにより、高校生が主役で達成感・成就感のあ

る大会を目指しております。
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　去る２月７日には、「美ら島沖縄総体2010」高校生

一人一役活動推進委員会を設立し、高校生を支援する

体制を整えたところであります。

　今後は、高校生で組織する一人一役活動実行委員会

を設立し、500日前イベント、公開演技、競技運営補

助等、さまざまな活動に参画することになっており、

「イチャリバチョーデー」の精神で高校生が主体とな

る実り多き大会となるよう取り組んでまいります。

　次に、農業行政についての御質問で、学校給食にお

ける地場農産物の割合と施策等についてお答えいたし

ます。

　学校給食に地場農産物を使用することは、児童生徒

へ本県の食文化や郷土食のよさを理解させるととも

に、産業振興を図る上で効果があると考えておりま

す。

　平成18年度学校給食における県産農産物の使用状況

は、牛乳100％、野菜類30.0％、果実類14.4％、畜産

物76.8％となっております。

　県教育委員会では、地域に根差した学校給食推進事

業として、食材の流通体制づくりの整備や地元食材を

利用した食品の開発等を進めているところでありま

す。

　また、学校では「学校給食週間」等において、地場

農産物を活用し、郷土食や行事食を取り入れるととも

に、市町村においては、共同調理場やＪＡ、生産者等

が連携して地域食材の利用促進を行っております。

　県教育委員会としましては、今後とも学校給食への

安全・安心な地場農産物の積極的な活用を推進してま

いります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育委員会委員長。

　　　〔教育委員会委員長　伊元正一君登壇〕

○教育委員会委員長（伊元正一君）　おはようござい

ます。

　１月４日付で教育委員長に就任いたしました伊元正

一と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは答弁に移らせていただきます。

　新里米吉議員の教育行政についての御質問で、南城

市のリカレント教育についてにお答えいたします。

　生涯学習社会は、県民一人一人が自己の人格を磨

き、豊かな人生を送ることができるよう、あらゆる機

会にあらゆる場所において学習することができる社会

であり、その実現が求められております。

　そのような中、南城市では戦後の混乱で十分に義務

教育を受けられなかった人たちが、地域の学校で授業

を受けるリカレント教育を実施しています。市独自の

取り組みとして、学ぶ意欲を持った高齢者への学習機

会の提供という意味から大変意義があり、高く評価を

するものであります。

　同市の先進的な取り組みは、まさに地方分権時代に

ふさわしく、生涯学習の理念にも合致するものであり

ます。

　また、ともに学習する子供たちにとっても、真剣に

学ぶ高齢者の姿や体験談等から歴史を身近に感じた

り、学ぶことの大切さを認識するなど得るものが大き

いと思います。

　県教育委員会としましては、多くの市町村でも地域

住民の学習ニーズに応じたさまざまな取り組みが実施

されることを期待しております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農業行政

についての御質問で、本県の食料自給率の状況と今後

の取り組みについては、関連しますので一括してお答

えいたします。

　平成17年度の食料自給率は、国で40％、沖縄県では

28％となっておりますが、県独自の食料自給率は、地

域特産物、含みつ糖を含めた値では30％となっており

ます。

　食料自給率低迷の主な原因は、ライフスタイルの多

様化に伴い食生活が大きく変化したことと、外食や中

食における加工や業務用の需要の高まりに対して県内

農業生産が対応し切れないことが挙げられます。

　このため、県では、農林水産業振興計画に基づき、

おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化、流

通・販売・加工対策の強化及び地産地消の推進など、

各種施策・事業を総合的に推進しているところであり

ます。

　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、農林水産

業の振興を図り、食料自給率等の向上に向け総合的に

諸施策を推進してまいります。

　同じく農業行政で、県内食料自給率の向上と国内外

への販売促進についてにお答えいたします。

　県内食料自給率の向上と国内外への販売促進につい

ては、生産供給体制の強化と安全・安心な農産物を生

産することが重要であると考えております。

　このため、県では、農林水産業振興計画に基づき、

おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化、流

通・販売・加工対策の強化及び地産地消の推進、担い

手の育成確保、農林水産技術の開発と普及、農林水産

業の基盤整備など、各種施策・事業を総合的に推進し
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ているところであります。

　また、県産農林水産物の販売促進については、首都

圏の量販店における販売促進キャンペーンの実施や中

国の深媛や香港等での国際見本市への出展、量販店に

おける試食販売等を実施しております。

　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、農林水産

業の振興を図り、食料自給率の向上、県外、国外への

生産供給体制の強化に向け総合的に推進してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕　

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは地域課題関

連の御質問で、小波津川河川改修の進瀧状況と平成20

年度事業計画についてお答えいたします。

　小波津川の整備につきましては、平成17年度から用

地買収に着手し、西原町の協力を得ながら、国道329

号上流側の狭小区間約800メートルについて集中的に

用地買収を進めているところであります。

　県としましては、同区間の用地買収も順調に進んで

いることから、平成20年度には暫定掘削等を実施し、

浸水被害の軽減を図っていく予定であります。

　今後とも、地元西原町及び地権者の協力を得なが

ら、早期整備に努めていく考えであります。

　次に、那覇北中城線の４車線拡幅事業についてお答

えいたします。

　主要地方道那覇北中城線は、中部地域から那覇方向

への通勤・通学路として、また琉球大学や沖縄キリス

ト教学院大学へのアクセス道路として利用されてお

り、交通量は年々増加傾向にあります。

　特に、坂田交差点付近の渋滞が激しいことから、県

は西原町が実施している区画整理事業と連携しなが

ら、坂田交差点から上原交差点間に至る約2.4キロ

メートルの４車線拡幅整備について平成19年度には事

業化したところであります。

　平成19年度は、実施設計と買い取り要望に伴う用地

買収等を実施しております。平成20年度からは本格的

な用地買収、物件補償等を予定しております。

　次に、中城公園等の整備の進瀧状況についてお答え

いたします。

　本県の都市公園の整備状況は、都市計画区域内人口

１人当たりの公園面積が平成19年３月時点で9.6平方

メートルと全国平均9.3平方メートルを若干上回る状

況となっております。

　また、平成20年度の都市公園事業は７カ所の県営公

園と51カ所の市町村営公園を事業費116億2600万円で

整備する計画となっております。

　特に、中城公園の整備については、総面積約95ヘク

タール、総事業費425億円で平成９年度から事業着手

しており、平成19年度末の進瀧率は事業費ベースで

38.2％となっております。また、平成20年度において

は、事業費４億2600万円で用地補償、園路や広場整備

等を行う予定となっております。

　次に、宜野湾北中城線の進瀧状況及び平成20年度事

業計画についてお答えいたします。

　主要地方道宜野湾北中城線は、沖縄自動車道や国道

58号等、南北に延びる骨格幹線を東西に結ぶはしご道

路ネットワークを形成するとともに、中城湾港新港地

区へのアクセス道路として物流機能を強化する幹線道

路であります。

　宜野湾市伊佐から北中城村安谷屋までの区間は、平

成10年度までに４車線にて整備を完了しております。

　安谷屋から渡口までの約2.6キロメートル区間につ

きましては、平成11年度より４車線にて整備を進めて

おり、平成19年度末の進瀧は事業費ベースで約60％で

あります。

　平成20年度は約20億円の事業費を計上し、用地買

収・物件補償と渡口交差点付近での改良工事等を予定

しております。

　次に、沖縄環状線の比屋根からライカムまでの進瀧

状況についてお答えいたします。

　主要地方道沖縄環状線は、沖縄市の中心市街地への

通過交通を外周で受けとめ、沖縄自動車道、国道329

号、国道330号及び一般県道具志川環状線等と連結す

ることによって、沖縄市域の流出入する交通を分散化

させ、市街地の慢性的な交通渋滞の緩和を図るもので

あります。

　そのうち、ライカム交差点から沖縄市池武当、うる

ま市江洲交差点を経て、沖縄市比屋根に至る延長約15

キロメートルにつきましては、平成10年度までに整備

を完了し、供用しております。

　沖縄市比屋根からライカム交差点までの約2.9キロ

メートルについても、平成４年度から整備に取り組ん

でいるところであり、泡瀬ゴルフ場を除く区間につき

ましては、ひやごんトンネルや橋梁等の構造物を含

め、ほぼ整備を完了しております。

　泡瀬ゴルフ場からライカム交差点までの区間につき

ましては、泡瀬ゴルフ場の返還が平成21年３月に予定

されており、全面供用は現在のところ平成22年度を見

込んでおります。

　次に、河川愛護活動助成金交付事業の交付対象につ

いてお答えいたします。
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　近年の県民の環境意識の高まりとともに、地域の川

をきれいにしようとの機運が高まり、ボランティア団

体による河川清掃も各地で取り組まれてきておりま

す。

　県におきましては、自然豊かな河川環境の復元・保

全に努めるとともに、地域の皆様が河川を遊びの空

間、リフレッシュ空間として活用しながら、清掃・除

草等の維持管理も行い、河川愛護の精神を大いに高揚

していきたいと考え、河川愛護活動助成金交付事業を

創設しました。

　県内の２級河川において、５名以上の構成員で所定

の規模以上の河川清掃・除草の活動を行い、活動報告

書を提出することにより、後日助成金の交付を受ける

ことができます。

　また、同事業では、河川愛護活動時に発生した事故

等に対応するため、傷害保険に県が一括加入しており

ます。

　石平ヤーニンジュの会は、以前から地元の普天間川

の清掃活動をしていただいていることから助成の対象

になります。

　次に、白比川の進瀧状況についてお答えいたしま

す。

　白比川については、国道58号から上流大村橋付近ま

での整備区間約１キロメートルについて、平成13年度

に事業着手し、平成19年度末までに左岸側の米軍施設

用地を含めた用地買収をおおむね完了する見込みであ

ります。

　県としましては、平成19年３月に米軍施設用地の返

還申請を行ったところであり、米軍の同意が得られ次

第、工事に着手する予定であります。

　今後とも地元北谷町の協力を得ながら、早期整備が

図られるよう努めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　知事の政治姿勢に絞って再質問を行

います。

　まず１番目の件についてですが、県の考えがなく

て、具体的な位置については政府から示されると思う

と、移設措置協議会で審議されるということですが、

県もしっかりとした考えを持って臨まなければ、協議

の中でほとんど説得力はないんじゃないかと思うんで

すが、そこはどうなんですか。

　それから去る11月議会で知事は、いかなることが

あっても住宅地上空を飛ぶことがあってはならない

と、こういう答弁をしました。具体的な位置移動につ

いての県の考えは、住宅地上空を飛ぶことがあっては

ならないと、この姿勢で臨むということになるのかど

うか、それも伺いたいと思います。

　それから２番目についてです。

　風力発電、太陽光発電などの新エネルギーの導入に

努力をしていると、努めているということですが、

たった１％なんですね、１％以下なんです。これは余

りにも小さ過ぎますよ、少な過ぎますよ。

　実は、今、吉野浦に液化天然ガス火力発電所を設置

しようとして動いていますが、そのときの平成23年度

においてもそれは石炭・石油と液化ガスの比率に変化

が生ずるだけで、一向に新エネルギーの比率は高まら

ないんですよね。やはり１％以下なんです、平成23年

度になっても。

　そういう状況からして、全くこれからの計画でも新

エネルギー対策というのが見られない。そのことにつ

いてどうなのか。とりわけ知事は、長年電力におられ

たし、社長や会長も長年務められた方ですから、知事

の考え方を伺いたいと思います。

　それから赤土対策ですが、副知事をキャップにした

組織をつくって対策をしてきたということですが、現

状はまさに答弁があったように、公共工事以外では全

く改善されたというのは見られない。大雨が降るたび

にもう赤土がこの復帰後ずっと流れっ放し、これは県

民みんなが感じているところです。

　今のような対策ではどうしようもないことはもう明

らかです。それだけに沖縄観光の魅力の一つが青い海

ですから、このまま放置していたら青い海が赤い海に

どんどん変化してしまうんですよね。後世の世代か

ら、我々の世代に観光の大事な魅力がそのまま失われ

ているのを放置していたと、こういう批判がされても

やむを得ないんじゃないかと思います。しかも、赤土

が流れることによってサンゴ礁にも大きな影響を与え

ている。

　今のような対策でいいのかどうか。もっと本当に副

知事をキャップにしてやるんだったら、横断的にみん

な集まって、金もかかるわけですから、だから総務部

も加わってと言っているわけです。観光もかかわりが

ある、農水部もかかわりがある、さらには当然担当の

文化環境部もかかわりがある。こういうかかわりのあ

る人たち全部が集まって、どうすれば抜本的にできる

のか、これをしっかり今のうちにやらないともうどう

にもならなくなってくると思いますが、それをはっき

り答えていただきたいと思います。農水部任せでは、

農地からの流出もこれは無理だと思います。

　それから４番目ですが、100人の留学生、知事の公
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約です。

　実は、知事就任直後の平成18年の12月定例会でこれ

は質問しました。そのときの答弁は、仲宗根教育長

は、毎年約80人を派遣していると。あのときに80人派

遣していた。100人に持っていくと言っていたのに、

さっきの答弁では68人に減っているんですね。そうで

すよね。平成20年は68人の計画だと言っている。知事

就任したとき80人ですよ。12人減っているじゃありま

せんか。どんなして100人に到達するんですか。100人

に到達する見通しがあるのかどうか。あと２年９カ月

です。ちゃんと答弁してください。

　それから小学校１年生の30人学級。

　小学校における30人学級ですが、施設状況を見なが

ら小学校１年生から実施ということです。一歩前進だ

と評価をいたしたいと思います。

　しかし、全国的に30人学級が各都道府県で実施され

ている。知事の公約は、小学校１年生から６年生まで

の実施なんです。そういう意味では、30人学級を１年

生で実施をして、その後、拡充をしていくんだという

姿勢を明確に示していただきたい。

　それから、過密校などでは教室が足りなくて実施で

きないと、こういう状況がありますね。この対策を考

えているのかどうか。過密校はもうそのまま放置され

ているのにほかは30人学級では、教育を受ける公正性

という意味でも問題があろうかと思います。その対策

はどうなっているのか伺いたいと思います。

　それから「みんなでグッジョブ運動」のことが言わ

れています。

　知事、あと２年９カ月しかないんです。（「２年９

カ月もあるんです」と呼ぶ者あり）　いやいや、２年

９カ月もあると言うんだったらなおさらですよ。なお

さらですが、依然として少しよくなったといっても

７％台。やはり就任の２年の途中ぐらいではもう少し

ああよくなったなという実感がわくような数字が出て

こないといけないんじゃないかと、そのことについて

お答え願いたいと思います。だから、そういうことを

言っているわけです。

　さっきの答弁でちょっとごまかしだなと思ったのが

ありますよ。年後半から就業者数が増加傾向にあり、

６％になっていると。６％になったのは１回だけです

よ。その翌月はまた７％台になったんですよ。（「２

回ありますよ」と呼ぶ者あり）　だから、２回あって

もいいですよ。その後、つい最近は７％台になってい

るんだから。しかも、その６％のときの大きな要因は

何かというと、就業者数がたくさんふえたというより

も、非労働力人口がふえたためにどちらかというとそ

の数字が出たんですよ。これは非常に懸念されるべき

材料なんです。いわゆる分析によっては、県民が働こ

うにも働く場が少ないためにもうやる気を失っていた

という数字なんですよ、非労働力人口が多いというの

は。労働力人口がふえているんじゃなくて、非労働力

人口がふえて数字が下がっている。これは懸念材料で

あって、そんなに得意げになって言うような話じゃな

いだろうと思います。それについてどう考えているの

か。

　それから最後の問題で９番目のことですが、政府の

再発防止策、これで基地外居住の人数を年１回自治体

に通知となっていますが、これは実効性に問題がある

んじゃないのかと思います。それについてどう考えて

おられるのかお答えください。やはりどういう人がど

こにいるかをはっきりさせていただくようお願いをし

たいと思います。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前10時58分休憩

　　　午前11時４分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新里議員の再質問にお答え

いたします。

　まず第１に、普天間飛行場代替施設の辺野古への位

置をもっと沖合へ出すようにという要請・要求をして

いるわけですが、距離といいますか、位置について

はっきり言うべきではないかという話ですが、これは

いずれにしましても可能な限り沖合へしっかり出すよ

うにということを私はずっと前から言い続けているわ

けでして、それについて政府からまだ回答がない、ゼ

ロ回答です。ですからきちっとまず回答を出してもら

いたいというのを今現在言い続けているところでござ

います。

　それから２番目の再質問の中で、住宅地上空は飛ば

ない、これは前申し上げた考えと変わっていません。

そのとおりの考え方です。飛ばせない、飛ばないよう

にというのは当然のことだと考えております。

　その他の御質問については、部局長等からお答えさ

せていただきます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問の赤土対策に

ついてお答えいたします。

　平成18年度から赤土等の流出防止対策を一層効果的

に進めるために、利水形態や自然的条件を考慮した陸
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域からの削減目標の根拠となる環境保全目標の設定に

向けた基礎調査として、赤土等に係る環境保全目標設

定基礎調査を実施しております。

　この環境保全目標の達成には農地からの赤土等流出

量の削減が重要でありますから、削減に向けた実証試

験を平成20年度から実施することを予定しておりま

す。

　保全目標の数値を各流域ごとに設定することによ

り、農地からの流出を初め赤土流出防止対策の具体的

な施策展開に寄与することができると考えており、よ

り効果的かつ計画的な赤土等流出防止対策を推進する

ため、今後とも関係部局等とさらに連携を図っていき

たいと考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　再発防止対策について

は、県といたしましても去る22日、先週の金曜日です

けれども、県としての考え方を明らかにしたところで

ありまして、政府の防止対策についてもよく検討して

いきたいと思っております。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは新里米吉議員の再

質問にお答えをいたします。

　まず１点目が、100人の留学生派遣を達成する見通

しについてお答えをいたします。

　県教育委員会といたしましては、高校生を対象とし

た新規事業の事務費を次年度予算で計上し、新たな仕

組みづくりの検討を行っているところであり、引き続

き公約の実現に向けて取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　次に、30人学級の学年の拡充についてお答えをいた

します。

　30人学級の対象学年の拡充につきましては、当面、

小学校低学年の導入を検討しており、その効果・検証

を検討していきたいと考えております。

　施設面等におきましては、今後、市町村教育委員会

と協議をしてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時10分休憩

　　　午前11時11分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　再質問で、新エネル

ギーへの対応でございますが、本県は島嶼県のため地

形的・地理的な制約などから水力等による発電が困難

でありまして、エネルギー源を石油・石炭などの化石

燃料に頼らざるを得ない状況にあります。

　沖縄電力グループにおいては、地球温暖化対策とし

て平成４年度から風力等の新エネルギーの導入に向け

た実証実験を行っておりまして、現在、同グループの

エネルギー発電設備容量は太陽と風力合わせまして約

１万2000キロワットでございまして、それを平成21年

度までに新たに3000キロワットの風力発電の導入とい

うことで、合計１万5800キロワットを計画しておりま

す。

　県としましては、今後とも沖縄電力等と連携しなが

ら、新エネルギーの導入促進に向けて取り組んでいき

たいと考えております。

　それからグッジョブ運動でございますが、失業率の

全国平均化に向けて県としては企業誘致、それから地

域産業の振興、雇用対策を一層拡充強化していきたい

と考えております。

　失業率の６％台の動きはここ２カ月の変動でありま

して、非労働力人口の動きとか就業者数の動き、短期

間でございますので、長期的な視点から分析をやって

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　渡嘉敷喜代子君。

　　　〔渡嘉敷喜代子君登壇〕

○渡嘉敷喜代子君　おはようございます。

　護憲ネットワークの渡嘉敷喜代子です。

　所見を述べながら質問したいと思います。

　今回起きた少女暴行事件で知事のとった行動は適切

だったとは言えません。言葉や文章では抗議しても、

行動が伴わなければその意思は相手には伝わりませ

ん。謝罪に駆けつけた総領事や四軍調整官の労をねぎ

らい、握手を交わし、エレベーターホールまで送った

ことは、だれの目にも異常としか映りません。本末転

倒もいいところだと思います。

　日本の安全保障や国防についてのよしあしはともか

くとして、国防については国の責任で行うものであ

り、一地方の知事が最優先すべきことは、やはり県民

の命や財産、そして人権を守ることではありません

か。怒りは考えてするものではなくて、ごく自然にふ

つふつと沸き上がってくるもの、それが人間としての

当然の姿だと思います。

　知事はもっと怒るべきです。海兵隊は出ていけ、辺

野古新基地はつくらせないというぐらいの怒りをあら
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わにしてもよかったのではありませんか。一人の少女

の尊厳すら守れずして何が安保か国防かと声を大にし

て申し上げたいと思います。

　そこで質問します。

　１、米兵による少女暴行事件に関連して。

　茨、いたいけな少女がまたもや米兵の犠牲になりま

した。知事はこの事件をいつの何時に報告を受けまし

たか。すぐ米軍へ知事みずから抗議に出向くべきだっ

たと私は思いますが、知事はどうお考えでしょうか。

　芋、95年の少女暴行事件で県民の怒りが爆発、８万

5000人の県民大会となりました。そして普天間移設が

合意されて13年後の今回の事件であります。知事は、

この事件の要因がどこにあるとお考えですか。

　鰯、今回の事件でこれまでに見られないほど日米両

政府、米軍の動きは迅速でした。この動きに対し知事

の所見を伺いたい。

　允、被疑者の米兵が民間地域に住んでいて、米軍人

が起こした事件であることが今回の事件の特徴です。

私たちはこれまで基地と隣り合わせでいることの危う

さを懸念してきました。ところが現実のものとして、

すぐ近くによき隣人ならぬあしき隣人が住んでいたこ

とになります。治安上の問題からも基地外居住軍人の

実態を即調査し、把握すべきと考えます。県警と知事

に伺います。

　印、米軍人の基地外居住者が米軍の管理下になかっ

たことも、今回の事件を引き起こした一つの要因と考

えられます。仮に彼らが伝染病を持ち込んだとき、ど

この法律が適用されるのか伺いたい。関連して、地位

協定の抜本的改定を急ぐべきだと考えますが、どうお

考えでしょうか。

　咽、米軍人は原則として基地内に居住すべきと考え

ます。米軍側の言い分は、基地内の住居が不足してい

るので基地外の住宅を利用しているとのことでありま

した。事実はどうなのか。

　沖縄防衛局は基地内の住宅総数、平成18年８月現在

で8300戸と言及しております。そして照屋寛徳衆議院

議員の主意書によりますと、基地内に居住しているの

が３万4215人と言われております。それでは基地内に

ある住居のうち空き家がどういう状況にあるのか、本

当にあるのかどうか、そのあたりをお伺いしたいと思

います。把握していればお答えください。

　員、県警は被疑者の家宅捜査をしました。それは県

警の権限で行ったものか、あるいは米軍側へ事前に許

可を得ての捜査なのかについてお伺いいたします。

　因、被害者のケアについては、どこがどのような対

応をしていくのか。被害者が立ち直るまで長期間カウ

ンセリングを続けていくための何らかの措置が必要と

考えます。所管部署に伺いたい。

　２、環境アセスについてお伺いいたします。

　茨、２月７日に行われた普天間移設措置協議会にお

いて町村官房長官は、沖合も念頭にとの発言があった

ようですが、それは事実かどうか。

　先ほどの新里議員に対しては、協議会で検討される

必要もあるというような答弁の仕方をしております

が、事実はどうなのかお伺いします。

　芋、２月８日公開の審査会で小出しに出された方法

書の追加提出に対して、委員から不満が続出しまし

た。沖縄防衛局及び県審査会事務局の不手際は意図的

とも見えました。短期間での審議は困難と考えます。

公正な審議ができるよう県は配慮すべきと考えます

が、知事の見解を伺います。

　鰯、当初、県内の海砂を1700万立方メートル採取す

るとしていましたが、今回提出された資料では県外か

らも採取するとしております。県内のどこから、どれ

だけの量を採取するかも示しておりません。環境破壊

との声も出ております。県の見解をお伺いします。

　３、アスベスト健康被害対策についてお伺いしま

す。

　茨、中皮腫の原因のほとんどがアスベスト被害によ

るものと言われています。県内で中皮腫による死亡者

はどれくらいなのか。そのうち、何件労災申請をして

何件が救済されているのか伺います。

　厚生労働省の資料によりますと、沖縄県は全国最低

の救済率となっています。行政が率先して中皮腫死亡

者を対象にした職歴調査の実施と、中皮腫死亡者の情

報を公開すべきと思いますが、どうお考えでしょう

か。

　芋、県内では、とりわけ米軍基地内でアスベストが

ずさんな管理のもとで大量に使用され、健康被害が拡

大していたことは国もその過失を認めています。労災

申請には同僚の証言が必要であることからも、基地内

で労働者がどんな環境のもとで働かされていたのか等

の証言集をつくって、今後の労災申請に活用すべきと

考えますが、その考えはあるのかどうかお尋ねしま

す。

　鰯、石綿を製造または取り扱う業務に従事した者が

退職時に異常が認められると、「健康管理手帳」の交

付を受けられることになっております。県内で指定さ

れた医療機関は幾つあるのか。県民の健康管理の立場

からも医療機関の拡大を国に要請する考えはないの

か。さらに専門医の確保も大事だと思いますが、どう

なっているのか示してください。
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　允、認定条件の一つであるレントゲンやＣＴフィル

ムの保存期間が５年であることから、５年以上経過し

たアスベスト健康被害者は、石綿救済新法でも救済で

きない事態が続出しています。東京の労働局では同僚

の証言で認められていることから、沖縄の労働局ヘの

働きかけをする考えはないのか。また、復帰前の退職

者が高齢化していることから、申請書の簡素化と市町

村における申請、相談窓口の設置の要望が大きい。対

応策を伺います。

　印、基地内労働者で復帰前退職者と復帰後退職者の

労災補償について取り扱いが違うと聞いております。

県は、復帰処理の立場で対応すべきと思いますが、実

際はどうなっているのか、詳しい内容を伺いたい。

　４番目、知事の所信表明の中からお尋ねします。

　茨、平和で安らぎと活力のある沖縄県の実現を挙げ

ていますが、普天間基地や嘉手納基地の騒音、新たに

建設予定の辺野古への基地強化、高江では民間地域の

フェンスのない生活空間の中で迷彩服の兵士が訓練し

ている状況で、平和で安らぎが享受できるとのお考え

でしょうか、知事の所見を伺います。

　芋、現場主義をモットーに取り組んでいきたいとし

ておりますが、高江のヘリパッド視察後どのような取

り組みをしてきたのか伺います。

　鰯、基地の整理縮小や地位協定の見直し、事件・事

故防止等日米政府に強く求めるとはどんな形で求める

のか。今回の少女暴行事件で地位協定の見直しはどん

な形で国に求めていこうとするのか、知事にお伺いし

ます。

　そして知事は今議会の答弁の中で、沖縄を訪れた参

議院の外交防衛委員長や民主党、さらには軍転協で要

請したとの答弁ですけれども、それでは軍転協に要請

団として参加した安里副知事にお伺いいたします。

　18日、19日に要請をして、どのような感想を持って

いらっしゃるのかお伺いしたいと思います。

　允、自然環境の保全とはどんな形で保全していくの

か。辺野古の海を埋め立て、サンゴやジュゴン、ヤン

バルの山を守らずしてどう環境を守ろうとしているの

か、具体的な対策を伺います。環境破壊につながる基

地を建設して、子供、お年寄りが快適で潤いのある暮

らしができるとお思いでしょうか、お尋ねします。

　印、「選択と集中」を徹底し、さらなる歳出を抑制

していくとしながらも、新年度の予算としてカジノ・

エンターテイメント検討事業として1410万円――昨年

は660万円――を計上しております。厳しい財政難で

優先順位のあり方をお伺いします。

　５番目、教育行政についてお尋ねします。

　茨、９・29の県民大会は、意見撤回を求める11万

6000人の集会でした。ところが、文科省の示したもの

は、軍の関与という表現で視点をぼかし、結局何も変

わっていないと考えますが、知事、そして教育長の見

解を伺います。

　芋、ことし教職員定数34名をどこに配置し、どれだ

けの教育効果が期待できるかについて伺います。

　鰯、教師多忙化の大きな要因は何だと教育長は分析

しているのかについてもお伺いします。

　允、文科省の発表した小学校５・６年生の授業時間

数の増のねらいと教育長の所見を伺います。

　６番目、我が会派の代表質問と関連してお尋ねしま

す。

　茨、30人学級についてお尋ねします。

　先ほども過密校についてはどうするのかということ

についてですけれども、本当に１年生のみに空き教室

を利用するんであれば、過密校が対象外になるのかど

うか、そのあたりをお尋ねします。

　そして、今回の教員定数の範囲内で運用するとして

おりますが、21年度以降はどういうことになるのか、

そのことについてお尋ねします。

　先ほどの新里議員に対しては、効果・検証していく

と言っておりますが、本当に知事の公約であれば、効

果があるから30人学級を設置していくわけです。その

ようなことをする必要があるのかどうかお伺いしま

す。

　そして知事、この任期中に本当に30人学級の完全実

施が可能であるのかどうか、そのことについてもお尋

ねします。

　30人学級は知事の公約です。今回の予算計上の上で

も、財政上どのようにして知事はそれに配慮してきた

のか。カジノの問題もあります。優先順位はどのよう

にしてきたのか、それについてお尋ねします。

　芋、３年以内の普天間基地の閉鎖の公約はどんな根

拠があってのことなのかよくわかりません。知事に改

めて伺います。

　鰯、暫定ヘリポートの件は立ち消えになったのかど

うかお伺いします。

　終わります。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時26分休憩

　　　午前11時28分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷議員の御質問にお答
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えいたします。

　まず、米兵による少女暴行事件に関連するものです

が、暴行被疑事件の要因についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　今回の事件の要因につきましては、第一義的には被

疑者の問題に帰着するものと考えておりますが、米軍

全体におきましても綱紀の緩み、モラルの低下、教育

の不徹底など、さまざまな要因があろうかと考えてお

ります。

　次に、同じく日米両政府等の迅速な動きについてど

うかという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　今回の暴行被疑事件に対する日米両政府の迅速な対

応につきましては、事件の重大さを深刻に受けとめ、

在日米軍全体及び日米両政府として再発防止に万全を

期する意思をあらわすものであると認識いたしており

ます。

　次に、知事の所信表明の中からですが、基地問題に

対する認識についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　県としましては、平和で安らぎと活力のある沖縄県

の実現を目指し、基地問題については、実現可能なも

のから一つ一つ解決していくことが重要であると考え

ております。

　県は、現在、ＳＡＣＯの合意が着実に実施され、沖

縄県の過重な負担が軽減されるよう関係市町村と連携

し取り組んでいるところであります。

　また、米軍再編で、海兵隊司令部及び約8000名の海

兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手納飛

行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小が合

意されたことは、県民の要望している米軍基地の整理

縮小につながるものであり、確実に実施されなければ

ならないと考えております。

　県としましては、国際社会における安全保障、地主

や駐留軍従業員の生活、跡地利用計画などを総合的に

勘案して米軍基地のさらなる整理縮小を求め、県民の

過重な基地負担の軽減に取り組んでまいりたいと考え

ております。

　次に、同じく所信表明の中から、基地の整理縮小や

日米地位協定の見直し等についての御質問にお答えい

たします。

　基地の整理縮小につきましては、米軍再編で合意さ

れた在沖海兵隊司令部や兵員等のグアム移転、嘉手納

飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小が

確実に実施されるよう政府に求めてまいりました。

　事件・事故防止等につきましては、協力ワーキング

チーム等における協議や調整を通じ、米軍基地の運用

に伴う事件・事故の再発防止を米軍等に求めてまいり

ます。

　日米地位協定の抜本的な見直しにつきましては、去

る２月13日には来沖しました参議院沖縄及び北方問題

に関する特別委員会委員長に対し要請したほか、２月

15日にも来沖しました民主党国会議員に、また２月18

日及び19日には軍転協を通じて内閣官房長官を初め日

本政府と在日米国大使館等に対し要請したところであ

ります。

　今後とも引き続き日米両政府へ要請するなど、粘り

強く取り組んでまいります。

　教育行政についての御質問の中で、高校歴史教科書

問題に関する御質問にお答えいたします。

　昨年９月29日に開催されました県民大会の趣旨を踏

まえ、県や実行委員会が政府及び関係団体へ検定意見

の撤回等を要請いたしました。このことは、沖縄県民

の平和を希求する強い思いを伝えたものであると認識

いたしております。

　その結果として、高校歴史教科書の訂正申請が承認

され、広い意味での「日本軍の関与」の記述が回復さ

れるとともに、沖縄戦における「集団自決」の背景の

説明や注釈がつけられるなど、沖縄戦に関する理解を

深めるものになっていると考えております。

　その他の御質問については、部局長等から答弁させ

ていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　暴行被疑事件への対応

についてお答えいたします。

　今回の事件については、２月11日午前７時過ぎ、県

警からの情報提供を受け、直ちに知事へ事件の概要を

報告しております。

　県は、同日午前には遺憾の意をあらわした知事コメ

ントを発表し、同日午後には在沖米国総領事に対し、

翌12日には在日米軍沖縄地域調整官等に対し要請して

おり、綱紀粛正を強く求める県の立場は十分に伝える

ことができたと考えております。

　基地外に居住する軍人等の実態についての御質問に

お答えします。

　米軍によると、平成19年９月時点で米軍住宅検査事

務所に登録されている住宅は6098戸で、そのうち5107

戸が契約されているとのことであります。

　また、外務省によると、平成20年１月31日現在、施

設・区域外に居住している軍人・軍属、家族の総数は

１万748人とのことであります。

　県としては、基地の外に居住する米軍人等の規律の
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強化を含め、具体的な犯罪防止に資するような対策を

日米両政府に対し求めていく考えであります。

　次に、基地内住宅の実態についてお答えします。

　在沖米軍の住宅数・入居数等について沖縄防衛局に

照会したところ、現在、米側に在沖米軍基地内の全住

宅戸数、その軍別の内訳、入居数及び不足している戸

数を照会中であるとのことであります。

　次に、町村官房長官の発言についてお答えします。

　第６回協議会において町村官房長官から、沖合へと

いう話も念頭に置き、できるだけ早い時期に決着が図

られるよう最大限の努力をしていきたい旨の発言があ

りました。

　次に、ヘリパッド視察後の対応についてお答えしま

す。

　知事は、平成19年３月14日に北部訓練場のヘリパッ

ド移設予定地の視察を行うとともに、東村高江区の住

民との話し合いも行ったところであります。

　県としては、国による環境調査の結果や関係する市

町村の意向等も踏まえながら、当該地域の自然環境や

地域住民の生活に十分配慮すべきであると考えてお

り、沖縄防衛局に対し、住宅上空や生活道路上空を除

外して飛行ルートを設定するなどの措置を講じること

等を要請したところであります。

　次に、普天間飛行場の３年めどの閉鎖状態の根拠に

ついてお答えします。

　３年めどの閉鎖状態の実現については、訓練の分散

移転などあらゆる方策を検討し、その実現のための準

備と決定に至るプロセスを考えても３年あれば実現可

能であると考えており、知事の任期中にめどをつけた

いという強い決意から来たものであります。

　なお、県は、３年をめどとする現在の普天間飛行場

の閉鎖状態の実現を求めているのであり、３年以内に

代替施設を辺野古沖に移設することを求めているので

はありません。

　次に、暫定ヘリポートについてお答えします。

　知事の公約は、普天間飛行場の危険性を一日でも早

く除去するために、あらゆる方策を検討し、問題解決

に取り組むということを表明したもので、暫定ヘリ

ポートについては一つの事例として示したものであり

ます。

　普天間飛行場移設問題の原点は、現在の普天間飛行

場の危険性の除去であり、一日も早い危険性の除去の

ためやむなく県内移設を認め、また移設するまでの間

の３年めどの閉鎖状態の実現を求めており、そのこと

は知事から２月定例県議会の開会の際にも明確に申し

述べております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　基地外居住外国人の実

態把握についてお答えいたします。

　県警察におきましては、犯罪の予防、その他住民の

安全で平穏な生活を確保するため、交番や駐在所を拠

点に、地域警察官が警らや巡回連絡等の活動を通じ

て、受け持ち区内の家庭や事業所、自治会事務所等を

訪問し、理解と協力を得ながら管内の実態把握に努め

ているところであります。

　したがいまして、米軍施設外居住の米軍人等につい

ても理解と協力を得ながら、居住者の現状等について

の情報提供を受けているところであります。

　そうした活動の結果、米軍人等が多く居住する地域

や多く集まる場所については把握できているところで

あります。

　しかしながら、任意の情報提供であるため協力を得

られないこともあり、居住実態まで詳しく把握してい

るとは言えないところであります。

　引き続き、今後とも、米軍人等にあっても理解と協

力を得ながら、地域の安全と安心に資するため、管内

実態把握に努めてまいりたいと考えております。

　次に、被疑者宅の捜索についてお答えいたします

　沖縄警察署において、本年２月11日、刑事訴訟法の

規定に基づき、裁判官から捜索差し押さえ許可状の発

付を得て被疑者宅の捜索を行い、犯行に使用した車両

等を押収しております。

　その際、被疑者が単身居住のため、ほかに家族の立

ち会いを求めることができなかったことから、米軍機

関の関係者に立ち会いの協力を要請し、捜索・差し押

さえ手続の適正を期したところであります。

　次に、犯罪被害者のケアについてお答えいたしま

す。

　県警察では、米軍構成員等による事件であるか否か

にかかわらず、殺人、傷害、強姦等のように専門的な

被害者支援が必要な場合は、捜査員とは別に被害者支

援要員を指定して被害者や御家族に対して、病院の手

配、受診時の付き添い、事案概要、捜査状況の情報提

供、被害者の要望等の把握などの支援活動を行ってい

るところであります。

　今回の事件につきましては、被害者が女性で、か

つ、中学生であったことから、被害者支援要員に女性

警察官を指定し、所要の被害者支援活動を行うととも

に、早期の段階において県警本部及び沖縄警察署から

マスメディアに対し、被害者が一日も早く通学できる
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などもとの生活に戻れるように、学校及び自宅周辺で

の取材等の自粛を強く申し入れたところであります。

　また、被害者の精神的被害の回復及び軽減等を図る

施策として、平成14年から「被害者等カウンセラー制

度」を運用しており、被害者やその家族に対しまして

は、事件発生後早い段階で同制度を教示し、要望があ

れば精神科医、または臨床心理士によるカウンセリン

グを実施することとしているところ、今回も同制度に

ついて既に教示しております。

　このカウンセリングにつきましては、被害者等の要

望に基づき行い、当該カウンセラーがカウンセリング

の継続の必要性に関する判断をしているところであ

り、期間や回数の制限はなく、長期にわたることも可

能であります。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　米兵による少女レイ

プ事件に関連しまして、基地外に居住する米軍人への

感染症対策及び日米地位協定についてにお答えいたし

ます。

　県内において、感染症が発生した場合には、感染症

法に基づき、患者の入院等必要な蔓延防止措置を実施

することになっております。

　国においては、基地の外に住む米軍人であっても、

感染症法に基づき必要な措置をとることは可能である

とされています。

　県としましては、日米地位協定上、感染症法の適用

に関する特段の取り決めがなされていないため、日米

地位協定の見直しに係る要請事項の中で、「保健衛生

に関して、国内法を適用する旨を明記すること。」を

求めているところでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境アセスとの関連

で、追加提出された方法書を短期間で審議することに

ついてお答えいたします。

　２月５日に提出された方法書に対する追加・修正資

料については、去る２月８日の審査会において沖縄防

衛局から説明がなされたところであります。現在、審

査会において、それぞれ専門の立場から当該資料の内

容を慎重に審査しているところであります。

　県としては、今後、審査会からの意見を集約し、適

切な環境影響評価が実施されるよう県としての意見を

述べていきたいと考えております。

　なお、審査会での意見を集約する期間については、

各委員において十分に審査できる期間を確保していく

こととしております。

　次に、県内外からの海砂等の採取は環境破壊ではな

いかという御趣旨の質問にお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立用材につ

いては、沖縄島周辺の海砂1700万立方メートルを用い

ると沖縄防衛局から説明がなされたところでありま

す。

　しかしながら、県内の年間海砂採取量からすると著

しく大量であるため、県外も含めた調達先の複数案を

検討するよう知事意見で述べたところであります。

　これに対し、沖縄防衛局が提出してきた追加・修正

資料においては、しゅんせつ土を含む建設残土の受け

入れや県外からの調達等も含め、具体的に検討を行う

との見解が示されたところであります。

　県としては、埋立用材の確保に当たっては、当該事

業実施区域及びその周辺の生態系に著しい影響を及ぼ

さないよう十分な配慮が必要であることから、今後、

環境影響評価手続において必要な意見を述べていきた

いと考えております。

　次に、アスベスト健康被害対策との関連で、中皮腫

死亡者を対象にした職歴調査の実施と中皮腫死亡者の

情報公開についてお答えいたします。

　石綿健康被害救済制度に基づく特別遺族弔慰金等に

ついては、請求件数が少ないことや請求期限が平成21

年３月27日までと迫っていることから、国において

は、中皮腫死亡者の遺族に対し重点的な周知事業を実

施し、救済制度の充実を図ることとしております。

　県としましては、特別遺族弔慰金等の請求が早急に

行われるよう、県内における中皮腫死亡者の遺族の把

握、周知など当該事業の実施に向け、保健所を窓口と

して市町村等と連携しながら取り組むこととしており

ます。

　なお、石綿健康被害救済制度に基づく申請があった

際には、職歴等のアンケート調査を実施しており、こ

の結果の公表については国において判断することと

なっております。

　次に、同僚の証言による認定等申請書の簡素化、市

町村への申請、相談窓口の設置についてお答えいたし

ます。

　石綿健康被害救済制度における認定は、中皮腫によ

る死亡者についてはそのほとんどが石綿に起因するも

のと考えられていることから、中皮腫であったことが

記載された死亡診断書等により判断が行われており、

肺がんによる死亡者については、肺がんが喫煙を初め
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とするさまざまな原因があることから、石綿が原因で

あると判断するための医師の診断書や胸部エックス線

フィルム等が必要となっております。

　また、業務上の疾病については、石綿暴露作業に従

事した経歴が必要となっており、その認定について

は、労働基準監督署等において、全国同一の認定基準

のもと、同僚の証言や多方面にわたる資料等の調査に

より判断されていると聞いております。

　本県における石綿健康被害救済制度等に関する申

請・相談については、独立行政法人環境再生保全機構

の委託を受けた６カ所の保健所並びに５カ所の労働基

準監督署に窓口を設置し対応しております。

　県としては、今後、申請・相談者の状況や申請・相

談者数の動向を見て、申請書の簡素化や市町村におけ

る窓口の設置について、必要に応じ、国に要望してい

きたいと考えております。

　次に、知事の所信表明の中から、自然環境の保全の

具体的対策についてお答えいたします。

　本県のすぐれた海域生態系、陸域生態系など自然生

態系の適正な保全を図るためには、自然環境に配慮し

た事業活動への誘導に努め、豊かな自然と調和した社

会づくりを推進していくことが重要であると考えてお

ります。

　現在取り組んでいる対策としては、赤土等流出防止

対策としての環境保全目標の設定に向けた調査や総合

的なサンゴ礁保全対策、ヤンバル地域におけるマン

グース等外来種の捕獲強化の取り組み等を推進してい

るところであります。

　また、環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例

の対象事業となる大規模な事業の実施に当たっては、

自然環境への十分な配慮が必要であり、環境影響評価

の手続が各段階において適切に実施され、事業に係る

環境の保全措置等が適正に行われるよう十分な配慮を

求めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　アスベスト健康被害

対策の御質問の中で、アスベストに係る労災申請件数

と救済件数についてお答えします。

　人口動態統計によりますと、県内での中皮腫による

死亡者は平成７年から平成18年の11年間で72名となっ

ております。

　県内においては、アスベスト関連の労災申請が平成

17年４月から平成20年１月までに59件なされ、25件が

補償されており、そのうち中皮腫と認定されたものは

６件であります。

　次に、証言集の作成についてお答えします。

　駐留軍離職者アスベスト相談センターにつきまして

は、限られた予算及び陣容で行っております。

　相談センターの相談者には、現在労災補償等の申請

中、あるいはこれから申請を予定している者がおり、

その申請に必要な調査も多いことから、将来的に必要

になると思われる証言集ではなく、同僚証言も含めて

当面の労災補償申請等に必要な調査を優先すべきと考

えております。

　次に、委託医療機関についてお答えします。

　アスベスト、すなわち石綿健康管理手帳で健康診断

を受けられる委託医療機関は、県内では中部病院と独

立行政法人国立病院機構沖縄病院の２カ所となってお

ります。

　沖縄労働局では委託医療機関の拡大に取り組んでお

り、今後とも実施可能な医療機関の把握に努め、必要

に応じて委託医療機関を拡大したいとのことでありま

す。

　専門医の育成につきましては、沖縄労働局が沖縄県

医師会に要請し、平成18年５月に沖縄県医師会が研修

会を開催する等、専門医の育成を行っております。

　次に、基地労働者の離職時期の復帰前後での違いと

その対応についてお答えします。

　復帰前の基地内労働者で、復帰後も引き続き雇用さ

れていた者については、日本の労働者災害保障保険法

の適用対象とされますが、復帰前に離職した者につい

ては日本の労災法が適用されず、アメリカ合衆国が解

決すべき日本国民の請求権とされております。

　したがいまして、復帰前の基地のアスベスト関連職

場を離職した労働者にアスベストによる疾病が発生し

た場合の労災関連の請求は、米国政府へ行うこととな

ります。

　なお、この問題につきましては、昨年11月28日の参

議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会において沖

縄担当大臣が、「今後請求があった際には、雇用形態

あるいは被害に至った状況等、個別具体的な事例に即

して関係省庁が協力しつつ対応することになる」との

方針を示しております。

　次に、知事の所信表明の中の御質問で、厳しい財政

難の中でのカジノ・エンターテイメント検討事業につ

いてお答えします。

　カジノ・エンターテインメントについては、第２次

沖縄県観光振興計画において、「観光振興施策の展

開」の中で、新たな観光メニューの創出の一つとして

ゲーミングに関する幅広い情報収集の実施や導入可能
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性について検討することとしており、現在策定中の第

３次の観光振興計画においても引き続きその導入可能

性について検討することとしております。

　このような観光振興計画での位置づけや、カジノを

取り巻く海外の状況、国内の動向を踏まえ、今年度カ

ジノ・エンターテイメント検討委員会を設置し、本県

にカジノを導入する場合の課題とその対応策等につい

て調査検討を行っているところであります。

　来年度も引き続き、国内外のカジノ・エンターテイ

ンメントに関する調査や最新情報の収集を行うととも

に、カジノ・エンターテイメント検討委員会の報告を

踏まえ、シンポジウムの開催などを実施する予定であ

ります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育行政について

の御質問で、高校歴史教科書問題についてお答えいた

します。

　教科書検定問題については、昨年９月29日に県民大

会が開催され、その趣旨を踏まえ、県や実行委員会及

び県教育委員会が政府及び関係団体へ検定意見の撤回

等を要請しました。

　このことは、県民大会に結集した11万人余の平和を

希求する県民の強い思いを国や文部科学省に伝えたも

のであると認識しております。

　その結果として、高校歴史教科書の訂正申請が承認

され、広い意味での「日本軍の関与」の記述が回復さ

れるとともに、沖縄戦における「集団自決」の背景の

説明や、９・29県民大会についての記載がなされてお

り、高校生がこれまでと同様に学習ができるものと考

えております。

　次に、教職員定数増とその効果についてお答えいた

します。

　平成20年度教職員条例定数案の小中学校分が34の増

となっている主な理由は、沖縄市立比屋根小学校の新

設、本部町立水納中学校の再開、国庫加配要求数の増

などによるものであります。

　教育効果としましては、新設に伴う学校規模の適正

化や少人数教育の充実などがあるものと考えておりま

す。

　次に、教師多忙化の要因についてお答えいたしま

す。

　平成18年度文部科学省が行った「教員勤務実態調

査」による教員の残業時間に占める業務内容は、授業

準備、成績処理、事務・報告書作成、会議・打ち合わ

せ、部活動指導、保護者への対応など多岐にわたる内

容が挙げられており、本県においても同様な傾向では

ないかと考えております。

　次に、授業時数増のねらいについてお答えいたしま

す。

　今回の学習指導要領の改訂案は、変化の激しい社会

においてますます「生きる力」が重要となることか

ら、現行学習指導要領の基本理念を継承しつつ、各教

科等において育成すべき資質・能力が一層明確に示さ

れたものとなっております。

　小学校５・６年生の授業時数については、社会、算

数、理科で増となり、現行学習指導要領に比べ、年間

で35時間、週当たりでは１時間の増となっておりま

す。

　増となった時間については、子供たちがつまずきや

すい内容の確実な習得を図るための繰り返し学習や、

知識・技能を活用する学習を行う時間を充実すること

により、基礎的・基本的な知識・技能の習得と思考

力・判断力・表現力等をはぐくむこととされておりま

す。

　県教育委員会におきましては、今後とも、みずから

学び、みずから考え、主体的に判断し、よりよく問題

を解決する資質や能力などの「生きる力」を育成する

教育の充実を図ってまいりたいと考えております。

　次に、我が会派の代表質問と関連しての御質問で、

30人学級の実施についてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、児童一人一人が基本的

な生活習慣や社会的規範を身につけ、基礎・基本の学

力の定着を図ること等から、平成20年度において、義

務教育のスタートに当たる小学校１年生で、施設状況

等を踏まえながら教員定数全体の枠の中で導入してい

きたいと考えております。

　30人学級の対象学年につきましては、平成20年度に

おける１年生の実施状況等を踏まえ、効果を検証しな

がら検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　安里副知事。

　　　〔副知事　安里カツ子君登壇〕

○副知事（安里カツ子君）　軍転協の要請に係る副知

事の感想を聞きたいということにつきましてお答えし

ます。

　去る２月18日及び19日、軍転協副会長金武町長らと

日米両政府、米軍に対し、事件の再発防止等を強く要

請してまいりました。日米両政府において遺憾の意を

表し、早急に対策を講じる旨の発言があり、今回の事

件を深刻に受けとめ、迅速に対応する政府全体の意思
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の強さを感じた次第でございます。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　渡嘉敷喜代子君。

　　　〔渡嘉敷喜代子君登壇〕

○渡嘉敷喜代子君　それでは再質問いたします。

　今回の事件の要因はどうなのかということを聞きま

したときに、知事は綱紀の緩みだということですけれ

ども、本当にそれだけなんでしょうか。確かに綱紀の

緩みもあります。過重なまでの基地負担が大きな原因

ではないのか、それから不平等な地位協定から来る米

軍側の占領意識、それが丸出しであるということが事

件の要因になるかと思います。もう一度知事の所見を

伺いたいと思います。

　それから迅速な日米両政府の動きなんですけれど

も、これは知事は事件の重大さを思ってということで

すけれども、それはもちろんそうです。しかしそれ以

外に、私は２月15日、県内の関係要路、そして２月18

日・19日は東京行動をしました。今、安里副知事は、

大変前向きな姿勢だというようなことを受けましたけ

れども、私は、普天間移設がおくれてはならない、そ

ういうことで一生懸命火消し役をやっているんだなと

いうことを石破防衛大臣、それから町村官房長官、そ

ういう人たちの話を聞いて、一生懸命そのことで火消

しをしようと。そしてこの事件が起こったからこそ早

く普天間移設を進めなきゃいけないということを言っ

ているんですよ。

　そしてさらに町村さんが言ったことは、あの環境ア

セスが、審査員の皆さんが余り元気過ぎて困ると、だ

から早く進めていかなきゃいけないと、こういうよう

なことを言っているわけですね。

　ですから本当に移設にこういうことを言わせたの

は、２月11日の知事のコメントの中で、普天間移設に

影響なしというようなことが大きなキーになっている

んじゃないかという気がしてなりません。

　もう一度お答えいただきたいと思います。

　それから地位協定の改定についてですけれども、本

当に要請行動をしていて、日本政府はこのような事件

が起きても、なおさら運用の改善で行きたいというこ

とを一生懸命言っているわけなんですね。それだけに

日本政府の壁は本当に高いんですよ。それを知事はこ

れからどう切り崩していけるのか、それが本当に正念

場だと思います。訪米も結構ですが、この日本政府を

どうこれから切り崩して進めていくのかということが

大きな課題だと思います。本当に知事がどういう方向

でやっていくのか、そのあたりの決意のほども聞かせ

てください。

　それからアセスについてですが、この間の18日に東

京へ行ったときに、在日米軍のフロック副長官がこん

なことを言っているんですよ。辺野古で考古学的、そ

れから突発的なことが起こればおくれることもあり得

るということを言っています。これは明らかに米側は

環境アセスでおくれるであろうということを予想され

ていると思うんです。環境を守る立場の県として本当

にその発言をどう受けとめているだろうか、そのこと

の感想などを聞かせてください。

　それから２月５日に提出された資料の中で、海砂の

運送上のことからも近くの方から採取したいというよ

うな文言が入っているんですね。ということは、辺野

古の近くの海から採取するであろうということは県は

それを掌握しているんじゃありませんか。

　そういうことで本当に環境が守れるのかどうか、そ

のあたりをお尋ねします。

　それから教育長、30人学級は過密校においては空き

教室がないわけだからできないはずなんですよ。そし

て、現在の教員の定数内で運用していくということで

あれば、本当に財政措置もやられてないわけですね。

こういう状況だと本当に21年度以降はどういうふうに

してやっていくのか。効果・検証していくというけれ

ども、そういうことではなくて、本当にやっていくこ

とができるのかどうか。

　そして知事にお尋ねしますけれども、本当にこうい

う状況の中で30人学級が完全実施できるのかどうか。

財政上、今回、知事はどのように配慮してきたのか、

そのあたりをお答えください。

　それから教育長、授業時間数の増、今回ゆとり時間

も削除されました。そして数学とか英語の時間をふや

してきました。そういうものも含めて、それから教師

の多忙化でいろいろなことを挙げていました。事務的

なこともあると、それから部活動とかそうことも挙げ

ていました。じゃ、これからそのために教師の多忙化

をちょっとでも少なくしていくために教育長としてど

うそれに対応していくのか、措置をしていくのか、そ

のあたりまで踏み込んでお答えいただきたいと思いま

す。

○議長（仲里利信君）　ただいまの渡嘉敷喜代子君の

再質問に対する答弁は、時間の都合もありますので午

後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時10分休憩

　　　午後１時30分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　午前の渡嘉敷喜代子君の再質問に対する答弁を願い
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ます。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷議員の再質問にお答

えいたします。

　まず第１に、今回の事件の要因について、過重な基

地負担とそれから占領意識丸出しも要因ではないかと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県が過重に負担している米軍基地につきまして

は、県民の目に見える形で負担が軽減されるようあら

ゆる機会を通して強く求めております。

　米軍人等による事件・事故の減少を図るためにも、

基地の整理縮小及び在沖米軍兵力の削減が必要である

と考えております。

　そして、米軍が占領意識丸出しではないかという御

趣旨の点につきましては、よくわかりませんけれど

も、いずれにしましても今回の事件の要因につきまし

ては、米軍全体において綱紀の緩み、モラルの低下、

教育の不徹底など、さまざまな要因があると考えてお

ります。

　次に、日米地位協定の抜本的見直しについての知事

の決意いかんという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　これももう何度かお答えしているとおりでして、運

用改善だけではとても不十分だということで、抜本的

な見直しを政府、そして日本の政党、議会にも要望

し、そして渉外知事会を通じて各県と連携しながら粘

り強く続けておりますが、ことしはまた改めてアメリ

カの議会、そしてアメリカの政府にも私なりの方法で

訴えていきたいと考えております。

　そしてもう一つ関連した御質問だったと思います

が、日米両政府の今回の動きが非常に迅速だったと、

これは普天間の移設のおくれを心配しているのではな

いかというような御趣旨の御質問には、ちょっと質問

がきちっと受けとめにくかったんですが、普天間の移

設と8000人に至る海兵隊のグアムへの移転等々、それ

に伴う、また嘉手納より南の基地の返還というような

ことについては、文字どおり基地の整理縮小にきちっ

とつながるものであり、進めるべきだと考えておりま

す。

　日米両政府がどういう理解をして今度は迅速に動い

たかは、先ほども答弁しましたが、やはり事件の重要

性にかんがみての動きだったのではないかと思ってお

ります。

　そしてもう一つ関連した御質問で、今度の事件が普

天間の移設その他に関係がないというような意見を私

の方で、あれは11日でしたか、記者さんとの発表の中

で申し上げた、こういうものが影響をしているのでは

ないかという御趣旨でしょうか、ちょっともう一回こ

れは確認したいと思うんですが、それとどう関連があ

るか私の方ではわかりませんけれども、いずれにしま

しても普天間の移設、そしてその後の8000人の海兵隊

のグアムへの移転等々、これはきちっと進めるべきだ

と思っておりますし、政府はいずれにしましてもこう

いうひどい事件に対しての動き、関心が非常に強い、

そして素早く動いたというふうに理解いたしておりま

す。

　その他の御質問につきましては、部局長等からお答

えさせます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問にお答えいた

します。

　フロック副長官の、辺野古で考古学的・突発的なこ

とが起こればおくれることもあり得る旨の発言につい

てお答えいたします。

　埋め立てに関する主務省令及び沖縄県環境影響評価

技術指針において、環境影響評価手続を行う過程にお

いて手法の選定に係る新たな事情が生じたときは、必

要に応じて選定された手法の見直しを行うものとする

と定めております。

　また、今回提出された普天間飛行場代替施設建設事

業に係る環境影響評価方法書においてもその旨の記載

があることから、歴史的・文化的環境及び動植物の貴

重な種が確認された場合には、事業者において詳細な

調査を行うなど、適切に対応されるものと考えており

ます。

　次に、海砂を採取することで環境が守れるのかとい

う趣旨の再質問にお答えいたします。

　埋立用材の確保については、１月21日に述べた知事

意見の中で、県外も含めた調達先の複数案を検討する

とともに、その調達計画の中で調達先ごとの調達量、

調達時期、期間について具体的に明らかにすること、

及び埋立用材の量の低減についても検討することと述

べております。

　また、海砂やしゅんせつを埋立用材として購入する

場合にあっても、砂利等の採取業者において海砂等の

採取に伴い、環境に著しい影響を及ぼさないよう十分

に対応するよう述べております。

　県としては、埋立用材の確保に当たっては、当該事

業実施区域及びその周辺の生態系に著しい影響を及ぼ

さないよう十分な配慮が必要であることから、今後、
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環境影響評価手続において必要な意見を述べていきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは渡嘉敷喜代子議員

の４点の再質問がございましたので、お答えをしたい

と思います。

　まず１つ目が、30人学級の大規模校等における実施

についてということでございます。

　大規模校等につきましては、施設状況等を踏まえな

がら対応可能かどうか市町村教育委員会と調整をして

いきたいと考えております。

　次に、教員定数全体の枠の中での対応となったが、

その財政措置がされているかどうかということについ

てでございます。

　30人学級実施に係る予算措置につきましては、平成

20年度当初予算全体の枠の中で対応することとしてお

ります。

　次に、平成21年度以降の学年の拡大についてお答え

をいたします。

　30人学級の対象学年につきましては、当面、小学校

低学年の導入を検討しており、その効果・検証を踏ま

えながら検討してまいりたいと考えております。

　次に、教師の多忙化への対応についてお答えをいた

します。

　県教育委員会としましては、本県教職員の勤務実態

調査を次年度の早い時期に実施をし、その結果を踏ま

え対応策等を検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後１時40分休憩

　　　午後１時41分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　渡嘉敷喜代子君。

　　　〔渡嘉敷喜代子君登壇〕

○渡嘉敷喜代子君　知事、30人学級については、これ

は知事の公約なんですよね。ですから、今、教育長が

答弁したように、教師の定数の範囲内で、その枠内で

運営していくことではなくて、30人学級をどう進めて

いくかということを予算上しっかりと財政の裏づけを

していかなきゃいけないんですよね。そうしたら21年

度以降はどうなるのかということも示されておりませ

ん。ですから、本当に任期中に30人学級がどれだけ達

成できるのか。やはり目標というのをつくっていかな

きゃいけないと思います。

　失業者についても、任期中に本土並みの４％に持っ

ていくというのも目標がないわけでしょう。それと同

じように、30人学級についてもしっかりと何年までに

はどれだけの学級をふやしていくという財政的な裏づ

けがなければ到底無理だと思うんですよ。ですから、

私はそのことについて知事に答弁を求めています。

　よろしくお願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後１時43分休憩

　　　午後１時44分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷議員の再々質問にお

答えいたします。

　この30人学級について予算的にどうするんだという

お話で、20年度につきましては、今、教育長が答弁し

たとおりでして、無論21年度以降につきましても、こ

れは確かに財政は非常にきつい中なんですが、いろい

ろ研究をして21年度以降も対応していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後１時44分休憩

　　　午後１時45分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　渡嘉敷喜代子君。

　　　〔渡嘉敷喜代子君登壇〕

○渡嘉敷喜代子君　21年度以降についてはこれから研

究していくということではなくて、本当に知事の公約

であればしっかりと予算の裏づけをしてやっていただ

きたいと思います。教育にこそお金をかけていただき

たいですね。

　「選択と集中」と言いますけれども、じゃ、カジノ

はどうなんだと。本当にこれが大切なことなのか。ま

ず優先して教育の方にお金をかけていく、そういう姿

勢を私は知事に求めたいと思います。

　要望としかとれないと思いますけれども、本当に知

事の公約が、あと２年そこらでこの30人学級が本当に

１年生から６年生までやっていけるかどうかわかりま

せんけれども、財政上の裏づけもしっかりと整えて頑

張っていただきたいと思います。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　髙嶺善伸君。

　　　〔髙嶺善伸君登壇〕

○髙嶺　善伸君　こんにちは。
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　それでは通告に基づいて一般質問を行います。

　まず最初に、知事の政治姿勢についてであります。

　茨、海洋基本法に基づく海洋基本計画策定への対応

について。

　私は、平成15年９月議会での質問で、日本政府は国

連海洋条約で2009年５月までに排他的経済水域の海底

資源調査を行い、国連の承認を受けなければならない

と。そういう意味では島嶼県沖縄は、国策として国土

保全について要求すべきと提案してきました。当時、

稲嶺知事は、今後その可能性について調査研究したい

と答弁しております。

　国は、去る２月４日からきょう25日までの間、海洋

基本法に基づく海洋基本計画に対する国民の意見を募

集しており、沖縄県の存在感を示す千載一遇のチャン

スであると思います。

　今回の海洋基本計画は、内閣総理大臣を本部長とす

る総合海洋政策本部を置いて、離島の保全等の施策を

計画するわけでありますから、ぜひ沖縄の離島振興、

離島の保全、海洋資源の開発、海岸漂着ごみ対策、サ

ンゴ礁の保全等について沖縄県の意見を表明してもら

いたい。

　それについて質問いたします。

　ア、今回の海洋計画策定の意義とパブリックコメン

トヘの対応はどのように行っているかお聞かせくださ

い。

　イ、私はこれまで、仮称ですが、離島振興交付金の

創設を要求し、議会で再三提案してまいりました。し

かし、歴代の知事は、創設は困難であるとの答弁を繰

り返してまいりました。道州制移行を視野に財源確保

の根拠を海洋基本計画に盛り込むべきだと考えます

が、離島の保全のための財政等支援要求についてどの

ように取り組んでおられるのかお伺いします。

　ウ、平成16年９月議会で、私は、国連海洋条約への

対応をただしたところ、稲嶺知事は、中国の動向や我

が国の対応を見守るとともに、情報収集に努めるとの

答弁に終始しております。今回の海洋基本計画に沖縄

県として尖閣諸島周辺油田等海洋資源開発について強

力な主張を行う最後のチャンスだと思われるが、取り

組みについてお伺いいたします。

　エ、世界自然遺産の候補地ともなった琉球諸島で

は、財団法人亜熱帯総合研究所の調査でも、沖縄周辺

のサンゴ礁は約5000億円程度の価値があると計量評価

し、これまでの議会答弁でも、今後とも国と連携をと

りながらサンゴ礁の保全に取り組みたいということで

あります。

　ことしは「国際サンゴ礁年」でもあり、サンゴの白

化現象等危機的な状況にある現状を国に訴え、地球温

暖化防止に対する対策の一つとして、沖縄周辺海域の

サンゴ礁保全に国策として取り組むことを提言してい

ただきたいと思いますが、御所見をお伺いします。

　次に、県行財政のあり方についての知事の基本的な

考え方をお聞きします。

　2005年統計で、沖縄県の財政依存度は37.7％であ

り、全国平均22.8％に比べると高い状況であります。

これは、財貨サービスの移入が移出を約4000億円も上

回り、国からの財政移転で本県の経済が賄われている

ことを示しております。地方交付税と国庫支出金の合

計額を県民１人当たりに換算した受益率が類似県より

も少なく、自主財源比率も全国平均45.4％に比べて

27.9％と低く、これまでの日本政府の支援は必ずしも

十分ではないと言わざるを得ません。

　高率の補助事業も北部振興事業や沖縄振興特別調整

費も日本政府の顔色をうかがい、事業採択基準や運用

に使い勝手が悪い。それよりも沖縄県の産業振興によ

る雇用促進や県土の均衡ある振興開発のためには、自

主的・主体的に運用できる予算・財源が重要だと思い

ます。これからの行財政のあり方を展望したとき、財

政依存状態に対する現状の認識や国のこれからの財政

支援に対する知事の考え方をお聞きしたいと思いま

す。

　ア、沖縄県の財政依存の現状と今後のあり方につい

ての認識はどうか。

　イ、沖縄振興特別調整費の配分について、今現在の

国主導から県主導へ転換すべきと考えるがどうかお聞

かせください。

　２、産業振興と雇用について。

　茨、第３次沖縄県農林水産業振興計画策定と雇用対

策について。

　農業を取り巻く情勢がグローバル化する中で、第１

次産業に依存度が高い離島地域などを中心に、おきな

わブランドの確立や担い手の育成に取り組むため、就

業者数や生産額、食料自給率等の具体的な目標数値を

立てて取り組んでおります。第３次沖縄県農林水産業

振興計画策定のスタートとなる平成20年度は、沖縄振

興計画最後の部門別計画となりますので、本県の農業

を初めとする第１次産業の展望と取り組みをお伺いし

ます。

　ア、第１次・第２次計画の達成状況と課題はどう

なっているのか。

　イ、第３次計画における担い手の育成や就業者の確

保はどのように見ておられるのかお聞かせください。

　次に、おきなわブランドの確立のための拠点産地形
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成の取り組みについて。

　ア、拠点産地形成状況と成果はどうなっているのか

お伺いします。

　イ、肉用牛生産供給基地の育成についてであります

が、肉用牛に関しては、全県飼養頭数８万1000頭のう

ち３万4000頭余りが八重山であり、石垣牛として地域

ブランド化されております。沖縄県も県外出荷を主体

に県内でも観光等による需要が生じていることから、

ブランド化を期待しております。

　そこで、八重山地域を肉用牛拠点産地に指定して、

おきなわブランドとして肥育牛、繁殖牛、子牛生産等

肉用牛生産を振興してはどうかお伺いいたしたいと思

います。

　次に、離島振興についてであります。

　茨、交通政策について。

　陸続きでない沖縄や周辺離島は、船舶や航空機に頼

らざるを得ない状況にありますが、それは輸送コスト

の負担や航空運賃の過重な負担を余儀なくされており

ます。

　例えば、航空機燃料税は空港特別会計の特定財源と

して航空運賃から徴収されておりますが、航空機燃料

税は日本とアメリカにしかないと言われ、さらにアメ

リカの航空機燃料税が１キロリットル当たり1500円に

対して日本は２万6000円と17倍も高く、ＪＴＡだけで

も本則で計算すると年間60億円の航空機燃料税が課税

されていることになります。飛行機頼みの離島いじめ

であります。

　燃料高騰を理由に４月から航空運賃の値上げが実施

されると、本県経済への影響ははかり知れません。こ

れまでも沖振法27条による航空機燃料税等の公租公課

の減免措置も評価はしておりますが、改めてこの際、

航空機燃料税の廃止を要求すべき時期に来ていると考

えます。

　そこでお伺いします。

　ア、航空会社に対する公的支援の現状、経営健全化

計画の検証はどうなっているかお聞かせください。

　イ、航空機燃料税等公租公課の減免、そして免除へ

の取り組みを改めてお伺いいたします。

　ウ、船舶、航空機、トラック等輸送業界は、燃料高

騰により悲鳴を上げております。燃料高騰への支援対

策はどのように考えているかお伺いします。

　次に、波照間―西表島間の海底送水についてお伺い

します。

　竹富町のこのほどの調査結果、海水淡水化装置の耐

用年数は15年ほどでランニングコスト等が約41億円に

上ります。これに比べて海底送水は、耐用年数が40年

で総コストは26億円、つまり15億円程度経済的である

との試算報告をいたしました。

　そこで、このようなランニングコスト等を考慮して

沖縄振興特別措置法の期限内に海底送水を実現してほ

しいというのが竹富町の要請であります。日本最南端

の有人島波照間は270世帯しかありませんが、国土保

全で重要な役割を果たしております。この際、沖縄振

興特別調整費を活用して竹富町の負担を軽減し、海底

送水を実現すべきだと思いますが、対応をお聞かせく

ださい。

　次に、新石垣空港の国際化への対応であります。

　沖振法第26条では、本土への直行便が就航している

石垣空港や宮古島空港等のターミナルでは空港免税店

が認められております。しかし、これまで県の対応が

見られません。今後、新石垣空港ターミナル建設計画

の中での対応とあわせて国際線への対応をお聞きして

おきたいと思います。

　ア、空港免税店設置についての取り組みはどうか。

　イ、新ターミナルヘのＣＩＱ確保についての取り組

みはどうかお聞かせください。

　次に、離島振興計画であります。

　宮古、八重山等周辺離島への昨年からの観光客の伸

びが鈍化傾向にあり、原因と課題の分析が必要で、離

島観光の魅力と満足度を検証して早急な支援が求めら

れております。沖縄観光コンベンションビューローの

事業予算についても地域バランスが求められており、

離島観光への配慮が必要であります。

　そこでお聞きします。

　ア、沖縄への観光客の約23％が宮古、八重山に行く

と報告されております。予算や事業の配慮等、離島観

光支援への取り組みはどうなっているかお聞かせくだ

さい。

　イ、第３次沖縄県観光振興計画で離島観光の持続的

発展の施策の取り組みはどのように計画するのかお伺

いいたします。

　４、医療問題。

　茨、県立八重山病院の改築について。

　平成18年12月議会での当局の答弁は、宮古病院改築

の取り組み状況を見ながら、建築場所についても検討

したいということでありました。石垣市では、新石垣

空港建設に伴う現空港の跡地利用計画をこの平成20年

度に策定することにしております。しかし、現空港の

跡地にある県有地、国有地等の活用の方針が示されな

ければ石垣市としても跡地利用計画が策定できない状

況にあり、県立八重山病院の移転改築の時期や場所に

ついての検討が求められております。
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　そこでお聞きしますが、災害拠点病院として早急に

耐震化の必要があり、現空港跡地県有地に移転改築す

ることはできないのか。これを20年度に方針を出して

いただきたいと思いますが、御見解を賜りたいと思い

ます。

　次に、医師確保についてでありますが、地域や診療

科目の医師の偏在を初め、離島を抱える本県の医師確

保は緊急避難的な対応はもとより、中長期的な医師養

成が求められております。

　新聞報道によりますと、琉大医学部の定員増の協議

が始まっているようであります。理由は、離島医療へ

の医師確保対応であります。

　そこでお聞きします。

　ア、医師確保対策はどうなっているか。

　イ、琉大医学部の平成21年度入学から２人の定員増

が検討されているが、これを離島枠の確保として取り

組んではどうか、提言をし答弁を求めたいと思いま

す。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　髙嶺議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、離島の保全の

ための財政等支援への取り組みについてお答えいたし

ます。

　海洋基本法におきましては、離島が我が国の領海及

び排他的経済水域の保全等に重要な役割を担っている

ことにかんがみ、離島に関し、住民の生活基盤の整備

など、離島の保全等のための必要な措置を国が講ずる

ものとされております。

　現在策定中の海洋基本計画におきましても、離島の

振興等を図るための諸施策が示されており、中でも離

島航路・航空路の維持及び利便性の向上や、漁場の生

産力向上及び農作物の高付加価値化等への取り組みに

対する支援などが盛り込まれており、今後は各施策ご

とに所要の予算が確保されるものと見込まれておりま

す。

　県としましては、今後の離島振興に当たり、海洋基

本法及び同計画も踏まえ、諸施策を推進していきたい

と考えているところでございます。

　次に、財政依存の現状と今後のあり方についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　財政依存度は、平成17年度において37.7％と全国で

も２番目に高くなっており、自立型経済を構築する観

点から課題の一つと認識いたしております。

　このため、県としましては、観光・リゾート産業や

情報通信関連産業などの発展可能性の高い産業領域を

戦略的に振興し、他の産業分野との連携を通じてその

波及効果を高め、経済全体の活性化を図ってまいりま

す。こうした取り組みを通じて、民間主導の自立型経

済が構築され、結果として財政依存度も低下していく

ものと考えております。

　次に、医療問題の中で、医師確保対策についての御

質問にお答えいたします。

　県におきましては、昨年３月に取りまとめられまし

た「沖縄県医師確保対策検討委員会」の報告を踏まえ

まして、平成19年度から新たに離島・へき地ドクター

バンク等支援事業を実施し、全国から必要な専門医の

確保を進めるとともに、医師修学資金等貸与事業や離

島医療セミナー事業を実施いたしております。さら

に、女性医師の再就業の支援や勤務環境の改善などを

図り、中長期的な医師確保につなげてまいりたいと考

えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　知事の政治姿勢について

の御質問で、海洋基本計画の策定意義とパブリックコ

メント対応についてお答えいたします。

　国は、海洋基本法に基づく海洋基本計画の策定を進

めており、その中で意見の募集をしております。

　同計画原案では、海洋資源の開発及び利用の推進、

海洋環境の保全、離島の保全等12の施策を推進するこ

とにしております。

　特に離島については、広大な管轄海域を設定する根

拠の重要な一部をなしていることから、海洋政策上の

離島の位置づけを明確化し、その保全・管理を適切に

実施することが重要であるとされております。

　同計画の原案は、多くの離島を抱える本県の現状に

ついても配慮されたものとなっていると考えておりま

す。

　同じく知事の政治姿勢で、尖閣諸島周辺の海洋資源

開発の取り組みについてお答えいたします

　現在、国が策定を進めております海洋基本計画の原

案においては、海洋資源の開発及び利用の促進など、

12の施策を推進することにしております。

　しかしながら、御質問の尖閣諸島周辺の海洋資源開

発については、同海域には日中間の排他的経済水域の

境界画定等の問題があることから、日中協議を踏まえ

つつ、政府において政策的に判断されるものと考えて

おります。



－ 186 －

　同じく知事の政治姿勢で、沖縄特別振興対策調整費

の配分についてお答えいたします。

　沖縄特別振興対策調整費については、沖縄経済への

即効性、本県の特殊事情への対応、全国の先進事例と

なる先駆性を有する事業に重点を置いて配分すること

を方針としております。

　この方針に基づき、県は、産業の振興と雇用の創

出・確保、科学技術の振興、高度情報通信社会の形成

及び多様な人材の育成等に資する事業を国や関係部局

との調整を図りながら実施しております。

　次に、離島振興との関連で、航空会社に対する公的

支援の現状と経営健全化計画についてお答えいたしま

す。

　航空会社への支援として、国、県、市町村による運

航費及び航空機の購入費に対する補助、国による航空

機燃料税や空港使用料等の軽減措置のほか、県管理空

港着陸料の減免措置が講じられております。

　経営改善計画については、財務体質の強化と効率的

な運営の構築を目的として航空会社に作成を義務づけ

ており、毎年度、補助金の申請時に内容を審査してお

ります。

　同じく、航空機に関連いたしまして、公租公課の減

免・免除への取り組みについてお答えいたします。

　離島住民の航空機利用負担の軽減を図るため、離島

航空路線については、国において航空機燃料税が本則

の４分の３、空港使用料が本則の６分の１に軽減され

ており、県においても県管理空港の着陸料を大幅に軽

減しております。

　現在、県では、公租公課の軽減措置や運航費補助制

度の継続・拡充に向けて、全国知事会、全国の地方公

共団体で組織する「全国地域航空システム協議会」や

離島航空路線を有する６道県で組織する「離島航空路

問題協議会」などの関係機関と連携して、離島空路整

備法（仮称）の制定の実現に取り組んでいるところで

あります。

　同じく燃料価格高騰への支援についての御質問にお

答えいたします。

　県におきましては、離島航路補助制度及び生活路線

バス補助制度により、国及び市町村と協調して燃料価

格高騰による影響分を考慮した欠損額補助を行ってお

ります。

　また、離島航空路補助制度では、県単独補助路線に

おいて市町村と協調して燃料費を含む運航費補助を

行っております。

　一方、国においては、燃油費高騰対策として平成19

年度補正予算による離島航路運航費補助金等の増額措

置を講じております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢の中

で、沖縄周辺海域のサンゴ礁保全を国策とする提言に

ついてお答えいたします。

　本県のサンゴ礁保全につきましては、オニヒトデ対

策や赤土等流出防止対策などにおいて、沖縄特別振興

対策調整費等国の支援のもと実施してきております。

　また、本年度から同事業費を活用して、官民協働の

長期的なサンゴ礁保全・再生推進体制の構築を目指

し、これら主体の合意形成や参加手法の確立を図るた

めの検討・調査を実施しているところです。

　海洋基本計画原案では、「政府が総合的かつ計画的

に講ずべき施策」において、「海洋環境の保全等」、

「沿岸域の総合的管理」及び「離島の保全等」の項目

の中にサンゴ礁保全策について網羅的に示されており

ます。

　特に、サンゴ礁保全において重要な赤土等流出防止

対策については、本県及び奄美群島に特化して項目が

設けられており、本県の海洋環境の保全の必要性が考

慮されたものと認識しております。

　また、環境省では、海洋基本法に関連してサンゴ礁

保全行動計画の策定や海域の国立公園・国定公園にお

ける保全管理の強化及び自然再生事業の実施など、サ

ンゴ礁海域に係る保全事業を積極的に推進することに

なっております。

　県は、今後策定される海洋基本計画に基づき実施さ

れるサンゴ礁保全の諸施策について、本県の実情が十

分反映されるよう取り組んでまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは産業振興

と雇用についての御質問で、農林水産業振興計画の主

な指標の達成状況と課題についてにお答えいたしま

す。

　県では、２次にわたる農林水産業振興計画に基づ

き、おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化な

ど、各種施策・事業に取り組んでいるところです。

　平成18年度までの主な指標の達成状況について、目

標値と比較すると、農業産出額については1089億円に

対し906億円、ゴーヤー、菊、マンゴーなどの戦略品

目の拠点産地数については84地区に対し51地区、農業
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の基盤整備については、かんがい施設整備率が38％に

対し36％、水産業の基盤整備については、漁港の岸壁

整備率が48％に対し52％となっております。

　なお、農林水産業の課題としては、農林漁業就業者

の高齢化の進行、新規就業者の減少、農林水産物価格

の低迷などとなっております。

　同じく産業振興と雇用の御質問で、第３次計画にお

ける担い手の育成確保についてにお答えいたします。

　第３次農林水産業振興計画では、農林水産業・農山

漁村を支える担い手の育成確保を重要な施策と位置づ

け、経営感覚にすぐれた担い手の育成確保、他産業経

験者など多様な担い手の育成確保、担い手の法人化の

促進による生産組織等の強化などを推進することとし

ております。

　そのため、農用地の利用集積、資金の融資、各種補

助事業の導入などにより、認定農業者や農業生産法人

等の育成に取り組むこととしております。

　また、多様な担い手の育成に向け、農業青年や他産

業経験者を含めた新規就業者等に対する農業大学校、

農業改良普及センターにおける研修・教育、技術・経

営指導等に努めてまいります。さらに、重要な担い手

である女性の農業経営への参画を支援するとともに、

高齢者の地域活動の促進を図ってまいります。

　同じく産業振興と雇用の御質問で、拠点産地の形成

と成果についてにお答えいたします。

　県においては、市場競争力の強化により生産拡大及

び付加価値を高めることが期待されるゴーヤー、菊な

どの園芸品目、薬用作物、養殖魚介類などを戦略品目

として位置づけ、定時・定量・定品質で生産供給でき

る拠点産地の形成を促進し、おきなわブランドの確立

に努めているところであります。

　現在、野菜、花卉、果樹の園芸品目で49地区、薬用

作物で４地区、養殖魚介類などで６地区、全体では59

地区の拠点産地を認定しております。

　主要品目の生産量について、平成10年度と平成18年

度で比較しますと、ゴーヤーが30％、菊が10％、マン

ゴーが135％、薬用作物が５％、アーサが30％の増加

となっております。

　また、拠点産地を中心にトレーサビリティーの推

進、エコファーマー及び特別栽培農産物の認証等、環

境保全型農業が進展しているとともに、品質の向上や

販路の拡大が図られつつあります。

　今後とも、市町村、関係団体と連携を図りながら、

高品質で安全・安心な農林水産物を安定的に供給する

拠点産地の形成に取り組んでまいります。

　同じく産業振興と雇用の御質問で、八重山の肉用牛

拠点産地の認定についてにお答えいたします。

　本県の肉用牛は、平成18年農業産出額の部門別にお

いて１位となっております。その中でも八重山地域の

肉用牛は、県内飼養頭数の42％を占めるなど、内外か

ら期待されており、今後とも安定した生産出荷体制の

確立が望まれております。

　肉用牛の拠点産地形成に当たっては、市町村酪農・

肉用牛生産近代化計画の策定状況や、肉用牛産地協議

会の設置など、積極的に改良に取り組む組織体制など

の要件が必要となっております。

　八重山地域については、平成20年度の拠点産地認定

に向けて関係機関と連携し取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　離島振興の中の、波

照間島と西表島間の海底送水施設整備事業についてに

お答えいたします。

　海水淡水化装置の法定耐用年数は15年となってお

り、海底送水管も含めた一般管路の40年に比較します

と短くなっております。また、海水淡水化装置はラン

ニングコストにおいても膜の交換費用や動力費等、通

常の浄水処理に比べ多額の費用を必要とします。

　竹富町の基本計画によりますと、建設コスト及びラ

ンニングコストを含めた40年間の総コスト比較におき

まして、海水淡水化装置の約42億円に対し海底送水管

が約27億円となっております。約15億円ほど海底送水

管が安価になるという試算が出ております。

　しかしながら、費用対効果分析、事故時の対応など

幾つかの課題があり、波照間島の水道施設整備につき

ましては、コスト比較だけではなく総合的に判断すべ

きものと考えております。

　現在、計画の妥当性、事業の実施時期等について竹

富町と調整を行っており、県としましては、波照間島

の安定的な飲料水確保のため、適切な指導助言を行っ

てまいりたいと考えております。

　続きまして、医療問題の中の、琉大医学部の定員増

による離島枠の確保についてにお答えいたします。

　琉球大学医学部の定員増につきましては、地域医療

対策協議会における意見を踏まえ、平成21年度から２

名の増員を図りたいと考えております。

　定員増に当たっては、厚生労働省との協議や文部科

学省への申請が必要であり、今後、琉球大学と具体的

な内容について調整してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。
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○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　離島振興の御質問の

中で、新石垣空港の免税店についてお答えします。

　新石垣空港は、将来の八重山圏域の振興発展に欠か

せない地域拠点空港としてのみならず、台湾等アジア

諸国とのゲートウェイとしての役割を担うものと期待

されているところです。

　八重山圏域はすぐれた自然環境のほか、多彩な芸

能・文化などの観光資源に恵まれ、国際的な観光・リ

ゾート地として発展する高い可能性を持っています。

　免税店の設置は、この魅力をさらに増進して外国人

観光客の誘客拡大に寄与するものと考えております。

　県といたしましては、新石垣空港の路線展開等の見

通しを踏まえながら、国、関係部局、関係者等と免税

店設置の可能性について検討してまいりたいと考えて

おります。

　次に、予算や事業の配慮等離島観光支援策について

お答えします。

　離島関係の観光振興施策については、新たな海洋性

リゾート拠点として、平良港トゥリバー地区のマリー

ナ、海浜緑地、人工海浜等の整備や石垣港登野城地区

の離島旅客ターミナル施設及び人工海浜等の整備を進

めることとしております。

　また、新石垣空港の早期供用開始に向けた建設を推

進するほか、石垣港大型クルーズ船バースの整備や、

離島港湾における防波堤及び浮き桟橋等の整備を推進

することとしております。

　さらに、離島地域広域連携推進モデル事業や体験滞

在交流促進事業等を実施し、離島の持つ美しい自然や

独自の文化を保護育成するとともに、体験・交流に活

用する、地域が主体となった取り組みを支援すること

としております。

　宮古島市及び石垣市においては観光振興計画を策定

する予定となっており、県としては、今後とも市町村

及び民間団体等と連携しつつ、地域の観光振興の方向

性や課題等に対応してまいりたいと考えております。

　次に、離島観光の持続的発展の施策の取り組みにつ

いてお答えします。

　本県観光を持続的に発展させていくためには、特に

豊かな自然に恵まれている離島地域において、自然環

境の保全と調和のとれた観光地づくりを進めていく必

要があると認識しております。

　そのため、県においては、現在、モデル地域におけ

る保全管理体制を構築する環境保全型観光促進事業

や、自然環境等に配慮した観光利便施設のあり方を検

討する事業等を実施しているところであります。

　また、次年度から２カ年計画で持続可能な観光地づ

くり支援事業を実施する予定であり、観光客の受け入

れ容量の定量化手法について研究するとともに、市町

村等が行う自然環境等の保全に配慮した観光地づくり

を支援してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは離島振興関

連の御質問で、新ターミナルビルのＣＩＱ確保につい

ての御質問にお答えいたします。

　新石垣空港ターミナルビルにおけるＣＩＱ施設につ

きましては、現石垣空港においても設置されているこ

とから、施設規模等を含め、税関、入国管理、検疫等

の関係機関と調整を図りながら設置に向けて取り組ん

でいく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　医療問題の中の、八

重山病院の移転改築についての御質問にお答えしま

す。

　八重山病院の施設老朽化への対応が課題となってお

りますが、病院事業としては、まずは、より老朽化が

進んでいる宮古病院の改築に取り組み、その次に八重

山病院改築に取り組んでいくこととしております。

　また、建設場所についてもその中で検討してまいり

たいと考えております。

　なお、八重山病院については、今後の診療に支障が

出ないよう点検等を確実に行い、適宜、修繕を行うな

ど適切に対処してまいります。

○議長（仲里利信君）　髙嶺善伸君。

　　　〔髙嶺善伸君登壇〕

○髙嶺　善伸君　まず、海洋基本計画のパブリックコ

メントに関してからやりたいと思いますが、先ほど原

案はもう沖縄県も含めて配慮されているということ

で、パブリックコメントにあえて対応するということ

は考えてないという趣旨の答弁でありました。

　そうでしょうか。私は内閣官房に連絡してみたら、

国民のパブリックコメントは所在の市町村や県も含め

て国民と同じように扱うと。だからメールなり、各自

治体からも当然離島に関連した要望があるものと考え

ているということでありましたが、きょう期限切れで

ありますが、沖縄県は本当に離島振興についてのパブ

リックコメントをしないつもりなんですか、するので
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すか、はっきりしてください。

　なぜならば、例えば与那国町からは国境離島の活性

化を盛り込んでくれるようにという意見書を出してい

るんです。しかし、この総合政策本部参与会議では、

与那国は自衛隊が展開されていないことから、国防の

観点からそういう配備について議論すべきだというこ

とが議論されている。地元の与那国町で要望している

ことと国が考えていることと全然違うんですよ。だか

ら与那国町からこういう意見書が出ている以上、自治

体のことも考えて県としては責任ある離島振興のあり

方、国境離島のあり方についても私は進言すべきだと

思うんですね。これは知事、行き違いがあってはいけ

ませんので、25日というきょうの期限までに県からの

何らかのコメントに対する対応をお願いしておきた

い。

　というのはもう１点質問があります。今の与那国町

の関連でお聞きしたいと思います。

　次に、この参与会議では何と言っているかという

と、離島振興の中で、沖ノ鳥島は沖ノ鳥島の保全を国

家的事業でやるべきだという議論をしているんですよ

ね。沖縄の離島は出てないんですよ。総括的な文言は

あるけれども、沖縄の離島に対する踏み込んだ言及が

ない。そのかわり沖ノ鳥島については国家的事業でや

るべきということが大変矛盾に感じるんですよ。

　今、離島は大変です。先ほどの波照間の送水問題も

そうなんですね。コストだけの問題では考えられない

かもしれないけれども、あと維持管理もあるんです。

そういう国境政策が問われているときに、沖ノ鳥島は

議論されるが、沖縄県の離島が議論されない。これは

納得できない。これも含めてぜひ私は提言すべきだと

思いますが、御答弁をいただきたい。

　それから海岸漂着ごみ、これはもう国家レベルだけ

じゃなくて近隣諸国も巻き込んだ計画がされています

けれども、この原案を見ると、日本海と黄海だけを対

象にした北西太平洋地域海行動計画が議論されている

んです。この中に東シナ海は入ってないんですよ。

　私は、沖縄県から今度の行動計画には東シナ海も入

れてほしいという要望をしないともう時期を失してし

まうんです。そういう意味ではぜひこれを議論して、

東シナ海も漂着ごみの対象海域に含めるべきだという

ことを沖縄から提言されない限りこれは入らないんで

す。これはぜひやってもらいたい。

　次に、尖閣諸島についての答弁がありましたが、こ

のような状態では、日中間の協議がまとまらない限り

いつまでも先送り。それで、うちの会派の平良長政議

員はこう言っているんですよ。この尖閣開発で県内に

与える経済効果というのは８兆円余ると。これは沖縄

の自立にぜひ必要な資源開発じゃないかということ

で、今のような国の体系を決める海洋基本計画の中

に、沖縄県も沖縄県の行政区域である尖閣列島をどう

するか、周辺の油田をどうするかということを国に言

わないと国は先送り。ということは、油田の開発を含

めて棚上げのままになってしまうんじゃないかと。私

はそこで言ったんですよ。せめて陸域だけはアホウド

リの鳥獣保護区域に指定したらどうか、また沖縄振興

計画の指定離島にしたらどうかと。

　その辺は沖縄県としてはあと４年間残っている残余

の期間の間に、離島の中の一番無人島化した尖閣につ

いてどうすべきかという立場もある程度明確にしてお

くことも必要じゃないかと思いますので、陸域の鳥獣

保護地域と周辺の油田開発について、沖縄県の考え方

を盛り込むか盛り込まないか、改めてお聞きしたいと

思っております。

　それで、私は、最終的に知事は、今回の海洋基本法

に基づく海洋基本計画については、沖縄県はどのよう

なことを提言したかということを明確に公表して、国

がそれに対してどんな対応をしたかというのを我々は

検証すべきだと思いますので、それについても知事の

方から改めて答弁をいただきたいと思います。

　次に、波照間送水の問題ですが、わずか600名余り

の計画人口に地元の持ち出しも10億円近くあるんです

ね。これはコストの比較では海底送水が有利だという

ことがはっきりわかった。しかし、やはりこれだけの

送水管のメンテナンスも考えると、私はこういうこと

こそ国策で支援して有人離島を守る、こういうことを

沖縄県が訴えていくことが必要じゃないかなと思って

いるんですよ。

　それで、沖縄振興特別調整費も使った波照間への送

水、これはもう一度、あと４年間の期限内に検討して

実現するという思いで支援してもらいたい。改めて答

弁をいただきたいと思います。

　それから医療問題についての、八重山病院の移転改

築はこれまでの答弁の繰り返しですが、私は、新石垣

空港の建設に伴う現空港の跡地利用計画を平成20年に

策定するという移設の計画があるので、移転や改築を

いつやれとは言ってないんですよ。まずは20年度には

八重山病院の移転改築を現空港の跡地利用の中に入れ

ても結構ですよという、県が方針を出さないと跡地利

用計画はできないんですよ。

　そういう意味で、事業局長、20年度内の移転改築の

方針、これを石垣市に示して、跡地利用計画の策定に

支障がないようにやってもらいたい。その辺ぐらいの
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配慮はできるべきだと思いますので、答弁をいただき

たいと思います。

　最後に、琉大医学部の地域枠ですか、新聞報道を見

ると、もう次の予算に要請していくということで２名

定員増ということであります。これは地域枠でありま

す。長崎県の医療事情も調査したんですけれども、県

が幾ら奨学資金の予算を組んでも希望者がいない。離

島医療をやりたいという意欲を持っている医者がなか

なか育たない。

　そういう意味では、沖縄県もこの２人増した定員に

ついては、宮古、八重山等のどうしても医師が偏在し

て、医師に困っている市町村から離島枠という形で設

置する、そういう強い思いがあったら琉大医学部も受

け入れると思うんですね。その辺についての今回の定

数増について、ぜひ離島枠という形で対応してもらい

たいということをお願いしたいと思います。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時35分休憩

　　　午後２時38分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　海洋基本法、それに続く

海洋基本計画に関連する再質問にお答えいたします。

　まず、海洋基本法、基本計画ですけれども、周りを

海に囲まれた日本がこれまで海洋に関する国家的な意

思といいますか、そういう国家目標を出してこなかっ

た。そういうことが結果的に東シナ海での資源問題

等々が発生いたしまして、平成15年度ですか、あのあ

たりからかなり海洋に関する関心が高まってきたとい

うことで、この法律、基本法の策定、それから基本計

画の作成ということになったわけであります。

　このことは沖縄にとってどうなのかということであ

りますけれども、まさに東西1000キロ、南北400キロ

の海域を有する沖縄にとって、国がこういう海洋政策

を積極的に打ち出してくるということは我々は大変

チャンスだというふうに思っています。

　今回の海洋基本計画でございますけれども、現在パ

ブリックコメントを募集しております。行政も県も市

町村もパブリックコメントを出してもいいんではない

かという話でございますけれども、私どもの認識で

は、パブリックコメントというのは今回国がやってお

りますけれども、国民の意見を集約するということで

ございまして、県内の場合はどうしても県の意思です

から、決裁をとって、手続を踏んで要請という形で正

式に出した方が効果があるだろうというふうに考えて

おります。

　今回、自民党の海洋政策特別委員会で議論されてお

りますけれども、そこの委員長は沖縄県選出の仲村正

治先生が委員長となっております。

　そういうこともございますので、県としてどうする

かにつきましては、そういういろんなルートを使いま

して、具体的な政策が打ち出されてくる段階で提案し

ていきたいと。ですから、沖ノ鳥島のお話が出ました

けれども、沖ノ鳥島と沖縄県の離島を単純に比較する

わけにはいかない。沖ノ鳥島はもうこれで海没する、

島をどうするかというそれは緊急な課題でありますけ

れども、沖縄県の離島につきましては、先ほど申し上

げましたそういう全体的な国家利益に相当に貢献して

いると、排他的経済水域を含めてですね。

　そういうのがありますので、沖ノ鳥島と比較して、

沖ノ鳥島がこれをやったから沖縄県もということには

ならない。もっと広い観点から、沖縄の振興という広

い観点から離島についても考えていきたいと思ってお

ります。このことにつきましても、同じく海洋法につ

きましても、政策が具体化していく中でいろんな提案

をしていければいいと思っております。

　それから尖閣の問題でありますけれども、８兆円が

入ってくるとかという話もございますけれども、尖閣

に石油がもしあるとしても、それがイコール沖縄県の

利益になるのかどうか。開発するのはだれなのかなん

ですよ。これは基本的には民間が開発をするわけでご

ざいまして、そこから出てきた油を、例えば沖縄本島

に持ってきて、そこで精製をしてコンビナートをつ

くったりということであれば、それは何兆円の話も出

てくるかもしれませんけれども、その場合、観光との

あれをどうするのか等々いろんな考えるべきことが

いっぱいございまして、もちろん可能性としては今後

も検討を続けますけれども、そういういろんな観点か

ら議論をして結論を出していきたいということでござ

います。

　現在、国土計画というのが改定中であります。これ

が最も国の基本の開発の方向を示すものですけれど

も、この中では今回初めて国境離島という言葉を使っ

て離島の振興に力を入れていくと。これも背景には、

先ほど言いましたように、国の海洋政策の重視がある

と思って歓迎いたしております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　海底送水施設整備事

業についての再質問にお答えいたします。
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　費用対効果分析等、それから事故等の対応など幾つ

かの課題がありますが、県としましては、波照間島の

安定的な飲料水確保のため、沖縄振興特別措置法の期

限内に事業が完了できるよう適切な指導助言を行い、

町の事業計画が策定され次第、国に対し予算措置を要

望してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　八重山病院建設場所

についての御質問についてお答えします。

　八重山病院の建設場所につきましては、関係諸機関

との調整の必要もあり、平成20年度に予定地を具体的

に示すことは、病院事業局のみでは困難であります。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時45分休憩

　　　午後２時45分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　失礼いたしました。

　御要望という形でとらえたものですから回答しな

かったんですけれども、離島枠につきましては、昨年

３月に取りまとめられました沖縄県医師確保対策検討

委員会の報告において、公平性の観点などから課題が

あるとされております。ですけれども、定員増に係る

学生の選抜方法については、今後、琉球大学において

検討されることとなっております。

　以上でございます。

○髙嶺　善伸君　休憩願います。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時46分休憩

　　　午後２時51分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　髙嶺善伸君。

　　　〔髙嶺善伸君登壇〕

○髙嶺　善伸君　国家的なプロジェクトだと思いま

す。不作為だと言われないように、沖縄県は離島振興

をしっかり訴えてもらいたい。

　要望して終わります。

○議長（仲里利信君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　通告に基づき質問します。

　初めに、米軍基地問題についてです。

　現在の沖縄の米軍基地をめぐる状況は極めて異常事

態であります。少女暴行事件が発生し、県民の怒りが

大きく渦巻いているさなかに、新たな米兵犯罪が続発

しています。これはどんなに再発防止を叫び綱紀粛正

を唱えても、米軍基地がある限り犯罪はなくならない

ことを示すものです。

　しかも重大なことは、我が国政府の態度がアメリカ

の属領ではないかと思われるような屈辱的な態度を

とっていることも犯罪誘発の大きな要因になっている

と思います。

　さらに、最も米兵犯罪で痛めつけられている沖縄の

知事が、アメリカ政府や米軍の幹部に抗議さえしない

態度も米兵に甘く見られる結果になっていると思いま

す。

　私は、大きな夢を持って羽ばたいていくべき少女が

一生傷ついて生きていくのかと考えると、胸の引き裂

かれる思いです。同時に、知事のとった態度は納得で

きないし遺憾であります。

　それで質問します。

　１、少女暴行事件について。

　茨、知事は、駐日米国大使と在日米軍司令官に遺憾

であると表明をし、抗議もせず握手をしてエレベー

ターまで見送ったようですが、なぜ抗議しなかったの

ですか。

　芋、知事は、すぐに米軍再編に影響はないとコメン

トをしていますが、県民に衝撃を与えた犯罪より米軍

再編を心配する態度はまさに反県民的だと考えます

が、御所見を伺います。

　鰯、被害者への手紙を知事が受け取って届けるとい

う約束をしていますが、これは知事が加害者の代理人

としての役割を果たすものであり、県民にとって屈辱

的な行為だと思います。知事の御所見を伺います。

　允、手紙はアメリカ側が被害者に直接に謝罪して渡

すべきものだと考えます。なぜそれを求めなかったの

ですか。

　印、米兵が基地外に居住している実態はどうなって

いますか。また、居住の条件は具体的にどうなってい

るか説明を求めます。居住の法的根拠は何か。住民登

録はなぜしていないのか明らかにしてください。

　咽、「米軍関係者による事件・事故を防止するため

の取り組み」の教育プログラムの対象は新着隊員だけ

であり、防止策の内容は外出制限だけになっていま

す。なぜ基地外居住者は対象になっていないのか。こ

れでは犯罪は防止できないではありませんか。

　員、この際、基地外への居住の制限・禁止を申し入

れるべきではありませんか。

　因、再発防止のために抗議の県民大会を開くことが
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重要です。知事がそのために最大の努力をすべきだと

考えますが、決意を伺います。

　姻、辺野古における米兵事件の捜査はどうなってい

ますか、明らかにしてください。

　２、米軍再編について。

　茨、米軍再編で基地機能は一層強化され、嘉手納基

地や普天間基地からの爆音はますますひどくなってい

るなど、県民の被害も増大しています。機能強化の実

態を具体的に明らかにしてください。また、増加する

県民への被害の状況についても説明してください。

　芋、知事がＶ字型案を沖合に移動するよう求めてい

ることに対して、日米両政府は拒否をしています。知

事はそれを打開できるという見通しがあるのですか。

あるとすればいつまでですか。

　鰯、普天間基地の危険性の除去、３年以内の閉鎖の

知事公約はいよいよ不可能になってきています。この

際、その事実を認めるべきではありませんか。

　３、辺野古の環境影響評価方法書について。

　茨、沖縄県環境影響評価審査会は環境影響評価を審

議し、方法書の再実施を求めましたが、その内容はど

のようなものですか。

　芋、環境影響評価審査会の答申を受けた仲井眞沖縄

県知事は、事業主体の沖縄防衛局に対し、県条例の対

象となる飛行場建設部分について知事意見を提出しま

したが、その内容を説明してください。

　鰯、個別・具体的な項目については答申を反映さ

せ、調査方法や予測評価をアセス調査前に再審査・公

表を求める異例の内容となっていますが、肝心の手続

のやり直しは要求せず、答申よりトーンダウンさせた

理由は何ですか。

　允、これにより判断は事業者にゆだねられ、埋立部

分の審議が残るものの、調査着工を急ぐ沖縄防衛局に

してみれば正々堂々と作業を進められることになって

いませんか。

　印、改めてずさんな手続のやり直しを求めるべきで

はありませんか。

　咽、環境現況調査について知事意見では、ジュゴン

やサンゴ類等の生物的環境への影響が懸念されている

ことから、これらの調査の実施による環境への影響を

十分に検討した上で調査の中止も含め検討する必要が

あるとの審査会からの指摘があり、事業者においては

十分配慮する必要があると書かれています。であれ

ば、環境現況調査の中止を求めるべきではありません

か。

　員、沖縄ジュゴン訴訟で米国防総省が敗訴しました

が、県はそれをどう受けとめていますか。

　４、東村高江ヘリパッド基地建設問題について。

　茨、作業が中断していた米軍北部訓練場の一部返還

に伴う沖縄県東村高江区へのヘリパッド移設事業が突

然再開されました。移設予定地のＮ－４ゲート前、Ｎ

－１ゲート前では地域住民と沖縄防衛局職員の対立が

続いています。事実を掌握していますか。

　芋、現場では、住民が建設後予想される人権をじゅ

うりんした危険性、環境アセスの違法性、豊かな自然

環境を守るために数カ月も座り込みの抵抗運動を続け

ています。激励すべきだと思うがいかがですか、御所

見を伺います。

　鰯、県は、東洋のガラパゴスと言われるヤンバルの

自然を守るために、生物多様性と絶滅のおそれのある

種の保全計画を作成し、世界自然遺産へ登録させるな

ど、その自然環境を守るために全力で取り組むべきで

あります。決意を伺います。

　允、そのためにも県は直ちに工事の中止を求めるべ

きですがどうですか。

　次は、泡瀬干潟問題について。

　茨、沖縄市長は昨年の12月５日に、泡瀬埋立事業に

ついて「一期容認・二期困難」の見解を表明しまし

た。これに対する県の対応はどうなっていますか。

　芋、沖縄市は、埋立後の土地利用に対して、民間に

売却予定のところを沖縄県が地盤改良し、そこを沖縄

市が購入し民間に売却するとし、沖縄市の土地購入の

リスクはないとしていますが、そうなれば沖縄県の埋

立地の地盤改良は継ぎはぎだらけになり、効率の悪い

事業になると考えますがどうですか。

　鰯、そうなると沖縄県の東部海浜開発事業の目的を

見直す必要があるのではありませんか。沖縄市は土地

利用計画を見直すと言っていますが、県はどうします

か。

　允、見直しをするのであれば、当然、埋立免許の許

可条件も見直すべきであります。そのためにも工事の

中断はすべきではありませんか。現在の工事ありきの

態度は認められません。所見を伺います。

　印、泡瀬一期工事はサンゴ生息地の埋め立てで大規

模なサンゴの破壊になっています。サンゴ一本でも無

許可で採取すると法律で処罰されます。工事による大

量のサンゴの破壊は許されるのですか。

　咽、埋め立ては環境に配慮しないままに強行されて

います。貴重な生き物たちが保全もされず生き埋めに

されています。県は現在の状況を調査して対策をとる

べきではありませんか。

　員、アセス書に記載されていない新種・貴重種が多

数発見・確認されています。海洋生物も121種の絶滅
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危惧種が確認されています。県はそれらの保全をどう

するのですか。泡瀬干潟の埋め立ては全国的に問題に

なっている無駄な公共工事そのものであります。即刻

やめ、泡瀬干潟の埋め立ても中止すべきであります。

決意を伺います。

　次、教育問題について。

　全国一斉学力テストについて。

　茨、全国一斉学力テストの成績が全国最下位という

結果を受けて、学力テストの結果を各教育委員会は積

極的に公表・公開し、地域を巻き込んだ取り組みにす

る方針を明確にしました。これはこれまで以上に競争

を持ち込むものであり、教育に勝ち組・負け組をつく

り出すものであります。

　教育長と教育委員長の見解をそれぞれ伺います。

　芋、犬山市の教育長は、「学びとは、競争して相手

に勝てばいいというものではない。生涯にわたり、自

ら学び続ける人間を育てることが大事だ」と述べ、

「沖縄が絶対に避けなければならないのは、短絡的に

来年度の学力テスト対策に走ることだ。灸東京発球の

尺度に乗せられ、地域の良さや教育の本質を見失って

はならない」と指摘しています。避けなければならな

いと指摘されたことを邁進する立場の教育長と委員長

のこれに対する見解を伺います。

　鰯、愛知県犬山市教育委員会は、全国一斉学力テス

トに参加せず、教育に競争原理を持ち込まず、30人学

級など少人数による「学び合いの授業」で大きな成果

を上げ、不登校や登校拒否も３分の１に減少している

と発表しています。本県も差別と選別の教育ではな

く、30人学級による少人数教育に全力を挙げるべきで

はありませんか、決意を伺います。

　教科書検定問題について。

　茨、高校歴史教科書の検定で沖縄戦のいわゆる「集

団自決」への軍の強制が削除された問題で、26日、訂

正申請を審議していた教科用図書検定調査審議会の杉

山武彦会長は、渡海文科相に報告書を手渡し、渡海文

科相は記述を承認しました。この中で「軍の関与」に

ついての記述は復活したものの、「強制」については

書かれず、依然として検定意見が残る最悪の事態に

なっています。

　これに対する知事の見解を伺います。

　芋、知事は改めて９・29県民大会の決議である検定

意見の撤回を求めるべきではありませんか、決意を伺

います。

　鰯、教科書を改ざんし、あの戦争の美化を進めてい

るのは靖國神社参拝を信念のあかしとしている「靖國

派」と言われている日本会議であります。憲法９条改

悪を推進する勢力にもなっています。それだけにこの

教科書検定問題は、沖縄だけの問題ではなく全国民的

なものでもあります。知事として、引き続き県民の先

頭に立ち、検定意見の撤回や沖縄条項を実現させるま

で頑張るべきだと考えますが、決意を伺います。

　福祉問題について。

　４月から実施される後期高齢者医療制度について、

今、多くの県民から不安と制度の中止を求める声が大

きく広がっています。新たに年金から保険料が徴収さ

れたら生活が成り立たない、お年寄りは早く死ねとい

うことかなど、怒りがわき起こっています。

　そこで質問します。

　茨、後期高齢者医療制度について、従来の老人福祉

制度との違いは何ですか、負担はどのようになります

か、制度の抜本的な見直しが必要であると思います

が、知事の見解を伺います。

　芋、認可外保育園に対する助成について。

　助成の具体的内容を明らかにしてください。

　鰯、子育て支援事業について。

　これまでの実績はどのようなものですか。

　今後の取り組みはどうなっていますか。

　次、知事の政治姿勢について。

　政府の進める構造改革、三位一体の改革の押しつけ

で、今や国民は大変な痛みを強いられています。貧困

と格差、勝ち組・負け組など生活が成り立たず犯罪は

増加し、自殺者もふえ続けています。行革路線を具体

化した県の行財政改革によって県民への影響も深刻な

事態になっています。

　それで行財政改革について質問します

　茨、これまでの実績はどうなっているか、特に県民

生活への影響はどうなっているか。

　芋、県財政の中では具体的にどのような実績になっ

ているか。

　鰯、指定管理者の導入による各分野での影響が出て

いるとの指摘があるが、実態はどうか。

　允、行財政改革は県民への負担増、県民に犠牲を押

しつけるものでしかない。改めて総点検をし、見直し

を図るべきだと考えますがどうですか。

　次、中部福祉保健所の駐車場の有効利用について。

　茨、沖縄市の美里運動公園に、早朝や夕方に健康増

進のためにウオーキングにやってくる人たちに中部福

祉保健所の駐車場を業務に支障がない時間帯をウオー

キングにやってくる住民に県民の財産を有効利用する

観点からも利用させてほしいと求めてきたが、福祉保

健部長が正当な理由もなくそれを拒否しています。沖

縄市長からも正式な要請がなされていると思うが、そ
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れでも県民の利用を拒否する理由は何ですか。

　芋、県を挙げて県民の健康増進を呼びかけています

が、実際には県民に利便を図ることを拒否していま

す。言うこととやることが全く違っています。県民無

視の態度は許されません。知事として住民の要求にこ

たえるべきだと考えますが、知事の政治姿勢を伺いま

す。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽議員の御質問にお答え

いたしたいと思います。

　まず第１に、米軍基地問題の絡みで、駐日米国大使

等への対応についての御質問にお答えいたします。

　私は、事件発生後のコメントやその後の要請におき

まして、まず第１に、このような事件は、女性の人権

をじゅうりんする重大な犯罪であること、第２に、特

に被害者が中学生であることを考えると、極めて悪質

で決して許すことはできず、強い怒りを覚えること、

第３に、またもやこのような事件が発生したことは極

めて遺憾であること、第４に、このような事件が二度

と起きないよう一層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹底

を行い、実効性のある教育プログラムなど、再発防止

に万全を期することなどを申し上げ、強い抗議の意を

表しております。

　また、来庁したシーファー駐日米国大使等に対して

も同様のことを申し上げ、厳しく対応したところであ

り、県民の怒りや事件の再発防止を強く求める県の立

場は十分に伝わったものと考えております。

　次に、同じく米軍基地に関連する御質問で、暴行被

疑事件と米軍再編についての御質問にお答えいたしま

す。

　在日米軍の再編につきましては、県民の要望してい

る米軍基地の整理縮小につながることから、今回のよ

うな事件をなくすためにも確実に実施されなければな

らないと考えており、このことをもって反県民的とい

うことにはならないと考えております。

　同じく米軍基地問題につきまして、駐日米国大使か

らの手紙及び直接の謝罪についてに係る御質問にお答

えいたしますが、これは１の茨のウとエが関連してお

りますので、一括答弁させていただきたいと思いま

す。

　シーファー駐日米国大使は、被害者及び御家族のプ

ライバシーに配慮する観点から、直接の謝罪ができず

私に手紙を託されたと理解いたしており、私としても

その配慮をしんしゃくし、お預かりしたものでありま

す。

　次に、米軍基地問題に関連しまして、県民大会の開

催についての意見いかんという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　県民大会につきましては、被害者及び御家族の心情

や意向にも十分配慮することがまず第一であり、その

上で広く県内の各界各層の声を聞く必要があると考え

ております。

　次に、教育問題につきまして、訂正申請の承認につ

いての御質問にお答えいたします。

　今回、高校歴史教科書の訂正申請が承認され、広い

意味での「日本軍の関与」の記述が回復されるととも

に、沖縄戦における「集団自決」の背景の説明や注釈

がつけられるなど、沖縄戦に関する理解を深めるもの

になっていると考えております。

　同じく教育問題の中で、検定意見の撤回についてに

係る御質問にお答えいたします。

　教科書検定意見の撤回につきましては、長期的な取

り組みになるものと考えており、今後の国の動向を注

視していきたいと考えているところでございます。

　次に、同じく教科書検定問題への決意についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　昨年、９月29日に開催されました県民大会の趣旨を

踏まえ、県や実行委員会が政府及び関係団体へ検定意

見の撤回等を要請いたしました。

　このことは、沖縄県民の平和を希求する強い思いを

伝えたものであると認識いたしております。その結果

として、高校歴史教科書の訂正申請が承認され、広い

意味での「日本軍の関与」の記述が回復されたと考え

ており、教科書検定意見撤回や沖縄条項につきまして

は、今後とも国の動向を見守ってまいりたいと考えて

いるところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　米軍人等の基地外居住

についての御質問にお答えします。

　米軍によると、平成19年９月時点で米軍住宅検査事

務所に登録されている住宅は6098戸で、そのうち5107

戸が契約されているとのことであります。

　また、外務省によると、平成20年１月31日現在、施

設・区域外に居住している軍人・軍属、家族の総数は

１万748人とのことであります。

　米軍人等が外国人登録をしていないことについて

は、日米地位協定第９条第２項の「合衆国軍隊の構成

員及び軍属並びにそれらの家族は、外国人の登録及び
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管理に関する日本国の法令の適用から除外される。」

との規定により、外国人登録法の適用から除外される

とのことであります。

　米軍人等が基地外に居住する条件については、原則

として各軍が設定する階級や給与水準、配属年数等の

基準により、各施設及び区域の状況等を勘案して個別

に許可を行っているとのことであります。

　なお、米軍人等が基地外に居住する法的根拠につい

ては、現在、外務省に照会中であります。

　次に、米軍関係者による事件・事故防止のための取

り組みについてお答えします。

　米軍による事件・事故を防止するための取り組みと

しては、基地外への外出制限、基地外への一時的な夜

間外出禁止令、オフリミット、生活指導巡回及びリバ

ティ・キャンペーン・プランなどがあります。

　これらの措置は、主に基地内居住者を対象としてい

ることから、県としては基地外居住者に対する措置も

含め、県民が納得するような形で具体的な再発防止策

等を講じ、それを公表すべきであると考えておりま

す。

　次に、基地外居住の制限等についてお答えします。

　県としては、このような事件が二度と起きないよう

一層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹底を行い、県民が

納得するような形で具体的な再発防止策等を講じ、そ

れを公表するよう強く求めたところであり、米軍を初

め日米両政府の今後の対応を見きわめたいと考えてお

ります。

　次に、米軍再編による機能強化と被害状況について

お答えします。

　米軍再編については、日本全体の抑止力の維持と沖

縄を含む地元の基地負担の軽減を目的に協議が進めら

れてきたところであり、全体として兵力や訓練の移

転、施設の返還・整理・統合が盛り込まれるなど、米

軍基地の整理縮小に向けた具体的な方策が示されてお

ります。これが実現されれば、基本的には基地負担の

軽減が図られるものと理解しております。

　県としては、航空機騒音規制措置の厳格な運用や、

米軍再編で合意された嘉手納飛行場からの一部訓練移

転の実施により、県民の目に見える形での基地負担の

軽減が図られるよう求めていく考えであります。

　代替施設の沖合移動についてお答えします。

　去る２月７日の第６回協議会において、町村官房長

官から、沖合へという話も念頭に置いて、できるだけ

早期に決着させるよう最大限に努力していきたい旨の

発言があることから、今後、政府との協議に進展が見

られるのではないかと期待しているところでありま

す。

　今後とも政府と協議を重ね、移設問題の解決に取り

組んでいきたいと考えております。

　次に、普天間飛行場の３年めどの危険性除去の実現

可能性についてお答えします。

　県は、普天間飛行場が移設されるまでの間であれ、

同飛行場の危険性を放置することはできないことか

ら、ヘリ等の運用を極力低減し、３年をめどに危険性

の除去、騒音の軽減を図ることを機会あるごとに政府

に対し求めているところであり、政府と協議し、確実

な解決が図られるよう全力を尽くしているところであ

ります。

　次に、北部訓練場ヘリパッド移設工事の状況につい

てお答えします。

　沖縄防衛局によると、ヘリパッドの移設工事につい

ては、昨年８月22日から工事に着手する予定であった

が、建設に反対する人たちの阻止行動により工事は進

瀧していないとのことであります。

　北部訓練場ヘリパッド移設についてお答えします。

　米軍基地の整理縮小については、まずＳＡＣＯの合

意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理縮小を図

ることがより現実的で実現可能な方法であると認識し

ています。

　県としては、国との連携を密にし、地元市町村の意

向を踏まえ、幅広く県民の理解と協力を得ながら、Ｓ

ＡＣＯの合意内容の着実な実施に取り組んでいきたい

と考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　辺野古での米兵による

事件についてお答えいたします。

　本件は、２月18日午前４時24分ごろ、名護市字辺野

古の民家において、知らない外国人を発見した居住者

からの110番通報を受け、直ちに名護警察署の警察官

が現場に急行し、酒に酔って屋内に侵入していた外国

人を現行犯逮捕したものであります。

　同外国人は、在沖米海兵隊キャンプ・シュワブ海兵

隊伍長ショーン・コーディー・ジェイク21歳であり、

翌２月19日午後、那覇地方検察庁に住居侵入罪で事件

送致しております。

　なお、被疑者は現在においても名護警察署に勾留さ

れております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕
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○文化環境部長（知念建次君）　米軍基地問題につい

てお答えいたします。

　まず、嘉手納・普天間基地からの爆音被害の状況に

ついてお答えいたします。

　県では、周辺市町と連携し、嘉手納飛行場周辺及び

普天間飛行場周辺において、それぞれ16地点及び９地

点で年間を通して航空機騒音の監視測定を行っており

ます。

　平成18年度の測定結果によりますと、嘉手納飛行場

周辺においては15地点中10地点で、普天間飛行場周辺

においては９地点中３地点で環境基準を超過している

状況であります。

　航空機騒音の評価をあらわすＷＥＣＰＮＬ（うるさ

さ指数）は、嘉手納飛行場周辺では砂辺局で90.5、普

天間飛行場周辺では上大謝名局で80.7とそれぞれ最も

高い値を示しており、ほぼ横ばいで推移している状況

であります。

　県においては、その結果を踏まえて、昨年９月に米

軍や沖縄防衛局等関係機関に対し、航空機騒音の軽減

について強く要請を行ったところであります。

　今後とも、嘉手納飛行場周辺及び普天間飛行場周辺

における航空機騒音の監視を継続するとともに、米軍

等関係機関に対し、航空機騒音の軽減を粘り強く働き

かけていきたいと考えております。

　次に、審査会が方法書の再実施を求めた内容につい

てお答えいたします。

　沖縄県環境影響評価審査会は、昨年12月17日の条例

に係る答申においては、事業内容等が決定しておらず

具体的に示すことは困難との回答が余りにも多く、的

確に答申することは困難。「方法書手続きは、事業内

容がある程度決定した上で、再度実施するべきものと

思料する。」と述べております。

　また、法に基づく埋立事業については、１月11日に

開催した審査会において、沖縄防衛局から150ページ

余の事業内容等について説明が行われました。

　しかしながら、その時期が答申の直前であったこと

から十分な審査期間が確保できず、的確に答申するこ

とは困難な状況であるとして、事業内容がある程度想

定できる段階において書き直しをさせる必要があると

の答申がなされております。

　次に、飛行場建設部分の知事意見の内容についてお

答えいたします。

　飛行場事業に係る知事意見では、事業内容や環境影

響評価の項目等に係る総括的事項、飛行場の工事中及

び供用時におけるジュゴンやサンゴ類、藻場への影響

や航空機騒音等による影響について、36項目233件の

意見を述べております。

　なお、知事意見は、審査会からの答申をもとに名護

市長及び宜野座村長の意見を勘案し、住民等意見にも

配意して環境の保全の見地から述べたものでありま

す。

　次に、やり直しを要求しなかった理由と改めて手続

のやり直しを求めるべきではなかったかということに

ついて一括してお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、環境影響評価法及び沖縄県環境影

響評価条例の法的要件を満たしていることから、方法

書手続のやり直しを求めることは困難であると考えて

おります。

　しかしながら、審査会においては環境影響評価の項

目、手法等が適切であるか否かの判断ができる内容に

してほしいとの意見が出たことから、方法書の対象事

業の内容、環境影響評価の項目並びに調査、予測及び

評価の手法について書き直しする必要があるとの知事

意見を述べたところであります。

　県としては、今後、方法書に対する追加・修正資料

についての審査会からの意見を集約し、適切な環境影

響評価が実施されるよう県としての意見を述べていき

たいと考えております。

　次に、調査着工を急ぐ沖縄防衛局が作業を進められ

ることになっていないかという趣旨についてお答えい

たします。

　環境影響評価手続における調査への着手は、方法書

に係る知事意見などを踏まえ実施すべきものであると

考えております。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

については、事業者である沖縄防衛局において、法及

び条例に基づく知事意見を踏まえ追加・修正資料を作

成し、２月５日に公表するとともに、県内５カ所で２

月18日まで閲覧を実施したところであります。

　県においては、今後、追加・修正資料について知事

意見の反映状況や、調査、予測手法について審査会か

らの意見を踏まえ、事業者に対し県の意見を述べてい

く考えであります。

　沖縄防衛局においては、今後、方法書に対する知事

意見や追加・修正資料に対する県の意見及び住民等意

見を踏まえ、環境影響評価の項目並びに調査、予測及

び評価の手法を決定し、これに基づいて適切に調査を

実施する必要があります。

　次に、環境現況調査の中止についてお答えいたしま

す。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例におい
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て、調査の実施自体を事業者があらかじめ行うことに

ついて特に妨げておりません。

　沖縄防衛局が実施している環境現況調査は、環境影

響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法が選定

されていない段階において、公共用財産使用協議に基

づき、事業者の責任と判断において実施されているも

のであります。

　アセスメント調査については、沖縄防衛局におい

て、今後、方法書に対する知事意見や追加・修正資料

に対する県の意見及び住民等意見を踏まえ、環境影響

評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法を決定

し、これに基づいて適切に実施する必要があります。

　なお、公共用財産使用協議により同意した内容以外

の調査については、当該調査を中止するよう申し入れ

ております。

　次に、沖縄ジュゴン訴訟で米国防総省が敗訴したこ

とについてお答えいたします。

　米連邦地裁の沖縄ジュゴン訴訟については、ジュゴ

ンへの影響に関する資料を法廷に提出するよう米国防

総省に命じ、それまでの間は訴訟が保留されているも

のと認識しております。

　本県のジュゴンについては、我が国においても文化

財保護法の天然記念物に指定されていることや、環境

省及び本県のレッドデータブックにおいても絶滅危惧

ⅠＡ類に指定されており、その保護については重要な

種であると認識しております。

　県としては、普天間飛行場代替施設建設事業に係る

環境影響評価の手続において、適切かつ十分な環境影

響評価の実施を求め、ジュゴンを含む動植物の保護・

保全や生活環境への影響に十分な配慮がなされるよう

求めていく考えであります。

　次に、ヤンバルの自然を守るための取り組みについ

てお答えいたします。

　県は、ヤンバルの野生生物保護のため、マングース

などの外来種対策を初め、ヤンバルクイナなどのロー

ドキル防止対策、パンフレットの作成、シンポジウム

開催等による希少野生生物保護や世界自然遺産登録推

進の普及啓発活動を行ってきております。

　また、環境省が実施しているヤンバルクイナ、ノグ

チゲラなどの保護増殖事業や世界自然遺産登録の条件

となる国立公園化に向けた取り組みなどにも協力して

きております。

　県としましては、今後ともヤンバルの生物多様性の

保全と世界自然遺産登録の推進に向け、環境省と連携

して取り組んでいきたいと考えております。

　次に、ヘリパッド基地建設工事の中止についてお答

えいたします。

　県としては、事業者による環境調査の結果や関係す

る市町村の意向等も踏まえながら、当該地域の自然環

境や地域住民の生活環境に十分配慮すべきであると考

えております。

　なお、事業の可否については、事業者において環境

影響評価の結果等も踏まえ、総合的な検討を行うこと

により判断されるものと理解しております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは泡瀬干潟問

題関連で、沖縄市長の表明に対する県の対応について

の御質問にお答えいたします。

　沖縄市長の表明につきましては、現在工事を実施し

ている第Ⅰ区域は、東部海浜開発事業を推進していく

という方向性が示されたものと認識をいたしておりま

す。その上で、現在行っている埋立工事について環境

への配慮を行っているという評価をいただいたものと

理解しており、今後とも引き続き環境保全に十分に配

慮しつつ、工事の進瀧を図ってまいりたいと考えてお

ります。

　なお、第Ⅱ区域につきましては、今後、土地需要の

見通し等を再度十分検討した上で判断することとして

おります。

　次に、埋立後の土地利用についての御質問にお答え

いたします。

　本事業に係る土地の処分につきましては、沖縄市が

県から土地を購入する時期等について協議を行った

後、県が国から土地の譲渡を受けて地盤改良をし、沖

縄市へ土地を譲渡することになっております。

　なお、地盤改良は沖縄市との協議に基づき計画的に

施工されるものであり、合理的な事業手法であると考

えております。

　次に、土地利用計画の見直しについての御質問にお

答えいたします。

　本事業の目的は、本島中部東海岸地域の活性化を図

るための経済振興策として、地元からの強い要請に基

づき、埠頭や交流施設、展示施設、ホテル等の誘客施

設を一体的に整備し、地域特性を生かした国際交流拠

点等の形成を図るものであり、沖縄市長も市の活性化

へつなげると表明しております。

　なお、県としましては、土地利用が開始されるまで

には長期を要し、この間には社会経済情勢が変化する

ことも考えられることから、情勢の変化等を的確に把

握するとともに、環境保全にも十分配慮しつつ、地域
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のニーズに沿った土地利用計画が図られるよう柔軟に

対応していく考えであります。

　次に、工事の中断についての御質問にお答えいたし

ます。

　県としましては、沖縄市長が沖縄市の経済活性化へ

つなげるため、現在行われている第Ⅰ区域の埋立工事

を推進するという判断をされたものと理解しており、

その効果を早期に発揮できるよう国と協力しながら引

き続き工事の進瀧を図っていく考えであります。

　次に、サンゴの破壊についての御質問にお答えいた

します。

　平成17年に国において行われた埋立予定地内のサン

ゴ群集調査によりますと、埋立予定地内にはサンゴ類

が数種類点在していることが確認されており、分布域

として見た場合の生息被度は１％未満となっておりま

す。

　当該サンゴ類については、環境影響評価時の結果と

比較して大きな変化はないものと認識しており、事業

を進める上で特段支障となるものではないと考えてお

ります。

　次に、貴重な生物の保全についての御質問にお答え

いたします。

　本事業の実施に当たっては、専門家や自然保護団体

等で構成する「環境監視委員会」及び「環境保全・創

造検討委員会」を設置し、両委員会の指導助言を受け

ながら、植物・動物等の環境監視調査を実施しており

ます。

　また、当該調査結果を踏まえ、埋立区域外の生息・

生育環境の保全等の環境保全措置を講じております。

　次に、新種・貴重種等の保全及び工事を中止すべき

についての御質問にお答えいたします。

　本事業に係る工事中にレッドデータブック等の掲載

種や貴重種・重要種に相当する種で、環境影響評価書

に記載されている動植物以外の種が工事の施工区域も

しくはその近傍で確認された場合は、環境影響評価書

の手続に基づき文化環境部と調整するとともに、その

保全に必要な措置を講じております。

　本事業は、本島中部東海岸地域の活性化を図るため

の経済振興策として、地元からの強い要請に基づき実

施しているものであり、また県の主要施策でもある特

別自由貿易地域を支援する新港地区の港湾整備に伴う

しゅんせつ土砂を埋立土砂として有効利用することと

しており、経済的かつ効果的な事業であります。

　県としましては、事業の必要性・合理性、環境への

配慮などについて今後とも地元沖縄市と十分な意思疎

通を図るとともに、引き続き広く県民に一層の情報公

開を行いながら、環境保全に十分配慮しつつ事業を円

滑に進めていく考えであります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　教育委員会委員長。

　　　〔教育委員会委員長　伊元正一君登壇〕

○教育委員会委員長（伊元正一君）　嘉陽宗儀議員の

教育問題についての御質問で、学力テストの結果の公

表等についてにお答えいたします。

　本県は、個性の尊重を基本とし、郷土の自然と文化

に誇りを持ち、創造性・国際性に富む人材の育成と生

涯学習の振興を期して教育施策を推進しているところ

であります。

　学校教育においては、みずから学ぶ意欲を育て、学

力の向上を目指すとともに、豊かな表現力と粘り強さ

を持つ幼児・児童生徒を育成することを目標として、

その充実を図っております。　

　全国学力・学習状況調査は、教育及び教育施策の成

果と課題を検証し、その改善を図るために実施するも

のであります。

　県教育委員会といたしましては、本調査の趣旨を踏

まえ、施策等の改善に生かしていきたいと考えており

ます。

　次に、学力テスト対策等についてにお答えいたしま

す。

　本県においては、児童生徒一人一人に確かな学力な

どの「生きる力」をはぐくむために、よりよい教育実

践に努めるとともに、地域のよさを生かした教育を推

進しております。そのため、昭和63年度から幼児・児

童生徒の学力向上を重要課題と位置づけ、その対策に

取り組んできました。

　県教育委員会といたしましては、今後とも確かな学

力、豊かな人間性、健やかな体、いわゆる知・徳・体

の調和のとれた人間の育成を目指し、学校、家庭、地

域が一体となった学力向上対策を推進していきたいと

思います。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育問題について

の御質問で、学力テストの結果の公表等についてお答

えいたします。

　県教育委員会といたしましては、市町村教育委員会

に対して、学校の順位づけにならないよう配慮しなが

ら、それぞれの実態や特徴を分析し、積極的に情報を

発信してもらいたいことを要望するとともに、それぞ

れの市町村や学校で学校改善プランを策定し、地域ぐ
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るみの運動を展開してほしいことを呼びかけたところ

であります。

　全国学力・学習状況調査は、児童生徒の学力の状況

等について客観的に課題を把握し、児童生徒の学力向

上や指導方法の工夫改善につなげていくものととらえ

ており、学校や児童生徒間に過度な競争をあおるよう

なことが決してあってはならないと考えております。

　次に、学力テスト対策等についてお答えいたしま

す。

　本県は、知・徳・体の調和のとれた人間の育成を目

指し、学校、家庭、地域が一体となって学力向上対策

を推進してまいりました。

　しかしながら、今回の学力調査の分析結果から、本

県の児童生徒は基本的な生活習慣の確立や基礎学力の

定着、学習意欲などに課題があるものと考えておりま

す。

　県教育委員会といたしましては、これらの課題の改

善を図るために検証改善委員会で学校改善支援プラン

を作成し、全県下の公立小・中・高等学校、特別支援

学校及び市町村教育委員会へ配布したところでありま

す。

　各市町村教育委員会や各学校に対しては、本プラン

を参考に地域や学校の実態に応じた独自の学校改善プ

ランを策定し、具体的な対策が講じられるよう指導の

徹底を図ってまいりたいと考えております。

　また、あいさつをする、相手を思いやる、時間を守

るなど、当たり前のことが当たり前にできるいわゆる

凡事徹底を推進し、規範意識や基本的な生活習慣の確

立などを図ってまいりたいと思います。

　次に、30人学級についてお答えいたします。

　本県では、平成14年度から小学校１年生、平成16年

度には２年生へ拡大し、低学年において一律35人学級

編制を実施してまいりました。

　現在、30人学級制度設計検討委員会で実務的な作業

を進めているところでありますが、平成20年度におけ

る30人学級編制の実施につきましては、施設状況等を

踏まえながら小学校１年生で導入をしていきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉問題の、後期高

齢者医療制度の従来制度との違い及び負担について一

括してお答えいたします。

　老人保健法に基づく75歳以上の高齢者等の医療等の

給付については、市町村長が行い、医療機関窓口での

自己負担を除く給付に係る費用は、公費約５割と各医

療保険者からの拠出金約５割で賄われております。

　保険料につきましては、それぞれが加入する医療保

険制度によって保険料の額が異なります。また、被用

者保険の被扶養者の方では負担がありませんでした。

　新たな後期高齢者医療制度においては、75歳以上の

高齢者等を被保険者として都道府県ごとに全市町村が

加入する後期高齢者医療広域連合が保険者となり、医

療等の給付を行います。

　給付に係る費用は、被保険者からの保険料約１割と

公費約５割、各医療保険者からの支援金約４割で賄わ

れます。

　保険料については、高齢者間の公平な負担の観点か

ら、被保険者全員に負担能力に応じた保険料を負担し

ていただき、原則、特別徴収、いわゆる年金天引きと

なります。

　医療機関窓口での自己負担については、現行制度と

同様、現役並み所得者については３割負担、その他の

方につきましては１割負担となっております。

　同じく制度の見直しに対する見解についてにお答え

いたします。

　後期高齢者医療制度は、少子・高齢化が加速し、保

険料を納める現役世代が減り、高齢者の医療費がふえ

る中で国民皆保険制度を堅持していくため、世代間の

負担を明確にし、公平化を図る観点から創設された制

度であります。

　県としては、制度創設の趣旨を踏まえ、円滑な実施

に向け、今後とも市町村及び後期高齢者医療広域連合

を支援してまいりたいと考えております。

　続きまして、認可外保育施設に対する助成の具体的

内容についてにお答えいたします。

　認可外保育施設への助成につきましては、認可外保

育施設認可化促進事業により認可化を促進するととも

に、新すこやか保育事業による児童の牛乳代、健康診

断費、調理員の検便費に対する助成、当該施設職員へ

の各種研修会の実施、認可外保育施設指導監督基準に

基づく安全・衛生面等からの指導助言等を行っており

ます。

　さらに、平成20年度からは給食費として、これまで

の牛乳代に加え新たに米代を助成したいと考え、所要

の経費を当初予算に計上しております。

　続きまして、子育て支援事業の実績と今後の取り組

みについてにお答えいたします。一括してお答えしま

す。

　県では、平成17年３月に策定した「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」に基づき、各種子育て支援事
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業に取り組んでおります。

　平成18年度までの主な実績として、待機児童解消の

ための保育所の創設等により1648人の定員増を図り、

総定員２万7747人となったほか、多様な保育ニーズに

対応するための延長保育が48カ所増の253カ所、一時

保育が52カ所増の138カ所となっております。

　また、子育てに関する相談・援助のためのつどいの

広場の新たな設置が10カ所、地域子育て支援センター

が16カ所増の51カ所となるとともに、放課後児童クラ

ブが19カ所増の168カ所となっております。

　さらに、県独自の事業として、乳幼児医療費助成事

業や認可外保育施設の入所児童の処遇向上を目的とし

た新すこやか保育事業を拡充してきたところでありま

す。

　今後とも、関係部局を初め市町村、関係団体等と連

携し、同プランに掲げる各種子育て支援事業を着実に

実施し、子供たちが心身ともに健やかに育つための環

境を整備してまいりたいと考えております。

　続きまして、沖縄市長からの駐車場利用要請と住民

の要求への対応についてに一括してお答えいたしま

す。

　昨年12月に沖縄市長から、美里公園利用者に中部福

祉保健所駐車場を利用させてほしいとの要望があり、

これに対し、同月回答したところであります。

　県としましては、中部福祉保健所駐車場が福祉保健

所利用者のためのものであることから、沖縄県公有財

産使用許可での対応となることと、住民が利用したい

場合は利用申請をしていただき、中部福祉保健所長が

業務上の支障とならないか等の判断を行うこととして

おります。

　こういう回答をいたしました。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　知事の政治姿勢について

の関連で、行財政改革の実績と県民生活への影響につ

いてお答えします。

　県は、行財政改革プランに基づき、事務事業や出先

機関の見直し、定員管理や給与の適正化、県税収入の

確保や経費節減等による財政の健全化、公社の見直

し、民間委託など、42の推進項目に取り組んでいると

ころでございます。

　平成18年度の取り組み状況は、目標を超えて達成し

たものが９項目で、主なものは、電子県庁に向けた人

材育成及び情報リテラシーの向上、定員管理の適正

化、県税収入の確保、県有財産の有効活用等でありま

す。

　次に、目標をおおむね達成したものは27項目で、主

なものは、公の施設の管理のあり方の見直し、事務事

業の見直し、公共工事入札制度の見直し、公社等外郭

団体の統廃合・整理縮小等などであります。

　また、着手はしたものの目標達成に至らなかったも

のが５項目で、市町村への権限移譲の推進、病院事業

の経営健全化の推進などであります。

　行財政改革の推進に当たっては、「県民本位の成

果・効率重視のスマートな行政」を実施することを基

本理念として、県民の多様なニーズに対応するため限

られた行政資源を最大限に活用して、県民に対する行

政サービスを提供することとしております。

　今後とも、行財政改革を一層推進し、県民生活の向

上に努めてまいりたいと考えております。

　同じく県財政における実績についてお答えします。

　行財政改革を実施したことによる平成18年度までの

財政効果の主なものは、まず県税収入の確保で、１億

9600万円の目標に対しまして実績７億3300万円と、５

億3700万円の増となっております。

　次に、県有財産の有効活用では、２億2500万円の目

標に対し実績８億7500万円と、６億5000万円の増と

なっております。

　さらに、県単補助金の廃止や事務事業の見直し等で

12億2000万円の目標に対し実績23億8400万円と、11億

6400万円の増となっております。

　また、人件費関連では、13億3800万円の目標に対し

実績24億7400万円と、11億3600万円の増となっており

ます。

　全体の財政効果としましては、計画の36億円に対し

まして実績約70億円と約２倍の伸びとなっており、順

調に進瀧していると考えています。

　今後とも、推進項目の重点化や前倒しを行う等不断

の見直しを行いながら、行財政改革を強力に推進して

まいります。

　次に、指定管理者制度導入後の実態についてお答え

いたします。

　指定管理者制度の導入後の実態につきましては、

「公の施設の指定管理者制度に関する運用方針」に基

づき、指定管理者から毎年度終了後に事業報告を求め

るほか、指定管理者が県との協定等に従い適正かつ確

実なサービスの提供を行っているかを随時確認するな

ど、その把握に努めているところでございます。

　それによりますと、売店の新設やオフシーズンの稼

働率対策、広報宣伝の強化など、指定管理者による自

主事業の実施によるサービス向上の取り組みや、施設
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利用者数の増加対策の実施など、指定管理者のノウハ

ウを活用した施設の管理運営が行われているところで

あります。

　今後とも、指定管理者に対して適切な指導助言を行

うことにより、施設のサービスの維持向上に努めてい

きたいと考えております。

　次に、行財政改革の見直しについてお答えいたしま

す。

　県民の多様なニーズに対応して行政サービスの向上

を図るためには、不要不急の事務事業の見直し等、最

小限の経費で最大の効果を上げることが必要であり、

最近の厳しい財政状況等を踏まえ、行財政改革は避け

て通れないものと考えております。

　そのため、官と民との役割分担、事務事業の選択と

集中、簡素で効率的な組織体制の確立などを着実に実

施するとともに、現行の行財政改革プランの実施状況

に関する検証を行い、状況の変化に対応した行財政改

革に取り組むため、不断の見直しを行うこととしてお

ります。

　今後とも、行財政改革を一層推進し、県民生活の向

上に努めてまいりたいと考えております。

○議長（仲里利信君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　ちょっと休憩してください。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後３時53分休憩

　　　午後３時56分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　再質問します。

　まず、少女暴行事件について。

　海兵隊員による少女暴行事件について、国民的な怒

りの声が広がる中で、一部からは誘われてオートバイ

に乗らなければよかったのになど、被害少女にも落ち

度があったかのような発言が見られます。しかし、私

は、この意見は大変な暴論だと思います。少女が犯罪

に巻き込まれることを予知しながらオートバイに乗る

はずはあり得ないからです。

　その日は沖縄市のミュージックタウンではファッ

ションショーも開かれてにぎわっています。沖縄市

は、もともと琉米親善の目的で、町で日常的に外国人

と混在して暮らしています。だから多くの人が気軽に

声をかけ合っています。

　この海兵隊員は私服で、最初から暴行目的で、疑う

ことを知らない純真無垢な少女に接近し、言葉巧みに

執拗に誘い、オートバイに乗せて家に連れ込み強姦し

ようとしたが、逃げられて失敗。今度は少女をだまし

て車で拉致し連れ回した。少女は、必死になって携帯

電話で友人に助けを求めましたが、結局米兵は、優し

さから今度は一変してオオカミになり、野獣の本性を

むき出しに少女に襲いかかり強姦をしたのです。少女

のはかり知れない恐怖を考えると胸が締めつけられま

す。

　いたいけな少女を守るのは私たちの義務でありま

す。それだけに今回の事件を徹底して糾弾しなければ

なりません。当然、知事がその先頭に立つべきです。

ところが、知事は、米国大使や米軍司令官などに抗議

もせず遺憾の意を表明しただけでした。

　国語辞典を調べてみました。「遺憾」とは、希望ど

おりにならないで心残りなこと、軽い非難の意、気の

毒とあります。

　また、米軍司令官なども知事に会って謝罪もしない

で遺憾の意を表明して帰りました。こんなことは許さ

れてはなりません。ところが、それに対して知事は握

手をして見送りました。その理由を、見送りは社会常

識で県民感情にぴったり合っていると説明していま

す。

　「握手」について国語辞典を調べてみました。互い

に手を握り合うこと。あいさつとして、また親愛の気

持ちや喜びをともにする表現として使う。親愛、仲直

りなどをあらわすあいさつとして互いに手を握り合う

こと。また、同盟・協定を結んで互いに協力し合うこ

ととあります。

　知事、少女を暴行した犯罪者の責任者に対してそう

いう内容の握手をすることがどうして県民の社会常識

なのか説明してください。知事は、改めて米軍司令官

などに厳しく抗議し、謝罪を求めるべきではありませ

んか。決意を伺います。

　海兵隊が凶悪犯罪を繰り返す理由は、部隊の性格か

ら来ています。在沖海兵隊基地はイラクやアフガン戦

争への出撃基地になっています。海兵隊は殴り込み部

隊として徹底的に破壊・殺りくをする部隊でありま

す。日常的にそのために戦闘訓練を行っており、いつ

イラクやアフガンなどの戦場に送り込まれるかわから

ない。精神的にも不安定な状況に置かれています。だ

から常識的価値観や倫理、人権の尊重など、およそ適

用しないのが実態であります。だから米兵犯罪の多く

は海兵隊によって引き起こされているのです。基地あ

る限りこうした犯罪は繰り返されることであります。

　知事は、このような危険でどうもうな海兵隊基地は

沖縄にはもう要らないということを明確にすべきでは

ありませんか。そして、海兵隊の新基地建設のための
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辺野古移設も勇気を持って拒否すべきです。決意を伺

います。

　２、泡瀬干潟の埋立問題について。

　県は、埋め立ての際は十分に環境に配慮して行うと

してきましたが、現実には埋め立ては環境に配慮しな

いまま強行されています。貴重な生き物たちが保全も

されずに生き埋めにされています。それでよいという

ことですか。

　部長は、現在でも環境に十分配慮していると言って

いましたけれども、部長は現地を調査してきょうのよ

うな答弁になっているのか、はっきりしてください。

　それから沖縄市に土地を売ると言っていますけれど

も、沖縄市の財政は厳しい。沖縄市が土地の購入を拒

否したらどうなるんですか、答えてください。

　それから教育問題について。

　学力テスト。

　沖縄の学力向上推進運動は、達成度テストによって

お互い競争させて、勝ち組・負け組をつくり出してい

ます。この10年間の達成度テストの成績は全く上がっ

てない。

　文科省は、全国学力テストで数値まで公表しない理

由は、学校間の序列化や過度の競争につながる、公表

は大きな弊害があると指摘しています。それをなぜ県

教育庁はやるんですか、所見を伺います。

　それから、1960年代に学力テストが廃止された要因

として、平均点アップのために成績の悪い子供を休ま

せるなどの不正が全国で横行したために中止されたと

思いますが、どうですか。

　それから子育て支援事業について、病児・病後児保

育事業の改編に伴う予算がないから、子育て支援セン

ターを広場型に移行させてセンター型の予算を育児・

病後児保育事業に回すという方針が通知されて、現場

で反発が出ているようですが、どうされるんですか。

　それから駐車場の問題については、改めてずっと予

算特別委員会でもやりますけれども、利用申請を出し

てと言いますけれども、その中身を説明してくださ

い。

○議長（仲里利信君）　ただいまの嘉陽宗儀君の再質

問に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後

に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後４時２分休憩

　　　午後４時29分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前の嘉陽宗儀君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽議員の御質問にお答え

いたします。

　少女暴行事件に関して、議員の言われた非常に胸が

痛むというお気持ちの御披露がありましたが、そこは

全く私と一緒です。

　それから、どうも知事は抗議をしてないというよう

な御趣旨だったと思うんですが、私はシーファー駐日

米国大使や在日米軍司令官に対し、決して許すことは

できず、強い怒りを覚えると申し上げ、これはまさし

く抗議のつもりですが、含めて厳しく対応をしたとこ

ろであり、県民の怒りや事件の再発防止を強く求める

県の立場は十分に伝わったと考えておりますし、さら

にこれは俗な言い方で恐縮ですが、頭にきてもやはり

礼節は、最後ぎりぎりのところは守るべきだと私は

思っております。

　次に、したがって海兵隊は要らないというような御

趣旨の再質問だったと思うんですが、今回の事件の発

生を直接海兵隊の総撤退と結びつけることは前にも御

答弁しましたが、現実的ではない。米軍再編を確実に

推し進める中で粛々と減らしていくことが重要かつ現

実的であると考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　嘉陽県議の再質問に

お答えいたします。

　１点目が、現実には環境に配慮しないで埋め立てを

行っている、部長は現場を把握して答弁しているのか

についてお答えいたします。

　私は、これまで何度か現場や現場付近を見ておりま

す。

　事業者において確認された貴重種・重要種に相当す

る種については、環境影響評価書の手続に基づき環境

部局と調整を行うとともに、専門家の指導助言を踏ま

えて工事中の水質汚濁監視、汚濁防止膜の二重展張、

海上へ投入する石材の洗浄、生物の生育状況の監視、

工事による影響が確認された場合の工事の一時中断及

び改善策の検討、埋立区域外の生息・生育環境の保全

等の保全措置を講じております。

　２点目の御質問でございますけれども、沖縄市が拒

否したらどうするのかについてお答えいたします。

　平成15年３月28日付で県と沖縄市との間で、中城湾

港泡瀬地区開発事業に関する協定書を締結しており、

当該協定に基づき県から土地を購入することになって
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おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　中部福祉保健所の駐

車場の利用についての再質問にお答えいたします。

　福祉保健所では、ＨＩＶの夜間検査など、それから

さまざまな健康の問題を持っていらっしゃる方々の当

事者会、家族会等を実施しております。

　特に、健康機器への対応の場合、駐車場の利用者に

関しましても使用者、それから使用場所及び期間等を

特定する必要があったり、また閉庁時におきまして

は、特に防犯、事故防止など維持管理の面も考慮しな

ければなりませんので、申請をして利用していただき

たいということでございます。

　続きまして、地域子育て支援事業の見直しについて

でございますが、県としましては、財政状況が厳しい

ため枠配分での予算編成を行ってきたところでありま

す。

　昨年末にこれまで交付金で措置されてきた病児・病

後児保育事業を来年度から補助金対応とする旨国から

通知がありました。これにより、新たに県の負担が生

じてきたことから、予算措置がさらに厳しさを増して

おります。

　このため、福祉保健部としましては、地域子育て支

援拠点事業等を含めて、さらに事業のあり方の見直し

を行っているところでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは嘉陽宗儀議員の再

質問にお答えをいたします。

　まず１点目が、なぜ全国学力テストの調査結果を公

表するのかということにお答えをいたします。

　調査結果の公表に当たりましては、文部科学省は国

全体の状況がわかるものを公表し、県としましては県

全体の結果がわかるものを公表しております。

　沖縄県の児童生徒の実態や特徴を分析し、積極的に

情報を発信することで説明責任を果たすことと同時

に、課題の改善を図ることとしております。

　しかしながら、学校や児童生徒間に過度な競争をあ

おるようなことが決してあってはならないものと考え

ております。

　次に、過去の学力テストが中止に至った理由につい

てお答えをいたします。

　過去の学力テストにおきましては、点数を上げるた

めだけの対策や不正が行われたために、正確なデータ

を得ることができないなどの理由により中止になった

と伺っております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　知事の答弁を聞いて、心を痛めてい

るのは嘉陽議員と同じでありますという答弁をしてい

ますけれども、全く違うということを改めて私は強調

しておきたいと思います。

　知事は、シーファー米国大使かライト中将に抗議し

たかのように言っていますけれども、この文面を見る

と抗議の言葉は一言もない。遺憾でありますとしか書

いていない。（資料を掲示）　それをなぜ抗議したか

のように言うんですか、この中のどこにあるんです

か、これははっきりしてください。

　加害責任のある大使や司令官と本当に心から仲直り

のために握手できるんですかと。

　私は、人間の歴史は愛憎の歴史だと考えています。

犯す者は憎む、愛する者のためには徹底して命をかけ

て戦う、これが私の信条です。

　知事は、そういう握手するのは県民の常識だと言っ

ていますけれども、これは知事の常識であって、県民

の立場からいえば知事の態度は全く非常識でしかない

ということを指摘して質問を終わります。

○議長（仲里利信君）　外間久子君。

　　　〔外間久子君登壇〕

○外間　久子君　皆さん、こんにちは。

　質問に入ります前に、一言ごあいさつを申し上げま

す。

　私は、今期をもって議員を退くことにいたしまし

た。

　思えば長い16年間、知事を初めとする執行部の皆さ

ん、そして同僚議員の皆さん方の御教示と御協力をい

ただきまして議員生活を送ることができました。この

場をおかりいたしまして改めてお礼を申し上げたいと

思います。本当にありがとうございました。（拍手）

　私は、残された任期を全うし、これからはしかるべ

き場所で県政を見守っていきたいと思います。

　それでは一般質問に入ります。

　１、米兵の凶悪犯罪について。

　茨、95年の少女暴行事件の際に、アメリカ政府と米

軍は再発防止を明言したにもかかわらず、性犯罪が相

次いでいます。綱紀粛正や隊内教育の強化で終わりに

させるわけにはいかない。沖縄を占領したという隊内

教育や、広大な一等地を奪い、米軍の地位協定で特権
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的な意識を持っていることと結びついています。

　今回の事件に対して、抗議決議や意見書が可決され

た議会がもう既に16市町村にも上りました。その特徴

的なのは、対症的な療法では解決できませんと。犯罪

の温床といえる米軍基地そのものを問題にしていま

す。米軍犯罪をなくすには、基地の縮小・撤去以外に

道はありません。

　知事、今こそ本質的な議論に踏み込むべきではない

でしょうか。

　芋、町村官房長官は、主要な場所への防犯カメラの

設置や米軍の幹部と日本の警察との合同パトロールな

どの実施に向けた関係機関との検討を始めるとのこと

ですが、知事も同じ立場でしょうか。

　２つ目に、精神障害者退院促進事業について伺いま

す。

　茨、退院を可能とする受け入れ条件はどうなってい

ますか。

　芋、平成23年度までの数値目標は、私の数字での

827名は達成可能でしょうか。

　鰯、病院としての取り組み状況はどうなっておりま

すか。

　３つ目の柱、中小企業基本条例について。

　茨つ、この条例の制定の趣旨及びこの制度により実

施しようとする目的は何でしょうか

　芋つ、「沖縄県中小企業の振興に関する条例」づく

りの基本的視点、評価の基準は何に置いております

か。

　鰯つ、第３条は、なぜ中小企業の振興ではなく中小

企業となっているのですか。第３条に小規模事業者の

振興についての配慮を盛り込むべきではないでしょう

か。

　允つ、第６条は、第４条の県の責務を受けての施策

の推進であれば、６条には明確に県の責任を明記すべ

きではありませんか。

　４つ目の柱、さとうきび新価格制度による原料代金

について。

　茨つ、農家は経営安定対策で、きび出荷の８割の概

算払いで、残り２割は５月から６月の交付だと言われ

ています。生活に支障を来すと訴えています。国に対

して全額交付を求めるべきではありませんか。

　芋つ、制度の変更による農協、市町村等への事務経

費等については、国が全額負担すべきであり、国に対

して要求すべきだが、その考えはありませんか。

　５つ、カジノの導入について。

　茨つ、射幸心をあおり、一獲千金の考えが勤労意欲

やあるいは勉学意欲を停滞させるのではないですか。

　芋つ、カジノ周辺には享楽的な施設もできやすく、

女性の人権が守られないのではないでしょうか。

　鰯つ、暴力団がカジノに直接・間接的に関与をし

て、利権をめぐる抗争等も懸念され、治安が乱れるの

ではないですか。

　允つ、カジノを導入した国ではギャンブルの依存症

患者がふえ、破産や自殺といった悲劇が続いておりま

す。依存症に対する抜本的な対策は進んでいないとの

ことであります。韓国では18歳以上の15人に１人が依

存症患者で社会問題となっています。県は具体的には

どんな対策を検討されておりますか。

　印つ、カジノ施設地域では深夜まで騒がしくなり、

風紀の乱れや住環境の悪化、教育環境等の悪化を招く

のではないですか。

　６つ目の柱、雇用問題について。

　茨つ、ワーキングプア、働く貧困層が拡大する要因

は日雇い派遣法に問題があると思いますが、知事の認

識を伺いたい。

　芋つ、31歳の女性。パソコンの大手の教室に採用さ

れ、３カ月の研修を経て本採用となる予定だったが、

２カ月後に当初の契約内容にない休日出勤や残業な

ど、契約内容に変更を求められたので当初の契約にし

てもらいたいと、こういう相談をいたしましたら、あ

なたとは契約できないと契約を切られた。あるいは22

歳の男性。トヨタの関連会社の工場に派遣で半年間働

いたが、16万円しかなかった。募集広告の内容と全然

違っていた。３つ目は31歳の女性。ハローワークから

の紹介で補助金を受けているイベント会社に正規で就

職した。研修などもなく、いきなり現場に出された。

休日手当や代休もない。社会保険にも入れてもらえな

い。同時期に採用された人はやめてしまい、その分仕

事の量がふえて大変。

　これらはハローワーク前で沖縄民主青年同盟が24名

の皆さん方からのアンケートによる聞き取り調査の一

部であります。沖縄における雇用の実態、本土への派

遣にこういう問題があるという認識はあるのか。それ

に県はどう対応するのか。

　７つ目の柱、地球環境問題。

　茨つ、京都議定書の基準年から2005年までの火力発

電所の設備容量は何キロワットふえましたか。

　芋つ、自然エネルギーの利用計画はこの10年間ふえ

たのか。

　鰯つ、石炭は天然ガスに比べてどれだけの二酸化炭

素を出すのか。2010年までに温室効果ガスの総排出量

を８％削減を目指しておりますが、現在の到達点はど

れだけですか。
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　８つ目の柱、アセスの２回目の方法書への２度目の

知事の意見について。

　茨つ、中止を念頭に置いて事前調査を継続するとい

うのは矛盾はしておりませんか。

　芋つ、現況調査は方法書の手続が終わってから開始

すべきではないですか。アセス手続開始前の事前調査

にはよほどの理由が必要と言われておりますが、その

理由はありますか。

　鰯つ、生態系のアセスでは、最近ＨＥＰといった新

しい定量的評価技法が取り入れられており、ジュゴン

の予測、評価にはこの採用が適切だと学者は述べてお

ります。なぜ２回目の方法書に基本的事項の改正を求

めなかったのですか。

　允つ、滑走路の位置を100メートル沖に動かすかの

調整が行われるのであれば、計画内容の確定に伴って

小出しにずるずると方法書を修正するのではなく、特

に機種、飛行回数、地上の飛行ルートを含む沿岸案の

確定及び埋立資材・搬入計画の確定をもって出し直し

をさせるべきではありませんか、お考えを伺います。

　９つ、原油高騰による県経済への影響について。

　茨つ、県内の石油価格は2004年度初頭に比べ、ガソ

リン、軽油、重油はどうなっておりますか。

　芋つ、ハウス栽培やさらには漁業者、トラック運送

業者、ガソリンスタンド、クリーニング店、燃料油を

使う事業者などからは、経営が立ち行かないという声

が寄せられておりますが、実態はつかんでおります

か。

　鰯つ、原材料や穀物価格の高騰で、食料品から日常

生活用品に至るまで価格上昇を招き、この動きは消費

者物価全般へ波及しつつありますが、その実態はつか

んでおりますか。

　允つ、県内の漁船は10トン未満は何割でしょうか。

さらには10トン以上で操業しているマグロはえ縄漁船

は何隻ありますか。今回の原油高騰で操業をストップ

している実態を把握しておりますか。

　印つ、原油高騰問題は今後一層悪化することが予想

されますが、県として知事を先頭に対策本部を設置し

て、可能なすべての手だてを講じてもらいたいんです

が、いかがでしょうか。

　10点目、沖縄金融センター可能性調査について。

　茨つ、沖縄の備えた優位性の一つとして金融特区を

挙げておりますが、その機能は発揮できていない。優

位性とはいえないんじゃないですか。

　芋つ、アジアに近い立地と歴史を挙げております

が、今や情報通信の高度化の時代には意味をなさない

のではないですか。もし、アジアに近い立地と歴史が

生かされた事例があれば示してもらいたい。

　鰯つ、「グローバル・インターネット・エクスチェ

ンジ」は既に構築されているのか。沖縄で構築されて

いるとは思えませんが、構築されているとしたならば

それは沖縄だけで構築されているものではなく、多く

の国、日本でも東京を初め各都道府県で構築されてい

るものであって、沖縄の備えた優位性にはならないの

ではないですか。　

　允つ、今回の調査については、委託する県側でどの

ような可能性調査を想定していますか。その想定に合

理的な見通しがあるのか、それを示さないままの白紙

状態での可能性調査のこの予算措置を認めるわけには

いきませんが、その見通しがあるのかどうか答弁して

ください。

　答弁によって再質問いたします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　外間議員の御質問にお答え

いたします前に、４期16年の長い間の県政に対する御

貢献、まことにありがとうございました。感謝申し上

げます。

　それでは御質問に対して答弁させていただきます。

　まず第１に、米兵の凶悪犯罪に関する御質問で、基

地の縮小・撤去についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて、海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による本

県の過重な基地負担の軽減を求めてきたところであり

ます。

　県といたしましては、米軍再編で海兵隊司令部及び

約8000人の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに

伴う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統

合・縮小が合意されたことは、県民の要望している米

軍基地の整理縮小につながるものであり、確実な実施

がなされる必要があると考えております。

　次に、中小企業基本条例に関する御質問にお答えい

たします。

　「沖縄県中小企業の振興に関する条例」の趣旨及び

目的についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　中小企業は、県内各地域におきまして多様で特色あ

る事業活動を行い、多くの就業の機会を提供するな

ど、沖縄県経済の発展や県民生活の向上に重要な役割

を果たしており、その振興は特に重要であるとの趣旨

から、県では、沖縄県中小企業の振興に関する条例

（案）を本議会に提案しているところでございます。
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　本条例案の目的は、中小企業の振興に関する基本理

念を定め、県及び中小企業者等の責務等を明らかにす

るとともに、県の中小企業施策の基本方針及び小規模

企業者への配慮等を定めることにより、中小企業の振

興に関する施策を総合的に推進することであります。

　県としましては、本条例の制定を契機にこれまで以

上に中小企業関係者と緊密に連携をし、中小企業の振

興に関する施策の充実に努力してまいりたいと考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。

　よろしくお願いします。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　防犯カメラの設置等に

ついての御質問にお答えします。

　防犯カメラの設置及び合同パトロールの実施につい

てはさまざまな意見があることから、まず地域や関係

機関、関係団体におけるコンセンサスを得ることが重

要であると考えております。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　退院を可能とする受

け入れ条件についてにお答えいたします。

　精神障害者の社会復帰に向けては、在宅サービスの

充実、住まいや日中活動の場及び就労の場の確保等が

必要になります。

　そのため、市町村及び県においては障害福祉計画を

策定し、必要なサービスの数値目標を定め、達成に向

けて取り組んでおります。

　具体的には、在宅サービスとしてホームヘルプサー

ビス等、住まいの場としてグループホーム等、日中活

動及び就労の場として自立訓練や就労移行支援及び就

労継続支援等障害福祉サービスの確保を図っておりま

す。

　また、小規模作業所から地域活動支援センター等へ

の移行促進を行い、地域生活の基盤づくりを進めてお

ります。さらに、適切なサービスにつなげるための相

談支援の充実や精神障害者への理解を深めるための普

及啓発にも努めております。

　続きまして、数値目標827名の達成についてにお答

えいたします。

　受け入れ条件が整えば退院が可能な精神障害者は、

平成18年に各精神科病院に実施した調査によると827

名となっておりますが、平成23年度末までの沖縄県障

害福祉計画においては、数値目標600名の退院を目指

しております。

　現在、市町村や関係機関・団体等と連携し、同計画

に定める福祉サービスの基盤整備を図り、退院促進支

援事業を実施する等、目標達成に向けて取り組んでい

るところでございます。

　続きまして、病院の取り組みについてにお答えいた

します。

　ほとんどの病院におきましては地域連携室等を設置

し、退院に向けての調整及び関係機関と連携した退院

後の支援を行っています。

　また、独自の退院準備プログラムを実践し、退院促

進に力を入れている病院や、県が実施する退院促進支

援事業の地域自立促進協議会に積極的に参加し、地域

のサービスを活用しながら退院促進を図っている病院

もあります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　中小企業基本条例の

御質問の中で、沖縄県中小企業の振興に関する条例

（案）の制定に当たっての基本的な視点及び評価基準

についての御質問にお答えします。

　本条例案は、関係法令や他県の条例を参考にしつ

つ、島嶼県であること、小規模零細企業が多いこと等

の事情を考慮しております。

　具体的には、第３条に規定する基本理念において、

中小企業が離島その他の地域における経済の活性化及

び県民生活の利便性の向上に重要な役割を果たしてい

るという基本認識を示しております。

　また、第10条に規定する、県が施策を実施する上で

配慮すべき事項として、経営資源の確保が困難な場合

が多い小規模企業者に対し、その経営の状況に応じ必

要な考慮を払うことを定めております。さらに第７条

で、施策の策定過程において、中小企業関係者の意見

を聞く手続を具体的に規定する等、これまで以上に中

小企業関係者と緊密に連携し、中小企業の振興施策を

充実させることを重視しているところが特徴となって

おります。

　次に、条例第３条の規定についての御質問にお答え

します。

　第３条は、中小企業が本県経済の発展や県民生活の

向上に果たしている重要な役割を認識するとともに、

中小企業の振興に関する理念として、中小企業者の自

主的な努力が助長されること、中小企業の事業活動の

活性化による地域の活性化が中小企業の成長発展をさ

らに促進させることを規定しております。
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　小規模企業者への配慮については、第10条におい

て、経営資源の確保が特に困難であることが多い小規

模企業者の事情を踏まえ、小規模企業の経営の状況に

応じ、必要な考慮を払うことを規定しているところで

あります。

　次に、第６条の規定についての御質問にお答えしま

す。

　本条例案では、第４条において、県は、基本理念に

のっとり、中小企業の振興に関する施策を総合的に策

定し、及び実施する責務を有すると規定しておりま

す。

　第６条では、第４条の県の責務を踏まえ、県が中小

企業施策を総合的に実施するため、経営革新の促進、

創業の促進、経営基盤の強化、資金調達の円滑化等の

基本方針を定めております。県は、この基本方針に基

づき、中小企業の振興に関する施策を講ずることとし

ております。

　次に、カジノに関する御質問の中で、カジノ導入に

よる勤労・勉学意欲の低下、女性の人権問題、風紀の

乱れ、住・教育環境等の悪化について一括してお答え

します。

　御指摘のように、カジノの導入により青少年や地域

環境への影響が生じる可能性や、女性の人権問題など

への懸念があることについては承知しております。

　このような社会的な影響に対しては、現在、カジノ

を導入している諸外国では徹底した入場者のチェッ

ク、厳格な監視・パトロール体制の構築など、さまざ

まな対策が講じられております。

　したがいまして、カジノ・エンターテインメントの

導入の検討に当たっては、厳正な管理体制の構築を含

め、御指摘の問題に対し、いかに有効な対策を講ずる

ことができるかが重要であると考えております。

　次に、暴力団等の関与による治安の乱れについてお

答えします。

　御指摘のような問題については、厳格なライセンス

制度の導入など、制度・仕組みの整備に徹している地

域も見られ、このような地域においては犯罪誘発の可

能性が極めて小さいことが報告されております。

　これらのことから、カジノ・エンターテインメント

の導入の検討に当たっては、官民による厳正な管理体

制の確立を含め、いかに有効な対策を講ずることがで

きるかが重要であると考えております。

　次に、ギャンブル依存症対策についてお答えしま

す。

　県が実施した「エンターテイメント事業可能性調査

報告書」によると、ギャンブル依存症については、米

国ゲーミング影響調査委員会等がプレーヤー人口の１

ないし２％前後がギャンブル依存症に陥るとしている

と報告されております。このようなギャンブル依存症

に対しては、入場制限や収益の一部を依存症対策へ充

てるなど、さまざまな対策が講じられております。

　カジノ・エンターテインメントの導入の検討に当

たっては、ギャンブル依存症対策を含め、懸念される

課題に対し、いかに有効な対策を講ずることができる

かが重要と考えております。そのため、カジノ・エン

ターテイメント検討委員会では、カジノ・エンターテ

インメントを導入する場合の課題、対応策等について

調査検討を進めているところであります。

　次に、雇用問題に関する御質問の中で、ワーキング

プアと日雇い派遣についてお答えします。

　労働者派遣法に基づく登録型派遣の一形態である日

雇い派遣については、安定した収入が確保できない、

職業能力の開発の機会が少ない、雇用が不安定である

といった問題などが指摘されており、労働者派遣制度

の見直しが求められております。

　このため、国においても、学識経験者の参画する

「今後の労働者派遣制度の在り方に関する研究会」を

発足し、派遣の考え方、派遣労働者のあり方など、労

働者派遣制度の法的・制度的な考え方について専門的

な検討が進められております。

　県においては、労働者派遣制度について現在国が進

めている検討を踏まえつつ、適切に対応したいと考え

ております。

　次に、雇用契約や派遣契約においてさまざまな問題

が発生しているが、県の認識と対応についてにお答え

します。

　雇用契約や派遣契約においてさまざまなトラブルが

あることは承知しております。

　沖縄労働局では、このようなトラブルの発生を未然

に防止するため、求人企業や派遣事業者に対し、求職

者に誤解を与えるような誇大広告の中止や労働条件に

ついて明確に説明をするよう強く指導しております。

　県では、労政・女性就業センター及び県外事務所に

おいて相談窓口を設け、相談に応じております。ま

た、労働大学講座やセミナーの開催、「働く人のベー

シックガイド」を作成・配布するなど、求職者に対す

る意識啓発を行っております。昨年９月には沖縄労働

局と連携し、県内求人誌との意見交換会を開催し、適

正な求人広告を行うよう求めたところであります。

　次に、地球環境問題に関する御質問の中で、火力発

電所の設備容量についてお答えします。

　京都議定書の基準年である1990年度の本県における
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火力発電所の設備容量は、約132万7000キロワットと

なっています。2005年度では約223万8000キロワット

となっており、1990年度と比較して91万1000キロワッ

トの増加となっております。

　次に、自然エネルギーの導入状況についてお答えし

ます。

　本県では、自然エネルギーの大半を太陽光発電と風

力発電が占めております。

　これらのエネルギーの本県における導入状況は、

「沖縄県新エネルギービジョン」を策定した平成12年

度と平成19年11月末日を比較しますと、太陽光発電が

約2000キロワットから約１万4000キロワットになり、

１万2000キロワットの増加、風力発電が約１万キロ

ワットから約１万9000キロワットへ、9000キロワット

の増加となっております。

　次に、原油高騰による県経済への影響の御質問の中

で、トラック運送業者など燃料油を使う事業者からの

実態把握についてお答えします。

　地域の商工会や事業者等からの聞き取りによります

と、運送業、クリーニング業、製造業などにおいて、

燃料費の高騰による物流コストや製造コスト等の上昇

により収益が圧迫されている状況にあり、企業におい

ては、経費削減、仕入れ先の変更、制度資金を活用し

た運転資金の借り入れなどにより対応しているものの

厳しい状況にあります。

　このような状況を踏まえ、県においては、原油価格

高騰の影響を受け、国のセーフティーネット保証制度

の対象として認定された中小企業者については、保証

枠の拡大にあわせて割安な保証料及び低金利での融資

を行っております。

　平成20年度においては、県融資制度において、原油

高騰対策支援資金の創設並びに機械類貸与制度におい

て損料補てん及び省エネルギー診断・助言の支援策を

検討しているところであります。

　次に、沖縄金融センター可能性調査事業の御質問の

中で、金融特区を沖縄の優位性と位置づける理由につ

いてお答えします。

　名護市は、我が国で唯一金融特区に指定されてお

り、「みらい１号館」、「みらい２号館」などのイン

テリジェントビルも整備されております。

　また、県や名護市は人材育成を積極的に進めるなど

の支援策を実施しております。その結果、現在、名護

市には12社、611人の雇用が創出されております。

　金融特区に進出している企業の中には、中国香港株

を取り扱う証券会社や為替取引を行う金融機関などが

あります。

　県としては、これまでの実績を踏まえ、さらなる企

業誘致を積極的に進めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、アジアにおける沖縄の地理的・歴史的優位性

についてお答えします。

　アジアとの近接性を生かした事例として、高度に発

達した情報通信技術を活用し、現在、東京、沖縄及び

中国とを通信インフラで結び、グローバルな物流ビジ

ネスを展開している企業等が立地しております。

　グローバル化が進む中で、今後、沖縄の地理的優位

性を活用したこの形態のビジネスがさらにふえるもの

と期待しております。

　次に、ＧＩＸ（グローバル・インターネット・エク

スチェンジ）の優位性について。

　沖縄ＧＩＸ構築事業は、沖縄―香港間の通信環境を

構築するものであり、平成19年12月に沖縄から直接香

港までの通信が可能となっております。

　現在、我が国の情報通信は東京に一極集中してお

り、国内各地域でアジアへ通信を行う場合、東京から

アメリカを経由しアジア地域へ接続しております。今

回の事業により、沖縄から直接香港などアジアへの通

信が可能となっております。

　アジアに近い沖縄は、他地域に比べ通信速度が速い

等の高品質なサービスが可能となります。この優位性

によりさらなる情報通信産業の集積が見込まれます。

　平成21年度までは実証実験として県が支援してまい

りますが、平成22年度から民間主導による事業化を見

込んでおります。

　次に、沖縄金融センター構想に関する県の見通しに

ついてお答えします。

　現在、政府において「アジア・ゲートウェイ構想」

の中で、アジアに開かれた金融センターの構築に向け

た取り組みをしているところであります。

　その中で、証券・資金決済を一体として行う集中決

済システムの創設など、国際的に泰色のない金融資本

市場インフラ等の構築や、アジア国際債券市場の創設

が検討されております。

　沖縄県において、アジアに近接している地理的優位

性を活用し、その機能の一部を担えないか調査検討し

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは、さとう

きび新価格制度による原料代金についての御質問で、

さとうきびの原料代金と事務経費については、関連し
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ますので一括してお答えいたします。

　さとうきび原料代金は、製糖工場からの取引価格と

経営安定対策に基づく国からの交付金から成ります。

　農家への原料代金の支払いについては、取引価格の

全額と交付金の８割をまとめて支払いし、交付金の残

り２割については地域の製糖終了後、精算払いするこ

とになっております。

　次年度の交付金の支払い方法については、国、農畜

産業振興機構、ＪＡから成る「さとうきびに係る交付

金の支払い手続きに関する協議会」において、平成19

年度の実施状況などの検証や、その結果を踏まえて検

討することになっております。

　県としては、今後、当協議会における検討状況も踏

まえ、交付金の支払い方法や事務経費等について、Ｊ

Ａ等と連携しながら国に対して要請していく考えであ

ります。

　次に、原油高騰による県経済への影響についての御

質問で、原油高騰による農家及び漁業者への影響につ

いてにお答えいたします。

　漁船やボイラーの燃料である重油の価格は現在85円

となっており、平成17年４月に比べて約２倍に値上が

りしております。

　漁業者については、漁業経費に占める燃油の割合が

従来の約20％から30％に上昇するなどの影響が出てお

ります。

　また、ハウス栽培のうち、マンゴー栽培農家の一部

において着果安定のため、一時期加温を行っておりま

す。

　同じく原油高騰による県経済への影響についての御

質問で、マグロ漁業への原油高騰の影響についてにお

答えいたします。

　県内の漁船の総数は4818隻で、そのうち10トン未満

の漁船は4671隻と全体の97％を占めております。ま

た、10トン以上のマグロはえ縄漁船は93隻となってい

ます。

　漁業者は、経済速度での航行や漁具の改良、漁業情

報の共有など、省エネ操業に努めておりますが、燃油

高騰などにより操業を休止している漁船も数隻あると

聞いております。

　国では、水産業燃油価格高騰緊急対策として、燃油

使用量を抑制するための省エネ型漁業への転換に対す

る支援、流通効率化のための燃油タンクの整備、漁業

経営を支援するための低利の融資などを行うことと

なっております。

　また、水産業構造改善事業による給油施設の整備や

沿岸漁業改善資金による省エネ型エンジン設置等に対

する無利子の貸し付けを行うとともに、効率的な操業

を支援するため水産海洋研究センターによる漁場情報

の提供を行っております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　地球環境問題との関

連で、石炭火力と天然ガス火力の二酸化炭素排出量と

県内における温室効果ガス総排出量の現在の到達点に

ついてお答えいたします。

　財団法人電力中央研究所の報告書によりますと、発

電量１キロワットアワー当たりの二酸化炭素排出量

は、石炭火力で975グラム、液化天然ガス火力で519グ

ラムとなっており、石炭火力はＬＮＧ火力の約２倍の

排出量であります。

　また、温室効果ガス総排出量の現在の到達点は、昨

年度推計した平成15年度で約1449万トンと基準年であ

る平成12年度比で11.3％増加となっております。

　次に、環境アセスとの関連で、中止を念頭に置いた

事前調査を継続するのは矛盾してないかという御質問

と、現況調査の開始時期及び理由についての御質問に

ついて一括してお答えいたします。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例におい

て、調査の実施自体を事業者があらかじめ行うことに

ついて特に妨げておりません。

　沖縄防衛局が実施している環境現況調査は、環境影

響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法が選定

されていない段階において、公共用財産使用協議によ

る同意に基づき、事業者の責任と判断において実施さ

れております。

　アセスメント調査については、沖縄防衛局におい

て、今後、方法書に対する知事意見や追加・修正資料

に対する県の意見及び住民等意見を踏まえ、環境影響

評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法を決定

し、これに基づいて適切に実施する必要があります。

　なお、公共用財産使用協議により同意した内容以外

の調査については、当該調査を中止するよう申し入れ

ております。

　次に、同じく環境アセスとの関連で、ジュゴンの予

測、評価手法についてお答えいたします。

　昨年12月21日及び本年１月21日の知事意見において

は、「予測の手法については、重点化として、当該事

業の実施による環境影響の程度を定量的に把握できる

手法を選定すること。」を求めております。ＨＥＰ、

いわゆる「ハビタット評価手続き」は、定量的な評価

手法として、１つに、潜在的な環境価値（ハビタット
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価値）を評価対象としていること、２つ目に、時間軸

を考慮した評価であること、３つ目に、シンプルでわ

かりやすいこと、４つ目に、状況に応じて簡易なもの

から高度なものまでさまざまな評価レベルを選ぶこと

が可能なことなどが挙げられております。

　沖縄防衛局においては、生態系に係る知事意見を勘

案し、ＨＥＰも含め適切な予測手法を選定する必要が

あると考えております。

　次に、方法書の出し直しについてお答えいたしま

す。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例におい

ては、方法書手続から再度実施しなければならない場

合の要件を明記しております。

　法に基づく埋め立ての事業については、新たに埋立

区域となる部分の面積が修正前の埋立区域の面積の

20％以上であること、条例に基づく飛行場の設置の事

業については、滑走路の長さが20％以上増加するこ

と、新たに飛行場の区域となる部分の面積が10ヘク

タール以上であることが規定されております。

　事業者から提出された追加・修正資料はそのいずれ

の要件にも該当しないことから、方法書手続の再実施

を求めることは困難であると考えております。

　次に、原油高騰による県経済への影響についての御

質問で、2004年と比較したガソリン、軽油、重油の価

格についてお答えいたします。

　県では、沖縄県消費生活条例に基づき、毎月石油製

品や食料品などの生活関連物資37品目40銘柄について

小売価格調査を行っております。

　この調査によりますと、レギュラーガソリンの県平

均小売価格は、2004年１月時点では１リットル当たり

税込み価格106円に対し、2008年１月は税込み価格153

円となり、47円の上昇、約1.4倍となっております。

　また、軽油の県平均小売価格は、2004年１月時点で

１リットル当たり税込み価格86円に対し、2008年１月

は税込み価格135円となっており、49円の上昇、約1.6

倍となっております。

　重油につきましては、財団法人日本エネルギー経済

研究所石油情報センターが2007年から調査を始めてお

りますが、この調査によりますと、産業用Ａ重油の九

州・沖縄局の平均価格は2007年１月時点では１リット

ル当たり税抜き価格68.2円に対し、同年12月には税抜

き価格85.1円となっており、この１年で16.9円の上

昇、約1.2倍となっております。

　次に、消費者物価全般への波及の把握についてお答

えいたします。

　県の生活関連物資価格動向調査によると、現段階で

は小売価格の大幅な上昇は見られないものの、小麦や

大豆等に関連する商品について徐々に値上がり傾向が

見られます。

　平成19年12月の県内平均小売価格を前年同月と比較

すると、家庭用小麦粉１キログラムは６円上昇、

3.3％上昇し189円、食パン１袋は２円上昇、1.1％上

昇し191円、食用油1.5キログラムは23円上昇し407

円、６％の上昇となっております。

　また、政府は昨年10月に続き、ことし４月から小麦

の政府売り渡し価格の30％値上げを決定しており、県

内においてもパン、めん類など、小麦を原材料とする

加工食品への影響が懸念されます。

　県としては、今後とも県民の消費生活の安定確保を

図る観点から、生活関連物資の価格動向を注視し、物

価監視と県民への情報の提供に努めていきたいと考え

ております。

　次に、原油の高騰に関する対策本部の設置について

お答えいたします。

　最近の原油価格の高騰については、ガソリン、軽油

等の石油製品だけでなく、製造・流通・販売のコスト

を通してさまざまな商品価格への影響が懸念されると

ころです。

　県では、昨年12月に年末物価対策の一環として、沖

縄県石油商業組合と石油製品の価格や需給動向等につ

いて情報交換を行い、便乗値上げの防止等について協

力依頼を行ったところです。

　また、原油価格の高騰に関する対応の一つとして、

生活関連物資価格動向調査から速報値を公表するな

ど、県民に対する迅速な情報提供に努めております。

　対策本部の設置につきましては、今後とも原油価格

の動向を注視し、関係各部で構成する沖縄県消費者行

政連絡会議の活用など、さまざまな角度から検討して

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　外間久子君。

○外間　久子君　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後５時24分休憩

　　　午後５時28分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　外間久子君。

　　　〔外間久子君登壇〕

○外間　久子君　知事は、米軍の凶悪犯罪について

は、要するにグアムに8000人の軍隊を派遣するからそ

れでカバーできるというふうな、そういう趣旨の答弁

だったんですが、米軍再編が進められて、米軍再編そ
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のものというのは、沖縄県においては基地の強化にし

かなってないじゃないですか。その海兵隊が8000人グ

アムに行きますか。海兵隊は残るわけでしょう。これ

についてきちっと答弁をしていただきたいと思いま

す。

　あと１点ですけれども、知事はそういうふうに答弁

の中で米軍再編を絡ませての答弁ですけれども、そう

であれば、沖縄の米軍基地というのは日本の防衛だと

いうふうに知事はお考えなのか、それについてちょっ

と御答弁願いたいと思います。

　次ですけれども、精神障害者……

　ちょっと休憩。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後５時29分休憩

　　　午後５時30分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○外間　久子君　精神障害者の問題ですけれども、や

はり私は、県の課題として、推進する方向として一つ

問われているのは、障害者の一般就労が地域の中でど

のように移行されているのか、これについて答えてく

ださい。

　障害者の居住の問題でグループホームの問題が答弁

があったんですが、現在どれくらいのグループホーム

ができているのか。グループホームに入るにしてもい

ろいろ条件があって厳しいと思うんですね。国の基準

がいろいろ問題あると思うんです。その問題が何であ

るのか。

　あと１点、やはり居住するためにはサポートすると

ころがないとだめだと思う。サポートするのがどれく

らいあるのかということをお願いしたい。

　それから病院との関係では、どれくらい病院の方か

らの申し込みがあるのか。そして実際600人ですか、

この600人を移行させるために実際それが可能なの

か。居住との関係でも職場との関係でもどんな手だて

をとるのか、ひとつこれを答弁願いたいと思います。

　あと１つは、やはり私は大変この精神障害者の問題

は難しいと思う。病院がモデルにならなきゃだめだと

思うんですね。だから、そのモデルにするためには私

は県立の精和が中心にならないといけないと思うん

で、県立の精和が今やっている事業というのはどんな

ことをやっているのか、ちょっと報告願いたいと思い

ます。

　次ですけれども、今、基本条例の問題ですけれど

も、今回提案されておりますこの基本条例、やはり私

は１つには、この地域振興の理念というのをもっと明

確にやはりこの条例の中にうたうべきだと思うんです

ね。同時に、目標達成のための行政の責任ということ

ももっと明確にしてもらいたい。そのためには予算が

どうなっているかということもうたわれていない、具

体的なニーズにこたえるための仕組みも入っていな

い、こういうことをどう補強するかということを答弁

していただきたい。

　基本的には、中小企業の皆さん方の要求である、や

はり経営基盤が大変厳しいと、この経営基盤の強化の

ためにどうするかということ。

　それから零細企業、中小企業の皆さんが、１つには

受注をする機会の確保を県がきちっと与える、つくっ

てもらいたい。受注の機会の確保というものを中小企

業の皆さんから私の方にもあります。これをどうする

かの問題が一つ。この中できちっとうたわれるべきだ

と私は思うんだけれども、うたわれていないんで、こ

れはどうするのかということをひとつ御答弁願いたい

と。

　それからカジノの問題ですけれども、県の認識を聞

きたいんだけれども、ギャンブル依存症に対する社会

的認知度が今あるのかどうか、この認知度について

ちょっと答えていただきたいと思います。

　あと１つですが、雇用の問題です。知事の公約であ

る雇用の問題。

　今度、雇用の問題にうんと力を入れていらっしゃる

けれども、力を入れた割には、昔は労働商工部という

部だったけれども、労働商工部がなくて観光商工部

で、労働がどこかに消えてなくなった。私は労働の分

野をもっと行政の中で厚みをつけなければならない、

人事の配置もやらなければならないと思うんですよ

ね。やはりこういうことをやらないことには、実際、

この失業問題、沖縄の実態というのはつかめないん

じゃないかと思うんですが、それは体制の強化はどう

するのかと。

　それから職業安定計画の素案を読ませてもらいまし

た。そこで若年者の支援もうたわれておりますけれど

も、その若年者の支援の実態を把握するということ。

実態をつかまないことには支援のやりようがないん

じゃないかなと思うんですね。県は今、先ほどの答弁

ではいろいろ求人広告を出したとかと言っているけれ

ども、やはり支援するためには実態をまずつかまな

きゃならないんだけれども、この調査をやる考え方が

あるかどうかひとつお伺いしたいと思います。

　それからグッジョブ運動の中で企業誘致がうたわれ

ております。それは情報と製造業１万7000人。ところ

が私は、今、企業誘致に全面的に知事も力を入れてい

らっしゃるけれども、誘致をするにしても、県として
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相手の企業に対して雇用の条件をつけること。全部非

正規とか、あるいは非正規じゃなくても、何年かごと

に正規にきちっと、年度ごとにどれだけ更新するかと

いうこの条件をつくるということは必要だと思うんだ

けれども、この件についてはひとつ御答弁願いたいと

思います。

　それから地球環境問題なんですけれども、１つに

は、この温室効果ガスの総排出量に占める二酸化炭素

の割合は基準年に比べてどれくらい、何％ふえている

のか。あるいは二酸化炭素の排出量の部門別の増減は

どうなっているのか。それから総排出量に占める電力

の部門は全体の何％になりますか。

　それから電力の燃料の種類別はどうなっているの

か。沖縄電力の燃料の種類別はどうなっているのか。

　それから電気事業者が石炭から天然ガスへの転換、

あるいは風力発電、そういう新エネルギーを導入する

ために電気の単位の供給当たりの二酸化炭素はどれく

らいの排出量を削減することができるかどうか、これ

に答えていただきたい。

　それから家庭の排出量が県全体のどれくらいを占め

ているのか。

　あと１つ、ヤンバルの山、海が米軍基地の演習で破

壊されておりますが、米軍の演習による二酸化炭素の

排出量はどれだけなのか、これに答えていただきたい

と思います。

　後は原油高騰の問題ですけれども、やはり資金面の

援助をやるということはこれは大切なことだと思いま

す。ところが、資金面を無理して貸すけれども、返さ

なきゃならない。ところが今困っていらっしゃる人

は、現物が欲しいと言っている、油が欲しいと言って

いるんですね。

　今、国が持っている石油の備蓄法という法律がある

そうですが、これはそういう状態になると国が放出す

ることができるという法律。やはり私は、県から今の

状態にこの法律を活用させるために、国に対してき

ちっと物を言うことが必要だと思うんです。そういう

要求をやるべきだと思うんですが、それはどうです

か。

　それから、きょうの新聞にも出ていた揮発油の税制

の暫定税率の上乗せ。やはり今の原油の高騰の中でこ

れをゼロにさせることができることだと思うんです

ね。これも活用させる方向を国に向けてやるべきじゃ

ないかなと思うんです。

　また答弁によって再質問します。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後５時37分休憩

　　　午後５時42分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　ただいまの外間久子君の再質問に対する答弁は、時

間の都合もありますので休憩後に回したいと思いま

す。

　休憩いたします。

　　　午後５時42分休憩

　　　午後６時24分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前の外間久子君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　外間久子議員の再質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、再編は基地強化なのか、海兵隊は移転

するのかというような御趣旨の御質問だったと思いま

す。

　これにつきましては、平成18年５月に合意されまし

た「再編実施のための日米のロードマップ」におきま

して、8000人の海兵隊員のグアムの移転が示されてお

るのを申し上げたところでございます。

　次に、米軍基地が日本の防衛になっているかという

ような御趣旨の御質問だったと思います。

　米軍は、日米安全保障条約に基づき、日本国の安全

に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の

維持に寄与するため我が国に駐留しているということ

になっております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　精神障害者の一般就

労に向けての取り組みについての御質問にお答えいた

します。

　障害者自立支援法では就労支援の強化を目指してお

り、一般就労に結びつける就労移行支援事業が創設さ

れました。また、障害者の雇用率に精神障害者を含め

る改正が行われたところであります。

　雇用サイドのジョブコーチ支援や障害者就業・生活

支援センターの活用など、連携して進めているところ

でございます。

　続きまして、精神障害者を対象としたグループホー

ムについてでございますが、精神障害者を対象とした

グループホームは23施設あり、その定員は222名と

なっております。

　続きまして、居住サポートについてでございます
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が、適切な相談支援の充実や精神障害者への理解を深

めるための普及啓発を進めているところでございま

す。

　市町村では、住居入居等支援事業を23年度末までに

34カ所を実施することとしております。

　続きまして、退院促進事業における病院からの申し

込みなんですけれども、11名の申し込みとなっており

ます。それ以外に市町村独自の取り組みもあります

し、それから病院独自の取り組みもあり、連携して総

合的にやっていきたいと考えております。

　続きまして、県立病院での地域連携等なんですが、

地域連携室を置いて院内で地域活動支援センター等と

交流したり、茶話会を実施したりいたしまして、退院

後の生活をイメージさせ、また地域活動支援センター

や社会復帰施設等の見学を実施したりしております。

それ以外にも退院前に保健所等と調整会議を実施す

る、こういうことで促進を図っているところでござい

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　地球環境問題につい

ての再質問にお答えいたします。

　１つ目に、温室効果ガス総排出量に占めるＣＯ２の

割合は、基準年に比べ何％増加しているかという趣旨

の御質問にお答えいたします。

　平成15年度の推計によりますと、基準年に比べ

152.1万トン増加しており、12.4％の伸びとなってお

ります。

　次に、部門別の二酸化炭素排出量はどうなっている

かという趣旨の御質問にお答えいたします。

　平成15年度の推計による構成比では、産業部門が

16.5％、運輸部門が28.3％、民生部門が52.1％、工業

プロセス部門が2.1％、廃棄物部門が１％という構成

比になっております。

　次に、電力部門は総排出量の何％を占めるかという

趣旨の御質問にお答えいたします。

　県内における温室効果ガス総排出量は、平成15年度

で約1449万トンであり、そのうち電気の使用に伴う排

出量は約750万トンとなっており、全体の半分約52％

を占めております。

　次に、家庭からのＣＯ２の排出量はどうかという御

質問にお答えいたします。

　家庭からのＣＯ２排出量は、先ほどの民生部門の

52.1％の中で、家庭からのＣＯ２排出量はＣＯ２総排

出量の21.4％を占めている状況にございます。

　次に、米軍演習によるＣＯ２排出量はどうなってい

るかという御質問にお答えします。

　米軍からのＣＯ２排出量につきましては、米軍との

環境担当者の会議等において資料の提出を求めている

ところでございますが、現段階において資料の提出が

ないため把握されてない状況にあります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　再質問の中で、中小

企業に関する条例は県民や生産産業従事者を元気にす

る内容になっているかという御質問にお答えします。

　中小企業の振興に関する施策を総合的に推進するた

め、基本理念、基本方針、関係者の意見を反映する手

続、その他を講ずる措置を定めており、中小企業振興

に役立てたいと考えております。

　それからニーズに対応した仕組みとなっているかと

いう御質問にお答えします。

　地域の振興に関しましては、第３条に規定し、県の

責務は第４条、財政上の措置については第12条に規定

し、第７条で関係者の意見を聞くという仕組みを設定

してございます。その仕組みの中で中小企業の振興に

努めてまいりたいと考えております。

　それから経営基盤の強化と受注機会の確保について

お答えします。

　経営基盤の強化は、基本方針に規定しており、受注

機会の確保については経営基盤の強化の施策の一つと

して位置づけております。

　それからギャンブル依存症の認知度についてお答え

します。

　先ほどもお答えしましたけれども、平成14年度に

行ったエンターテイメント事業可能性調査におきまし

ては、プレーヤー人口の約１ないし２％がギャンブル

依存症に陥るという報告があります。

　県においては、それらの対応に向けて管理体制をど

うしていくかということが重要だというふうに考えて

おります。

　それから労働部門の組織の強化についてお答えしま

す。

　本県の完全失業率の全国平均化に向けて平成10年度

から産業政策課に雇用創出戦略スタッフ４名を新設し

たところであります。

　目標達成に向けて各関係部局と連携をとりながら、

関係機関とも連携をとりながら、失業率の全国平均化

に向けて努力していきたいと思っております。

　それから若年者の雇用実態についての御質問にお答
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えします。

　今年度、第３次沖縄県職業安定計画とあわせて調査

を実施しているところであります。また、国において

も県の実施しております産業・雇用拡大県民運動

（グッジョブ運動）と連動して調査を行うというふう

に聞いております。

　それから、企業誘致において雇用条件を設定すべき

という御質問にお答えします。

　特別自由貿易地域、情報振興地区、それから金融特

区、それから企業立地促進条例による補助金について

は、10から20名以上の雇用要件を課しているところで

ございます。

　それから通信コスト低減化支援事業においては、３

年間で20名以上の県内新規雇用を条件づけておりま

す。

　それから原油高騰に関連して、緊急の減税対策等の

意見を国に求める考えはないかということについてお

答えします。

　国は、原油高騰に対するセーフティーネットの対策

を設けてありますが、現行の対象業種が53で、これが

今年度３月31日まで現行53業種で切れることになって

おりますが、これを６月30日まで延長する方針を２月

中に決めるというふうに聞いております。それから県

は４月から県融資制度を創設する予定であります。

　以上の施策の状況を見ながら、原油高騰への対応を

やっていきたいというふうに考えております。

　それから沖縄電力における燃料別構成比についてお

答えします。

　沖縄電力における電力構成比は、平成18年度現在で

石炭が76％、石油が23％、新エネルギーその他１％と

なっております。

　沖縄電力では平成23年度までに温暖化対策に資する

液化天然ガスの導入を予定しており、導入時における

燃料別構成比は石炭が50％、石油17％、液化天然ガス

33％、新エネルギーその他は約１％となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　外間久子君。

　　　〔外間久子君登壇〕

○外間　久子君　１つには、精神障害者退院促進事業

については、やはり私は、退院させるための数値目標

を達成するためには職親制度を開拓するということと

同時に、もう少し県の精和病院を一つのモデルにした

事業の展開ができないものかというのを聞いています

ので、これについても御答弁願いたいと思います。

　あと１つですけれども、先ほどの企業誘致で20名の

雇用をということを条件にしていらっしゃるというこ

とでしたが、この20名の雇用の場合は非正規なのか正

規なのか。私は、非正規で雇っても段階的に１年置き

に正規の労働者はどれくらいに切りかえるという、こ

ういうふうな条件をつけるべきだというのが私の質問

ですので、これに答えていただきたいと思います。

　最後ですけれども、先ほど知事は負担軽減というこ

とでグアムへの移設があるということをおっしゃった

んですが、8000人が移動するということですが、沖縄

に海兵隊がどれだけ残るかということが１つと、やは

り今、少女の問題を本当にいろんな面からサポートし

ていくためには、私たち沖縄県民が諸悪の一番の根源

になっているのが基地であり、海兵隊であれば、この

問題についてきちっとメスを入れるということをやら

ないことには、この少女の問題というのは解決できな

いと思うんですね。だからそういう意味では、海兵隊

が行くというけれども、どれだけ残るかというのが怪

しいんで、この問題がどうなっているかということ。

　あと１つ、先ほど日本の防衛のために安全に寄与す

る国際条件とかとおっしゃったんですが、日本の防衛

とは関係ないと思うんですね。実際、アメリカの先制

攻撃の足場になっているし、イラクへの戦争で出撃基

地になっているということでは、決して沖縄にある米

軍基地は日本の防衛のための基地になってないと思う

んですが、この辺についての見解をお伺いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後６時40分休憩

　　　午後６時42分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　外間議員の再々質問のう

ち、２点お答えいたしますが、まず第１に、8000人の

海兵隊がグアムへ移転すると何人残るかという御質問

だったと思うんですが、定数で１万8000人と言われて

おりまして、8000人引きますと１万人残るということ

に相なります。

　次の、日本の防衛に役に立ってないのではないかと

いう再々質問につきましては、在沖米軍基地の運用は

日米安保条約に基づき行われており、先ほど申し上げ

たような日本のエリアの防衛に役に立っていると理解

いたしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　企業誘致に係る雇用
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条件の再々質問ですが、雇用条件を設定しているのは

常用雇用ということで条件をつけてございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後６時43分休憩

　　　午後６時44分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　精和病院の方でやっ

ている事業なんですけれども、うちの方でお願いして

いる事業ですので、こちらの方で答えさせていただき

ます。

　先ほどの精和病院での退院促進事業ですけれども、

一応、地域連携室を置きまして実施しております。

　職親制度の利用なんですが、これは患者さんを通院

患者リハビリテーション事業として実施しておりまし

て、現在100名をやっております。平成18年度は126名

の実績となっております。もちろんこの事業の拡大と

いうんでしょうか、それを活用していくことと、現

在、地域連携室を設けているほかの事業にも拡大して

いきたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　外間久子君。

　　　〔外間久子君登壇〕

○外間　久子君　知事、やはり認識を変えていただか

なきゃ困ると思うんですよ。負担軽減にはなってない

し、県内移設だし、しかも１万人残る。やはり私は、

改めて知事の認識を変えていただいて、海兵隊をなく

すという立場に立たないことにはまた同じような少女

の事件が起きてくると思うので、ひとつここはきちっ

とやっていただきたいということを御要望申し上げま

して終わります。

○議長（仲里利信君）　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　執行部も議員諸侯もお疲れでありま

しょうから、ひとつ再質問がないように明確にお答え

ください。

　１番、知事の政治姿勢について。

　茨、今回の少女の事件についての知事の対応に対し

てマスコミなどで疑問符がつけられている。それはこ

の事件で普天間移設などの基地問題に影響を与えるこ

とを避けたいとの思いが先行しているのではないかと

いうことである。真意を伺う。

　芋、このような事件は米軍基地あるがゆえのもので

ある。知事は安保条約を認める立場で沖縄の米軍基地

の存在との関係でどのような見解を持っているか。

　鰯、この際、県として海兵隊の全面撤去要求を打ち

出すべきではないか。知事の基本的見解を問う。

　允、米国連邦地裁のジュゴン保護のためのアセスメ

ント実施判決に対する知事の所見を伺う。

　２番、基地問題について。

　茨、環境アセスメントについて。

　ア、１月21日に出された知事意見で県審査会が答申

した事前調査の中止を求めなかったのはなぜか。

　イ、「書き直し方法書」について、ジュゴン調査期

間の複数年実施やヘリの離発着回数などの明示がなく

極めて不十分である。県の見解はどうか。

　ウ、「書き直し方法書」が対象事業の内容などで多

くの追加がある。当然、公告・縦覧や住民意見等の手

続を要求すべきではないか、知事の見解を伺います。

　エ、昨年12月12日の第５回移設協で石破防衛大臣

は、ことし２月からアセスメント調査を行いたいと表

明している。これに対する県の見解はどうか。

　芋、沖合移動、３年めどの普天間危険性の除去につ

いて。

　ア、昨年12月12日、本年２月７日に開催された移設

協において、石破、高村の両担当大臣の答えはいずれ

もゼロ回答である。今後どのような方法で対処してい

くか。

　イ、飛行ルートについては、緊急時あるいは訓練の

形によっては住宅上空を飛ぶということが日米双方か

ら明らかにされている。Ｖ字型飛行場の意味はどこに

あるか。

　ウ、そのような中で数十メートル沖合に移動させる

実質的意味はどこにあるのか。

　鰯、日米地位協定の改定について。

　ア、この間、地位協定改定のためにどのような対応

を行ってきたか。

　イ、日米地位協定は安保条約第６条を受けて策定・

締結されたものである。したがって、同協定は条約第

６条の全土基地方式かつ基地の自由使用という原則に

貫かれている。県の要求している地位協定の改定は当

然に安保条約の改定が前提になる。県はその認識はお

ありか。

　允、米兵の基地外居住の実態と県の見解を問う。

　印、辺野古で発生した米兵の民家侵入事件につい

て、概要と捜査の現状を問う。

　３番、県行財政運営について。

　茨、400億円前後の収支不足が生じておりますが、

今後の財政運営の見通しについて明らかにされたし。

　芋、これらの収支不足の主たる理由は何か。また、
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これまでの国の三位一体政策等はどのような影響を県

財政に及ぼしているか。

　鰯、「選択と集中」は今予算にどのようにあらわれ

ているか。

　允、新税構想が取りざたされているが、どのような

ものがあり、また今後の取り組みはどうか。

　印、市町村への権限移譲はどうなっているか。移譲

予定件数は幾つで、その目指すところは何か。また、

進瀧状況はどうか。

　４番、環境、地球温暖化防止対策について。

　茨、沖縄県のＣＯ２など削減計画では2000年を基準

年にして10年後には８％削減することになっている。

直近の実績はどうか。

　芋、実効性のある官民挙げた早急な取り組みが求め

られていると思うが、県の具体的な方策を問う。

　鰯、沖縄県公害防止条例にかわる新条例策定作業が

行われているが、その目的と内容について明らかにさ

れたし。

　允、平成18年６月に出された県環境保全条例（仮

称）制定についてという件で、審議会答申はその中で

自動車のアイドリングストップ――空吹かしをやめる

こと――や米軍基地から派生する環境問題について

は、日米地位協定第３条３項に依拠して県条例に織り

込むべきだとしている。どのような取り扱いになるの

か明らかにされたし。条例上でどういう扱いになるか

ということを明確に教えてください。

　５番、雇用対策について。

　茨、仲井眞知事就任１年が経過したが、雇用問題に

対する主たる取り組みとその成果はどうか。

　芋、我が県の非労働力人口は10年前の平成９年より

一貫して増加している。その原因についてどのように

考えているか。また、このようなことが続くと社会に

どのような影響が出てくるか。対応策を含めて示され

たし。

　鰯、大学卒業者の就業について、平成18年度で見る

と卒業者が3648名で、就業、進学などを除いた未就業

者が1094名に上っている。約30％で３名に１名が無業

者である。深刻な問題だと思うが、その原因は何だと

考えるか。また、どのような対策をとってきたか。

　允、失業率のとり方について国勢調査と労働力調査

の間に開きが大き過ぎる。平成７年で見れば3.7ポイ

ントも国調が高い。同じ９月にとってあります。ま

た、全国の差と比べても格段の差があります。全国は

差が少ない。沖縄県の労働力調査には問題があるので

はないか。つまり実態とかけ離れているのではないか

と、こういうふうに私はずっと考えておりますので、

県の見解を示してください。

　６番、教育の課題について。

　茨、学力テストの結果を受け県検証改善委員会はど

のような取り組みを行っているか。

　芋、教員免許を持たない人に特別免許を与え、教員

として採用する制度については多様な人材を教壇に送

り込むという意味で極めて重要であります。本県にお

ける取り組みはどうなっておりますか。

　鰯、地球温暖化など環境問題が緊急かつ地球的な広

がりを持った重要課題となっております。このような

状況の中で全国の学校でも多様な取り組みがなされて

おります。本県においてもＣＯ２削減のため身近なと

ころからできる省エネ運動などを学校で取り組む必要

があります。意識改革が必要であります。取り組みと

決意を教育長に伺います。

　７番、交通政策について。

　茨、県内における慢性的な交通混雑の解消は県政の

大きな課題であります。抜本的解決に向けた県の施策

の方向を示されたし。

　芋、都市モノレールの導入によって那覇市内の混雑

度は緩和されたか。また、モノレールとバスやマイ

カーの有機的連結はどのように進んでいるか。

　鰯、沖縄自動車道について、その利用度を高めるた

めに思い切った料金の軽減措置が必要であります。Ｊ

Ｒ九州や四国、北海道が受けている基金制度のような

もので対応すべきと思うが、県の見解はいかがでしょ

うか。

　允、沖縄振興計画において、軌道系を含む交通シス

テムについて調査検討するということになっておりま

す。いつごろから調査検討に入るのか、知事の見解を

賜ります。これは知事からお答えください。

　８番、県立博物館・美術館の運営について。

　茨、両館の運営について、あり方について専門家や

県民の間から幾つかの指摘が出ております。責任の最

終的所在はだれにあるのか。また、県としてこれらの

指摘にどのようにこたえていくのか明確にされたい。

　芋、館長のあり方など人事も含めて見直すべきでは

ないかと思います。いかがでしょうか。

　９番、北部振興に関して。

　茨、2007年度の北部振興事業の執行状況はどうなっ

ておりますか。

　芋、北部地区医師会より県に対してドクターヘリヘ

の支援要請がなされておりますが、県の対応について

伺います。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕
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○知事（仲井眞弘多君）　玉城議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、今回の暴行被疑事件の普天間飛行場移

設問題への影響などに係る御質問にお答えいたしま

す。

　去る２月10日に発生しました事件は、女性の人権を

じゅうりんする重大な犯罪であり、被疑者の海兵隊員

に強い怒りを感じているところであります。

　在日米軍再編は、沖縄県の基地負担の軽減と抑止力

の維持を図ることを目的に合意されたものであり、海

兵隊のグアム移転や嘉手納飛行場より南の施設・区域

の返還など、沖縄県にある米軍基地の整理縮小につな

がる再編が合意されております。このような合意事項

につきましては、むしろ積極的に進めるべきであると

考えております。

　私は、今後とも政府と協議を重ね、普天間飛行場移

設問題の解決に向け取り組んでいきたいと考えており

ます。

　次に、政治姿勢の中で、海兵隊の全面撤去について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による本県

の過重な基地負担の軽減を求めてきたところでありま

す。

　県としましては、米軍再編で海兵隊司令部及び約

8000名の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴

う嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統

合・縮小が合意されたことは、県民の要望している米

軍基地の整理縮小につながるものであり、確実な実施

がなされる必要があると考えております。

　次に、雇用対策の中で、雇用問題に対する取り組み

とその成果についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　沖縄県では、完全失業率の全国平均化に向けて地域

産業の振興や企業誘致、そして新規産業の創出、求人

と求職のミスマッチの解消、学生のキャリア教育の推

進などに取り組んでいるところであります。

　具体的には、コールセンターとホテル業のミスマッ

チ対策フォーラムを開催し、業界の理解促進と求人・

求職者の意識改善を図ってまいります。

　また、地域の実情に応じた観光、情報通信関連企業

のマッチング支援や看護師の復職支援とともに、キャ

リア教育の推進に向けたジョブシャドウイングの展

開、雇用に関する県民意識を改善するための広報等に

取り組んでいるところであります。

　さらに、雇用の拡大につながる企業誘致や雇用対策

事業等の拡充強化に努めてまいりました。

　今後におきましても、「みんなでグッジョブ運動」

の浸透を図りつつ、完全失業率の全国並み改善に向け

全力で取り組んでまいる所存でございます。

　次に、交通政策についての中で、軌道系を含む交通

システムの調査検討についての御質問にお答えいたし

ます。

　県では、20年から30年後を見据えた長期ビジョンを

策定し、その中で、将来の県土構造のあり方について

も方向性を示していくことといたしております。

　その際、体系的な交通ネットワークの構築を図る観

点から、軌道系を含む交通システムの導入についても

検討していきたいと考えているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　米軍基地との関係につ

いての御質問にお答えいたします。

　日米安全保障体制を含む日米同盟関係は、我が国の

平和と安全を守るため、現在の東アジア情勢を踏まえ

て構築された現実的な安全保障体制であると理解して

おります。

　日米安全保障体制が安定的に維持されるためには、

沖縄の社会的・政治的・経済的安定が必要であり、そ

のためには県民の目に見える形で米軍基地の負担軽減

が図られなければならないと考えております。

　次に、沖合移動等への対処方法についてお答えしま

す。

　これまでの協議会において、知事から、沖合移動や

現在の普天間飛行場の３年めどの閉鎖状態の実現につ

いて政府に強く求めてきました。

　このような中、去る２月７日の協議会の最後に町村

官房長官から、地元から話のあった件についても、密

接に意見交換をしながら協議をしていきたい。沖合へ

という話も念頭に置き、できるだけ早い時期に決着が

図られるよう最大限の努力をしていきたい旨の発言が

ありました。

　普天間飛行場の移設に当たり、地元の理解と協力が

不可欠であることは当然のことであり、今後とも政府

と協議を重ね、進展が図られるよう取り組んでいきた

いと考えております。

　次に、住宅地区上空の飛行についてお答えします。

　Ｖ字型案となった経緯については、名護市及び宜野

座村の住宅地区上空を飛行ルートから回避するため、

両市村と日本政府が交わした基本合意書に基づき、日
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米両政府が合意したものであると認識しております。

　基本合意に至った経緯を考えれば、いかなる訓練に

おいても住宅地区上空を飛行するようなことはあって

はならないと考えております。

　次に、代替施設の沖合移動についてお答えします。

　名護市の可能な限り沖合へ寄せていただきたいとの

要求は、周辺住民の生活環境等に配慮する観点から要

求しているものであり、県としてもその要求に政府が

応じるよう求めているところであります。

　代替施設の具体的な位置については政府から示さ

れ、普天間飛行場移設措置協議会の場において確認さ

れる必要があると考えております。

　次に、日米地位協定見直しの対応についてお答えし

ます。

　県は、日米地位協定の見直しを図るため、昨年８

月、渉外知事会として外務大臣、防衛大臣に要請した

のを初め、機会あるごとに日米両政府に対し要請して

おります。

　最近では、去る２月13日には、来沖した参議院沖縄

及び北方問題に関する特別委員会委員長に対し要請し

たほか、２月15日にも来沖した民主党国会議員に、２

月18日及び19日には、軍転協を通じて内閣官房長官を

初め日本政府と在日米国大使館等に対し要請したとこ

ろであります。

　日米地位協定の見直しと日米安全保障条約との関連

についてお答えします。

　日米安全保障条約第６条では、米軍の施設及び区域

の使用並びに合衆国軍隊の地位については、日米地位

協定によって規律される旨規定されており、現行の日

米安保条約のもとで日米地位協定を改定することは可

能であると考えております。

　したがって、日米地位協定の改定は当然に日米安保

条約の改定が前提になるとの認識はありません。

　米軍人等の基地外居住について。

　米軍によると、平成19年９月時点で米軍住宅検査事

務所に登録されている住宅は6098戸で、そのうち5107

戸が契約されているとのことであります。

　また、外務省によると、平成20年１月31日現在、施

設・区域外に居住している軍人・軍属、家族の総数は

１万748人とのことであります。

　県としては、基地の外に居住する米軍人等の規律の

強化を含め、具体的な犯罪防止に資するような対策を

日米両政府に対し求めていく考えであります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　知事の政治姿勢との

関連で、米国連邦地裁のジュゴン判決に対する所見に

ついてお答えいたします。

　米連邦地裁の沖縄ジュゴン訴訟については、ジュゴ

ンへの影響に関する資料を法廷に提出するよう米国防

総省に命じ、それまでの間は訴訟が保留されているも

のと認識しております。

　本県のジュゴンについては、我が国においても文化

財保護法の天然記念物に指定されていることや、環境

省及び本県のレッドデータブックにおいても絶滅危惧

ＩＡ類に指定されており、その保護については重要な

種であると認識しております。

　県としては、普天間飛行場代替施設建設事業に係る

環境影響評価の手続において、適切かつ十分な環境影

響評価の実施を求め、ジュゴンを含む動植物の保護・

保全や生活環境への影響に十分な配慮がなされるよう

求めていく考えであります。

　次に、基地問題との関連で、事前調査の中止を求め

なかった理由についてお答えいたします。

　環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例におい

て、調査の実施自体を事業者があらかじめ行うことに

ついて特に妨げておりません。

　沖縄防衛局が実施している環境現況調査は、環境影

響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法が選定

されていない段階において、公共用財産使用協議に基

づき、事業者の責任と判断において実施されているも

のであります。

　アセスメント調査については、沖縄防衛局におい

て、今後、方法書に対する知事意見や追加・修正資料

に対する県の意見及び住民等意見を踏まえ、環境影響

評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法を決定

し、これに基づいて適切に実施する必要があります。

　なお、公共用財産使用協議により同意した内容以外

の調査については、当該調査を中止するよう申し入れ

ております。

　次に、書き直し方法書に対する県の見解についてお

答えいたします。

　県としては、本年２月５日に提出された追加・修正

資料は、当初の方法書に比べ対象事業の内容等が具体

的に記載されたものとなっていると考えております。

　対象事業の内容については、飛行場区域の面積や滑

走路の幅、滑走路の長さ等の各諸元などが明記される

とともに、環境影響評価の項目及び手法等について

は、調査項目の追加や調査地点の追加などが示されて

おります。

　しかしながら、ジュゴンの調査期間や代替施設での



－ 219 －

ヘリの離発着回数についてはいまだ明らかにされてお

りません。

　県としては、ジュゴンの調査期間は複数年の調査な

ど相応の期間が必要であり、またヘリの離発着回数に

ついても航空機騒音等の予測の前提として必要である

ことから、方法書の知事意見で述べたところでありま

す。

　なお、方法書に対する追加・修正資料については、

現在、審査会においてそれぞれ専門の立場から当該資

料の内容を慎重に審査しているところであり、今後、

審査会からの意見を集約し、適切な環境影響評価が実

施されるよう県としての意見を述べていきたいと考え

ております。

　次に、公告・縦覧や住民等意見聴取の手続を要求す

べきではなかったかについてお答えいたします。

　追加・修正資料については、環境影響評価法及び沖

縄県環境影響評価条例で規定される手続の再実施の要

件には該当しないことから、公表の手続については沖

縄防衛局の判断となります。

　沖縄防衛局においては、追加・修正資料の公表につ

いて県及び沖縄防衛局のホームページでの閲覧や、県

庁、名護市役所、宜野座村役場及び沖縄防衛局での図

書の閲覧を２月18日まで行っております。

　また、住民等意見の聴取については、県及び沖縄防

衛局に送付のあった環境保全の見地からの意見につい

て県が意見を述べる際に配意していきたいと考えてお

ります。

　次に、アセスメント調査の開始時期についてお答え

いたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係るアセスメント

調査については、方法書に対する知事意見や追加・修

正資料に対する県の意見及び住民等意見を踏まえ、環

境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法を

選定し、これに基づいて適切に調査を実施する必要が

あります。

　方法書に対する追加・修正資料については、現在、

審査会においてそれぞれ専門の立場から審査を行って

いるところであります。

　県としては、今後、審査会からの意見を集約し、適

切な環境影響評価が実施されるよう県の意見を述べて

いきたいと考えております。

　アセスメント調査の実施については、県の意見を踏

まえ、調査手法等の決定後実施されるべきものと考え

ております。

　次に、環境、地球温暖化防止対策について、ＣＯ２
など温室効果ガス排出量の直近の実績についてお答え

いたします。

　県では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づき、温室効果ガス削減のための県の総合対策や、

県民、事業者等の行動指針を示す「沖縄県地球温暖化

対策地域推進計画」を2003年度に策定しております。

　当計画においては、温室効果ガス総排出量を2010年

度までに2000年度比で８％削減することを目標として

おりますが、県において推計した直近の温室効果ガス

排出量は2003年度で約1449万トンとなっており、2000

年度比で11.3％増加しております。

　県の具体的な地球温暖化対策についてお答えいたし

ます。

　地球温暖化対策については、原因となる温室効果ガ

スの排出があらゆる社会経済活動に起因することか

ら、行政だけでなく県民や事業者等がそれぞれの役割

において取り組むことが重要であります。

　このため、県では、環境経営システムＩＳＯ14001

の認証取得やＥＳＣＯ事業の導入による県有施設の省

エネ化など、みずからの事務事業における温暖化対策

に率先して取り組んでおります。

　また、おきなわアジェンダ21県民会議や地球温暖化

防止活動推進センター等と連携して、県民環境フェア

や地球温暖化防止セミナー等を通じエコライフ、エコ

オフィス活動の実践を促しております。

　特に、事業者に対して二酸化炭素排出量の削減への

取り組みを促す環境経営システム｢エコアクション21｣

の導入促進セミナー等を実施しております。

　県としては、今後とも「沖縄県地球温暖化対策地域

推進計画」の目標へ向け、より多くの県民、事業者、

行政等が地球温暖化防止への取り組みに参加されるよ

う取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、県生活環境保全条例（仮称）の目的と内容に

ついてお答えいたします。

　近年、県民を取り巻く生活環境が変化してきてお

り、いわゆる都市・生活型の環境課題への対応や地球

温暖化等の地球規模の環境問題の取り組みが求められ

ております。

　このようなことから、今般、県公害防止条例を全部

改正し、沖縄県生活環境保全条例（仮称）を制定する

こととしております。

　現在検討しております条例においては、県民の健康

の保護及び良好で快適な生活環境の保全を図ることを

目的として、環境の保全に関する規制と環境への負荷

の低減を大きな柱としております。

　環境の保全に関する規制については、県公害防止条

例における工場及び事業場から発生する公害に係る規
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制を整理・拡充し、新たに土壌及び地下水汚染の防止

に関する項目を加え、環境の保全に関する規制の強化

を図ることとしております。

　環境への負荷の低減については、県知事が環境負荷

低減のための行動指針を示し、事業者の自発的な創意

工夫による計画的なエネルギー使用の抑制や、自動車

の運行に伴う環境への負荷の低減などを図ることとし

ており、県、事業者、民間団体及び県民の協働による

取り組みを促進していきたいと考えております。

　次に、県生活環境保全条例（仮称）におけるアイド

リングストップの取り扱いについてお答えいたしま

す。

　アイドリングストップなどのエコドライブは、二酸

化窒素、浮遊粒子状物質などの大気汚染物質や温暖化

効果ガスである二酸化炭素の抑制に有効であると考え

ております。

　このことから、沖縄県生活環境保全条例（仮称）に

おいては、環境への負荷の低減を図るための措置とし

て、県知事が環境負荷低減のための行動指針を示すこ

とにより、県民、事業者の自主的な行動を促す仕組み

を設けることとしております。

　この行動指針の中で、アイドリングストップなどの

エコドライブについても個別の指針を示すとともに、

自動車の使用者等に対しては環境に配慮した適切な運

転（エコドライブ）に関する努力規定を設けることと

しております。

　次に、県環境審議会から答申のあった基地環境問題

の取り扱いについてお答えいたします。

　県環境審議会の答申においては、基地環境問題に係

る措置として、航空機騒音の軽減等基地環境問題に係

る協定締結の申し入れや汚染実態把握のための基地立

入調査に関する規定について、条例に盛り込むよう提

言があったところであります。

　そのため、県においては、条例を制定するに当た

り、その趣旨を踏まえ、米軍に関する規定を条例に盛

り込むことが可能かどうかさまざまな観点から検討し

たところでありますが、国際法上、米軍に対しては国

内法が適用されないこと等もあり、条例に規定するの

は困難であると考えております。　

　去る１月16日の審議会において、米軍に関してはさ

まざまな角度から検討したが、条例に規定するのは困

難である旨の報告をしたところ、審議会からは、「県

が答申を真摯に検討した結果であり、行政が機会ある

度ごとに国や米軍等に働きかけていくとの結論に至っ

たということについては、尊重せざるを得ない。」と

の見解が示され、原案について了承されたところであ

ります。

　なお、県においては、米軍基地から派生する環境問

題の解決には、日米地位協定の抜本的な見直しが必要

であると認識しており、今後ともあらゆる機会を通じ

て日米両政府に強く訴えてまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　辺野古で発生した米兵

による民家侵入事件についてお答えします。

　本件は、２月18日午前４時24分ごろ、名護市字辺野

古の民家において知らない外国人を発見した居住者か

らの110番通報を受け、直ちに名護警察署の警察官が

現場に急行し、酒に酔って屋内に侵入していた外国人

を現行犯逮捕したものであります。

　同外国人は、在沖米海兵隊キャンプ・シュワブ海兵

隊伍長ショーン・コーディー・ジェイク21歳であり、

翌２月19日午後、那覇地方検察庁に住居侵入罪で事件

送致しております。

　なお、被疑者は現在においても名護警察署に勾留さ

れております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　県行財政運営についての

中の、収支不足の要因と今後の見通し及び三位一体の

改革の影響について、関連しますので一括してお答え

いたします。

　国、地方を取り巻く厳しい財政状況の中、平成20年

度当初予算においては、給与の特例措置や政策的経費

の縮減を行ってもなお387億円の収支不足が生じたた

め、主要４基金の取り崩し、退職手当債や行革推進債

等の発行などにより対応したところであります。

　本県財政は、今後とも歳入において、県税や地方交

付税などの一般財源の大幅な増が期待できない反面、

歳出においては団塊世代の大量退職に伴う退職金の高

どまり、制度改正や少子・高齢化に伴う社会保障関係

費の増などにより厳しい状況が続くことが見込まれま

す。

　三位一体の改革による影響額につきましては、平成

20年度当初予算については現在のところ把握しており

ませんので、平成19年度で申し上げますと、三位一体

の改革のうち、国庫補助負担金改革では、国庫補助負

担金の廃止影響額は約363億円となっております。

　これに対する財源措置は、所得税から個人県民税へ
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の税源移譲が約118億円見込まれており、税源移譲が

不足する額約245億円については普通交付税で補てん

されていると考えております。

　しかしながら、三位一体改革のうちの地方交付税改

革では、平成16年度以降、地方交付税の削減が行わ

れ、本県においても平成19年度の臨時財政対策債を含

めた普通交付税は平成15年度に比較し、約175億円の

減額となっております。

　歳入のおおむね３割を地方交付税に依存している本

県にとっては、大変厳しい状況となっております。

　次に、「選択と集中」の予算への実現についてお答

えいたします。

　平成20年度予算の編成に当たっては、歳入面では県

税が落ち込む等全体として伸びが見込めず、歳出面で

は社会保障関係費の増加、病院事業会計の資金不足へ

の対応等新たな財政需要が発生し、引き続き厳しい状

況となりました。

　このため、政策的経費全体について枠配分方式を導

入し、各部局の権限と責任のもと、主体的な行財政改

革を実行するとともに、事業の取捨選択をより一層徹

底し、限られた財源を緊急かつ重要な施策に重点的・

効果的に配分することを基本といたしました。

　また、平成20年度は沖縄振興計画に基づく第３次分

野別計画がスタートする重要な年であります。そのた

め、自立型経済の構築や県民福祉の向上を図る観点か

ら、産業振興、雇用創出、福祉・医療の充実、離島振

興など、県政の重要課題に重点的・効果的に予算を措

置したところであります。

　次に、新税構想と今後の取り組みについてお答えい

たします。

　国、地方を取り巻く厳しい財政事情の中で、自主財

源を確保するため、地域の課題に応じて独自の税源を

検討していくことは重要なことと考えております。

　現在、県におきましては、税務課内に設置した税制

研究会において、新たな税源の可能性について検討を

進めているところであります。例えば、宿泊施設やレ

ンタカーの利用、本県へ入域する場合などへの課税に

ついて、他府県の状況等も参考にしながら課題の整理

を行っているところであります。

　今後は、本県の実情に即した新税の早期導入に向

け、県民や関係業界からの意見聴取、財政需要とのか

かわり、受益と負担の関係、課税の公平性、県経済に

及ぼす影響などについて十分検討を行ってまいりたい

と考えております。

　次に、市町村への権限移譲の状況についてお答えい

たします。

　地方分権の進展に伴い、住民に身近な行政はできる

限り住民に最も近い市町村が担い、住民サービスの向

上や市町村が主体的に地域づくりを行うことが求めら

れており、市町村への権限移譲を積極的に進める必要

があると考えております。

　現在、市町村へ権限移譲した事務の数は175事務と

なっており、他府県に比べ少ない状況であります。

　その主な理由としましては、島嶼県であり、規模の

小さい市町村が多いこと、市町村の行財政基盤が脆弱

であること等が考えられます。そのため、県は1426の

新たな移譲対象事務を選定するとともに、市町村への

財政的支援や人的支援を明記した「市町村への権限移

譲推進指針」を昨年３月に策定いたしました。その中

でも、当面、全国都道府県の調査結果においておおむ

ね30の都道府県で移譲している561の事務について重

点的に移譲を進めていきたいと考えており、現在、市

町村に対しまして移譲希望事務調査を行っているとこ

ろであります。

　今後とも、住民サービスの向上を図るため、市町村

への権限移譲を進めていきたいと考えております。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　雇用対策の御質問の

中で、非労働力人口増加の原因と影響及び対策につい

てお答えします。

　本県の非労働力人口を平成19年と10年前の平成９年

で比較すると、全体では17.0％増加しております。

　年齢別では、59歳以下は1.6％の増加となっている

のに対して、60歳以上では38.7％増加していることか

ら、非労働力人口の増加は高齢化が主な原因であると

考えております。

　非労働力人口や完全失業者が増加すると、生産性が

低下し、自立型経済の構築に影響を及ぼすことが懸念

されます。このため、完全失業率の全国平均化に向け

て、地域産業の振興や企業誘致、新規産業の創出、求

人と求職のミスマッチの解消、学生のキャリア教育の

推進等に取り組んでいるところであります。

　次に、大卒無業者の原因とその対策についてお答え

します。

　本県の大学の学卒無業者が多い要因としては、県内

に雇用の場が少ないことや、県内志向が強いこと、卒

業後も公務員等を目指す者が多いことなどが考えられ

ます。

　大学新卒無業者への対策については、大学在学中に

職業観の形成や就職支援を実施することが有効であ

り、大学での指導及び取り組みが重要であります。
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　そのため、大学では、独自に企業説明会や就職相談

を実施するなど、就職支援を強化しております。

　また、大学の取り組みを支援するため沖縄県キャリ

アセンターの支所を琉球大学内及び名桜大学に隣接し

た北部生涯学習推進センターに開設し、キャリアカウ

ンセリングや就職に関する各種セミナーを実施してお

ります。さらに、県外へのインターンシップ派遣事業

や、県内３大学においてキャリア講義を実施するな

ど、職業観の形成や就職支援を強化しているところで

す。

　これらの取り組みにより、平成16年３月卒の無業者

率は43.1％でありましたが、平成19年３月卒では

27.7％と年々改善傾向にあります。

　しかしながら、全国平均と比較すると依然として高

い割合であることから、引き続き国や教育機関と連携

して若年者の雇用状況の改善に努める必要があると考

えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　雇用対策についての御質

問で、国勢調査と労働力調査の完全失業率についてお

答えいたします。

　国勢調査は全数調査であるため、市町村ごとの完全

失業率の把握などが可能となるものの、５年に一度の

調査であります。

　一方、労働力調査はサンプル調査ではあるものの、

毎月調査しているため、現在の雇用情勢を把握するこ

とができます。

　このことから、行政施策を展開する基本指標として

は現状を把握できる労働力調査を基本とし、地域ごと

の雇用情勢を把握する場合は、国勢調査を利用するな

どの使い分けが必要であると考えております。

　また、労働力調査における調査区の設定、標本の抽

出及び調査方法等については国で取り決めております

が、本県の場合、他県に比べサンプル数も多く、精度

に問題があるとは考えておりません。

　なお、国勢調査による完全失業率は労働力調査のそ

れに比較して高くなる傾向にありますが、数値の乖離

については的確に分析していきたいと考えておりま

す。

　次に、交通政策についての御質問で、抜本的な交通

渋滞対策についてお答えいたします。

　県では、交通渋滞を初めとする交通問題の緩和に向

けて、道路整備等のハード施策だけではなく、自動車

の効率的な利用や公共交通機関の利用を促進するソフ

ト施策として「ＴＤＭ（交通需要マネジメント）施策

推進アクションプログラム」を平成16年度に策定しま

した。

　また、平成18年度はその具体的展開に向けて、定

時・定速性が確保され、利用者の利便性の向上に資す

る基幹バスを中心としたバス網再構築計画を策定した

ところであります。現在、学識経験者、交通利用者や

交通事業者等で構成する「沖縄県公共交通活性化推進

協議会」を設置し、バス網再構築の実施に伴うさまざ

まな課題の解決に向けて検討を行っているところであ

ります。

　同じく交通政策についての御質問で、沖縄自動車道

の通行料金軽減による利用促進についてお答えいたし

ます。

　沖縄自動車道の通行料金については、北部―中南部

間の円滑な交流を促進し、観光産業を初めとする本県

の経済振興を図るため、減収相当額を特別調整費によ

り補てんすることによって既に３割程度の割引が実施

されております。その結果、沖縄自動車道の交通量

は、割引実施前１年間の1326万台から平成18年度には

約2577万台とほぼ倍増しております。

　なお、今後の沖縄自動車道の通行料金については、

国土交通省の高速道路料金引き下げの議論を踏まえな

がら、その方策について検討していきたいと考えてお

ります。

　次に、北部振興に関しまして、2007年度北部振興事

業の執行状況についてお答えいたします。

　今年度の北部振興事業については、平成20年１月下

旬に公共事業で34件、約46億円、非公共事業で13件、

約49億円の予算が内示され、事業に着手されておりま

す。

　これらの事業については、制度的に繰り越しも可能

であることから、執行に当たっては特に支障はないも

のと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育の課題につい

ての御質問で、検証改善委員会の取り組みについてお

答えいたします。

　全国学力・学習状況調査の分析結果から、本県の児

童生徒は基本的な生活習慣の確立や基礎学力の定着、

学習意欲などに課題があるものと考えております。

　県教育委員会といたしましては、これらの課題の改

善を図るために、有識者で構成する「沖縄県検証改善

委員会」を設置し、確かな学力の向上を目指して「学



－ 223 －

校改善支援プラン」を策定しました。

　学力の向上に向けては、授業改善が最も重要である

という提言を受け、わかる授業をつくるポイントや学

習を支える力の重点事項など、授業改善のヒント集を

全公立学校へ配布したところであります。

　今後は、第２、第３の学校改善支援プランとして

「家庭学習のてびき」や「授業実践事例集」を発行す

る予定であります。本プランを参考に、各市町村教育

委員会や各学校においても具体的な対策が講じられる

よう指導の徹底を図っていきたいと考えております。

　また、沖縄県学力向上フォーラムを開催し、児童生

徒一人一人に確かな学力をはぐくむための機運を醸成

するとともに、学校、家庭、地域が連携・協力した県

民総ぐるみの取り組みを推進してまいりたいと考えて

おります。

　次に、特別免許状制度の取り組みについてお答えい

たします。

　幅広い経験を持ち、すぐれた知識や技能等を有する

者が学校教育に携わることは、学校を開かれたものに

するためにも大切であると考えております。

　各学校においては、専門分野に秀でた地域の人材の

活用を図るため特別非常勤講師制度を活用し、三線や

琉舞、パソコン指導、スポーツ指導等、教育活動の充

実を図っております。

　本県においては、特別免許状の付与による教員の採

用事例はありませんが、今後は全国の事例等を情報収

集し、特別免許状制度の活用のあり方等についても研

究してみたいと考えております。

　次に、環境問題への取り組みと決意についてお答え

いたします。

　今日、地球温暖化やオゾン層の破壊など、地球規模

での環境問題が深刻なものとなっております。

　県教育委員会としましては、「環境教育は、地球規

模で考え、地域から行動する」との理念に基づいて、

身近な環境に目を向け、環境保全に積極的に取り組む

実践的な態度、能力を身につけさせるため、小・中・

高校別の環境教育プログラムを作成しております。

　また、小中学校では「ちゅら島環境21」、高等学校

では「沖縄県高校生グリーンデー」宣言が決議され、

各学校においては、節電、節水、ごみ分別、リサイク

ル運動や、教室移動時、昼食時の一斉消灯などの取り

組みが行われております。

　県教育委員会としましては、今後とも小・中・高・

特別支援学校において、児童生徒の発達段階に応じ、

学校の教育活動全体を通して実践的な環境教育の充実

を図ってまいりたいと考えております。

　次に、県立博物館・美術館の運営についての御質問

で、県立博物館・美術館の運営等についてお答えいた

します。

　県立博物館・美術館につきましては、複合施設とし

たことや、直営する学芸部門以外の業務を指定管理者

に委託したこと等に関して、いろいろな御意見がある

ことは承知しております。これらのことは、博物館・

美術館建設を実現する上で、コスト削減や民間ノウハ

ウを活用したサービス向上等の必要性を総合的に判断

して実施したものであります。

　昨年11月開館した博物館・美術館には、２月21日現

在で16万人を超える県民等が来館し、順調な滑り出し

となっております。

　県教育委員会としましては、来館者に感動を与える

ような展示等サービス徹底に努め、博物館・美術館を

本県文化の発展に貢献する施設に育てていくことで県

民の期待にこたえてまいりたいと考えております。

　次に、館長のあり方等についてお答えいたします。

　博物館・美術館は複合施設として一元的な管理運営

を行っておりますが、博物館施設、美術館施設にはそ

れぞれの業務に通じた副館長を配置し、単独館におけ

る館長と同等の役割を持って、それぞれの学芸部門の

活動を推進しております。

　館長につきましては、両施設の業務を調整し、総括

する役割を担うことから、財務面や展示、広報等につ

いて幅広い視点を持ち、経営手腕を備えた人物を配置

しているところであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは交通政策関

連で、モノレール導入後の那覇市内の混雑緩和及びバ

スやマイカーとの連結状況についての御質問にお答え

いたします。

　県が平成16年に実施したモノレール整備効果調査結

果では、モノレール利用者の約30％が乗用車からモノ

レールへ転換しております。

　また、国と県が平成17年に実施しました交通量調査

結果によりますと、平成11年と比較して那覇市周辺道

路の交通量が減少しており、特に国道330号や国際通

りで約25％の減少があり、モノレールが交通渋滞緩和

に一定の成果があったことが確認されております。

　モノレールとバスやマイカーとの連携につきまして

は、首里駅やおもろまち駅等で高速バス、路線バス及

びコミュニティーバスとの乗り継ぎを実施するととも

に、古島駅、安里駅及び小禄駅で約220台のパーク・
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アンド・ライドを実施しており、今後ともコミュニ

ティーバスやパーク・アンド・ライドの拡充等、モノ

レールの利用促進に努めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　北部振興に関して

の、北部地区医師会のヘリコプターへの支援について

にお答えいたします。

　平成20年度から国の補助を受けて実施する救急医療

用ヘリコプター活用事業においては、本島北部地区を

初め、沖縄本島全域及び周辺離島を対象としているこ

とから、北部地区医師会病院が独自に実施しているヘ

リコプター搬送事業に対して、別途、財政的な支援を

行うことは現在のところ困難であると考えておりま

す。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　玉城義和君。

○玉城　義和君　休憩してください。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後７時42分休憩

　　　午後７時43分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　ドクターヘリについて、前の質問の

中では、たしか自民党の代表質問の中で、これから研

究するということがあったんですけれども、抜けてい

るのはわざと抜かしたの。研究するということであれ

ば、研究するというのはどういうことなのか説明して

ください。質問者によって答弁が違うというのもいさ

さか奇異な感じがします。

　それから博物館・美術館は副館長が責任を持ってや

ると。知識のある人だというのであれば、そんなこと

をおっしゃるのであれば館長は要らないのではないで

すか。

　それで再質問しますが、私は、今議会の一つの役割

は、やはりこのたびの少女の暴行事件を糾弾すると同

時に、このような事件が続発する原因を究明して、そ

の根っこを断ち切ることだというふうに思います。そ

れはとりもなおさず米軍基地の存在とこれらの事件と

の関係をはっきりさせるということが一番重要だと思

いますね。

　私は、海兵隊の撤退を要求すべしと、こういうふう

に思っておりますが、特に21日でしたか、この事件と

基地の関係を考える上で、当銘議員の代表質問に対す

る知事の答弁は、私は極めて重要な論点を提起したの

ではないかというふうに思っております。

　そういう意味でそのことについて触れたいんです

が、知事の答弁は、一部の不心得者が発生した、つま

り事件を起こしたからといって、国防とかアジア・太

平洋の安全を考えずに帰還させるという論理は飛躍が

あり過ぎ、考えられないと、こういうふうに申してお

ります。起こしてみましたが、そういうことでありま

す。

　この答弁は、２つの意味を私は有していると思いま

す。

　１つは、一部の不心得者が事件を起こしたとして

も、しかしアジア・太平洋の安全のために米軍の駐留

は必要という論旨ですね、１つ目は。

　もう一つ目は、国防とかアジア・太平洋の安全も考

えずにという言い方は、まさにこれは県民の安全を第

一に考えるべき沖縄県知事の立場ではなく、国の立場

に立った発言ということでありまして、沖縄県知事は

日本国総理大臣も兼ねているのかと、こういうふうに

私は思うほどでありました。

　私の質問は、１の芋と鰯の関連でありますが、知事

の言う一部の不心得者というものは、事件を起こすの

は常に不心得者なんです。常に不心得者が後を絶たな

いわけですよね。そして困ったことに、その不心得者

というのはだれなのかというのは厄介なことにあらか

じめ見分けがつかないんです。見分けをつけることが

できないわけであります。例えて言うならば、例がい

いかどうかわかりませんが、病巣は海兵隊という臓器

全体に潜んでおり、一部摘出は難しく、その臓器全体

の摘出以外に回復の手だてはないわけですね。どこに

病巣があるかわからないんですよ。これは見てわから

ないわけですね。

　そういう意味では、何万人といる兵士を一律に律す

るということは事実上できない。これは復帰後の間を

見ても5000件の事件が起こっていることが何よりの証

左であります。

　この事件を機に改めて私はその病巣を取り除く海兵

隊の撤退を検討するという決意に立つべきだと思うん

ですね。これが私は日本政府なりアメリカに対する沖

縄県民の代表としての知事の一つのシグナルだと思い

ます。

　それとも国防やアジア・太平洋の安全のためにこの

ような事件は県民として耐え忍ぶべきことなのか、こ

の２つについて明確にお答えください。

　２点目でありますが、知事の国防とかアジア・太平

洋の安全も考えずにという言い方に私は端的にあらわ
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れているのは、事件そのものの深刻さよりも日本政府

に対する気遣い並びに日米同盟の配慮そのものが私は

その言葉にあらわれているのではないかと、こういう

ふうに思います。知事の対応にとかく批判が出てくる

のは、知事のそういう本音が随所にかいま見られるこ

とに私は県民の不信感が出ているのではないか、こう

いうふうに思います。

　我が県の一人の少女の安全と人権も守れずして何ゆ

えにアジア・太平洋の安全なのか。私は、まさにこれ

は逆立ちした思考であって、沖縄県知事としての基本

的な資質が問われるんじゃないかと残念ながら私は

思っております。

　お聞きをしますが、知事は県民や一少女の安全とア

ジア・太平洋の安全はどっちが大切で、どっちが優先

されるべきと考えているか、ここのところは率直にひ

とつ心情をお聞かせ願いたいと思います。

　３点目でありますが、環境アセス関連です。

　この沖縄県が昨年４月に出した公共財産使用協議で

は、調査内容は水中ビデオカメラ、パッシングソナー

とか、海生生物の調査、あるいはサンゴ類の幼群体調

査、海洋調査であるわけですが、市民団体などの独自

の調査で、それ以外の調査が行われているということ

が確認をされておりますね。この写真もここにありま

すが、（資料を掲示）　こういう機具があるわけです

ね。こういうことについて県は把握をされているので

あれば、この中身をおっしゃってもらいたいし、協議

以外のものは中止をしろと言っているというのであれ

ば、何が協議会のものなのか、それを明らかにしてい

ただきたいと思います。

　この調査以外にやられていることは、この市民団体

の調査で明確でありますから、直ちに私は事前調査を

中止をして精査をすべきであろうというふうに考えて

おりますので、ひとつお答えください。

　それから、防衛省はこれらの事前調査をアセス手続

の環境現況調査に繰り込むことが予想されます。これ

について県はアセス法違反でありますから、断固とし

てこのことについては認めないということを明確にし

てもらいたい。

　５点目ですが、辺野古で兵舎の移転先とされる場所

にある既存兵舎の解体工事の入札が去年の12月18日に

公告され、その解体工事は７月31日から工期期間なん

ですね。アセスの手続も守らないうちに既に解体工事

が始まって準備に入っていると、こういうことがある

わけです。これは私は完全にアセス法違反だと思うん

です。法第31条、県条例27条、評価書の公告及び縦覧

による公告を行うまでは工事をしてはならないと、こ

ういう法律に明記があるわけです。それにもかかわら

ず既に解体工事の入札がされているということについ

ては、私は大変大きな問題だと思います。明らかなア

セス法違反であり、県の見解をお示しください。

　それから６点目でありますが、３年めどの普天間の

閉鎖状況を実現するということに関してですが、これ

まで移設協における政府の立場は、いずれも昨年８月

に発表した普天間の運用に関する報告書が最善の策で

あり、また辺野古移設を早急に進めることだと繰り返

すばかりであります。知事の要求は１センチも前に進

んでおりません。何かここに来て秘策はありますか。

　７点目、緊急時飛行ルートに関してでありますが、

緊急時あるいは訓練の形によっては住民上空を飛ぶと

いうことが日米双方から明確にされております。この

判断はまさに米軍の運用上の判断でありますから、嘉

手納とか普天間と全く同じ形になるということは明ら

かになったわけであります。

　そんな中で、Ｖ字型案についても当初の意義がほと

んどなくなってしまったわけですね。これは上空を飛

ばないという原則でつくっているわけですから、この

ことによって意義が失われてしまった。

　また、沖合数十メートルなどといって、それがこの

移設の大きなハードルのように見せておりますが、私

はこれは一種のトリックじゃないかというふうに考え

ております。

　この辺野古に新基地が建設された場合に、住宅上空

を飛ぶということはこれは日米が明らかにしているわ

けです。知事は飛ばさないと繰り返しおっしゃってい

るわけですが、知事に飛ばさないどういう権限がおあ

りなのか、そしてまたどういう方策で飛ばさないとい

うことを確保するのか、担保するのか明確にお答えく

ださい。

　９番目であります。

　生活環境保全条例、私は10数年前からアイドリング

ストップのことについてはずっと申し上げてきている

わけです。私は調べてみたんですが、これはもはや全

国の47都道府県のうち条例が23にも達しているわけで

すね。罰則を設けたのが３県あるんですよね。10万円

以下とか、奈良市なんかも10万円以下の罰金ですが、

非常に厳しい状況になっています。13市政令指定都市

のうち８市の63％、東京23区でも半数の11区、これは

非常にアイドリングストップというのは急速に進んで

きていて、厳しい規制をかけているわけであります。

　そういう意味で、我が県は自動車社会で増加が非常

に著しい。そして観光立県としてたくさんの観光客が

来るわけで、厳しい規制を私はすべきだろうと、その
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ことが観光県としての全国へのアピールにもなるとい

うふうに思います。

　私は、そういう意味できっちりとして、できれば罰

則規定まで設けるぐらいの、そういうきっちりとした

条例にしてもらいたいというふうに思っております。

条例も見ないとどういう形になるかわかりませんが。

　それからもう一つ、この米軍の問題をなぜ入れない

かという問題ですが、これは審議会が非常に苦心惨た

んで、地位協定の３条３項をわざわざ持ち出して、合

衆国軍隊はその作業について公共の安全に妥当な考慮

を払わなければならないという条項がありますから、

これを根拠にして、何とか沖縄県ができるものとして

条例に繰り込めないかという苦心惨たんたる結果なん

ですよね。これについては私はぜひとも工夫をして、

その地位協定の改定をずっと要求しているわけですか

ら、何とか形をひとつ考えて繰り込めるようなことを

やることが私は非常に重要ではないかと、こういうふ

うに思います。審議会の意欲も非常に感じられます

し、ぜひここはもう少し議論をすべきではないかと思

います。

　知事の所見を伺わせてもらいます。

　11点目ですが、失業率のとり方ですが、これは平成

７年、12年、15年、17年と全部国調が高いわけですよ

ね。全部高く、10％内外なんですよね。そして７年は

3.7ポイントもある。本土と比べると同じぐらいのレ

ベルで移動しているわけです。沖縄が物すごい差があ

るわけですね。何といってもこれは国調の方が調べて

いる人数が多いわけです。精度が高いのは当たり前な

んですよ。当然のことでしょう、統計学からいえば。

　そういう意味で、私は実感としては10％内外だろう

と。だから今の労調との関係をここはきちっと考えて

やらなきゃならぬだろうというふうに思います。

　もう一回、企画部長お願いします。

　それから交通問題ですが、知事、これはいつから始

めるのか。知事の答弁がありましたが、そのことにつ

いて、この開発計画ももう４年しか残っていませんの

で、いつから始めるかということを明確にしてくださ

い。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後７時56分休憩

　　　午後８時８分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　再質問にお答えいたしま

す。

　まず第１に、ドクターヘリについての答弁について

の御意見ですが、現在、北部については確かに今のと

ころは難しいということを今伊波部長の方で答弁した

わけですが、無論これから先、ドクターヘリというの

は大変重要なので、よく研究をし、議論を積んで前へ

進めていきたいというようなことを私の方でたしか答

弁したと思います。

　それから少女暴行事件に関連して、海兵隊などもう

全面的に撤去というものを知事は言うべきではないか

という御質問だと思いますが、これについては即そこ

へ飛ぶというのは、明らかにこれは現実的ではないと

いうことを私は申し上げているわけで、事件や事故が

起こらないように、発生しないように、そして県民の

安全を第一に考えるというのは、これは当然のことだ

と私は思っております。

　そして、これに関連してだと思いますが、次の御質

問の中で、アジア・太平洋地域の安全と少女の安全を

守るというのはどちらが大切かという御趣旨の御質問

がありましたが、これは選択できるようなものではあ

りません。少女の安全の確保は当たり前です。これは

重要なこと。そして、基地の存在している理由の一つ

にある安全保障条約上の理由、その他の理由、これは

これで存在しているということですから、どちらが大

切というような基準で考えるものではないと考えてお

ります。

　それから３年めどの閉鎖状態に絡んで何か秘策があ

るかと。

　秘策と称するようなものはこういう関連では無論あ

りません。これは正面から堂々とこの必要性を今要求

しているところであります。そして、いろんな機会を

とらえてこの内容をこの１年、政府及び関係者に申し

上げてきたところでございます。

　これはいろんな反応がありますけれども、これで

もってできるできないという判断をするには、まだま

だ全然これは早い話だと考えております。

　それから住宅上空を飛ぶ飛行ルートの件、私に権限

があるかないかとおっしゃられても、あるわけない

じゃないですか。質問の御趣旨がよくわからない。こ

れは無論、名護市が基本合意の中で飛行ルートについ

てきちっと書いてあります。これは無論政府と県な

り、政府と地元なりがこれから取り決めをしていくも

のでしょう。そういうものはこれから取り決めていく

内容のものでしょう。

　それから一番最後だったと思いますが、鉄軌道につ

いての話ですが、これは21世紀ビジョン研究会という

のは、小一年ですが既にやってきておりまして、正式
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にはといいますか、もう少し実務的な考えといいます

か、データ、その他も入れた内容のものをこの４月か

ら改めてスタートさせようと思っております。こうい

う中できちっと処理といいますか、きちっと検討して

まいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等からお答

えさせます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境アセスとの関連

の再質問に対してお答えいたします。

　まず１つに、公共用財産使用協議で許可した調査以

外の調査について把握しているかという趣旨について

お答えいたします。

　公共用財産使用協議で同意した調査以外で中止を申

し入れた主なものについては、１つ目には、ジュゴン

のかみ跡調査でくいを使用したこと、２つ目には、サ

ンゴ等に係るライン調査を実施していること、３つ目

には、マンタ法によるサンゴ等の分布調査を行ってい

ること等については、県の方から沖縄防衛局に対して

調査の中止を申し入れてございます。

　次に、環境現況調査の結果を普天間飛行場代替施設

に係る環境影響評価に活用することは可能かという趣

旨の御質問にお答えいたします。

　事業者において実施された環境現況調査の結果を環

境影響評価の手法の選定や現地調査の結果として環境

影響評価に活用することは可能であります。

　ただし、この場合、環境影響評価の手法が選定され

ていない段階において、事業者の責任と判断において

実施されるものであることから、今後、方法書に対す

る知事意見が述べられた際には、知事意見や住民等意

見を踏まえ、環境影響評価の項目並びに調査等の手法

を選定し、当該項目及び手法等に基づき必要な調査を

実施する必要があります。

　次に、兵舎の解体工事についてお答えいたします。

　飛行場の実施区域内における兵舎の解体等につきま

しては、アセス終了後に行われるものとなっておりま

す。

　今回、工事された兵舎の解体等の契約につきまして

は、沖縄全体の米軍再編に伴う工事であると聞いてお

り、今回の飛行場実施区域のアセス対象には含まれて

おりません。

　次に、県生活環境保全条例におけるアイドリングス

トップの取り扱いについてお答えいたします。

　アイドリングストップについては、現在の条例案で

は環境の負荷軽減の観点から努力規定として設けてお

ります。

　温暖化効果ガスである二酸化炭素などの排出は、エ

ネルギー消費を伴う事業者の事業活動や県民の日常生

活など、あらゆる社会経済活動に起因するものであ

り、事業活動や日常生活に密着した地域におけるアイ

ドリングストップの取り組みが極めて重要であると考

えております。

　そのため、県としましては、個人の意識の向上と意

識を行動に結びつけるためにパンフレット等を配布す

るなど、啓発普及に力を注ぎ、より多くの事業者や県

民の皆さんの理解を深め、さらに県民や事業者に自主

的な取り組みを促進させることが重要であると考えて

おります。

　なお、条例においてアイドリングストップ規定の違

反者に罰則を適用しているのは、兵庫県、岡山県の２

県がございますが、多くの県では努力規定を設置して

いるところでございます。

　次に、同じく生活環境保全条例の中での、基地環境

問題の取り組みについてお答えいたします。

　県においては、自治立法の観点から、条例で米軍に

関する規定を設けることができるかどうか、米軍に対

する理念規定はどうか、知事がみずからに責務を課す

規定はどうか、他の県条例との整合性はどうかなどに

加えまして、県のこれまでの対応状況――いわゆる要

請等でございますが――を踏まえながら検討を重ねま

したが、条例に規定することは困難であるとの考えに

達したところであり、県環境審議会においても尊重せ

ざるを得ないとして原案が了承されたところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは玉城義和議員の再

質問で、博物館・美術館において副館長が責任を持つ

なら館長は要らないのではないかという御質問にお答

えをいたします。

　副館長は、博物館施設・美術館施設のそれぞれの学

芸業務に責任を持って当たっているものであります。

館長は、博物館・美術館という複合施設の一つの長と

して両施設の業務を調整し、総括をするために置く必

要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　完全失業率の、国勢調査

と労働力調査の乖離についての再質問にお答えいたし
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ます。

　議員指摘いたしましたように、平成７年、沖縄県に

おいては国調と労働力調査で3.7ポイント差がありま

す。全国はそのとき1.1ポイントでした。

　それから、新しい平成17年度は沖縄県で3.0ポイン

トの差があります。一方、全国は1.8ポイントという

ことで、沖縄の方は平成７年に比べて0.7ポイント下

がっていますけれども、全国は0.7ポイント上がって

いるということではあるんですが、いずれにしまして

も国勢調査の方が高いということになっております。

　どういう理由かと、ちょっとあれなんですけれど

も、まず調査方法に問題があるんじゃないかというこ

とですね。

　国勢調査の場合は、主に人口を把握するということ

でありまして、たくさんの調査項目の中の１項目とし

て労働力調査があります。一方、労働力調査は、本当

に専門の調査員が国勢調査よりも詳しく入念な回答を

求めるわけであります。

　ということで、詳しく分析はしていませんけれど

も、どうして国調の方が高くなるかといいますと、国

勢調査の場合は、例えば正規社員でなければもう失業

者にカウントしちゃうというようなこともあるのかな

と。ですから、労働力調査の場合はもっと詳しく、例

えば２カ月働いたら就職者に入るんですけれども、失

業者にカウントされている人が国勢調査の場合は多い

んではないかなというふうに考えられます。今のとこ

ろ、そういうお答えしかできません。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　玉城義和君。

　　　〔玉城義和君登壇〕

○玉城　義和君　10トントラックのいっぱいぐらい申

し上げたいことがありますが、時間がありませんの

で、海兵隊の削減についてはこれは県議会でも一度決

議したんじゃないかと思います。

　知事、政治家仲井眞知事として私は問うんですが、

基地を受け入れるというのは、私は一つの覚悟が必要

だと思うんですね。

　基地は国家が運営する巨大な暴力装置ですよ。それ

は当然にそこから派生する航空機の墜落とか騒音が起

こるわけですね。また、米軍は世界のどこかで常に戦

争をしています。兵士はそのためにいるわけで、い

つ、何どき前線に駆り出されるか命の不安を抱えてい

るわけですね。そして現に、毎日アメリカの兵隊は亡

くなっているわけです。基地とか軍隊とかいうのは、

いわば常に生死と向き合う非日常なわけですね。そし

て基地を受け入れるというのは、それらのもろもろの

ことが起こり得るということを受け入れるという一つ

の覚悟ができていなければ私はできないだろうと思う

んですね。そういう覚悟はおありでしょうか。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城議員の国防論といいま

すか、軍隊論は今承りました。

　ですから、事件・事故を受け入れられるかと言われ

たが、受け入れられるわけはないじゃないですか。

○議長（仲里利信君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明26日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後８時23分散会
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（第 ７ 号）
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議　　事　　日　　程　第７号

平成20年２月26日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15号議

案から乙第29号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15

号議案から乙第29号議案まで

甲第１号議案　平成20年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成20年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成20年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成20年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成20年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成20年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成20年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成20年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成20年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成20年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成20年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成20年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成20年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成20年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成20年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計予算

甲第20号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第21号議案　平成20年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成20年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成20年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成19年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第25号議案　平成19年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第27号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 7 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 26日（ 火曜日）午前 10時１分開議
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甲第28号議案　平成19年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成19年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例

乙第３号議案　沖縄県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立県民アートギャラリーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第９号議案　沖縄県公害審査会の紛争処理の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例

乙第10号議案　沖縄県介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条例

乙第13号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第15号議案　沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県中小企業の振興に関する条例

乙第17号議案　沖縄県道路整備・都市モノレール建設基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県奥武山総合運動場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　土地の処分について

乙第22号議案　訴えの提起について

乙第23号議案　照明灯倒壊事故に関する和解等について

乙第24号議案　損害賠償額の決定について

乙第25号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第26号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第27号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第28号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第29号議案　公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（45名）

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第30号議案まで、

乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及

び乙第15号議案から乙第29号議案までを議題とし、質

疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　前田政明君。

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君 39　番　　上　原　賢　一　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君会　計　課　長

知　事　公　室　　　　　　　　　上運天　　　痩　君
秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　名渡山　　　司　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　伊　元　正　一　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　翁　長　良　盛　君委　　員　　長

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　大　城　光　代　君会　長　代　理

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　瀬良垣　　　馨　君事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、発言通告に基づいて一般質問

を行います。

　知事の基本姿勢について。

　１、米海兵隊員による少女暴行事件について質問し

ます。

　２月10日午後10時半過ぎ、米海兵隊員が女子中学生

に暴行を働くという許しがたい事件が起こりました。

14歳の少女が屈強な海兵隊員に車で連れ回され、追い

詰められたときの恐怖、思春期の多感な時期に負った

深い傷、少女のこれからの人生を思うと本当に心が痛

みます。

　茨、米海兵隊員による少女暴行事件について、知事

の見解を問うものです。

　芋、米軍犯罪の実態と海兵隊員の犯罪の実態につい

て問うものです。

　鰯、凶悪な事件を繰り返す海兵隊について、知事の

認識と見解を問うものです。

　允、米軍犯罪の温床となっている米軍基地の撤去、

とりわけ海兵隊の撤去が米軍犯罪をなくす前提ではな

いか。

　印、今回の少女暴行事件が普天間基地の移設問題に

ついて影響はないと思うとの見解を述べたことについ

て、知事の明快な見解を問う。

　咽、米国在日大使と米軍司令官に対する知事の対応

について、知事の見解を問う。

　員、今回の事件は、イラク等で戦争中の米兵が住民

の中でともに生活している危険性を示した。米軍兵士

の基地外居住の実態と今後の対応について問う。

　因、少女暴行事件に抗議する県民大会の開催につい

て、知事の見解を問うものです。

　姻、辺野古での米兵による事件について説明してく

ださい。

　２、米軍への思いやり行政について質問します。

　茨、日本は米国の同盟国で最も気前よく米軍の駐留

のために米軍駐留関係予算を出しています。米軍への

思いやり予算のこれまでの総額は幾らですか。

　芋、思いやり予算の具体的な内容について、住宅、

電気、水道、教育施設、米軍娯楽施設等具体的に説明

してください。

　鰯、嘉手納基地などの県内米軍基地の米軍住宅の水

道光熱費の負担状況について説明してください。

　允、自動車税の軽減について、県民と比較して具体

的に説明してください。

　印、日本政府の負担の米軍駐留費の米兵１人当たり

の金額と、思いやり予算の米軍１人当たり金額につい

て説明してください。

　咽、福祉関係予算の自然増削減2200億円に匹敵する

米軍優遇の思いやり予算は廃止して、国民の暮らしを

守ることに充てることを国に求めるべきではありませ

んか。知事の見解を問うものです。

　３、日米地位協定について質問します。

　米軍優遇の日米地位協定の抜本的な見直しが必要で

す。知事の見解を問うものです。

　４、米軍再編について質問します。

　茨、米軍再編は、古くなった米軍基地を日本国民の

税金で最新鋭の基地を提供し、自衛隊と米軍の一体化

を進め、米国の世界戦略に組み込まれる危険な実態が

日々明らかにされています。国民と県民を人権と安全

を守る立場からも米軍再編に反対すべきではないか、

知事の見解を問うものです。

　芋、キャンプ・ハンセンでの米軍と自衛隊の共同使

用、共同訓練に反対すべきではありませんか。

　鰯、米国領土のグアムの米軍基地・海兵隊基地建設

等の米軍再編の３兆円の負担はやめて、国民の暮らし

を守るために国民の税金を使うべきではありません

か。

　允、嘉手納基地以南の米軍基地の返還についての具

体的な内容について説明してください。

　普天間基地問題について質問します。

　１、環境影響評価について。

　茨、防衛省の、今回の方法書は、沖縄県環境影響評

価審査会において審査するに足る内容が不十分であ

り、審査困難との声が上がっている。県としても、方

法書は具体性に欠け、審査が困難だと考えていると述

べていた。しかし、環境評価については、防衛省から

追加説明を受け現在調整中である。防衛省が知事意見

を踏まえて速やかに対応していることは評価している

との趣旨の見解について知事の見解を問うものです。

　芋、沖縄県環境影響評価審査会の環境影響評価を審

議し、方法書の再実施、手続のやり直しを求めたが、

知事意見において、答申より内容を緩やかにした理由

について知事の見解を問うものです。

　鰯、普天間基地の移設である移設先の図面というも

のがどんな機能が考えられているのか内容を確認した

いとの趣旨の答弁が11月定例議会でありました。現在

の普天間基地の機能にない新たな基地機能が強化され

ています。新基地建設に反対すべきではないですか、

知事の見解を問うものです。

　允、可能な限り沖合に移動してもらいたいとの知事

の主張を具体的に説明してください。

　２、普天間飛行場の３年閉鎖問題について質問しま
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す。

　茨、普天間飛行場の危険性の除去に向けての取り組

みが現時点での最大限の措置である――石破防衛大臣

――との対応とのこと、騒音被害などの実態はどう

なっていますか。

　芋、普天間基地の３年閉鎖問題についての公約は破

綻したことを認めるべきではありませんか。

　教科書検定問題について質問します。

　茨、文部科学省並びに教科書検定調査審議会は、昨

年12月26日、教科書会社６社から提出されていた日本

史教科書８点の沖縄戦記述に関する訂正申請について

審議会結果を発表し、文部科学大臣もその内容を承認

しました。その内容は、県民大会決議に示された沖縄

県民の総意と言える検定意見の撤回並びに記述の回復

という願いをかたくなに拒否したものでした。県民大

会の決議の実現のためにさらに県民ぐるみの運動が求

められています。高校歴史教科書の訂正申請の教科書

検定について、知事、教育長の見解と対応を問うもの

です。

　芋、県教育委員会が沖縄戦の「集団自決（強制集団

死）」への軍の強制を示した教科書を使う授業の指導

事例集を作成し、新学期までに各高校に配布とのこと

ですが、教育長の見解と対応の説明をお願いします。

　教育行政について。

　１、30人学級について質問します。

　30人以下学級の実現についての今年度の具体的な対

応と今後の事業計画について、具体的に説明してくだ

さい。

　２、沖縄県立盲学校について質問します。

　茨、沖縄盲学校の役割について説明してください。

　芋、沖縄盲学校を併設型の特別支援学校ではなく、

単独型の視覚特別支援学校とすることについて、当局

の見解と対応を問うものです。

　鰯、「沖縄盲学校の未来を考える会」の署名活動へ

の教育委員会の不当な介入は許されません。見解を問

うものです。

　３、珊瑚舎スコーレ夜間中学校について質問しま

す。

　珊瑚舎スコーレ夜間中学校の事業についての認識と

支援について、当局の見解と対応を問うものです。

　卒業生の卒業認定、中学校卒業証書の授与につい

て、当局の見解と対応を説明してください。

　福祉保健行政について質問します。

　１、後期高齢者医療制度について。

　茨、高齢者への新たな負担と差別医療をもたらす後

期高齢者医療制度について、具体的に説明してくださ

い。

　芋、世界にも例のない年齢差別、75歳による差別の

医療制度であり、高齢者と国民に新たな負担を押しつ

ける後期高齢者医療制度は、中止・撤回すべきではあ

りませんか。当局の見解を問うものです。

　２、保育行政について質問します。

　茨、待機児童の現状と対応について、当局の見解と

対応を問うものです。

　３、認可外保育園の充実について質問します。

　茨、認可外保育所に入所している保育に欠ける児童

の状況についてと、公的保育を実質的に担う認可外保

育所の役割について、当局の見解と対応を問うもので

す。

　芋、認可外保育所の子育て支援事業の役割につい

て、当局の見解を問うものです。

　鰯、認可化促進事業について、今後の事業計画の内

容について説明してください。

　允、給食費補助について具体的に説明してくださ

い。

　４、学童保育所事業（放課後児童クラブ）について

質問します。

　茨、学童保育所・学童クラブ実態調査の結果から見

えてきた課題は何ですか、当局の見解と対応を問うも

のです。

　芋、71名以上の大規模学童保育・児童クラブの対応

について、当局の見解と対応を問うものです。

　５、乳幼児・児童医療助成制度の充実について質問

します。

　茨、適用年齢の拡大について、芋、所得制限の撤廃

について、鰯、現物給付制度の実現について、当局の

見解と対応を問うものです。

　６、県立浦添看護学校について質問します。

　茨、県立浦添看護学校の事業内容とこれまでの役割

について説明してください。

　芋、県立浦添看護学校の役割を継続し、存続するこ

とを県議会は全会一致で求めてまいりました。民間移

譲は中止すべきであります。当局の見解と対応を問う

ものです。

　県立病院事業について質問します。

　１、県立病院事業の役割について。

　茨、県立病院事業の赤字の要因について説明してく

ださい。

　芋、県民の命を守る県立病院の医療体系を守り発展

させることが必要です。不採算部門を担う県立病院事

業においては、一般会計からの必要な繰り入れが求め

られています。全国の公立病院の繰入額との比較につ
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いて当局の見解と対応を問うものです。

　２、県立病院事業への繰り入れについて質問しま

す。

　茨、八重山病院、宮古病院の特地勤務手当は一般会

計から繰り入れるべきではありませんか。

　芋、民間病院の場合は必要としない本庁の議会対策

等の人件費は繰り入れの対象にすべきではありません

か。当局の見解と対応を問うものです。

　総務行政について質問します。

　旭橋再開発株式会社への起債補助について質問しま

す。

　旭橋再開発株式会社への那覇市の起債による補助に

ついての経過と、県の国への起債手続についての責任

について問うものです。

　都市計画行政について質問します。

　農連市場地区防災街区整備事業について、当局の対

応と見解を問うものです。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　前田議員の御質問にお答えいたします。

　まず第１に、基本姿勢の中で、米海兵隊員による暴

行被疑事件についての御質問にお答えいたします。

　今回の事件は、女性の人権をじゅうりんする重大な

犯罪であり、特に被害者が中学生であることを考えれ

ば、極めて悪質で決して許すことはできず、強い怒り

を覚えるものであります。

　県は、去る２月22日に開催しました「米軍人等犯罪

防止対策に関する検討会議」において、７項目の具体

的な犯罪防止策を取りまとめたところであります。今

後、日米両政府に対し、その実施を求めてまいりたい

と考えております。

　次に、同じく基本姿勢の中で、暴行被疑事件に関す

る知事の見解についてという御趣旨の御質問にお答え

します。

　去る２月10日に発生しました事件は、女性の人権を

じゅうりんする重大な犯罪であり、被疑者の海兵隊員

に強い怒りを感じているところであります。

　在日米軍再編は、沖縄県の基地負担の軽減と抑止力

の維持を図ることを目的に合意されたものであり、海

兵隊のグアム移転や嘉手納飛行場より南の施設・区域

の返還など、沖縄県にある米軍基地の整理縮小につな

がる再編が合意されております。このような合意事項

につきましては、むしろ積極的に進めるべきであると

考えております。

　私は、今後とも政府と協議を重ね、普天間飛行場移

設問題の解決に向け取り組んでいきたいと考えており

ます。

　次に、同じく基本姿勢の中で、駐日米国大使等への

対応についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　私は、事件発生後のコメントやその後の要請におい

て、まず第１に、このような事件は女性の人権をじゅ

うりんする重大な犯罪であること、第２に、特に被害

者が中学生であることを考えると、極めて悪質で決し

て許すことはできず、強い怒りを覚えること、第３

に、またもやこのような事件が発生したことは極めて

遺憾であること、第４に、このような事件が二度と起

きないよう一層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹底を行

い、実効性のある教育プログラム等、再発防止に万全

を期すことなどを申し上げ、強い抗議の意を表してお

ります。

　来庁しましたシーファー駐日米国大使等に対しても

同様のことを申し上げ、厳しく対応したところであ

り、県民の怒りや事件の再発防止を強く求める県の立

場は十分に伝わったと考えております。

　次に、同じく基本姿勢の中で、県民大会の開催につ

いての御質問にお答えいたします。

　県民大会につきましては、被害者及び御家族の心情

や意向にも十分配慮することがまず第一であり、その

上で広く県内の各界各層の声を聞く必要があると考え

ております。

　次に、基本姿勢の中で、日米地位協定の見直しにつ

いてに係る御質問にお答えいたします。

　日米地位協定の抜本的な見直しにつきましては、去

る２月13日には、来沖しました参議院沖縄及び北方問

題に関する特別委員会委員長に対し要請したほか、２

月15日にも来沖された民主党国会議員に、さらに２月

18日及び19日には、軍転協を通じて内閣官房長官を初

め日本政府と在日米国大使館等に対し要請したところ

であり、引き続き粘り強く取り組んでいきたいと考え

ております。

　次に、教科書検定問題について、訂正申請への見解

と対応についてという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　今回、高校歴史教科書の訂正申請が承認され、広い

意味での「日本軍の関与」の記述が回復されるととも

に、沖縄戦における「集団自決」の背景の説明や注釈

がつけられるなど、沖縄戦に関する理解を深めるもの

になっていると考えております。

　教科書検定意見の撤回につきましては、長期的な取

り組みになるものと考えており、今後の国の動向を注
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視していきたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　米軍犯罪の実態と海兵

隊員の犯罪実態についてお答えいたします。

　1995年（平成７年）以降、米軍人・軍属、その家族

など、米軍構成員等による犯罪総数は800件864人であ

り、そのうち米軍人によるものは521件529人でありま

す。

　凶悪犯に限ると、米軍人によるものは29件40人であ

り、そのうち海兵隊員によるものは22件32人で75.8％

を占めております。

　また、米軍人による凶悪犯29件40人のうち、強姦罪

は14件17人で、うち海兵隊員によるものは８件10人で

57.1％であります。

　次に、辺野古で発生した米兵の民家侵入事件の対応

についてお答えします。

　本件は、２月18日午前４時24分ごろ、名護市字辺野

古の民家において、知らない外国人を発見した居住者

からの110番通報を受け、直ちに名護警察署の警察官

が現場に急行し、酒に酔って屋内に侵入していた外国

人を現行犯逮捕したものであります。

　同外国人は、在沖米海兵隊キャンプ・シュワブ海兵

隊伍長ショーン・コーディー・ジェイク21歳であり、

翌２月19日午後、那覇地方検察庁に住居侵入罪で事件

送致しております。

　なお、被疑者は２月25日夜８時30分、検察庁指揮に

より釈放されており、今後の処分については検察庁に

おいて判断されるものと承知しております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　海兵隊に対する認識と

対応についてお答えします。

　県としては、在沖米軍全体において米軍基地に起因

するさまざまな事件・事故等は一件たりともあっては

ならないと考えております。

　県は、このような事件が二度と起きないよう、米軍

は責任と緊張感を伴った生活規律を確立する必要があ

ると考えており、一層の綱紀粛正及び隊員の教育の徹

底を行い、県民が納得するような形で具体的な再発防

止策等を講じ、それを公表するよう強く求めたところ

であります。

　米軍基地の撤去等についてお答えします。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による本県

の過重な基地負担の軽減を求めてきたところでありま

す。

　県としては、米軍再編で海兵隊司令部及び約8000名

の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手

納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小

が合意されたことは、県民の要望している米軍基地の

整理縮小につながるものであり、確実な実施がなされ

る必要があると考えております。

　次に、米軍人等の基地外居住の実態についてお答え

します。

　米軍によると、平成19年９月時点で米軍住宅検査事

務所に登録されている住宅は6098戸で、そのうち5107

戸が契約されているとのことであります。

　また、外務省によると、平成20年１月31日現在、施

設・区域外に居住している軍人・軍属、家族の総数は

１万748人とのことであります。

　県としては、基地の外に居住する米軍人等の規律の

強化を含め、具体的な犯罪防止に資するような対策を

日米両政府に対し求めていく考えであります。

　思いやり予算の総額についてお答えします。

　防衛省の資料によると、在日米軍駐留経費負担、い

わゆる思いやり予算は昭和53年度から予算化され、平

成19年度までの予算額を合計すると５兆1627億円と

なっております。

　思いやり予算の具体的内容についてお答えします。

　在日米軍駐留経費負担、いわゆる思いやり予算につ

いては、１、在日米軍が使用する施設・区域について

の提供施設整備費、２、在日米軍従業員の労務費、

３、在日米軍が公用のため調達する光熱水料など、及

び４、日本側の要請による在日米軍の訓練の移転に伴

い必要となる経費（訓練移転費）の全部または一部を

負担するものとされております。

　その内容は、提供施設整備費については、施設・区

域内の隊舎、家族住宅、環境関連施設、学校、教育施

設、福利厚生施設などの建設、在日米軍従業員の労務

費については、基本給、地域手当、解雇手当、扶養手

当等の各種手当等、光熱水料については、在日米軍が

公用のため調達する電気、ガス、水道、下水道やそれ

以外の暖房用、調理用または給湯用の燃料、訓練移転

費については、日本側の要請による訓練移転に伴い、

追加的に必要となる経費を日本側が負担しておりま

す。

　県内米軍住宅の水道光熱費の負担状況についてお答

えします。
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　沖縄防衛局によると、在日米軍駐留経費負担、いわ

ゆる思いやり予算による光熱水料などについては、在

日米軍全体の負担実績に対し、その経費の全部または

一部を一括して負担しているため、個々の施設・区域

ごとの負担額は確定できないとのことであります。

　政府負担の米軍駐留費の米兵１人当たり金額につい

て。

　沖縄防衛局によると、在日米軍駐留経費負担、いわ

ゆる思いやり予算の米兵１人当たりの金額は把握して

いないとのことであります。

　思いやり予算の廃止についてお答えします。

　県としては、在日米軍駐留経費負担、いわゆる思い

やり予算については、我が国の安全保障の一翼を担っ

ている在日米軍の駐留を円滑かつ安全に行うとの観点

から我が国が負担しているものであると理解しており

ます。

　同予算のあり方については、米軍基地の負担のあり

方等とあわせて、国政の場で十分に議論を深めていた

だきたいと考えております。

　次に、米軍再編についてお答えします。

　県としては、米軍再編で海兵隊司令部及び約8000名

の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手

納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小

が合意されたことは、県民の要望している米軍基地の

整理縮小につながるものであり、確実に実施されなけ

ればならないと考えております。

　次に、陸上自衛隊によるキャンプ・ハンセン共同使

用についてお答えします。

　金武町長、宜野座村長及び恩納村長は、陸上自衛隊

の訓練の内容等について総合的に検討したことなどに

より、陸上自衛隊のキャンプ・ハンセン共同使用を受

け入れることとしたとのことであり、県としては地元

の意向を尊重したいと考えております。

　海兵隊グアム移転経費の負担についてお答えしま

す。

　県としては、海兵隊のグアムへの移転は、将来の沖

縄の米軍基地のあり方に大きな影響を与え大きな転機

になることから、確実な実施がなされる必要があると

考えております。

　移転費用の負担については、引き続き国政の場で議

論されていくものと考えております。

　嘉手納飛行場より南の施設・区域の返還についてお

答えします。

　米軍再編においては、嘉手納飛行場より南のキャン

プ桑江、牧港補給地区、那覇港湾施設、普天間飛行

場、第１桑江タンク・ファームの全面返還及びキャン

プ瑞慶覧の部分返還がなされるものとされておりま

す。

　嘉手納飛行場より南の米軍施設・区域の返還につい

ては、日米両政府において、平成19年３月までに統合

のための詳細な計画を作成するとされておりました

が、沖縄防衛局によると、現在、米側と調整中の段階

であるとのことであり、その内容は明らかにされてお

りません。

　次に、代替施設建設における見解についてお答えし

ます。

　昨年11月７日の第４回協議会において、建設計画等

について検討するため、県からも政府に対し必要な情

報は可能な限り公開していただきたい旨、申し上げた

ところであります。

　県としては、今後とも協議会等の場において情報の

公開を求めてまいりたいと考えております。

　普天間飛行場移設問題については県外移設がベスト

だとは思いますが、米軍再編協議の経緯等から県外移

設は困難であり、一刻も早い危険性の除去のためには

県内移設もやむを得ないものと考えております。

　県としては、今後とも政府と協議を重ね、解決に取

り組んでいきたいと考えております。

　代替施設の沖合移動についてお答えします。

　名護市の可能な限り沖合へ寄せていただきたいとの

要求は、政府と交わした基本合意書を踏まえ、周辺住

民の生活環境等に配慮する観点から要求しているもの

であり、県としても、その要求に政府が応じるよう求

めているところであります。

　代替施設の具体的な位置については、政府から示さ

れ、普天間飛行場移設措置協議会の場において確認さ

れる必要があると考えております。

　普天間飛行場の３年めどの閉鎖状態の公約について

お答えします。

　県は、移設するまでの間であれ、普天間飛行場の危

険性を放置することはできないことから、同飛行場の

ヘリ等の運用を極力低減し、３年をめどに危険性の除

去、騒音の軽減を図ることを機会あるごとに政府に対

し求めているところであり、政府と協議をし、確実な

解決が図られるよう全力を尽くしているところであり

ます。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　知事の基本姿勢について

の中で、米軍人等の自動車税の軽減についての御質問

にお答えします。
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　民間車両の自動車税の税率は、排気量等に応じて細

かく区分されているため、米軍人等の私有車両の税率

と単純に比較することはできませんが、例えば、排気

量が1.5リットルを超え、２リットル以下の一般的な

小型乗用車で比較しますと、民間では年額３万9500円

となっていますが、米軍人等の私有車両では特例税率

で7500円となり、その差額は３万2000円となっており

ます。

　なお、米軍人等の私有車両に対する自動車税の税率

は、小型自動車が7500円、普通乗用車の場合は、排気

量が4.5リットル以下が１万9000円、4.5リットル超が

２万2000円、普通トラックが３万2000円となっており

ます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　普天間基地問題につ

いての御質問にお答えいたします。

　まず、環境影響評価方法書及び追加・修正資料への

見解についてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、昨年10月30日に沖縄県環境影響評

価審査会へ諮問いたしました。

　審査会においては数回にわたり審査を行ってきまし

たが、滑走路の幅や飛行場区域の面積等の主要な諸元

が不明であることや、航空機の機種、飛行経路等の運

用形態などの環境影響評価を行う上で必要となる十分

な事業内容が記載されていないとの問題が出され、昨

年12月21日及び本年１月21日に知事意見を述べたとこ

ろであります。

　これらを踏まえ、去る２月５日に提出された追加・

修正資料では、対象事業の内容については滑走路の幅

や飛行場区域の面積等の主要な諸元が明記されるとと

もに、環境影響評価の項目及び手法等については、調

査項目の追加や調査地点の追加などがなされておりま

す。

　事業者が知事意見を踏まえて追加・修正資料を提出

したことは当然のことと認識しております。

　次に、知事意見において答申より内容を緩やかにし

た理由についてという御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、環境影響評価法及び沖縄県環境影

響評価条例の法的要件を満たしていることから、方法

書手続のやり直しを求めることは困難であると考えて

おります。

　答申では、方法書の書き直しに当たっては、具体化

した事業の内容及び環境影響評価の手法等について取

りまとめ、県及び審査会に報告・協議した上で最終的

に決定し公表することとしております。

　知事意見は、答申で求めている方法書の書き直しに

ついて具体的な記載の方法などを示したものであり、

答申に沿ったものであると考えております。

　次に、普天間飛行場の騒音被害の実態についてお答

えいたします。

　県では、普天間飛行場周辺において、周辺市と連携

し、９地点において年間を通じて航空機騒音の監視測

定を行っております。

　平成18年度の測定結果によりますと、普天間飛行場

周辺においては９地点中３地点で環境基準を超過して

いる状況であります。

　航空機騒音の評価を表すＷＥＣＰＮＬ（うるささ指

数）は、上大謝名局で80.7と最も高い値を示し、ほぼ

横ばいで推移している状況であります。

　県においては、その結果を踏まえ、昨年９月に米軍

や沖縄防衛局等関係機関に対し、航空機騒音の軽減に

ついて強く要請を行ったところであります。

　今後とも、普天間飛行場周辺における航空機騒音の

監視を継続するとともに、米軍等関係機関に対し、航

空機騒音の軽減を粘り強く働きかけていきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教科書検定問題に

ついての御質問で、訂正申請への見解と対応について

お答えいたします。

　教科書検定問題については、昨年９月29日に県民大

会が開催され、その趣旨を踏まえ、県や実行委員会及

び県教育委員会が政府及び関係団体へ検定意見の撤回

等を要請しました。

　このことは、県民大会に結集した11万人余の平和を

希求する県民の強い思いを国や文部科学省に伝えたも

のであると認識しております。

　その結果として、高校歴史教科書の訂正申請が承認

され、広い意味での「日本軍の関与」の記述が回復さ

れるとともに、沖縄戦における「集団自決」の背景の

説明や、９・29県民大会についての記載がなされてお

り、高校生がこれまでと同様に学習ができるものと考

えております。

　次に、沖縄戦の指導案事例集についてお答えいたし

ます。

　県教育委員会といたしましては、これまで各高等学

校の授業等で実践されてきた沖縄戦の学習指導案をも
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とに、高校の地理歴史科や特別活動等で活用できる

「沖縄戦の指導案事例集」を作成し、新学期までには

全県立高等学校に配布する予定であります。

　この指導案事例集等を活用することにより、今後と

も沖縄戦の実相を子供たちに正しく伝えていくことが

でき、理解が深まるものと考えております。

　次に、教育行政についての御質問で、30人学級につ

いての今年度の具体的な対応と今後の事業計画につい

てお答えいたします。

　30人学級の実現については、これまで30人学級制度

設計検討委員会において、定数の確保方法や財政負担

など実務的な課題を検討してまいりました。

　平成20年度における30人学級編制の実施につきまし

ては、施設状況等を踏まえ、小学校１年生で導入して

いきたいと考えております。

　次に、沖縄盲学校の役割についてお答えいたしま

す。

　沖縄盲学校は、視覚障害のある幼児・児童生徒に対

し、自立し社会参加を目指すため、視覚障害教育の専

門性に基づく一貫した教育を行っております。また、

小中学校等に在籍する視覚障害の児童生徒への支援を

行うセンター的機能を果たしております。

　次に、沖縄盲学校を単独型の特別支援学校とするこ

とについてお答えいたします。

　近年の障害の重度・重複化や児童生徒一人一人の教

育ニーズに適切に対応するため、従来の盲・聾・養護

学校は、障害種別を超えた教育を実施することができ

る特別支援学校制度へ改められました。

　県教育委員会では、学識経験者や保護者代表等から

構成された懇話会から、那覇南部地域の教育ニーズに

対応するため、沖縄盲学校を知的障害の教育も行う特

別支援学校として整備することが望ましいと提言を受

け、特別支援学校編成整備計画（案）を作成したとこ

ろであります。

　「沖縄盲学校の未来を考える会」が単独校として存

続を求めていることについては、盲学校の持つ視覚障

害教育の専門性の維持等に不安を感じておられること

のあらわれと受けとめております。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者や関係

団体等に十分な説明と意見交換を行いながら、理解を

得ていきたいと考えております。

　次に、署名活動への不当な介入についてお答えいた

します。

　署名活動に関する情報提供のメールについては、文

章中に教職員の活動を規制するかのような不適切な表

現が含まれていたことから、２月６日付で撤回と破棄

を通知したところであります。

　県教育委員会としましては、今後このようなことが

再び起こらないよう職場研修を行うなど、職員への指

導を徹底し、学校及び教職員との信頼関係の構築に努

めてまいります。

　次に、珊瑚舎スコーレの事業と支援についてお答え

いたします。

　戦中戦後の混乱期に義務教育を受けることができな

かった方々の学んでいる様子を参観するために、去る

１月25日に珊瑚舎スコーレを訪問いたしました。

　御高齢の方々が向学心に燃え、一生懸命に勉強をし

ている真摯な態度や、高齢者同士が学び合い、楽しく

授業に集中している姿勢に胸を打たれました。

　戦中戦後の混乱期の中で、義務教育を受けることが

できなかった方に対し、学ぶ機会を提供することの大

切さを改めて認識したところであります。

　なお、教育委員会としましては、公の支配に属さな

い教育の事業に対し、財政支援をすることは法的に厳

しいものがあると考えております。

　次に、卒業認定と卒業証書授与についてお答えいた

します。

　県教育委員会としましては、これまで戦中戦後の混

乱期に小中学校で学ぶことができず、珊瑚舎スコーレ

で３年間学び続けた方々に対して、戦後処理の一環と

して卒業証書を授与するとともに、高等学校に進学を

希望する方に対しては受験できる配慮を行ってまいり

ました。

　今年度、珊瑚舎スコーレに通う現３年生は18名中４

名の方が卒業証書の授与を希望しており、その準備を

しております。

　現在、卒業認定につきましては、市町村教育委員会

で学齢簿に準じたものをつくり、公立中学校に籍を置

いて学べるかどうかや、卒業認定の条件などを市町村

教育長協会と具体的に意見交換をしているところであ

り、卒業認定ができる方向での検討を行っていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉保健行政につい

ての中の、後期高齢者医療制度についてにお答えいた

します。

　新たな後期高齢者医療制度においては、75歳以上の

高齢者等を被保険者として都道府県ごとに全市町村が

加入する後期高齢者医療広域連合が保険者となり、医

療等の給付を行います。
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　給付にかかる費用は、被保険者からの保険料約１割

と公費約５割、各医療保険者からの支援金約４割で賄

われます。

　保険料については、高齢者間の公平な負担の観点か

ら、被保険者全員に負担能力に応じて保険料を負担し

ていただき、原則、特別徴収、いわゆる年金天引きと

なります。

　医療機関窓口での自己負担につきましては、現行制

度と同様、現役並み所得者については３割負担、その

他の方につきましては１割負担となっております。

　続きまして、後期高齢者医療制度に対する見解につ

いてにお答えいたします。

　後期高齢者医療制度は、少子・高齢化が加速し、保

険料を納める現役世代が減り、高齢者の医療費がふえ

る中で国民皆保険制度を堅持していくため、世代間の

負担を明確にし、公平化を図る観点から創設された制

度であります。

　県としては、制度創設の趣旨を踏まえ、円滑な実施

に向け、今後とも市町村及び後期高齢者医療広域連合

を支援してまいりたいと考えております。

　続きまして、待機児童の現状と対応についてにお答

えいたします。

　県では、これまで保育の実施主体である市町村と連

携しながら、あらゆる施策を活用し、待機児童の解消

を進めてまいりました。こうした取り組みにもかかわ

らず、平成19年４月１日現在の待機児童数は1850人と

なっております。

　このため、県では、引き続き保育所の創設、分園設

置、定員の弾力化、認可外保育施設の認可化等を積極

的に促進し、待機児童の解消を図ってまいりたいと考

えております。

　続きまして、認可外保育施設に入所している保育に

欠ける児童及び同施設の役割について一括してお答え

いたします。

　認可外保育施設には、保育に欠ける児童も相当数入

所していると思われますが、市町村への保育所入所申

し込みがなされていないケースもあり、その把握は難

しいものがあります。

　保育ニーズの高い本県においては、これまで認可外

保育施設が市町村の保育行政の補完的役割と地域にお

ける子育て支援機能を果たしてきたと考えておりま

す。　

　認可化促進事業の今後の計画についてにお答えいた

します。

　県では、施設整備に係る経費の助成等により、認可

外保育施設の認可化促進に取り組んでおります。現在

のところ、次年度及び平成21年度における認可化の予

定はそれぞれ７カ所と５カ所となっており、そのうち

認可外保育施設認可化促進事業によるものは、それぞ

れ３カ所と２カ所となっております。

　続きまして、学童クラブの実態調査結果による課

題、見解と対応についてにお答えいたします。

　今回の放課後児童クラブの実態調査は、平成19年９

月１日現在、調査対象228カ所のうち218カ所から回答

を得ました。

　指導員の給与、勤務年数及び保育料等について調査

しましたが、指導員の給与が５万円から25万円で、月

平均給与が10万8500円でした。平均勤務年数が5.4

年、保育料は学年によって違いますが、月平均約１万

285円となっているほか、指導員１人当たり平均児童

数が14.2人となっております。

　また、平成18年11月現在、県学童保育連絡協議会に

よる58学童クラブの調査では、運営主体、在籍児童

数、障害児の受け入れ、１人当たりの面積及び傷害保

険等について調査していますが、その中で13カ所の71

人以上の大規模学童クラブがあることや、20カ所で県

のガイドラインで示している児童１人当たりの面積が

1.65平方メートル以上に達していないクラブがあるこ

とが課題と考えております。

　県としましては、71人以上の大規模放課後児童クラ

ブについて、県教育委員会及び市町村と連携を図り、

適正規模への移行促進に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　また、県のガイドラインに達していないクラブにつ

いては、これも市町村と連携して改善の促進を図って

まいりたいと考えております。

　続きまして、大規模学童クラブの対応についてにお

答えいたします。

　国においては、適正な人数への移行促進のため71人

以上の大規模放課後児童クラブについて、平成22年度

から補助を廃止することになるため、市町村において

はその分割等を図っているところであります。

　県としても、平成21年度までに大規模放課後児童ク

ラブを70人以下へ分割促進するため、学校の余裕教室

の活用等について県教育委員会及び市町村と連携を図

り、適正規模への移行促進に努めてまいりたいと考え

ております。

　続きまして、乳幼児医療費助成制度の見直しについ

てに一括してお答えいたします。

　県では、平成19年10月以降の治療分より対象年齢を

拡大し、入院は４歳児までから就学前までに、通院は

２歳児までから３歳児までに引き上げたところであり
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ます。さらなる年齢の拡大、所得制限の撤廃、現物給

付の導入につきましては財政負担を伴うことから、引

き続き慎重に検討してまいりたいと考えております。

　続きまして、浦添看護学校の授業内容と役割につい

てにお答えいたします。

　県立浦添看護学校は、准看護師の進学コース看護第

一学科全日制と看護第二学科昼間定時制の２コースを

設置し、准看護師が看護師国家試験受験資格を得るた

めの教育課程を実施しております。

　浦添看護学校の存続を県議会が求めてきたことにつ

いてにお答えいたします。

　これまでの県議会等からの要請や決議書を重く受け

とめ、県立浦添看護学校の存続の趣旨としている看護

師、助産師の養成及び２年課程通信制の導入等につい

て庁内での検討を進めてまいりました。

　看護師の養成につきましては、県内養成所等の入学

定員が平成18年度の470名から平成21年度には250名増

の720名になる予定でございます。

　経営主体につきましては、民間でできることは民間

でという基本姿勢のもとに、浦添看護学校の民間移譲

を進めております。

　助産師の養成につきましては、本年４月に県立看護

大学別科助産専攻を設置するとともに、現在業務に従

事していない助産師に対して、産科診療所への就業促

進を図ることを目的に、平成18年度から助産技術研修

を実施しております。

　２年課程通信制につきましては、他県の２民間養成

所と連携し、平成20年度から県内においてスクーリン

グを実施し、受講者の負担軽減を図ることとしており

ます。

　認可外保育施設の給食費助成についてにお答えいた

します。

　認可外保育施設への給食費助成につきましては、厳

しい財政状況の中で検討を重ねてまいりましたが、平

成20年度から給食費としてこれまでの牛乳代に加え、

新たに米代を助成したいと考えております。

　牛乳代につきましては、児童１人当たりの単価を29

円として月20日分、米代につきましては、児童１人当

たりの単価を11円として月20日分を支給することとし

ております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　県立病院事業につい

ての御質問の、県立病院の赤字の要因についてお答え

します。

　県立病院の赤字は、複合的な要因によるものと考え

ております。

　１つ目には、近年、診療報酬の改定が低率で推移し

ていること、２つ目に、国の総医療費抑制政策により

医療費の個人負担増加等の影響により患者数が減少傾

向にあること、３つ目に、民間医療機関の機能が充実

してきたことにより患者が分散し、県立病院の患者数

が減少傾向にあること、４つ目に、復帰後、短期間に

県立病院施設の整備を図ったことに伴い、減価償却費

が増嵩したこと、５つ目に、脳神経外科や産婦人科

等、特定の診療科において医師が確保できず収益に影

響したこと、６つ目に、給与費において、離島・僻地

に勤務する場合の特地勤務手当などで他県に比べて支

給額が高くなることなどによる影響が挙げられます。

　このような厳しい経営状況下にありますが、病院事

業局としては自助努力で賄うべき独立採算分野につい

ては、さらなる経営改善策の実施により赤字の縮減を

図っていきたいと考えております。

　続いて、全国の公立病院の繰入額との比較について

にお答えします。

　平成17年度の本県の繰入金の額について全国と比較

いたしますと、病床１人当たりの繰入額については、

損益勘定では、国の平均340万円に対し本県は123万

7000円で全国第46位、資本勘定では、全国平均109万

1000円に対し本県では103万7000円で全国第24位、こ

の損益勘定と資本勘定を合計した額では、全国平均

449万1000円に対し本県は227万4000円で全国第44位の

額となっております。

　一方、標準財政規模に対する繰出金比率で見ます

と、損益勘定では、全国平均の0.973％に対し本県

1.137％ で全国第16位、資本勘定で は、全 国平均

0.312％に対し本県は0.953％で全国第３位、この損益

勘定と資本勘定の合計では、全国1.285％に対し本県

は2.090％で全国第７位となっております。

　このように繰入金の多寡については一概には言えま

せんが、病院事業としましては、公営企業法に定める

経営の基本原則を堅持しつつ、経営基盤の強化を図る

ため、引き続きその所要額の確保に努めてまいりたい

と思います。

　続きまして、八重山・宮古病院の特地勤務手当や本

庁経費に対する繰り入れについてにお答えします。一

括してお答えします。　

　八重山・宮古病院の特地勤務手当や本庁経費につい

ては、一般会計からの繰り入れの考え方が示された

「総務省繰出通知」に盛り込まれておらず、これまで

予算措置されておりません。
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　今後、関係部局による県立病院の抜本的な見直しの

中で、特地勤務手当や本庁経費等の「総務省繰出通

知」に基づかない基準外繰入金のあり方についても議

論を深めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　総務行政に関連いたしま

して、旭橋再開発株式会社への補助金に対する起債許

可手続に関する県の責任についてお答えいたします。

　平成15年度から平成17年度まで那覇市が起債した都

市再開発推進事業債については、那覇市の一般公共事

業の経費の財源とするための地方債として許可したも

のであります。

　しかしながら、那覇市は許可の内容に反し、この都

市再開発推進事業債を旭橋都市再開発株式会社への補

助金の財源として直接充当していたことから、県は昨

年12月に那覇市に対し繰り上げ償還を含めた対処策を

検討するよう助言したところであります。

　これを受けて、那覇市においては今議会において補

正予算を計上し、今年度中に繰り上げ償還する方向で

調整しているとのことであります。

　県としましては、当該事業債に係る地方債の許可の

内容等について十分な助言を行えなかったことから、

今後は起債に係る適切な事務処理が確保されるよう的

確に助言してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　都市計画行政関連

で、農連市場地区防災街区整備事業についての御質問

にお答えいたします。　

　農連市場地区は、那覇市の商業の集積地であるにも

かかわらず、施設の老朽化及び都市基盤が未整備なた

め、建築基準法等に不的確な建築物の割合が２分の１

以上、また耐火・準耐火建築物の割合も３分の１以下

であるなど、防災上等の問題を抱えている状況にあり

ます。

　県としましては、これらの課題解決のために防災街

区整備事業を導入する必要があると考えております。

　当該事業につきましては、現在、那覇市及び地権者

で構成する農連市場地区防災街区整備事業準備組合に

おいて、資金計画及び保留床処分計画等の検討作業を

行っているところであり、県としましても那覇市と連

携し、事業化に向けて検討していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　では再質問をします。

　まず、基地外の米軍住宅の関連で、水道光熱費の思

いやり予算からの支出状況について問い合わせをして

いると思いますけれども、説明していただきたいと思

います。

　それから少女暴行事件ですけれども、私も犯行現場

を調査しに行きました。大変ショックを受けました。

民間地域の保育所の真正面でした。もうひどいもの

で、しかしその周辺は新しいビルはほとんど米軍の専

用の住宅になっています。Ｙナンバーです。

　そして、私たちは砂辺地域に行ったんですけれど

も、砂辺海岸のそばの非常に環境のいいところに150

戸の外人専用住宅をこれは本土の大手が今建設中で

す。（資料を掲示）　それはこういう浜辺のすぐそば

なんですね。それでここではいろんな催し物がやられ

ていると。そうするともうどうなるのかと。砂辺の海

岸に行ったら、こういう建物と同じような無機質な建

物がいっぱいあって、これが米軍住宅になっている。

（資料を掲示）　私も行ってびっくりしましたけれど

も、一般の町に基地がある。だからそういう面では本

当に危ないなと。そこを観光客の女性の皆さんが何も

知らないで歩いていましたけれども、そういう面では

これは大変な問題だと思います。

　そういうことで、今、対応しようとしております基

地外の実態の調査についてもしっかりとやっていただ

きたいと思いますし、そういうような中で少女が連れ

去られたということでありますから、私は、少女には

何の落ち度もないというふうに思いますので、知事、

こういう状況も示してありますけれども、改めて知事

の感想と、二度と再びこういう事件は繰り返してはな

らないという思いについてお答えを願いたいと思いま

す。

　それから駐日米国大使と司令官に対する対応で、知

事は常識だと言っておりますけれども、かなり反応が

出ていますね。マスコミでは、県議会で批判される

と、最低ラインの社会的常識云々と言ったと。

　かつて米国に任命された琉球政府の行政主席たち

は、みずからの立場をいわゆる緩衝地帯とか代行機関

（当間重剛氏）、主権在米と自寵ぎみに表現していた

と。だが今は、そういう自治が制限されてないと。

　私は、知事はまさに日米両政府の代行機関じゃない

かなというふうに見えるんですけれども、その辺の自

覚はありますかね。

　そういう面で、まさに自治を県民の立場に立って県
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民の命を守るんだという思いが十分に伝わってきませ

ん。

　そういう面で、マスコミの一つの流れとしてこうい

うのがありますけれども、私は、米軍占領下の公選主

席みたいだったなというふうに思いますけれども、後

で御答弁ください。

　それから、一部の不逞のやからがこういう事件を起

こしたからといって、全体の海兵隊を撤去させてはい

けないと、飛躍だと言っていますね。私は、これは知

事、非常に飛躍だと思います。現実的じゃない。これ

は米軍基地があるから犯罪があるわけですね。そうい

う面で、ここのところはやはり米軍基地を撤去せよと

いうのが県民の声です。そして新基地建設やめろとい

うのが県民の声です。これを、いやそうじゃないとは

だかっている。すなわち知事は、日米両政府と同じよ

うに県民の願いを妨害をする、すなわち加害者という

べき立場に立たれているという自覚はおありなのか。

私は、それは決して好ましくないと思いますので、そ

このところを明快な御答弁をお願いしたいと思いま

す。

　それから嘉手納以南の返還ですけれども、これはＳ

ＡＣＯ合意のときにあった中身で、これは百歩譲っ

て、皆さんの言う嘉手納以南が返った場合に、全国の

米軍専用施設の割合が何％減りますか。そして、基地

の県内移設ではないものがあるんですか。この嘉手納

以南というのは基地の県内移設が前提でしょう。沖縄

にあるものは沖縄で基地をつくるんだというのがこの

ロードマップの重要な中身じゃありませんか。

　そういう面で、知事の今果たしている役割でもう一

つ大事なのは、95年の少女暴行事件のときに県民は基

地の撤去を訴えました。しかし、日米両政府はそれを

逆手にとって県内移設、すなわち普天間基地は返すけ

れども、基地の県内移設なんだといってＳＡＣＯ合意

の流れの中で辺野古の沖合が出ました。沖縄県民を対

立させる、そういうような状況でここまで来て、県民

の闘いでＳＡＣＯ合意案は廃棄されています。

　今、改めて、なぜこういう大事なときにグアム移

転、それから辺野古の移設推進なんだと。まさに日米

両政府がやろうとしている代行機関、すなわちこの米

軍再編というのは世界戦略の中でアメリカがあと100

年、200年、古くなった米軍基地を３兆円という国民

の税金で居座るということなんです。基地があればこ

れは犯罪が起こるわけです。

　そういうことで、この大事な少女の悲劇を日米同盟

優先、基地推進。だから知事、知事が移設に影響はな

いと言った背景は極めて県民の願いから反するものと

思いますけれども、御答弁をお願いします。

　それから細かいことなんですけれども、皆さんは非

常に不熱心ですね。米軍住宅の電気、水道、施設ごと

の資料が私のところにありますよ。明らかなんです

よ。嘉手納飛行場の電気代37億6200万円。時間がない

が、在沖米軍の電気代は103億8400万円、水道料金は

26億8700万円、こういう資料があるんですよ。だから

そういう面でいわゆる防衛省の言いなり。本当にいい

かげんだと思いますけれども、知事公室長、明快な答

弁をお願いします。

　そういうようなものが知事、３年閉鎖なんですよ。

防衛大臣はもうこれ以上できないと言っているじゃな

いですか。だから現状はさっきあったように変わらな

いじゃないですか。あなたが言っている３年閉鎖とい

うのは県民だましの手口として、あたかも反対してい

るかのようなそぶりをしながらやろうとしている。ま

さに県民だましの手法ですよ。その破綻は県民は見抜

いているんですよ。明快な答弁をお願いします。

　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時13分休憩

　　　午前11時13分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○前田　政明君　盲学校について再質問します。

　文部科学省の今後の特別支援教育のあり方という文

書では、いわゆる単独校として教育のみを有する学校

を設けることが可能であると明記されています。目の

見えない子供たちは指先を目としながら学ぶという面

でも、そこの存在は可能であると明記されておりま

す。そういう面でこれについても明快な御答弁をお願

いします。

○伊波　常洋君　議長、休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時14分休憩

　　　午前11時24分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の再質問にお答え

しますが、この質問がきちっと区切られてないもので

すから、ちょっと推測を含めてお答えいたしますが、

まず第１に、少女暴行事件についていろんな見解を

おっしゃった中で、最後に少女には何の落ち度もな

い、そこは考え方は全く一緒ですよ。そして、二度と

起こすな、知事はどう思うかと。

　これはもう何度も申し上げているとおり、こういう
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ことというのは二度と起こさないような再発防止を

しっかりと、我々もシーファー在日米国大使も含めラ

イト中将、そして沖縄では四軍調整官を初め総領事へ

もきちっと申し入れ、官房長官にも総理にも会って申

し入れてきたところであります。

　これはもう申し上げるまでもなく、こういう事件の

再発防止を徹底してもらいたいというのは当然のこと

を何度もやってきたところです。

　そして次に、何か私がどこかの代行機関であるとい

うような趣旨のことをおっしゃっていましたが、それ

は議員の個人的な御見解だと思うので、それはあなた

がそう思っていることですから、むしろ答弁もする気

はないんですが、もしこれが質問だとすれば、代行機

関であるわけないじゃないですか。というのが私の答

弁です。

　それから、ちょっと矛盾した御質問をされています

が、まず９番目でしたか、３年めどの閉鎖状態という

のは、もうこれは破綻したのではないかというような

御趣旨のことを、あなたは、防衛大臣がそういう返事

をしているからなんて、あなたが防衛省の代行みたい

な発言をされて、私の３年めどの閉鎖状態、今ずっと

これはその関係大臣、関係者相手にいろいろと当然の

要求としてやっている過程を、まだ１年ちょっとしか

たってないじゃないですか。それをもはや結論が出た

ような、しかもその結論を出す根拠が防衛大臣がそう

言っているではないかなどという質問には非常にお答

えしにくい。私は、当然の要求としてこれは今やって

いるところです。

　以上で、残りの御質問につきましては、部局長等か

ら答弁させていただきます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは前田政明議員の再

質問で、盲学校の単独校についてお答えいたします。

　特別支援学校は、単独の障害種に対応することも可

能とされておりますが、いかなる障害種に対応した教

育を行う学校とするかについては、地域における教育

ニーズ等に応じて弾力的に設置者が判断することとさ

れております。

　特別支援学校編成整備につきましては、今後とも継

続して意見交換を行い、保護者等の専門性や安全性に

対する不安や懸念の解消を図り、十分なコンセンサス

を得た上で計画を策定してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時29分休憩

　　　午前11時29分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　まず、光熱水料等の負

担状況についてでございますが、これは平成８年度か

ら12年度までの資料でございますが、沖縄防衛局によ

ると、在日米軍駐留経費負担、いわゆる思いやり予算

による施設・区域外に居住する軍人・軍属等による光

熱水料の支払い実績、平成８年度から12年度でござい

ますが、58億7900万円とのことであります。

　今の58億円でございますが、年度ごとに申し上げま

すと、平成８年度12億1400万円、平成９年度12億2700

万円、平成10年度11億8300万円、平成11年度11億4600

万円、平成12年度11億900万円となっております。

　次に、現在米軍再編で返還合意された施設でござい

ますが、嘉手納以南が返った場合、沖縄県の米軍専用

施設面積は何％になるかという御質問でございます

が、約74％となります。現在は約75％でございます

が、約74％になります。

　それから、普天間飛行場を辺野古沖合に移設するの

は県民の願いに反するのではないかという御質問でご

ざいましたが、普天間移設の原点は、普天間飛行場が

危険であると。そのことに関する認識は日米両政府を

初め沖縄県民、県も含めて皆一緒かと思っておりま

す。そういう危険な飛行場を早急に移設するというこ

とで、名護市あるいは名護市民が苦渋の選択というこ

とで辺野古への移設受け入れを判断したということ

で、やはり現実的に普天間を一日でも早く移すために

は、現在の普天間飛行場の移設の取り組みをもっと早

く、一日でも早く進めていくと、取り組みを強化して

いくということが重要かなと思っております。

　次に、水道光熱費の負担状況について施設ごとの資

料があるかということでございますが、沖縄防衛局に

よると、在日米軍全体の負担実績に対して経費を一括

して負担しているため、個々の施設・区域ごとの負担

額は確定できないということでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　答弁漏れがあります。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の再質問に答弁漏

れがありましたので、お答えいたします。

　基地を撤去せよという要求をしないのは加害者では

ないかと、加害者と同じだというような御趣旨の発言
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に対してお答えします。

　とんでもない発言だと思っています。県民の立場に

立って抗議をし、再発防止に取り組んでいるところで

あり、大変失礼な発言だと理解しております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時36分休憩

　　　午前11時37分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○前田　政明君　資料がありますので、そういういい

かげんなやり方では県民の願いにこたえられないと。

　それから３年閉鎖の問題は、石破防衛庁長官が、普

天間飛行場の危険性の除去に向けての取り組みが現時

点で最大の措置であると。今の措置は変わらないじゃ

ないですか。だから、実際これ以上できない。もしあ

るとしたら、知事、あなたの根拠を述べてください。

　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時37分休憩

　　　午前11時38分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○前田　政明君　ですから、明確に知事が私のこれに

対して反論があるなら根拠、３年閉鎖できるという根

拠を示してください。

　それから、少女暴行事件のときに仲村清子さんは、

静かな沖縄、基地のない沖縄を返してほしいというふ

うに訴えています。私たちは、知事、そういう少女暴

行事件の95年の県民大会でのあの思いにしっかりとこ

たえていくことが必要ではないかというふうに思いま

すけれども、改めてもう一度御所見をお願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時39分休憩

　　　午前11時41分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田議員の再々質問にお答

えいたします。

　まず第１に、防衛大臣が協議会で去年、普天間のヘ

リコプターが落ちて後の幾つかの改善措置を防衛省は

発表しましたが、それを防衛大臣はそのときに言って

おられると私は思いますが、それで終わりだというよ

うに前田議員が受け取っておられるとすると、それは

あなたの理解の仕方であって、（「それが最大の問題

だよ」と呼ぶ者あり）　どうでもいいんですよ。それ

は彼がその時点で主張していることであって、私とし

ては３年めどの閉鎖状態を実現するためにもっともっ

とやることがあるでしょうと言っているだけで、だか

らこれはまだ議論のやりとりをしている最中ですよ。

　あなたが防衛大臣の言ったことを彼が言うとおりだ

と、あっちの立場に立って言うとすればそうなるで

しょうが、そうならないというのは当たり前のこと

じゃないですか。折衝というのは、いろいろとやりと

りをして決めていくんであって、まだ始まったばかり

ですよ。

　それから第２、95年の県民大会、これは私はもう県

には当然いなかったんですが、無論、私もあの中に参

加して、あの内容もよく理解しているつもりです。

　ですから、ああいうことも受けて基地の整理縮小を

しっかりと徹底してやっていこう、基地から派生する

事件・事故を根絶していこうということを私は公約に

掲げてやっているところでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　米軍犯罪の大もとの海兵隊基地を推

進するということは、加害者の側に立つことになりま

せんかと私は表明したわけです。

　沖縄県民は、不可能と言われたサンフランシスコ平

和条約第３条を死文化して祖国復帰をかち取りまし

た。

　必ず米軍基地のない平和な沖縄を実現することがで

きます。ともに頑張りましょう。

○議長（仲里利信君）　喜納昌春君。

　　　〔喜納昌春君登壇〕

○喜納　昌春君　こんにちは。

　社大・結連合の喜納でございます。

　社大党の委員長も務めておりますが、平成20年第１

回県議会定例会ですので、仲井眞知事の２度目の決意

ある所信表明も聞きまして、それに基づきながら私見

を述べて、また知事公約を含めて検証しながら、通告

に従いまして質問を行います。

　就任されて２度目の所信表明の中でも述べられまし

た主要な施策に触れながら、公約の検証を含めて、私

は野党ですので野党の立場から私見を述べながら一般

質問を行います。

　まず、米軍基地問題で、普天間飛行場の返還問題に

関して以下の質問をいたします。

　ア、２年目の所信の施策から知事公約の暫定ヘリ
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ポートの考え方が消えていますが、どういうことです

か。

　イ、知事公約の３年めどの閉鎖状態の実現に向けた

１年目の努力の成果と、あと２年足らずとなった知事

公約実現に向けての取り組みと決意を伺います。

　ウ、普天間代替施設については、これまでの経緯を

踏まえれば、現行のＶ字型案のままでは賛成できない

という初年度の考え方が２年目の施策から消えたこと

に関しまして、契、公約の変更なのか伺います。形、

政府とどんな調整ができたのか、径、この問題での合

意はできたのですか。

　エ、Ｖ字型を県のできるだけ沖合に出してほしいと

いう名護市との共同歩調による提案に対する日米両政

府の対応は、冷静に見れば極めて否定的であることに

今も変わりはありません。それだけにベストは県外移

設と認める仲井眞知事は、頭越しに米軍再編問題を処

理されまして、今日の普天間飛行場の早期解決と許し

がたい少女暴行事件という後を絶たない基地から派生

する問題に同時にさらされ、苦悩を強いられている県

民や知事御自身の怒りを共有する立場から、普天間飛

行場の返還についてはベストの県外移設を要求すべき

であり、その可能性は十分にあると考えますが、知事

の所見を求めます。

　２番目の質問は、普天間飛行場代替新基地建設の辺

野古海域埋め立てのための国のアセス方法書に関して

３点の質問をいたします。

　１点目に、県環境影響評価審査会が指摘しているア

セス方法書の不備及び書き直し要求の内容は何です

か。

　２点目に、防衛省から出された追加資料の内容は何

か伺います。

　３点目に、豊かな辺野古の海を守るのは知事の最大

の任務であります。このままでは県民にとっての不幸

となる新たな基地建設と、環境破壊のすべての責任が

県環境影響評価審査会と知事が背負う形になると私は

考えます。

　知事は毅然たる態度で環境を守る視点から、いいか

げんな政府のやり方、姿勢に対応すべきと考えます

が、今後の県の対応について伺います。

　３番目の質問は、これまでいろいろと論議されてき

ました日米地位協定の見直しに関して３点の質問をい

たします。

　１点目に、知事は就任１年目のこの間、政府等に対

する働きかけはどうされてきましたか。

　２点目に、渉外知事会などと連携し、あらゆる機会

に積極的に取り組むとの施策はこの１年間どういう努

力をされてきましたか。

　３点目に、米側に裁量をゆだねる形の運用改善では

不十分と20年度の施策で強調し、抜本的見直しに向け

ての決意を新年度はどう取り組んでいく考えですか。

　米軍基地問題の４番目の質問は、米軍基地から派生

する事件・事故に関して３点の質問をいたします。

　１点目に、ここ３年間の米軍の事件・事故の推移は

どうなっていますか。

　２点目に、問題解決の促進について、新年度の施策

の中で三者連絡協議会等を通じて強く求めていくと述

べていますが、ここ３年間はどのように何回開かれて

きましたか。

　３点目に、去る２月10日と２月17日の許しがたい、

立て続けの女性暴行事件を考えるとき、日常的な点

検・検証のために定期的に開催していくべきと考えま

すが、知事の所見を求めます。

　次に、大きな質問の２つ目です。

　これまで活発に議論されておりますが、雇用失業問

題に関しまして質問いたします。

　19年度施策の沖縄県産業・雇用拡大県民運動（仮

称）で取り組んできましたことに関しまして、この課

題の新年度の取り組みに関して６点の質問をいたしま

す。

　ア、19年度はどう具体的に取り組んできましたか。

　イ、国、市町村、経済団体など関係機関との連携は

どうしてきましたか。

　ウ、これによってどのぐらいの効果があって、失業

者対策の実効性があったのかも伺います。

　エ、新年度の施策でミスマッチ対策がまた打ち出さ

れていますが、どういう実態となっているのですか。

有効なミスマッチの対策があるのか伺います。

　オ、駐留軍離職者の雇用に関する表現が新年度は消

えておりますけれども、この課題での平成19年度の取

り組みと新年度の施策について伺います。

　カ、知事公約の完全失業率を全国平均並みにするた

めには、これまで以上の取り組みをする必要があると

施策の中で強調されていますが、新年度における新た

な施策はどうなっていますか。また、４％台の全国平

均並みにするためには、当然年次的な目標があるべき

と考えますが、知事の所見を伺います。

　３番目の大きな質問は、福祉問題に関して４つの課

題についてそれぞれ質問いたします。

　１つ目は、これまで議論されております知事公約の

待機児童ゼロの課題について３点の質問をいたしま

す。

　ア、初年度はどう取り組んできましたか。
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　イ、その実績はどうで、待機児童の実態はどうなっ

ておりますか。

　ウ、２年目の目標と施策について伺います。

　２つ目に、認可外保育施設の認可化の促進と利用児

童の処遇向上に関して２点の質問をいたします。

　ア、平成19年度の取り組みと実績はどうなっていま

すか。

　イ、今後の課題と新年度の施策はどうなっています

か。

　３つ目は、児童虐待問題に関して３点の質問をいた

します。

　ア、ここ３年の同問題の推移はどうなっております

か。

　イ、平成19年度はどのように実態の把握や訴え、防

止策に取り組んでまいりましたか。

　ウ、今後の課題と新年度の施策はどうなっています

か。

　４つ目は、自殺対策について４点の質問をいたしま

す。

　ア、本県におけるここ３年の自殺の状況はどうなっ

ていますか。

　イ、自殺者の男女別、年齢の状況はどうなっていま

すか。

　ウ、平成19年度はどんな取り組みをしてきました

か。

　エ、新年度の施策はどうなっていますか伺います。

　次に、大きな４番目の質問は、学校教育に関して３

項目の課題についてそれぞれ質問いたします。

　１点目は、知事公約の30人学級の取り組みについて

質問いたします。

　ア、知事公約には私も大いに賛成でありますが、昨

今の教育を取り巻く状況から考えますと、早期に計画

し実施すべきと考えますが、知事の所見を伺います。

　イ、教育委員会の所見と決意も伺います。

　２つ目は、２月15日に文部科学省が発表しました

「新学習指導要領」に関して６点の質問をいたしま

す。

　ア、これが出された背景と意義について伺います。

　イ、現行の学習指導要領との違いは何ですか。

　ウ、「ゆとり教育」の成果と反省は何ですか。

　エ、「総合的な学習の時間」の削減と中学校の選択

教科が廃止されたことの意味と今後の影響について教

育長の所見を伺います。

　オ、道徳の教科化の背景と意義についてどう考えま

すか伺います。

　カ、学習指導要領など教育に関する制度などが改正

されるたびに私が気になることは、教えられる側の子

供たちやその父母の意見なり、話し合いの不十分さ

や、あるいは欠如の実感であります。十分な論議や共

通の理解がなければまた朝令暮改になりかねません。

　これに対する教育長の所見を求めます。

　３つ目の質問は、盲・聾学校と養護学校の併置問題

に関して３点の質問をいたします。

　ア、この計画の背景とねらいは何ですか。

　イ、それぞれの学校の教師や父母との話し合いは極

めて重要と考えますが、どうなされてきましたか。

　ウ、視覚・聴覚・身体・知的・精神などの障害は、

それぞれの障害に特化したきめ細かい施策が重要であ

ります。私も障害単独の特別支援学校として存続すべ

きと考えますが、教育長の所見を伺います。

　次に、２月22日の我が会派の当山全弘県議会議員の

代表質問との関連で、２項目の質問をいたします。

　１つ目は、予測不能の突発的な天災で補償はできな

いと答弁された安里川はんらんについて４点の質問を

いたします。

　ア、被災地域の調査は何回やってきましたか。

　イ、被災者の皆さんからの事情聴取は何回やってき

ましたか。

　ウ、被災者の方は何人で、被災総額は幾らと把握し

ておりますか。

　エ、予想を超えた降水量だから自然災害であり、補

償対象とはならないとの県の主張はおかしいと思いま

す。県の安里川改修工事と降雨による被災の因果関係

は、常識的に考えても当然であります。被災補償は当

然県が責任を持ってやるべきと考えますが、知事の所

見を求めます。

　次に、少女暴行事件に関しまして４点の質問をいた

します。

　１点目に、1995年９月の許しがたい少女強姦事件以

降、ことしの２月10日の事件を含めて14件もの女性の

人権侵害事件が発生していることに対し、知事の所感

を求めます。

　２点目に、２月10日の38歳の米兵による14歳の少女

に対する許しがたい暴行事件に対する日米両政府の迅

速な対応は、事件の重大性からすれば当然過ぎること

であります。ところが厳しく反省し対応すると言った

最高責任者たちの発言、行動にもかかわらず、その

後、またも女性暴行事件含めて３件も米兵による犯罪

が発生した事態を知事はどう考えますか、所見を求め

ます。

　３点目に、外務省北米局や沖縄事務所が在日米軍オ

リエンテーションプログラムや米軍人・軍属等による
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事件・事故防止のための努力や、2000年10月のワーキ

ングチームの設置や沖縄理解増進セミナー等の取り組

みがありますが、米軍当局の取り組みはどんなものが

あるとわかっておりますか。その取り組みが極めて生

ぬるいのではないかと私は考えます。米軍当局の再発

防止に向けての対応策をどう求めていくのか、知事の

所見を求めます。

　４点目に、これだけの努力をしても後を絶たない事

件・事故は、もはや米海兵隊や在沖米軍の撤退しかな

いと考えますが、知事の所感を求めます。

　答弁によりまして再質問をいたします。

○議長（仲里利信君）　ただいまの喜納昌春君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので

午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　午前の喜納昌春君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　喜納昌春議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、米軍基地問題に関しまして、１の茨ウ

の契とか、１の茨ウの形、１の茨ウの径、それから１

の茨のエにつきましては、これらの質問は関連してお

りますので一括してお答えいたします。

　普天間飛行場につきましては、県外移設がベストだ

とは思いますが、米軍再編協議の経緯等から県外移設

は困難であり、一刻も早い危険性の除去のためには県

内移設もやむを得ないものだと考えております。

　また、私は、現行のＶ字型案のままでは賛成できな

いという立場に全く変わりはなく、地元の意向を踏ま

え、可能な限り沖合に寄せてほしい旨、政府に求めて

いるところであります。

　県や地元が求めている可能な限り沖合への移動につ

きましては、依然として政府と合意ができているわけ

ではありませんが、去る２月７日に行われました第６

回協議会におきまして、町村官房長官から、沖合へと

いう話も念頭に置いて、できるだけ早期に決着させる

よう最大限の努力をしていきたい旨の発言もあること

から、今後、政府との協議に進展が見られるのではな

いかと期待をいたしているところであります。

　次に、同じく米軍基地問題に関連いたしまして、日

米地位協定見直しに関する御質問にお答えいたしま

す。

　日米地位協定につきましては、政府に対し、機会あ

るごとにその見直しを求めてきたところであります

が、政府は依然として運用改善により対応するとして

おります。

　しかしながら、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図

るためには、米側に裁量をゆだねる形となる日米地位

協定の運用改善だけでは不十分であり、日米地位協定

を抜本的に見直す必要があると考えており、引き続き

渉外知事会等と連携しながら粘り強く取り組んでまい

ります。

　また、米国連邦政府や連邦議会関係者等に沖縄県の

実情を伝え理解してもらうため、訪米も含め検討して

いきたいと考えております。

　次に、雇用失業問題に関連しての御質問で、完全失

業率を全国平均並みにするための新たな施策、次年度

目標についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　「みんなでグッジョブ運動」が浸透し、成果が出る

までには一定の時間を要することから、年度ごとの目

標値は設定いたしておりません。

　一方、完全失業率の全国並み改善を実現するために

は、その取り組みを点検・確認することが重要であり

ます。このため、県民運動推進本部におきまして、毎

年度、取り組み実績の点検と次年度計画の確認を行

い、効率的・効果的な県民運動を展開していきたいと

考えております。平成20年度は、企業誘致につきまし

ては沖縄ＩＴ津梁パークの整備等に取り組んでまいり

ます。

　地域産業の振興につきましては、マリンバイオ産業

創出事業等を実施し、新産業の創出を支援してまいり

ます。

　雇用対策につきましては、土木業の職種転換を促進

するための支援事業や就職困難者総合支援事業等に取

り組んでまいります。

　これら事業の実施とあわせて、「みんなでグッジョ

ブ運動」の浸透を図りつつ、企業や教育機関等の理解

と協力を得ながら、完全失業率の全国並み改善を実現

してまいりたいと考えております。

　次に、学校教育に関連いたしまして、30人学級の実

施についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　30人学級の導入につきましては、教育委員会から、

施設状況等を踏まえ、平成20年度から小学校１年生で

実施するとの報告を受けたところであり、公約の趣旨

が実現できるものと考えているところでございます。
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　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　米軍基地問題に関し

て、公約の暫定ヘリポートについての御質問にお答え

します。

　知事の公約では、普天間飛行場の危険性を一日でも

早く除去するためにあらゆる方策を検討し、問題解決

に取り組むということを表明したもので、暫定ヘリ

ポートについては一つの事例として示したものであり

ます。

　普天間飛行場移設問題の原点は、現在の普天間飛行

場の危険性であり、一日も早い危険性の除去のためや

むなく県内移設を認め、また移設するまでの間の３年

めどの閉鎖状態の実現を求めており、そのことは知事

から２月定例県議会の開会の際にも明確に申し述べて

おります。

　次に、３年めどの閉鎖状態の実現に向けた取り組み

についてお答えします。

　県は、移設するまでの間であれ、普天間飛行場の危

険性を放置することはできないことから、同飛行場の

ヘリ等の運用を極力低減し、３年をめどに危険性の除

去、騒音の軽減を図ることを機会あるごとに政府に対

し求めているところであり、政府と協議をし、確実な

解決が図られるよう全力を尽くしているところであり

ます。

　次に、日米地位協定見直しに関する１年間の取り組

みについて一括してお答えします。

　日米地位協定の抜本的な見直しについては、渉外知

事会としての要請や、衆参両院の関係委員会に対する

要請など、機会あるごとに日米両政府等に対し要請し

ております。

　最近では、去る２月13日に来沖した参議院沖縄及び

北方問題に関する特別委員会委員長に対し要請したほ

か、２月15日にも来沖した民主党国会議員に、２月18

日及び19日には軍転協を通じて内閣官房長官を初め日

本政府と在日米国大使館等に対し要請したところであ

り、引き続き粘り強く取り組んでいきます。

　ここ３年間の米軍の事件・事故の推移についてお答

えします。

　直近３年間における県が把握している米軍関係の事

件・事故については、平成17年は、航空機関連63件、

廃油等流出４件、原野火災９件、その他事件・事故17

件の合計93件となっております。

　平成18年は、航空機関連32件、廃油等流出２件、原

野火災８件、その他事件・事故16件の合計58件となっ

ております。

　平成19年は、航空機関連36件、廃油等流出４件、原

野火災20件、その他事件・事故15件の合計75件となっ

ております。

　また、刑法犯の検挙件数及び人数については、沖縄

県警察本部の資料によると、平成17年が66件65人、平

成18年が57件63人、平成19年が63件46人となっており

ます。

　三者連絡協議会等の開催状況と定期的な開催につい

て一括してお答えいたします。

　三者連絡協議会については、平成15年度以降開催さ

れておりませんが、国、県、市町村及び米軍等が参加

する協力ワーキングチーム会合を毎年度開催し、米軍

人等による公務外の事件・事故防止のための協議を

行っております。

　県としては、米軍人等による事件・事故について

は、今後とも協力ワーキングチーム等において、関係

機関と協力しながら再発防止に向け実効性のある対策

が講じられるよう努力していきたいと考えておりま

す。

　我が会派関連でございますが、女性への人権侵害事

件についてお答えいたします。

　今回の事件を含め、女性の人権をじゅうりんする犯

罪は決して許すことはできず、強い憤りを覚えるもの

であります。

　県としては、米軍基地に起因するさまざまな事件・

事故等は一件たりともあってはならないと考えており

ます。

　相次ぐ米兵による事件についてお答えいたします。

　２月10日の暴行被疑事件を受けて、日米両政府や米

軍において、再発防止策等を検討している最中、この

ような米軍人に関係する事件が連続して発生すること

は極めて遺憾であります。

　米軍は、実効性のある再発防止策を早急に講じ、在

沖米軍全軍において、より一層、綱紀粛正を徹底すべ

きであると考えております。

　次に、米軍当局の事件・事故防止策についてお答え

します。

　米軍による事件・事故を防止するための取り組みと

しては、基地外への外出制限、基地外への一時的な夜

間外出禁止令、オフリミット、生活指導巡回及びリバ

ティ・キャンペーン・プランなどがあります。

　これらの措置は主に基地内居住者を対象としている

ことから、県としては、基地外居住者に対する措置も

含め、県民が納得するような形で具体的な再発防止策
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等を講じ、それを公表すべきであると考えておりま

す。

　県は、去る２月22日に開催した「米軍人等犯罪防止

対策に関する検討会議」において、７項目の具体的な

犯罪防止策を取りまとめたところであり、今後、日米

両政府に対し、その実施を求めていきたいと考えてお

ります。

　次に、在沖米軍の撤退についてお答えします。

　県は、これまで日米両政府に対し、あらゆる機会を

通じて、海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減等による本

県の過重な基地負担の軽減を求めてきたところであり

ます。

　県としては、米軍再編で海兵隊司令部及び約8000名

の海兵隊将校・兵員のグアム移転と、それに伴う嘉手

納飛行場より南の米軍施設・区域の整理・統合・縮小

が合意されたことは、県民の要望している米軍基地の

整理縮小につながるものであり、確実な実施がなされ

る必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　米軍基地問題に関し

て、審査会が指摘している方法書の不備及び書き直し

要求の内容についてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価

方法書については、昨年10月30日に沖縄県環境影響評

価審査会へ諮問しました。

　審査会においては、数回にわたり審査を行ってきま

したが、滑走路の幅や飛行場面積等の主要な諸元が不

明であることや、航空機の種類、飛行経路等の運用形

態などの環境影響評価を行う上で、必要となる十分な

事業内容が記載されていないとの問題が出されまし

た。

　このようなことから、知事意見において、事業の内

容を具体的に記載することと、環境影響評価の項目並

びに調査、予測及び評価の手法を見直す必要があると

の意見を述べたところであります。

　次に、防衛省から出された追加資料についてお答え

いたします。

　沖縄防衛局から提出された方法書の追加・修正資料

は、知事意見を踏まえ、対象事業の具体的な内容及び

それに伴う環境影響評価の項目並びに調査、予測及び

評価の手法を見直した追加・修正資料であります。

　次に、環境を守る観点から政府の姿勢に対する県の

対応についてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設建設事業が予定されている辺

野古沿岸海域は、県が策定した「自然環境の保全に関

する指針」において、「自然環境の厳正な保護を図る

べき区域」であるランクⅠと評価されており、自然環

境の豊かな地域であると認識しております。そのた

め、当該事業に係る環境影響評価については、慎重か

つ十分に、科学的かつ客観的に実施する必要があると

考えております。

　県としては、当該事業がその実施区域及び周辺環境

に著しい影響を及ぼさないよう十分な配慮が必要であ

ることから、今後の環境影響評価手続において必要な

意見を述べていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　雇用失業問題に関す

る御質問の中で、産業・雇用拡大県民運動の具体的取

り組み、関係機関との連携及びその効果についてお答

えします。３つの項目が関連しておりますので一括し

てお答えします。

　「みんなでグッジョブ運動」における主な取り組み

としては、雇用の拡大につながる企業誘致や雇用対策

事業等の拡充強化に努めているところであります。

　また、コールセンターとホテル業の業界団体と企画

段階から連携し、ミスマッチ対策フォーラムをそれぞ

れ開催いたしました。フォーラムの周知においても教

育機関やハローワーク等が協力し、大勢の学生や求職

者が参加しました。その成果として、両業界の理解促

進を図ることができ、今後のミスマッチ解消が期待さ

れます。

　県民運動の浸透を目的に県内５圏域に18名の地域推

進リーダーを配置し、当リーダー参加のもと、各圏域

で雇用情勢に関する意見交換会を開催しました。その

際は、市町村、ハローワーク等関係者の参加により活

発な意見交換を行い、その成果として、地域における

雇用問題と県民運動に対する理解を深めることができ

ました。

　国の「地方再生モデルプロジェクト」として採択さ

れました「沖縄型雇用促進事業プロジェクト」におけ

るマッチング支援や看護師の復職支援プログラムなど

では、雇用情勢の厳しい中部地域の改善策に沖縄市や

うるま市が計画段階から積極的に協力しております。

　キャリア教育の推進策として、働く大人の姿を観察

するジョブシャドウイング事業についても、学校と企

業の役割が認識され、現在、連携して取り組んでいる

ところです。

　このように県民運動がスタートした今年度は、雇用
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問題について県民が一体となって取り組むための環境

整備が進んだことが大きな成果として挙げられます。

　次に、ミスマッチの実態と対策についての御質問に

お答えします。

　県内ハローワークにおける求人・求職の状況による

と、一般事務の職業では求人を上回る約４倍の求職申

し込みがあります。逆に、看護師等の職業やコールセ

ンター等を含む営業・販売関連の職業では求職申し込

みが求人の半数にとどまるなど、職種間のミスマッチ

が発生しております。

　また、県内の情報通信関連産業やホテル業において

は、求人を行っても応募が少なく、人材の確保に苦慮

しているとの声があります。

　このようなミスマッチを改善するためには、企業の

魅力向上はもとより、企業情報の発信、求職者の職業

能力の開発、職業意識の育成などが重要であります。

　そのため、県では、求職者や企業の人事担当者向け

セミナーの開催、コールセンターやＩＴ業界の魅力発

信フォーラムの開催、デュアルシステム事業、看護師

の復職支援研修などを実施してミスマッチの解消に取

り組んでおります。

　次に、駐留軍離職者の雇用対策についての御質問に

お答えします。

　駐留軍従業員の雇用対策としまして、平成19年度は

財団法人沖縄駐留軍離職者対策センターへの補助を

行っております。

　また、駐留軍従業員の雇用の安定には駐留軍関係離

職者等臨時措置法の延長が必要になることから、平成

19年８月には渉外知事会を通じて有効期限の延長につ

き、関係省庁に対し要請を行ったところであり、平成

20年５月には駐留軍関係離職者等臨時措置法が延長さ

れる見込みとなっております。

　平成20年度事業としましては、駐留軍離職者の再就

職相談や生活相談体制も必要なことから、財団法人沖

縄駐留軍離職者対策センターへの補助を引き続き実施

してまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉問題に関しての

中の、待機児童解消に向けた取り組みとその実績及び

２年目の目標についてに一括してお答えいたします。

　待機児童解消の取り組みにつきましては、今年度に

おいて保育所13カ所の新設を初めとして分園３カ所、

増改築９カ所の整備等により、定員を1117人ふやして

おります。しかし、こうした取り組みにもかかわら

ず、平成19年４月の待機児童数は1850人となっており

ます。

　このため、県では、引き続き保育所の創設、分園設

置、定員の弾力化、認可外保育施設の認可化等を保育

の実施主体である市町村と連携しながら進めてまいり

ます。

　平成20年度の計画につきましては、17カ所の保育所

創設等により595人の定員増を図ることとしておりま

す。

　続きまして、認可外保育施設の認可化促進と利用児

童の処遇向上に関する実績と今後の課題及び取り組み

についてにお答えいたします。これについても一括に

なります。

　認可外保育施設につきましては、認可外保育施設認

可化促進事業等により認可化を促進してきており、平

成19年度の実績は12カ所となっております。

　県としましては、引き続き認可化に取り組むことに

しており、平成20年度におきましては７カ所を認可化

する予定としております。

　また、認可外保育施設入所児童の処遇向上につきま

しては、新すこやか保育事業による児童の牛乳代、健

康診断費、調理員の検便費に対する助成等により対応

してきたところであります。さらに、来年度からは給

食費として、これまでの牛乳代に加え新たに米代を助

成したいと考えております。

　今後とも、新すこやか保育事業の実施や当該施設職

員への各種研修会の実施、「認可外保育施設指導監督

基準」に基づく安全・衛生面等からの指導助言等によ

り、認可外保育施設入所児童の処遇向上を図ってまい

ります。

　続きまして、ここ３年の児童虐待問題の推移につい

てにお答えいたします。

　児童相談所において、児童虐待相談として処理した

過去３年間の件数は、平成16年度が358件、平成17年

度が451件、平成18年度は364件と87件減少しておりま

す。

　相談種別で見ますと、最も割合の高いのが身体的虐

待で平成16年度が41.9％、17年度が36.8％、18年度が

35.2％となっており、次に多いのがネグレクト、それ

から心理的虐待、性的虐待の順となっております。

　また、主な虐待者の内訳は実母が一番多く、平成16

年度が53.4％、17年度が46.6％、18年度が43.1％と

なっており、次に多いのが実父となっております。

　続きまして、児童虐待防止対策の平成19年度の取り

組みについてにお答えいたします。

　児童虐待の早期発見・早期対応については、地域の



－ 253 －

関係機関で構成する「要保護児童対策地域協議会」の

設置が重要であり、これまで市町村の協議会設置に取

り組み、現在、22市町村に設置されております。ま

た、虐待防止ネットワークを合わせると29市町村と

なっております。

　また、中央・コザの両児童相談所に初期対応職員２

名体制の２組をそれぞれ配置し、虐待通報への迅速か

つ的確な対応ができる体制をとるとともに、子ども虐

待ホットラインによる夜間や休日を含めた24時間体制

の電話相談等を行っております。

　さらに、児童虐待の発生予防のためには、育児の負

担感を緩和する取り組みが重要であり、育児支援家庭

訪問事業や生後４ヶ月までの全戸訪問事業等の実施を

促進するとともに、児童虐待防止推進講演会や各種の

広報媒体を活用した啓発活動を行い、児童虐待防止に

関する県民意識の醸成を図っております。

　続きまして、児童虐待防止対策の今後の課題と新年

度の施策についてにお答えいたします。

　「要保護児童対策地域協議会」については、規模の

小さい町村の設置がおくれており、今後も児童虐待防

止ネットワークにとどまっている７市町村を含め、そ

の設置を働きかけてまいります。

　また、児童相談所につきましては、虐待相談等の増

加に対応し、その体制の充実が求められており、過去

３年間、毎年増員してきましたが、平成20年度におい

ても、児童心理司１名、一時保護所の夜間対応嘱託員

３名を増員する予定であります。そして、両児童相談

所に引き続き初期対応職員を配置し、虐待通報への迅

速な対応を行うとともに、子ども虐待ホットラインに

よる24時間体制の電話相談等を行ってまいります。

　育児の負担感を緩和する取り組みとして、育児支援

家庭訪問事業が20市町村、生後４ヶ月までの全戸訪問

事業が33市町村で実施されております。

　今後、これらの事業を未実施市町村に対して働きか

けるとともに、児童虐待防止推進講演会の開催等によ

り、県民意識の醸成を図ってまいりたいと考えており

ます。

　続きまして、本県の３年間の自殺の状況及び男女

別、年齢の状況について一括してお答えいたします。

　沖縄県警察本部の統計によりますと、本県の過去３

年間の自殺の状況は、平成16年341名、平成17年359

名、平成18年400名となっております。

　男女別の状況については、平成18年の自殺者400人

について見ますと、男性315人78.8％、女性85人21.2％

となっております。

　年齢階級別については、50代が最も多く105人26.3

％、次いで40代82人20.5％、30代65人16.3％の順と

なっております。

　続きまして、自殺関係の19年度の取り組みについて

にお答えいたします。

　本県は、平成19年度に自殺対策の先進的な取り組み

を行うモデル自治体として厚生労働省から選定され、

事業を実施してまいりました。

　平成19年８月及び12月には、関係機関が情報を共有

し、連携強化を図って自殺対策を推進するため、15団

体で構成される沖縄県自殺対策連絡協議会、自殺対策

県機関連絡会議を開催いたしました。

　また、平成20年１月25日から31日の間、「自殺予防

キャンペーン」を設定し、「自殺対策シンポジウム」

を実施するとともに、各保健所や沖縄県臨床心理士会

等関係機関と連携した普及啓発事業に取り組んでまい

りました。さらに、国の「自殺総合対策大綱」に基づ

き、平成19年度中に「沖縄県自殺総合対策行動計画」

を策定することとしております。

　続きまして、20年度の施策についてにお答えいたし

ます。

　平成20年度は、今年度中に策定される「沖縄県自殺

総合対策行動計画」に基づき、総合的に自殺対策を推

進することとしております。

　具体的には、沖縄県自殺対策連絡協議会、自殺対策

県機関連絡会議の推進体制を強化し、自殺に関する実

態調査、自殺対策キャンペーン、講演会、リーフレッ

ト配布による普及啓発、人材育成、かかりつけ医に対

するうつ病の研修、遺族支援等の事業を総合的に実施

してまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは学校教育に関する

御質問で、30人学級の実施についてお答えいたしま

す。

　本県では、平成14年度から小学校１年生、平成16年

度には２年生へ拡大し、低学年において一律35人学級

編制を実施してまいりました。

　現在、30人学級制度設計検討委員会で実務的な作業

を進めているところでありますが、平成20年度におけ

る30人学級編制の実施につきましては、施設状況等を

踏まえながら小学校１年生で導入をしていきたいと考

えております。

　次に、「新学習指導要領」が出された背景と意義に

ついてお答えいたします。

　今回の学習指導要領の改訂の背景については、体験
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の不足などからくる子供たちの「生きる力」の弱さ

や、ＯＥＣＤ等の「国際学力調査の結果」における日

本の子供たちの理科や数学の学力の低下、学ぶ意欲や

学習習慣における課題等が大きな要因であるとされて

おります。

　この改訂案は、現行学習指導要領の基本理念である

「生きる力」を育成することを継承し、知識・技能の

習得と思考力・判断力・表現力等の育成のバランスを

重視すること、道徳教育や体育などの充実により豊か

な心や健やかな体を育成すること等を基本的な考えと

されております。

　次に、現行学習指導要領との違いについてお答えい

たします。

　今回の学習指導要領の改訂案は、変化の激しい社会

においてますます「生きる力」が重要となることか

ら、現行学習指導要領の基本理念を継承しつつ、各教

科等において育成すべき資質・能力が一層明確に示さ

れたものとなっております。

　特に、改訂案においては知識の習得、知識を活用す

る思考力や判断力・表現力、学習意欲などを具体的に

身につけさせるために授業時数と学習内容をふやした

こと、教育基本法の改正を受け、公共の精神の育成や

伝統・文化の尊重を盛り込んだこと、言語力の育成を

各教科で取り組むこと等を具体的に示しているものと

とらえております。

　次に、ゆとり教育の成果と反省についてお答えいた

します。

　現行学習指導要領のもと、各学校においては、ゆと

りと充実の中で確かな学力をはぐくみ、「生きる力」

の育成に努めてまいりました。激しい変化が予想され

る社会において、みずから考え、みずから学び、主体

的に判断する力などの「生きる力」は、今後も重要で

あるとされております。

　一方、ＯＥＣＤ等の国際学力調査や今年度実施され

た全国学力・学習状況調査の結果から、子供たちの思

考力・判断力・表現力といった知識・技能を活用する

能力に課題があることが明らかとなっております。

　そこで、文部科学省は、学習指導要領改訂案におい

て、観察・実験やレポート作成、論述などの知識・技

能を活用する学習活動を充実するため授業時数の増加

を図ることとしております。

　次に、「総合的な学習の時間」と選択教科について

お答えいたします。

　今回の改訂で「総合的な学習の時間」は、教科の知

識・技能を活用する学習活動を各教科の中で充実させ

るため、週１時間程度縮減されております。その時間

は、小学校高学年においては外国語活動の実施、小学

校中学年と中学校においては各教科の授業時数増に充

てています。

　今後も「総合的な学習の時間」については、教科の

枠を超えた横断的・総合的な学習や探究的な学習を充

実させることが大切と考えております。

　また、選択教科については、その授業時数の多くが

各教科の補充的な学習に充てられていることなどか

ら、授業時数を縮減し、必修教科の内容や授業時数を

増加しております。

　なお、選択教科については、これまでの実績を生か

して地域や学校、生徒の実態等に応じた多様な学習活

動を展開することができることとされております。

　次に、道徳の教科化の背景と意義についてお答えい

たします。

　道徳の教科化は、教育再生会議の最終報告におい

て、検定教科書を使用して人間として必要な規範意識

を学校でしっかり身につけさせるために徳育として示

されました。しかし、学習指導要領改訂案において

は、数値評価や検定教科書の使用などが道徳教育にな

じまないとして教科に位置づけられておりません。

　なお、改訂案においては、道徳の時間をかなめに学

校の教育活動全体を通じて基本的な生活習慣の確立や

規範意識の醸成などを発達段階に応じた指導や体験に

より身につけさせることが示されており、道徳教育の

なお一層の充実が求められているととらえておりま

す。

　次に、学習指導要領等の改正に係る保護者等の意見

聴取についてお答えいたします。

　文部科学省は、現行学習指導要領の実施状況並びに

課題などについて把握するために、教職員や児童生

徒、保護者などの意見を直接聞く、いわゆる「スクー

ルミーティング」を実施しております。また、全国都

道府県教育長協議会としては、中教審の「教育課程部

会におけるこれまでの審議のまとめ」において、改訂

に係る意見を述べてきたところであります。

　「新学習指導要領」について、文部科学省は、引き

続きパブリックコメントを受けた上で３月下旬に告示

を行うとのことであります。

　いずれにしましても、教育関係者を初め、広く各界

各層の関係者の意見を聴取の上、取りまとめることが

重要だと考えております。

　次に、特別支援学校編成整備計画の背景とねらいに

ついてお答えいたします。

　近年、盲・聾・養護学校においては、在籍する児童

生徒の障害の重度・重複化等により、多様な教育ニー
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ズへの対応が求められております。そのため、平成19

年４月に学校教育法が改正施行され、従来の障害種別

の盲・聾・養護学校は複数の障害種に対応できる特別

支援学校制度に改められたところであります。

　県教育委員会では、学識経験者や保護者代表等から

構成された懇話会の提言を踏まえ、障害のある幼児・

児童生徒の教育ニーズへの対応の充実を図るため、県

立特別支援学校編成整備計画（案）を作成したところ

であります。

　次に、各学校の教師や父母との話し合いについてお

答えいたします。

　特別支援学校編成整備計画の策定に当たっては、各

学校の教師や保護者の理解を得ることは極めて重要で

あると考えております。

　県教育委員会としましては、同計画（案）につい

て、中部地区の地域説明会や美咲養護学校を初め、沖

縄ろう学校、沖縄盲学校の職員や保護者に対し説明会

を開催し、御意見を伺っているところであります。

　県教育委員会では、県立特別支援学校編成整備計画

（案）について、中部地区の地域説明会や美咲養護学

校を初め、沖縄ろう学校、沖縄盲学校の職員や保護者

に対し説明会を開催し、御意見を伺っているところで

あります。

　次に、障害単独の特別支援学校として存続すること

についてお答えいたします。

　特別支援学校制度は、盲・聾・養護学校に在籍する

児童生徒の障害の重度・重複化等の現状を踏まえ、障

害の種別を超えて一人一人のニーズに適切に対応する

教育を行うことのできる学校に移行することをねらい

としております。

　県教育委員会としましては、制度の趣旨を踏まえ、

盲・聾・養護学校で培われてきた障害種ごとの教育の

専門性を維持しながら、地域の教育ニーズに応じた特

別支援学校の整備が必要であると考えております。

　今後とも、保護者や関係団体等に十分な説明と意見

交換を行いながら、理解を得ていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは我が会派の

代表質問との関連で、被災地域の調査についての御質

問にお答えいたします。

　県では平成19年８月11日の安里川はんらん直後、国

際通り沿いの商店等や、柳通りを含む地域において浸

水水位調査を行っております。その後、出水調査解析

業務において８月下旬から９月にかけて、河道周辺の

フェンス等に付着しているごみの高さを測量する河道

痕跡調査、浸水した家屋等で当時の浸水がどの高さま

で来たかをヒアリングし、その写真及び高さを測量す

る氾濫原ヒアリング調査及び安里川の河口から金城ダ

ム付近までの河川の縦断・横断測量等を行っておりま

す。　

　次に、被災者の方からの事情聴取についての御質問

にお答えいたします。

　被災者の方からの洪水水位に関するヒアリングにつ

きましては、平成19年８月下旬から９月中旬にかけて

行いました。被災者127名の方から洪水水位の情報を

いただき、はんらんシミュレーションに反映しており

ます。

　次に、被災者数と被災額についての御質問にお答え

いたします。

　県では被害者数や被害総額を調査しておりません

が、那覇市の調査によりますと、床上浸水32棟、床下

浸水５棟、店舗等浸水81棟、合計118棟の浸水被害が

ありました。

　次に、被害補償についての御質問にお答えいたしま

す。

　今回の安里川はんらんを受け、我が国における河川

工学の専門家で構成する「安里川出水解析検討委員

会」を設置し、その指導助言を得ながら調査解析を

行っております。その結果、委員会においては、この

はんらんはまれに見る大雨によって現況の治水安全度

を大幅に超過する洪水により発生したものであり、工

事による影響についての定量的な評価は困難と判断さ

れており、県としても同様に考えております。

　はんらんは、蔡温橋上流の未改修区間の流下能力55

立方メートル毎秒を大幅に超え、２倍に相当する110

立方メートル毎秒の流量が発生したために生じている

ことから、自然災害であり、補償の対象とはならない

ものと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　喜納昌春君。

　　　〔喜納昌春君登壇〕

○喜納　昌春君　先ほどは仲井眞知事の名前を間違え

たようで、失礼いたしました。

　答弁を受けまして、幾つか多岐にわたり１点ずつ再

質問いたします。

　１つ目は、知事の３年閉鎖の問題でＶ字型について

の件ですけれども、Ｖ字型の案についてはなおかつ変

わらぬと言うんだが、実際は国との調整もできないま

まもう国の思いどおりの普天間移設が進められていく
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という状況ですから、そういう意味では、当初、頭越

しでやられたという屈辱的なこともありまして、ベス

トは県外移設なんだが、時間がないから県内移設を認

めるという知事の苦渋の立場云々を言ってきて、Ｖ字

型案はこのままじゃだめだということを言ってきたん

ですが、しっかりとやはり環境被害の問題含めて、も

う一度危険除去の問題も含めて、知事の考え方をしっ

かり伝えていかないと、何度も確かに粘り強く言った

かもしらぬけれども、日米両政府の物の言い方、態度

は、じかに会うと極めて柔軟に対応する格好を言いな

がら、実際については何ら変わっていないと、１ミリ

さえも動かさないみたいなことを平気で言うこういう

状況ですから、いま一度知事のＶ字案に対する考え

方、それから３年閉鎖については公約ですから、不退

転の決意と、むしろけんかしてもぶつかっていくとい

う姿勢を見せるべきじゃないのかということでもう一

回聞きます。

　それからアセスの問題ですけれども、国はある意味

では早目につくりたいという立場ですから。ところ

が、実際は県が承認をしていないような格好でアセス

に基づくやつを、今、事前調査でやっている。この前

もこの議場でのやりとりで明らかになっていますけれ

ども、承認されてないことにさえも防衛局側はもう強

行にやっている、こういう実態です。

　そういう意味では、部長から答弁があったんです

が、まさに修正を含めて出ているものをこれから審議

会でやるということになると思うんですが、審議会は

認めたように、まさにあの海域は本当に世界に誇るす

ばらしい海ですよ。ですから破壊してしまうとその責

任は審議会や県に転嫁されますよ。

　そういう意味では、国は早くつくりたい立場かもし

らぬけれども、そういういいかげんな調書を出してき

た国ですからね。

　あのイージス艦の問題でさえも、漁船の側はきちっ

といろんな資料出ていますよ、そのデータは。ところ

が防衛局側は出さない。あんな最新鋭の艦のものでも

資料を出さない。あっても出さない立場ですから、今

度のアセスの問題についてもまさにそれに類する国の

側の不誠実な対応だから、逆に県の側は環境を守る責

任のある立場だから、しっかりと意を踏まえてやって

いくという決意を知事もう一回示してください。

　それから地位協定の問題ですけれども、ことしに

入ってもちろん国の皆さんに訴えているのはわかりま

すよ。ただ、去年の段階でも37都道府県がもう決議し

ていますよ。これからどう進めていくのかも課題です

けれども、いずれにしても、私は国内的な機運につい

ては党派を超えて抜本的見直しだと思うんです。

　ですから、後はまさに日米両政府がどう弱腰のアメ

リカ追随の態度を変更させていくか、政治決断です

よ。

　このことを今度の事件・事故を通しても迫ってい

く。もちろん訪米も結構だと思うんですが、行けば日

米地位協定問題については国の問題じゃないですかと

言われかねませんよ。そういう意味では、そう言われ

ないようにもう一度、国会の議員の皆さんも立ち上

がっているわけだから、いま一度迫っていく態度、決

意を見せてください。

　それから自殺者防止の件ですけれども、私は、やは

り新年度もどんどん多くなってきていることについ

て、それから協議会含めて立ち上がっていることも評

価します。

　ただ、やはりこの自殺に至ってからではなくて、む

しろ学校現場含めて社会教育を含めて、命をどう大事

にするかということについての県民的な運動、もちろ

ん国民的になると思うんですが、３万人以上も自殺者

が出るということについてはもう戦争以上ですよ。

　そういう意味ではこの異常な事態を、もう一度命の

教育あたりからしっかりやっていくということが重要

じゃないかなと思うんで、その辺のきめ細かい県民ぐ

るみの運動について知事から決意を聞かせてくださ

い。

　それから安里川はんらんですけれども、順番は狂い

ますけれども、これは例えば予測以上の雨が降ったか

らというんだが、実際は那覇の調査では118棟のいろ

んな被害があるわけだから、僕はやはり予測できない

異常な被害についてはこれも何十年に一回の話です

よ。何十年に一回の被害については、やはり何十年に

一回の対応をやるのが筋じゃないですか、知事。これ

じゃ公共工事できませんよ。県の工事との因果関係は

はっきりしているじゃありませんか。何も工学専門家

云々じゃないですよ。これもひとつ知事から答えてく

ださい。

　それから、この少女暴行事件に関連して、基地の対

策について、平成15年以降、三者協が開かれていない

と、ワーキングチーム云々があるんだが、ワーキング

チームで15回やっても今日の犯罪ですよ。

　ですから、そのことを含めてもう一度三者協を含め

て、日常的に協議も開きながらしっかり物を言ってい

くという努力が私は必要だと思うんですが、この辺に

ついて御答弁ください。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時14分休憩



－ 257 －

　　　午後２時19分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　喜納昌春議員の再質問にお

答えいたします。

　第１番に、この３年めどの閉鎖状態の実現であると

か、現行のＶ字型案は認めないという私の公約でもあ

るし、今これに向かっていろいろやっているわけです

が、不退転の決意を示せという御趣旨の御質問だった

と思います。

　確かに、この３年めどの閉鎖状態につきましては、

協議会で防衛大臣から、去年やったあれが精いっぱい

だというような発言とかいろんなことがありますが、

私はいずれにしても代替施設移設するまでの間が６年

とか８年、悪くするともう少し延びるかもしらぬと。

その間、危険だ危険だという状態をそのまま置いてお

くというのはこれはおかしい。ですから、きちっと技

術者を入れて、きちっとした対応策を考えれば当然出

てくるはずだということを申し上げて、これは今まだ

やりとりの最中ですから、まだこれからです。

　そして、現行Ｖ字型案を認めないというのはもうそ

のとおりで今やっているわけでして、無論これについ

ても喜納議員おっしゃったように、１ミリたりとも動

かさぬ、アメリカサイドで１インチでしたか、そうい

うような動かさぬというような発言がぱらぱらとマス

コミさんを通じて出ておりますが、私は直接は聞いて

はおりません。

　ただ、これは基本的に沖縄県の圏域の中でやる仕事

を地元の理解と納得、了解もなく、県の納得、了解も

なく勝手に仕事を進めようとするやり方、いわんや防

衛施設についてやろうとするやり方、頭越しであった

り、こういうものはとてもとてもそういうやり方では

実際に完成しませんよと。地元の意見と納得を得ると

いうのは当然の仕事のやり方だということで現在もや

りとりをしている最中です。ある意味で、先日の協議

会で官房長官の発言が、今までこの３年めどもこれも

ゼロ回答に近かったんですが、ようやく動き出す兆し

が見えたかと私は理解をいたしております。

　それから２番目のこのアセスについてですが、これ

は確かに日米両政府が決めた現行の案、これでもって

アセスをしたいということで、これはアセス法上は、

この資料を置いてくるとそのまま効果が発生するよう

な形になっておりまして、事業者がこれでアセスをし

たいということでこれは実は動いていまして、これは

私が内容に賛成するしないにかかわらずこれは動くも

のですから、しばらくは放ってあったり、我々は意見

を言うのをやめようかとも思ったんですが、逆に意見

を言わないと、知事意見を出さないと同意と同じよう

な受け取られ方をするという解釈があって、それでき

ちっと実は今対応しているわけですが、これ自身は幾

ら事業者がそのまま進めても、これはただ彼らがやり

たいというのが進んでいるだけであって、私は、もと

もとスタートのときに、我々地元ときちっと了解しな

いまま幾らやってもこれは単なる無駄なアセス作業で

すよというのを申し上げているので、これはいつの段

階でもそれは修正することは可能ですから、早目に

やったらどうですかというのをずっと協議会の場で言

い続けているところでございます。

　ですから、これはこのまま２年何カ月かたって、ア

セス作業そのものが終わっても建設にはかかれないと

思います。なぜなら、私はそれはだめだと言っている

んですから。ですがアセスそのものは、先生もおっ

しゃるように、あのあたりが非常に環境的にはデリ

ケートな場所ですから、きちっとやるべきはやれと、

やってもらいたいと。そして、その方法書もオーソラ

イズされた方法書に基づく方法でやるべきだというの

をきちっと厳密にそれを今やっている最中です。

　それから地位協定についてですが、確かにおっしゃ

るように、稲嶺知事さんの時代に30幾つかの県議会で

も改正に取り組むべきだというような決議をなされた

り、各政党でもいろんな勉強会でもやるべきだという

ような結論が出ているようですが、ただおっしゃるよ

うに、私がアメリカへ行ったら何かが起こるわけでも

ありませんで、まだやってない手法もあり得るだろう

ということと、ただ日米両政府が非常にこれについて

は運用でという態度を一貫して変えてない。したがっ

て、ここについては結局は粘り強く、なぜ変えようと

しないかのところが正確にわかったようでわからない

部分が少しあります。これはなおきちっと詰めに詰め

て粘り強くこれはやっていきたいと考えております。

　それから自殺防止、安里川、三連協につきまして

は、恐縮ですが部長等から答弁させていただきたいと

思います。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　現在、三者協議会の下

部組織である協力ワーキングチームにおいて、米軍人

等による公務外の事件・事故防止のための協議を行っ

ているところでありますが、県といたしましても、去

る２月22日に米軍犯罪防止に向けた県としての考え方
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をまとめたところであります。

　今後、三者協も含めまして、いろいろな機会を求め

て日米両政府及び米軍側とも協議を進めていきたいと

考えております。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　自殺対策につきまし

ては、今現在、沖縄県の対策行動計画がパブリックコ

メントに出されております。その中では本当に命の大

切さ、それから心の健康という項目でその教育につき

まして掲げているところでございます。議員がおっ

しゃるような形で、命の大切さを教育するような県民

運動が実施できればいいなというふうに考えておりま

す。

　現在は各年齢階層によりまして、それから男女別の

差とかがありまして、きめ細かな対策ができないかと

いうのを検討しているような段階でございます。本当

にぜひそういう県民運動にしていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　安里川はんらんにつ

いての再質問にお答えいたします。

　安里川につきましては、浸水被害の軽減を図るため

河川改修とあわせて安里川に金城ダム、真壁川に真壁

遊水地を建設してきました。両施設の完成により治水

安全度の向上を図ってまいりましたが、未整備区間に

おいては依然として浸水する可能性があることから、

浸水被害を解消するために下流から順次河川改修を実

施しているところであります。

　今回のはんらんは、まれに見る大雨によって現況の

治水安全度を大幅に超過する洪水により発生したもの

であり、工事による影響についての定量的な評価は困

難と判断されていることから、補償の対象とはならな

いものと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　喜納昌春君。

　　　〔喜納昌春君登壇〕

○喜納　昌春君　三者協の問題で、三者協は15年から

開かれていないんです。いずれにしても知事、日米両

政府はあれだけの緊張感で対応しているので、今後ま

た起きてしまうと取り返しがつかない。むしろ我々が

言うところの海兵隊は帰ってもらうことにもなりかね

ない、またなってほしいと思っているんだがね。しか

も事件・事故は起こってほしくない。

　そういう意味では、しっかりと物を言う、ワーキン

グチームでは15回やっても何もなかったんですよ。

　そういう意味では監視カメラの問題も含めて、小手

先のことじゃとまらないの。だからそういう意味で

は、しっかりと協議できる部分を怒りを持って知事が

言える場をつくるべきだと言っているんだが、少なく

とも15年から開かれてなければ三者協をとりあえず開

くべきじゃないですか、どうですか。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　喜納昌春議員の御提案は、

確かに我々は開いておりませんし、いい御提案と思い

ますが、私どももう少し三者協の中で議論できる範囲

というのももっと広げて、もう少し自由に日々、責任

者といいますか、集まって、基地に絡む事件・事故、

いろんな課題を広く議論できるような形のものを早急

に三者協も含めてなんですが、形づくっていこうかな

というようなことも考えております。ですからもっと

前広に自由に広目に議論し、結論を出し、実行できる

ような組織をつくっていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　皆さん、こんにちは。

　社大・結の会の奥平でございます。

　一般質問を行います。

　2004年８月13日、沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落炎

上事件で始まった県議会議員生活。あれから３年半が

経過をしましたが、その間一体何度の事件や事故が米

軍人・軍属によって引き起こされたことか。そのたび

に抗議決議、抗議行動、抗議集会。米軍は、綱紀粛

正、兵士の再教育を言い、日本政府は遺憾の意、そし

て再発防止の連発。それにもかわらず次から次へと事

件が起こる。そして今回の少女レイプ事件でありま

す。

　私の県議会議員としての１期４年間は皮肉にも基地

問題に始まり基地問題で終わります。それにしても今

回の事件への日本政府を初めとして米軍や米国、防衛

省の対応は素早く、従来と違っておりました。その先

に米軍再編に影響させまいとする姿勢が透けて見えま

す。

　知事、今回の事件の原因は綱紀が緩かったからです

か、それとも兵士の教育が足りなかったからですか。

知事、少女はなぜ守られなかったのでしょうか。知

事、あなたは沖縄行政のトップとして県民の命や人権

をこそ真っ先に守るべきではなかったのでしょうか。
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知事、あなたの日米軍高官に対する姿勢は、今度の事

件に対する怒りや悲しみを県民と共有しているように

は見えません。知事、あなたは先日、一部の不心得者

が発生したからといって国防とか、アジア・太平洋地

域の安全も考えずに米軍を撤退させるという論理は飛

躍があり過ぎると答弁をしています。私は、命と人権

をじゅうりんされ続けてきた63年間の怒りと悲しみの

歴史への認識が知事は希薄ではないのか、そういうふ

うに思いますが、いかがでしょうか。

　「沖縄・米兵による女性への性犯罪」という冊子が

ここにあります。（資料を掲示）　1945年から2004年

の資料を駆使し、「基地・軍隊を許さない行動する女

たちの会」がさまざまな資料とそして聞き取りで書き

連ねた、米兵によるレイプと殺人の数々です。そこに

は終戦前から実に今日まで卑劣・野蛮な殺人と性犯罪

が絶え間なく引き起こされてきているのです。

　これの一例を挙げますと、「1945年４月１日、米

軍、沖縄本島に上陸。その後、強姦が多発し、各地域

で住民による自警団が結成される」。

　同じく「４月１日、避難民のなかから数人の女性が

数人の米兵にら致される」。

　「５～６月ごろ　芋掘り帰りの住民の列から、17、8

歳の女性３人が米兵に拉致され、２時間ほどたって、

泣きながら帰ってくる。一人は翌年出産」。

　こういう事例がつらつらと並べられているのであり

ます。そこには、まさに構造的な暴力装置としての軍

隊による殺人と暴力なのです。

　今度の事件も終戦前から続く米兵による性犯罪の歴

史の延長と繰り返しなのです。そして、この事件は決

して一部の不心得者が引き起こしたにすぎない問題で

は絶対ないのであります。それは戦場に赴くために高

度に訓練された暴力装置としての軍隊の性犯罪なので

す。

　今回の事件の根本原因は、基地の存在であることは

否定しようのない事実です。県民の命と人権を守るた

めに基地の撒去や海兵隊の撤退を要求することがなぜ

論理の飛躍という知事の発言につながるのでしょう

か。むしろ、こういう論理の飛躍という知事の認識を

こそ変えてもらわなければ、このような暴力や性犯罪

は決してなくならないことを指摘しておきたい。

　結局、基地の温存と引きかえに振興策や交付金を求

める依存政策で依存体質ができ上がっている沖縄。県

民の命と人権が国防や安全保障の犠牲となっている現

実をこそ問われるべきであります。

　このような基地の存在も含めて、沖縄県のあるべき

未来の形が見えないことで不安を感じている県民は少

なくないと考えます。政治の責任はこの沖縄の未来の

形をしっかりと示すことであり、県民の側に立った知

事のリーダーシップが今こそ求められているのであり

ます。

　以下質問をしていきたいと思いますが、１番目の医

療行政についての茨と芋を取りかえて質疑をしていき

ます。

　今、看護の現場は過密な労働実態となっていると言

われております。看護師は疲れ切り、患者の安心と看

護内容にも大きな影響が出ているのではないでしょう

か。看護師の絶対的な数の不足に加え、残業漬けで疲

労こんぱい、患者の話を聞くいとまもなく、いつだれ

が医療事故を起こしても不思議ではないという訴えも

あります。県は命の現場を預かる看護実態を正確に調

査・把握をし、需要に合わせた看護師の増員に早急に

取りかかることを念頭に、看護師・助産師職員の養成

と確保について伺いたい。

　ア、県立病院看護師の勤務実態について伺います。

　イ、県の看護師、助産師の需給見通しについて伺い

ます。

　ウ、安心・安全の医療・看護について県の取り組み

を伺います。

　エ、県立浦添看護学校の民間移譲で県内看護養成に

どのような影響があると考えるか。また、どのような

メリットから民間移譲を行おうとするのか伺います。

　芋、県立宮古病院の課題について伺います。

　ようやく宮古病院において念願の脳神経外科が再開

をされました。これまで医師確保に御尽力された知事

を初め県当局、関係機関の皆様に深く厚くお礼を申し

上げます。

　医師確保については素直に喜びたいのでありますけ

れども、宮古病院はまだ幾つもの課題を抱えておりま

す。そのことを次にお聞きしたい。

　ア、脳神経外科の再開は果たしたが、定員にあと１

名の医師確保の課題が残っています。課題解決に向け

た取り組みの経緯と決意を伺う。　

　イ、産婦人科の実情と課題について伺う。

　ウ、昨年11月定例会における宮古病院の新築移転問

題での知事答弁を受けて、平成22年の国庫助成に向け

て可能性の検討に取り組んでいると思うがいかがか伺

う。

　鰯、県内における産科医療の実態と県の対応につい

て伺います。

　大きい柱の２番目、環境行政について伺います。

　茨、公共関与による廃棄物処分場整備の現状と課題

について伺います。
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　芋、県内における不法投棄や不適正処理の実態と、

県による行政指導や行政処分の実態について伺いま

す。

　鰯、宮古島大浦産廃処分場について伺います。

　ア、去る１月24日に行われた産廃訴訟の控訴審判決

について、県の賠償責任は再び退けられましたが、判

決文においては必ずしも県の監督者としての対応を免

責はしていない。見解を伺う。

　イ、さきの議会でも指摘をしましたが、処分場には

いまだに高く積み上げられたコンクリート殻や鉄筋ア

スファルト殻、そして汚泥が大量に投棄された状態と

なっている。実態は明らかに不法投棄の状態と言える

のではないか。県は、廃棄物が安定化に向かっている

から不法投棄ではないとするが、その法的根拠を問い

ます。

　ウ、処分場跡地は地権者が変わっているが、どのよ

うな団体が買い受けているのか。また、団体と県の関

係についても伺います。

　エ、あってはならない産廃処分場の火災事故から５

年が経過をした。しかし、解決の兆しもなく県の消極

的な姿勢が今日の産廃行政、処分場建設にマイナスの

影響を及ぼしていると考えるが、県当局の見解を伺

う。

　大きい柱の３番目、農業行政について伺います。

　沖縄県の農業産出額は、平成７年を境に1000億円を

割り、平成15年度では930億円となっている。景気低

迷もさることながら、産地間競争の激化、就業者の高

齢化、担い手の不足等々農業の将来展望は大変厳しい

ものがある。

　そこで次のことについて伺います。これも允から始

めたいと思います。

　本県農業の課題は何か。また、課題克服に向けた県

の戦略と今後の展望を示していただきたい。また、県

内離島における輸送コストの解消へ向けて現状と県の

取り組みについて伺う。

　茨、食の安全・安心が求められる中において、本県

農業のあり方も当然無農薬・減農薬・有機農業へとシ

フトしていくことが求められております。このような

農業のあり方に対する認識と、これまでの実績はどう

なのか伺います。また、今回新規事業として提案され

ている有機農業支援事業について、その計画や概要、

規模がどういうものになるのか伺いたい。

　芋、地産地消へ取り組んだ本県の具体的な実績、県

内消費に占める割合はどうか。今後の取り組む姿勢と

数値目標を示してください。

　鰯、さとうきび取引価格の制度が大幅に変わる中、

現在操業が進められております。しかし、零細農家が

多数を占める離島においては、代金の受け取りが大幅

におくれていることによって悲鳴を上げている。県に

よる立てかえ払いの支援はできないか伺います。

　印、本県における食料自給率と県内離島の自給率は

幾らか。そして自給率についての県の考え方も伺いま

す。

　大きい柱の４番目、観光行政について伺います。

　茨、第３次沖縄県観光振興計画について伺う。

　ア、知事公約の1000万人誘客へ向けて３次計画が練

られております。しかし、沖縄観光の根幹は自然環境

の保全であると考えます。計画策定へ向けての基本的

認識と第２次計画とどのような相違があるのか伺う。

また、今回、新規事業の中に観光客受け入れ容量の定

量化を研究するとした支援事業が芽出しをされていま

す。1000万人ありきの研究は厳に慎むべきと思うがど

うか。また、事業の計画規模や人選についても伺いま

す。

　イ、カジノ・エンターテインメントの振興計画にお

ける位置づけについて伺う。

　ウ、カジノ・エンターテイメント検討事業が提案さ

れているが、今回の事業内容、どのような人選でどこ

に派遣するのか。また、カジノ調査の最終結論はいつ

ごろを想定しているか。そして、カジノ導入について

は県民に是非を問うべきだと考えるが、知事の見解を

伺います。

　我が会派の質疑については割愛をさせていただきま

す。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　奥平議員の御質問にお答え

いたします。

　農業行政に関する御質問の中で、本県農業の課題と

今後の展望についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　沖縄県の農業は、我が国唯一の亜熱帯性気候等の優

位性を生かし、国内における甘味資源及び冬春期を主

体とした農産物の供給産地として一定の地位を確保い

たしております。

　一方、農林漁業就業者の高齢化の進行、新規就業者

の減少、農林水産物価格の低迷及び市場遠隔性などの

課題があります。

　そのため、県では、農林水産業の振興を図るため、

平成14年度から２次にわたって農林水産業振興計画を

推進いたしているところであり、引き続き第３次に取

り組むことといたしております。
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　主な施策といたしましては、第１に、おきなわブラ

ンドの確立と拠点産地の形成による生産供給体制の強

化、第２に、輸送コストの低減や地産地消など、流

通・販売・加工対策の強化、第３に、経営感覚にすぐ

れた担い手の育成や多様な新規就農者の育成確保、第

４に、省力・低コスト化に向けた農林水産技術の開

発・普及、第５に、農業用水源の確保やかんがい施設

等の生産基盤の整備、第６に、グリーン・ツーリズム

等の多面的機能を生かした農山漁村の活性化、第７

に、天敵昆虫や性フェロモンを活用した害虫防除な

ど、環境と調和した農業の推進などによりまして、持

続的農林水産業の振興と多面的機能を生かした農山漁

村の振興を図ることといたしており、今後とも市町

村、関係団体等と一体となって効果的な施策・事業を

展開し、農業の振興に取り組んでまいります。

　我が会派の代表質問との関連がなくなりましたの

で、その他の御質問につきましては、部長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　医療行政の中の、看

護・助産師の需給見通しについてにお答えいたしま

す。

　平成17年度に実施しました平成18年から平成22年ま

での第六次看護職員需給見通しにおいて、毎年約700

人の看護職員不足が見込まれております。そのうち助

産師は毎年約100人の不足と見込まれております。

　続きまして、安心・安全の医療、看護の取り組みに

ついてお答えいたします。

　医療の高度化・専門化が進む中で、安心・安全な医

療提供体制を推進するためには看護職員の果たす役割

は大きいものがあります。

　時代のニーズに対応した看護サービスを提供するた

めに、県内看護師養成所及び病院等の看護教育に携わ

る者に対し必要な知識・技術を習得させ、看護教育の

内容の充実向上を図るため看護教員養成講習会を実施

しております。

　また、県外から講師を招聘し、専任教員再教育事業

を実施し、看護教員が共通の目標を持って教育方法に

取り組むことで県民への質の高い看護サービスを提供

することに貢献していると考えております。

　続きまして、浦添看護学校を民間移譲することによ

る影響とメリットについてにお答えいたします。

　浦添看護学校の移譲につきましては、看護師２年課

程及び設置予定の看護師３年課程を引き継ぐこと、中

長期的に安定的な運営・経営を行うことなどを条件と

しており、経営主体が県から民間へ移りますが、県内

看護職養成に影響は出ないと考えております。

　県と民間の役割分担により、県は、県立看護大学に

おいて看護職養成に専念すること、また看護師等就労

促進事業、看護師等修学資金貸与事業、看護教員養成

講習会事業など充実強化を図ることとしております。

　続きまして、産科医療の実態と県の対応についてに

お答えいたします。

　本県の女性10万人当たりの産婦人科医師数は44人

で、全国平均の38人を上回っておりますが、医師１人

当たりの年間の分娩数は128件で、全国平均の110件よ

り多くなっております。このため、安定的に産婦人科

医師の確保を図る必要があると考えております。

　県においては、県立病院の後期臨床研修事業による

専門医の養成や離島・へき地ドクターバンク等支援事

業を実施し、全国から産婦人科医師の確保を図るとと

もに、医師修学資金等貸与事業により産婦人科医師の

養成確保に努めているところでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　医療行政について伺

うの中の、県立病院の看護師の勤務実態についての御

質問にお答えします。

　県立病院の看護体制は、一般病床においては、入院

患者10人に対して看護職１人、精神科病床において

は、入院患者15人に対して看護職１人を配置しており

ます。

　また、３交代制勤務体制をとっており、平成14年度

から平成18年度の５年間の看護師１人当たりの月平均

夜勤回数は8.7回となっております。

　看護師１人当たりの年次有給休暇については、平成

19年の平均取得日数は8.2日となっております。

　続いて、宮古病院脳神経外科の再開と課題について

の御質問にお答えします。

　宮古病院脳神経外科については、平成20年２月１日

付で常勤医師１人を配置しました。これにより、外来

診療をこれまでの週１回から週２回にふやすととも

に、宮古病院での手術も可能となっております。

　しかしながら、現在の医師１人の診療体制では十分

とは言えないことから、あと１人の常勤医師の確保に

努めるとともに、それまでの間、他の県立病院等から

の応援体制の構築に努めてまいります。

　続いて、宮古病院産婦人科の実情と課題についてお

答えします。

　宮古病院産婦人科については、現在、常勤医師の配
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置はありませんが、中部病院から医師２人を２カ月交

代で派遣し対応しております。

　宮古圏域においては、開業医並びに宮古病院におい

て分娩が行われております。

　宮古病院ではハイリスク分娩や緊急手術等を行って

おり、３人以上の医師の配置が必要であると考えてい

ます。そのため、４月以降は中部病院からの医師２人

の派遣に加え、新たに常勤医師１人を配置して、医師

３人体制で診療ができるよう調整を進めているところ

であります。

　続いて、宮古病院改築事業に係る検討状況について

お答えします。

　宮古病院については、老朽化が進み診療機能への影

響も懸念される状態にあります。

　このような状況から、病院事業局としては老朽化に

伴う危険を回避するために必要な措置を講じるととも

に、早期に改築できるよう、今後の県立病院の抜本的

な見直しとの整合も図りながら、平成22年度の国庫補

助金確保の可能性も含め、庁内関係部局等と調整を進

めております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境行政についてお

答えいたします。

　公共関与による廃棄物処分場整備の現状と課題につ

いてお答えいたします。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の立地候補地

については、総じて厳しい意見が寄せられています。

　県では、本事業に対する理解と協力を得るために、

陸域候補地での住民説明会の開催及び先進的な事例と

なる県外処分場の視察の実施に向けて取り組んでいま

すが、いまだ実現に至っておりません。

　また、海域候補地に関しては学識経験者や港湾関係

者から成る懇談会を開催し、環境影響等について意見

を伺い、事業実施に向けた課題を抽出しているところ

であります。

　県としては、社会的条件や地域の理解が得られるな

どの諸条件が整った箇所から先に整備を進めたいと考

えており、引き続き３候補地の市町や地域の方々の理

解と協力が得られるよう努めていきたいと考えており

ます。

　次に、不法投棄や行政処分等の状況についてお答え

いたします。

　県では、毎年「不法投棄実態調査」を行い、県内全

域の不法投棄の実態を把握しておりますが、平成18年

度の調査結果では、不法投棄箇所は69カ所、不法投棄

量は約7600トンとなっております。

　また、保健所職員や県警退職者による廃棄物監視指

導員、市町村の併任職員による監視パトロールのほ

か、県警本部と連携した「美ら島環境クリーン作戦本

部」や各保健所に設置している「廃棄物不法処理防止

ネットワーク会議」において、各警察署、海上保安

署、市町村との情報交換、合同調査等により産業廃棄

物の不適正処理の把握と事業者に対する改善指導、悪

質な事案に対する行政処分等に努めております。

　平成18年度における行政処分の状況は、産業廃棄物

処理施設の設置許可取り消しが１件、産業廃棄物処理

業の許可取り消しが５件、産業廃棄物処理業の停止命

令が１件、措置命令が１件、改善命令が２件、合計10

件となっております。また、行政処分のほかに告発が

１件となっております。

　次に、控訴審判決に対する見解についてお答えいた

します。

　宮古島市の崎山環境整備開発での火災による損害賠

償請求訴訟に関し、那覇地方裁判所の第一審判決を不

服として原告らが控訴した控訴審については、控訴を

棄却するとの判決が平成20年１月24日に言い渡された

ところです。

　当該判決の判決理由において、廃棄物の保管状況は

ずさんなものであり、必ずしも沖縄県知事がこの問題

について廃棄物処理法の趣旨に沿った適切な対応をし

ていたとは言いがたいと述べられておりますが、あわ

せて、沖縄県知事が被控訴人崎山に対して累次の行政

指導に及んでいることは当事者間に争いのない事実で

あり、沖縄県知事ないし被控訴人沖縄県が被控訴人崎

山の違法行為を容認していたとはいえず、まして、そ

れらの違法行為を共同して実行していたとは認めるこ

とができないとも述べられております。

　県としては、当該事業者に対する監視・指導の積み

重ねが十分な維持管理の徹底までに至らなかったこと

等を踏まえ、平成14年度以降、さらなる監視体制の強

化に努めているところであります。

　次に、処分場の現状についてお答えいたします。

　崎山環境整備開発が安定型最終処分場区域に安定型

産業廃棄物以外の廃棄物を混入して埋立処分した行為

は、処理基準違反に該当するものですが、県の指導に

従って安定型産業廃棄物以外の廃棄物の除去を行って

いたこと、また火災を消火するために覆土されたこと

により、意図せずに安定型産業廃棄物以外の廃棄物が

火災残腸とともに埋め立てられたことなどの経緯があ

ります。
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　このようなことから、当該安定型最終処分場に安定

型産業廃棄物以外の廃棄物が混入して埋立処分された

ことについては、直ちに不法投棄として断定すること

は困難であると考えております。

　廃棄物を投棄する行為が廃棄物処理法上の不法投棄

に該当するかどうかは、その行為が同法で定める処理

基準に著しく違反するか、または軽度の処理基準違反

であっても公共性・密集性の高い地域において行われ

る場合など、廃棄物の性状、数量、地理的条件、行為

の態様などの事情を勘案して判断するものであり、社

会通念上、許容されない処分行為が対象となると認識

しております。

　次に、処分場の地権者についてお答えいたします。

　当該最終処分場や昨年度撤去された焼却施設は、金

融機関の抵当権が設定されていたもので、金融機関か

らその債務返済を求められていたものですが、当該事

業者に返済能力がなかったために連帯保証人が債務返

済したことから、抵当権が設定されていた処分場、焼

却施設の所有権が当該連帯保証人に移されたと聞いて

おります。　

　なお、当該連帯保証人は県が認可した組合法人であ

り、廃棄物処理法に基づいて許可を取得した産業廃棄

物処理業者であります。

　次に、最終処分場建設への影響についてお答えいた

します。

　本件処分場での火災について、県は地域住民の健康

や地域の環境保全を図るため、火災発生の翌日には衛

生環境研究所による初期環境調査を実施するととも

に、その後、地域住民の意向も踏まえながら、広範囲

な環境調査、健康調査を実施しました。また、最終処

分場及びその周辺の環境モニタリングについても継続

実施しており、これらの結果についてはすべて地域住

民へ公表しております。

　さらに、学識経験者から成る専門委員会を設置して

各種調査結果を解析・評価した結果、埋立廃棄物や火

災残腸中のダイオキシン類は、環境汚染や健康被害を

起こす濃度ではないと評価されております。

　そのため、県としては、埋立処分された廃棄物を掘

り起こすことなく、現状のまま安定化を図ることが望

ましいと判断するとともに、焼却炉については地域か

らの要望を踏まえ平成18年度に撤去させたところで

す。

　なお、産業廃棄物最終処分場の建設に対する地域か

らの反対運動は、廃棄物処理法で定める構造基準等が

十分でない時代に、地下水汚染や悪臭などの問題を起

こした事例があることなどにより、全国的に最終処分

場の設置に対する地域住民の理解を得ることが困難な

状況になっていると考えております。

　県としては、産業廃棄物が適正に処理されるととも

に、地域の生活環境の保全が図られることにより、最

終処分場の設置に対する地域住民の理解が得られやす

くなるよう、今後とも市町村、県警等の関係機関と連

携して、産業廃棄物処理業者等に対する監視強化を

図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農業行政

についての御質問で、有機農業の実績と有機農業支援

事業についてにお答えいたします。

　農薬や化学肥料に依存しない有機農業や環境保全型

農業は、安全・安心な農産物を提供するとともに、環

境への負荷の軽減に配慮した持続的な農業として極め

て重要であると考えております。

　県では、これまで化学肥料及び化学農薬を３割低減

するエコファーマーの認定を262件、５割低減する特

別栽培農産物の認証を69件行っております。また、化

学農薬や化学肥料を使用しない有機ＪＡＳの認定を受

けた農家は53戸となっております。

　新規事業である有機農業支援事業は、有機農業推進

法に基づき有機農業を推進するものであります。

　具体的には、県の推進計画策定に向けた協議会の設

置、先進地視察、実態調査、地域に適した栽培技術の

開発、実証展示圃の設置、有機農業に関する普及指導

の強化を図るため、研修会への派遣や現地検討会の開

催等を行うこととしております。　

　次に、地産地消の実績と今後の取り組みについての

御質問にお答えいたします。

　平成18年度の学校給食における県産農林水産物の使

用率は33％となっており、県中央卸売市場における県

産青果物の占有率は32.8％となっております。

　県では、県産農林水産物の消費拡大を図るため、

「沖縄県地産地消推進県民会議」を中心とした地産地

消運動を全県的に展開しております。

　具体的な取り組みとして、「おきなわ花と食のフェ

スティバル」の開催、「ゴーヤーの日」や「マンゴー

の日」などの販売促進キャンペーンの実施、学校給

食、ホテル及び飲食店等における利用促進、食育推進

ボランティアの活用による食農教育の推進、ファー

マーズマーケットの設置及び量販店における県産食材

コーナーの設置、沖縄健康料理メニューの開発及び普

及などを引き続き実施してまいります。
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　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、県産農林

水産物の使用率向上に努めてまいりたいと考えており

ます。

　なお、数値目標については、平成23年度の食料自給

率を40％に設定しております。

　次に、さとうきび代金の立てかえ払い支援について

の御質問にお答えいたします。

　さとうきび原料代金は、製糖工場からの取引価格と

経営安定対策に基づく国からの交付金からなります。

　農家への原料代金については、取引価格の全額と交

付金の８割をまとめて支払い、交付金の残り２割につ

いては地域の製糖終了後、精算払いすることになって

おります。

　さとうきび代金の支払い時期については、従来より

おくれていることから、ＪＡではさとうきび販売仮渡

金制度を創設し、融資による立てかえ払いを行ってい

るところであります。

　次年度の交付金の支払い方法については、国、農畜

産業振興機構、ＪＡから成る「さとうきびに係る交付

金の支払い手続きに関する協議会」において、平成19

年度の実施状況などの検証やその結果を踏まえて検討

することになっております。

　県としては、今後、当協議会での検討状況を踏ま

え、交付金の支払い方法等についてＪＡ等と連携しな

がら、国に対し要請していく考えであります。

　次に、県内離島における輸送コストの低減の現状と

取り組みについての御質問にお答えいたします。

　本県は本土市場から遠隔地にあり、また多くの離島

を抱える島嶼県であることから、農林水産物の県外輸

送コストの低減等が課題となっております。

　このため、航空輸送から低コストな船舶輸送への移

行促進、新たな低コスト輸送ルートとして、船舶と鉄

道の複合ルートの開拓、野菜類の混載輸送実証等によ

る効率的な輸送方法の確立などにより、コスト低減に

努めております。

　さらに、品目ごとの作付情報や生育状況、出荷予定

を一元管理できる「生産・出荷・販売情報システム」

を構築し、計画出荷に努めております。

　また、県内離島においては、出荷予想量等の事前情

報に基づく出荷の調整、輸送余力のある早朝便や本土

直行便の活用、冷蔵コンテナを活用した船舶輸送の促

進など、輸送の効率化、低減対策について取り組んで

おります。

　今後とも引き続きＪＡ、航空運送会社、船舶運送会

社等と連携し、輸送コスト低減等に取り組んでまいり

ます。

　次に、本県の自給率と離島地域の自給率についての

質問にお答えいたします。

　本県の平成17年度食料自給率は30％となっておりま

す。

　食料自給率低迷の主な原因は、ライフスタイルの多

様化に伴い、食生活が大きく変化したことと、外食や

中食における加工や業務用の需要の高まりに対し、県

内農業生産が対応し切れないことなどが挙げられま

す。　

　県においては、食料自給率の向上を図るため、農林

水産業振興計画に基づき、おきなわブランドの確立と

生産供給体制の強化、流通・販売・加工対策の強化及

び地産地消の推進など、各種施策・事業を総合的に推

進しているところであります。

　なお、県内離島地域の食料自給率については、地域

により作物に偏りがあることから集計されておりませ

ん。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　観光行政についての

御質問の中で、計画策定の基本的認識と第２次計画と

の相違点、観光客受け入れ容量の研究事業についてお

答えします。

　現在策定中の第３次沖縄県観光振興計画におきまし

ては、自立型経済社会の構築実現に向け、質の高い観

光地の形成に加え、将来の年間観光客1000万人を目指

し、飛躍に向けた基盤づくりを着実に進めることを基

本方向としております。

　県といたしましては、自然環境が最大の観光資源で

あるとの認識から、基盤づくりの一環として、自然環

境と調和のとれた持続可能な観光地づくりの推進を計

画に位置づけております。

　そのため、自然環境の保全等に配慮した観光地づく

りに取り組む市町村に対する支援と、観光客受け入れ

容量の定量化手法研究の２つの柱から成る持続可能な

観光地づくり支援事業を実施してまいりたいと考えて

おります。

　定量化手法の研究につきましては、調査委託の上、

県内大学等からの協力も得ながら、環境保全や観光の

専門家等から成る検討委員会、ワーキンググループを

設置し、自然環境に与える負荷を軽減することを基本

的な考え方として、県内全域を対象に研究を進めてま

いりたいと考えております。

　次に、第３次沖縄県観光振興計画におけるカジノ・

エンターテイメントの位置づけについてお答えしま
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す。

　カジノ・エンターテイメントについては、第２次沖

縄県観光振興計画において、新たな観光メニューの創

出の一つとしてゲーミングに関する幅広い情報収集の

実施や導入可能性について検討することとしておりま

す。

　現在策定中の第３次沖縄県観光振興計画におきまし

ても、「観光振興施策の展開」の中で、「多様な観光

メニューの拡充」として、劇場や国際会議場を含んだ

ゲーミング施設等に関する幅広い調査検討を実施する

など、多様なエンターテインメントの導入可能性につ

いて検討する旨位置づけております。

　次に、カジノ・エンターテイメント検討事業の内

容、カジノ調査の最終結論等についてお答えします。

　平成19年度カジノ・エンターテイメント検討事業

は、各種団体や有識者等で構成するカジノ・エンター

テイメント検討委員会において、導入する場合の課

題、対応策等について調査検討を行っているところで

あります。

　平成20年度においては、今年度に引き続き国内外の

カジノ・エンターテインメントに関する調査や最新情

報の収集を行うとともに、同検討委員会の今年度報告

を踏まえ、シンポジウムの開催などを実施する予定で

あります。

　また、平成20年度における調査箇所や派遣委員等に

ついては、同委員会において検討されることになりま

す。

　なお、カジノ導入の判断や県民意見の反映方法等に

ついては、同検討委員会の報告や国の法案の動向等も

踏まえ、適切に判断したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　どうもありがとうございました。

　それでは再質問したいと思いますが、ちょっと答弁

が聞き取りにくかったり、ちょっと筆記が遅かったり

したものですから、少しゆっくりさせていただきま

す。

　まず、県立病院の看護師の勤務実態について病院事

業局長がお話になりましたけれども、今述べられたこ

の答弁の数は、通常のいわゆる正常な勤務実態なんで

すかということをちょっとお伺いしたいと思います。

　それから次のイですけれども、看護師、助産師の需

給見通し、毎年700名、100名の不足ということなんで

すけれども、これはいつまでこの不足が続くんでしょ

うか。その需給見通し、もう少し長い目での需給見通

しを教えてください。それに対する県の対応について

はどうするかということについてもお伺いしたいと思

います。

　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後３時18分休憩

　　　午後３時18分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○奥平　一夫君　浦看の民間移譲についてなんですけ

れども、これが民間移譲されますとやはり受験資格を

持つ准看護師の皆さん、あるいは受験を目指す皆さん

にかなりの負担があると思うけれども、いわゆる授業

料等ですね、負担が出ると思うんですけれども、この

辺はいかがでしょうか、どういうふうにして考えてい

らっしゃるんでしょうか。

　次、宮古病院の脳神経外科の再開、あと１人必要だ

ということは病院事業局長もお話になっておりますけ

れども、やはり緊急を要する手術があった場合、これ

までの質疑の中でも、脳神経系の疾患はかなりの緊急

を要する手術がたくさんあるというふうなことで、例

えば緊急搬送された場合でも沖縄本島で３時間ぐらい

時間を要するというふうなことなどもあって、きちん

と宮古病院で緊急手術ができるというんであれば恐ら

く回復も早いんではないかというふうに思いますの

で、この辺、あとお１人の脳神経外科のお医者さんを

ぜひとも確保していただくよう、決意を少しお伺いし

たいと思います。

　それから平成22年の国庫助成に向けてさまざまな手

続があると思うんですけれども、この辺に向けてのい

ろんな準備、いろんな手続等をどういう形でなされる

おつもりなのか、その辺をお伺いしたいと思います。

　それから宮古病院における産婦人科の常勤医師の３

名の確保、これは絶対必要だと思うし、宮古の民間の

砂川恵栄先生、この方は産科医院をずっと個人でやっ

ておられましたけれども、これは分娩が個人病院では

なかなかできなくなったというふうなことで、分娩の

集約化が一番望ましいというふうな提言をこういう投

稿をされておりますけれども、（資料を掲示）　この

分娩の集約化に向けた医師の体制をどう確保していく

かということについても少し決意をお伺いしたいと思

います。

　それから環境行政についてお伺いをいたします。

　公共関与による廃棄物の処分場整備についてですけ

れども、３候補地とも具体的に何が障害になってそれ

ほど嫌がっているのか、受け入れられないということ

になっているのか、これは具体的に少しお話を聞かせ
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てください。

　それから不法投棄の問題、行政処分がかなり出てお

ります。10件も出ていますけれども、この10件の事業

者の中に再犯の事業者がいるのかどうか、この辺をお

伺いしたい。

　それからもう一つ、管内別でどれくらいずつなのか

ということもちょっとお聞きをしておきたいと思って

います。

　それから大浦産廃についてですけれども、法的根拠

というふうに私はお伺いしたんですが、この法的根拠

を先ほどの答弁で述べたということなんでしょうか。

　それでもやはり我々の生活の中では、例えばこれだ

け積み上げられたコンクリート殻あるいはアスファル

ト殻、鉄筋むき出しの殻なんです。まだ依然としてあ

る。そういう景観上も非常にみっともないような場所

を本当にそのままにしておくつもりなのか、どうしよ

うと考えているのか。これはさきの議会でも質問しま

したけれども、明確な答弁がいただけておりませんの

で、この辺はしっかり御答弁をお願いしたいと思って

います。

　それから、この大浦産廃の事故がこれまでの産廃行

政、いわゆる処分場建設に大きなマイナスを与えてい

るんじゃないのかと僕は思っているんですね。つま

り、これは行政がしっかり管理しなかったためこの処

分場、いわゆる事業者が非常に不正な処分をしていた

ということがあって大火災が起こった。この辺に対す

る県のまた対応も住民の皆さんの思うようなことでは

できていないわけでして、この辺に恐らく産廃処分場

に対する嫌悪感といいますか、そういうことに対する

不満があるのではないかというふうに思いますけれど

も、それじゃこの５年間に幾つの処分場の建設が申請

をされて着工されたのか、あるいは着工されてないの

か、その辺をお伺いしたいと思っております。

　それから観光についてでありますけれども、今年度

570万近い観光客が来たというんですけれども、実は

私は今度宮古から那覇へ来る際にタクシーに乗ったん

ですけれども、奥平さん、僕らのタクシー業界を知っ

てくださいというふうなことで、本当にもうタクシー

にも人が乗らなくなった、あるいは観光客が乗らなく

なった、あるいはレンタカーがこれだけふえたことに

よってもう全然仕事がないんですよと。それにしても

今、大阪―那覇間でわずか２万9800円で沖縄に来られ

る、宿泊できるというこんな状態の中で、実はレンタ

カーも1650円ぐらいの料金でしか設定されてないと。

２万9800円でレンタカーも一緒になってその料金に

入っているというこの実態。僕はこういうことをやは

りもう少し県がしっかりと受けとめるべきだと思いま

す。

　ですから、沖縄観光の目標というのは何なのか、そ

れと県民生活とどういうふうにして整合性を持たせな

がら県民の生活を向上させていくか、底上げしていく

かというのは非常に大事だというふうに思うわけです

ね。ですから、そういう視点で観光沖縄の再構築が必

要だと僕は思います。

　ですから、客数を求める余り、県民生活の底上げと

いう視点が忘れがちではないのかということについて

お伺いをしたいと思います。

　それから1000万人のうちカジノはどれほどのウエー

トを占めるのか、いわゆる目標誘客数はどれぐらいな

のかをもう一度お聞きしたいと思います。

　実は、シンガポールの教授の講演会が去年ありまし

たけれども、カジノは最後の手段だと、既存の観光資

源をしっかり使って、その次にどうしようもないとき

にやはりカジノということを考えるべきだという提言

をしていますけれども、当局の考え方をお伺いいたし

ます。

○議長（仲里利信君）　ただいまの奥平一夫君の再質

問に対する答弁は、時間の都合もありますので休憩後

に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時25分休憩

　　　午後３時53分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前の奥平一夫君の再質問に対する答弁を願いま

す。

　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　それでは奥平議員の

再質問についてお答えします。

　まず最初に、県立病院看護師の勤務実態は、通常、

正常な勤務と思うかについてお答えします。

　県立病院の看護師につきましては、県立病院がＩＣ

ＵやＣＣＵ等での処置を必要とする急性期医療を担っ

ていることから、密度の濃い看護ケアを求められるこ

と、及び看護師の育児休業等の補充が十分には確保で

きていないことから、１人当たりの業務量がふえるな

ど、厳しい勤務環境にあると考えております。

　続きまして、宮古病院の産婦人科及び脳外科医の確

保について一括してお答えいたします。

　宮古地区の出生数、これは平成16年でありますけれ

ども、年間555人でありました。県立宮古病院に３

人、民間に２人、計５人の産科医で対応すれば産科医
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１人当たりの分娩数は110人となり、全国が120名でご

ざいますので、十分に対応が可能であると考えており

ます。

　また、機能連携につきましてはもちろん必要であり

まして、今後、協力体制を検討していきたいと考えて

おります。

　それから脳外科医につきましても、１人では過重労

働、勤務過重の状態になりますので、もう一人の医師

の確保に努力してまいりたいと思います。

　それから３番目の、宮古病院の改築、平成22年度ま

での手続についてでありますけれども、平成22年度の

国庫補助の可能性に向けては、それまでに事業計画、

用地確保、資金計画等の事業の熟度等の条件整備が必

要であると考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　看護師の需給見通し

についてということで、看護師700名、助産師100名は

いつまで続くのか、それから少し長目の需給見通しを

つくるべきではないかという御質問にお答えいたしま

す。

　看護師需給見通しは、厚生労働省の示した算出方法

をもとに全国規模の調査を行って算定されているもの

であります。

　第六次看護職員見通しにつきましては、平成18年か

ら平成22年までと見込んだものでありますが、県独自

での調査は困難だと考えております。

　続きまして、浦添看護学校を民間へ移譲すると看護

師を目指す人の負担がふえるのではないか、どう対応

するのかということにお答えいたします。

　民間に移譲された場合の授業料は基本的に民間養成

所の規定によりますが、看護学生を対象とした奨学資

金には県の看護師等修学資金、日本学生支援機構の奨

学金、県看護協会の奨学金、社会福祉協議会の修学資

金などがあり、これらを活用して学生の支援を行って

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　再質問についてお答

えいたします。

　まず、公共関与事業の課題についてという御質問に

お答えいたします。

　産業廃棄物処理施設は、住民の環境意識の高まりや

廃棄物処理に対する不信感などによりその立地が困難

な状況になっていると認識しております。

　県としては、地元市町や地域の方々に立地候補地の

選定から施設の整備、運営、管理面等について十分説

明を行い、理解と協力が得られるよう引き続き努力し

ていきたいと考えております。

　次に、不法投棄の行政処分10件の中に再犯がいるか

という御趣旨の質問にお答えいたします。

　再犯の事案についてはありません。

　それから不法投棄の管内別の状況についてお答えい

たします。保健所別にお答えいたします。

　北部保健所が３、中部保健所が24、中央保健所が

７、南部保健所が９、宮古保健所が29、八重山保健所

が１という内訳となっております。

　それから大浦産廃の処分場はどうしようとしている

のかという御趣旨の再質問にお答えいたします。

　当該処分場につきましては、処分場内部は火災残腸

も含めて安定化に向かっている状況であることから、

こうした状態において廃棄物を掘り起こすことは安定

化を妨げ、また火災残腸の飛散など汚染を拡大するこ

とにもなりかねないため、現状のまま安定化を図るこ

とが望ましいと考えております。

　県としましては、引き続き処分場及びその周辺の環

境モニタリングを実施するなど、監視指導体制の強化

を図っていきたいと考えております。

　次に、この５年間の処分場の申請件数と着工件数に

ついてお答えいたします。安定型と管理型に分けてお

答えいたします。

　安定型につきましては、申請件数が１件、許可件数

が１件、着工件数はゼロでございます。

　管理型につきましては、申請件数が３件、許可件数

が１件、着工件数が１件、こういう状況になってござ

います。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　再質問にお答えしま

す。

　まず、県民生活の向上に寄与する観光施策を推進す

べきではないかという御質問にお答えします。

　観光入域客の増大を図るとともに、観光客１人当た

りの県内消費額を増大させることも重要と考えており

ます。

　県内消費額の拡大を図るためには付加価値の高い観

光を推進するとともに、観光客の滞在日数の延伸を促

すことが必要であります。

　さまざまな取り組みに加え、戦略的な誘客プロモー
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ションの展開により観光客１人当たり消費額の拡大を

図り、観光収入を拡大させていきたいと考えておりま

す。観光収入の増大を図ることにより県経済自立化を

促し、県民生活の向上につなげてまいりたいと考えて

おります。

　次に、観光客1000万人のうちカジノの占める割合に

ついてお答えします。

　カジノ・エンターテインメントの導入については、

課題や対応策等を調査検討するカジノ・エンターテイ

メント検討委員会の報告や国のカジノ法案等の動きを

踏まえ、適切に判断することとしております。

　現段階では御質問のカジノ客の需要予測について検

討する段階ではないと考えております。

　次に、カジノは最後の手段であるという考えについ

てどう思うかという御質問にお答えします。

　カジノは、観光客の多様なニーズにこたえる観光資

源として世界の多くの国で合法化されております。特

にアジア諸国においては観光振興のために政策を転換

し、合法化したシンガポールや、ラスベガスに匹敵す

る規模の観光都市に変化しつつあるマカオなど、国際

観光振興策として注目されております。

　国内においても、自民党や経済団体、一部の地方自

治体において経済効果や雇用の拡大、税収の増加によ

る地域振興を図ることなどを目的にカジノ導入に向け

た活動が展開されております。

　本県が国際的な観光・リゾートを形成していくため

には、地域の特色を生かした芸能や音楽を初め、多様

なエンターテインメントの充実を図る必要がありま

す。現在の世界の観光地の状況などから、カジノを含

む多様なエンターテインメント複合施設は有効な手段

になると思われます。

　県としては、カジノ・エンターテイメント検討委員

会の報告や国のカジノ法案の動向等も踏まえ、適切に

判断していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　まず、病院事業局長へお聞きしま

す。

　国庫要請助成のための準備が、先ほど答弁なさいま

したけれども、計画やあるいは用地確保事業の熟度が

必要だと、その準備をする必要があるということなん

ですけれども、例えば22年に国庫助成が可能となった

時点で、着工までというのはどれくらいの年数がかか

るんでしょうかお伺いいたします。

　それから私がさっき福祉保健部長に言ったのは、需

給のバランスが崩れている看護師と、それから助産師

のこの対策をどうするかということをお伺いしました

けれども、どうしようとしているのか、その辺をぜひ

お伺いをしたいと思っています。

　そして浦看ですけれども、奨学資金をたくさんつら

つら並べていらっしゃるんですけれども、そう並べた

ところでこれが全部学生たちに適用できるかというと

そういうわけでもないわけですから、授業料が高くな

るのはこれはもう確実なわけですから、それでした

ら、じゃ、その授業料を学生の負担を少なくするため

に県としてどういうことができるのか、その辺を

ちょっとお伺いをしたいと思っています。

　以上で終わります。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後４時６分休憩

　　　午後４時９分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　奥平議員の再々質問

にお答えします。

　仮に、平成22年度に国庫補助がつくとすれば、同年

度中に着工することになります。工期としては、おお

むね３年をめどとしております。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　看護師、それから助

産師の需給バランスのことで再質問がございました。

　県におきましては、県立看護大学、それから浦添看

護学校の看護職の養成を推進するとともに、民間看護

師養成所に対する運営費の助成及び設備制度補助など

により、民間での看護職の養成を促進しているところ

でございます。

　今現在、21年には720人の定員になりますので、需

給バランスは21年の入学者が卒業いたします23年から

は採れるのではないかというふうに考えております。

　また、看護学生に対する修学資金の貸与の実施や

ナースセンター事業、これは無就業の有資格者をセン

ター事業を充実強化していって、看護師の確保を図っ

ていきたいと考えております。

　助産師は、県立看護大学におきまして別科養成を20

名やります。20人ですので、５年間で100人というこ

とにはなりますが、それ以外にも看護大学で10名の枠

がありますし、それから琉球大学でも養成をされてお

ります。

　看護師だとか、それから助産師に関しましては、国
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家資格ですので必ずしも県内の人が県内でやるという

ことではありませんので、各県の方がいらしておりま

す。

　授業料の件につきましてお答えいたします。

　民間に移譲された場合の授業料は、基本的には民間

養成所の規定によることとなります。しかしながら、

民間移譲後の授業料等が県よりも高くなる場合につい

ては、その時点で県立にいらっしゃる学生に関しまし

ては、民間移譲後も転校生が卒業するまで移譲前の授

業料と同額に据え置くことを移譲条件としておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　比嘉京子君。

　　　〔比嘉京子君登壇〕

○比嘉　京子君　さて、皆さん、こんにちは。

　社大・結連合の比嘉京子でございます。

　質疑をいたします。

　まず、海兵隊による少女への性暴力事件についてで

ありますが、その前に、これまでの質疑に対する知事

答弁について１点だけ確認の質疑をして、その後に通

告に従い質疑をいたしてまいります。

　知事の２月22日の代表質問における知事答弁で、何

度も多くの方々が取り上げております、一部の不心得

者が発生したからといって、我々の怒りが心頭に発し

たからといって、米軍全体の組織を国防だとかアジ

ア・太平洋地域の安全だとかも考えず帰還させるとい

う論理は余りにも飛躍があり過ぎてとても考えられな

いという知事発言について、いま一度県民にわかるよ

うに説明をお願いしたい。

　では、通告に従い質疑をいたします。

　子どもの権利条約は、人種を超え世界じゅうの大人

が18歳未満の子供の権利を守らなければならないとい

う責務を言っています。いつ、どこで、どのようにし

ていても、仮に誘いに乗ったとしても、大人が諭し

守ってあげる義務があります。

　質問いたします。

　１、海兵隊所属の兵士による少女への性暴力事件に

ついて、子どもの権利条約34条「性的搾取からの保

護」では、国は、子供がポルノや売買春などに利用さ

れたり、性的な暴力を受けたりすることがないように

守らなければならないとしている。今回の国及び沖縄

県が少女の権利を守ることができなかったことをどの

ように認識しているか、我々も含めて問われていると

考えます。

　茨、綱紀粛正、それから再発防止について。

　ア、95年の県民大会の決議は、今日までの間どのよ

うに生かされ実行されてきたのか。決議は撤退ではな

かっただろうか。

　イ、このような事件が起こるたびに、日米両政府は

綱紀粛正と再発防止を約束してきましたが、それが軍

隊内においてどのように実行されているか、県は検証

されたことがありますか。

　せんだって、私は、どのように基地内で教育がされ

ているのか、教材を取り寄せてほしいとお願いをしま

したら、ないとのことであります。

　ウ、軍隊が暴力を訓練する組織であるという認識は

あるんですか。

　エ、ライト司令官は、２月15日の新聞報道による

と、性的暴行に関する教育の強化の必要性を指摘して

いますが、戦地における暴力訓練をする一方で、性的

暴力をさせない教育の強化という矛盾をどのような実

効性を県は考えていますか。

　事件後、大人の論理が渦巻きました。思春期は好奇

心に満ちあふれています。しかしながら、14歳にどれ

くらいの想像力が備わっているのでしょうか。軽い気

持ちの先に、このようなことが起こるかもしれないと

いうことをどれくらいの生徒が想定できるのでしょう

か。想定できなかったからといってとがめられること

でしょうか。どのような状況であっても性暴力は犯罪

なんです。なぜこのような事件が繰り返されているの

かという本質を論ぜず、本末転倒かつ大人の論理で14

歳の少女を幾重にも打ちのめしています。

　芋、心ない報道などによる二次被害から少女を守る

ために、ア、週刊誌の興味本位の記事に対し県の対応

を伺います。

　イ、少女の人権、プライバシーを守るためにどのよ

うな手だてがなされているか。

　次は、これまで県も地方自治体も、基地政策として

よき隣人政策をとってきました。警戒心を解くことを

むしろ進めてきました。このような事件が起こり、人

を信用してはいけないという教育をしていくのでしょ

うか。大人社会の矛盾をどのように説明をされるのか

伺います。

　鰯、学校における対応について。

　ア、緊急学校長会ではどのようなことが話し合われ

ましたか。

　イ、大人の視点ではなく、児童生徒に議論をさせ考

えさせていくことが必要だと思いますがどうですか。

　ウ、基地に関する授業はどのように、どれぐらいさ

れているのですか。

　エ、国際化、英語教育、基地内留学など、県、市町

村が基地との友好関係・よき隣人政策を推進してきま
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した。そのことが今回の事件にどのように影響してい

ると考えていますか。

　允、基地関連補助事業について。

　基地内住民の技術や能力を活用する目的で基地と近

隣住民の交流事業があるようだが、その内容、予算等

の実績について伺います。

　２、食の安全性と食料自給率について。

　規制の甘さとコストの安さが調理冷凍食品の急増に

拍車をかけております。1997年から2006年の10年間で

3.7倍。今回の被害の拡大は流通経路、検査体制――

検査率10％――行政の対応、危機管理意識のなさな

ど、問題点が浮き彫りになっています。規制緩和をし

ていながらチェック体制を上げてこなかった国の責任

は重大であります。国頼みにせず、県民の安全は県で

守るということが必要だと考え質問します。

　茨、今回の食中毒は発生から１カ月以上たってから

特定されています。本県では、家庭で食中毒の症状が

出た場合、病院、保健所、行政の連携はどうなってい

ますか。

　芋、本県は、県民の食の安全をどのように確保して

いくのか。今回の事案からどのような対策を講じてい

くのか伺います。

　鰯、学校給食において中国産ギョーザを使用したこ

とはあるのか。また、自校方式とセンター方式では調

理冷凍食品の使用頻度はどう変わっているのか。

　允、安全性の面からも地産地消を推進していく必要

があり、それを実現していくためにはセンター方式か

ら自校方式への移行が望ましいと考えますが、どうで

すか。

　印、本県の食料自給率は幾らですか。また、自給率

を高めるための数値目標があれば伺いたい。

　３、教育行政について。

　栄養教諭の任用について。

　健康・長寿沖縄の再生をするための第一歩に栄養教

諭の任用があると考えております。

　ア、平成20年度の任用はどのようになっています

か。

　イ、全員任用に向けて今後の計画はどうですか。

　知事の公約である人材育成について。

　ア、過去10年間の留学生の人数の推移について伺い

ます。

　イ、過去10年間の留学生の年間給付額の推移を伺い

ます。

　ウ、知事の公約である、人材育成の公約である年間

留学生100人の実現の見通しについて伺います。

　４、医療行政について。

　茨、看護師の養成について。

　先ほどの質疑にもありましたので、ア、イはカット

をいたします。

　浦添看護学校の今後のあり方について、計画を伺い

ます。

　我が会派の代表質問に関連して基地問題を伺いま

す。

　ア、普天間基地の訓練の実態を明らかにしてくださ

い。

　イ、知事は、地元の意向を踏まえ、沖合へ移動させ

るように国に要請しておりますが、沖合へ移動するこ

とによって具体的に何がどう違うんでしょうか、明ら

かにしてください。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、一部の不心得者による海兵隊の撤退に

ついてに係る御質問にお答えいたしますが、私は、米

軍人等による事件・事故は一件たりともあってはなら

ないと考えており、今回の事件についても、被害者と

その御家族の心情を思うと胸が痛み、断じて許すこと

はできません。

　しかしながら、被疑者が海兵隊員である一事をもっ

てすべての海兵隊の撤退に結びつけることは、余りに

も短絡的かつ非現実的であると考えております。

　本県の過重な米軍基地の負担を軽減するためには、

日米両政府が合意した米軍再編に沿って海兵隊の削減

を推し進めることがより現実的であり、結果として事

件・事故の減少に向けた近道になるものと確信いたし

ております。

　次に、食の安全性と食料自給率に係る御質問の中

で、県民の食の安全確保と対策についての御質問にお

答えいたします。

　近年、国内におきましては、食の安全・安心を揺る

がすさまざまな事件や事故が多発いたしており、県と

いたしましても食品の安全性確保のための対策を強化

する必要があると考えております。

　輸入食品を含め県内で流通する食品につきまして

は、沖縄県食品衛生監視指導計画に基づき計画的に検

査・監視を実施いたしております。

　また、昨年７月には新たな取り組みを盛り込みまし

た「沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例」を制

定し、総合的に食の安全・安心を推進いたしておりま

す。さらに、国の検疫所等関係機関の連携及び情報の
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共有化により検査・監視体制の強化に努めたいと考え

ております。

　次に、医療行政の中で、浦添看護学校の今後のあり

方と計画についてという御趣旨の御質問にお答えいた

します。

　現在、浦添看護学校の管理運営は県直営となってお

り、准看護師の進学コース看護第一学科全日制と看護

第二学科昼間定時制で看護師養成を行っております。

　今後は、看護師不足の現状を踏まえ、看護師３年課

程を設置し、看護師養成数の増員を図り、その後民間

移譲を進めることといたしております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　平成７年の県民大会決

議についての御質問にお答えします。

　平成７年の県民大会においては、１、米軍人の綱紀

を粛正し、米軍人・軍属による犯罪を根絶すること、

２、被害者に対する謝罪と完全な補償を早急に行うこ

と、３、日米地位協定を早急に見直すこと、４、基地

の整理縮小を促進することの４項目が決議されまし

た。

　県は、米軍基地に起因するさまざまな事件・事故等

は一件たりともあってはならないと考えており、事

件・事故が発生するたびに米軍を初め関係機関に対

し、事故原因の徹底究明、再発防止及び安全管理の徹

底を強く申し入れてきたところであります。

　日米地位協定については、被疑者の身柄の拘禁移転

等に係る運用の改善が示されておりますが、県として

は、米側に裁量をゆだねる形となる日米地位協定の運

用改善だけでは不十分であり、日米地位協定を抜本的

に見直す必要があると考えております。

　また、米軍基地の整理縮小については、まずＳＡＣ

Ｏ最終報告の合意事案を着実に実施し、段階的に基地

の整理縮小を図ることがより現実的で実現可能な方法

であると認識しており、平成18年12月にはＳＡＣＯ合

意事案である読谷補助飛行場及び楚辺通信所が全面返

還されたところであります。

　次に、綱紀粛正等の検証についてお答えします。

　米軍においては、事件・事故を防止するための取り

組みとして、基地外への外出制限、基地外への一時的

な夜間外出禁止令、オフリミット、生活指導巡回及び

リバティ・キャンペーン・プランなどを実施している

としております。

　これらの取り組み状況については、協力ワーキング

チーム会合において米軍から説明がなされるととも

に、米軍人等の犯罪の検挙状況の概要等が報告され、

事件・事故の発生防止に向けた実効性のある対策が講

じられるよう協議を行っているところであります。

　軍隊の訓練及び教育に対する認識について一括して

お答えします。

　あらゆる軍隊は、自国や国際的な平和及び安全の維

持に寄与するためさまざまな訓練を行うものと考えて

おります。

　他方、米軍人・軍属及びその家族においては、社会

の一員として法律はもちろんのこと、社会規範や常識

にのっとって行動すべきことは当然であり、そのため

の教育や研修を徹底することによって事件・事故の再

発防止に努める必要があると考えております。

　次に、代替施設の沖合移動についてお答えします。

　地元が求めている沖合への移動が実現すると、安全

性や騒音等の面で改善がなされるものと考えておりま

す。

　次に、普天間飛行場の訓練の実態についてお答えし

ます。

　現在、普天間飛行場で行われている訓練について

は、米軍の運用にかかわることであるため、政府は明

らかにしておりません。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　週刊誌の興味本位の記

事に対する対応及び少女の人権、プライバシーを守る

ための手だてについて一括してお答えいたします。

　県警察では、事件発生後、早期の段階において県警

本部及び沖縄警察署からマスメディアに対し、被害者

が一日も早く通学できるなどもとの生活に戻れるよう

に、学校及び自宅周辺での取材等の自粛を強く申し入

れたところであります。

　また、被害者やその家族のプライバシーが守られる

よう、自宅周辺において被害者の要望などに基づき、

所要の警察活動を行っているところであります。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは海兵隊所属兵士に

よる少女への性暴力事件についての御質問で、緊急校

長会についてお答えいたします。

　このたび発生した事件を受けて、２月14日に県立高

等学校の緊急校長会を開催し、２月14日から２月21日

までの間に各地区小中学校の緊急校長会を開催いたし
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ました。

　校長会では、発生した事件について、女性の人権を

じゅうりんする重大な事件であり、特に被害者が中学

生であることを踏まえた場合、本県の児童生徒の命を

守り、夢をはぐくむ立場にある者として決して許すこ

とができないことを共通に認識しております。

　また、今後の児童生徒の安全をどう確保していくか

についても、学校、家庭、地域、関係機関・団体が連

携した取り組みの充実について協議し、共通理解が図

られております。

　次に、児童生徒の取り組みについてお答えいたしま

す。

　県教育委員会としましては、児童生徒の安全確保に

係る取り組みとして、警察等関係機関や専門家の指導

を受けながら、児童生徒が子供の視点で地域安全マッ

プを作成するなどの取り組みが行われております。

　今後とも、学校、家庭、地域、関係機関・団体が連

携した安全対策の強化を図るとともに、県警察の「安

全学習支援隊」等の活用などによる児童生徒の安全確

保等に努めてまいります。

　次に、基地に関する授業についてお答えいたしま

す。

　基地に関する授業は、主に日本の米軍施設に占める

沖縄の米軍施設の割合や米軍基地が及ぼす影響等につ

いて、小中学校では社会科で、高等学校においては地

理歴史科及び公民科で教科書や副教材を使用して行わ

れております。

　次に、基地との友好関係と影響についてお答えいた

します。

　現在、国頭地区、中頭地区の小学校及び中学校にお

いて、米人ボランティア・グループからの申し出によ

り、ネーティブ・アシスタントによる英会話指導事業

が実施されております。

　また、沖縄県国際交流・人材育成財団においては、

国際化時代に対応し、国際感覚を持った多様な人材の

育成を図るため、在沖米軍施設・区域内大学への就学

者推薦事業を行っております。　

　これらの事業が今回の事件に及ぼした影響につきま

しては、被害者及び家族の心情等を配慮し、調査・分

析を控えさせていただきたいと思います。

　次に、食の安全性と食料自給率についての御質問

で、中国産冷凍ギョーザの使用状況及び調理冷凍食品

の使用頻度についてお答えいたします。

　県内の学校給食において、中国産冷凍ギョーザの使

用状況について調査したところ、市町村及び関係県立

学校から使用したとの報告は一件もありませんでし

た。

　冷凍食品の使用状況について、ある市を調査したと

ころ、単独調理場では約3.0％、共同調理場では約

7.0％となっており、ハンバーグ、コロッケ等が主な

使用食品となっております。

　なお、沖縄県学校給食会で取り扱う冷凍食品につい

ては、細菌検査を随時行っており、安全性が確認され

たものを使用しております。

　次に、センター方式から自校方式への移行について

お答えいたします。

　県内の学校給食施設は、共同調理場が65施設、単独

調理場が69施設あり、そのどちらにするかは学校や地

域の実情等を踏まえて、実施主体である市町村が判断

することになっております。

　県教育委員会としましては、今後とも市町村や関係

機関等と連携し、地産地消を推進するとともに、安全

で安心な学校給食の充実に努めてまいります。

　次に、教育行政についての御質問で、平成20年度の

栄養教諭任用についてお答えいたします。

　子供たちの望ましい食習慣の形成を図るため、平成

19年度より公立小学校において、モデルケースとして

４名の栄養教諭を配置したところであります。

　平成20年度の栄養教諭任用につきましては、未配置

の地区を中心に現在配置増に向けて取り組んでいると

ころであります。

　次に、今後の任用計画についてお答えいたします。

　今後の栄養教諭の任用に当たっては、指導内容や指

導時間、教育課程への位置づけ、学級担任との連携の

あり方などの検証や、市町村との十分な調整を図る必

要があります。

　県教育委員会としましては、検証結果や全国の動向

等を踏まえながら、今後とも配置拡大に努めてまいり

たいと考えております。

　次に、過去10年間の留学生の人数の推移についてお

答えいたします。

　過去10年間の留学生の人数の推移については、平成

10年度115人、11年度107人、12年度108人、13年度106

人、14年度94人、15年度93人、16年度90人、17年度81

人、18年度80人、19年度67人となっております。

　次に、過去10年間の留学生の年間給付額の推移につ

いてお答えいたします。

　留学生の留学助成金は、派遣先によって異なります

が、アメリカ合衆国を例にとると、留学生１人当たり

年額300万円程度で、過去10年間ほぼ変動はありませ

ん。

　また、留学派遣事業に係る予算額については、平成
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10年度が約２億8200万円に対し、平成19年度は約１億

5500万円となっております。

　次に、知事公約の実現の見通しについてお答えいた

します。

　平成20年度の海外留学生派遣事業は、国費４事業、

県費２事業、合計６事業があり、68人の派遣を計画し

ております。

　今後とも、留学生派遣事業の充実に向けて取り組ん

でまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　海兵隊所属兵士によ

る少女への性暴力事件の御質問の中で、基地と近隣住

民の交流事業の内容、予算等の実績についてお答えし

ます。

　知事部局においては、基地内住民と近隣住民との交

流事業はありません。　

　なお、嘉手納町では町民を対象とした基地内での職

場体験（インターンシップ）を実施しておりますが、

当該事業への予算措置はないということであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　食の安全性と食料自

給率についての中の、家庭内で食中毒が発生した場合

の医療機関、保健所及び行政の連携についてにお答え

いたします。

　食品衛生法において、食中毒の患者もしくはその疑

いのある者を診断した医師は、24時間以内に保健所長

に届け出なければならないことになっております。

　保健所長は、医師からの届け出やその他住民からの

通報等により、食中毒患者等が発生していると認める

とき、県知事に報告するとともに、調査をすることに

なっております。

　また、県知事は食中毒患者等が50人以上発生したと

き、当該食中毒により死者が発生したときには直ちに

厚生労働大臣に報告することになっております。

　一方、本県におきましては、食中毒事件が発生した

とき、県健康危機管理対策の食中毒等事例緊急連絡網

により、本庁、６保健所及び衛生環境研究所との連携

をとり、適正な対応に努めているところでございま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは食の安全

性と食料自給率についての御質問で、本県の食料自給

率と数値目標についてにお答えいたします。

　本県の食料自給率は、平成17年度は30％で、平成23

年度の目標を40％としております。

　このため、県では、食料自給率の向上を図るため、

農林水産業振興計画に基づき、おきなわブランドの確

立と生産供給体制の強化、流通・販売・加工対策の強

化及び地産地消の推進など、各種施策・事業を総合的

に推進しているところであります。　

　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、農林水産

業の振興を図り、食料自給率の向上に向け総合的に諸

施策を推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後４時44分休憩

　　　午後４時45分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　比嘉京子君。

　　　〔比嘉京子君登壇〕

○比嘉　京子君　では再質問をいたしたいと思います

が、多くの再質問を予定してまいりましたが、１点に

だけ絞らせて再質問をさせていただきたいと思いま

す。

　まず、少女の事件でございますけれども、事件発生

後、日米両政府の高官を初め、知事も含めて、私ども

からすると大変に認識のギャップがございます。その

ギャップを少しでも埋めていただきたい。そういう思

いで、一つの歴史の一端をぜひ知事にお目通しをいた

だきたいと思いまして持ってまいりました。先ほど奥

平議員が少し紹介しましたが、それをまとめているの

は「基地・軍隊を許さない行動する女たちの会」……

　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後４時47分休憩

　　　午後４時47分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○比嘉　京子君　今、知事にお渡しした1945年から

2004年までの、しかも訴えのあった、そういう氷山の

一角ではありますけれども、Ａ４用紙25ページにわ

たってつらつらとこの女性への性暴力について記述が

されております。

　私は、その中から全部ではありませんけれども、あ

る程度はっきりしているものの年代別をちょっとお見

せしたいと思います。私の総数は、あちらには300近

くあるんですが、被害総数が258名、加害者が493名、
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10代未満が５名、10代が59名、20代が94名、30代が37

名、40代が23名、50代が６名、その他が34名。

　こういうような記述の中で、ではどのように加害者

が扱われたか。

　493名の加害者のうち処罰を受けた人数33名。この

状況を皆さんはどうごらんになるんでしょうか。それ

を説明しているある記述がありますので、それをもっ

て皆さんに説明の一端とさせていただきますが、これ

は「沖国大がアメリカに占領された日」というものの

一部分の中に、宮城晴美さんがこの資料を紹介してい

る記述でございます。多少省略しながら読んでみたい

と思うのです。

　敗戦から半世紀たった1995年の９月に沖縄本島で３

名による少女のレイプ事件が発生した。それを通して

基地撤去に向けた動きを展開しようと事件の翌月、

「基地・軍隊を許さない行動する女たちの会」が結成

されて、行動の一環として、米兵や米軍属によるレイ

プ事件の調査に着手したというところから始まってお

ります。

　沖縄では、戦後米兵に襲われた女性は多いとか、追

いかけられたことがあるなどの証言は多数あるが、具

体的にどのような状況で、どれだけの人が被害に遭っ

たのかについての記録がほとんどなかった。被害に

遭った女性のプライバシーを保護する必要があり、と

りわけ小さな集落では被害者が特定されるため、地域

全体で箝口令をしかざるを得なかったというケースが

あります。したがって、調査の方法としては、目撃者

の証言や個人史（文献）、それから地域史、新聞報

道、米軍被災者の補償要求関連資料、警察資料などを

データソースにして300近くに上るリストアップをし

てきた。これらの調査から、米軍が沖縄占領後、いか

に卑劣きわまりない犯罪を繰り広げていたかというこ

とがよくわかる。

　以下、省略を交えながら読んでみたいと思います。

　日米の激しい戦闘がやみ、米軍に収容された沖縄住

民を待ち受けていたのは米兵の来襲、とりわけ女性に

とっては新たな戦争が始まった。食べ物を探し求め、

収容所近くを歩いていた女性が複数の米兵にレイプさ

れたり、乳児をおぶった19歳の女性が収容所内に拉致

され、２年後に母子ともに白骨化した状態で見つかる

など、筆舌に尽くしがたい残虐な事件が続発をした。

　また、住民が運び込まれた野戦病院でも、看護婦と

して働く若い女性や重体の患者までが米兵の毒牙にか

かった。中には付き添った父親の前で襲われた少女も

いる。相手は武装兵である。妻や娘が襲われても男性

たちは手の施しようがなかった。

　収容所から解放され、待望の郷里に帰っても住民に

安住の地はなかった。畑仕事やまき拾いの最中に拉

致・レイプされたり、家の中にも侵入された。地域の

男性たちは自警団をつくって、米兵が集落に近づくと

半鐘を鳴らして警戒した。女性たちも男装したり顔に

炭を塗るなど、押し入れに隠れるなどの防衛策を講じ

たが、根本的な解決にはならなかった。

　米兵にとって女であれば年齢は関係なかった。1949

年９月、中部のある地域で高熱を出した生後９カ月の

女児が病院に運ばれてきた。女児は下腹部に傷を負っ

ていた。それはレイプによる裂傷だった。

　当時の状況の特徴を見てみると、１、1945年・46年

は食べ物探しや農作業中、井戸や川辺での洗濯中、そ

れから銃、ナイフでおどして家族や知人らの目の前

で、３人から６人の集団に襲われ、さらに基地内に連

れ込まれて別の集団に輪姦され、子連れの女性は子供

とともに拉致・レイプされ、その後絞殺される。被害

者は子供から60代までという内容に分析される。さら

に1950年に朝鮮戦争が始まるとなお拍車がかかった。

　さて、皆さんの記憶にもあるであろう1955年の石川

の永山由美子さん。由美子ちゃん事件で大変震憾させ

て衝撃を与えた事件でありました。６歳の由美子さん

ですけれども、顔面が崩れて、そして草をしっかりと

つかまえていたと言われています。犯人の米兵は一度

死刑の判決を受けましたが、実際は本国に帰ってしま

い処罰がどうなったか不明であります。

　このようなさんざんな状況の中で、私たちは今日こ

の事件があるわけです。その重みを知事がどれほど認

識しておられるのか。今の議場における質疑の内容を

見ますと、実に疑わざるを得ません。

　そこで質問をいたします。

　まず、知事に、この後どのページでもよろしいです

から１ページお読みいただきたいと思うのです。

　それから、このような多くの女性、子供の人権を侵

し続けた歴史の一端に触れた御感想をお聞かせくださ

い。

　さて、昨日の玉城義和議員の質問で、東アジアの安

全と少女の安全のどちらが大切かの問いに、選択でき

るようなものではないとお答えになりました。という

ことは、次にこのようなことが起こってもどちらもま

た大事だと知事はおっしゃいますか。

　４番目に、２月12日の代表質問の、いわゆる一部の

不心得者の云々について、現時点でも同じお考えです

か。

　以上、再質問いたします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。
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　　　午後４時55分休憩

　　　午後４時58分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉議員の再質問にお答え

いたしますが、まず第１に、先ほど手渡されましたい

ろんな過去の事件に関する感想いかんと、こういうこ

とでしたよね。（「お読みになった感想」と呼ぶ者あ

り）　それは勘弁していただきます。何で私が読まな

いといけない。これは置いておきます。

　まず、質問という形であるのだけ申し上げます。

（発言する者あり）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

○知事（仲井眞弘多君）　あれ読め、これ読めと言わ

れて、わかりましたと一々この議場で読んでいます

か。読んでないでしょう。それはお断りします。

　まず、おっしゃった感想はどうかと。もうこれは本

当に感想というより大変に痛ましい事件で、私たちも

1950何年というのは小学生だったか中学生だったかで

すが、由美子ちゃん事件というのは非常に鮮明に覚え

ているもので、まさにこういうことが起きないように

というのが我々行政を預かる者の任務だと感じており

ます。

　それから２番目の再質問の中で、東アジアの防衛の

話と少女の安全の話、どちらが大切かというきのうの

御質問に関連しての質問ですが、これはきのうも申し

上げましたように、こういうものは選択できません

と、比較もできませんというお答えしかこれはできな

いと思います。

　特に、少女の安全というのも当然これは大切なこと

は申し上げるまでもないんで、どういう御趣旨で私に

設問、テストされているのかちょっと想像できないん

ですが。

　それから３番目に、一部の不心得者に係る御質問の

点は、先ほども申し上げましたとおりで、これは同じ

答えになると思いますが、私は米軍人等による事件・

事故は一件たりともあってはならないと考えており、

今回の事件につきましても被害者とその御家族の心痛

を思うと胸が痛み、断じて許すことはできません。被

疑者が海兵隊員である一事をもってすべての海兵隊の

撤退に結びつけることは、しかしながら余りにも短絡

的かつ非現実的であると考えます。

　本県の過重な米軍基地の負担を軽減するためには、

日米両政府が合意した米軍再編に沿って海兵隊の8000

人の削減を推し進めることがまず現実的であり、結果

として事件・事故の減少に向けた近道であるものと確

信いたしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　比嘉京子君。

　　　〔比嘉京子君登壇〕

○比嘉　京子君　仲井眞知事、沖縄県の知事に沖縄県

の第一義的な責任、議場で問わなければならないとい

うことはまことに恥ずかしいことです。今議会の議場

での知事の答弁は、県民の人権を預かる最高の責任者

としての認識が欠落しています。その上に知事は――

―――――――――――――――――もう一度言いま

す。（「失礼ではありませんか」と呼ぶ者あり）　失

礼ではありません。沖縄県のトップが―――――――

――――――――――――（発言する者多し）　だっ

たら反論してください。反論してください。反論して

ください。県民にわかるように反論してください。

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

　休憩いたします。

　　　午後５時４分休憩

　　　午後５時４分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○比嘉　京子君　ではもう一度言います。

　仲井眞知事は、――――――――――――――――

――――――――そのことを私は申し上げている。

（発言する者多し）　お黙りください。もし知事に反

論があるんであれば、知事は大いにわかるようにおっ

しゃってください。おっしゃってください。（発言す

る者多し）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

　休憩いたします。

　　　午後５時４分休憩

　　　午後９時31分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　この際、比嘉京子君から発言を求められております

ので、これを許します。

　比嘉京子君。

　　　〔比嘉京子君登壇〕

○比嘉　京子君　私の先ほどの再々質問の中で、――

―――――にかかわる発言については、知事の人格を

著しく傷つけるとともに、議会の品位も著しく冒達す

る不適切な発言でありました。

　よって、この場をかりて知事及び議員各位並びに県

民の皆様に謝罪し、発言を撤回いたします。

　申しわけありませんでした。

○議長（仲里利信君）　ただいまの比嘉京子君から申

し出のありました発言撤回につきましては、議長にお
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いて後刻速記を調査の上、適切な措置を講ずることに

いたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　この際、申し上げます。

　休憩前の比嘉京子君の発言をめぐって議会が空転を

いたしました。

　議会は言論の府であり、自由闊達な議論が展開され

ることは論をまたないところでありますが、一方、ま

た議員の発言は議会の品位を重んじ、権威を保持すべ

きことも当然求められております。

　よって、議会における発言については、今後慎重に

行われるよう、議長として注意を喚起いたします。

　引き続き質問及び質疑を続行いたします。

　新川秀清君。

　　　〔新川秀清君登壇〕

○新川　秀清君　簡潔に一般質問をいたしたいと思い

ます。

　さて、まず知事の政治姿勢、代表質問、そしてきょ

う午前中から引き続いた一般質問の中でもいろいろあ

りました。その中で、今度のこの事件でありますけれ

ども、まさに極悪非道、無道な事件が引き起こされま

した。基地あるがゆえに繰り返される事件であるわけ

であります。そういうことで、今、基地の本質を改め

て問い直さなければならないのではないかというふう

に私は考えております。

　そこで、知事の御認識を伺いたいんでありますが、

実は、今度のこの事件に関して新聞に出ておりますの

で、知事もお読みになっておられることだと思うんで

すが、ダグラス・ラミスさんのインタビューの記事が

出ております。そして、これは２月18日の毎日新聞の

ヨーロッパ総局から発信された記事でありますが、そ

の中にこういうことが書かれております。

　「どうして駐留米軍はヨーロッパでは規律がしっか

りしているのに、アジアの一角・日本になると米軍関

係者の凶悪事件がなくならないのか。　例えば、英国

にも駐留米軍約１万人がいる。でも「米兵やその家族

による事件など聞いたことがない」と周囲の英国人は

言う」。

　そして、「1995年、沖縄で12歳の少女を米海兵隊員

３人が暴行した事件があった。」。そのころ、この記

者はヘルツェゴビナの方にいたそうでありますけれど

も、その「平和維持軍に派遣された米兵たちは率直に

言って欧州の部隊より規律に気を配っていた。　当

時、欧州最大の駐留米軍（６万8000人）を抱えるドイ

ツで日本のような米兵不祥事がないか、ドイツ在住の

友人に尋ねてみた。返事はやはり、「そんな事件は聞

いたことない」。　沖縄の忌まわしい事件のことを欧

州の人々に話すと誰もが驚く。そして、「そんなこと

私たちの国で起きたら、大変なことになる」と皆、

思っている。なぜなら、国と人への尊厳がかかわる問

題だから。」。

　そして、これは飛ばしますけれども、「米軍はヨー

ロッパ各国で地元の住民生活に治安の不安をかけるこ

となく駐留している。なぜ、日本・沖縄で同じように

できないのか。」ということを問いかけております。

　そして、このダグラス・ラミスさんが言っておりま

すように、沖縄でこのようなことが繰り返される、こ

れは占領意識につながるものではないかということを

言っております。

　そして、私は一昨日行われました「沖縄マラソ

ン」、このコースを嘉手納基地から通す交渉を嘉手納

の司令官とやりました。そのときの司令官が、この

ヨーロッパでの記事と同じようなことを言っているん

です。私は、ヨーロッパやあちこちで勤務した経験を

持っているけれども、もし沖縄でやっているようなこ

とを私たちがほかの国でやったならば、恐らく駐留は

できないだろうと、彼はこういうことを言いました。

　そして、いろいろ話し合いをした結果、あの県内唯

一のマラソンの公認コースでありますけれども、その

嘉手納基地内のコースを設定することに非常に協力を

してくれました。彼は、そういうようなことでこのマ

ラソンの基地の公認コースの設定と同時に、文化財や

そのほかのいろんな面で自治体に対する協力を惜しみ

ませんでした。彼が、今ヨーロッパの毎日新聞の記者

が言っているようなことを言っていたわけです。

　ですから、このようなことから考えてみましても、

この沖縄に駐留する米軍は、毎回事件があるたびに規

律の問題、教育をどうするんだといろんなことを言っ

ておりますけれども、やはりヨーロッパに駐留する米

軍と沖縄に駐留する米軍に物すごい温度差がある。こ

ういうことを私はかつて海兵隊に所属をしていたダグ

ラス・ラミスさん、そしてヨーロッパから発信された

その記事とこの嘉手納基地の司令官、この３名の話を

総合しますときに、ここに私たちは、今よく地位協定

についても日本との地位協定は進んでいるというふう

なことを沖縄の部隊の司令官なども言いますし、それ

から総領事などもそういうことを言っているわけであ

りますけれども、こういうふうなことで現実的には

ヨーロッパと、あるいはそのほかの国に駐留する米軍

と沖縄の米軍は、同じ米軍であるけれども、このよう

に違いがあるということがはっきりしていると思うん

です。
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　ですから、これに対して私はきちっと、今、米軍の

再編は進んでおりますけれども、こういったこともあ

わせてしっかりと米国に要求をしていく、そして日本

政府にも突きつけていくということを求めていく必要

があるんじゃないか、こういうふうに考えているわけ

であります。そういうようなことで、いろいろと今ま

でこの事件に関しましては知事の御答弁があったわけ

でありますけれども、改めて御認識を伺っておきたい

と思います。

　それからイについては、これも出ておりますけれど

も、95年の事件以降、国、米軍、そして県においてど

のような再発防止対策がとられてきたのかということ

をお聞かせください。

　さらに、今後、具体的にどのように防止対策を打ち

立てていかれるのかもお聞かせいただきたいと思いま

す。

　そしてウ、エにつきましては割愛をいたしたいと思

います。

　次に芋でありますが、地位協定の抜本的見直しにつ

きましては、知事も基本姿勢や、またこれまでの施政

方針の中でも述べておられます。これにつきまして

は、具体的にどのように取り組みをされていくのか。

これまで渉外知事会等を通してやるというふうなこと

につきましてもお答えをいただいたわけであります

が、今回の事件を通してさらに踏み込んだ取り組みが

必要だろうというふうに考えているわけであります。

そういうことで、それに対するお答えをいただきたい

と思います。

　それから鰯も割愛をいたしたいと思います。

　允であります。

　米軍による基地外の巡回についてであります。

　こういった事件が起こるたびに米軍は県警と一緒に

共同のパトロールをさせてくれというような要求をこ

れまでもしてきております。そして、私が市長のとき

でありますけれども、なかなか警本が聞いてくれない

ものですから、市長も一緒になって警本にそれを要請

をしてくれないかというふうなことを司令官から何度

か私は話を聞いたことがあります。そのときに基地司

令官に言ったことは、いや、基地外についてはこれは

県警の分野であって、あんた方が巡回するというふう

なことについては、私はこれは承服できないというこ

とを言って、協力をできないということをはっきり

言ったことがあるわけであります。そういうふうなこ

とで、この共同巡回についてはいろんな問題があると

いうふうに私は思っております。

　そういうふうなことで、その際の法的な問題、そし

てもう一つ、事故防止や取り締まりについては、これ

は県警の方で増員の問題や、それから組織の強化など

当然あると思うんでありますが、こういったことを含

めて県警が基地外についてはしっかり責任を持っても

らうということであるべきだというふうに考えており

ますが、いかがでありますか。

　それから、嘉手納基地周辺の騒音対策につきまして

は、平成17年からうるささ指数の見直しも視野に入れ

た騒音測定が行われております。調査が行われており

ます。これについての県の対応を伺いたいと思いま

す。

　そして、咽も割愛をいたします。

　２の平成20年の施政方針についてでありますが、農

林水産業の振興についてお伺いいたします。

　これまでも御答弁もあったわけでありますが、拠点

産地形成について、これまで５年間の実績はどうなっ

ているのかということをお聞かせください。

　それからイであります。

　地産地消の推進について、その中での農業体験学習

の実施についてでありますが、私は、今、市町村など

でやっておりますところの市民農園、こういったとこ

ろも活用しながら、子供たちに農業体験学習をさせて

いくということが大切ではないかというふうに思って

いるわけであります。

　そういうことで、この実習やそして学校給食での利

用状況などはどうなっているかお聞かせください。

　それからずっと飛ばしていきます。最後の印であり

ます。

　安心して暮らせる保健医療の充実について。

　これは、知事の基本方針、そして施政方針の中にも

あるわけでありますが、県民の安心・安全な生活、さ

らに本県の長寿世界一復活の上からも医療従事者――

これも今まで出ておりますが――の確保と公立病院の

基幹病院としての役割がますます重要になってきてい

る。そういった中で、今、国の方針によって地域医療

サービス、医療の改革などが進められようとしており

ます。合理化が進められようとしております。そう

いった中にあって、地域医療の崩壊というふうなこと

も言われておりますけれども、地域医療サービスの確

保と充実について知事はどのようにお考えであります

か。そして、具体策はどのようにお持ちであります

か、お聞かせをいただきたいと思います。

　３番目の我が会派の代表質問との関連につきまして

は、割愛いたしたいと思います。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。
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　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新川議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、政治姿勢についてという中で、基地の

本質に対する認識についてという御趣旨の御質問にお

答えしたいと思いますが、沖縄県には在日米軍専用施

設の約75％が集中し、県民生活や沖縄県の振興開発に

さまざまな影響を及ぼしていることから、県は日米両

政府に対し、県民の目に見える形で本県の過重な基地

負担が軽減されるよう、あらゆる機会を通して強く求

めており、米軍人等による事件・事故の減少を図るた

めにも、基地の整理縮小及び在沖米軍兵力の削減が必

要であると考えております。

　県といたしましては、米軍基地に起因するさまざま

な事件・事故等は一件たりともあってはならないもの

と考えております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、地位協定の見直しの

取り組みについてという御趣旨の御質問にお答えしま

す。

　日米地位協定の抜本的な見直しについては、去る２

月13日に来沖しました参議院沖縄及び北方問題に関す

る特別委員会委員長に対し要望したほか、２月15日に

も来沖しました民主党国会議員に、さらに18日及び19

日には軍転協を通じて内閣官房長官を初め日本政府と

在日米国大使館等に対し要請したところであります。

引き続き粘り強く取り組んでまいりますが、何回か答

弁させていただいておりますが、今度はアメリカの政

府及び議会に対してもいろいろアプローチしてまいり

たいと思いますが、ぜひ新川先生のこれまでの御経験

も踏まえ、いろんな形での取り組み方について御指導

もいただければありがたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　平成７年度以降の再発

防止策についての御質問にお答えします。

　米軍による事件・事故を防止するための取り組みと

しては、基地外への外出制限、基地外への一時的な夜

間外出禁止令、オフリミット、生活指導巡回及びリバ

ティ・キャンペーン・プランなどがあります。

　国による取り組みについては、在日米軍オリエン

テーション・プログラム、在沖米兵のための沖縄理解

増進セミナーが実施されております。また、国、県、

市町村及び米軍等をメンバーとして協力ワーキング

チームが設置されております。

　さらに、県は去る２月22日に開催した「米軍人等犯

罪防止対策に関する検討会議」において、７項目の具

体的な犯罪防止策を取りまとめたところであり、今

後、日米両政府に対し、その実施を求めていきたいと

考えております。

　次に、米軍人による基地外巡回についての御質問に

お答えいたします。

　日米地位協定第17条第10項によると、アメリカ合衆

国軍隊の軍事警察は、米軍施設及び区域の外部におい

ては、必ず我が国の当局との取り決めに従うことを条

件とし、かつ、我が国の当局と連絡して使用されると

されております。

　県としては、合同パトロールの実施についてはさま

ざまな意見があることから、まず地域や関係機関、関

係団体におけるコンセンサスを得ることが重要である

と考えております。　

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　米軍人が巡回に加わる

ことの法的な問題点及び基地所在所轄警察署の事件防

止や取り締まりの強化についてお答えいたします。

　県警察と米軍との共同パトロールについては、２通

りの形態があります。

　１つは、県警察と米軍の軍事警察機関である憲兵

隊、いわゆるＭＰとの共同パトロールであります。

　同パトロールについて、県警察では、米軍施設外に

おける治安の確保は沖縄県警察の責務であること、何

らかの犯罪を犯した米軍人を県警察とＭＰとが共同逮

捕した場合、地位協定の規定で当該米軍人の身柄は米

軍に引き渡されることとなり、原則として起訴される

まで米軍側がその身柄を拘束することから容認してい

ないところであります。

　２つは、県警察と米軍のＭＰ以外の軍人との共同パ

トロールについてであります。

　平成12年９月から米軍が独自で数名の私服軍人によ

るパトロール、平成17年11月からは制服軍人によるパ

トロールを沖縄市、金武町の一部地域で実施しており

ます。

　米軍当局によれば、このパトロールはコートシー・

パトロール、通称ＣＰと称され、警察権を有しない上

官による部下に対する一般的な指導監督行為でありま

す。

　このＣＰについても、特に制服によるものである場

合、基地外での軍事警察権の行使と誤解されるおそれ

があることから望ましくないと考えておりますが、パ
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トロールの実態が米軍当局の警察権の行使を目的とす

るものでない以上、米軍が独自で行うことについては

あえて反対していないのが現状であります。

　警察権を有しないＣＰと県警察とが共同でパトロー

ルすることについては、共同パトロール中に米軍人を

被疑者とする犯罪現場において事情聴取等を行ってい

る際に、ＣＰから連絡を受けて現場臨場をしたＭＰが

共同逮捕を行った場合、身柄の措置に関してＭＰとの

共同パトロール同様の問題が生じる可能性があるこ

と、県警察がＣＰとの共同パトロールを実施すること

は、米軍犯罪のみに対処するために既存の警察力の一

部を割くことになり、警察力が低下するおそれがある

ことの２つの問題点があると考えており、現状では沖

縄県民にとって必ずしも望ましいものではなく、これ

らの問題点が解決され、沖縄県民に明確に示される必

要があるものと認識しております。

　米軍人の事件防止や取り締まりについては、これま

でも米軍人等にかかわる事件を防止するため、米軍人

等が多く集まる場所を重点に警戒・警らを実施してき

たところであります。

　本来、米軍人による事件防止につきましては、米軍

当局において、その対策をとることが大前提となると

ころでありますが、県警察におきましても今回の事件

を受け、米軍人等が多く立ち寄る繁華街等において、

所轄警察署や警察本部自動車警ら隊、機動捜査隊によ

る警戒・警らを強化しているところであります。

　今後、外出禁止措置が解除された後の週末やペイ

デーにおいては、従来の所轄警察署の渉外機動警ら隊

に加え、犯罪抑止のため警察本部に勤務する警察官で

編成したシーサー遊撃隊を基地所在の警察署へ応援派

遣して警戒・警らを実施するなど、地域住民が不安を

抱かないよう警察の取り締まり力を強化していきたい

と考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　政治姿勢の中で、嘉

手納飛行場周辺におけるうるささ指数見直しに係る騒

音測定に対する県の対応についてお答えいたします。

　県では、周辺市町と連携し、嘉手納飛行場周辺にお

いて16地点で年間を通して航空機騒音の監視測定を

行っております。

　平成18年度の測定結果によりますと、嘉手納飛行場

周辺においては15地点中10地点で環境基準を超過して

いる状況であります。航空機騒音の評価をあらわすＷ

ＥＣＰＮＬ（うるささ指数）は、北谷町砂辺局で90.5

と最も高い値を示し、ほぼ横ばいで推移している状況

であります。

　嘉手納飛行場周辺における住宅防音対象区域の見直

しについては、沖縄防衛局からの情報によりますと、

全国的な住宅防音対象区域の見直しの一環として行う

とのことであります。　

　沖縄防衛局においては、見直しに当たって専門家に

委託し、専門的・科学的手法を用いて調査検討すると

のことであり、県としては関心を持って注視していき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは平成20年

度施政方針についての御質問で、拠点産地の過去５年

間の実績と平成20年度の施策についてにお答えいたし

ます。

　県においては、市場競争力の強化により生産拡大及

び付加価値を高めることが期待されるゴーヤー、菊な

どの園芸品目、薬用作物、養殖魚介類などを戦略品目

として位置づけ、定時・定量・定品質で生産供給でき

る拠点産地の形成を促進し、おきなわブランドの確立

に努めているところであります。

　平成15年度から平成19年度までの５カ年間で、野

菜、花卉、果樹の園芸品目で36地区、薬用作物で４地

区、養殖魚介類などで６地区、全体では46地区の拠点

産地を認定しております。

　平成20年度においては、拠点産地の形成をさらに促

進するため、園芸ブランドステップアップ事業及び自

然災害に強い園芸産地育成事業等を予算計上したとこ

ろであり、引き続き農作物被害防止施設等の生産施設

や選果機等の整備、新技術や新品種の開発と実証展示

圃の設置による普及、販売戦略検討会や研修会の開催

及び産地マニュアルの作成など、消費者のニーズに対

応した生産出荷体制の確立を図り、ブランド化を促進

してまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後10時０分休憩

　　　午後10時０分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは平成20年度施政方

針についての御質問で、農業体験学習の実施や学校給

食での利用状況についてお答えいたします。
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　学校における農業体験学習は、「総合的な学習の時

間」や豊かな体験活動推進事業等の中で、農家民泊、

作物の収穫体験等を通して農作物を育てる喜びを実感

させたり、地産地消の大切さについて学んでおりま

す。

　平成18年度学校給食における県産農水産物の使用状

況は、牛乳100％、野菜類30.0％、果実類14.4％、畜

産物76.8％、水産物20.4％となっております。

　県教育委員会としましては、今後とも「総合的な学

習の時間」や教科の中で農業体験等を通して豊かな体

験活動の充実を図るとともに、学校給食への安全・安

心な地場産物の積極的な活用を推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　平成20年度施政方針

についての中の、地域医療サービス確保と充実につい

てにお答えいたします。

　良質な地域医療サービスを確保するため、医療従事

者等の確保と県立病院等の適正運営を図る必要があり

ます。

　このため、本年４月に改定する「沖縄県保健医療計

画」に基づき、医師、看護師等の医療従事者の確保対

策や、生活習慣病に係る医療連携体制の整備など、重

点的に施策を推進してまいります。

　また、沖縄県の医療提供体制の確保や県立病院と民

間病院等との役割分担を踏まえ、県立病院の見直しを

進めることにしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　平良長政君。

　　　〔平良長政君登壇〕

○平良　長政君　一般質問を行います。

　長時間にわたって御迷惑をかけましたので、幾つか

の質問を取り下げ、再質問はせずに早く終わらせたい

と思います。

　カットするのは、１、知事の政治姿勢についての

茨、米兵による少女暴行事件について、それから２の

「沖縄ジュゴン訴訟」について、それから８の教育行

政についての鰯、県教育庁の平和行政の取り組みにつ

いて、これはカットしたいというふうに思います。

　それでは一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　芋、「膠着する沖縄問題は政治の不作為」発言につ

いて。

　ア、沖縄タイムスの「米軍再編を追う　ハワイリ

ポート」に米軍制服組の発言として「兵力や基地の配

置を決めるのは「政治」であり、膠着する沖縄問題は

政治の不作為」とあるが、知事の所見を求めます。

　鰯、那覇市おもろまちの高層マンション建設につい

て。

　ア、用途地域変更と売却価格が不当であるとして住

民監査請求がなされているが、このことは別として都

市景観の面からお伺いします。

　日本で初めて本格的に景観を論じた国立マンション

事件は記憶に新しい。東京地裁は2002年の12月にマン

ション建設業者に対して、景観を守るために14階建て

の建物の７階以上を取り壊すよう命じた。しかも、建

物が完成し居住者が入居した後である。これは日本の

景観に対する考え方の成熟例と言えましょう。

　おもろまちのマンションは136メートルの計画で首

里城よりも高いと言われ、首里城からの景観も大きく

損なわれることは観光立県沖縄にとっていかがなもの

か、大きな疑問であります。

　私は、都市は景観だと思います。世界の都市を見て

回りますと、どこも都市景観を大事にしております。

愛着と誇りの持てる那覇市にしなければならないと思

います。首里からの慶良間諸島の島影は絶景です。

「慶良間ミーユシガ　マチゲーミーラン」という沖縄

のことわざがありますが、このままでは慶良間もまつ

げも見えないという状況になります。

　知事の所見を求めます。

　允、「沖縄伝統空手道振興会」の発足について。

　ア、ことし２月14日に県内空手４団体が統一し、

「沖縄伝統空手道振興会」が発足し、初代会長に仲井

眞知事が就任をいたしました。４団体と知事に対し、

心からの敬意を表しつつ、この統一の意義と今後の活

動や展望についてお伺いします。

　３、道州制について。

　茨、政府の道州制ビジョン懇話会の江口座長は、こ

とし３月に予定されている中間報告において、おおむ

ね10年後の2018年までに道州制に完全移行すべきとの

私案を示されました。区分けについては、中間報告に

盛り込まれるか定かではありませんが、オール沖縄で

構成されている「沖縄道州制懇話会」では、沖縄単独

州を目指してこれからどのような沖縄を目指し、何を

国に求めていくかなど、細かい論議がなされる予定と

なっております。県は、いつごろまでに単独州か否か

の結論を出す予定ですか。

　芋、単独州とする場合、県民投票が必要と思われる

がどうか。

　４、沖縄近海海底資源及び尖閣油田問題について。

　茨、03年、04年、05年と３年度にかけ、県独自の沖
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縄近海の海底資源調査を行ってきたが、どう評価して

おりますか。

　芋、経済産業省は、最近、日本周辺海域で石油や天

然ガスを探査するため、ノルウェーから三次元物理探

査船「資源」を購入いたしました。この探査船を使っ

て尖閣諸島近海の油田探査を政府に要請したらいかが

ですか。

　５、アジア総合的緊急支援センターの沖縄への設

立・誘致について。

　茨、高度な自治を持ち、沖縄特別自治州を目指すと

すれば、そのシンボリックな事業構想は不可欠であり

ます。世界各地で紛争、災害、温暖化等の環境悪化が

進む中、地球規模のニーズがあり、普遍的な価値のあ

るプロジェクトとしてアジア総合的緊急支援センター

を沖縄に設立・誘致する提案をしてはいかがですか。

人、物、通信、輸送を含めた総合的なもので、産業振

興、経済自立にとっても大きく貢献できるものである

と思います。

　軍事基地の島沖縄から国際貢献の島沖縄ヘの変身で

あります。自衛隊の海外派遣よりこのプロジェクトの

方が世界から尊敬され、喜ばれることは間違いありま

せん。

　知事の選挙公約にも「地球規模的課題である環境、

治安、防災、保健衛生などについて、研究・技術移転

するための「地球共生国際機構（仮称）」の設置をめ

ざします。」とあります。

　６、説明文は割愛して質問から入ります。

　茨、沖縄県と全国の食料自給率は何％か。カロリー

ベースと生産額べースで示してください。

　芋、県は、食料の自給率向上のためどのような施策

を講じていますか。

　鰯、県の「100の指標からみた沖縄県のすがた」に

は食料の自給率がないのですが、食は最も基本的なも

のであり、掲載した方がいいのではありませんか。

　允、国・農水省には「不測時の食料安全保障マニュ

アル」がありますが、県としても不測時の食料を確保

するマニュアルをつくるべきではありませんか。

　印、県出身移民の多い南米の国や沖縄に近い台湾等

と不測時の食料供給協定を結ぶ考えはありませんか。

　７、建設行政について。

　茨、建設業界問題について。

　県内建設業界を取り巻く状況は公共事業の減少とと

もに悪化しております。建設業の倒産は05年が39件で

全産業の52.7％、06年が54件で65.1％、07年上期で22

件、57.9％であり、５年連続で半数を超えている状況

にあります。

　そこで、県建設業協会では昨年10月に会員企業の実

態調査を行ったようであるが、その結果を見ると怖

い。公共工事受注で利益なしが46％、赤字が25％。今

後の経営については、非常に厳しいが13％、厳しい状

況が続くが73％であり、日々体力が衰えていく病人の

ようであります。アンケートに寄せられた意見の中に

は、県の賠償金の早期解決。建設業に夢を持って働き

たいという若者がいるだろうか、自分の子にはさせた

くない。設計額を大幅に切って入札しても落札できる

かは運次第。この状態が続けば建設業は崩壊しない

か。強いものだけが生き残るようになるのか。事業継

続か転業するか、廃業するか迷っている等々でありま

す。

　このような窮状の中で、県は談合問題で191社に109

億円の損害賠償金の手続を開始すると発表いたしまし

た。知事の選挙公約でも、建設業の経営安定化に向け

積極的な支援を打ち出しているのに、県のこの対応は

いかがなものかと疑問を呈せざるを得ません。

　そこで質問いたします。

　ア、県はこのアンケート調査結果をどのようにとら

えていますか。

　イ、県建設業界の不振や倒産が県経済や雇用状況に

与える影響を考えるとき、損害賠償金は下記のとおり

にするのが妥当の措置と考えるがどうか。

　契、10％請求は、現在の県内建設業界の窮状を考え

るとき余りにも過酷ではないか。全国的には３％や

５％の例もあります。県経済の混乱や雇用問題を考え

るとき、平成14年の請求は３％とすべき。

　形、共同企業体の構成員に対しては責任はなく対象

外とすべき。

　径、建設業界は独禁法違反に対して、指名停止、営

業停止、課徴金支払い等社会的制裁を既に受けてきて

おります。県経済や雇用情勢等を勘案し、違約金条項

の10％請求に対し３％は権利放棄し７％請求として、

沖縄経済の振興のために力を尽くすべきではありませ

んか。

　芋、安里川のはんらんの対応について。

　ア、昨年の安里川はんらんは100％自然災害、ある

いは100％人災とは考えにくく、双方に幾らかの原因

があると思われます。とすれば県はその応分の補償を

すべきではありませんか。

　８、教育行政について。

　茨、沖縄盲学校を単独型の視覚特別支援学校にする

ことについて。

　ア、1921年、高橋福治先生によって「私立沖縄訓盲

院」が創立され、沖縄における盲学校が始まりまし
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た。1943年に県立盲聾繊学校となるが、1959年には

盲・聾が分離され、単独型として今日に至っていま

す。その歴史的経過についてどのように評価しており

ますか。

　イ、県立盲聾繊学校の初代校長で、ヘレンケラー賞

を受賞した高橋福治先生の伝記「デイゴの花かげ」を

お読みになりましたか。もし読んでいましたら御感想

をお伺いいたします。

　ウ、静の視覚障害児と動の知的障害児の併設型の学

校となった場合の弊害についてどのように考えており

ますか。

　エ、人口が多く、知的障害児も多い那覇市に養護学

校をつくれば、併設型にせず解決されるのではありま

せんか。

　芋、習志野市在の沖縄学生会館問題について。

　私は、沖縄学生会館がオープンした1962年11月に最

初に入寮した第１期生であります。同会館からは経済

界、学会、政界等に多くの人材を輩出しております。

同会館の存続を要望する立場から以下質問をいたしま

す。

　ア、会館は老朽化しているため、来年度に耐力度調

査をし、その結果を見てから存続か廃館にするか決め

るということでありますが、勉学はしたいが学費がな

い学生が数多く存在する中で、県財政を理由に廃館す

るのはおかしいと思います。幸い、会館敷地には広大

な土地があり、その一部を売却すれば全面改築でも十

分資金はつくれると思います。まず、存続を決めて耐

力度調査をしてもらいたいがどうか。

　允、中城御殿の復元について。

　旧県立博物館（中城御殿）前の石垣のセットアップ

は教育庁、土建部の御理解で実現できる運びとなり感

謝にたえません。旧県立博物館跡地は、首里地域住民

の皆さんと論議を深めながら中城御殿を復元すべきと

思います。那覇市に寄贈された尚家の宝物も展示し、

県民にも多くの観光客にも見てもらえると思います。

首里城とも連携しながら、観光客にも喜ばれ、龍潭通

りの活性化にも寄与するのではないでしょうか。

　最後に、ごあいさつを申し上げます。

　私は1992年県議に初当選し、今日まで４期16年務め

てまいりました。知事も大田知事、稲嶺知事、仲井眞

知事と３代にわたりました。与党と野党の双方の経験

もいたしました。今期で引退することになりましたの

で、この壇上からの発言はこれで最後となりました。

知事を初め執行部の皆さん、同僚議員の皆さん、そし

て県民の皆さん、長い間、大変お世話になりました。

本当にありがとうございました。（拍手）

　さて、思い起こせば、県議になっての初議会は６月

定例会で、旧議会棟（旧立法院）で活動できたことは

幸運でありました。９月定例会からは現在のこの議会

棟で活動をさせていただきました。

　県議の同期92年当選組は15人おりましたが、今残っ

ているのは仲里議長、具志副議長、玉城義和さん、新

垣哲司さんと私の５人で、当時の先輩議員で今残って

いるのは、外間前議長、上原賢一さん、喜納昌春さん

の３人だけになっております。つまり、16年たって

残ったのは８人で40人は引退・転出したことになりま

す。議長も経験された志村恵さん、平良一男さんも当

時健在でにらみをきかせておりました。また、当時の

議員では嘉数知賢さん、西銘恒三郎さん、照屋寛徳さ

ん、糸数慶子さんの４人が国会で、翁長雄志さんが那

覇市長、儀間光男さんが浦添市長としてそれぞれ頑

張っております。今昔の感があります。

　県議会の想い出を一つ二つ申し上げます。

　私の提案で実現できたものとしては、県物産公社、

福祉のまちづくり条例、海洋資源調査等があります。

力を入れてきたけれども実現できなかったものとして

は、旧立法院棟の保存活用、バス４社統合問題、海兵

隊の海外移転、ヤンバルの世界自然遺産登録等であり

ました。

　また、昨年の高校歴史教科書の改ざん問題で県議会

代表として仲里議長が大会実行委員長、伊波常洋議員

と私が事務局幹事となり、11万6000人の大集会を成功

させたことも思い出の一つであります。

　楽しい思い出もあります。合宿もした野球部の思い

出です。キャプテンの幸喜勝さんと甲子園球児の浦崎

唯昭さんを中心に比嘉勝秀さん、新垣哲司さん等名プ

レーヤーとともに全国の県議対抗戦に出場もいたしま

した。

　さて、仲井眞知事、お体を大切にして公約を一つ一

つ実現して沖縄の大躍進ができますよう祈念をしてお

ります。願わくは、新しい基地返還アクションプログ

ラムをつくり、計画的・段階的に基地を整理縮小・撤

去して、基地のない平和で豊かで自立する沖縄をつ

くっていただきたいこともあわせて要望しておきたい

と思います。

　そして、同僚議員の皆さんにもエールを送りたいと

思います。引き続き６月の県議選に挑戦する皆さん、

衆院３区に挑戦する新川秀清さん、小渡亨さん、１区

に予定されている國場幸之助さん、外間久子さん、九

州比例に要望の強い外間盛善さん、ぜひ頑張ってほし

いと思います。全員の当選を祈念申し上げます。今回

で勇退される皆さんにも、本当に御苦労さまでしたと
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申し上げます。

　私は、ことし11月の選挙に出馬すべく条件整備を進

めているところでありますが、同僚議員の皆さんの温

かい御理解がいただければ幸いであります。

　これで私の県議最後の質問を終わります。

　本当にありがとうございました。（拍手）

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平良議員の御質問にお答え

する前に、４期16年間にわたる長い間の県政に対する

御貢献、また御苦労に対し心から感謝申し上げる次第

でございます。

　それでは御質問の知事の政治姿勢の中で、ハワイリ

ポートにおける米軍関係者の発言について知事の所感

というような御質問に対しお答えいたします。

　これまで代替施設の建設計画や現在の普天間飛行場

の危険性の除去などについて、地元の意向や県の意向

に十分配慮し、納得が得られないまま事業を進めよう

とする防衛省の姿勢に強い疑問を感じておりました。

単なる手続を進めようということではとてもこれは進

行しない政治的な判断が大変重要であると考えていた

ところでございます。

　ところで、昨年11月７日の第４回協議会以降は、内

閣官房長官がこの協議会を主宰するようになり、少し

ずつ話し合いが進展する兆しが見え、特に去る２月７

日の第６回協議会におきまして、町村官房長官から、

沖合へという話も念頭に置いて、できるだけ早期に決

着させるよう最大限に努力していきたい旨の発言があ

ることから、今後、次元を高めた政治的判断により、

政府との協議に進展が見られるのではないかと期待し

ているところでございます。

　空手４団体統一の意義と今後の活動等についての御

質問にお答えいたします。

　沖縄を発祥の地とする空手道は、沖縄が世界に誇る

貴重な伝統文化であり、その継承・発展に努めること

は大変重要なことでございます。

　これまで空手団体は、それぞれの組織が独自の事業

を通して空手道・古武道の振興に尽力されてきまし

た。このたび、空手４団体の統一組織として「沖縄伝

統空手道振興会」が設立されましたことは、沖縄県の

伝統文化の一つである空手道・古武道を正しく継承・

発展させ、世界へ発信する上で大変有意義なことだと

思います。これを契機に同会が中心となり、空手道・

古武道の普及・発展のための世界大会の開催や諸事業

に取り組んでいくものと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは知事の政治

姿勢関連の、首里城からの景観が損なわれることにつ

いての御質問にお答えいたします。

　良好な景観の形成はまちづくりの基本であり、住民

生活に密接に関係することから、市町村が主体的に取

り組むべき課題であると考えております。

　那覇市長は、去る12月議会で、沖縄の歴史と文化を

象徴し、世界遺産にも登録された首里城との高さの関

係について、今後、事業予定者に対して配慮を強く求

めていく旨の見解を表明し、その後、事業予定者との

間で計画中の建物の高さを低くすることで合意したと

聞いております。

　那覇市においては、よりよいまちづくりのために地

元住民や地域の意見を反映させるなど、誠意と責任を

持って対応するとしていることから、県としまして

は、今後とも那覇市と周辺住民の建設的な話し合いを

見守っていく考えであります。

　次に、建設行政関連で、アンケート調査結果のとら

え方についての御質問にお答えいたします。

　社団法人沖縄県建設業協会が実施した会員アンケー

ト結果については、公共工事の減少等の影響を受けた

建設業界の厳しい経営実態を示しており、早急に建設

産業を支援するための手だてを講じなければならない

ものと考えております。

　このため、県としましては、建設産業の振興を図

り、活性化を支援するための諸施策を強力に推進して

いるところであります。

　具体的には、今年度中に建設産業活性化の方向性と

施策を明示した建設産業ビジョン及びその行動計画と

なるアクションプログラムを策定し、新年度から計画

的に実施に移していくこととしております。あわせ

て、各種融資制度の活用及び新分野進出への取り組み

支援を積極的に実施していくことにしております。

　次に、平成14年に係る賠償金請求についての御質問

にお答えいたします。

　県は、平成14年契約に係る損害賠償金については、

契約金額の10％相当額を請求することとしておりま

す。

　損害賠償金を10％相当額とした根拠は、談合があっ

た工事の平均落札率と公正取引委員会立入後の談合が

なかったであろうと推定される期間の工事の平均落札

率との差が13.7％であることから、この数値を基礎

に、当県を初め国や他府県の違約金条項の規定、判例
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の動向及び建設業界が置かれている昨今の経営環境等

を総合的に勘案して、一律10％と決定したものであり

ます。

　請求を３％とすることは、談合がなかったであろう

と推定される期間の工事の平均落札率との乖離が大き

いことから困難であると考えております。

　次に、共同企業体の構成員を対象外とすることにつ

いての御質問にお答えいたします。

　共同企業体施工工事において県が共同企業体構成員

に賠償請求する理由は、県の工事請負契約書第51条の

２第２項が、構成員は代表構成員と共同連帯して賠償

金を支払わなければならない旨規定しているためであ

り、連帯責任を明示した規定があるにもかかわらず、

構成員に対して責任を問わないとすることは困難であ

ると考えております。

　次に、違約金を７％請求することについての御質問

にお答えいたします。

　県の工事請負契約書第51条の２第１項は、請負者が

談合を認定された場合、県に対し、契約金額の10％相

当額の賠償金を支払うべきものと規定しております。

　10％と明記した規定があるにもかかわらず、賠償金

を７％とすることは債権の放棄に当たることから困難

であります。

　次に、県応分の補償についての御質問にお答えいた

します。

　今回の安里川はんらんを受け、我が国における河川

工学の専門家で構成する「安里川出水解析検討委員

会」を設置し、その指導助言を得ながら調査解析を行

いました。

　その結果、委員会においては、このはんらんはまれ

に見る大雨によって現況の治水安全度を大幅に超過す

る洪水により発生したものであり、工事による影響に

ついての定量的な評価は困難と判断されており、県と

しても同様に考えております。

　はんらんは蔡温橋上流の未改修区間の流下能力55立

方メートル毎秒を大幅に超え、２倍に相当する110立

方メートル毎秒の洪水が発生したために生じているこ

とから、自然災害であり、補償の対象とはならないも

のと考えております。 

　次に、教育行政関連で、中城御殿の復元についての

御質問にお答えいたします。

　旧県立博物館跡地は、かつて建物が約800坪、周囲

が石垣やフクギ林に囲まれ、正面に赤がわら屋根の門

が威風堂々と構えた中城御殿があった歴史的に重要な

場所であります。

　当該跡地につきましては、県営首里城公園整備事業

の中で平成19年度から文化財発掘調査等を実施してお

り、その結果を踏まえ、今後、学識経験者を含む検討

委員会で中城御殿の復元に向け検討していく考えであ

ります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　道州制についての御質問

で、単独州か否か結論を出す時期についてお答えいた

します。

　国等において道州制に関する議論が進められており

ますが、現時点で道州制の姿や導入の時期については

明らかではなく、課題も多いものと考えております。

　県としましては、道州制等研究会の中間報告におい

て、単独で道州を構成することが望ましいのではない

かとしておりますが、今後の意思決定に当たりまして

は、広範な県民議論を踏まえ適切に判断していくこと

としております。

　同じく単独州の場合の県民投票の必要性についてお

答えいたします。

　道州制は国と地方のあり方を再構築するものであ

り、第28次地方制度調査会の答申でもその導入に関す

る判断は広範な問題に関する国民的な論議の動向を踏

まえて行われるべきであるとされております。

　県民投票の可否については、道州制の姿や導入の時

期等が明らかになった時点で、県民議論を経て判断さ

れていくものと考えております。

　次に、沖縄近海海底資源及び尖閣油田問題について

の御質問で、海底資源調査の評価についてお答えいた

します。

　県では、平成15年度から平成17年度まで、学識経験

者及び専門家等で構成する検討委員会を設置し、海洋

資源の開発及び利用等に関する基本調査を行ってまい

りました。その結果、本県周辺海域には石油、天然ガ

ス、熱水鉱床等の海洋資源賦存の可能性が示されてお

りますが、学術的なデータが少なく、その賦存等の量

的な把握には至っておりません。

　しかしながら、近々、政府においては海洋基本法に

基づく「海洋基本計画」を策定することとしており、

その中で同海域における資源量と環境影響に関する調

査が行われるものと期待しております。

　同じく油田探査の政府要請についてお答えいたしま

す。

　資源エネルギー庁は、我が国周辺海域における石

油・天然ガス資源の賦存情報を機動的・効率的に収集

することを目的に、三次元物理探査が可能な船舶「資
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源」を導入しております。

　三次元物理探査船による調査エリアについては、有

識者から成る第三者委員会により調査候補地の選定審

議が行われることになっております。

　現在、日中間には東シナ海のガス田の共同開発に係

る協議が継続中であり、尖閣諸島海域での油田探査の

政府への要請については、その協議の状況等も踏まえ

つつ適切に判断してまいりたいと考えております。

　次に、アジア総合的緊急支援センターの沖縄への設

立誘致についての御質問にお答えいたします。

　県では、沖縄振興計画において、「アジア・太平洋

地域の発展に寄与する地域の形成」を振興の基本方向

の一つに掲げております。また、昨年、県が取りまと

めた「アジア・ゲートウェイの拠点形成に向けた取組

方針」においても、国際救急医療支援に関する可能性

の検討を行うこととしております。

　紛争や災害等の国際貢献に資する国際機関等の誘致

については、国の関与や主体的な取り組みが必要であ

り、国の動向を注視しながら、御提案のアジア総合的

緊急支援センターにつきましても、今後その可能性を

検討していきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農業改革

についての御質問で、国と本県の食料自給率と県の施

策については、関連しますので一括してお答えいたし

ます。

　平成17年度の食料自給率は、カロリーベースで国が

40％、本県が30％となっております。また、生産額

ベースでは、平成16年度の数値で国が69％、本県が

56％となっております。

　県では、食料自給率の向上を図るため、農林水産業

振興計画に基づき、おきなわブランドの確立と生産供

給体制の強化、流通・販売・加工対策の強化及び地産

地消の推進など、各種施策・事業を総合的に推進して

いるところであります。

　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、農林水産

業の振興を図り、食料自給率等の向上に向け総合的に

諸施策を推進してまいります。

　次に、食料自給率の100の指標への掲載についてに

お答えいたします。

　「100の指標からみた沖縄県のすがた」に掲載する

ことは、本県農林水産業や農山漁村への理解と施策へ

の協力をいただくためにも、県民への大切な情報提供

と認識しております。

　今後、食料自給率の新たな掲載について検討してま

いりたいと思います。

　次に、不測時の食料を確保するマニュアルの策定及

び外国との食料供給協定については、関連しますので

一括してお答えいたします。

　国においては、異常気象による不作や輸出国による

輸出制限等の不測の要因により、食料の供給が影響を

受けるような場合に対処するため、「不測時の食料安

全保障マニュアル」を策定しております。

　県においては、「沖縄県地域防災計画」の中で災害

時の食糧供給計画を策定しており、米穀等を備蓄して

おります。また、国と協定書を締結し、一定量の食糧

が確保されることとなっております。

　なお、外国との食料供給協定につきましては、食料

安全保障上の観点から国が対応していくものと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育行政について

の御質問で、沖縄盲学校の歴史的経過の評価について

お答えいたします。

　沖縄盲学校は、宮崎県出身の全盲の高橋福治先生

が、1921年に私財を投じて創設した「私立沖縄訓盲

院」が始まりであります。このことは、視覚障害児の

教育が十分でない当時において画期的なことでありま

した。

　その後、1943年には県立盲聾繊学校として視覚障害

教育及び聴覚障害教育が行われました。1959年には琉

球政府立沖縄盲学校となり、1972年の祖国復帰に伴

い、沖縄県立沖縄盲学校と改称され、現在に至ってお

ります。

　同校の卒業生の多くは、あんまマッサージ指圧師、

はり師、きゅう師として病院や治療院等に就職し、社

会に貢献しております。

　幾多の歴史的変遷を経た沖縄盲学校は、本県の視覚

障害教育に多大な貢献をしてきたものと認識しており

ます。

　次に、「デイゴの花かげ」の感想についてお答えい

たします。

　「デイゴの花かげ」は、本県における盲教育・福祉

の父と言われている高橋福治先生の伝記であり、全盲

というハンディを負いながらも、大正・昭和の激動期

の沖縄で盲学校をつくるという偉業をなし遂げた足跡

をつづった本であります。

　高橋先生は、視覚障害者が自立した生活を送るため
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の教育の必要性を訴え、盲学校の前身である訓盲院を

創立し、点字教育や職業教育に取り組みました。

　また、多くの離島に赴き盲学校への入学を勧めるな

ど、その行動力や障害のある子供たちに対する教育愛

の深さに感銘を受けたところであり、特別支援教育の

重要性を改めて実感いたしました。

　次に、併設型の学校の弊害についてお答えいたしま

す。

　近年の障害の重度・重複化や児童生徒一人一人の教

育ニーズに適切に対応するため、従来の盲・聾・養護

学校は障害種を超えた教育を実施することができる特

別支援学校制度へ改められました。

　視覚障害と知的障害など、複数の障害に対応する学

校においては、障害種ごとの学級編制や教育課程に

よって教育活動を行うことや、障害の特性に応じた教

室等の区分により安全性や専門性を損なうことがない

よう対応してまいりたいと考えております。

　次に、単独型の養護学校の設置についてお答えいた

します。

　県教育委員会では、学識経験者や保護者代表等から

構成された懇話会から、地域の教育ニーズに対応する

特別支援学校の整備について提言を受け、特別支援学

校編成整備計画（案）を作成したところであります。

　これからの特別支援学校は、障害の重度・重複化や

地域の教育ニーズに応じて複数の障害種に対応する学

校として整備することが求められていることから、今

後は制度の趣旨に沿った学校整備を進めていきたいと

考えております。

　県教育委員会としましては、引き続き保護者や関係

団体等に十分な説明と意見交換を行いながら理解を得

ていきたいと考えております。

　次に、沖縄学生会館の存続についてお答えいたしま

す。

　県教育委員会としましては、県外で勉学に励む県出

身学生のための学生寮が人材育成に果たしてきた役割

は大きなものがあると認識しております。

　沖縄学生会館は、建築後45年が経過しており、入寮

生の安全確保の観点から建物の老朽化状況を早目に把

握する必要があり、平成20年度中に耐力度調査を実施

したいと考えております。

　今後、耐力度調査の結果を受け、沖縄県国際交流・

人材育成財団及び入寮生等の意向を聴取するなど、適

切な対応をしてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明27日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後10時47分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

仲 里 利 信

比 嘉 京 子

糸 洲 朝 則

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員
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（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成20年２月27日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15号議

案から乙第29号議案まで（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15

号議案から乙第29号議案まで

甲第１号議案　平成20年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成20年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成20年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成20年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成20年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成20年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成20年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成20年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成20年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成20年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成20年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成20年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成20年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成20年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成20年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計予算

甲第20号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第21号議案　平成20年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成20年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成20年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成19年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第25号議案　平成19年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第27号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 8 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 27日（ 水曜日）午前 10時１分開議
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甲第28号議案　平成19年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成19年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例

乙第３号議案　沖縄県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立県民アートギャラリーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第９号議案　沖縄県公害審査会の紛争処理の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例

乙第10号議案　沖縄県介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条例

乙第13号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第15号議案　沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県中小企業の振興に関する条例

乙第17号議案　沖縄県道路整備・都市モノレール建設基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県奥武山総合運動場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　土地の処分について

乙第22号議案　訴えの提起について

乙第23号議案　照明灯倒壊事故に関する和解等について

乙第24号議案　損害賠償額の決定について

乙第25号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第26号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第27号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第28号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第29号議案　公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（45名）

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、知事から、お手元に配付いたしました議案３

件の提出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案か

ら乙第13号議案まで及び乙第15号議案から乙第29号議

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君 39　番　　上　原　賢　一　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君会　計　課　長

知　事　公　室　　　　　　　　　上運天　　　痩　君
秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　名渡山　　　司　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　伊　元　正　一　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　宮　城　和　博　君公　益　委　員

人 事 委 員 会　　　　　　　　　瀬良垣　　　馨　君事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　おはようございます。

　それでは所感を述べながら、質問に行きたいと思い

ます。

　まず、今回の少女暴行事件、知事の強い怒りを感じ

るということがありますが、海兵隊の撤退に関しては

短絡的であり、別問題であると言われております。

　知事にも２人の娘がいることで他人事ではないと言

うのですが、県民の痛みは感じないようであります。

県民の知事であるべき者がその地位にあると違うこと

であるのでしょうか。何のために知事になられたのか

疑問であります。

　今回の事件も沖縄に過重に基地があるゆえでありま

す。

　遅々として進まない米軍基地整理縮小、沖縄だけに

過重な基地を押しつけて日米安全保障を言い続ける。

そして、事件があるたびに非常に遺憾と言い、我々も

被害者という日本政府の態度に怒りを覚えます。

　また、知事、私たちこそ少女やその家族に謝らなけ

ればならないと思います。教育も守れなかった、県警

も守れなかった、そしてまた政治も守ることができな

かった。

　大田県政８年、稲嶺県政８年、基地問題は何にも変

わっていません。そのことは政治家に最も責任があり

ます。

　今回の事件に保革はありません。県民の安全と安心

を守るために県民が一体となって取り組む、そのこと

が今必要であります。

　私は今回、通告外ではありますが、きょうの朝刊で

在沖米軍日本人警備隊による民間地での拳銃携帯、そ

れが載っております。米軍キャンプ・フォスターと

キャンプ・コートニーの海兵隊憲兵の日本人警備隊延

べ59人が今月11日、12日の２日間、憲兵隊司令官の指

示で拳銃を携帯したまま施設外の民間地に出ていたこ

とが判明しております。

　これは、県警の方にも隊員の一部から今回の問題の

相談があったようでございます。

　知事、今回の日本人警備隊、日本人がまさに我々日

本人を警戒する、警備する、そういったことを銃を携

帯させて行わせる、このことがあっていいのでしょう

か。そのことの知事の御見解をお伺いします。

　そして県警の方には、この隊員の方からの相談がど

のようなものだったのかお答えください。

　よろしくお願いをいたします。

　それでは質問項目に移らせていただきます。

　知事の政治姿勢について。

　茨、第３次分野別計画のスタートの年であります。

これまでの諸課題の検証と目標達成に向けての新しい

施策は何か伺う。

　芋、自立型経済の構築は、第１次産業、第２次産業

の強化が必要と考えるが、第３次産業のウエートが高

い県産業構造をどのように転換されるのか、現状と具

体的対策を伺う。

　鰯、雇用の安定は知事の重要公約であります。第３

次産業に特化した就労構造、非正規雇用の増加、失業

者の40％を占める若年者等の対策は急務であります。

現状は何も変わっていません。現状の数値と対策を伺

う。

　允、高度の専門知識と技術を持つ人材育成は急務で

あります。大学だけではなく専修学校・各種学校教育

の充実について対策、予算措置について伺う。

　印、厳しい財政状況は教育や福祉に多大な影響を与

えています。行財政改革で幹部職員の天下りはすぐ廃

止すべきであると考えます。また、外郭団体の幹部人

事についても多くの批判があります。わたりの廃止、

そして給与等の改革が必要と考えるが見解を伺いま

す。

　咽、市町村合併の促進は、10年後の道州制での基礎

自治体の財政健全化に向けて県がもっと指導力を発揮

すべきと考えるが、見解を伺います。

　員、原油高騰によりさまざまな生活必需品が値上げ

され、県民生活には負担が増大しています。県民所得

は全国の平均の７割であるこの沖縄、最も生活が厳し

いものになると思います。

　沖縄県は数多くの離島を有し、離島住民の生活安定

を図る交通手段は航空機と船舶のみです。今回の原油

高騰は、県民生活に大きな影響を及ぼすことになりま

す。

　そこで伺います。

　県民の翼ＪＴＡ、全国一高い電気料金の沖縄電力、

原油高騰で４月から値上げの予定であります。２社は

国や県から多くの補助金を受ける企業であります。補

助金は企業のためではなく、県民のためであります。

値上げには慎重であるべきと考えるが、見解を伺いま

す。

　旧軍問題について。

　平成21年度の概算要求を行うために、２月までに事

業の提出を求めるスケジュールに乗ってやっと動き出
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した感があります。これから加速をつけて解決に進む

と地主も期待する中で、今回の知事提案説明は以前と

何ら変わらない文言であります。落胆を覚えるもので

あります。

　残り３年で解決できますか。振興計画内です。知事

にその意気込みはありますか。

　そこで伺います。

　旧軍飛行場用地問題解決に対する知事の意欲が全く

感じられません。地主会の現状を認識されています

か。また、地主会に事業の具体的内容の検討を要求さ

れているようですが、可能性調査等を踏まえ行政がや

る仕事ではないか、お伺いいたします。

　続きまして、建設行政について。

　茨、建設業界は危機的状況であります。最近５カ年

間の国、県の公共工事発注状況、県内企業、県外企業

の内訳を伺う。

　芋、建設業界のすそ野は広い。今回の談合賠償金問

題は、多くの倒産と雇用の悪化を引き起こすおそれが

あります。減免や支払い期間の猶予等に考慮する対策

をとるべきと考えますが、見解を伺います。

　鰯、沖縄県建築設計事務所協会からの「改正建築基

準法の円滑化について」の要請にどのように対処され

たのか、建築確認手続の状況等を伺います。

　允、国の「建築関連中小企業に対する金融上の支援

について」、県の対応と各市町村の申請状況を伺う。

　続きまして、おもろまち高層マンション計画につい

て。

　これは、市民との協働のまちづくり、観光立県の景

観の問題、それ以外にも交通渋滞、風の被害、都市環

境の悪化など、多くの皆さんから見直しの指摘をされ

る中、住民との合意なしに那覇市は２月１日に業者と

契約を締結いたしました。

　これは、この土地を公共施設のためにと説得され売

買した地権者への裏切りでもあり、財政難という理由

でありながら、市場価格を下回る売却、何とその差額

は50億であります。そしてその後、近隣商業地域に用

途変更するという、住民本位ではなく、まさに企業利

益を優先した翁長市長の行為であります。

　そこで伺います。

　那覇市のおもろまち高層マンション計画について、

県からの周辺住民との対話について誠意を持って取り

組むこと、景観審議会を開くこと、それを無視し、住

民との合意のないまま契約が締結されました。観光立

県の景観問題と公共用地のあり方、周辺交通渋滞につ

いて県の見解と対策を伺う。

　農業行政について。

　茨、振興計画スタート時からの農家数、農業就業人

口、耕地面積、耕作放棄地、農業産出額の今日までの

推移を伺います。

　芋、国内の食料自給率は39％であります。安全保障

上、問題があります。県内の食料自給率はどのように

なっているのか、また、地産地消の取り組み状況を伺

う。

　鰯、企業組合沖縄ユーカリファームについてであり

ます。

　国の林業構造改善事業で補助金１億7000万余り交付

された名護市の企業組合が、設備工事で虚偽の報告で

補助金の返還命令がなされた事案です。そして、この

事業主体者がこの事業を投資名目で不特定多数から数

十億円を募りながら、事業を破綻させ、多くの被害者

を出し社会問題化し、国の補助金のあり方が問われて

いることについてお伺いいたします。

　ア、国の整備事業として建設された企業組合沖縄

ユーカリファームの虚偽の報告での交付金返還命令が

あります。県はどのような対応をされたのか。そして

現在、企業組合はどのようになっているのか、これま

での状況と対応をお伺いいたします。

　イ、この事業の関連で、代表理事らが資金調達を目

的に「コアラの會」を設立し、17億円余りの出資金を

集め解散するという詐欺的投資について被害者から告

訴されている。県と県警の対応をお伺いいたします。

　発達障害児の支援構築について。

　茨、県の発達障害支援は、乳幼児健診、市町村の相

談、医療、療育、医療費の助成にどのように対応され

ているのかお伺いいたします。

　芋、こども病院「こころの診療科」の機能強化と充

実した診療体制の構築の要望があります。国は「子ど

もの心の診療拠点病院」を2011年までに整備する方針

であります。障害者支援法の趣旨と県の責務をどのよ

うに考え、要望に対応されるのかお伺いいたします。

　鰯、地域における発達支援システムへの協力、各関

連領域での連携体制を確立するための障害者等療育支

援事業の予算計上を病院事業局が断ったとの指摘があ

ります。どのような理由で支援事業に取り組まないの

かをお伺いいたします。

　允、特別支援教育について、市町村の実施状況と支

援体制の構築をどのように考えるか対策をお伺いいた

します。

　答弁によりまして再質問いたします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。
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　當間議員の御質問にお答えいたします。

　まず、知事の政治姿勢の中で、第３次分野別計画の

新しい施策についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　第３次分野別計画の策定に当たりましては、これま

での実績や諸課題の検証と状況の変化を踏まえつつ、

各施策の見直しを行いました。

　主な新規施策としましては、観光振興計画におい

て、観光客1000万人の達成に向けた観光まちづくりの

推進、国際観光地プロモーション戦略モデルの構築な

どを盛り込んでおります。

　情報通信産業振興計画では、付加価値の高い業務へ

の移行、そして発展に向けてＩＴ津梁パーク整備事業

や沖縄ＧＩＸ構築事業等を展開いたしております。

　職業安定計画におきましては、若年者の就業意識の

形成を図るため、産業・雇用拡大県民運動（みんなで

グッジョブ運動）の従来の取り組みに加えまして、沖

縄型ジョブシャドウイングを実施することといたして

おります。

　教育推進計画では、全国学力・学習状況調査等を活

用した学校改善推進事業や小・中・高マスターイング

リッシュ推進事業を新たに盛り込んでおります。

　次に、建設行政についての御質問の中で、損害賠償

金の減免や支払い期間の猶予等についての御質問にお

答えいたします。

　県は、損害賠償金の請求に当たっては、企業の倒産

による県経済や雇用状況への波及を極力回避すること

を念頭に対応していくことといたしております。

　損害賠償金の減免につきましては、県の債権を損な

うことになることから困難であると考えております。

　損害賠償金の納付につきましては、県の財務規則は

一括納付を原則といたしておりますが、一定の条件の

もとに５年を限度とした分割納付を認めております。

　今回の賠償金納付につきましては、一括納付に耐え

られない企業に対して、ヒアリングの上でその財務状

況に応じて５年分割納付とし、５年後、その納付状況

によってさらに履行期限を延長することを検討いたし

てまいります。

　また、財務規則は、企業が無資力またはこれに近い

状態にある場合は、納付期限を10年とすることができ

る旨規定いたしており、ヒアリングの結果、無資力に

近い状態にある企業につきましては、当初から10年分

割についても検討をいたしていく予定でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　知事の政治姿勢について

の御質問で、産業構造の現状と対策についてお答えい

たします。

　自立型経済を構築していくためには、民間の経済活

動が活性化する環境条件の整備等を通じて、産業全体

を拡大していくことが重要であると考えております。

　このため、県では、各産業分野の振興を図るための

さまざまな施策を展開しており、特に産業構造の構成

比に焦点を当てたものではありません。

　同じく知事の政治姿勢で、市町村合併に対する県の

指導力発揮についてお答えいたします。

　県では、平成18年３月に沖縄県市町村合併推進構想

を策定し、現在の市町村を41から23とする９つの組み

合わせを示しております。

　当構想については、市町村長会議、議会議長会議等

においてその周知を図るとともに、市町村合併フォー

ラムを開催するなど、幅広い情報提供を行うことに

よって市町村合併の機運醸成に努めております。

　また、組み合わせごとに構想市町村行政体制整備研

究会を設置し、今後の行財政運営等について調査研究

を行い、望ましい行財政基盤の整備・拡充のあり方を

検討しております。

　県では、基礎自治体の行財政基盤の充実強化のため

には、市町村合併は有効な手段であると考えており、

引き続き関係市町村と連携しながら、各種の説明会や

講演会などを開催することによって、自主的な市町村

合併を推進してまいりたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢で、ＪＴＡの航空運賃値上げ

についてお答えいたします。

　離島航空路線を抱える航空事業者は、公共交通機関

としての公的使命及び社会的責任の遂行により、地域

社会の発展に貢献するという役割を担っております。

しかし、ＪＴＡ及びＲＡＣにおける今回の運賃値上げ

は、引き続く燃油費増加の影響は経営努力の範囲を超

えるものとして会社経営上の判断で行うものであり、

やむを得ない事情によるものと考えております。

　県としましては、離島航空路線の維持確保は県政の

課題であり、離島住民の生活福祉の向上や産業振興を

図るためにも重要であることから、引き続き関係機関

や航空事業者と調整しながら、航空運賃の低減化と離

島航空路線の安定的運航の確保に努めてまいりたいと

考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕
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○観光商工部長（仲田秀光君）　銃を携帯しての移動

についての知事の考えはどうかという御質問について

お答えします。

　駐留軍従業員の雇用につきましては、雇用主は日本

政府、使用者は米軍という間接形態をとっています。

また、その服務は、日米両国政府間で締結された基本

労務契約等に基づき運用されております。

　警備員の拳銃の携帯については、職務定義書の中

で、一定の勤務場所における小型武器の携行が規定さ

れているところであります。この件に関し沖縄防衛局

に確認したところ、２月11日に従業員が銃を携帯して

の基地間移動が行われたことに対し、２月13日に海兵

隊外交政策部長に対し、銃を携帯しての基地間移動の

即時中止を申し入れております。

　県としましては、過去に基地従業員の拳銃携帯に起

因した事件・事故が発生しており、その危険性は少な

くないことから、県民の生命と安全を守る立場を踏ま

え、基地従業員の拳銃携帯は原則として廃止すべきで

あると考えております。

　次に、知事の政治姿勢の御質問の中で、就労構造、

非正規雇用、若年失業者の現状と対策についてお答え

します。

　労働力調査によると、平成19年平均の本県の産業別

就 業 者 の 割合 は、第１次 産 業5.1％、第２次産 業

16.9％、第３次産業77.0％となっております。

　30歳以下の若年者の完全失業者は１万8000人で全体

の約40％を占めております。また、平成14年の就業構

造基本調査によると、県内の非正規雇用者は16万9700

人で、雇用者に占める割合は34.4％となっておりま

す。

　県としては、民間主導の自立型経済の構築に向け

て、観光・リゾート産業の振興を初め、情報通信関連

産業、農林水産業、商工業等を振興し、就業の場の創

出と拡大に取り組んでまいります。

　非正規雇用対策としては、国において中小企業が非

正規社員を正職員へ転換した場合に奨励金を支給する

事業が平成20年４月から実施されます。県では、沖縄

労働局など関係機関と連携を図り、企業等へ若年者の

正規雇用の拡大について働きかけているところであり

ます。

　また、若年者対策としては、沖縄県キャリアセン

ターにおいて、職業観の育成から就職まで一貫した支

援を引き続き実施するとともに、新たにジョブシャド

ウイングを実施するなど、教育機関、企業、地域と連

携した取り組みを強化することとしております。

　次に、沖縄電力の電気料金値上げについてお答えし

ます。

　沖縄電力に対しては、沖縄振興特別措置法等に基づ

き税制上の特別措置が講じられ、電力の安定供給に寄

与しております。

　沖縄電力においては、効率的な設備投資、コスト低

減の推進、組織の見直し等の経営効率化に向けた取り

組みを実施しているところであります。

　しかしながら、発電用燃料のほとんどを石油・石炭

が占めているため、水力発電などを有する本土の電力

各社と比べて燃料高騰の影響が大きい状況にあり、今

回の値上げはやむを得ないものと考えております。

　県としては、電力の安定的かつ適正な価格による供

給は県民生活の向上及び産業振興の観点から重要であ

るため、さらなる経営効率化を促してまいりたいと思

います。

　次に、建設行政の御質問の中で、建築関連中小企業

に対する金融上の支援についてお答えします。

　国の「建築関連中小企業に対する金融上の支援につ

いて」は、セーフティーネット貸付とセーフティー

ネット保証制度が措置されております。

　県においては、建築関連中小企業者等に対する説明

会等により、これらの支援策の周知を図るとともに、

セーフティーネット保証制度の対象となる中小企業者

に対しては、割安の保証料及び低金利での融資を行っ

ております。

　セーフティーネット保証については市町村長が認定

することとなっておりますが、平成19年度について保

証承諾件数で見ると、平成20年１月末時点で８件、う

ち改正建築基準法関連は１件と聞いております。

　なお、セーフティーネット保証については、現行対

象業種の６月30日までの指定期間延長及び新たな業種

の追加指定が行われることになっております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　知事の政治姿勢について

の中で、専修学校及び各種学校の教育の充実について

お答えします。

　専修学校及び各種学校は、実践的な職業教育や専門

的な技能を習得する教育、さらには生涯学習に関する

教育など、社会ニーズに柔軟に対応した人材育成に貢

献しております。

　県としましては、専修学校等の役割の重要性を踏ま

え、従来から教職員を対象とした退職金給付事業や長

期共済事業等に対し補助金を交付しているところであ

り、平成20年度は約3800万円を計上しております。
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　また、学校教育法に基づく届け出等を通して指導助

言や各種情報の提供等を継続することにより、今後と

も専修学校等の教育の充実を図っていきたいと考えて

おります。

　次に、外郭団体の幹部人事等についてお答えいたし

ます。

　外郭団体における役員人事につきましては、個々の

団体における所定の手続のもとに行われるものであり

まして、県を退職した者が団体の役員に就任すること

については、それぞれ個々人の経験、力量等が評価さ

れて選任されるものと考えております。

　一方、本県の厳しい財政状況に対処するため、平成

20年４月から、県の一般職及び特別職の給与を減額す

る特例措置を実施する予定であります。この特例措置

の趣旨を踏まえ、公社等外郭団体についても県と同様

の措置を講ずるよう各団体に求めてまいりたいと考え

ております。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　旧軍飛行場関係の、地

主会の現状の認識と事業の検討についてお答えしま

す。

　県は、これまで各地主会及び関係市町村と連携し、

問題解決に向けて取り組んでいるところであり、事業

案の検討につきましても、那覇市による事業事例調査

に対し支援を行い、各地主会と関係市町村との協議に

よる事業案の取りまとめに向けて鋭意取り組んでおり

ます。

　現時点で市町村から提出された要望事業案は、内容

等について具体性を欠く部分もあることから、国へ十

分な説明を行うためにはさらなる検討を加えていただ

きたいと考えております。

　今後は、引き続き各地主会及び関係市町村による事

業案の精査、絞り込み等を促進し、県・市町村連絡調

整会議を中心に検討を進め、条件が整った市町村から

先行して、平成21年度予算に向けて国に対して働きか

けていきたいと考えております。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは建設行政関

連で、最近５年間の国、県の公共工事発注状況につい

ての御質問にお答えいたします。

　平成14年度から18年度までの５年間の国が発注した

公共工事の状況につきましては、県内企業への発注件

数は2442件、金額は2127億1700万円で全体の52.8％、

県外企業への発注件数は535件、金額は1905億300万円

で全体の47.2％になっております。

　また、平成14年度から18年度までの５年間の沖縄県

が発注した公共工事の状況につきましては、県内企業

への発注件数は１万577件、金額は4568億9900万円で

全体の90.8％、県外企業への発注件数は369件、金額

は462億6000万円で全体の9.2％となっております。

　次に、要請に対する対応についての御質問にお答え

いたします。

　これまで住宅のピアチェックの適用除外の要請につ

きましては、国交省とも協議を進めてきたところであ

りますが、告示等を改正することは困難であると聞い

ております。

　しかしながら、県では、鉄筋コンクリートづくりの

比率が高く、このようなことが他県と比べて県民の負

担増となっていることから、これにかわる戸建て住宅

の構造計算図書省略の大臣認定取得に向けて作業を進

めているところであります。

　また、１万平方メートルを超える建築物の適合性判

定を県内の審査機関においてできるようにしてほしい

との要請については、体制の問題や指定基準に合致し

ない部分があり、当面の対応は厳しい状況であること

から、今後とも協議を重ねていきたいと考えておりま

す。

　次に、おもろまちの高層マンション計画についての

御質問にお答えいたします。

　那覇市が公共用地として取得したおもろまちの市庁

舎建設予定地を民間に売却したことにつきましては、

市の財政事情によるものであると聞いております。

　良好な景観の形成につきましては、まちづくりの基

本であり、住民生活に密接に関係することから、市町

村が主体的に取り組むべき課題であると考えておりま

す。

　また、マンションの立地に伴う交通問題につきまし

ては、事業計画の策定の際に交通量増加による周辺主

要交差点の飽和度への影響を予測しており、いずれも

基準値内におさまるとの説明を那覇市から受けており

ます。

　那覇市におきましては、マンション計画について誠

意と責任を持って対応するとしていることから、県と

しましては、今後とも那覇市と周辺住民の建設的な話

し合いを見守っていく考えであります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農業行政

についての御質問で、農家数、農業就業人口、耕地面
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積などの推移についてにお答えいたします。

　本県における農家数及び農業就業人口などの推移に

ついて、農林水産業振興計画の基準年である平成12年

と直近の統計値を比較しますと、総農家数については

２万7088戸から平成17年は２万4014戸、農業就業人口

については３万4005人から平成17年は２万8224人、耕

地面積については４万1400ヘクタールから平成18年は

３万9200ヘクタール、耕作放棄地については1523ヘク

タールから平成17年は1274ヘクタール、農業産出額に

ついては902億円から平成18年は906億円となっており

ます。

　次に、本県の食料自給率についてにお答えいたしま

す。

　本県の食料自給率は、平成17年度で30％となってお

ります。

　県では、食料自給率の向上を図るため農林水産業振

興計画に基づき、おきなわブランドの確立と生産供給

体制の強化、流通・販売・加工対策の強化、及び地産

地消の推進など各種施策・事業を総合的に推進してい

るところであります。

　次に、地産地消の取り組みについてにお答えいたし

ます。

　県では、県民に新鮮で安全・安心な県産農林水産物

を提供して沖縄の食材のよさを広くＰＲし、消費拡大

を図ることとしております。そのため、平成16年２月

に「沖縄県地産地消推進県民会議」を設立し、地産地

消の推進に取り組んでいるところであります。

　具体的な取り組みとして、「おきなわ花と食のフェ

スティバル」の開催、「ゴーヤーの日」や「マンゴー

の日」などによる販売促進キャンペーンの実施、学校

給食、ホテル及び飲食店等における利用促進、食育推

進ボランティアの活用による食農教育の推進、ファー

マーズマーケットの設置及び量販店における県産食材

コーナーの設置、沖縄健康料理メニューの開発及び普

及などを実施しております。

　今後とも、市町村、関係団体等と連携し、積極的に

地産地消を推進してまいります。

　次に、沖縄ユーカリファームの現状と前代表理事ら

が「コアラの會」の被害者から告訴されたことについ

ての御質問にお答えいたします。関連しますので一括

してお答えいたします。

　企業組合沖縄ユーカリファームに対する補助事業に

ついては、ユーカリ製品を中心に地域農林水産物の製

造・展示・販売を通して地域の活性化に大きく寄与す

る目的で名護市を間接補助事業者として実施したもの

であります。

　同事業の補助金の返還命令については、年度内に設

置すべき機器類が未整備であったことによるものであ

り、県としては名護市に補助金の返還を求めていると

ころであります。

　現在、施設は稼働し、ユーカリ製品の製造・展示・

販売を行っておりますが、引き続き名護市と連携を図

りながら、補助事業の目的が達成されるよう指導して

まいりたいと考えております。

　なお、「コアラの會」との関係については司直の対

応を見守っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　日本人警備員の民間地

域での拳銃携行に関する県警察への相談と、これに対

する対応についてお答えします。

　県警察では、本年２月18日、海兵隊日本人警備隊で

かつて勤務したことがあると称する県内居住の男性か

ら、現役の海兵隊日本人警備隊員から聞いた話である

として、キャンプ・フォスターやキャンプ・コート

ニーの日本人警備員が基地間を車で移動する場合、公

道でも拳銃を携行したままであるという旨の相談を受

けました。

　相談を受けて県警察では、相談内容が事実であれ

ば、日本人警備員の民間地域での拳銃携行は地位協定

に抵触するものと判断し、事実の有無について２月20

日、海兵隊の憲兵隊に事実確認したところ、日本人警

備員に拳銃を携行させたまま施設間を移動させる件に

ついて、沖縄防衛局に打診したところ、行わないよう

指導を受けた旨の回答を得たところであります。

　さらに２月21日、沖縄防衛局に本件事実について確

認したところ、２月８日、米軍側から在沖米海兵隊日

本人警備員が拳銃を携行したまま施設外に出ることに

ついての照会があり、２月13日に、行わないよう指導

した旨の回答を得ております。

　その際、県警察は沖縄防衛局に対し、地位協定上、

米軍施設外での日本人警備員の武器携行並びに使用は

認められないので、防衛局から米軍当局へ厳重指導願

いたい旨要請したところであります。

　次に、「コアラの會」に関する告訴についてお答え

いたします。

　本件につきましては、関係者から相談を受け、会員

等から事情聴取と所要の捜査を行っているところであ

ります。

　今後、刑罰法令に触れる事実があれば厳正に対処し

てまいります。



－ 298 －

　なお、捜査の状況につきましては答弁を差し控えさ

せていただきます。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　発達障害児の支援構

築についての中の、発達障害に対する対応についてに

お答えいたします。

　乳幼児健診は、発達障害児の早期発見、早期支援の

機会として重要であることから、県では実施主体であ

る市町村の職員を対象に乳幼児健診の充実強化のため

の研修会等を実施しており、今後も強化する予定であ

ります。

　また、市町村は健診後も心理相談、経過観察クリ

ニック及び訪問等による相談事業を行っており、必要

に応じて福祉保健所が支援会議を開催しております。

さらに、市町村では相談支援事業を委託している事業

所等で相談に応じているところであります。

　医療につきましては、発達障害に対応可能としてい

る医療機関が、県が把握している範囲では25カ所あり

ます。

　療育につきましては、障害児等療育支援事業の中で

発達障害児に対しても療育指導等を行っており、児童

デイサービス事業所においても対応しているところが

あります。また、親子通園による療育指導を行ってい

るところが11カ所あります。

　医療費の助成につきましては、需給要件が該当すれ

ば、乳幼児医療費助成や重度心身障害者医療費助成を

受けることができます。

　県におきましては、発達障害者支援センターを平成

19年２月に設置し、発達や就労等の相談に応じてお

り、今後は関係機関と連携を図り、発達障害者、障害

児の支援を強化してまいりたいと考えております。

　続きまして、「子どもの心の診療拠点病院」の整備

についてにお答えいたします。

　国は、増加する虐待の被害や不登校、発達障害など

の子供の心を取り巻く問題が深刻化していることを受

け、平成20年度予算案において、拠点病院を中核とし

た地域の医療機関、保健福祉機関等と連携した支援体

制づくりのために、子どもの心の診療拠点病院機構推

進事業を創設し、３カ年モデル事業として実施するこ

ととしております。

　当該事業は、「子どもの心の診療拠点病院」の整備

を推進するため、既に子供の心の診療に取り組んでい

る病院を対象に、拠点病院としての施設整備基準、ス

タッフ等の人的体制、地域の関係機関との連携支援体

制等について検証する予定と聞いております。

　県では、これらの整備計画につきましては、国のモ

デル事業の検証結果を踏まえて検討していきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　「こころの診療科」

への要望に対する対応についての御質問にお答えしま

す。

　南部医療センター・こども医療センターの「こころ

の診療科」においては、政策医療として、小児を対象

とした発達障害、情緒障害、心身症の診察・治療を

行っております。

　しかしながら、現在「こころの診療科」において

は、専門スタッフ等の不足により一部診療制限を行っ

ている状況があります。

　病院事業局としては、このような状況に対応するた

め、「こころの診療科」については、病院からの要求

に基づき、平成20年度に臨任の臨床心理士１名を増員

することにしております。

　続きまして、病院事業局が障害児等療育支援事業に

取り組まない理由についての御質問にお答えします。

　南部医療センター・こども医療センターの「こころ

の診療科」においては、小児の発達障害、情緒障害、

心身症の診察・治療に当たることが本来の業務である

と考えております。

　県立病院が福祉部門の事業である障害児の通う保育

所等の職員に対する療育技術指導などを行う障がい児

等療育支援事業を受託することについては、その役割

と異なるものであり難しいものがあると認識しており

ます。

　議長、休憩お願いいたします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前10時49分休憩

　　　午前10時50分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは発達障害児の支援

構築についての御質問で、特別支援教育の市町村にお

ける実施状況と支援体制についてお答えをいたしま

す。

　障害のあるすべての幼児・児童生徒の教育の一層の

充実を図るため、平成19年度より特殊教育から特別支

援教育と名称を改め、一人一人の教育的ニーズに応じ
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た特別支援教育がスタートいたしました。

　市町村においては、障害のある幼児・児童生徒の学

習上・生活上の支援を行う特別支援教育支援員を平成

20年１月末現在で小学校は30市町村で225人、中学校

は17市町村で53人配置しております。

　また、学校における支援体制を確立するために特別

支援教育コーディネーターや校内委員会をすべての小

中学校に置き、幼児・児童生徒の実態を把握し、適切

な支援を行っているところであります。

　県教育委員会としましては、平成20年度から特別支

援教育理解推進事業を立ち上げ、小・中・高等学校の

すべての管理職の研修、巡回アドバイザー等の充実に

努め、特別支援教育の一層の推進を図ってまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　答弁ありがとうございました。

　まず、ＪＴＡの４月からの値上げについてでありま

すが、我々県議会も冒頭に値上げの決議を行いまし

た。そして、国においても国土交通省の大臣も慎重に

すべきだと。このように多くの補助金がある中で、や

はり企業努力をもっとやるべきだという発言もされて

いるわけなんですよね。それからすると、きょうの部

長の答弁を聞くと、県はもうこれ以上の要請はしない

ということでよろしいんでしょうか。

　続きまして、旧軍飛行場用地問題についてであるん

ですが、全く知事からこのことの答弁がないんですよ

ね。知事、もう21年度概算要求をするということがあ

るわけですので、やはり県三役としての決意を地主会

にそのことは示すべきではないでしょうかね。

　そして、きのうの衆議院の安全保障委員会で旧軍問

題の窓口は内閣府であるということを明確に副大臣が

答弁をしております。それは確認できているんでしょ

うか、御答弁ください。

　そして、この事業で個人補償、団体方式というよう

なお話があるんですが、個人補償でも団体方式でも慰

謝事業でもなく、これはまさしく振興策であるという

ことも確認をしております。そのことについてどうい

うふうにお考えか、見解をお伺いいたします。確認が

できているのかお聞かせください。

　そして、建築基準法の円滑化について国に話をした

というようなことがあるんですが、じゃ、国にいつご

ろそれを要望して、どういうような形で国から返事

が、断り、だめだという返事があったのか、そのこと

をお聞かせください。お願いします。

　そして、おもろまち高層マンションの件なんです

が、これは県の都市計画の方からも、やはり景観審議

会を開くべきだというような提言があったんですが、

全くそれを無視して那覇市は事を進めているわけで

す。そのことは、今、住民の方からも監査請求を出し

ているわけですよね。金額の面とか景観の面、そして

用途変更した部分がどうなのかということの監査請求

も出している中で契約が行われたということもあるわ

けですから、再度、やはり県から景観審議会を開くと

いうことを強く那覇市に要望すべきではないでしょう

か、見解を伺います。

　そして、農業行政についてであるんですが、自給率

の件であります。

　知事、緑のちょうちん、御存じでしょうか。（資料

を掲示）　最近有名なんですよ。全国で313店舗あり

ます。調べたら沖縄にもありました。那覇に２店舗、

八重山竹富に１店舗ありまして、この緑のちょうちん

というのが日本の農林水産業をこよなく愛するいきな

お客さんのために、当店では以下のちょうちんを飾っ

ております。50％日本の食材を使っている店は星１

つ、90％を超える日本の食材を提供しているところは

星５つというふうに、緑のちょうちんということで

使っています。

　我々も、やはり沖縄の食材を使ってもらうと、地産

地消してもらうということで、業者にいろんな話をす

るよりは、県がそのことで緑のちょうちんではなくて

ウチナーのちょうちんというような形で、県がそのこ

とを表に出していいんですよというような沖縄独自の

あり方があっていいんじゃないかなと。学校だとかホ

テルに言っていますという話ではなくて、県みずから

――宮崎も最近、東国原知事で有名なものがあるもの

ですから、のぼりを出して、これは宮崎の県産を50％

使っていますという店にはそののぼりを出してあげて

いるというのがあるわけですから、どうにか知恵を

絞ってウチナーのちょうちんということで、知事のの

ぼりでもいいですので、ここは県産品を使っている店

だなというのがわかるようなものをぜひ知事、これは

提言を含めて見解をお聞かせ願いたいと思います。

　企業組合ユーカリファーム、このことが県の監査、

県の検査官が、機材の設置がされていないことを確認

しながらどうして補助金を交付されたのか。これは市

から何か約束があったのか、その辺をお聞かせ願いた

いということと、補助金は流用されてないということ

は、これはもう確認できているんでしょうか、それも

お聞かせください。

　そして知事、この今回の名護市のユーカリファーム



－ 300 －

の件、最近、国頭村の談合問題といい、北部振興策の

補助事業には多くの問題点があると指摘されておりま

す。この今回のユーカリファーム、そして国頭の談合

問題について知事の見解をお聞かせください。

　そして発達障害の件なんですが、療育支援事業、こ

れは病院事業局にはなじまないということであります

ので、福祉保健部の方でこれはどうしてとらなかった

のか、見解を、答弁をお聞かせ願えませんか。この障

がい児等療育支援事業をどうして行わなかったのかを

お聞かせください。

　そして「こころの診療科」、子供たちの発達障害の

方は、やはり地元の小児科・精神科看護師らによる専

門研修を行う一方、学校や児童相談所、警察署、関連

機関とのネットワークをつくることが最も必要だとい

うふうに言われております。その構築に対してどのよ

うに尽力されているか、どのように考えるか、そのこ

ともお聞かせください。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時１分休憩

　　　午前11時５分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間議員の再質問にお答え

しますが、私どもの計算では７つ、８つ御質問ありま

した中で、私の方で２つ答弁させていただきます。

　まず第１に、旧軍飛行場の件で、私の知事としての

決意はどうかという点についてお答えしたいと思うん

ですが、旧軍飛行場用地問題につきましては、初めて

振興計画の中に位置づけてまいりました。

　同問題の解決に向けましては、国の理解と協力が不

可欠であり、今後とも全力で取り組んでまいりたいと

考えております。

　それから再質問の中で、ユーカリファームの話と

か、北部の談合の問題とか、内容はそれぞれ違うと思

うんですが、こういうトラブルといいますか、こうい

うものについてどう思うかという御質問だったと思い

ますので、所感を申し上げれば、こういうものは制度

の趣旨、目的に沿って公正・適正に執行されるべきだ

と思っております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　旧軍飛行場問題のう

ち、内閣府が窓口であることの確認についての御質問

でありますが、２月26日の衆議院安全保障委員会にお

いて、内閣府の副大臣から、内閣府が責任を持って検

討しなければならない窓口であるとの発言があったこ

とは承知しております。

　今後とも、政府と緊密に相談しながら取り組んでい

きたいと考えております。

　次に、旧軍飛行場用地問題については振興策である

ということの確認でございますが、旧軍飛行場問題解

決のための事業につきましては、沖縄振興計画に沿っ

て地域振興の観点から各市町村や地主会とともに、旧

軍飛行場用地問題の解決を図るための事業であると考

えております。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　障がい児等療育支援

事業の御質問にお答えいたします。

　障がい児等療育支援事業は、在宅の重症心身障害

児・者、知的障害児・者、身体障害児・者等に対し、

訪問療育・外来療育を行うとともに、障害児の通う保

育所等の職員に対し療育に関する技術指導を行うもの

であります。

　事業の実施方法としましては、県は圏域ごとに障害

児・者施設を経営する社会福祉法人等に委託する方式

をとっており、現在８カ所で事業展開をしているとこ

ろでございます。

　続きまして、発達障害者支援センターを中心とした

ネットワークの構築についてでございますが、ネット

ワーク構築に当たりましては、関係する機関や団体の

個々の役割を相互に確認し、それを踏まえた上で県全

体及び県内５圏域の保健・医療・福祉・教育・就労等

のネットワークを構築していくこととしております。

　具体的には、まず県内５圏域ごとにネットワークを

構築していくことにしておりまして、市町村相談支援

事業所、サービス提供事業所、医療機関、学校等の圏

域内にある関係機関等のネットワーク化を図り、これ

により身近な地域で相談が受けられる体制を構築し、

個々の相談に対応できる仕組みとしたいと考えており

ます。

　次に、県全体のネットワークを図りますが、これは

県全体の保健・医療・福祉・関係団体の連携を図りま

して、発達障害者の総合的な支援を行うための体制を

構築していくこととしております。

　これらのネットワークの構築に当たりましては、広

域特別支援連携協議会や自立支援協議会と連携を行

い、情報の共有化が図られる仕組みをつくりながら進

めていくこととしております。
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　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　航空運賃の値上げについ

ての再質問にお答えいたします。

　今回の燃油費高騰による運賃値上げについては、一

企業の費用削減ではカバーできず、企業努力を超えた

ものと判断しております。そのため運賃の値上げはや

むを得ないものと考えております。

　しかしながら、離島住民の離島割引やその他割引運

賃については、今後も据え置いてもらうよう要望して

きたところであり、その結果、航空会社平均で９％の

値上げに対し、ＪＴＡ、ＲＡＣは1.6％の値上げ率に

とどまっているということであります。御理解いただ

きたいと思います。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　国への要望について

の再質問にお答えいたします。

　ピアチェックの適用除外の検討につきましては、昨

年９月末ごろから進めてきましたが、昨年12月19日に

国交省職員が来県し、県内において協議したところ、

その対応は厳しいとのことから現行法の枠内での図書

省略大臣認定を行うこととなっております。

　次に、那覇市に対して景観審を開くことを再度求め

るべきではないかの再質問にお答えいたします。

　良好な景観の形成はまちづくりの基本であり、市町

村の主体性を尊重すべきと認識しております。

　県としましても、市の景観審議会で慎重に審議した

方がよいのではないかとの考えがございますが、那覇

市が自主的に判断することであると。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは地産地消

の取り組みの中で、県産食材の認証制度等についての

御質問がありましたけれども、県においては平成20年

度地産地消推進強化事業において、県産食材の店登録

制度の創設を計画しておりまして、それによって地産

地消の推進を強化してまいりたいと考えております。

　それからユーカリファームの事業についての御質問

にお答えいたします。

　機材が整備されてないのに補助金をどうして支払っ

たかという御質問でございますけれども、機材の設置

については業者との契約書等もあり、近日中に設置さ

れることを確認した上で検査を合格とし、補助金を交

付したものであります。

　繰越手続をとらず、年度内完遂したことにつきまし

ては大変遺憾に思っております。今後、このようなこ

とがないよう指導を徹底していきたいと思っておりま

す。

　それから補助金の目的外への流用はなかったかとい

う御質問につきましてお答えいたします。

　補助金の使途については、預金通帳、支払い伝票等

を確認しておりますが、そういったことは認められま

せんでした。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　それでは公室長、旧軍問題について

からなんですが、窓口は国で内閣府ということが決

まったんですよね。これはもう相談するということで

はなくて、国は旧軍飛行場用地は振興策にのっとって

内閣府がやるということが決まっていますので、相談

するとかということではなくて、そのように進めても

らえればというふうにも思っております。

　そしてもう一つ、去年からいろいろと事業計画が進

む中で、２月までに事業計画のスケジュールを出すと

いうことがあるんですが、公室長がこの事業計画は常

識的範囲の中での予算措置だというようなことがあり

ましたので、これは決して公室長の個人の常識を押し

つけないようにしてもらいたいと思いますので、これ

は要望としていきたいと思います。

　地産地消、知事、ぜひウチナーのちょうちん、知事

に提言しておきますので、ぜひ実行してもらいたいと

思います。隠れてということではなく、表にどんどん

知事が出てそのことをアピールするというのが一番大

事だと思っておりますので、そのまた実現に向けて

我々はまた努力していきますので、よろしくお願いを

したいと思います。

　こども病院の「こころの診療科」、これはもうネッ

トワークが絶対重要なんですね。学校等も含めて、学

校も足りないとそういうことを認識している人たち

が、足りないんだというようなこともあるわけですか

ら、ぜひそのネットワークの構築、充実を早期にやっ

てください。

　よろしくお願いします。

○議長（仲里利信君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　皆さん、こんにちは。

　これより一般質問をいたします。
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　その前に、先日、平良長政議員初め今期で勇退を表

明されている先輩方の皆さん、皆さんのコメント一つ

一つを聞くと、長年いろいろと御苦労されて、与野党

問わず県政に対して本当に御尽力いただいたことに対

して敬意を表したいと思っています。これからまたそ

れぞれの分野で、私もまだまだこれからですので、い

ろいろまた御教示をいただきたいと思っておりますの

で、よろしくお願いします。

　そして通告外なんですけれども、先ほど當間盛夫議

員からありましたように、きょうの新聞に出ているよ

うに、基地の中の警備員が拳銃を所持しているという

ことで、先ほどの県警本部長の答弁では、２月18日に

いわゆるそういう相談があったと。

　しかし、我々議会でこういういろんな問題を議論し

ている中で、結果的に紙面上でそれが出た後に知ると

いうのは、こういう問題が実質的に行われているとい

うことに対してどうなんだろうということを率直に疑

問を感じております。

　知事もこれは以前に知っていたのか、我々はきょう

の新聞でしか見てないんです。それに対して、本来で

あればこの問題が県警本部長に話が行って、知事部局

にはどういう形で話が伝わって、皆さんが県民向けに

どう対応したのかということは、そこは大事な部分だ

と私思っていますので、知事、そして本部長、そこは

御見解をお聞かせいただきたいと思っております。こ

こは非常に大事じゃないのかなと思っております。

　そして、これは幾ら基地従業員であっても、基地外

で拳銃を所持したということは法的にこれは罰則対象

になりませんか。それはどういう位置づけ、法的な面

から、指導していろいろ注意したレベルで済むことな

のか、そこは県警の見解をしっかりさせていただきた

いと思っております。

　それでは一般質問に入っていきます。

　知事の政治姿勢。

　茨、今年度の予算編成は知事公約にどう反映されて

いるのかお伺いいたします。

　実は、ことしの11月に知事は折り返し点に入ってま

いります。今年度の予算編成はいわゆる知事の選挙公

約「世界の宝、おきなわ力で大躍進」ということで、

いろいろと見させていただいているんですけれども、

これは県民への公約なんですね。そうすると、今回の

予算編成が今年度どういう形でこの公約が達成されて

いくか、それは我々議会のチェック機関として重要な

役割じゃないのかなと思っておりますので、そこはま

ず御答弁いただきたいと思っております。

　芋、普天間基地の２年以内の閉鎖の進瀧状況につい

てでございます。

　答弁はいろいろされているんですけれども、あらゆ

る場面において要請をしているという答弁をいただい

ているんですけれども、じゃ実際国は要請をしたこと

についてどう議論されているのか、私は以前から聞き

たいと思っておりました。要請はわかります。ただそ

れに対して日米両政府はどう協議しているのかお聞か

せください。

　鰯、米兵による少女暴行事件で、今議会でもこの問

題が非常に大きく取り上げられております。県民の中

にはまた起きてしまったかという気持ちもあります。

しかし、それになれていいかどうかというのはこれは

また別問題で、非常に大きな課題です。知事の公約に

もこれについては掲げられているわけですから、今

後、訪米をするという話も聞いております。訪米をす

るにしても具体的にタイミングが必要でございます。

どういう形で具体的に行動するのかお聞かせくださ

い。

　允、建設業者への損害賠償金（違約金）について、

知事は御自身の選挙で違約金について考慮するとの約

束をしたのかお伺いいたします。

　印、公約である認可外保育施設への給食費助成は、

今回の１人当たり１日11円支給で、これで公約達成な

のかということをまずお聞かせいただきたいと思って

おります。

　部長が去年、各認可外保育施設に対して調査をして

いるんです、給食費幾らぐらいかかりますかと。その

中で、我々少子・高齢対策特別委員会の中で差額が

100円とかいろいろ議論をやってきたんです。ところ

が、今回、１日11円というのが私はどうも――芽出し

をしたことは評価します。これは稲嶺さんもできませ

んでした。それは評価するんですけれども、この11円

というのは財政が厳しい中で部長も努力されたことは

評価するんですが、それで公約達成ということを言わ

れるとなかなか厳しいんじゃないかなという気持ちが

ありますから、それについて知事の見解をお聞かせく

ださい。

　咽、沖縄盲学校を視覚特別支援学校として存続させ

るべきではないかということでございます。

　多くの関係者が連日多くの議員の質問に対して毎回

傍聴に来ているんですね。その方々の思いは、弱者で

すから、その方々が本当に国の政策でそういうことで

やっていいのかどうかということも含めて、県の知事

としてどう考えるのか、教育長も含めて、そこは大事

な問題じゃないのかなと思って、あえて知事の政治姿

勢について聞いているということでございます。
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　２番、モノレール延長・延伸と鉄軌道・路面電車等

についてでございます。

　茨、ＰＩの結果をお伺いいたします。

　芋、選定に向けての今後のスケジュールをお伺いい

たします。

　鰯、今後、モノレール延伸も検討していくのかお伺

いいたします。

　允、モノレールと関連して、鉄軌道・路面電車等の

導入を検討していくのかをお伺いいたします。

　３番、児童福祉、教育行政についてでございます。

　茨、認可外保育施設への備蓄米の無料支給はいつか

ら開始するのかをお伺いいたします。

　これも所管の部から各認可外保育施設に対して調査

をしているんですね。皆さんも非常に喜んで、備蓄米

でも本当にありがたいということでやっているんです

けれども、実際いつから開始するのかお聞かせくださ

い。

　芋、認可外保育園への給食費助成で、さっきの質問

とも関連するんですけれども、11円になった根拠をま

ずお聞かせください。

　鰯、支給方法については現物支給としております

が、認可外保育施設の中にはケータリング等を活用し

ている場合は現物ではなく予算を支給するべきではな

いかという意見もございます。支給方法について市町

村任せにしてはどうかについてお聞かせください。

　允、厚生労働省が発達障害についての拠点病院制度

を打ち出しているが、県の取り組みをお伺いいたしま

す。

　印、発達障害者手帳の交付の見通しはどうなってい

るのかお聞かせください。

　咽、特別支援教育について。

　幼稚園、高校における特別支援教育体制、特に特別

支援教育コーディネーター、校内委員会の設置率はど

のくらいかお聞かせください。

　員、教育サポーター制度を継続してほしいとの要望

があるが、県の対応をお伺いいたします。

　因、特別支援連携協議会は年２回の開催であるが、

子供の成長を考えると余りにもスローぺースであり、

実行機能が弱過ぎる。話し合われた内容を速やかに実

現するためにどのような対策をとっているのか。ま

た、地域連携協議会、各自治体連携協議会のあり方は

どのようになっているのかをお伺いいたします。

　姻、こども医療センターの「こころの心療科」の課

題と対策についてお聞かせください。

　引、県内の大規模学童クラブの実態と対策及び待機

学童の実態と対策をお伺いいたします。

　４番、改正建築基準法により県内の建築確認申請が

おくれたわけですが、その影響と対策をお伺いいたし

ます。

　これは去る11月議会にも質問させてもらったんです

けれども、部長の答弁と業界ではギャップがあるなと

思っております。これからいろいろ影響が出るんじゃ

ないかなと話をしているわけですから、県の認識とど

うもちょっと、議会が終わった後もいろんな御指摘が

あるものですから、本当に影響がないのか、それにつ

いてお聞かせください。

　５番、県立博物館・美術館の課題と対策についてで

ございます。

　開館して県民、そして県内外から喜ばれてはいるん

ですけれども、同時に指摘も新聞等でもよく出ている

わけですが、せっかく県民の財産として開館したわけ

ですから、早速指摘があるということは、それは膨大

な予算を投資して県民に喜ばれるはずの博物館・美術

館のあり方に対して、いまだにそれが新聞に出てくる

ことはこれはいかがなものかなと思いますので、それ

について影響とか対策、いろんな指摘に対する皆さん

の見解をお聞かせください。

　６番、不発弾処理についてでございます。

　茨、これについては、今、県の予算も含めていろい

ろ議論されているんですけれども、海洋投棄禁止によ

る最終処分の方向性と進瀧状況の公開についてお伺い

いたします。

　芋、沖縄の不発弾の陸上における最終処分事業を県

内ＮＰＯに委託してはどうかについてお聞かせくださ

い。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、知事公約の予算編成への反映について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　平成20年度は厳しい財政状況ではありますが、公約

の実現に向け、自立型経済の構築や県民福祉の向上、

県民の安全・安心の確保を図る観点から、必要な施策

に可能な限り重点的に予算を措置したところでありま

す。

　主な分野につきましてその概要を申し上げますと、

まず第１に、「経済力おきなわ」の分野では、情報通

信産業の集積・振興を図る沖縄ＩＴ津梁パーク整備事

業、そして園芸作物の拠点産地育成のための事業のほ

か、雇用確保のための施策といたしましては、建設業

界内の職種転換を図るための雇用最適化支援事業、さ
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らに就職が困難な障害者等への支援を目的とした事業

などに所要額を措置したところでございます。

　次に、「観光力おきなわ」の分野につきましては、

海外からの誘客を推進するための国際観光地プロモー

ション事業、次に「基盤力おきなわ」の分野では、新

石垣空港建設事業、伊良部架橋整備事業、那覇空港整

備促進事業などの重要プロジェクトの推進、そしてそ

の他、情報通信基盤や農業基盤、水産基盤の整備など

に所要額を措置したところでございます。

　次に、「子育て力おきなわ」の分野では、認可外保

育施設に対する給食費支援として、従来の牛乳代に加

え、新たに米代を助成する新すこやか保育事業、そし

てその他、乳幼児医療費助成事業の拡充や児童健全育

成補助事業などがございます。

　次に、「健康、医療・福祉力おきなわ」の分野で

は、第１に、救急医療用ヘリコプター活用事業、第２

に、その他重度心身障害者医療費助成事業や医師確保

対策事業などに引き続き所要額を措置したところでご

ざいます。

　次に、「離島力おきなわ」、「文化力おきなわ」の

分野では、地上デジタル放送推進事業、伊平屋空港の

整備に向けた環境調査事業、沖縄国際アジア音楽祭

（仮称）の開催に向けた準備などに所要額を措置した

ところであります。

　その他の分野の公約につきましても、その実現に向

けた施策・事業に必要な予算を措置したところでござ

います。

　次に、知事の政治姿勢の中で、建設業に係る損害賠

償金についての約束についてという御趣旨の御質問が

ございました。

　これについて申し上げますと、私は選挙に臨み、建

設業界の厳しい経営環境にかんがみて、いま一度、詳

細に検討を行い、関係法令や国、そして他県の事例、

判例等を詳細に検討し、結果を出してまいりたいとい

うふうに申し上げてまいりました。そして詳細に検討

した結果、先日、損害賠償金請求に係る基本的考え方

を決定いたしたところでございます。　

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　普天間飛行場の閉鎖状

態に向けての政府の対応についての御質問にお答えい

たします。

　平成18年12月25日の第２回協議会において、当時の

久間元防衛施設庁長官から、危険性の除去に対しての

知事の要請を真摯に受けとめ、移設までの間の危険性

を提言するいろいろな選択肢を考えるなど、可能な限

り努力したい。米国は運用面の変更に厳しい考え方を

持っているが、前進が見えるのであれば米国に働きか

ける用意がある旨の発言がありました。

　それから最近では第４回協議会、これは昨年の11月

７日でございますが、石破防衛大臣から、８月に発表

した取り組みは現時点で最大限の措置であるが、地元

と相談し、アメリカ軍の運用に関し、できることがあ

れば今後も最大限の努力を行うという旨の発言がござ

いました。

　県としては、政府が前向きかつ確実に取り組んでい

ただければ、普天間飛行場の閉鎖状態は実現できるも

のと考えております。

　次に、暴行被疑事件に関する今後の行動についてで

ありますが、県は、米軍を初め日米両政府に対し、こ

のような事件が二度と起きないよう一層の綱紀粛正及

び隊員の教育の徹底を行い、県民が納得するような形

で具体的な再発防止策等を講じ、それを公表するよう

強く求めたところであります。

　また、去る２月22日に開催した「米軍人等犯罪防止

対策に関する検討会議」において、７項目の具体的な

犯罪防止策を取りまとめたところであり、今後、日米

両政府に対し、その実施を求めていきたいと考えてお

ります。

　次に、不発弾処理に関し、最終処分の進瀧状況と県

内ＮＰＯへの委託についての御質問に一括してお答え

いたします。

　国は、不発弾の海洋投棄にかわって陸上処分を実施

することとし、去る１月17日に一般競争入札を実施

し、２月20日には契約を締結したと聞いております。

　入札には専門的な知識や技術及び火薬庫等の施設を

有する業者が参加しておりますが、入札条件を満たせ

ばＮＰＯの参加も可能であります。

　国は、全国規模で当該業務を遂行することにしてお

り、ＮＰＯ等の特定の団体に業務委託することは、公

平性・透明性、競争の原理の観点からも適当ではない

としております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、認可外保育施設への給食費助成について

にお答えいたします。

　認可外保育施設への給食費助成については、厳しい

財政状況の中で検討を重ねてきましたが、平成20年度
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から給食費として、これまでの牛乳代に加え新たに米

代を助成したいと考え、所要の経費を当初予算に計上

しております。

　当該助成につきましては、児童の処遇向上に効果的

なものとなるよう、しっかりと取り組んでまいりたい

と考えております。

　なお、このことにつきましては、国からも支援が得

られないか関係省庁へ働きかけを行っており、今後と

も引き続き要望してまいりたいと考えております。

　続きまして、児童福祉、教育行政についての中の、

政府備蓄米を認可外保育施設への助成に活用すること

についてにお答えいたします。

　政府備蓄米の無償交付制度におきましては、現在の

ところ、交付対象施設が学校に限られており、使途に

ついても給食、学習教材、試食会及び学校行事に限っ

て交付が認められております。

　また、給食用として使用する場合の交付量は、前年

度に比べて米の使用量が増加した分の６割までとなっ

ております。

　このような制約があることから、認可外保育施設へ

の給食費助成に備蓄米を活用することにつきまして

は、現行のままでは困難ではないかと考え、制度の拡

充を国に要請しているところでございます。

　続きまして、認可外保育施設入所児童への米代助成

単価の根拠についてにお答えいたします。

　認可外保育施設入所児童への米代助成単価の算定に

つきましては、まず公立保育所等を参考に児童１人当

たりの必要摂取量を３歳未満の児童につきましては30

グラム、３歳以上の児童については35グラムと設定し

ました。

　これに平成20年度の１歳以上の当該施設入所児童数

の推計値や市販の米の販売価格等を勘案して、１日当

たり11円と算定したものでございます。

　続きまして、認可外保育施設入所児童への米代の助

成の方法についてにお答えいたします。

　認可外保育施設入所児童への米の助成につきまして

は、市町村による一括購入と、販売業者による施設へ

の配送によって購入価格の低廉化や当該施設側の利便

性向上という効果が期待できることから、現物支給が

望ましいとしたものであります。

　御指摘のように、施設によって状況が異なることか

ら、具体的な支給方法については市町村と調整し、今

後検討してまいりたいと考えております。

　続きまして、「子どもの心の診療拠点病院」の県の

取り組みについてにお答えいたします。

　国は、増加する虐待の被害や不登校、発達障害など

の子供の心を取り巻く問題が深刻化していることを受

け、平成20年度予算案において、拠点病院を中核とし

た地域の医療機関、保健福祉機関等と連携した支援体

制づくりのために、子どもの心の診療拠点病院機構推

進事業を創設し、３カ年モデル事業として実施するこ

ととしております。

　当該事業は、「子どもの心の診療拠点病院」の整備

を推進するため、既に子供の心の診療に取り組んでい

る病院を対象に、拠点病院としての施設整備基準、ス

タッフ等の人的体制、地域の関係機関との連携支援体

制等について検証する予定と聞いております。

　県では、これらの整備計画につきましては、国のモ

デル事業の検証結果を踏まえて検討したいと考えてお

ります。

　続きまして、発達障害者手帳についてにお答えいた

します。

　平成17年４月に発達障害者支援法が施行され、発達

障害者を支援していくことが法的に規定されました。

しかしながら、身体障害者手帳、療育手帳及び精神障

害者保健福祉手帳と同様な種類の手帳について、発達

障害者に関しましては制度がなく、現在のところ制度

制定に向けた動きもありません。

　また、障害者自立支援法においては、身体障害者、

知的障害者及び精神障害者はサービスの提供を受ける

ことができますが、発達障害者はサービスを受ける対

象者とは規定されておりません。

　同法では、国は法施行後３年をめどとして障害者の

範囲について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずることとしており、これについては、発達

障害、難病などを含めて検討を行うよう衆参両院の厚

生労働委員会で附帯決議がなされております。

　県においては、発達障害者も障害者自立支援法にお

ける障害福祉サービス等が適切に利用できる仕組みに

するよう、九州各県保健医療福祉主管部局長会議を通

して国に働きかけをしているところでございます。

　続きまして、大規模学童クラブ及び待機学童の実態

と対策についてにお答えいたします。

　大規模放課後児童クラブは、平成19年６月現在、８

市町で20カ所となっております。

　県においては、平成21年度までに大規模放課後児童

クラブを70人以下へ分割促進するため、学校の余裕教

室の活用等について、県教育委員会及び市町村と連携

を図り、適正規模への移行促進に努めてまいりたいと

考えております。また、待機児童数は、平成19年５月

１日現在、国の調査では６市町村116人となっており

ます。
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　県では、平成17年３月に策定した「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」において、放課後児童クラブ

を平成21年度までに213カ所設置する数値目標を掲げ

ており、目標を達成することにより待機児童の解消に

つながるものと考え、その達成に向けて市町村と連携

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは知事の政治姿勢に

ついての御質問で、視覚特別支援学校としての存続に

ついてお答えいたします。

　近年の障害の重度・重複化や多様化の現状を踏ま

え、平成19年４月に学校教育法が改正施行され、従来

の障害種別の盲・聾・養護学校は、複数の障害種に対

応した教育を実施することのできる特別支援学校の制

度へ改められました。

　県教育委員会では、学識経験者や保護者代表等から

構成された懇話会から、那覇南部地域の教育ニーズに

対応するため、沖縄盲学校を知的障害の教育も行う特

別支援学校として整備することが望ましいとの提言を

受け、特別支援学校編成整備計画（案）を作成したと

ころであります。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者等に十

分な説明と意見交換を行いながら理解を得ていきたい

と考えております。

　次に、児童福祉、教育行政についての御質問で、幼

稚園、高等学校におけるコーディネーター等の設置率

についてお答えいたします。

　障害のあるすべての幼児・児童生徒の教育の一層の

充実を図るため、平成19年度より特殊教育から特別支

援教育と名称を改め、一人一人の教育的ニーズに応じ

た特別支援教育がスタートしました。

　平成19年９月現在、県内の幼稚園における特別支援

教育コーディネーターの指名は54.9％、校内委員会の

設置は43.4％となっております。また、高等学校の特

別支援教育コーディネーターの指名は100％、校内委

員会の設置は80.3％となっております。

　なお、高等学校の校内委員会につきましては、年度

内にすべての学校が設置する予定になっております。

　次に、教育サポーターについてお答えいたします。

　教育サポーターの配置は、平成17年度より３年間の

モデル事業として、発達障害を持つ児童生徒の学習活

動や生活指導の支援及び市町村の支援員配置の促進等

を目的に行ってまいりました。

　一方、国においては、平成19年度から支援員配置の

地方財政措置がなされ、引き続き拡充されていくこと

としており、市町村においても年々支援員の予算と配

置が充実してきたことから、教育サポーター配置のモ

デル事業の目的は達成したものと考えております。

　県教育委員会としましては、各市町村に支援員の適

切な配置がなされるよう指導助言を行い、支援員に対

する資質向上を図る研修を実施するなど、今後とも特

別支援教育の充実に努めてまいります。

　次に、特別支援連携協議会の機能とあり方について

お答えいたします。

　障害のある子供の多様なニーズに応じた支援のため

に全県各地区市町村の各段階において、教育・福祉・

医療・労働の関係者が総合的・横断的に連携を図る必

要があります。

　広域特別支援連携協議会は平成17年度に設置され、

各地域に対し、保護者等が活用するための障害児相談

支援事業一覧表や、一人一人の発達段階に応じた適切

な支援ができる支援ノートモデルを提供しておりま

す。

　また、地域特別支援連携協議会は６教育事務所ごと

に設置され、市町村の体制整備及び学校等を支援して

おります。

　市町村の連携協議会は３市町村に設置されており、

引き続き拡大されるよう助言しております。

　現在、各段階の連携協議会相互の情報伝達等が課題

となっており、円滑な情報伝達の仕組みづくりなどに

ついて検討しているところであります。

　県教育委員会としましては、今後とも各連携協議会

の協力関係の強化を図り、障害のある子供の支援体制

整備の充実に努めてまいります。

　次に、県立博物館・美術館の課題と対策についてお

答えいたします。

　県立博物館・美術館について大事なことは、一人で

も多くの方々に足を運んでいただくことであり、開館

以来の入館者数は、２月24日現在で17万人を超え、順

調な滑り出しとなっております。

　課題としましては、来観者のアンケートの中では展

示の説明や順路にわかりにくい部分があるという声な

どもあり、改善すべき点もあると思われます。

　また、県内の小中学生の利用促進を図るため常設展

を無料にしているところでありますが、児童生徒の入

館者数は、１月末現在で１万3000人余りにとどまって

おります。

　県教育委員会としましては、展示等に関する一般来

観者や専門家の御意見を聞きながら、展示クオリ

ティーの向上に努めるとともに、料金体系等も含め館
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に係る情報の周知を図り、県民の皆様に親しまれる施

設にしていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それではモノレール

延長・延伸と鉄軌道・路面電車等関連のＰＩの結果に

ついての御質問にお答えいたします。

　モノレール延長に当たっては、検討過程の透明性を

確保し、県民への情報提供と意見収集を行うため、住

民参加型の計画手法であるＰＩ、すなわちパブリッ

ク・インボルブメントを45日間実施しました。

　アンケートの回収率は、１万7000部の配布に対し約

5700部の約33％で、地域別、年齢別、就業者別に幅広

い意見を収集することができました。

　その集約結果は、モノレール延長の必要性や事業化

に対して９割以上の高い理解度と賛同があり、延長

ルート案の選定における重要項目として、利便性や交

通渋滞緩和を望む意見が多い状況でありました。

　なお、延長ルート案の選定意見につきましては、現

在、地域別や乗客予測割合別に集計・分析中で、幹事

会で審議した上で、３月の第７回委員会で公表する考

えであります。

　次に、モノレール延長ルート案の選定スケジュール

についての御質問にお答えいたします。

　モノレール延長ルート案の選定につきましては、３

月予定の第７回委員会において、ＰＩ結果も参考に総

合的に審議され、延長ルート推奨案が選定される見込

みであります。

　その後、事業主体である県と那覇市において、国や

関係機関と協議した上で正式に延長ルート案を決定す

る考えであります。

　次に、改正建築基準法により県内の建築確認申請が

おくれたこととの関連で、確認申請のおくれによる影

響とその対策についての御質問にお答えいたします。

　平成19年の建築確認申請件数は約5100件で、例年に

比べて約15.5％の減少となっており、いまだ十分に回

復したとは言えない状況にあります。

　県としましては、このような状況が続くと県経済に

与える影響も大きいことから、これを最小限にとど

め、事態の収拾を図ることが最優先と考えておりま

す。

　このため、事前審査期間を延長するとともに、確認

業務のさらなる円滑化を推進する観点から、昨年12月

に県内の全建築士事務所を対象とした説明会を県内６

カ所、参加者総数1500名で開催し、法改正の内容等の

周知に努めてまいりました。

　また、構造計算適合性判定につきましても、判定員

の常勤化を図るとともに、従来２名で行っていた判定

を１名でも判定できるように業務の効率化等に取り組

んでおります。

　現在、県では、戸建て住宅の構造計算を省略できる

大臣認定を取得する作業を進めており、本年４月以降

は当該認定の利用によって戸建て住宅の着工件数及び

確認申請件数も回復していくものと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　モノレールの延伸と鉄軌

道・路面電車等の導入検討についての御質問に一括し

てお答えいたします。

　県では、定時・定速性が確保され、利用者の利便性

の向上に資する基幹バスを中心としたバス網再構築計

画を策定したところであり、モノレールについては、

平成18年度から沖縄都市モノレール延長検討委員会に

おいて、首里駅から沖縄自動車道までの延長ルートが

検討されているところであります。

　また、20年から30年後を見据えた長期ビジョンを策

定し、その中で将来の県土構造のあり方についても方

向性を示していくこととしております。その際、体系

的な交通ネットワークの構築を図る観点から、モノ

レールの延伸、鉄軌道・路面電車等を含む軌道系シス

テムの導入についても検討していきたいと考えており

ます。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　児童福祉、教育行政

についての中の、「こころの診療科」の課題と対策に

ついての御質問にお答えします。

　南部医療センター・こども医療センターの「こころ

の診療科」においては、政策医療として小児を対象と

した発達障害、情緒障害、心身症の診察・治療を行っ

ております。しかしながら、現在「こころの診療科」

においては、専門スタッフ等の不足により一部診療制

限を行っている状況があります。

　病院事業局としては、このような状況に対応するた

め、「こころの診療科」については病院からの要求に

基づき、平成20年度に臨任の臨床心理士１名を増員す

ることにしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。
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　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　日本人警備員が民間地

域で拳銃を携行したことの事実の確認及び県警察の今

後の対応についてお答えします。

　拳銃を携行した事実の有無に関してでありますが、

県警察では、現時点においてはそのような事実があっ

たことは確認できていないところでありますが、過去

にそのような事実があったか否かについて、関係当局

に再度確認しているところであります。

　事実が明らかになった場合には、施設外で日本人警

備員が拳銃を携帯することは地位協定に抵触するもの

と判断されることから、関係当局よりその当時の状況

等について聴取し、実態を把握した上で対処していき

たいと考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　再質問いたします。

　まず、知事の今回の予算編成についてなんですけれ

ども、知事選挙で本当にすばらしい政策を掲げて当選

している中で、財政が厳しいという中でなかなか思う

ような予算編成が組めないということは理解しており

ます。

　ただ、そうは言ってもやはり知事選挙での公約です

から着実に進めていただいて、今年度の予算編成に

よって、いわゆる来年の締めくくりの中でどのような

大躍進ができたのか、そこはやはり問われてくる問題

だと思っていますので、職員も一体となって全力で頑

張っていただきたいと思っております。

　普天間基地の閉鎖についてなんですけれども、先ほ

ど公室長からこれまで要請をして実現できるとの答弁

をいただきましたが、知事御自身はその手ごたえを

しっかりと感じているのか、知事の御答弁を伺いたい

と思っております。

　鰯の米兵による少女暴行事件について、今後どう行

動するのかについて。

　先ほど質問させてもらった中で、訪米をするタイミ

ングはいつごろなのか。ここもそのタイミングが非常

に大事だと思っておりますから、どのようなことをや

はり訴えていくのか、そこがちょっと答弁がなかった

ものですから、いつごろのタイミングなのか。

　それから、もちろん知事御自身で行くことも非常に

大事なことではありますが、議会も含めて、県民が一

体となってそういう行動を起こすことが大事じゃない

のかなと思っております。各市町村長初め、県議会の

代表団を初め、いろんな方々が要請として直接この現

状をアメリカ本国に訴えるということも、やはりこれ

は知事の公約の中での一番大事な部分で、主体性のあ

ることを一生懸命うたわれているんですね。「独立独

歩の精神」とか、いろいろ基本姿勢の中でそれを訴え

ているわけですから、（資料を掲示）　今回がその主

体性を見せる本当のまさに見せどころだと思っており

ます。

　ですから、知事一人ではなくて県民をしっかりとま

とめて、そのことをまず日本政府もそうですし、アメ

リカ政府にも訴えていくそのタイミング、そして要請

に行くときに一緒に行くかどうかいろんな方々にも呼

びかけて、これは提案なんですけれども、そういうこ

とをする考えがあるかどうかお聞かせください。

　それから建設業者への賠償金についてなんですけれ

ども、いろいろと詳細に検討し結果を出すと。先ほど

結果を出したということなんですけれども、実際にこ

の10％の違約金については、他府県の事例でそれ以下

の――きのうも平良長政議員からあったんですけれど

も、失業、いろんな経済的な影響があるんだろうとい

うことの中で、その10％以下という事例も実際あった

のか、そのこともお聞かせください。

　それから認可外への給食費についてなんですけれど

も、部長から答弁いただいたんですが、これは今回１

人当たり11円というのは非常に努力は認めるものの、

まだまだ足りないというのが私の実感でございます。

　ですから、これは知事御自身の公約達成に向けての

支援策としての第一歩としてとらえていいのかどう

か、知事の御答弁をいただきたいと思っております。

　モノレールについてでございます。

　モノレールについては、これから検討委員会で審議

されていくと思います。ＰＩの結果も出ているようで

ございますので、ＰＩの結果も含めて県民が納得でき

るような、実は私自身、検討委員会でずっと議論され

てきて最終段階でＰＩをするということもちょっとど

うかなという率直な思いがあります。検討委員会の意

義も含めて、しかしこれは県民の皆さんの声としての

意見も聞いたということですから、それが結果的に今

回の最終的な検討結果の中で、このＰＩがどのように

生かされ、そしてこの検討委員の皆さんが出した方針

に対して、最終的な判断は県と那覇市でやるというこ

となんですけれども、それを遵守して対応していくの

か、改めて御答弁をいただきたいと思っております。

　モノレールについては、今回の延長だけじゃなくて

これも知事の公約の中で……

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。
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　　　午後０時７分休憩

　　　午後０時７分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　知事の「基盤力おきなわ」の中で、

「道路・交通網の拡充・整備」の中で、「都市モノ

レールの延伸や新型路面電車の導入に向けた取り組み

を推進します。」、これはＬＲＴのことだと思いま

す。それから、「鉄軌道系を含む交通システムについ

ての検討委員会を設置します。」と。

　ですから、このモノレールは今那覇を中心に回って

いるんですけれども、これが最大限に活用されること

が大事じゃないのかなと思っているわけですから、こ

の検討委員会も含めて、今後、県としてそれを最大限

に生かす方策ももう一度改めてお聞かせください。

　児童福祉についてでございます。

　備蓄米については、制度上、厳しいということで部

長はまだ時間がかかるということなんですけれども、

子供たちの成長は待ってくれないんですね。

　ですから、去年多くの認可外の皆さんは調査が来た

時点で、皆さん、備蓄米が支給されたらもらいますか

と言ったら、ほとんどの園が必要だということを言っ

たけれども、今回、制度的に厳しいということで大き

なショックを受けている園がたくさんあります。これ

は国の制度いろいろあるかもしれないんですけれど

も、ぜひとも積極的に、次年度云々じゃなくて、でき

る時点で実施できるように努力していただきたいとい

うことをこれは要望しておきたいと思っております。

　それから給食費の米代の支給方法については、実質

的に子供にそれがしっかりと行き届くということが大

事ですから、ただケータリング等なかなかそれが現物

支給だとできないわけですから、市町村としっかりと

調整をしていただきたいということを要望しておきた

いと思っております。

　こども医療センターの「こころの診療科」について

でございます。

　発達障害について私も専門ではないんですけれど

も、いろいろ話を聞きますと、この発達障害への対応

がおくれると二次障害であったり、いろいろと問題が

出るという話なんですね。ですから、まだ早い段階で

それをしっかりと対応することが大事だと。発達障害

を放置するとどんどんいろんな問題が出て、結果的に

また膨大な予算であったり、政策的にも課題が出てま

いりますので、その中で「こころの診療科」について

は、今、担当する先生から、もう病院だけの問題じゃ

なくて、これは地域、いろんなものを網羅して対応し

ていかないといけないということを提唱しているんで

すね。ですから、これはもう病院事業局の担当のコメ

ントだけじゃなくて、この発達障害について、県三役

の政治的な決断が私は求められると思っております。

ですから、これはもう病院事業局の問題だけじゃなく

て、県三役として、この発達障害に対してどう対応さ

れるのかお聞かせください。

　先日は、「はっぴぃバルーン」という団体が一生懸

命、短い期間で署名活動をして、とにかく多くの県民

がそれは大きな課題だろうと言っているわけですか

ら、それも対応をしていただきたいと思っておりま

す。

　県立博物館についてでございます。

　先ほど課題について話しておりましたが、それだけ

じゃなくて美術館の職員体制は本当に大丈夫なのか、

まずその点をお聞かせください。

　聞くところによると、３月以降の美術館の予定がな

かなかホームページ上でも見えないということなんで

すけれども、我々文教厚生委員会の中で、美術館・博

物館を運営するに当たって信頼関係が必要だと。美術

品を借りたりするというこの信頼関係が必要だと我々

再三指摘してきた中で、これが本当にスムーズな運営

ができるのかどうかも含めて、その見通しについてお

聞かせください。

○議長（仲里利信君）　ただいまの赤嶺昇君の再質問

に対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回

したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午後０時11分休憩

　　　午後１時35分再開

○議長（仲里利信君）　午前の赤嶺昇君の再質問に対

する答弁を願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　再質問を幾つかいただきま

したけれども、３年めどの閉鎖状態の実現ということ

について、どういうことをやってきて、どういう反応

があったかというような御趣旨の御質問だったと思う

んですが、先ほど知事公室長からも申し上げましたと

おりですが、具体的には前にも答弁の中でお話しした

かと思いますが、私が知事に就任したときに、歴代防

衛省の久間大臣、守屋次官、そしてその後小池大臣、

高村大臣、石破大臣とかわって、次官は増田さんとい

う人に今かわっておりますが、こういう人々には当然

これは要求をし、普天間の代替施設が完成するまでと

いっても６年から８年と政府は言っていますし、

ちょっと何かあればもっと時間がかかる。その間、現
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在の普天間の危険をどう減らすのか。そして閉鎖状態

というのは危険をほとんどなくしてしまう、騒音を

ぐっと下げるということでもありますから、これはそ

のまま放っておくわけにはいきませんよと、きちっと

対応をしてもらいたいということを申し上げ、そして

無論これは外務省にも話をし、アメリカサイドに対し

ては直接はそんなにはやっておりません。むしろ日本

のルートでまずきちっと対応し、ある意味で政治的な

決断があればどう下げるかというのはこれは技術論・

事務論でありますから、そこへ行くようにということ

でやってまいったわけで、東京では与党の自由民主党

であるとか、そこの幹事長、政調会長にお願いをし、

要請をしてきたところです。

　無論、この中では非常に難しいという反応の方と、

いやこれは話のやり方ひとつだという方と基本的には

分かれています。ですからここら辺をきちっと必要性

を説いて、それを実行するという政治決断さえあれ

ば、あとはこれは技術論ですから、玉城さんの言うよ

うなこととは全く違うと思って、これはこれでようや

く１年たってゆっくり前へ進み始めているというのが

私の感触でございます。

　それから訪米についてですが、これは現在アメリカ

の大統領選挙の動きが非常に活発になってきまして、

11月の選挙の前か後か、両方行った方がいいかとか、

いろいろタイミングがございます。そして今の例えば

民主党だとすればヒラリーさんになるのか、もう一人

の方になるのかも含め、共和党であればも含め、いろ

んな形でルート、無論外交関係のルートともあわせて

いろいろなルートを見つけて、意味のあることができ

るように整えていきたいと思います。

　その中で赤嶺議員の御提案のありました県内の、特

に県議会の先生方、そして市町村長さんなども含めて

考えることもどうかという御意見だったと思うんです

が、そういう御意見も含めてこれからきちっと詰めて

まいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、あと七、八件ござ

いますが、担当副知事を含め部局長等から答弁させて

いただきます。

○議長（仲里利信君）　仲里副知事。

　　　〔副知事　仲里全輝君登壇〕

○副知事（仲里全輝君）　赤嶺議員の再質問の中で、

児童福祉に関連して、発達障害者支援に対する県の姿

勢について三役からの答弁をと、こういうことでござ

いますので、私から答弁させていただきます。

　発達障害児については、赤嶺議員の御提言にもあり

ましたように、早期に発達支援を行い、生活全般にわ

たる支援をしていくことが重要であると認識をしてお

ります。そのためには保健・医療・福祉・教育・就労

等の関係機関の連携が重要であり、県においては関係

機関のネットワーク化を図り、発達障害者の支援体制

を構築していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは、県民の納

得できる方向で決めるべきではないかの再質問にお答

えいたします。

　検討委員会の結果は、専門、技術的に重要な意見と

認識しており、それを受けて県と那覇市は延長ルート

案の決定等について適切に判断する考えであります。

　次に、モノレールを最大限に生かす方策をどう考え

ているかの再質問にお答えいたします。

　モノレールを最大限に生かす方策としましては、高

速道路との結節により、高速バスやコミュニティーバ

スとの連携やパーク・アンド・ライドの拡充等に努

め、交通利便性の向上や交通渋滞緩和を図っていきた

いと考えております。

　次に、他府県における10％以下の事例についての再

質問にお答えいたします。

　各自治体の請求額は基本的に談合があった箇所の落

札率と、談合がなかったであろうと推定される工事の

落札率の差を基本としまして、それに各自治体の諸事

情を総合的に勘案して請求額を出しておりますが、各

地の裁判で認められた請求の率は契約金額の３％から

20％までと開きがあります。

　最近の事例では、平成19年３月、東京地裁がごみ焼

却炉の談合問題に関して市民オンブズマンからの請求

額15.7％に対して５％の判決を出しており、東京都知

事はこれに従うことを明らかにしております。

　その他の事例としましては、平成18年８月、宇都宮

市が土木一式・建築一式工事の談合事案で違約金条項

のない契約について落札率の差が7.6％とあるところ

を、諸事情を勘案し５％を請求した事例や、平成18年

６月、横浜市のごみ焼却炉の談合事案において、10％

の請求に対して判決は５％を認定した事例がありま

す。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　今回の米代助成は給

食支援の第一歩ととらえていいのかという御質問にお

答えいたします。
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　認可外保育施設入所児童の処遇向上につきまして

は、国からも支援が得られないか関係省庁へ働きかけ

ているところでもあり、当該助成につきましては、今

後、動向を見きわめながら判断していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは赤嶺昇議員の再質

問で、美術館の職員体制や３月以降の企画展の予定、

運営の見通し等についてお答えをいたします。

　県立博物館・美術館の美術館施設の職員体制につき

ましては、副館長を含め６名の専門職員を配置し、資

料収集や調査研究、展示等の専門性が要求される業務

に当たっております。

　３月以降の企画展としましては、「世界の現代アー

ティスト50人展」を初め、その他５本の企画展を計画

しており、国内外の美術品等を借用して実施する予定

となっております。

　美術館施設では職員体制、企画内容がしっかりして

いることから、他館からの貴重な資料の借用を含めス

ムーズな運営ができるものと考えております。

　県教育委員会としましては、来館者に感動を与える

ような美術館として適切な運営に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　認可外の給食費について動向を見き

わめるというのは、これは何も国の公約じゃないんで

すよ、知事の公約なんですね。ですから皆さんとし

て、これは第一歩として拡充するかどうかということ

を聞いていますので、もう一度知事の方からの答弁を

お願いします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　今の認可外の保育園に対す

る給食費の拡充については、前へ前へと進めていくつ

もりでおります。

○議長（仲里利信君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　こんにちは。

　一般質問を行います。

　アメリカのリンカーン大統領の奴隷解放から１世紀

たった1963年８月28日に、「私には夢がある」とマー

ティン・ルーサー・キング牧師はこう発言してから演

説を始めました。

　国民が立ち上がり、人間は生まれながらにして平等

であることは自明の真理であるという。この国の信条

を身をもって実行する日がいつの日か来るという夢が

あると。

　差別され、虐げられ、行き場のない怒りを込めて、

ルーサー・キング牧師は全世界へ、アメリカ人へ、特

に黒人社会に向かって４つの夢を訴えたのでありま

す。彼のスピーチは、いつ聞いても非常に感動的であ

ります。

　残念なことに、沖縄に住むまた一人の少女の夢が打

ち砕かれました。だれにも夢があり、青春を楽しみ、

希望に向かって情熱を思いきりぶつけ、みずからの人

生を切り開く、そうした人生があったはずでありま

す。彼女のこれからの人生を考えると、思い出すだけ

ではらわたが煮えくり返る思いであります。この子の

一生の重荷と家族の痛みをいやすことは困難なことと

は思いますが、少女にかかわるすべての人々が、少女

のケアと家族の心の安定のためにあらゆる努力をする

ことが今一番重要なことだと思います。そのために知

事を初め関係各位の特段の配慮を望むものでありま

す。

　少女や家族にとってみれば、この件に関する一言一

言の発言が非常に不安を与えているということも、私

たちは常に記憶しておく必要があると思います。

　また、これも残念なことに、２月25日月曜日のテレ

ビ「ＴＶタックル」で、高市元沖縄担当大臣が、高率

補助は米軍基地があるからであり、基地がなければ高

率補助はない。２番目に、地位協定の改定ができない

のは、自衛隊が海外派遣された場合に事件を起こして

現地での裁判を起こさせないためである旨の発言をし

ました。

　政府の沖縄関係の最高責任者でもある担当大臣とし

て、これだけの認識で沖縄に関係する諸課題の解決の

方向を持っていたことに関して情けなく、このような

発言は県民に対して無責任であります。沖振法の提案

理由をいま一度勉強して発言していただきたいものと

思います。

　また、地位協定に関しては、沖縄の認識と非常にか

け離れており、猛省を促すものであります。

　稲嶺知事は、平成18年５月４日、「県民の皆様へ」

という米軍基地再編成に当たって、その中で日米地位

協定についてこう述べています。

　「県としては、渉外知事会が求めているように、

二、三年以内等できるだけ短い期限を設けて、日米地

位協定の抜本的見直し作業に着手するなど実務的な対

応を政府に対して求めていく考えであります。」とし
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ております。あれから約２年がたち、地位協定の抜本

的見直しの先が見えないことは残念であります。

　沖縄の課題を解決するには外部要因の壁が高くて、

前に進めるのは困難を伴います。この高い壁をいかに

して乗り越えていくのか、県民の英知と団結が必要で

あります。

　以下質問いたします。

　１、沖縄振興計画について。

　茨、沖縄振興計画について。

　政府は、沖縄振興開発計画に基づいて1972年から

2007年までに沖縄振興開発事業費８兆3211億円を措置

しました。これは沖縄県及び市町村の歳入決算書の

30％前後を占めております。また、この事業費の30％

から35％は高率補助によるかさ上げが占めておりま

す。このことは、高率補助が県財政に大きく寄与し、

振興開発計画に大きな役割を果たしたと言えます。

　そこで伺います。

　ア、なぜ財政力指数、経常収支比率などの財政諸指

数が全国最下位、または全国の平均以下なのか。

　イ、失業率は全国一、県民所得も県内総生産も全国

最下位、その原因はどこにあるのか。

　ウ、三位一体で高率補助の見直しと検証が必要と考

えるが、県の見解をお示しください。

　エ、高率補助を伴う事業数及び財政計画はどうなっ

ているのか。

　オ、沖縄振興計画の総点検が必要と考えるが、これ

までの進瀧状況はどうなっているのか。

　カ、高率補助による補助金の額はどのように分析し

ているのかお示しください。

　芋、分野別計画について。

　県は、沖縄県振興特別措置法に基づいて、最後の分

野別計画と県任意の７分野及び分野計画に含まれない

５つの政策について発表しましたが、その内容につい

て伺います。

　ア、平成14年度から平成19年度の目標と達成度の比

率はどうなっているのか伺います。

　イ、ウについては削除いたします。

　２、行政投資について。

　茨、公共投資には、①、資源配分、②、所得再配

分、③、経済活動安定化の３つの機能があり、この機

能を効果的に実施することによって現代世代への便益

だけでなく将来世代への便益も図り、社会資本を供給

するものであります。

　そこで伺います。

　ア、この10年間の行政投資の推移と順位について。

　イ、１人当たりの行政投資の推移と順位について。

　ウ、事業の目的別の行政投資の推移と順位及び１人

当たりの推移と順位をお示しください。①、生活基

盤、②、産業基盤、③、農林水産基盤、④、国土保全

投資。

　３、沖縄県の財政について。

　茨、県の財政の特徴は、地方交付税・国庫支出金等

の依存財源の比率が高いことと、特に国庫支出金の占

める比率が高いことにあります。

　ア、そのため、県は自主財源確保のため税制研究会

を発足させたことは評価できます。同研究会の今後の

取り組みと、県が考えている新しい税はどのようなも

のになっているのか伺います。

　４、北部振興について。

　茨、平成12年度からスタートした北部振興事業も平

成21年度で失効することになるが、政府の一方的な政

策の変更により凍結されたり事業がおくれたりした

が、今年度の事業費は市町村に配分されました。しか

し、これを年度内に執行することは困難であり、政府

の配慮が必要であると思います。

　そこで伺います。

　ア、北部振興は確実に21年度まで実施される見通し

はあるのかどうか。

　イ、北部振興事業の目標である産業の振興による雇

用機会の創出、人材育成、定住環境の整備による人口

増などの成果と実績をまとめ、今後の施策に生かすべ

きと考えるかどうか。

　５、基地問題について。

　茨、地位協定の抜本的見直しについて。

　復帰後、地位協定の抜本的見直しについては歴代知

事の政治課題であったが、今日まで改正されたことも

なく、運用の改善で済ませているのが現状でありま

す。

　そこで伺います。

　ア、知事の抜本的見直しとは、地位協定の何条を指

しているのか。

　イ、大田・稲嶺知事も国会や全国及び各種団体等を

回って地位協定の見直しを訴えたが、まだ日米政府を

動かすに至っておりません。知事の今後の対策をお聞

きしたい。

　ウ、私は、平成15年２月28日の一般質問で、県庁内

に弁護士等関係者で構成する日米地位協定改正プロ

ジェクトチームを組織し、改正等を提起する必要があ

るとして質疑いたしました。これに関して知事の所見

を伺います。

　エ、また、政党では民主党の改正案骨子、自民党の

中に「日米の真のパートナーシップを確立する会」の
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案等があります。また、各党とも県の地位協定の見直

し要請には賛同しております。それに国会における決

議、県議会等における決議、労働団体等の決議があり

ます。県は、条文の改正等についてこれらの各団体と

連携を深めながら進める必要があると考えますが、こ

れについて伺います。

　芋、跡地利用について。

　基地返還と跡地利用計画は表裏一体でなければなら

ないと考えます。跡地利用計画が万全でなければ基地

返還はあり得ないと言っても過言ではありません。

　そこで伺います。

　ア、沖縄振興特別措置法に駐留軍用地跡地利用の特

別措置が制定されましたが、有効に機能していないと

考えております。残された期間はあと４年でありま

す。今後の県の方針を伺います。

　イ、嘉手納以南の基地跡地利用には万全を期する必

要があり、早急に跡地利用対策委員会等（仮称）を設

置して対策を講ずるべきと考えるがどうか。

　６、農業問題について。

　茨、有害鳥獣被害防止特別措置法が２月から執行さ

れるが、県の取り組みについて伺います。

　ア、財政上の措置は。

　イ、市町村による被害防止計画の作成。

　ウ、有害鳥獣被害対策の実施隊の設置などについて

伺います。

　芋、有機農業は、食の安全・安心の面からも観光産

業と連動してその推進が求められると思うが、今後の

取り組みについて伺います。

　７、失業問題について。

　茨、県は、沖縄県の地域別雇用計画を策定している

が、その成果について伺います。

　ア、本島北部地域雇用開発計画。

　イ、本島中部地域雇用開発計画。

　ウ、本島南部地域雇用開発計画等について伺いま

す。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田議員の御質問にお答え

いたします。

　基地問題の関連で、日米地位協定の見直しへの取り

組みについてという御趣旨の御質問に対してですが、

確かに議員がおっしゃったように、我々は今まで参議

院の沖特委の委員長さんとか、それから民主党の国会

議員の陰の内閣の外務大臣さん、この間お見えになっ

たときとか、あとは軍転協を通じての内閣官房長官を

初め日本政府、それから大使館等に対して要請という

形でやっておりますが、なかなかこれでは日米両政府

とも動かし切れておりません。ですから、この議会で

申し上げておりますように、どうもアメリカサイドの

部分はアメリカに渡って、アメリカの議会筋から取り

組んでみようかということも含めて、特に今年度はや

り方、内容、それから戦術も含めて、一たんこれは練

り直しをして取り組んでみたいと考えております。ぜ

ひ議会の先生方のお知恵もおかしいただきたいと考え

ております。

　また、この月末には渉外知事会で、地位協定を含む

要請を外務、それから大使館にはやる予定等がござい

ますが、なかなかこれだけでは相手が動かないという

のが実態でございます。

　それから、やはり同じく基地問題に関連して、政

党、各党、各団体との連携はどうかというお話です

が、この地位協定についてはまさにおっしゃったとお

り、きのうは連合の会長さんがお見えになっておられ

ました。やはりお願いをしておきましたし、連合とし

てもしっかりこの地位協定の改定については取り組ん

でいただけるというお話もいただきました。

　したがいまして、御指摘の国会や各県の県議会を含

め労働団体のお力も得て、ぜひもう一度これは練り直

しをして、動かせる戦術を編み出して取り組んでまい

りたいと考えております。ぜひまたお力をかしていた

だきたいと思っております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　沖縄振興計画についての

関連で、財政力指数、経常収支比率についてお答えい

たします。

　平成18年度普通会計決算における本県の財政力指数

は0.288となっており、全国平均の0.464と比較して

0.176ポイント低く、全国で42位の水準となっており

ます。これは、他県に比べて標準的な財政需要額に対

する県税収入等の自主財源の割合が小さいことによる

ものであります。

　経常収支比率につきましては93.0％となっており、

全国平均93.6％と比較しますと0.6ポイント低く、全

国で20位の水準となっております。これは、全国的に

社会保障関係経費などの増により経常収支比率が高ま

る傾向にある中、本県においては平成18年度は県税収

入の増等により一般財源がふえたことが主な要因と

なっているものであります。

　沖縄県の財政についての中で、新税構想と今後の取
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り組みについてお答えいたします。

　国・地方を取り巻く厳しい財政事情の中で、自主財

源を確保するため地域の課題に応じて独自の税源を検

討していくことは重要なことと考えております。現

在、県においては、税務課内に設置した税制研究会に

おいて、新たな税源の可能性について検討を進めてい

るところであります。

　例えば、宿泊施設やレンタカーの利用、本県へ入域

する場合などへの課税について、他府県の状況等も参

考にしながら課題の整理を行っているところでありま

す。

　今後は、本県の実情に即した新税の早期導入に向

け、県民や関係業界からの意見聴取、財政需要とのか

かわり、受益と負担の関係、課税の公平性、県経済に

及ぼす影響などについても十分検討を行ってまいりま

す。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　沖縄振興計画の御質

問の中で、失業率全国一の原因についてお答えしま

す。

　本県の完全失業率が高い原因としては、有効求人倍

率が全国では1.06倍であるのに対し、本県は0.46倍と

全国の半分以下であるなど、雇用の場が不足している

ことや、求人と求職のミスマッチ、若年者等の就業意

識の低さや県内志向に加えて、就業者の増加を上回る

労働力人口増加があることなどが考えられます。

　次に、失業問題の御質問の中で、地域雇用開発計画

の成果についてお答えします。３つの計画について一

括してお答えします。

　県では、地域雇用開発促進法に基づき、地域の産業

振興等により雇用機会の創出を図ることを目的に、昨

年10月に平成22年３月末までを計画期間とした県内５

地域ごとの地域雇用開発計画を策定し、厚生労働大臣

の同意を得たところであります。

　また、これにより地域雇用開発促進地域として国の

支援が重点化されることとなります。計画策定から間

もないことから実績等はまだ明らかではございません

が、国の支援策として、事業所の設置整備に伴う雇い

入れを助成する地域雇用開発助成金や、労働者の職業

訓練等について助成する地域雇用開発能力開発助成金

を県内全域の事業主が活用できることとなっておりま

す。

　今後とも、各助成金の活用を促進して雇用機会の創

出に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　沖縄振興計画についての

御質問で、県民所得、県内総生産が全国最下位である

ことの原因についてお答えいたします。

　本県においては、観光関連産業や情報通信関連産業

などが堅調に推移しているものの、輸送コストの高さ

や市場規模の狭隘さなどもあり、経済成長率は全国を

やや上回る程度にとどまっております。

　あわせて、人口増加率が高いこともあって、１人当

たりの県民所得及び県内総生産については伸び悩んで

いる状況にあります。

　同じく沖縄振興計画との関連で、高率補助に伴う事

業数等、総点検の進瀧状況、高率補助による補助金額

の分析について一括してお答えいたします。

　高率補助を伴う事業数や補助金額等を把握するため

には、個別事業ごとに沖縄と全国の補助率を比較し、

かさ上げ額を算出する必要があります。

　また、対象事業が多岐にわたるだけでなく、年度に

よっては事業が実施されない場合等もあるため、各部

局における毎年度の調査は実施しておりません。

　県としましては、平成20年度から沖縄振興特別措置

法及び沖縄振興計画等の総点検作業を開始することと

しており、その中で検証していきたいと考えておりま

す。

　同じく沖縄振興計画についての御質問で、平成19年

度の達成度についてお答えいたします。

　平成19年度を最終年度とする第２次分野別計画の現

時点における達成状況につきましては、法定４分野の

計画のうち、観光関連産業では観光客数が目標を達成

した一方で、デフレ等の影響で１人当たり観光消費額

が達成困難な状況にあります。

　情報通信産業では、雇用者数や誘致企業数等で目標

を達成しておりますが、農林水産業では価格の低迷等

から生産額が未達成な状況にあります。

　雇用の分野では、新規雇用者数、高校生及び大学生

就職率等が目標を達成する見込みであります。

　県任意７分野の計画では、市場競争の激化等により

製造品出荷額で目標達成が困難であり、電気使用量や

自動車保有台数の増加等により温室効果ガスの排出量

で目標達成が厳しい状況にあります。

　また、公共事業の減少等により、社会資本整備の一

部指標で未達成の見込みであります。

　同じく沖縄振興計画の展望値との比較についてお答

えいたします。

　沖縄振興計画では、人口や県内総生産などのマクロ
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経済数値を展望値として示しております。

　一方、沖縄振興計画の分野別計画では、入域観光客

数を初め各分野ごとに200を超える目標数値項目を示

しているところであります。

　マクロ的な展望値とミクロ的な分野別計画等の目標

数値とは直接的な比較はできませんが、分野別計画の

数値目標の達成に向けた取り組みが総体として展望値

の実現につながっていくものと考えております。

　次に、行政投資につきまして、行政投資の推移と順

位につきまして一括してお答えいたします。

　平成８年度と直近の平成17年度の行政投資を比較す

ると、金額で6084億円から4311億円に減少しているも

のの、順位は31位から20位へ上昇しております。同様

に、１人当たりの投資については、全国を100とした

場合、122から159へと増加しており、17位から９位へ

と上昇しております。

　目的別の投資につきましては、生活基盤では2715億

円から2027億円に減少しているものの、順位は27位か

ら18位へと上昇しております。１人当たり投資につい

ては、112から154に増加しており、11位から２位へと

上昇しております。

　産業基盤では、1745億円から1183億円に減少してい

るものの、順位は21位から10位に上昇しております。

１人当たりの投資については、173から220へと増加し

ており、９位から６位へと上昇しております。

　農林水産基盤では、892億円から651億円に減少して

いるものの、順位は20位から４位へと上昇しておりま

す。１人当たりの投資については、186から287に増加

しており、16位から15位へと上昇しております。

　最後に、国土保全では、290億円から177億円に減少

しており、順位は47位で変わりません。１人当たりの

投資については、67から66と横ばいで、順位も同様に

42位から43位へと横ばいで推移しております。

　次に、北部振興についての御質問で、北部振興事業

の21年度までの実施の見通しについてお答えいたしま

す。

　北部振興事業の平成20年度予算案については、内閣

府において公共事業50億円、非公共事業50億円、計

100億円が計上されております。

　県としましては、市町村提案等の事業計画に沿っ

て、平成21年度まで確実に執行されるよう国に求めて

まいります。

　同じく北部振興についての御質問で、北部振興事業

の成果及び実績と今後の施策についてお答えいたしま

す。

　北部振興事業では、ＩＴ関連企業を主体に約1600名

の雇用の創出を実現しており、また約160名のＩＴ・

金融分野における人材の育成を図っております。

　平成19年10月の北部圏域の人口については、平成12

年10月に比較して4300人増加しております。

　県としましては、今後とも北部市町村との十分な調

整を図りながら、県土の均衡ある発展に向けた諸施策

について検討してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農業問題

についての御質問で、有害鳥獣被害防止特別措置法の

施行に伴う県の取り組みについては、関連しますので

一括してお答えいたします。

　「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のため

の特別措置に関する法律」は、平成19年12月に公布さ

れ、２月21日から施行されています。

　国においては、鳥獣被害防止総合対策事業等の予算

措置を行うとともに、地方交付税制度を拡充する財政

措置を行っております。

　国の財政支援を受けるためには、市町村が被害防止

計画を作成する必要があります。

　市町村は、当計画に基づき、対象鳥獣の捕獲や被害

防止施策を実施するため、鳥獣被害対策実施隊を設置

することができます。実施隊には市町村職員や市町村

長が任命する者を実施隊員として置くことができま

す。

　県としましては、今後説明会等を実施し、被害防止

計画の作成に必要な情報の提供や技術的な助言を行う

とともに、市町村、ＪＡ等関係団体と連携の上、被害

防止に取り組んでまいります。

　次に、有機農業の取り組みについてにお答えいたし

ます。

　化学農薬や化学肥料に依存しない有機農業や環境保

全型農業は、安全・安心な農産物を提供するととも

に、環境への負荷の軽減に配慮した持続的な農業とし

て極めて重要であると考えております。

　県では、これまで化学農薬及び化学肥料を３割低減

するエコファーマーの認定を262件、５割低減する特

別栽培農産物の認証を69件行っております。また、化

学農薬や化学肥料を使用しない有機ＪＡＳの認定を受

けた農家は53戸となっております。新規事業である有

機農業支援事業は、有機農業推進法に基づき有機農業

を推進するものであります。

　具体的には、県の推進計画策定に向けた協議会の設

置、先進地視察、実態調査、地域に適した栽培技術の
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開発、実証展示圃の設置、有機農業に関する普及指導

の強化を図るため、研修会への派遣や現地検討会の開

催等を行います。

　今後とも、環境保全型農業を推進するため各種施策

に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　県が見直しを求めてい

る地位協定の条項についてお答えいたします。

　県が見直しを求めている日米地位協定の条項は、第

２条から第５条までと、第９条、第13条、第15条、第

17条、第18条、第25条の11項目であります。

　次に、日米地位協定見直しに係る庁内プロジェクト

チームについての御質問にお答えします。

　現在、県が要請している日米地位協定の見直しの内

容については、関係市町村の意見も聴取しながら十分

に検討を重ねた上で、具体的項目を取りまとめたもの

でありますので、御理解いただきたいと思います。

　県としては、引き続き渉外知事会等と連携しながら

粘り強く取り組んでいきます。

　次に、跡地利用の特別措置についてお答えします。

　沖縄振興特別措置法は平成23年度で失効しますが、

跡地利用の取り組みは今後本格化することから、県と

しては現行の枠組みの継続はもちろんのこと、新たな

制度の検討も含め、きめ細かな対応を政府へ求めてい

く考えであります。

　次に、跡地利用対策についてお答えします。

　県は、駐留軍用地の有効かつ適切な利用の促進を図

るため、沖縄振興計画に基づき、平成 14年８月に設

置された「跡地関係市町村連絡・調整会議」等の場を

活用し、県と跡地関係市町村との密接な連携を図って

おります。

　同会議においては、個々の跡地の課題の解決に向け

た取り組み等について県と市町村の連絡調整が行われ

ております。

　御質問の跡地利用対策委員会等（仮称）の設置につ

いては、今後、その設置の必要性等について検討して

まいりたいと考えています。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　提言をしながら再質問いたします。

　農林水産部長、この有害鳥獣対策ですが、平成15年

から平成19年まで県がカラス捕獲箱で予算措置したの

が206万円、市町村がやったのが288万2000円でして、

市町村が予算措置としては大きいわけですね。

　したがって、今後、この有害鳥獣被害対策法ができ

て、どういう形で今後の対策を進めるのか、県の独自

な取り組みはどうなるのかお伺いします。

　そして、この有害鳥獣の生息の実態、これはどう

なっているのか。これは文化環境部が調べるのか、農

林水産部が調べるのか、これは今年度の予算に計上さ

れているのか、されていないのか。現在の生息数だけ

教えてください。カラスとか、シロガシラとか、ヒヨ

ドリとかわかったら教えてください。

　それから観光商工部長、この失業問題についての地

域別雇用計画ですけれども、北部地域と本島中部地域

を読みましたら、非常に北部地域が悪い状況ですけれ

ども、その中で金武とか恩納、宜野座は中部地区に

入っていて北部地域に入っていない。こういう分け方

はいかがなものかなと。

　我々は、北部地域として北部振興として失業問題だ

とか、定住問題だとか、雇用創出をやろうと言ってい

るのに、なぜこの中にちぐはぐになっているのか。こ

こをちょっと明らかにしていただきたいと思います。

　それから沖縄振興特別措置法ですけれども、高率補

助は大体幾らかということで企画部長にもいろいろお

教え願ったんですが、全然出てこないわけですよね、

これは今までかさ上げ分幾らかと。

　私は、内々の調査で平成２年度が760億円、それか

ら平成元年が748億円、そしていっぱいあって、平成

12年までは僕も大体承知しているんですよ。合計して

大体平成元年から平成12年まで１兆1180億円がかさ上

げ分としてあるわけですね。

　沖縄県が2006年に私に報告したのが、沖縄県市町村

の歳出決算額に占めるかさ上げ分は約56億円として

やったんです。これは乖離があり過ぎるものだから、

これは本当なのかなと信じがたいのがあるわけです

ね。

　僕はやはり高率補助とか沖縄振興特別措置法を進め

るんだったら、このところを分析をしてどれだけのか

さ上げ分で効果があったのかどうか。

　それから高率補助が10分の５と10分の８、本土は10

分の５だけれども、後の10分の５をどういう形でまた

起債されるのかとか、そこも分析して初めてこの高率

補助の効果があらわれてくるんじゃないのかなと思い

ますので、この辺はぜひ後で分析をしていただきたい

なと思います。

　それから、僕は行政投資、それから受益率という形

でこれまでやってきましたけれども、僕が行政投資し

ているのは、今、企画部長が言っているようなことで
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はなくて、いわゆる財政力指数0.3以下の県を抽出し

たら大体15県なんです。この15県のうち、行政投資が

一番高いのはもちろん島根県ですね。そういうことが

あるわけですけれども、我が方がこの類似県に比べて

18位だとか、７位とか、９位とかそういうことなんで

すよ。

　僕が言っているのは、例えば今まで高率補助が１兆

1180億円も投資された。そして基地関連もある、それ

から北部振興だとか、島懇事業もある。なのに、行政

投資はこんなに少ないのかなということを僕は問題に

しているわけです。

　ですから、そのことを通してこれからの振興開発を

考える場合に、これを考えなければちょっと高率補助

だけで、はい続けましょうということにはならないだ

ろうと。実際、データから見ると、行政投資としては

少ないわけだから。僕はトップに行ってもいいんじゃ

ないかとこれまでそのように思っているわけですか

ら、この辺、企画部長、今後の対策をどうするのかと

か、徹底的に分析をする必要があるんじゃないかと私

は思っています。

　そして２点目は、いわゆる補助金が廃止されたとき

に、いわゆる国庫補助負担金が廃止に伴ってその補足

分を財政移譲額入れましたね。それからその法律が廃

止されたので、この補足分についてはいわゆる特別交

付金を入れました。

　ですから、今度、私たちもかさ上げ分については、

もし仮に法律が廃止された場合、あるいは廃止されな

くてもこのかさ上げ分は特別交付金として一般財源か

ら入れて、それをまた沖縄県が主体的に活用できるよ

うな仕組みをつくったらどうかと、そういうことを常

日ごろ思っております。

　それからもう一つは、高率補助というのはいつも都

市と農村一緒なんですよ。例えば公共下水道をすると

那覇は黒字になるわけ、集中しているから。しかし、

本部町とかヤンバル、田舎、もちろん離島を含めて、

これは高率補助が同じ10分の６だったら赤字になるの

は当たり前なんですよね、集中していないから。借り

る人も少ない。

　そういう意味で、今後の高率補助に伴っても差別化

というか、高低差をつけるとか、そういう方法も必要

だろうと私は思っております。

　それから、先ほど言った、これから高率補助を伴う

事業数、これはどういうことかというと、この事業数

というのは今後４年間、あるいは今後続けるんだった

ら高率補助を伴わず事業数を徹底的に分析をして、こ

れだけの資金が必要なんだということをやらなけれ

ば、とてもじゃないけれども財政計画出てこないわけ

ですよ。各市町村は３年、５年かけて財政計画をつく

るわけだから。ここをぜひとも各部そういう事業、例

えば学校なんかたくさんあるでしょう。もう復帰後33

年になってこの高率補助を使っているわけだから、今

度はもうぶち壊して新しく建物つくるわけですから、

そういうところをぜひ考えてやるべきじゃないかなと

思います。

　それから新しい税制については、これはレンタカー

についてもかなりここで僕は提案をしましたし、それ

からもう一つは地位協定に伴う免除ですね。これは僕

の大体予測では23項目ぐらいあります。これをいかに

して特別措置みたいな法律をつくって取り戻すかとい

うことも大事だと私は思っております。

　それから、私は国税を調べました、酒税。これは名

護なんかもオリオンビール主体にしてあるわけですか

ら、国税が80億ぐらいあるわけですね、80億。そうす

ると、沖縄は観光立県ですからたくさんいろいろ出て

くるんですね。こういう観光立県としてこの酒税をい

かにして我が方に還元させるかということも大事じゃ

ないかなと思います。

　それから最後に、今、県が米軍人に対する研修制度

やりました。私はまず、そういう出すことも大事なん

だけれども、海兵隊の内容をやっぱり知る必要がある

と思うんです。海兵隊の80％が20歳前後なんですね。

海兵隊の主要な基地のキャンプ・ハンセン、キャン

プ・シュワブは住宅がないです。だから、幹部は全部

通勤です。海兵隊はまた給料が少ない。使用できる給

料が少ないわけですね。また、海兵隊は６カ月ロー

テーションであるということも含めて、そういう意味

で、この対策についてはかなりいろんな海兵隊の分析

をして対策をしてもらうようお願いいたしまして、も

し今の私の提言に対して知事、いろいろ答弁があれば

聞かせてください。

　終わります。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田議員のいろんなお話を

いただきまして、我々も日ごろ考えているところをず

ばずばと御指摘をいただき、ぜひこれから４年後に振

興法が切れる中でどう対応していくかも含め、きちっ

と勉強してまいりたいと考えております。

　特に、原理的には高率補助制度があればそれに伴っ

て財政需要がむしろ小さくなって、交付税、交付金と

いうのは原理的には小さくなるという、大枠としては

そういう原理がありますよね。
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　ですから、おっしゃったように、米軍基地が存在す

るためにいろんな国からの支出があったにしても、交

付税、それから補助金、政府からの支出を全部集めて

県民１人当たりでぱっと割ったら沖縄が断然一番かと

いうととんでもない話でして、実はむしろ沖縄より11

県ぐらいまだまだもらっているところがあるわけです

ね。

　ですから、我々が実際にトータルにどれだけ、基地

の存在もありながら、よく言われている話というのは

俗説になっていまして、もっとある意味で我々は視点

を変えて頑張ってみたいとは思っております。

　ちょっとここら辺は復帰36年たって我々が考えてい

た以上に、実はむしろ沖縄県自身の努力でもってここ

まで来た面が強いというふうに理解しておりますが、

きちっと分析をして次へつなげてまいりたいと考えて

おります。

　それから海兵隊についての分析・研究は、確かに租

田議員は金武町長もおやりになってよく知っておられ

るので、もう少し今回の事件も含めて改めてまた研

究・分析をきちっとやってまいりたいと思います。

　この点は、各議員からいろんな御意見、御質問の中

でも、私どもの情報もどちらかというと不足ぎみの観

を実感しておりますので、きちっと勉強し、次の対応

に間に合うようにやってまいりたいと考えておりま

す。

　その他たくさんございますが、以上のような所感で

ございます。

　ありがとうございました。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは鳥獣被害

対策への県の予算措置についての再質問にお答えいた

します。

　県におきましては、鳥獣被害防止対策として園芸ブ

ランドステップアップ事業、自然災害に強い園芸産地

育成事業等の中で、平張り網かけ施設やカラス捕獲箱

等の整備に対応できるよう予算を計上しているところ

であります。

　園芸ブランドステップアップ事業につきましては、

補助金額1736万1000円、自然災害に強い園芸産地育成

事業につきましては1180万円、パイナップル構造改革

特別対策事業につきましては3255万6000円となってお

ります。この中で、市町村と調整し対応することとし

ております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　有害鳥獣の生息数等

との関連についてお答えいたします。

　有害鳥獣について、今、本県が有害鳥獣として指定

しているものにつきましては、イノシシであり、ハシ

ブトガラスであり、あるいはタイワンシロガシラ等９

種程度許可基準として有害鳥獣に指定してございます

が、県全体の生息数については掌握し切れてない状況

にあります。

　ただ、北部地域におけるカラスの生息数につきまし

ては、平成18年度に県と環境省でそれぞれ名護市及び

今帰仁以北の北部地域で調査した結果によりますと、

約4000羽が北部地域にカラスが生息しているという状

況がございます。

　有害鳥獣に対する対応なんですが、１つには狩猟の

対象として捕獲して、狩猟鳥獣に指定して捕獲すると

いうことと、それから有害鳥獣に指定して捕獲すると

いう両方の絡みで捕獲作業をやっている状況にありま

す。

　カラスにつきましては、平成18年度で沖縄県内で約

4197羽が捕獲されている状況がございます。

　先ほどの御質問の中の、鳥獣による農林水産業の特

措法の絡みにおきましては、市町村でも捕獲できるよ

うな状態で権限移譲ができるように法改正がなってお

りますので、今後につきましては、市町村に対しての

権限移譲も含めて対策を考えていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　地域雇用開発計画に

ついての御質問にお答えします。

　地域雇用開発計画は、雇用開発促進地域ごとに策定

することになっておりまして、これは法律に基づいて

公共職業安定所所管の管轄の区域ごとに策定するとい

うことで、恩納村、宜野座村、金武町は中部地域のハ

ローワークの範囲に入っております。それから浦添

市、西原町は南部地域ということで、それぞれの地域

ごとに策定されております。

　手続上は市町村長の意見を聴取して、それから国に

おいて関係機関の同意を得て計画が策定されます。市

町村と調整しながら策定を進めておりまして、北部振

興策等市町村の計画を踏まえて策定されております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　砂川佳一君。

　　　〔砂川佳一君登壇〕
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○砂川　佳一君　私の好きだった山口百恵さんの歌の

中に「これっきり、これっきり、もうこれっきりです

か」という歌があります。知っていますか。

　実は私にとりまして、今議会がこれっきりの最終、

最後の質問時間であります。いよいよクロージング、

締めの正念場でありまして、立つ鳥跡を濁さず、でき

れば格好よく、潔く、いい後ろ姿でこのお世話になっ

た議場を去って、未練もなく、原産地ワッター島に

帰っていきたいという思いで、風前のともしびながら

精いっぱい、残り火の情念を燃やして頑張って努めさ

せていただきます。どうか答弁者も、茶道でよく言う

「一期一会」の心で取り組んでいただきますよう最後

のお願いを申し上げていたします。

　もっとも、今議会の議題もやっぱり島々の自立発展

とその課題・島嶼振興策でありまして、私はこれしか

できないのじゃなく、これしかやらないのでありま

す。いいですか、皆さん。沖縄県政の最優先課題は、

道州制の議論をまつまでもなく、琉球列島島々の存在

意義を輝かすことが大事であります。そして島嶼経済

の自立発展策が最も優先課題であることを主張しなが

ら本題に入ります。

　１、広辞苑によると、離島とは、陸地から遠く離れ

ている島であり、島嶼とは、「しま、島々」の意味で

あるとしています。つまり、離島という言葉は、離れ

ていることを強調した言葉であり、島嶼は島そのもの

を指す言葉であるとする。

　島々を地理的に離れている単なる惑星のような視点

ではなく、独立完結した空間、外部との相互作用で有

効に生かし合う空間と見る視点でもって、島々の課題

である医療格差、教育、情報産業格差、雇用、廃棄物

処理、物流などの格差是正に完結型の視点で課題解決

に取り組むことが求められると強く主張するものです

が、知事はこの点に関してどのようにお考えでしょう

か。御所見を賜りたいと思います。

　２、台湾―宮古直行便開設についてであります。

　昨年12月、仲井眞知事を先頭に台北旅行博へ参加さ

れた際、中華航空の副社長が子会社のマンダリン航空

を利用した宮古、石垣路線の開設を実際に検討したと

のことで、さすがトップセールスの効果が発揮された

ものであると喜んでおります。

　そこで、この際、台湾の基隆市と最も友好関係の深

い宮古―台湾への直行便開設に向け、その後、県はど

のような取り組みをしているのか、ぜひ台湾―宮古下

地島直行便開設に向け真剣に取り組んでいただきたい

ということを宮古群民の総意として要請しながらの質

問であります。

　開設に向けての必要なことは、入国管理局、あるい

は関税チェックコーナーなどのほかにどのような機関

施設が必要なのか、どのような仕組みになっているの

かについてお尋ねいたします。

　なお、宮古―台湾の直行便の開設に向けては、地元

宮古島市でも伊志嶺市長を初め、関係団体総出で直行

便開設に向け団結して運動を展開することを準備して

いることを、私も一緒に参加することを責任を持って

申し添えながら、ぜひ早期実現に向けて積極的な取り

組みをしていただきますよう県の考え方をお示しくだ

さい。

　３、県道90号線（下地島空港佐良浜線）の早期整備

について。

　当地区は、伊良部島の北東部に位置し、島の表玄関

として物流の拠点としての佐良浜港に面した集落で、

これまで遠洋漁業の基地として栄え、追い込み漁やパ

ヤオ漁等が盛んで、県内有数の漁獲高を誇る漁港を中

心とした地域でありますが、集落内道路は漁村集落に

よく見られがちな狭隘な道路網で長い間未整備のまま

であり、緊急車両の通行にも支障を来し、県民の安

全・安心な暮らしの観点からも大変な状況でありま

す。

　さらに、近年は定期客船の大型化やカーフェリーの

就航に伴い、観光客、来島者の増加とともに交通量が

増大し、歩行者も危険にさらされております。島の表

玄関の県道として、伊良部架橋へ通じるアクセス道と

して、安全で安心な魅力ある地域づくりのための県道

90号線の早期整備が望まれております。このことに関

して県の方針を伺います。

　４、バイオエタノール事業への県の取り組みについ

て。

　政府においては、我が国におけるバイオエタノール

混合ガソリン、通称Ｅ３の利用拡大に向けて、現在あ

るいは新たなバイオマス資源を活用した実証実験を各

地で進めておりますが、県内では宮古島市及び伊江村

において実施されております。

　現在、宮古でも公用車500台に実際使われていて、

今後は宮古全体で２万台にバイオエタノールを実際に

使用することを目指して活動を続けていますが、これ

に注目した小泉元総理が14日早朝、直行便で宮古まで

来島し、宮古島エコアイランド自民党視察団として、

川口順子環境調査会長ほか、経済産業省、農水省など

の幹部とともに関係機関を視察され、宮古はアジアを

代表する環境モデル都市になるポテンシャルを持って

いると評価していただきました。

　さらに、同行した内閣府職員が私に耳打ちしたの
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は、ことしの６月ごろ、環境モデル都市を全国から10

カ所募集するということで、そのときはぜひ宮古も手

を挙げてほしいとのことでしたし、そして川口順子参

議院議員からも、新エネ特区として、構造改革特区と

して取り組んでみてはどうかというアドバイスを受け

ました。

　国・政府が進める新エネ政策に県も連携して取り組

み、環境問題に大きく貢献すべきだと考えますが、宮

古島市と一緒になって宮古島市をバックアップし、宮

古島市バイオマスタウン構想実現に向け、具体的な御

指導あるいは支援策を示していただきたいと思います

けれども、そのことに関して見解をお示しください。

　５、プロ野球キャンプ地としての沖縄について。

　冬到来、今まさに日本列島各地では大雪注意報が報

じられる中にあっても、我が沖縄の２月といえば、一

番桜とともにプロ野球キャンプの球春から始まりま

す。ことしから石垣島での千葉ロッテマリーンズが加

わり、過去最高の９球団が日本一を目指してさわやか

に元気よく２月からスタートを切るのであります。国

内球団12球団中９つの球団が沖縄キャンプ、実に国内

球団の75％が沖縄に集結されます。75％、どこかで聞

いたことはありませんか。日本国内の米軍施設、沖縄

にある占有施設の割合と全く同じ数字ですが、同じ

キャンプであっても何の因果関係もないのでありま

す。念のため。

　プロ野球は、御案内のように、少年から大人まで楽

しめる国民的人気スポーツで、平和の象徴として県民

挙げてキャンプを歓迎し、なお一層の拡充を進めてい

くべきだと考えます。

　そのことに関して、①、県はそのプロ野球の経済効

果、または教育効果、観光立県としてのイメージ戦略

効果などどのように評価されているのか、数字も含め

てお示しください。

　②、ところで３球団が久米島、宮古島、石垣島と、

輝く離島でキャンプを受け入れております。これは誘

致から始まって現在でも協力団体をつくっての受け入

れであります。それぞれの負担があるわけですけれど

も、それぞれの自治体、久米島、宮古、石垣の自治体

に対して県は財政的あるいは人的負担に対してどのよ

うな支援策をとっているのか伺っておきます。

　③、プロ野球のキャンプ地についてこれからもなお

一層継続して、沖縄をプロ野球のキャンプ地のメッカ

として持続して進めるべきだと考えますが、このこと

に関してどのように取り組まれていくのか具体策をお

示しください、伺います。

　さらに、人気球団として知られる巨人軍やソフトバ

ンクの誘致についてどのように考えているのかについ

ても伺います。

　以上、知事の歯切れよい、元気のいい使命感にあふ

れた御答弁をお願い申し上げます。

　残り時間もありませんのでとりあえず終わりまし

て、答弁によっては再質問をさせていただきます。

（拍手）

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　砂川議員の御質問に答弁さ

せていただく前に、２期８年間にわたり、長い間、県

政に対する御貢献、また御労苦に対し心から感謝申し

上げます。

　それでは議員からの御質問にお答えいたしたいと思

います。

　まず第１に、離島県と島嶼県の呼称といいますか、

それについて、島々を見る視点についてという御趣旨

の御質問にお答えしたいと思いますが、一般的に離島

県とは、本土に重きを置き、それから離れているとい

う不利的な視点からの呼称でありますが、島嶼県とい

う呼び方は、島に重きを置き、これらが有機的に結び

ついているという視点からの呼称であると考えており

ます。

　県といたしまして、この両者の明確な定義づけを

行ってはおりませんが、沖縄振興計画では、沖縄は島

嶼県であると記述いたしており、昨年末に取りまとめ

られました国土形成計画（全国計画）の原案でも、沖

縄県は本土から遠隔の島嶼県として独自の圏域を形成

していると記述されております。

　御指摘のとおり、独立完結した空間、そして外部と

の相互作用空間としての島に重きを置いた視点は大変

重要であると考えております。これらの視点を踏まえ

て、また21世紀ビジョンの今議論をしておりますが、

離島県の島々で成り立つ沖縄の展開について、先ほど

の砂川議員のお考え、視点もぜひ取り込ませていただ

きまして、新しい展開に持っていきたいと考えており

ます。

　無論、新石垣空港とそれからの発展による石垣と、

それから大きな飛行場を持つ宮古島の展開、そして那

覇空港の新しい滑走路という、トライスターのような

エンジンを持った島嶼でもって次の新しい経済の発

展・展開に資するエンジンだと我々は考えておりま

す。

　次に、バイオエタノール事業への県の取り組みにつ

いての御質問にお答えいたします。

　現在、宮古島市におきまして、内閣府、環境省、そ
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して経済産業省等が連携をして実施しておりますバイ

オエタノール実証事業は、地球温暖化対策や地産地消

型エネルギーの開発、地域及び農業振興の観点から、

沖縄県にとりまして有意義な事業であると認識をいた

しております。

　しかしながら、Ｅ３燃料の島内全域への普及に向け

ましては、廃液処理の技術の確立や供給施設の整備な

どの課題があると考えております。

　県といたしましては、宮古島市におけるＥ３燃料の

普及がバイオエタノールの製造やさとうきび生産を初

めとする地域の産業にとりまして、新たな需要の開拓

やそれに伴う雇用の創出等が期待できることから、関

係団体で構成する「Ｅ３実証事業宮古地区協力会」と

連携し、Ｅ３燃料の普及に努めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、プロ野球キャンプ地としての沖縄について幾

つかの御質問をいただきましたが、１番目の御質問に

お答えしたいと思います。

　まず、温暖な気候に加えて、市町村や関係団体等が

積極的な誘致活動を行ってきた効果もあり、ことしか

ら石垣島でキャンプを行う千葉ロッテマリーンズを含

め、沖縄県ではセ・パ両リーグ12球団中９球団が春季

キャンプを行っております。

　キャンプの模様は連日各種メディアによって全国に

向け発信されております。沖縄のＰＲ効果や誘客効果

ははかり知れないものがあると考えます。

　また、民間の調査によりますと、キャンプ期間中に

選手や球団関係者、そして報道関係者等がもたらす宿

泊や飲食に伴う経済効果も、昨年実績で53億円余りと

なっており、多大なものがあると思います。

　さらに、「少年野球教室」などを通じて一流選手に

間近に接することにより、青少年の健全育成や競技力

向上にもよい効果を与えており、沖縄での春季キャン

プを高く評価いたしているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　台湾―下地島空港の直行

便開設についての御質問にお答えいたします。

　国が推進する「アジア・ゲートウェイ構想」におい

ては、航空自由化（アジア・オープンスカイ）が最重

点項目に位置づけられ、今年度、韓国や香港との航空

自由化、地方空港への新規路線開設等の自由化が実現

したところであります。

　国際チャーター便についても、昨年９月に国土交通

省が運航頻度制限を撤廃したことから、地方空港への

運航が増加しております。

　「アジア・ゲートウェイ構想」を受け、本県としま

しても取り組み方針を策定し、その中で国際航空ネッ

トワーク拠点の形成に向けて取り組むこととしており

ます。

　台湾―下地島空港直行便については、これまで

チャーター便運航の実績がない状況ではありますが、

今後の台湾及び地元双方の需要喚起により実現が可能

になるものと考えており、県としてもその動向を見き

わめつつ積極的に対応してまいります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは県道90号線

の改修についての関連で、伊良部佐良浜からＪＡ佐良

浜店前の道路改良についての御質問にお答えいたしま

す。

　下地島空港佐良浜線における佐良浜集落内の道路

は、線形が悪い上に勾配が厳しいことから、改良に向

け検討した経緯があります。

　検討を進める中で、拡幅に伴う墓地等の移転に際し

所有者の合意が得られなかったこと、縦断勾配を緩和

するためには段差が生じ、道路隣接地への乗り入れ等

の問題が発生したこともあって、地域の合意に至らず

事業化できなかったものであります。

　そのため、県では、地元の理解を得て代替道路とし

て長山港佐良浜港線バイパス道路の整備を進め、平成

12年度に供用しております。

　また、県では、当該地域において伊良部大橋の整備

を進めており、橋の供用後は伊良部島内の交通状況は

大きく変化するものと考えております。

　このような状況から、伊良部大橋供用後の島内の交

通状況変化を踏まえた上で、要望区間の整備について

検討していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　バイオエタノール事

業との関連で、宮古島市に対し環境モデル都市を進め

ることについてお答えいたします。

　環境モデル都市は、温室効果ガスの大幅な削減など

に高い目標を掲げ、先駆的な取り組みにチャレンジす

る都市を10カ所選定することになっており、現在、国

の地域活性化統合本部会合において実施に向けた検討

が行われていると聞いております。
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　県内では、「エコアイランド宮古島構想」を策定中

である宮古島市が立候補を検討しており、同市におい

ては、バイオエタノールアイランド構想が政府により

進められるなど、環境モデル都市への状況が整いつつ

あります。

　県としましては、環境モデル都市の推進が地球温暖

化対策のみならず、生産活動と生活・暮らしの両面で

地域の活力と多様性を引き出し、持続可能な成長を促

すことから、立候補する都市に対して取り組み内容の

選定や実施について連携・協力していきたいと考えて

おります。

　次に、エコアイランド宮古島を環境特区として申請

することに対しての県の取り組みについてお答えいた

します。

　構造改革特別区域、いわゆる特区については、地方

公共団体等の自発的な発案により地域の特性に応じた

規制の特例措置を導入するものであり、環境分野につ

いては神奈川県川崎市の国際環境特区、青森県の環

境・エネルギー産業創造特区などがあります。

　なお、宮古島市においては、現在、エコアイランド

構想を策定中でありますが、環境特区の申請に向けた

具体的な取り組みは実施されていないとのことであり

ます。

　県としましては、環境モデル都市との関連も含め、

宮古島市の動向を見守りつつ連携・協力をしていきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　プロ野球キャンプ地

としての沖縄の御質問の中で、プロ野球キャンプ地に

対する県の支援策についてお答えします。

　プロ野球キャンプを初めスポーツコンベンションの

受け入れについては、受け入れ市町村が主体となって

行うとともに、県は、県知事を会長とする沖縄県ス

ポーツコンベンション振興協議会を通して支援を行っ

ております。

　プロ野球キャンプについては、本島・離島を問わず

地元主催の歓迎セレモニーへの知事等の出席及び特産

品の贈呈を行っております。

　また、今年度は協議会としてキャンプ地を訪れる

ファンの利便性向上などを図るために、各キャンプ地

周辺の観光施設や飲食店の情報を掲載した「プロ野球

キャンプ地ガイドブック」を作成し、各市町村に配布

しております。

　次に、キャンプ継続に向けての具体策についてお答

えします。

　プロ野球春季キャンプが継続実施されるためには、

地元と球団が良好な関係を維持することが肝要である

と考えます。

　そのためには、地元市町村においては球団側の要望

等に誠実に対応することはもとより、キャンプ実施に

よるメリットを最大限生かせるよう工夫を凝らし、地

元住民の理解を得ることも重要であると考えます。

　県においては、今後とも、知事等が激励のために

キャンプ地を訪れ、地元特産品の贈呈を行うほか、国

際通りに歓迎バナー幕を設置するなど、県を挙げて歓

迎ムードづくりに努めるとともに、市町村と連携を図

り、キャンプの継続実施に取り組んでまいります。

　次に、巨人、ソフトバンクの誘致についてお答えし

ます。

　プロ野球巨人軍のキャンプ誘致につきましては、昨

年３月に那覇市長が球団に対して正式に要請を行って

おり、県としては、那覇市の取り組みを積極的に支援

したいと考えております。

　その他球団の誘致につきましても、地元の動向把握

に努め、誘致を希望する市町村の取り組みを支援して

いきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　砂川佳一君。

　　　〔砂川佳一君登壇〕

○砂川　佳一君　あえて再質問はいたしません。

　ただ、知事から先ほど冒頭で激励の言葉をいただき

ましたので、一言だけ御礼申し上げたくて登壇いたし

ました。

　2000年にこの議場に来まして、叱咤激励というかい

ろいろ御指導、訓練をさせていただきました。心から

御礼申し上げます。

　ただ、健康管理のまずさでこういう状況になりまし

たけれども、我が議会生活に悔いはありません。つえ

はあります。今後は、ここで皆さんから指導を受けた

ことを十分私なりに消化いたしまして、地域振興のた

めに頑張っていきたいと思っております、つえを携え

て。

　まことにありがとうございました。

　終わります。（拍手）

○議長（仲里利信君）　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　南城市の嶺井光であります。

　先週の23日の土曜日に、南城市のあざまサンサン

ビーチを主会場に健康増進スポーツ大会、国際ジョイ

アスロン大会が開催されました。御参加いただいた幼
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児から高齢者まで約700名、この皆さんには琉球民族

発祥の地、海と緑と光あふれる南城市の自然・歴史・

文化を満喫していただいたものだと思っております。

　本大会は、現代人が求めている健康・長寿、いや

し、そして歴史・文化の再発見を自然との触れ合いの

中で体感することを目的にしております。どうぞ、今

後とも多くの県民の皆さんが南城市を訪れて、歴史・

文化の薫る自然に触れて、健康の再発見をしていただ

きたいと思います。

　それでは通告の質問に入ります。

　順番を幾つか入れかえていきますが、大きな３番、

観光振興についてを最後に回したいと思います。

　まず大きい７番の、我が会派の代表質問との関連か

ら１件だけ、米兵による少女暴行事件についてであり

ます。

　連日、代表質問、一般質問においても各議員から強

い指摘がありますように、人間としての尊厳をじゅう

りんする極めて悪質な犯罪であり、県民を踏みにじる

絶対に許せない行為であります。このことについて

は、仲井眞知事も真剣に取り組み、訪米も視野に入れ

た対応の答弁もありました。

　この事件発生を受けて、知事御本人は具体的にだれ

だれに再発防止策等を要請したのか、いま一度お伺い

いたします。

　また、今、来日しているライス米国務長官に対して

も、絶好の機会でありますから直接要請すべきではあ

りませんか、対応を伺います。

　１番目に戻りまして、多様な人材の育成と文化の振

興について。

　私は、人づくりを基本に、地域に活力をというテー

マでこれまで活動をし、人材育成を訴えてまいりまし

た。

　今、学習指導要領が改訂されようとしております

が、教育は何と言っても環境が大切であります。

　現在の学習指導要領は、ゆとりの中で子供たちが自

分の課題を見つけ、みずから学び、みずから考え、主

体的に判断し行動する、すなわち「生きる力」を身に

つけることを重視して基礎・基本の確実な定着を目指

しております。

　その具体的な実現に当たっては、幼児・児童生徒が

自分の興味・関心のあることにじっくり取り組み、伸

び伸びと過ごせるようにする。そこから他人を思いや

る心、自他の生命や人権を尊重する心、美しいものや

自然に感動する心など、豊かな人間性や社会性をはぐ

くむため、教育活動全体を通して心の教育を進めてき

ました。

　今回の学習指導要領は、学力低下に対する対策なの

だろうか。知識偏重の詰め込み教育の反省から生まれ

たゆとり教育から授業時間数、内容をふやすことに

なっております。

　学力は、知・徳・体の調和であり、授業時間数をふ

やすのみでは高まらないと思います。教師と子供が

しっかりと向き合える環境をつくることが大切なので

あります。

　教育は、施設環境、社会環境、人的環境等がありま

すが、中でも学校現場では人的環境が大切であると考

えます。本県においても少人数学級への動きが出てき

ましたが、年次ごとに全学年への実現を期待いたしま

す。

　学校教育の充実について６点伺います。

　ア、来年度から30人以下学級を実施するための取り

組みはどのように進んでおりますか。

　イ、30人以下学級の実施に向けた予算措置の状況に

ついて伺います。

　ウ、県費負担教職員の新年度予算における実数は何

人か。前年度比較は学校種別でどうなっております

か。

　エ、定数内臨任教員は何人か。前年度比較ではどう

か示してください。

　オ、文科省は、３カ年で２万1362人の教職員をふや

す計画をまとめております。本県への増員効果を示し

てください。

　カ、増員する教員の職種はどうか。少人数指導の方

向性に効果はありますか。

　芋、東西センター沖縄協会基金の創設について。

　東西センターは、1960年の創立以来、アメリカ、ア

ジア・太平洋諸国地域のリーダー育成機関として創立

され、沖縄からも各界へ優秀な人材を送り、本県の発

展に大きく貢献してきました。

　この制度は、本土復帰に伴い中止となったが、2000

年の沖縄サミットを機に小渕奨学資金として2001年か

ら再スタートしております。日米両政府の協力により

毎年、学者研究員３人、大学院生３人の計６人を送

り、現在まで45人がハワイで学ぶ機会を得ておりま

す。しかし、この沖縄に対する特別奨学金制度は、日

本政府の人員削減の方針があり、続けるためには本県

の積極的な意思表示が必要であると言われておりま

す。そのため東西センター沖縄同窓会では、沖縄基金

を創設し、会員はみずからも基金へ出資しており、基

金から生じる果実で人材育成を推進したいとしており

ます。

　ア、東西センターによる本県の人材育成の成果につ
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いて知事の認識を伺います。

　イ、東西センター沖縄同窓会からの要請に対し、東

西センター沖縄協会基金の創設について県の考えを伺

います。

　鰯、文化の振興について。

　本県は、世界に誇る海洋文化、ウミンチューの島で

あります。サバニは小型ではあるが、波に対するバラ

ンス性にすぐれ、動力エンジンがなかった昔は帆をか

けて大海原を縦横無尽に操業したそうであります。

　これは海洋民族としての先人の知恵と体験からつく

り出されたものであります。現在は漁業形態の変化や

漁船の大型化によりサバニ漁業が少なくなりました。

しかし、各地で行われるハーリー行事ではサバニが使

われており、将来においてもこの流れは変わらないと

思います。また、若者たちによる帆かけサバニレース

なども伝統技術を継承しようとするものであり、先人

の偉業をたたえ、大切にしようとするものでありま

す。

　ア、沖縄の伝統的なサバニづくりの技術価値につい

て、知事の認識を伺います。

　イ、サバニづくりのたくみの技を沖縄の名工（仮

称）等本県の伝統技術として称賛する必要があると考

えるが、知事の御所見を伺います。

　大きな２、自立型経済の構築に向けた産業の振興と

雇用の創出・確保について。

　茨、雇用の安定と企業誘致について。

　ア、完全失業率の全国平均を目指し、雇用創出を図

るには企業の誘致が必要であります。沖縄地域産業立

地推進協議会はどのように機能しておりますか。

　イ、県は市町村を巻き込んだ企業誘致戦略として、

全市町村がそれぞれの地域に合った企業の誘致を考え

てみる運動を展開してはどうか。県が誘導することが

必要だと考えるが、所見を伺います。

　ウ、全市町村において中小企業の誘致促進、育成支

援をするためには、産業高度化地域の拡大をする必要

があると考えるが、県の対応を伺います。

　大きな４番にまいります。福祉対策について。

　茨、障害者福祉について。

　障害者自立支援法が３年目に入ります。改革に伴う

きしみに丁寧に対応するため、利用者負担の軽減や事

業者に対する措置が特別対策として実施されます。さ

らに、障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けて、

当事者や事業者の置かれている状況を踏まえ、特に必

要な事項について緊急措置を講じるとしております。

　次の７点について伺います。

　ア、低所得者の居宅・通所サービスに係る負担軽減

策はどのようになるのか。

　イ、成人の障害者について、障害福祉サービスの負

担上限額を算定する際の所得段階区分における世帯の

範囲見直しはどのようになるのか。

　ウ、障害児を抱える世帯の特別対策による負担軽減

措置の対象となる課税世帯の範囲はどう拡大される

か。一月当たりの負担額ではどのように軽減される

か。

　エ、小規模作業所への支援はどのようにするのか。

　オ、障害者が就労の場を容易に確保できるよう企業

に対する公的優遇措置はどのようなものがあるのか。

　カ、障害福祉サービスの質の向上、良質な人材確保

と事業者の経営基盤の安定を図るための福祉サービス

費用（報酬）はどのように改善されるか。

　キ、市町村サービスとして行われる日中一時支援に

ついて、財政力の違いによるサービスのアンバランス

に県はどのように対応するのか。

　芋、生活支援対策について。

　ア、市町村における義務教育を受ける子弟のある準

要保護世帯の認定の現状はどのようになっております

か。

　イ、保護者の職業が不安定で生活状態が厳しい者へ

の格差対策の立揚から、認定要件の見直しは必要あり

ませんか。

　ウ、市町村における過重な財政負担を理由とする認

定抑制の傾向はないか、見解を伺います。

　鰯、認可外保育園の支援の充実について。

　新年度からの給食費補助については高く評価し、さ

らなる支援の充実を願うものであります。無認可保育

園の処遇改善は自治体の財政負担がネックになってお

ります。根本的な解決は財政支援をできるシステムを

つくることが必要であります。

　そこで２点伺います。

　ア、祉会福祉法に基づく認可保育園が消費税非課税

であるのに対し、沖縄は無認可保育園が多いにもかか

わらず、無認可園は課税対象であります。同じ子育て

支援の社会的役割を果たしているが、不公平ではあり

ませんか、所見を伺います。

　イ、本県は、歴史的に無認可園が多いです。無認可

保育園も若者の子育て支援に社会的一翼を担っており

ます。幼児がひとしく健全にはぐくまれるために、公

立や法人同様に地方交付税の算定項目を設けるべきで

あります。保護者負担の軽減を図る視点から国へ働き

かける考えはありませんか、所見を伺います。

　允、若者が安心して子育てできる支援の充実につい

て。
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　少子化対策は国家的な最重要課題であります。若者

が安心して子育てできる環境をつくるためには、地域

社会が連携して支援に取り組む必要があると思いま

す。働く女性を集中的に支援するなど、具体的な施策

を展開することが安心・安全な子育て環境をつくるこ

とになると考えます。

　本県は、出生率、年少人口割合が全国１位という誇

らしい現実があります。今、市町村においては財政の

厳しい中にあっても、独自の子育て支援の施策に取り

組む機運が高まっております。地方に人がいなくなれ

ば国は成り立ちません。県は、先頭に立って少子化対

策の国家モデルとするような気概を持つべきであると

考えます。

　３点伺います。

　ア、沖縄を少子化対策立県（仮称）宣言等により、

全国のモデル地区を目指し、市町村や企業等とともに

取り組む子育て環境の構築はできないか、所見を伺い

ます。

　イ、頑張る地方支援策として、市町村と連携した子

育て支援施策を進める考えはないか、見解を伺いま

す。

　ウ、乳幼児医療費助成については、市町村が率先し

て支援の充実を図っております。県が先導的に制度の

改善・充実を進めるべきではないか、対応を伺いま

す。

　５、農林水産業の振興について。

　茨、海洋資源の保全について。

　ア、サンゴ礁、養殖漁業は大雨のたびに付近一帯が

陸地からの排水で汚染され、サンゴやモズク等への被

害をもたらしております。早急な対応が求められてお

ります。サンゴ礁、イノーの保護対策について県の対

応策を伺います。

　芋、モズクの販路拡大について。

　ア、おきなわブランドの一つとして全国の学校給食

への普及を検討できないか、所見を伺います。

　イ、海外への消費拡大はどのように取り組んでおり

ますか。

　鰯、畜産の振興について。

　ア、沖縄食肉価格安定等特別対策事業の制度延長に

ついて、県はどのような対策をしておりますか。

　イ、県外出荷に係る国の輸送経費補助の基準価格を

撤廃させることについて、県としてどう取り組んでお

りますか。

　允、さとうきび価格について。

　ア、さとうきびの農家手取り価格がトン当たり２万

702円に決まりました。取引価格と国の交付金はそれ

ぞれ幾らか示してください。

　イ、国の交付金は８割が支払われ、２割は後払いと

聞いております。これはどうでしょうか。その２割は

満額支払われるのか。

　ウ、国の交付金を受けるには手続が必要ということ

を聞いております。どこが手続をするのか、手続費用

はどこが負担するのか。

　６、土木行政と道路事業について。

　茨は取り下げます。

　芋、県道17号線の橋梁部改良について、課題と今後

の見通しを伺います

　鰯、県内建設業の支援・強化について。

　県内建設業は、県内総生産や労働者雇用等県経済に

大きな役割を果たしております。しかしながら、県内

建設業は中小零細企業が多く、経営基盤が脆弱である

とともに、近年の公共事業が減少傾向にある中で受注

の減少や利益率の低下など、厳しい経営環境となって

おります。

　このような中で、公正取引委員会の排除措置命令等

の影響を受けて既に倒産が相次ぎ、多くの従業員が職

を失っております。このままでは中小零細の県内建設

業はますます淘汰が多くなり、下請企業や関連業者に

まで波及し、失業者の増加等極めて深刻な事態をもた

らすことが懸念されております。最近は低価格の受注

が多く、企業の存続も厳しいという声もあります。

　次の５点について伺います。

　ア、公共土木工事の設計額についての認識を伺いま

す。

　イ、積算単価が年々厳しくなり、２次製品等市場単

価と合わないという指摘があるが、実態を把握してお

りますか。設計積算に使われる単価表は、原油高騰、

市場価格等は経済活動を左右する公共事業としての積

算を考慮していますか。

　ウ、最低制限価格設定のねらいは何か。

　エ、最近の低価格による受注の実態をどのように認

識しておりますか。低価格になるほど資材関連企業や

労働者への賃金分配は厳しくなると考えるが、認識を

伺います。

　オ、低価格受注は、目的物の適正な施行の確保の面

からも問題ではないか。

　３、観光の振興について。

　茨、芋は取り下げます。

　鰯のア、観光を推進する沖縄県としてのイメージ

は、空の玄関口である国際線空港ターミナルにおいて

お客様の第一印象として評価されます。また、沖縄の

自然・歴史・文化に感動して沖縄を離れる場合も空港
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を後にします。国際線空港ターミナルの整備は急を要

すると考えるが、国の那覇空港ターミナル地域整備基

本計画はどのように進んでおりますか。

　よろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　ただいまの嶺井光君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますので休

憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時35分休憩

　　　午後３時59分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前の嶺井光君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嶺井議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、我が党関連の御質問の中で、暴行被疑

事件に対する県の対応についてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　今回の事件につきまして、私は、２月12日、ジル

マー在日米軍沖縄地域調整官と在沖米国総領事に対

し、そして２月13日にはシーファー駐日米国大使、そ

してライト在日米軍司令官及び小野寺外務副大臣に対

し、さらに２月14日には福田総理大臣、そして町村官

房長官、岸田沖縄及び北方対策担当大臣に対し、強い

遺憾の意を表するとともに、このような事件が二度と

起きないような再発防止策等を講じるよう直接お会い

して要請をいたしております。

　また、議員御提案のコンドリーザ・ライス国務長官

への要請についてでありますが、私としましても、ラ

イス国務長官が本日来日した機会にぜひお会いして、

今回の暴行事件への米国側の再発防止への取り組み

と、そして沖縄県の基地問題の実情等を訴えたいと考

えておりました。

　そのため、ライス国務長官との面談につきまして外

務省にお願いをし調整をしていただきましたが、短期

間の滞在で、物理的に日程調整が困難とのことであ

り、実現には至っておりません。

　面談が実現しなかったことはまことに残念でありま

すが、ライス国務長官からは、今回の事件等に関し、

非常に遺憾であり、起きてはならない事件だったとの

コメントがあったと聞いております。今後の再発防止

の徹底や沖縄県の基地問題の解決促進につながるもの

と考えております。 

　次に、多様な人材の育成に関する御質問の中で、東

西センターについての御質問にお答えいたします。

　米国ハワイ州に本部を置く東西センターは、アメリ

カとアジア・太平洋諸国の相互理解の促進等を目的

に、1960年に米国連邦議会の議決により設立された国

際的認知度の高い教育研究機関であります。

　同センターは、1960年代から70年代初頭にかけて、

沖縄県から400人とも言われる研究者、学生等を受け

入れております。

　また、九州・沖縄サミットを契機として2000年に創

設されました小渕沖縄教育研究プログラムにおきまし

ても、これまで23人の沖縄県の研究者・実務家を受け

入れております。

　このセンターで学ばれた方々は、各界各層で御活躍

されて沖縄県の発展にも貢献しており、同センターが

果たしてきた役割は極めて大きいものがあると認識を

いたしております。

　次に、観光振興に関連しまして、那覇空港ターミナ

ルに係る御質問にお答えいたします。

　現在、国におきまして、ことしの夏をめどにターミ

ナル地域の抜本的な整備に向けた那覇空港ターミナル

地域整備基本計画を策定中であります。国際線旅客

ターミナルの整備につきましても、その中で検討を進

めているところであります。

　県といたしましては、引き続き国やターミナルビル

会社等と連携し、その早期整備が図られるよう取り組

んでまいりたいと考えております。

　次に、農林水産業の振興についての中で、海外への

消費拡大はどのように取り組んでいるかの関連の御質

問にお答えいたします。

　本県水産業の基幹作目でありますモズクは、年間１

万5000トンから２万トン生産され、国内生産の約９割

以上を占めております。引き続きモズクの経営安定と

安定生産を図るためには新たな需要の拡大が求められ

ております。

　県では、モズクの販路拡大を図るため、中国の深媛

や香港、台湾及び韓国におきまして、国際食品見本市

への出展や量販店での試食販売等を実施いたしており

ます。平成19年度は上海で開催されました世界のウチ

ナーンチュ大会でのモズク料理の試食や乾燥モズクの

無料配布などＰＲ活動を行っております。

　今後とも、モズク養殖業の振興を図るため海外での

消費拡大に努めてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させます。　

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕
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○教育長（仲村守和君）　それでは多様な人材の育成

と文化の振興についての御質問で、30人学級の取り組

みについてお答えいたします。

　現在、30人学級制度設計検討委員会で実務的な作業

を進めているところでありますが、平成20年度におけ

る30人学級編制の実施につきましては、施設状況等を

踏まえながら、小学校１年生で導入をしていきたいと

考えております。

　次に、30人学級の予算措置についてお答えいたしま

す。

　30人学級実施に係る予算措置につきましては、平成

20年度当初予算全体の枠の中で対応することとしてお

ります。

　次に、県費負担教職員の実数についてお答えいたし

ます。

　平成20年度条例定数における県費負担教員につきま

しては、小学校5111人、中学校3197人となっており、

平成19年度と比較して小学校では55人の増、中学校で

は26人の減となっております。

　次に、定数内臨時的任用教員の人数についてお答え

いたします。

　平成19年度県費負担教員における定数内臨時的任用

教員数につきましては365人となっており、平成18年

度と比較して56人の増となっております。

　なお、平成20年度につきましては、学級数の変動等

が想定されることから、新年度に入ってからの確定と

なります。

　次に、文部科学省の教職員増員計画と少人数指導の

方向性について、一括してお答えをいたします。

　文部科学省における平成20年度教職員定数の改善に

つきましては、主幹教諭を中心に1195人の教職員増と

なっており、本県としましては、他県の状況等を勘案

しながら検討していきたいと考えております。

　なお、定数改善以外に平成20年度において文部科学

省では7000人の非常勤講師の配置を打ち出しており、

本県としましては、非常勤講師を活用しながら少人数

教育のさらなる充実を図っていく予定であり、今後、

国の動向を見据えながら対応してまいりたいと考えて

おります。

　次に、サバニづくりの技術的価値及び伝統技術とし

て評価することについて、一括してお答えいたしま

す。

　サバニは、沖縄を代表する伝統的な漁船であり、県

民にとってもハーリー等の民俗行事でもなじみ深い船

であります。

　サバニには、一本の木材からつくるクリ舟と、その

発達型である板を張り合わせてつくるハギ舟とがあり

ます。船材としては、古くは松、アカギ、クス、シイ

などを使い、明治以後は杉が多く使用されてきまし

た。造船の際には、くぎ一本も使わずに、フンルーと

呼ばれる部品で板と板をつなぎ合わせ、鮫の油を塗っ

て耐水性を向上させていると聞いております。

　細長く美しい曲線を描く沖縄のサバニは、県民の誇

りの一つであり、サバニづくりは本県の貴重な伝統技

術として後世に継承していく必要があると考えており

ます。

　次に、福祉対策についての御質問で、準要保護児童

生徒の認定状況についてお答えいたします。

　就学援助制度は、経済的理由により就学困難と認め

られる児童生徒の保護者に対して、市町村が学用品、

医療費等を援助し、義務教育の円滑な実施を図るもの

であります。

　平成18年度に就学援助を受けた準要保護児童生徒の

数は１万8641人で、全児童生徒に占める割合は12.35

％となっており、近年増加傾向にあります。

　次に、市町村の認定要件の見直し及び認定抑制の傾

向について一括してお答えいたします。

　準要保護児童生徒に係る就学援助事業は市町村にお

いて実施されており、それぞれの実情に応じてなされ

ているものと認識しております。

　県教育委員会としましては、市町村教育委員会へ

「就学援助事業経費にかかる地方財政措置等」につい

て通知をし、適切な実施を促しているところでありま

す。

　また、全国都道府県教育委員長協議会及び全国都道

府県教育長協議会を通じ、就学援助の充実について関

係省庁へ要請しているところであります。

　今後とも、市町村において必要な就学援助が行える

よう、十分な財源措置を国に働きかけていきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　東西センター沖縄協会基

金の創設についての御質問にお答えいたします。

　東西センター沖縄協会基金につきましては、その運

用益でもって永続的に県民及び県系人の受け入れを支

援することを目的に、東西センター沖縄同窓会が会員

募金、企業募金等を集めて設立すべく提案しているも

のであります。

　東西センターに沖縄関係の基金が設置されること

は、本県子弟の安定的受け入れにつながり、人材育成
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に寄与することから、県としても所要の支援をしてい

くこととしております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　自立型経済の構築に

向けた産業の振興と雇用の創出・確保の御質問の中

で、沖縄地域産業立地推進協議会の機能についてお答

えします。

　沖縄地域産業立地推進協議会は、沖縄県における産

業経済の振興を図ることを目的に平成２年９月に設立

されました。

　沖縄総合事務局に事務局を置き、特別自由貿易地

域、情報通信産業特別地区など、いわゆる経済特区に

指定された市町村を中心に沖縄県、ジェトロ沖縄、沖

縄県商工会議所連合会、沖縄電力株式会社等の20団体

により構成されております。

　同協議会は、産業振興・国内産業交流事業、外資誘

致活動事業などを実施しており、今年度は県と同協議

会の共催で東京、大阪での沖縄県企業誘致セミナーを

開催したほか、ジェトロと連携した外資誘致のための

情報交換及び研修会の実施などに取り組んでまいりま

した。

　県としましては、今後も同協議会と連携して国内外

での企業誘致活動に取り組んでいきたいと考えており

ます。

　次に、市町村の企業誘致に対する県の誘導について

お答えします。

　県は、13市町村が加入している沖縄地域産業立地推

進協議会と連携して企業誘致に取り組んでおります。

　また、豊見城市、宮古島市、石垣市などと連携し、

先進的なＩＴインキュベーション施設を整備するな

ど、市町村それぞれの地域に合った企業の誘致につい

ても積極的に取り組んできました。

　現在、南城市ほか５市町村の情報通信産業振興地域

の指定追加・拡大に向けて手続を進めており、今後は

これらの市町村とも連携して企業誘致を進めていきた

いと考えております。

　次に、産業高度化地域の拡大についてお答えしま

す。

　産業高度化地域は、沖縄振興特別措置法に基づき、

製造業等及び産業高度化事業を行う企業の集積を促進

する地域で国税及び地方税が一部免除されるなど、税

制上の優遇措置があります。現在、那覇市、沖縄市、

うるま市、名護市等の12市町村が指定されておりま

す。

　県としては、産業高度化地域は企業立地を促進する

ための有効な制度と認識していることから、今後、地

域指定の拡大について市町村の意向や工業用地の確保

などの指定要件を踏まえながら検討していきたいと考

えております。

　次に、福祉対策に関する御質問の中で、障害者雇用

の優遇措置についてお答えします。

　国においては、企業の障害者受け入れのための施策

として、法定雇用率以上の雇い入れを行う企業に対す

る報奨金制度や、能力開発のための職業訓練等への助

成、税制上の優遇措置を実施しております。

　県においては、障害者施設等の利用者を職場実習生

として受け入れる企業に設備費補助を行っています。

　また、障害者就業・生活支援センターにおいては、

国、県の委託を受け、就労支援ワーカー及び生活支援

ワーカーを設置し、企業を巡回し相談に応じるととも

に、必要な助言を行っております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉対策についての

中の、低所得者の居宅・通所サービスに係る負担軽減

策についてにお答えいたします。

　国においては、居宅・通所サービスの利用者負担の

上限額を段階的に軽減してきたところでありますが、

低所得者にはまだ負担感が存在するとの指摘を受け

て、負担上限額をさらに軽減することにしておりま

す。

　市町村民税非課税世帯で本人の収入が80万円以下の

低所得者は、居宅サービス及び通所サービスの負担上

限月額が3750円から1500円に軽減されます。また、そ

の他の市町村民税非課税世帯の低所得者は、居宅サー

ビスの負担上限月額が6150円から3000円に、通所サー

ビスの負担上限月額が3750円から1500円に軽減されま

す。これらの負担軽減策は平成20年７月から実施され

ます。

　続きまして、世帯の範囲の見直しについてにお答え

いたします。

　障害福祉サービスの負担上限額を算定する際の所得

段階区分については、現在、住民票上の世帯全体の所

得によって判断しているため、障害者本人の所得が低

くても父母等の所得が高い場合には負担上限額は高い

区分になっていました。これを本人と配偶者のみの所

得で判断することに改めることにしております。

　この結果、父母等の所得が高くても本人と配偶者の

所得が市町村民税の課税基準に満たない場合は、低所
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得世帯の負担上限額となります。

　なお、この世帯の範囲の見直しについても平成20年

７月からの適用としております。

　続きまして、障害児を抱える世帯に対する負担軽減

措置の拡大についてにお答えいたします。

　国においては、特別対策実施後も障害児のいる世帯

の負担感が依然として強いことから、負担軽減措置の

対象となる課税世帯の範囲を拡大することとしており

ます。

　これまで年収600万円程度までを負担軽減措置の対

象としておりましたが、これを890万円程度まで拡大

することにしており、これにより障害児のいる世帯の

８割以上が負担軽減措置の対象となります。

　新たに負担軽減の対象となる世帯においては、居宅

サービス及び通所サービスの負担上限月額が３万7200

円から4600円に、入所サービスが３万7200円から9300

円になります。

　なお、この軽減措置も平成20年７月からとなりま

す。

　続きまして、小規模作業所の支援についてにお答え

いたします。

　小規模作業所は、障害者自立支援法に基づき、創作

活動や生産活動の機会の提供などを行う地域活動支援

センター等の法定事業へ移行することにより、地域の

社会資源として公的に位置づけられます。

　現在、地域活動支援センターの要件等を満たさず、

小規模作業所から地域活動支援センターへ直ちに移行

できない作業所については、２年間の経過措置として

県単補助金による支援を、また地域活動支援センター

等への移行計画を作成した作業所につきましては、特

別対策事業で１作業所当たり110万円の支援を行って

おります。

　続きまして、障害福祉サービス費用の見直しについ

てにお答えいたします。

　国においては、障害者自立支援法の抜本的な見直し

に向けて、利用者や事業者の置かれている状況を踏ま

え、事業者の経営基盤の強化を図る等の緊急措置を講

ずることとしております。

　平成20年４月からは通所サービスの報酬単価を約

４％引き上げるほか、定員の弾力的な運用による利用

の促進等が実施されることになっております。

　また、サービスの質の向上、良質な人材確保と事業

者の経営基盤の安定のため、報酬の全体的な見直しを

平成21年度において実施することとしております。

　続きまして、日中一時支援に関する県の対応につい

てにお答えいたします。

　日中一時支援事業につきましては、平成20年２月現

在で29市町村が59事業所に事業委託をして実施してお

ります。未実施市町村は12町村で、利用者がいないた

めに実施していないということであります。したがい

まして、需要がある市町村では事業は実施されている

と考えております。

　続きまして、認可外保育施設が消費税の課税対象と

なっていることについてにお答えいたします。

　認可外保育施設につきましては、「認可外保育施設

指導監督基準」に基づき、安全・衛生面等からの立入

調査・指導を行っております。

　当該基準をすべて満たしている施設については、消

費税が非課税となりますが、現在のところ449施設の

うち113施設がこれに該当しております。

　県としましては、今後とも立入調査における指導助

言等により、保育内容の向上や消費税非課税施設の増

加を図り、認可外保育施設を支援してまいりたいと考

えております。

　続きまして、認可外保育施設について地方交付税の

算定項目とするよう国に働きかけることについてにお

答えいたします。

　認可外保育施設につきましては、地方交付税のうち

普通交付税の算定項目とはされておりません。

　このため、県では、毎年国に対して、特別交付税の

配分に当たっては認可外保育施設数や同施設入所児童

数が他県に比べて多いという本県の特殊事情にも配慮

するよう求めております。

　続きまして、少子化対策立県宣言等についてにお答

えいたします。

　県では、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」に

おいて、「親子が心身共に健やかに成長できる　子育

ち　親育ち　地域育ち」を基本理念に、各種子育て支

援に取り組んでおります。

　具体的事業としましては、市町村と連携し、待機児

童解消のための保育所定員の増を初め、地域で子育て

を支援するための地域子育て支援拠点やファミリー・

サポート・センターの設置、乳幼児の健康の保持・増

進を図るための乳幼児医療費助成事業等を推進してお

ります。

　企業に対しましては、育児休業の取得目標等を盛り

込んだ一般事業主行動計画の策定及びその実施を促進

しております。

　県としましては、同プランに掲げる事業を着実に実

施することにより、安心して子供を産み育てる環境づ

くりに努めてまいりたいと考えており、御提案の少子

化対策立県宣言等につきましては、貴重な御意見とし
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て賜りたいと思います。

　続きまして、市町村と連携した子育て支援施策につ

いてにお答えいたします。

　国においては、やる気のある地方が独自の施策を展

開することにより魅力ある地方に生まれ変わるよう、

地方独自のプロジェクトをみずから考え、前向きに取

り組む地方公共団体を支援することを目的に「頑張る

地方応援プログラム」を募集しております。

　同プログラムの支援措置として、市町村が取り組む

経費について所要の特別交付税措置が講じられるとと

もに、プロジェクトの実施により出生率等の成果指標

で頑張りの成果が示された場合は、市町村及び都道府

県の普通交付税の算定に反映されます。

　プロジェクトの例として少子化対策が示されてお

り、本県の市町村においても９市町村が少子化対策プ

ロジェクトを実施しております。

　これらの取り組みにより、本県の出生率等の成果が

上がると県の交付税算定にも反映されることになり、

県としても市町村と連携し、子育て支援施策を推進し

てまいりたいと考えております。

　続きまして、乳幼児医療費助成制度の見直しについ

てにお答えいたします。

　県では、平成19年10月以降の治療分より対象年齢を

拡大し、入院は４歳児までから就学前までに、通院は

２歳児までから３歳児までに引き上げたところでござ

います。

　さらなる乳幼児医療費助成制度の拡充については、

財政負担を伴うことから、引き続き慎重に検討してま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　農林水産業の振興と

の関連で、サンゴ礁、イノーの保護対策についてお答

えいたします。

　サンゴ礁海域の自然環境は、澄んだきれいな水環境

のもとで良好に保たれますが、陸域からの赤土等の流

出や生活排水、農地の肥料などからの栄養塩の流出が

サンゴ礁海域を衰退させる要因の一つであると言われ

ております。

　このようなことから、県においては赤土等の流出防

止対策として、条例に基づく開発事業の審査、監視指

導や交流集会等による普及啓発、流域協議会の育成に

努めるとともに、農地の圃場勾配の修正、沈砂池整備

等の水質保全対策事業やグリーンベルト・マルチング

等の営農対策の普及促進に取り組んでおります。

　また、赤土等の流出防止対策を一層効果的に進める

ため、利水形態や自然的条件を考慮した陸域からの削

減目標の根拠となる環境保全目標の設定に向けた基礎

調査を行っているところであります。

　県としましては、これらの取り組みにより、サンゴ

礁海域の環境の保全に努めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農林水産

業の振興についての御質問で、モズクの学校給食への

普及についてにお答えいたします。

　県では、モズクの販売促進を図るため、漁業関係団

体と連携して、県内外における市場調査、「モズクの

日」における試食販売、料理講習会、料理コンテスト

などイベントの開催、モズクスープ、乾燥モズク、モ

ズクつくだ煮等の加工製品の開発などに取り組んでい

るところであります。

　学校給食への普及につきましては、これまで加工業

者が各地の学校給食会へ納入しておりますが、県漁連

も関東近郊の学校給食会との取引を始めております。

今後さらに全国展開していくとのことであります。

　県としましては、関係機関と連携し、モズクの販路

拡大を引き続き支援してまいります。

　次に、食肉価格安定対策事業の制度延長についての

御質問にお答えいたします。

　沖縄食肉価格安定等特別対策事業は、本県の畜産振

興を図るため、養豚対策、肉用牛対策、県産食肉消費

拡大対策を沖縄県畜産振興基金公社が事業主体となっ

て平成３年度から実施している事業であります。

　同事業については、５年ごとに農畜産業振興機構の

承認を受けることになっており、平成20年度からの制

度延長については、国及び農畜産業振興機構と事業の

拡充を含めて調整を行っているところであります。

　続きまして、県外出荷経費の基準の撤廃についてに

お答えいたします。

　本県では、豚肉の需給調整と豚価の安定を図るた

め、県産豚肉の県外移出助成事業により輸送経費の一

部を助成し、県外への移出を促進しております。

　現行の移出助成事業は、豚肉の上物価格が１キログ

ラム当たり基準価格418円を下回った場合に16円を交

付することになっております。

　しかしながら、近年の配合飼料価格の高騰により生

産コストが上昇し、現行の基準価格の設定では十分な

補てんがなされていない状況にあります。このため、

関係機関と連携しながら基準価格の見直しを農畜産業
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振興機構に要請しているところであり、引き続き養豚

経営の安定を図っていきたいと考えております。

　続きまして、さとうきび農家手取り価格と支払い方

法については、関連しますので一括してお答えいたし

ます。

　平成19年産さとうきび農家手取り価格は、トン当た

り２万702円となっております。

　その内訳は、取引価格が4382円、交付金が１万6320

円で、平成18年産農家手取り価格の２万470円と比較

して232円増になります。

　国からの交付金は８割を概算払いし、残り２割につ

いては地域の製糖終了後、精算払いすることになって

おります。

　交付金申請手続については、ＪＡが農畜産業振興機

構へ申請し、手続費用は農畜産業振興機構、ＪＡ等が

負担しております。

　県としては、今後、交付金の支払い方法等につい

て、国、農畜産業振興機構、ＪＡから成る「さとうき

びに係る交付金の支払い手続きに関する協議会」の検

討状況を踏まえ、ＪＡ等と連携しながら国に対し要請

していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは土木行政と

道路事業関連で、県道17号線の橋梁部改良についての

御質問にお答えいたします。

　県道17号線につきましては、道路拡幅とあわせて歩

道整備を進めてきましたが、橋梁部区間は地権者の理

解が得られず未整備のまま平成14年度に事業を終了し

ております。

　しかしながら、現状では大型車両は交互交通を強い

られること、歩道の連続性が確保されておらず、歩行

者の安全性確保を図る必要性が高いこと等から、事業

終了後においても再三にわたり地権者の説得に当たっ

ているところでありますが、まだ理解が得られており

ません。

　県としましては、今後とも地権者の説得に努め、未

整備箇所の解消を図っていく考えであります。

　次に、公共土木工事の設計額についての御質問にお

答えいたします。

　公共工事の設計額は、国に準拠した工事標準積算基

準書を用い、工事目的物の設置に必要な材料費、労務

費等を積み上げた直接工事費と共通仮設費、現場管理

費の間接工事費及び一般管理費、さらに消費税相当額

を加えて算出しております。

　工事の品質を確保し、安全に施工するための必要額

と企業の継続運営に必要な経費と適正な利益が計上さ

れております。

　次に、積算単価と市場単価の実勢把握についての御

質問にお答えいたします。

　県の公共工事で使用する資材につきましては、市況

における実勢価格を把握するため、専門の調査機関へ

委託して年２回調査するとともに、鉄筋や鋼材等は毎

月発行されている物価資料等を参考に単価を決定して

おり、価格等の変動も反映されております。

　次に、算定制限価格設定のねらいについての御質問

にお答えいたします。

　最低制限価格は、疎漏工事の防止等公共工事の適正

な施行の確保及び建設業の経営基盤の確保のために原

価割れ受注の防止を図ることが必要であり、こうした

目的を達成するために設定しているところでありま

す。

　次に、最近の低価格による受注の実態についての御

質問にお答えいたします。

　公共工事の入札においては、長引く景気の低迷や、

国、地方における公共投資の減少などの厳しい経営環

境を背景に、低価格による受注が増加する傾向にあり

ます。

　低価格による受注は、手抜き工事、品質の低下、下

請・資材業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対

策の不徹底などの問題が懸念されるところでありま

す。

　次に、低価格受注の問題についての御質問にお答え

いたします。

　公共投資が減少していく中、その受注をめぐる価格

競争が激化し、低価格による入札がふえることにより

公共工事の品質低下が懸念されます。

　県におきましては、このような低価格入札を防止

し、工事の適正な施工と品質確保等を図るため最低制

限価格制度を導入しております。

　また、平成19年度からは「公共工事の品質確保の促

進に関する法律」に基づき、総合評価方式に低入札価

格調査制度を導入し、試行実施して低価格入札の防止

に努めているところであります。

　県としましては、総合評価方式の導入により、価格

以外の多様な要素が考慮された競争が行われることで

技術力の高い企業の施工により工事品質の確保・向上

が図られると考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　親川盛一君。

　　　〔親川盛一君登壇〕
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○親川　盛一君　皆さん、こんにちは。

　本日最後の一般質問者となりましたが、風邪ぎみで

声がかすれており、お聞き苦しい点があろうかと思い

ますが、最後までおつき合いのほどをお願いいたしま

す。

　それでは通告に従い、所見を述べながら一般質問を

行わせていただきます。

　本県は、全国にたがわず少子・高齢化が進行し、高

度情報化や国際化の進展、地球温暖化等環境の変化に

より社会経済情勢は大きく変化し、なかんずく地方分

権が進展する中で、地方公共団体においては複雑・多

様化する行政ニーズにいかに対応していくかが今後の

大きな行政課題となっております。

　また、本県は、財政依存型の経済構造の中にあって

雇用情勢が厳しく、失業問題の解決等さまざまな課題

を抱えております。

　一方、本県の財政状況は、歳入面では自主財源に乏

しく、国庫支出金や地方交付税等に大きく依存し、歳

出面では復帰前後に大量に採用された職員、いわゆる

団塊の世代の退職手当の増や県債の償還、医療・福祉

関係助成費の増大等により厳しい財政運営を強いられ

ている状況であります。

　このような財政状況等の中にあって、仲井眞知事が

県民に公約した事項を実現するためには何としてでも

行政経費の節減を図り、県民福祉の向上や振興計画の

推進等、県政の重要課題に対応できる行政体制の構築

が必要であると思料いたします。

　そのため、県においては、昭和60年に「沖縄県行政

改革大綱」を、平成８年に「新沖縄県行政改革大綱」

を策定し、事務事業の見直し、組織機構の簡素合理

化、給与の適正化及び公社等の統廃合等を図り、平成

12年には、実施期間を平成15年から平成17年までとす

る「沖縄県行政システム改革大綱」を策定し、情報公

開の推進、経営的視点を取り入れた行政評価システム

の導入、保健所と福祉事務所の統合等組織機構の見直

し、財政の健全化等の改革に取り組み、平成15年に

は、目標年次を平成18年から平成21年までとする県民

本位の成果、効率重視のスマートな行政を基本理念と

した「新沖縄県行政システム行革大綱」を策定し、公

社等外郭団体に対する県関与の見直し、行政評価シス

テムの本格的な実施、組織機構の改革、県債発行の抑

制及び県単箱物の抑制等に取り組んでいることは、時

代の変化に即応した措置であり、有用な対策であると

思料いたします。

　そもそも行政改革の必要性は、地方分権の推進、沖

縄振興計画を支える行政体制の整備、厳しい財政状

況、公社等外郭団体の再構築等にあり、平成15年度策

定の「新沖縄県行政システム行革大綱」においては、

県民参加と稼働、民間経営手法の活用、自己決定・自

己責任の３つの視点から行政改革に取り組み、行政改

革の基本方針として、１つ、県民が実感できる高品質

のサービスの提供、２つ、信頼し合える新たなパート

ナーシップの構築、３つ、事務事業の改革、４つ、組

織及び定員の見直し、５つ、人事・給与制度の改革、

６つ、財政の健全化、７つ、公社等外郭団体の再構

築、８つ、県立病院事業の改革、９つ、企業会計の経

営健全化及び特別会計の運営適正化を掲げて行政改革

を推進しており、小さな政府で大きな事業を、あるい

は少ない人員で大きな成果の実現を図り、県民サービ

スの向上に資するものである。

　そこで伺います。

　１、行財政改革等について。

　茨、行財政改革の進瀧、推進状況について伺いま

す。

　芋、県職員の定数適正化計画とその実施状況等につ

いて伺います。

　鰯、各部局における職員定数の配置状況等、総定

数、配置定数、保留定数等について伺います。

　允、分限休職者、病気休職者の数及び精神性疾患に

よる休職者の状況とメンタルヘルス等その対策につい

て伺いたい。

　２、市町村合併計画と合併市町村への行政指導の状

況等について。

　国、県、市町村ともに財政状況が厳しい状況の中

で、三位一体改革の名のもとに国から地方への税源移

譲等と相まって、国庫支出金や地方交付税等の節減が

行われる中で、自立経済への移行に向かって国や県の

指導等のもとに市町村合併が進められてきましたが、

全国的に市町村合併はなかなか進んでいないのが現状

であり、今後、道州制移行への波が押し寄せてくる中

で、さらなる市町村合併が進められてくるものと思料

いたします。

　そこで、合併後の市町村の財源確保や行政サービス

の向上をいかに図っていくか、また職員の人事異動等

組織管理を適正に行っていくためにはどうしたらよい

か、県の行政指導等が求められてまいります。

　そこで伺います。

　茨、道州制移行がいろいろと検討されているが、今

後の市町村合併計画と推進計画等について伺いたい。

　芋、合併市町村の財源確保対策についていかような

行政指導を行っているか。

　鰯、合併市町村に対する市民等への行政サービス、
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職員の人事異動方針等そのあり方等についての行政指

導等はどのようになされているか。

　大きい３番、地球温暖化対策について。

　地球温暖化対策推進法――平成10年法律第117号

――が制定され、地方自治体に地球温暖化防止実行計

画の策定が義務づけられておりますが、現状は本県で

も同様でありますが、全国的に未策定の市町村が多

く、地球温暖化への取り組みは立ちおくれている状況

であります。

　また、地球温暖化が深刻化する中で、各地方自治体

とも諸施設の省エネ対策を図るなど、温室効果ガスの

抑制を率先して実施する必要があるものであり、県に

おいては2001年に「地球温暖化防止実行計画」を策定

し、温室効果ガス排出量削減に向けて諸施策を展開

し、ＥＳＣＯ事業やエコドライブ等排出量削減に努め

るとしているようであります。

　そこで伺います。

　茨、ふえ続ける温室効果ガス――主として二酸化炭

素――の削減計画及びその実施状況等について伺いま

す。

　芋、沖縄全島緑化推進計画の実施状況はどうなって

おりますか。

　鰯、省エネ対策の推進状況についてはどのように

なっておりますか。

　４、観光行政等について。

　観光産業は総合産業であると言われて久しいが、観

光産業をもっと発展させるためには、もろもろの観光

施設の整備はもとより人材の育成が最も重要であり、

沖縄観光は青い海、青い空だけで進展するものではな

く、観光資源の発掘や観光商品の創意工夫による開発

等を図ることが最も重要であると思料いたします。１

回限りの単発的なものではなく、中長期的に魅力ある

観光にし、再度沖縄へ旅行してみたいというものでな

ければ真の観光ではないと思料いたします。

　そこで伺います。

　茨、観光客1000万人を確保するための環境整備等に

ついてどのように考えておられますか。

　芋、温暖化対策等にも大きく寄与できると思料され

る沖縄本島中南部圏域への路面電車の敷設について検

討していく考えはありませんか。また、全国の米軍専

用施設面積の約75％が位置している沖縄に基地負担の

見返りを図るという観点からも、沖縄全域、特に本島

北部から南部までの地域に鉄軌道の導入について検討

してみてはどうか伺います。

　鰯、沖縄全域、特に名護以南への街路樹の整備と道

路周辺の美化清掃及び緑花、花いっぱい運動の推進に

ついてどのように考えておられますか伺います。

　５、農林水産業（畜産業を含む）の振興について。

　農業は国の宝であり、農業なくして国の発展はあり

得ないと言っても過言ではない。

　そこで、農業振興を図るためには農業後継者の育成

が重要であるが、何といっても土づくり対策を図るこ

とが最も大切であります。

　最近の農業は、病害虫対策が最も重要であり、農薬

農業とも言われております。

　また、水産業、特に沿岸漁業を進展させるために

は、陸上部分に植林をして肥沃な土壌をつくり、栄養

分の高い土質にすることによって海が生きてくるもの

と思料いたします。

　また、近海漁業を発展させるためには、地理的条件

等から南北両大東島を拠点として近海漁業の基地化を

図ることが肝要であると思料いたします。

　また、畜産振興、特にヤギの生産振興を図るために

は、生産農家が意欲を持って生産していける条件整備

等が必要であり、生産から販売に至るまで施設整備等

が重要であると思料いたします。

　特にヤギの濁殺に至っては、沖縄本島では北部の食

肉センターのみで行っている状況であり、中南部に

至っては密殺、いわゆる違法濁殺が行われ、ＢＳＥ問

題等人畜共通の伝染性疾患等を考え合わせると冷汗三

斗の思いで、これを改善するためには中南部において

も濁殺場の整備を図ることが喫緊の課題であると考え

ます。

　そこで伺います。

　茨、農業振興のための土づくり対策事業の拡大推進

についてどのように考えておりますか。

　芋、農林水産業、特に沿岸漁業の推進に当たって

は、陸上部分への植林の奨励及び実施並びに農薬使用

等について検討していく必要があると思いますが、ど

のように考えておられますか。

　鰯、水産振興の拡大を図るためには、南北両大東村

への漁業基地化と製氷所等の整備が必要であると思い

ますが、どうでしょうか。

　允、南北両大東村における漁港等の整備拡大につい

ては、季節風や風向きの変更等によっても左右されな

い施設整備が必要であると思いますが、どのように考

えておられますか。

　印、南北両大東村におけるさとうきび生産振興の拡

大を図るためには、ため池の増設が必要であると思い

ますが、どうでしょうか。

　咽、畜産振興、特にヤギの生産振興を図るために

は、生産飼育の拡大と濁殺場の整備、特に中南部の食
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肉センターへの整備等対策が必要であると思います

が、いかように考えておられますか。

　６、土木行政について。

　茨、港湾の整備等について。

　ア、南城市佐敷内の馬天港の整備強化と南北両大東

村への海の玄関窓口としての定期航路の復活化につい

ていかように考えておられますか。

　芋、県道137号線の南城市佐敷字新里から同市玉城

字親慶原までの間の道路、通称新里ビラと言われてい

るところでカーブが多く、坂道で事故が多発してきた

地区の改良工事等の必要性があると思いますが、どの

ように考えておられますか。

　鰯、南城市佐敷字小谷から同市大里字西原を経由し

て同大里字南風原までの間の道路（市道）の拡幅工事

等の必要性と実施計画等について伺います。

　允、南城市大里字仲程から字平良を経由して字南風

原を経由して嶺井までの間の道路拡幅工事計画等の有

無及び実施計画等についてどのように考えておられま

すか。

　印、南城市大里字福原地内の道路は、国道329号の

代替道路としてよく活用されておりますが、幅員が狭

隘のため危険な状況であります。

　そこで、当該道路の拡幅計画と実施計画等について

どのように考えておられますか、お聞きいたします。

　咽、南城市大里字嶺井から同大里字島袋までの間の

道路は農道でありますが、通学道路として活用されて

いる唯一の道路であり、その整備は急務であると思い

ますが、県はどのように考えておられますか。

　員、県道77号糸満与那原線のうち、南城市大里在の

大里中学校前の道路の中の拡幅整備計画及び状況等に

ついてどのようになっておりますか、お聞かせいただ

きます。

　７、教育行政について。

　茨、学力低下問題に対する今後の対策と取り組み状

況等についてお伺いいたします。

　芋、家庭、学校、地域社会等との連携による学力向

上対策についてはどのようになっておりますか伺いま

す。

　８、嘉手納ラプコンの米側から日本側への移管、進

瀧状況について。

　嘉手納飛行場及び那覇空港等の進入管制業務、いわ

ゆる嘉手納ラプコンの日本側への移管については、平

成16年12月10日の第６回沖縄県議会（定例会）におけ

る私の質問に対して、平成12年に運輸省（現国土交通

省）の航空管制官が嘉手納ラプコンでの研修を終え、

日米両政府間で必要な協議が行われてきたところであ

り、日本政府はおおむね３年後の進入管制業務及び空

域の移管を目指し、施設整備及び管制官訓練に着手し

ている旨の回答がありましたが、いまだに返還されて

いない状況であります。その進瀧状況等についてお伺

いいたします。

　９、与那国島上空の防空識別圏の撤廃及び日本側の

設定状況等についてはどのようになっているか、早急

に検討すべきではないかについて。

　本件については、平成16年12月10日の第６回沖縄県

議会（定例会）における私の質問に対して知事公室長

は、外務大臣及び沖縄及び北海道担当大臣に問題解決

に向けて要請したところである旨の回答がありました

が、その後の状況等について御説明をお願いいたした

いと思います。

　10番、代表質問との関連について。

　茨、台風及び集中豪雨による災害の復旧状況等につ

いて。

　本件については、農林水産部及び土木建築部の職員

による迅速なる対応により多くの箇所で事業が進めら

れ、地元の皆さんから大変喜ばれており、感謝申し上

げたいと思います。

　ただ、八重瀬町字新城在の雄樋川沿いの護岸が台風

や大雨のたびに浸食・滑落し、増水、はんらんにより

下流に位置している旧港川フィッシングパーク内の売

店等の建物、電化製品、家具等が流され、甚大な被害

をこうむっております。

　また、南城市佐敷字仲伊保地先の排水路について

は、台風等により土砂が堆積し、大雨の際には付近家

屋の床下まで浸水し、付近の畑地、農産物まで冠水

し、住民生活への支障を来しており、地域住民は大雨

のたびごとに冷汗三斗の思いで日夜を過ごしている状

況であり、早急なる対策が必要であると思いますが、

検討状況等について伺います。

　芋、南部東道路の進瀧状況と事業実施の状況等につ

いて。

　本件については、特に南城市の市民が一日千秋の思

いでその完成を待ち望んでいるものでありますが、平

成19年度においては8000万円の調査費が計上され、平

成22年から事業着工に向け現在準備作業の実施中であ

ると聞いておりますが、コースの明確化や一般道路と

の接続・乗り入れ口等は何カ所で、どこどこかなど、

構造等が明確にされてなく、不安な状況であります。

この進瀧状況や実施計画の状況等についてお聞かせ願

いたいと思います。

　一般質問については以上でありますが、私も今期限

りで先輩議員に後を継いで、諸般の事情によって勇退
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をしていきたいとこのように思っております。

　思い起こせば、私は立法院事務局時代から県議会事

務局、そして県議会議員に至るまで、合わせて15年間

この議会関係に奉職をさせていただきました。その

間、お集まりの議員の皆さんからいただきました知

識、経験、人情等に深い感銘を受けて、私の胸の中に

本当に将来に残る、この記憶の中にとどめておいて宝

としていきたいと思います。

　どうか皆様、来る６月には全員が立候補して、そし

て仲井眞県知事ともどもに沖縄県の明るい未来に向

かって一生懸命頑張っていただきたいと最後に要望を

申し上げまして、ごあいさつとさせていただきます。

　ありがとうございました。（拍手）

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　議員の御質問にお答えする

前に、これまで長い間、県政に対する多大な御功績・

御貢献、そしてまた御苦労に対し、心から敬意を表

し、感謝申し上げます。

　それでは親川議員からいただきました御質問に答弁

させていただきます。

　まず第１に、地球温暖化対策の中で、温室効果ガス

削減計画に係る御質問にお答えいたします。

　県では、沖縄県地球温暖化対策地域推進計画に基づ

き、県みずからが率先して地球温暖化対策を実施する

とともに、県民、事業者等による地域からの地球温暖

化対策が推進されるよう普及啓発活動等の各種施策を

実施いたしております。

　特に、計画の推進に当たりましては、県民や事業者

などあらゆる主体が当事者意識を持ち、連携し協力す

ることが不可欠なことから、県民、事業者、行政等

127団体で構成する「アジェンダ21県民会議」等と連

携した「県民環境フェア」を開催し、普及啓発活動に

努めているところでございます。

　また、学校、地域における環境教育を通して地球温

暖化問題を周知するとともに、家庭、事業所における

エコライフ、エコドライブ、エコオフィス活動等の実

践を働きかけているところでございます。

　しかしながら、昨年度推計しました平成15年度の温

室効果ガス排出量は、約1449万トンと基準年でありま

す平成12年度比で11.3％増加いたしているため、計画

の目標達成は困難な状況にあります。

　県といたしましては、今後とも沖縄県地球温暖化対

策地域推進計画の周知を徹底するとともに、地域にお

ける取り組みのさらなる充実強化を図っていきたいと

考えているところでございます。

　同じく地球温暖化対策に関連する御質問の中で、総

合緑化基本計画の実施に係る御質問にお答えいたしま

す。

　県では、緑の美ら島の創生を目指して「沖縄県総合

緑化基本計画」を策定し、道路、公園等の公共施設の

緑化、防風・防潮林の整備を進めるとともに、企業に

よる森づくりや「防風林の日」、植樹祭等の各種イベ

ントを推進いたしております。

　また、全県的な緑化運動を高めることを目的とし

て、経済界、農林水産業関係者、教育関係者、緑化関

係ボランティア、そして行政等の一体的な取り組みに

よる全島緑化推進県民会議の設立に向け調整を行って

いるところでございます。

　今後、同県民会議を中心に県民総ぐるみによる緑化

運動の展開と、各種緑化事業を総合的に推進してまい

る予定でございます。

　次に、観光行政に係る御質問で、1000万人を目指す

ための環境整備等に係る御質問にお答えいたします。

　観光客1000万人の誘致を目指し、ハード・ソフト両

面の基盤づくりを着実に進めてまいります。

　まず、那覇空港につきましては、滑走路増設等の拡

張整備の早期実現に向け、引き続き国と連携し全力で

取り組んでまいりたいと考えています。

　また、新石垣空港の早期供用、那覇港及び石垣港等

における旅客船バースの整備、那覇空港自動車道、沖

縄西海岸道路など、観光の基盤となります主要インフ

ラの整備を推進してまいります。

　観光地の魅力の増進を図るため、観光振興地域制度

を活用した観光関連施設の集積促進、県内各地域が主

体的に取り組む観光まちづくりや沖縄らしい景観づく

りを推進してまいります。

　また、人材の育成や多言語表記の充実など、国内外

の観光客受け入れ体制の整備を進めてまいります。さ

らに、自然環境との調和を図り、持続的に観光を振興

していくため地域の自然環境等の保全に配慮した観光

地づくりを支援してまいりたいと考えております。

　次に、農林水産業の中で、南北大東村の漁港整備に

係る御質問にお答えいたします。

　沖縄本島から約400キロメートル離れた大東島周辺

海域は、ソデイカ、マグロ等の好漁場で多くの漁船が

操業いたしております。

　このため、沖縄県では、平成元年度から漁船の避

難、前進基地港として南大東漁港の整備を進め、一部

供用開始をしたところであります。引き続き防波堤、

休憩所等の整備を行うことといたしております。

　また、北大東村の漁港につきましては、昨年の12月
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13日、漁港漁場整備法に基づき、南大東漁港の分港と

して島の南海岸に北大東地区が指定をされておりま

す。平成20年度から事業に着手をし、新たに掘り込み

式の漁港を整備する予定でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　行財政改革等に関連しま

して、行財政改革の進瀧状況についてお答えいたしま

す。

　県は、行財政改革プランに基づき、事務事業や出先

機関の見直し、定員管理や給与の適正化、県税収入の

確保や経費節減等による財政の健全化、公社の見直

し、民間委託など、42の推進項目に取り組んでおりま

す。

　平成18年度の取り組み状況は、目標を超えて達成し

たものが９項目で、主なものは、電子県庁に向けた人

材育成及び情報リテラシーの向上、定員管理の適正

化、県税収入の確保、県有財産の有効活用等でありま

す。

　次に、目標をおおむね達成したものは27項目で、主

なものは、公の施設の管理のあり方の見直し、事務事

業の見直し、公共工事入札制度の見直し、公社等外郭

団体の統廃合・整理縮小等などであります。

　また、着手はしたものの目標達成に至らなかったも

のが５項目で、市町村への権限移譲の推進、病院事業

の経営健全化の推進等であります。

　全体の財政効果としましては、計画の36億円に対し

まして実績70億円と約２倍の伸びとなり、順調に進瀧

をしております。

　今後とも行財政改革を一層推進し、県民生活の向上

に努めてまいりたいと考えております。

　次に、定数適正化計画とその実施状況についてお答

えいたします。

　県では、行政改革の具体的な取り組みを集中的に実

施するため、平成17年度から21年度までの取り組みを

明示した「集中改革プラン」を策定し、これを行財政

改革プランの推進項目に位置づけ、定員管理の適正化

に取り組んでいるところでございます。

　「集中改革プラン」では、知事部、病院事業局、企

業局、教育庁等の執行機関の職員定員を５年間で1077

人、約5.1％を削減する計画でございます。

　平成17年４月１日から平成19年４月１日の２年間の

実績につきましては、130人の職員削減目標に対しま

して537人の削減を行っており、目標を大幅に上回っ

ております。

　次に、職員定数の配置状況等についてお答えいたし

ます。

　条例で定める知事の事務部局の職員定数は4584人で

あり、平成19年４月１日現在の配置された職員数は

4298人となっており、その差は286人となっておりま

す。

　条例定数より職員数が少ない理由につきましては、

平成15年度に策定しました「新沖縄県定員適正化計

画」に基づき、毎年計画的に職員を削減したことによ

るものでございます。

　続きまして、病気休職者等の状況と対策についてお

答えいたします。

　平成20年２月１日現在の分限休職者数は、知事部局

で24名、すべて病気による休職となっており、そのう

ち精神疾患による休職者は18名となっております。

　職員のメンタルヘルス対策は重要な課題と認識して

おります。平成17年２月に「沖縄県職員の心の健康づ

くり計画」を策定し、相談体制の充実や復職支援の対

策を講じるなど、職員の心の健康管理に努めていると

ころでございます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企業局長。

　　　〔企業局長　花城順孝君登壇〕

○企業局長（花城順孝君）　行財政改革に関連しまし

て、企業局における職員定数の配置状況についてお答

えをいたします。

　沖縄県職員定数条例で定める企業局の職員定数は

359人であります。これに対して平成19年４月１日現

在の配置された職員数は296人となっており、その差

は63人となっております。

　条例定数より職員数が63人少ないわけであります

が、これは企業局経営健全化計画に基づいて計画的に

職員を削減したことによるものであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　知念　清君登壇〕

○病院事業局長（知念　清君）　行財政改革等につい

ての御質問のうち、職員定数の配置状況についてにお

答えいたします。

　条例で定める病院事業局の職員定数は2314人であ

り、平成19年４月１日現在の配置職員数は2278人で、

その差は36人となっております。

　条例定数より配置職員数が少ない理由は、緊急に医

師等を確保する必要が出てきた場合に備えるととも

に、自治医科大学の義務年限中の医師は頻繁に異動す
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ることから過員扱いし、配置職員数に含めていないこ

と等によるものであります。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは行財政改革等につ

いての御質問で、教育庁における職員定数の配置状況

についてお答えいたします。

　県職員定数条例で定める教育委員会事務局の定数は

431人であります。これに対し、平成19年４月１日現

在の配置職員数は418人で、その差は13人となってい

ます。

　職員の総数につきましては、引き続き定員適正化計

画に沿って適切に管理してまいります。

　次に、教育行政についての御質問で、学力問題への

今後の対策についてお答えいたします。

　今年度実施されました全国学力・学習状況調査の結

果を見ますと、全国平均と大きな開きがあります。

　その要因につきましては、本県の児童生徒は、基本

的な生活習慣の確立や基礎学力の定着、学習意欲など

に課題があるものと考えております。

　県教育委員会といたしましては、これらの課題の改

善を図るために、有識者で構成する「沖縄県検証改善

委員会」を設置し、確かな学力の向上を目指して「学

校改善支援プラン」を策定しました。

　学力の向上に向けては、授業改善が最も重要である

という提言を受け、わかる授業をつくるポイントや学

習を支える力の重点事項など、授業改善のヒント集を

全公立学校へ配布したところであります。

　今後は、第２、第３の「学校改善支援プラン」とし

て「家庭学習のてびき」や「授業実践事例集」を発行

する予定であります。本プランを参考に各市町村教育

委員会や各学校においても、具体的な対策が講じられ

るよう指導の徹底を図っていきたいと考えておりま

す。

　次に、家庭、学校、地域が連携した学力向上対策に

ついてお答えいたします。

　児童生徒の確かな学力の育成に当たっては、学校、

家庭、地域社会がそれぞれの役割を明確にし、相互に

連携して取り組む必要があります。

　学校においては、少人数指導や習熟の程度に応じた

指導などを行い、子供一人一人にわかる喜びや学ぶ楽

しさを味わわせるなど、学習意欲の向上に努める必要

があります。

　家庭においては、「早寝・早起き・朝ごはん」など

の基本的な生活習慣の確立、健康・体力づくりや家庭

学習の習慣化などを通して、幼児・児童生徒の健やか

な成長を図ることが大切であります。

　また、地域においては、関係機関や団体が連携・協

力し、「あいさつ運動」や「愛の一声運動」などを通

して生活リズムの確立や青少年の社会環境浄化に努め

るとともに、幼児・児童生徒にさまざまな体験活動や

社会参加活動の機会を与えることも求められておりま

す。

　県教育委員会といたしましては、沖縄県学力向上

フォーラムを開催し、児童生徒一人一人に確かな学力

をはぐくむための機運を醸成するとともに、学校、家

庭、地域が連携・協力した県民総ぐるみの取り組みを

推進してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　県警察の条例定員と実

員についてお答えいたします。

　県警察職員の定員につきましては、「沖縄県警察職

員の定員に関する条例」により、警察官2555人、警察

官以外の職員304人の合計2859人と定められておりま

す。

　一方、平成19年４月１日現在で実際に配置されてい

た職員数につきましては、警察官2521人、警察官以外

の職員291人の合計2812人であり、警察官34人と警察

官以外の職員13人を合計した47人が欠員となっており

ました。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　市町村合併計画と合併市

町村への行政指導の状況等についての御質問で、今後

の市町村合併計画と推進計画等についてお答えいたし

ます。

　県では、平成18年３月に沖縄県市町村合併推進構想

を策定し、現在の市町村数を41から23とする９つの組

み合わせを示しております。

　当構想については、市町村長会議、議会議長会議等

においてその周知を図るとともに、市町村合併フォー

ラムを開催するなど、幅広い情報提供を行うことに

よって市町村合併の機運醸成に努めております。

　また、組み合わせごとに構想市町村行政体制整備研

究会を設置し、今後の行財政運営等について調査研究

を行い、望ましい行財政基盤の整備拡充のあり方を検

討しております。

　県では、基礎自治体の行財政基盤の充実強化のため
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には市町村合併は有効な手段であると考えており、引

き続き関係市町村と連携しながら、各種の説明会や講

演会などを開催することによって自主的な市町村合併

を推進してまいりたいと考えております。

　同じく合併市町村の財源確保対策と市民等への行政

サービス、職員の人事異動方針のあり方等に関する行

政指導等について一括してお答えいたします。

　県では、合併旧法下において合併した５市町が抱え

ている課題の解消に努め、円滑な行財政運営に資する

ことなどを目的に、平成18年度以降、合併市町担当部

課長会議を開催しております。

　当会議においては、定員管理の推進、事務事業の見

直し等の行政改革による歳出の見直しや税徴収業務の

強化、合併算定がえ等による交付税措置、合併特例

債、合併補助金、合併支援交付金等の活用による財源

確保対策について情報交換を行うとともに、適切な助

言を行っているところであります。

　さらに、県からの権限移譲による住民サービスの向

上、分庁方式による住民サービスの維持向上などにつ

いて意見交換を行い、適切なアドバイスに努めている

ところであります。

　今後とも、合併した市や町が抱えている課題等の解

決に向けて適時・適切な助言を行っていきたいと考え

ております。

　次に、観光行政等についての御質問で、路面電車・

鉄軌道の導入検討についてお答えいたします。

　県では、20年から30年後を見据えた長期ビジョンを

策定し、その中で将来の県土構造のあり方についても

方向性を示していくこととしております。

　その際、体系的な交通ネットワークの構築を図る観

点から、路面電車・鉄軌道等を含む軌道系システムの

導入についても検討していきたいと考えております。

　次に、土木行政についての御質問で、馬天港と南北

両大東村を結ぶ定期航路の復活についての御質問にお

答えいたします。

　現在、南北両大東村と那覇を結ぶ定期航路が株式会

社大東海運により運航されています。

　馬天港と両村を結ぶ定期航路の実現につきまして

は、両村及び航路事業者がそのニーズや採算性等を踏

まえ検討していくものと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　地球温暖化対策の関

連で、省エネ対策の推進についてお答えいたします。

　本県においては、二酸化炭素排出量の約７割を家庭

や事務所、自動車等からの排出が占めていることか

ら、県では、これらへの対策を重点的に実施しており

ます。

　特に、化石燃料による発電が大部分を占める本県に

おいては、電気使用量の削減に伴う二酸化炭素削減量

が他県よりも大きいことから、家庭や事業者に対して

県民環境フェアや地球温暖化防止セミナー等の実施を

通じ、省エネ家電や建物の省エネルギー化を図るＥＳ

ＣＯ事業等の普及に取り組んでおります。

　県としては、地球温暖化対策の手段として省エネ対

策が有効なことから、今後とも省エネ化を図る取り組

みを推進していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは観光行政等

関連で、街路樹の整備と道路周辺清掃及び緑化運動の

推進についての御質問にお答えいたします。

　街路樹は、緑陰の形成や道路景観の向上などのほか

に、観光立県である沖縄県においては、道路と沿道環

境との調和を図る上で重要な役割を持っております。

　県の管理する街路樹につきましては、路線ごとに樹

種等を定めた沖縄県道路緑化基本計画をもとに整備を

進めており、道路の緑化率は全国でも上位にランクさ

れております。

　また、道路の清掃・緑化等を目的としたボランティ

ア活動は、草花による道路の修景や道路を良好に管理

するため重要な役割を果たしております。

　そのため、県では、道路のボランティア活動を支援

するため、平成６年３月に「道路植栽樹木管理会助成

要綱」を定め、道路ボランティア団体に対する助成金

の交付や活動の際の傷害保険の加入などを行うととも

に、「道路植栽樹木管理連絡会」を設置し、道路の美

化活動に向けた意見交換会を定期的に行っているとこ

ろであります。

　平成19年８月現在、全県下で「道路植栽樹木管理連

絡会」へ加盟している沿線住民などのボランティア団

体数は148団体であり、約4000名の方々が道路の環境

美化活動を行っております。

　県としましては、今後とも道路の環境美化推進に向

けたボランティアの育成・支援に努めてまいります。

　次に、馬天港の整備についての御質問にお答えいた

します。

　中城湾港馬天地区につきましては、地元の長年の要

望である港湾整備に向け、平成18年８月に港湾計画を

改訂しました。
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　現在、平成19年度新規事業のみなと振興交付金によ

る緑地整備事業を進めております。さらに、港湾改修

事業につきましては、防波護岸や波除堤等の調査費を

今議会に補正予算として計上し実施していく予定であ

ります。

　今後、地元の協力も得ながら早期整備に取り組んで

いく考えであります。

　次に、県道137号線・新里ビラの整備についての御

質問にお答えいたします。

　県道137号線の通称新里ビラの区間につきまして

は、地形の高低差が厳しいため、登坂勾配や曲線半径

等について設計速度を20キロメートル以下に制限して

整備を行っております。

　現在、県におきましては、当該路線が通過する佐敷

つきしろから那覇空港自動車道・南風原南インターま

での区間について、南部東道路として着工準備調査を

進めているところであり、当該路線の整備につきまし

ては、南部東道路の都市計画決定や環境アセスメント

等の見通しを勘案しながら今後検討していきたいと考

えております。

　次に、南城市佐敷字小谷から大里字南風原までの道

路整備についての御質問にお答えいたします。

　佐敷字小谷から大里字南風原までの道路整備につき

ましては、市道西原南風原線として、大里字西原から

大里字南風原までの延長780メートルを道路補修事業

として平成20年度より事業化できるよう国に要請して

いるところであります。

　なお、当該市道を県道に位置づけ拡幅整備を行うこ

とにつきましては、現在着工準備調査を進めている南

部東道路や整備中の国道507号など、当該地域の主要

幹線の整備に伴う南部圏域の交通量の変化等を踏ま

え、今後検討していきたいと考えております。

　次に、南城市大里字仲程から大里字嶺井までの道路

整備についての御質問にお答えいたします。

　大里字仲程から大里字嶺井までの道路整備につきま

しては、市道南風原田原線として大里字南風原から大

里字嶺井の県道糸満与那原線までの延長1.2キロメー

トルを道路改良事業として平成20年度より事業化でき

るよう国に要請しているところであります。

　次に、南城市大里字福原地内の道路整備についての

御質問にお答えいたします。

　大里字福原地内の道路整備につきましては、市道南

風原福原線として大里字古堅の県道糸満与那原線から

那覇空港自動車道までの延長600メートルを道路改良

事業として平成20年度より事業化できるよう国に要請

しているところであります。

　次に、南城市大里字嶺井から大里字島袋の通学路の

整備についての御質問にお答えいたします。

　大里字嶺井から大里字島袋までの通学路の整備につ

きましては、南城市において事業化に向けての取り組

みを行っていると聞いております。

　県としましても、早期事業化に向けて南城市と調整

を行っていく考えであります。

　次に、南城市大里中学校前の道路拡幅についての御

質問にお答えいたします。

　南城市大里中学校前の道路は、道路幅員が狭い上に

歩道が整備されていないことから、通学の安全確保の

ため優先して整備すべき箇所であることは認識いたし

ております。

　しかしながら、過去に地権者等の理解が得られず中

断した経緯があり、県では円滑な事業実施の見通し等

について確認し、地元の合意を得た上で事業化を図り

たいと考えております。

　次に、代表質問との関連で、雄樋川護岸侵食、佐敷

字仲伊保地区の排水路の整備状況等の御質問にお答え

いたします。

  雄樋川につきましては、これまで下流側から約1200

メートルについて整備を進めてまいりましたが、昨年

末の集中豪雨により整備予定区間の上流、八重瀬町新

城地内において既設石積み護岸が決壊しております。

　県としましては、今後、早急に調査を実施し、事業

区間の延伸を含めて対応策を検討していきたいと考え

ております。

　また、仲伊保地区の排水路につきましては、排水機

能の向上を図るため、導流堤の調査設計を進めてお

り、今後、管理者である南城市と調整し、導流堤を設

置していく考えであります。

　次に、代表質問との関連で、南部東道路の進瀧状

況、ルート計画、規格構造についての御質問にお答え

いたします。

　南部東道路は、那覇空港自動車道から南城市知念の

国道331号に連結する延長約12キロメートルの地域高

規格道路であります。

　当該道路の整備につきましては、平成17年度末に那

覇空港自動車道の南風原南インターから南城市つきし

ろまでの約８キロメートル区間について整備区間とし

て指定され、現在、平成22年度からの本格着工に向け

て環境影響評価、都市計画決定等に関する調査を進め

ているところであります。

　道路規格は、設計速度が60キロメートルの４車線道

路であり、地域高規格道路として定時・定速走行の確

保を図る観点から全区間を中央分離帯構造とし、県道
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等の主要道路との交差点については立体構造とする計

画であります。

　また、つきしろから国道331号に至る残りの区間に

つきましては、引き続き南城市を初め関係機関と連携

を図りながら調査検討を進めることとしております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは農林水産

業の振興についての御質問で、土づくり対策について

にお答えいたします。

　農作物の安定的な生産の確保及び持続的な農業を推

進するためには、土づくりが重要であると考えており

ます。

　このため、県においては、土壌診断に基づく適正な

施肥や土壌改良の指導、農薬や肥料の使用を低減する

エコファーマーの育成や特別栽培農産物の認証、土地

改良事業における堆肥の投入や心土破砕等による土壌

改良、緑肥作物のすき込み支援、実証展示圃の設置、

土づくり啓発のための土壌保全月間や「土の日」の設

定などを行っております。

　今後とも、市町村、ＪＡ等と連携しながら土づくり

対策を推進してまいります。

　次に、漁業振興における植林と農薬使用についてに

お答えいたします。

　森林は、土壌流出を防止するとともに腐植土の栄養

分やミネラルを海へ供給するなど、漁業と密接な関係

があります。また、マングローブ林は、海岸の侵食防

止や魚介類の生育の場として重要な役割を果たしてお

ります。

　県としては、漁業振興における森林の役割にかんが

み、植林の実施や森林、マングローブ林の保全に努め

てまいりたいと考えております。

　また、農薬の使用については、適正使用や適期防除

指導に努めるとともに、化学農薬を３割低減するエコ

ファーマーの育成や５割低減する特別栽培農産物の認

証など、環境保全型農業を推進し、農薬の削減に努め

てまいります。

　次に、南北大東村の漁業基地化と製氷施設の整備に

ついてにお答えいたします。

　県では、南北大東村において漁港の整備を進めてい

るところであり、燃油、氷等の補給体制や漁獲物の流

通体制を整備することにより、漁業の前進基地が形成

されるものと考えております。

　なお、南大東村においては、平成20年度の水産業構

造改善事業により製氷施設を整備することとしており

ます。

　今後、漁港の整備や利用漁船の状況に応じて、順

次、必要な施設を整備してまいります。

　続きまして、南北大東村のため池整備についてにお

答えいたします。

　南北大東村における農業用水の確保は、さとうきび

の生産振興を図る上で重要であると考えております。

　このため、県においては、農業農村整備事業等を導

入し、平成18年度までに南大東村で13カ所、北大東村

で14カ所のため池の整備を完了しております。現在、

南大東村で３カ所、北大東村で10カ所のため池を整備

中であります。

　県としては、今後とも村と連携し、農業用水源、か

んがい施設等の整備を計画的に推進してまいります。

　続いて、ヤギの振興及び濁畜場の整備についてにお

答えいたします。

　沖縄県のヤギは、本県特有の食文化として古くから

親しまれております。

　県としては、ヤギの生産振興の一環として、平成20

年度からおきなわ山羊総合利用調査事業を実施し、地

域資源としてのヤギの有効活用を図ることとしており

ます。現在、沖縄本島におけるヤギの濁畜は名護市食

肉センターで実施しております。

　当該センターの年間の処理能力2000頭に対し、平成

18年度の濁畜頭数は662頭で約33％の稼働率となって

おります。

　南部地域に新たなヤギの濁畜施設を整備することに

ついては、採算性や濁畜頭数の確保等の課題があり、

現在、県及び南部市町村等で構成する「山羊食肉流通

研究会」を設置し、検討を行っているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　嘉手納ラプコンについ

ての御質問にお答えします。

　嘉手納飛行場及び那覇空港等の進入管制業務、いわ

ゆる嘉手納ラプコンの返還については、平成16年12月

10日に開催された日米合同委員会において具体的計画

が合意され、おおむね３年後の空域の移管を目指して

おりました。

　しかし、日本側航空管制官の訓練の進瀧が当初予定

よりおくれていることにより、去る１月24日の日米合

同委員会において、平成21年度末に移管を完了するこ

とが合意されたところであります。

　次に、与那国島上空の防空識別圏についての御質問



－ 341 －

にお答えします。

　我が国の防空識別圏が与那国島上空で区切られ、空

域の一部が防空識別圏外にあり、与那国空域の安全性

を確保する上で支障があると考えております。

　県としては、防空識別圏の問題は政府レベルで解決

を図る必要があると考えており、最近では昨年９月３

日に岸田沖縄及び北方対策担当大臣に、去る２月13日

には参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会委員

長に対し、問題解決に取り組んでいただくよう要請し

たところであります。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明28日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後５時45分散会
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議　　事　　日　　程　第９号

平成20年２月28日（木曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15号議

案から乙第29号議案まで（質疑）

第３　乙第30号議案から乙第32号議案まで（知事説明、質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第13号議案まで及び乙第15

号議案から乙第29号議案まで

甲第１号議案　平成20年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成20年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成20年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成20年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成20年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成20年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成20年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成20年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成20年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成20年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成20年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成20年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成20年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成20年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成20年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計予算

甲第20号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第21号議案　平成20年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成20年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成20年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成19年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第25号議案　平成19年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 9 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年２月 28日（ 木曜日）午前 10時２分開議
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甲第27号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成19年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成19年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例

乙第３号議案　沖縄県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県立県民アートギャラリーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第９号議案　沖縄県公害審査会の紛争処理の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例

乙第10号議案　沖縄県介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条例

乙第13号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第15号議案　沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県中小企業の振興に関する条例

乙第17号議案　沖縄県道路整備・都市モノレール建設基金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県奥武山総合運動場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　土地の処分について

乙第22号議案　訴えの提起について

乙第23号議案　照明灯倒壊事故に関する和解等について

乙第24号議案　損害賠償額の決定について

乙第25号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第26号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第27号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第28号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第29号議案　公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について

日程第３　乙第30号議案から乙第32号議案まで

乙第30号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例

乙第31号議案　指定管理者の指定について

乙第32号議案　指定管理者の指定について

予算特別委員会の設置

予算特別委員会委員の選任

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（45名）

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君
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事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君 39　番　　上　原　賢　一　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　仲　里　全　輝　君

副　　知　　事　　安　里　カツ子　君

知 事 公 室 長　　上　原　　　昭　君

総　務　部　長　　宮　城　嗣　三　君

企　画　部　長　　上　原　良　幸　君

文化環境部長　　知　念　建　次　君

福祉保健部長　　伊　波　輝　美　君

農林水産部長　　護得久　友　子　君

観光商工部長　　仲　田　秀　光　君

土木建築部長　　首　里　勇　治　君

企　業　局　長　　花　城　順　孝　君

病院事業局長　　知　念　　　清　君

出 納 事 務 局　　　　　　　　　上　原　久　己　君
会　計　課　長

知　事　公　室
　　　　　　　　　上運天　　　痩　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　名渡山　　　司　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　伊　元　正　一　君委　　員　　長

教　　育　　長　　仲　村　守　和　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　得　津　八　郎　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　大　城　光　代　君
会　長　代　理

人 事 委 員 会　　　　　　　　　瀬良垣　　　馨　君
事　務　局　長

代表監査委員　　太　田　守　胤　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第30号議案まで、乙第１号議案、乙第３号議案か

ら乙第13号議案まで及び乙第15号議案から乙第29号議

案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　前島明男君。

　　　〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君　おはようございます。

　公明党・県民会議の前島でございます。

　一般質問に入ります前に、所見を若干述べさせてい

ただきます。

　去る２月10日夜、北谷町で起きた米兵による少女暴

行事件は、女性の人権を全く無視した悪質で卑劣きわ

まりない蛮行と言わざるを得ない。被害に遭われた少

女や親、兄弟の心中を察すれば胸が痛みます。加害者

がどう弁解しようが絶対に許されることではない。米

軍側は、事件・事故が発生するたびごとに綱紀粛正を

唱えるが、それで解決できるものではない。末端の兵

隊に至るまで、基本的人権とは何か、また自由とは何

か、そして人間として学ぶべき基礎的なことからしっ

かりと教育すべきではないかと考えます。二度と絶対

にこのような事件が起こらないことを願ってやみませ

ん。

　それでは質問に入ります。

　大きな１番、教育行政について伺います。

　茨、ゆとり教育について。

　文部科学省は、去る15日、学習指導要領改訂案を公

表したが、いろいろ指摘されている。中でも、一人一

人の子供に教員の目が行き届き、教材研究の時間を十

分確保できるというゆとりある環境が不可欠である。

しかし、来年度の教員増は1000人にとどまり、今後の

大幅増も期待できない。教育現場からさらにゆとりを

奪えば、できる子供だけを伸ばす古い教育に逆戻りす

るおそれがないか。また、北欧などの教育先進国で

は、競争よりも子供全体の学力を上げる教育に力を入

れており、できる子ができない子を助けることがその

子自身の才能を大きく伸ばすというデータもある。し

かし、今回の改訂案にはそうした共助の観点が欠落し

ていると指摘されている。

　そのようなことから次のことを伺います。

　ア、文部科学省は、小中学校の学習指導要領改訂案

を公表したが、ゆとり教育路線を転換した最大の理由

は何か。

　イ、30年ぶりに授業時間数がふえるようだが、授業

の中身が問題だったのではないか。

　ウ、多くの弊害が指摘されたかつての詰め込み教育

に逆戻りする危険性はないか。

　エ、今回の学習指導要領改訂案を県教育長はどう見

ているか伺います。

　芋、県立特別支援学校編成整備計画（案）について

伺います。

　「沖縄盲学校の未来を考える会」から、去る２月13

日、仲里利信県議会議長あてに、沖縄盲学校を視覚特

別支援学校として存続を求める陳情書が提出されまし

た。その内容は、沖縄盲学校は視覚障害教育の場とし

て、点字教育、弱視教育、重複障害児教育、職業教育

を実践する一方、県内唯一の視覚障害児・者の教育機

関として、視覚障害のある乳幼児やその家族、地域の

学校に通う幼児・児童生徒、中途失明者への支援や関

係機関との連携など、視覚障害教育を専門とした特別

支援学校としてセンター的役割に対するニーズも増

し、それにこたえるよう努力をしているとのことであ

ります。

　今回の整備計画（案）では、どちらの障害において

も、活動の制限など制約が多くなることが予想される

ため、併設型の特別支援学校ではなく、視覚障害に特

化した視覚特別支援学校として盲学校を存続・発展さ

せてほしいとのことであります。

　そこで次のことを伺います。

　ア、県立特別支援学校編成整備計画（案）の基本的

な考え方を御説明ください。

　イ、整備計画（案）を作成するに当たって、学校現

場並びに親たちと何回意見交換を持たれましたか伺い

ます。

　ウ、知的障害児との併設を計画しているようです

が、教育環境が全く違うのではありませんか。うまく

いくとお考えですか。

　エ、盲学校の生徒や関係者は非常に不安を感じてい

るようですが、どう解消するお考えですか。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君
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　鰯、沖縄県教育委員会は、沖縄戦事例集を初めて作

成されたが、その趣旨と内容について御説明くださ

い。

　允、空手４団体の統一について伺います。

　それぞれ独自の道を歩んできた県内の空手道４団体

が、統一組織「沖縄伝統空手道振興会」を設立されま

した。大変に喜ばしいことであります。分裂以来27年

になります。県内空手界の懸案であっただけに関係者

の喜びはひとしおだと推察いたします。

　空手は世界に普及していて、推定で約150カ国、

5000万人と言われております。2009年には空手の世界

大会が開催されますが、４団体が結束して、県内で世

界大会を開催すれば万単位の参加者が世界各国から集

うに違いありません。発祥の地として大会を成功させ

れば、沖縄の名は一層世界へ発信されるものと確信い

たします。

　そこで次のことについて伺います。

　去る２月14日、分裂以来27年ぶりに県内の空手道４

団体の統一組織である「沖縄伝統空手道振興会」が設

立されました。県は積極的に支援すべきだと考えます

が、どのような支援を予定しているか伺います。

　大きな２番、福祉・医療行政について伺います。

　茨、施設福祉対策についてであります。

　特に老人福祉施設について考えてみたい。

　県民からたびたび相談を受けるのは、特別養護老人

ホームになかなか入れない。何年も待っている、であ

る。おおむね65歳以上の者であって、身体上、もしく

は精神上または環境上の理由及び経済的理由により、

居宅において養護を受けることが困難な者を入所させ

る施設であると定められております。

　私がここで強調したいのは、おおむね80歳以上の

方々のことであります。

　この方々は、去る第二次世界大戦で最愛の肉親等を

失い、最も悲惨な目に遭われ、その上、生きるため

に、そして戦後復興のために日夜分かたず必死に頑

張ってこられました。私は、このような方々がだれよ

りも大事にされなければならないと考えております。

余生もそんなに長くはありません。希望されるすべて

の方々が入所できるように施設を整備すべきだとの考

えから次のことを伺います。

　ア、養護老人ホーム並びに特別養護老人ホームの現

在の設置状況はどうなっていますか。

　イ、入所待機者が随分いるように聞いているが、現

状はどうなっていますか。

　ウ、希望者全員が入所できるように施設をふやすべ

きだと考えるが、どうですか。

　芋、看護師や助産師の不足について伺います。

　慢性的な看護師や助産師不足を解消するには、新人

の養成だけではとても追いつかない現状を見ました場

合、どうしてもＯＢたちの力をかりざるを得ないと思

います。熟練した技術を生かさない手はないとの考え

から次のことを伺います。

　ア、現在どの程度不足しているのか。

　イ、一度離職した方々の再就職支援はどうなってい

るか。

　ウ、再就職の状況はどうなっているか伺います。

　鰯、ドクターヘリ事業について伺います。

　今日まで離島等で急患が発生した場合、自衛隊や海

上保安庁に依頼し、対応していただき、多くの人命が

救われてきました。このことに対しましては心から感

謝をし、敬意を表するものであります。

　しかしながら、飛行場が整備されていない地域や山

間地等においては、十分な救助活動ができない場合も

あったわけですが、次年度のドクターヘリ事業の導入

で沖縄全域がカバーされ、全県民が安心して生活でき

る環境が整うことになります。

　そこで次のことを伺います。

　ア、20年度予算に5000万円余が計上されているが、

県内何カ所を予定しているのか。

　イ、今後予算をふやす考えはあるのか。

　ウ、県が直営でやるのか、それとも委託に回すのか

伺います。

　允、発達障害のある方とその家族が地域で安心して

暮らせるよう、各地域あるいは市町村に支援体制を整

備することを目指しているわけですが、昨年２月１日

に開所して以来１年が経過しておりますので、発達障

害支援センターの現状と課題はどうなっているか伺い

ます。特にコーディネーターの育成・訓練等について

であります。

　印、障害児タイムケア事業の活用状況と課題はどう

なっているか。

　咽、児童養護施設の整備について伺います。

　ア、虐待を受けている子と暴力行為のある子との施

設を分けて整備する考えはないか伺います。

　員、配偶者からの暴力防止と被害者保護のための連

携強化促進について伺います。

　ア、国から示されている内容はどうなっているか伺

います。

　因、児童デイサービスの現状と課題はどうなってい

るか。

　大きな３番、土木建築行政について伺います。

　茨、都市モノレールの延長について。
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　いよいよ、来る３月21日の第７回モノレール延長審

査会において最終結論が出されることになっておりま

す。ここで強調しておきたいことは、利便性や経済性

も大事な要素でありますが、最も大事なことは、交通

渋滞の緩和を第一義的に考え、さらに沖縄都市モノ

レールは沖縄全県民の財産であることと、観光客の利

便性も十分に考慮して決定されるべきであることか

ら、次のことを伺います。

　ア、ゆいレール首里駅から西原入り口付近まで、延

長経路に関するＰＩ、いわゆる住民意見の聴取は終

わったと思うが、いつ公表されるのか伺います。

　イ、ＰＩ調査結果は経路決定にどの程度反映される

のか。

　ウ、調査したという形式だけじゃなくして、大いに

尊重すべきだと考えるがどうか。

　芋、通称パイプライン線の浦添市伊祖側から宜野湾

市向け工事が一向に着工できないのはなぜか。

　鰯、浦添市港川の里浜づくりについて伺います。

　浦添市港川地域では住民有志が中心になって、住み

よい地域づくりのために、また活性化を図るためにこ

れまでにない盛り上がりのある活動を展開しており、

市内外から大きな注目を浴びております。

　そこで次のことを伺います。

　ア、地域住民が中心になって里浜づくりに努めてい

るが、どう評価しているか。

　イ、臨港道路、浦添線をつくる折、ぜひ関係する住

民の意見を聞いてほしいとの要望が強いがどう思う

か。

　ウ、那覇、浦添近郊で唯一残っている勢理客から港

川までの海岸線をぜひビーチとして残すべきだと考え

るがどうか。

　允、臨港道路について伺います。

　ア、海底トンネル部分以外の工事が遅々として進ま

ないのはなぜか。

　イ、浦添、宜野湾線の進瀧はどうなっているか。

　ウ、平成21年の海底トンネル供用開始時にはどこか

らどこまでが使用できるのか伺います。

　大きな４番、環境行政について伺います。

　「捨てればごみ、分別すれば資源」、このキャッチ

フレーズは耳にタコができるほど聞いてきた言葉であ

ります。しかし、県民意識が高まってきたとはいえ、

地域によっては十分な成果が上がっていない自治体も

あるように聞いております。資源は無尽蔵ではないこ

とから、大事にする意識をもっと高める必要性から、

次のことを伺います。

　茨、ごみの減量化についてであります。

　ア、我が県における家庭ごみ削減計画の数値目標と

比べて実績はどうなっているか。また、どう評価して

いるか。

　イ、企業の数値目標と実績はどうなっているか。

　ウ、今後の中長期の削減目標はどうなっているか伺

います。

　芋、産業廃棄物の最終処分場について伺います。

　ア、最終処分場の実態はどうなっているか。

　イ、県の建設予定候補地を３カ所に絞られたが、関

係住民との話し合いはどうなっているか。

　ウ、最終処分場の現状からすると早期の着工が望ま

れるが、めどは立っているのか伺います。

　大きな５番、食の安全・安心について伺います。

　中国製冷凍ギョーザによる食中毒被害が発生しまし

た。あろうことか、混入していたのは殺虫剤成分であ

ります。食の安全を担う官民の食品検査、輸入管理体

制は不備と言わざるを得ない。安全に対する慢心が食

中毒の被害を生み拡大させたと言っても過言ではな

い。問題はもう一つある。最初の被害発生から厚労省

の発表までほぼ１カ月もかかっている。通報が迅速に

行われ、消費者への告知が早ければ被害はもっと抑え

られたのではないか。縦割り行政の弊害と言えよう。

加工食品や食原料の大半を中国に依存している日本に

とっては死活問題であります。

　そこで次のことを伺います。

　ア、今回の中国製冷凍ギョーザ中毒事件はなぜ起き

たと思うか。

　イ、原因究明はどうなっているか。

　ウ、今後の我が県としての対策はどうなっている

か。

　エ、我が国、我が県の農作物の自給率は低いが、今

後どう高めていくのか。

　大きな６番、警察行政について伺います。

　茨につきましては多くの議員から質問がありました

ので、割愛をいたします。

　芋、交通事故自動記録装置の県内設置状況と今後の

計画はどうなっているか。

　交差点内で発生した交通事故の直前から直後の状況

をＶＴＲに記録し、事故捜査の鑑定に活用され、的確

な事故原因の究明を図ることができる有用な装置です

が、県内の設置状況と今後の計画を伺います。

　大きな７番、我が会派の代表質問に関連して質問い

たします。

　我が会派の上原議員の代表質問、大きい４番の印、

うつ病デイケア事業について伺います。

　私ども県議会公明党・県民会議会派は、去年12月18
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日、沖縄県立総合精神保健福祉センターを視察し、所

長並びに利用者７名から話を聞いてまいりました。ま

た、陳情者の県外来精神科医会の知念襄二会長から、

参考人聴取も行ってまいりました。それらのことから

いたしますと、慢性うつ病に特化したデイケアは県内

になく、センターデイケアの効果は県内外からも注目

を浴びております。民間病院にノウハウをバトンタッ

チするまでは継続・拡充がぜひ必要だと訴えておりま

す。

　また、知念会長は、慢性うつ病は投薬だけでは改善

しないと説明され、センターのデイケアで実施する認

知行動療法がうつ病患者の復職などで成果を上げてい

るとのことであります。デイケアは県のパイロット事

業ではありますが、センターのうつ病デイケアは県内

外でも広く知られるようになり、県内外からの見学者

も多く、既に県外からは10数カ所の視察申し入れがあ

るそうであります。

　また、県内の利用者紹介がふえ続けており、現在で

は定員15名を倍する利用者を受け入れており、利用待

機者も多い状況にあることから、ぜひうつ病デイケア

の中核として存続すべきだと考えるが、県の方針を伺

いたい。

　次に、糸洲朝則議員の代表質問に関連して質問いた

します。大きな４番の印についてであります。その中

で特に香港について伺います。

　マスコミ等の情報によりますと、４月から沖縄―香

港間に定期直行便が就航する予定になっているとのこ

とであります。それが実現すれば、こんなにうれしい

ことはありません。歴史や文化、地理的に近いことな

どを考えると、観光客を相互にふやしていく上では弾

みがつくものと考えます。さらには、貿易やビジネス

での交流も活性化するものと期待されます。

　そこで次のことを伺います。

　ア、予定会社の運航会社名。

　それからイ、具体的な運航計画があればお聞かせく

ださい。

　答弁によっては再質問をさせていただきます。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　前島議員の御質問にお答えいたします。

　まず、教育行政の関連で、空手４団体統一組織の支

援に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄を発祥の地とする空手道は、沖縄が世界に誇る

貴重な伝統文化であり、その継承・発展に努めること

は大変重要なことであります。

　このたび、空手４団体の統一組織として「沖縄伝統

空手道振興会」が設立されたことは、沖縄県の伝統文

化の一つであります空手道・古武道を正しく継承・発

展させ、世界へ発信する上で大変有意義なことであり

ます。

　これを契機に同会が中心となり、空手道・古武道の

普及・発展のための諸事業が推進されることを期待し

ているところでございます。

　県といたしましては、同会からの具体的な要請を受

けて支援策を検討してまいりたいと考えております

が、既に空手の世界大会を開く話であるとか、空手会

館、空手大学、武徳殿のようなものへの関心が強く、

これらをこれからよく調査研究・勉強して、手がつけ

られるものからつけていければ、ないしは支援ができ

ればというふうに考えておりますが、これからでござ

います。

　次に、福祉・医療関係の御質問の中で、２の鰯の

ア、イ、ウが関連いたしておりますので、御理解を得

て一括して答弁をさせていただきたいと思います。こ

れはドクターヘリ事業に係る御質問でございます。

　県が平成20年度から運航を予定いたしております救

急医療用ヘリコプターは、国の補助を受けて実施する

もので、各都道府県とも補助は１機分となっておりま

す。

　予算につきましては、平成20年度は４カ月分を計上

いたしておりますが、平成21年度以降は通年の経費を

計上することにいたしております。

　実施体制につきましては、救命救急センターの指定

を受けた病院に対する補助事業として考えておりま

す。

　現在のところ幾つかの条件が無論ついているわけで

すが、これですと沖縄全域についてはなかなかカバー

し切れないという幾つかの難がございます。我々はま

た政府とも相談しながら、沖縄に合うような形に展開

できないかどうか、前へ詰めてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、食の安全・安心につきましてですが、食料自

給率の向上対策についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　食料自給率の向上を図るためには、県内農業生産の

拡大と地産地消を推進することが極めて重要でありま

す。

　このため、県におきましては、農林水産業振興計画

に基づきまして、第１に、おきなわブランドの確立と

拠点産地の形成による生産供給体制の強化、第２に、

輸送コストの低減や地産地消など流通・販売・加工対
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策の強化、そして第３に、経営感覚にすぐれた担い手

の育成や多様な新規就農者の育成確保、第４に、省力

化に向けた農林水産技術の開発・普及、第５に、農業

用水源の確保やかんがい施設等生産基盤の整備などに

よりまして、持続的農林水産業の振興と多面的機能を

生かしました農山漁村の振興を図ることといたしてお

ります。

　今後とも、沖縄県農林水産業の生産振興と食料自給

率の向上に向け、総合的に諸施策を推進してまいる考

えでございます。

　次に、我が会派の代表質問との関連という点で、香

港路線に係る御質問につきましてお答えいたしたいと

思います。この御質問も７の芋のア、イが関連いたし

ておりますので、一括して恐縮ですがお答えさせてい

ただきます。

　運航会社は、香港を拠点とする航空会社「香港エク

スプレス」となっております。

　同社は、平成20年４月３日から木曜・日曜、週２便

の運航を計画いたしております。

　ことし１月の日本・香港の協議におきまして、輸送

枠も含めた航空自由化が合意されたことを受け、４月

末には週４便への増便を予定し、現在、運航計画等の

調整が行われているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは教育行政について

の御質問で、ゆとり教育の転換についてお答えいたし

ます。

　今回の学習指導要領の改訂の背景については、体験

の不足などから来る子供たちの「生きる力」の弱さ

や、ＯＥＣＤ等の国際学力調査の結果における日本の

子供たちの理科や数学の学力の低下、学ぶ意欲や学習

習慣における課題等が大きな要因であるとされており

ます。

　このことから、文部科学省は「生きる力」をはぐく

むという現行学習指導要領の基本理念を継承しつつ、

各教科で知識・技能を活用する学習活動を充実する必

要があるとしております。

　次に、授業時間数増と授業の中身の問題についてお

答えいたします。

　今回の学習指導要領の改訂に当たって、文部科学省

は、これまで「生きる力」や「総合的な学習の時間」

についての必要性や趣旨の周知等が必ずしも十分でな

く、学校現場での指導に課題があったものとしており

ます。

　そのことから、今回の改訂案は子供たちがつまずき

やすい内容の確実な定着を図るための繰り返し学習

や、観察・実験やレポート作成、論述などの知識・技

能を活用する学習活動や体験活動などにより授業の充

実を図る内容となっております。

　次に、詰め込み教育への危険性についてお答えいた

します。

　文部科学省は、今回の改訂における授業時間数の増

加は、指導内容をふやすことを主な目的とするもので

はなく、子供たちが学習にじっくりと取り組める時間

を確保すること、そして、基礎的・基本的な知識・技

能の確実な定着とこれらを活用する力を育成すること

にあるとしております。

　また、「ゆとりか詰め込みかという二者択一ではな

く、基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着と、こ

れらを活用する力の育成をいわば車の両輪として伸ば

していく必要がある」としております。

　次に、改訂案に対する教育長の見解についてお答え

いたします。

　先日公表されました学習指導要領改訂案は、現行学

習指導要領の基本理念である「生きる力」を育成する

ことを継承し、知識・技能の習得と思考力・判断力・

表現力等の育成のバランスを重視すること、道徳教育

や体育などの充実により豊かな心や健やかな体を育成

することを基本的な考えとしているものととらえてお

ります。

　本県の目指す教育も「生きる力」の育成であり、そ

の実現のためにどのようなことをなすべきかについ

て、学校、保護者、地域等と連携を図って取り組んで

まいりたいと考えております。

　次に、県立特別支援学校編成整備計画（案）の基本

的な考え方についてお答えいたします。

　近年の児童生徒の障害の重度・重複化等により、多

様な教育ニーズへの対応が求められていることから、

平成19年４月から学校教育法の改正により、従来の障

害種別ごとの盲・聾・養護学校の制度が複数の障害種

に対応できる特別支援学校制度に改められました。

　このような状況を踏まえ、県教育委員会では、障害

のある幼児・児童生徒のニーズに対応した教育の充実

を図るため、県立特別支援学校編成整備計画（案）を

作成したところであります。

　本計画（案）の基本的な考え方としましては、１点

目に、地域で教育ニーズの高い障害種に対応する複数

障害種対応の特別支援学校を地区ごとに整備するこ

と、２点目に、障害種別に専門的指導を行うこと、３
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点目に、障害のある幼児・児童生徒がより身近な場で

教育が受けられるように配慮することなどとしており

ます。

　次に、学校現場や親たちとの意見交換についてお答

えいたします。

　県立特別支援学校編成整備計画（案）は、学識経験

者や学校関係者、さらに保護者代表から構成された懇

話会の提言を踏まえ、障害のある幼児・児童生徒の教

育的ニーズに対応した教育の充実を図るため作成した

ものであります。

　県教育委員会としましては、同計画（案）について

中部地区の地域説明会や美咲養護学校を初め沖縄ろう

学校、沖縄盲学校の職員や保護者に対し説明会を開催

し、御意見を伺っているところであります。

　次に、教育環境が違う知的障害児教育との併設につ

いてお答えいたします。

　複数の障害種に対応する特別支援学校を整備する場

合は、学級編制や教育課程を障害種ごとに定め、それ

ぞれの障害の特性に応じた教育活動が展開されるよう

配慮することとしております。

　また、施設整備については、国の「特別支援学校施

設整備指針」を踏まえ、校舎や教室等の配置において

それぞれの障害の特性に応じた空間区分や動線設定を

考慮し、児童生徒が落ちついて学習できる環境を整え

る必要があるものと考えております。

　次に、盲学校の生徒や関係者の不安の解消について

お答えいたします。

　沖縄盲学校の保護者や学校関係者が単独校として存

続を求めていることについては、視覚障害教育の専門

性の維持等に不安を感じていることのあらわれと受け

とめております。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者や関係

団体等に十分な説明と意見交換を行いながら、不安の

解消に努めていきたいと考えております。

　次に、「沖縄戦の指導案事例集」についてお答えい

たします。

　県教育委員会といたしましては、これまで各高等学

校の授業等で実践されてきた沖縄戦の学習指導案をも

とに、高校の地理歴史科や特別活動等で活用できる

「沖縄戦の指導案事例集」を作成し、新学期までには

全県立高等学校に配布する予定であります。

　この指導案事例集等を活用することにより、今後と

も沖縄戦の実相を子供たちに正しく伝えていくことが

でき、理解が深まるものと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　福祉医療行政につい

ての中の、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの

設置状況と入所申込者の現状、施設の増設についてに

お答えいたします。これは一括のお答えになります。

　平成20年１月現在、養護老人ホームは６施設、定員

が300人、特別養護老人ホームは54施設、定員4065人

が整備されております。

　平成18年６月に小規模特別養護老人ホームを除く47

施設を対象に入所申込者を調査した結果、在宅からの

申込者は3400人となっており、そのうち要介護度３か

ら５の高齢者が1600人で、さらに、ひとり暮らし世帯

や介護する者が高齢、障害、就労等により介護が困難

な世帯について見ますと900人になるものと推定され

ております。

　一方、特別養護老人ホームにおいて年間の退所者は

おおむね700人となっております。

　また、平成18年４月からは新たな地域密着型サービ

スとして認知症高齢者グループホームが50カ所、定員

459人、小規模多機能型居宅介護施設32カ所、利用定

員741人のサービスが展開されております。

　さらに、軽費老人ホームも平成19年度に開設された

２施設を加え９施設、定員450人が整備され、県全体

としては既存の施設と新たな地域密着型サービスで入

所の必要度が高い者のニーズは満たすことができると

考えております。

　特別養護老人ホームの増設につきましては、第３期

介護保険事業支援計画において平成20年度までは行わ

ないこととされており、平成21年度からの第４期介護

保険事業支援計画の中において検討されることになり

ます。

　続きまして、看護師や助産師はどの程度不足してい

るかという質問にお答えいたします。

　平成17年度に実施しました平成18年から平成22年ま

での第六次看護職員需給見通しにおいて、毎年約700

人の看護職員不足が見込まれております。そのうち、

助産師は毎年約100人の不足と見込まれております。

　続きまして、看護職員の再就職支援と再就職の状況

についてに一括してお答えいたします。

　沖縄県ナースセンター事業においては、離職期間が

長い看護職員への看護力再開発講習会の実施及び求

人・求職の紹介や相談を無料で行うなど、再就業を支

援しております。

　また、現在業務に従事していない助産師に対して、

助産技術研修を実施し、産科診療所等への再就業を支

援しております。
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　平成18年度の再就職の状況については、看護力再開

発講習会は受講者が23人中８人、助産技術研修は受講

者６人全員が再就業しております。

　また、平成18年度の沖縄県ナースセンターの求職登

録者338人のうち、再就業したのは197人となっており

ます。

　続きまして、発達障害者支援センターの現状と課題

についてにお答えいたします。

　発達障害者支援センターは、発達障害者に対する相

談支援、発達支援及び就労支援等を行っております。

　平成19年４月から12月までの相談件数は、相談支援

が213件、発達支援が185件、就労支援が193件、合計

591件となっております。

　今後は、身近な地域でよりきめ細かな相談が受けら

れるよう各圏域で相談・支援体制を構築する必要があ

ります。そのため、相談支援事業所の相談支援専門員

等に発達障害者の相談・支援のコーディネートを担っ

ていただくことを考えており、センターを中心にネッ

トワークを築いていくこととしております。

　続きまして、障害児タイムケア事業についてにお答

えいたします。

　障害児タイムケア事業につきましては、利用対象を

障害のある中高生等までとしておりましたが、平成18

年10月から、18歳以上の障害者等も利用対象に加えら

れ、事業名称が日中一時支援事業に変更されました。

　平成18年度の障害児タイムケア事業は３市町村で実

施されておりましたが、現在、日中一時支援事業は29

市町村で実施されており、実施市町村は大幅にふえて

おります。未実施市町村は12町村でありますが、利用

者がいないために実施していないということでありま

す。

　続きまして、児童養護施設の整備についてにお答え

いたします。

　児童養護施設は、保護者のない児童、虐待されてい

る児童、その他環境上養護を要する児童を入所させ、

これを養護すること等を目的とする施設であります。

　当該施設は本県で８カ所設置されており、ことし１

月１日現在、定員442人に対し395人が入所しておりま

す。

　一方、不良行為をなし、またはなすおそれのある児

童及び家庭環境その他環境上の理由により生活指導等

を要する児童を入所させ、その自立を支援すること等

を目的とする児童自立支援施設が１カ所設置されてお

ります。

　要保護児童につきましては、児童相談所において調

査、診断等に基づき、施設入所措置等の援助方針を決

定することになりますが、一般的に暴力行為等の問題

を抱えた児童については児童自立支援施設への入所措

置が行われております。

　また、児童養護施設に入所した児童が問題行動を起

こし、当該施設での処遇が困難となった場合は児童自

立支援施設への措置変更が行われており、虐待されて

いる児童と暴力行為等の問題を抱えた児童は別々の施

設で処遇が行われております。

　続きまして、配偶者からの暴力防止と被害者保護の

ための連携強化促進の内容についてにお答えいたしま

す。

　配偶者暴力防止法第９条は、配偶者暴力相談支援セ

ンター、警察、福祉事務所など都道府県または市町

村、その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当

たっては、その適切な保護が行われるよう相互に連

携・協力するよう努めるものと定めております。

　また、国が策定した「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」に

おいては、法律に掲げられた機関やその他の関係機関

が被害者支援の共通認識を持ち、日々の相談、一時保

護、自立支援等さまざまな段階において緊密に連携し

て取り組む必要があると定められております。

　そのため、県では、県の関係部局、県警、市町村、

民間団体等27機関で構成する「沖縄県配偶者等からの

暴力対策連絡会議」を設置するとともに、女性相談

所、北部、宮古及び八重山の３福祉保健所に配偶者暴

力相談支援センターを設置し、市町村、県警など関係

機関と連携してＤＶの防止、被害者の保護及び自立支

援に努めているところでございます。

　続きまして、児童デイサービス事業の現状と課題に

ついてにお答えいたします。

　障害者自立支援法の施行に伴い、児童デイサービス

事業は、療育を必要とする障害児を指導する場として

位置づけられ、日常生活の基本的な動作の指導や集団

生活への適応訓練などを行っております。

　一方、これまで児童デイサービスで提供していた放

課後対策や介護者のリフレッシュのための預かり的な

支援につきましては、日中一時支援事業に区分された

ところであります。

　しかしながら、児童デイサービス事業所において

は、サービスが預かり的な支援にとどまっているとこ

ろもございます。

　今後は、サービス管理責任者研修等を通して療育的

支援が提供できるよう職員の資質の向上を図っていき

たいと考えております。

　なお、平成19年８月時点での児童デイサービスの利
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用者数は788人となっております。

　次に、食の安全・安心についての、中国産冷凍

ギョーザ中毒事件の発生原因、原因究明の状況及び県

の対策についてに一括してお答えいたします。

　今回の中国産冷凍ギョーザ中毒事件につきまして

は、現在、国において当該薬物の混入経路の解明など

事案の真相究明のため、中国調査当局と協働で鑑定や

関係者の聴取等の捜査を行っているところであり、そ

の結果を注視したいと考えております。

　県では、今回の事案に対し、この間、健康被害拡大

防止のため県民への情報提供や当該製品の販売中止及

び回収等の確認をするとともに、有症者148名からの

聞き取りや当該製品の74検体の検査等を行ってきたと

ころであります。検査の結果、メタミドホス及びジク

ロルボス等の有機燐系薬物は検出されておりません。

　近年の国内における食の安全・安心を揺るがすさま

ざまな事件や事故を受け、国においても今後の対策を

検討しているところでありますが、県におきまして

も、国の検疫所等、関係機関との連携や情報の共有化

により、検査及び監視体制の強化に努めていきたいと

考えております。

　続きまして、我が会派の代表質問との関連の中の、

うつ病デイケアの継続実施についてにお答えいたしま

す。

　沖縄県総合精神保健福祉センターは、県内唯一の地

域精神保健福祉に関する技術的中核機関として、普及

啓発や精神保健福祉専門相談、人材育成など多くの役

割があるほか、精神障害者の退院促進や自殺対策など

主要施策への対応が求められております。

　うつ病デイケアにつきましては、現在、平成21年度

から２カ所の民間病院が実施を予定しており、技術移

転を図るために平成20年度は継続して実施してまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは土木建築行

政関連で、ＰＩ結果の公表時期についての御質問にお

答えいたします。

　モノレール延長に関するＰＩ、すなわちパブリッ

ク・インボルブメントの実施については、マスコミ等

を通じて去る２月18日に中間発表しております。

　その内容は、１万7000部のアンケート配布に対し約

5700部、約33％の回収率で、地域別、年齢別、就業者

別に幅広い意見を集約することができました。

　また、モノレール延長の必要性や事業化に対して

は、９割以上の高い理解度と賛同があり、延長ルート

案の選定における重要項目として利便性や交通渋滞緩

和を望む意見が多い状況でありました。

　なお、ＰＩ最終結果は延長ルート案選定について、

地域別や乗客予測割合別に集計・分析し、幹事会で審

議した上で３月予定の第７回委員会で公表する考えで

あります。

　次に、延長ルート案の選定におけるＰＩ調査結果の

反映と尊重についての御質問にお答えいたします。一

括してお答えいたします。

　延長ルート案の選定に当たりましては、前回委員会

までに利便性、町の発展性、交通結節利便性、早期実

現性、経営採算性の５つの評価項目で総合評価を実施

してきたところであります。　

　しかしながら、浦添ルート案と福祉センター改良案

の評価が拮抗し、ＰＩ結果を踏まえた慎重審議を求め

る意見があり、結論が持ち越されたことから、延長

ルート案の選定も含めたＰＩを実施したところであり

ます。そのため、次回の委員会において、ＰＩの結果

はルート案選定の参考資料として活用されるものと考

えております。

　続きまして、パイプライン線の工事着工についての

御質問にお答えいたします。

　都市計画道路パイプライン線は、那覇市の環状２号

線を起点とし、宜野湾市の宜野湾西原線を結ぶ国道58

号と国道330号の機能を補完する街路であります。

　浦添市伊祖から宜野湾市嘉数の延長約1.3キロメー

トル区間につきましては、平成14年度に事業着手し、

現在、主に用地買収と物件補償を行っております。

　工事につきましては、平成18年度より用地買収が進

んでいる宜野湾市側から着工しており、平成19年度末

の事業進瀧率は約34％であります。

　今後とも地権者の理解を得ながら用地取得に努め、

平成23年度の供用を目途に整備を進めていく考えであ

ります。

　次に、里浜づくりの評価についての御質問にお答え

いたします。

　浦添市港川の里浜づくりにつきましては、地域住民

や自治会等が主体となる里浜フォーラムや海の体験学

習などが活発に行われております。

　県としましても地元浦添市同様、地域の自然・歴

史・文化など特性を生かす地域に根差した里浜づくり

活動が大変重要なものだと認識しております。

　続きまして、住民の意見についての御質問にお答え

いたします。

　臨港道路浦添線につきましては、現在、浦添市土地
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開発公社において埋立工事の着手に向け、沖縄県の環

境影響評価条例に基づく手続を進めております。

　地元の浦添市におきましては、臨港道路浦添線の埋

立工事についてこれまで地域住民説明会や市議会等、

さまざまな機会をとらえ説明や意見交換を行って進め

ていると聞いております。

　県としましても、今後とも浦添市が地域住民の活動

と市民ニーズを十分に踏まえ進めていくものと考えて

おります。

　続きまして、ビーチとして残すべきとの考えについ

ての御質問にお答えいたします。

　臨港道路浦添線は、延長約2.5キロメートルであ

り、勢理客から港川の海岸線の前面の海域を埋め立て

て通過する計画になっております。

　当該道路と陸域の間の海域につきましては、浦添市

土地開発公社と那覇港管理組合により都市機能用地及

び港湾緑地の造成を行いますが、今回、港川寄りの一

部区間におきましては緑地の埋め立てを見送ると聞い

ております。

　続きまして、沈埋トンネルに係る関連道路の進瀧状

況について一括してお答えいたします。

　那覇空港から沈埋トンネルを経由して宜野湾市宇地

泊に至る約12.2キロメートルの区間につきましては、

国において臨港道路空港線、臨港道路浦添線及び浦添

北道路の３区間の整備を進めております。

　臨港道路空港線は、那覇市鏡水から同市若狭の既設

臨港道路港湾１号線に接続し、延長が約３キロメート

ルで、そのうち沈埋トンネル区間が約0.8キロメート

ル、道路区間が約2.2キロメートルであり、両区間と

も平成22年度の完成を目途に整備を進めていると聞い

ております。

　次に、臨港道路浦添線は、浦添市西洲から同市空寿

崎の浦添北道路に接続し、延長が約2.5キロメートル

で、平成22年度完成予定であると聞いております。

　また、浦添北道路は、浦添市空寿崎から宜野湾市宇

地泊の国道58号宜野湾バイパスに接続し、延長が約

2.0キロメートルで、平成18年度に事業着手している

と聞いております。

　次に、沈埋トンネルの供用開始時の道路利用状況に

ついてお答えいたします。

　沈埋トンネルの供用予定の平成22年度末におきまし

ては、臨港道路空港線及び臨港道路浦添線が完成する

ことから、那覇空港から沈埋トンネルを経由し、那覇

市若狭、浦添市西洲、浦添市空寿崎、県道浦添西原線

の一部を経て国道58号の港川に至るルートが使用でき

るものと聞いております。　

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　環境行政についての

御質問で、家庭ごみと企業の削減目標と実績について

一括してお答えいたします。

　廃棄物の基本的な区分として、産業廃棄物以外の廃

棄物は一般廃棄物であり、さらに一般廃棄物は、一般

家庭から発生する生活系ごみと事業活動に伴って発生

する事業系ごみに分けられます。

　県におきましては、生活系ごみと事業系ごみを分け

た減量化目標はありませんが、第二期の「沖縄県廃棄

物処理計画」において、生活系と事業系を合わせた一

般廃棄物の平成22年度の減量化目標を設定しておりま

す。

　同計画の平成22年度目標としては、排出量を基準年

度である平成16年度と同程度に抑制し、再生利用量の

割合を排出量の22％に、最終処分量の割合を12％にし

ております。

　平成17年度実績では、排出量が基準年度の99.6％、

再生利用量は排出量の12％、最終処分量は排出量の

13％となっております。

　排出量、最終処分量については目標に向けおおむね

良好に推移しておりますが、再生利用量が伸び悩んで

いることから、一層の県民意識の高揚等を図る必要が

あると考えております。

　県としましては、今後とも市町村と連携し、県民や

事業者等の協力を得ながら、循環型社会の形成に努め

てまいります。

　次に、廃棄物の中長期の削減目標についてお答えい

たします。

　廃棄物の減量化目標については、５年ごとに策定し

ている沖縄県廃棄物処理計画において設定しており、

現在の第二期計画では平成22年度を目標年度としてお

ります。

　平成23年度以降の減量化目標については、第二期計

画の達成状況、本県の廃棄物を取り巻く状況、国の動

向等を踏まえ、第三期計画において目標数値の設定を

行いたいと考えております。

　次に、産業廃棄物最終処分場の実態についてお答え

いたします。

　産業廃棄物最終処分場のうち安定型最終処分場につ

いては、平成17年３月現在、稼働している最終処分場

は14施設で、その残余容量は約386万5000立方メート

ルとなっております。

　管理型最終処分場については、平成19年３月現在、
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民間の産業廃棄物処理業者が設置している稼動中のも

のは２施設のみで、その残余容量は３万立方メートル

であり、管理型最終処分場については綻迫した状況に

あります。

　次に、公共関与による産業廃棄物最終処分場につい

て、関係住民との話し合い及び早期着工のめどについ

て一括してお答えいたします。

　公共関与による産業廃棄物最終処分場の立地候補地

については、総じて厳しい意見が寄せられています。

　県では、本事業に対する理解と協力を得るために、

陸域候補地での住民説明会の開催及び先進的な事例と

なる県外処分場の視察の実施に向けて取り組んでいま

すが、いまだ実現に至っておりません。

　また、海域候補地に関しては、学識経験者や港湾関

係者から成る懇談会を開催し、環境影響等について意

見を伺い、事業実施に向けた課題を抽出しているとこ

ろであります。

　県としては、社会的条件や地域の理解が得られるな

どの諸条件が整った箇所から先に整備を進めたいと考

えており、引き続き３候補地の市町や地域の方々の理

解と協力が得られるよう努めていきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　交通事故自動記録装置

の設置状況と今後の設置計画についてお答えいたしま

す。

　交通事故自動記録装置とは、交差点等の交通音の中

から衝突音、急ブレーキ、長いクラクションを識別

し、識別した瞬間及び前後の映像や音を自動的に記憶

するものであります。

　同装置は、平成15年度の警察庁の全国調達の中で当

県にも５機配分され、また平成17年に民間団体から寄

贈があったものを含め、合計６機を交通事故の多い交

差点に配置しております。

　同装置につきましては、事故当事者の死亡や事故当

事者の主張が食い違う場合において事故原因の究明に

資するものであり、適正かつ効率的な交通事故捜査を

行う上で有効であることから、警察庁からの配分を待

つだけでなく、県警察においても可能な限り数多くの

台数を整備してまいりたいと考えております。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　前島明男君。

　　　〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君　一通り御答弁をいただきましたが、

再質問をさせていただきます。

　まず、教育関係についてでありますが、芋の県立特

別支援学校編成整備計画（案）についてでございます

けれども、学校教育法の改正によって併設型の施設を

計画しなさいということでございますが、時期的なも

のがあるのか、いつまで計画を立てなきゃいけないと

いうその時期的なものがあるのか。学校の先生方ある

いは父兄の皆さん方が非常に不安を感じておりますの

で、その辺は十分話し合いを持って理解が得られるよ

うな努力をしていただきたい。これから何度もお互い

の意思の疎通を図っていただきたいというふうに思い

ますが、いかがでしょうか。

　それから施設福祉対策についてでありますけれど

も、特別養護老人ホームの宮古、八重山における待機

者の状況はどうなっているか、それをお聞きしたいと

いうふうに思います。

　それから浦添市港川の里浜づくりでございますけれ

ども、那覇から浦添の間の2.5キロのうち、市の方が

一部を見送る予定があるということなんですが、その

計画の中に人口ビーチもあるわけですが、人口ビーチ

というのはやむなく人口ビーチをつくるわけでありま

して、可能な限り自然のままのビーチが望ましいわけ

でありまして、那覇市あるいは浦添市の近郊から草履

ばきでいつでも行けるような、そういう自然のビーチ

を可能な限り残していただきたいというふうに思うわ

けであります。

　以上、御答弁をよろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前11時５分休憩

　　　午前11時９分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは前島明男議員の再

質問で、沖縄盲学校に関連して編成整備計画の時期や

不安等についてお答えをいたします。

　特別支援学校編成整備については、年度内策定にこ

だわらず、今後とも継続して意見交換を行い、専門性

や安全性に対する保護者等の不安や懸念の解消を図

り、十分なコンセンサスを得た上で計画を策定してま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは里浜関連の

再質問にお答えいたします。
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　地元浦添市としては、より魅力的なまちづくりを実

現するために西海岸開発計画のみでとらえるのではな

く、西海岸開発計画と基地跡地利用計画を一体的にと

らえたまちづくりが必要であることから、北緑地は基

地との緩衝緑地として早急に整備するのではなく、基

地の跡地利用を踏まえ、地域特性や社会的ニーズな

ど、十分な検討を行い位置づけていく必要があると判

断し、今回の埋立事業では見送る計画となったと聞い

ております。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　養護老人ホームの待

機者の御質問にお答えいたします。

　宮古、八重山の待機者なんですけれども、一応、申

し込みの状況が宮古が60人、八重山が175人でござい

ます。

　関連しますが、介護度３から５の待機者なんです

が、この数が宮古31、八重山108となっております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　國場幸之助君。

　　　〔國場幸之助君登壇〕

○國場　幸之助君　私の名前は國場幸之助と申しま

す。

　国の場でウチナーンチュの幸せづくりを助ける國場

幸之助。すばらしい名前をつけていただいた両親に感

謝を申し上げまして、通告に従いまして一般質問を行

います。

　１、安全・安心な食料の自給率の向上について。

　日本の食料自給率低下の背景には食生活の欧米化が

あります。食料自給率30％の本県は、特にその傾向が

顕著であります。

　農林水産省総合食料局食料企画課の試算では、和食

や地場の料理の献立を一日３食、食すれば自給率は

64％に向上し、３食とも洋食だと23％、そして３食中

華料理であれば自給率26％という数字がありました。

　身土不二、身と土は一つであり、体のもとになる食

料はその土地からとることが一番健康によいという意

味です。しかし、交通手段の発達で産地と消費地の物

理的な距離が拡大し、食品工業の高度化に伴い、生鮮

食品から加工食品へと付加価値面での格差が広がり、

さらには貯蔵技術の高まりによって生産から消費され

るまでの時間が大幅に伸び、農と食の間に多くの食品

関連産業と、距離と時間が天文学的に介在するように

なりました。

　食料自給率の向上のためにはさまざまな施策展開が

総合的に必要でありますが、その第一歩は、身土不

二、医食同源、そして地産地消という昔からの知恵に

基づいた食のライフスタイルの復権にかかっていると

考えております。

　茨、中国製ギョーザ中毒問題に対する国民意識調査

によると、行政に求める対策のうち、最も国民からの

要望が多い項目が食料自給率の向上でありました。そ

して、食料自給率を上げるには担い手の育成、農地の

拡大と流動化と有効活用などの総合的取り組みが求め

られるが、究極的には国民意識と消費行動にかかって

いるのではないか。意識動向の把握や啓発に対しどの

ような取り組みがなされておりますか。

　日本同様、島国であるイギリスは1961年の食料自給

率は42％であったが、現在は74％まで向上しておりま

す。自給率アップのためにさまざまな啓蒙運動や取り

組みがなされておりましたが、その中の一つに、イギ

リスの消費運動家のティム・ラングが提唱したフード

マイレージがあります。食料の輸送距離という意味

で、食品の生産地と消費地が近ければフードマイレー

ジは小さくなり、遠くから運ぶほど大きくなります。

今の日本は歴史のどの時代におけるどの国の王侯貴族

よりフードマイレージの総量が群を抜いて大きく、そ

れだけ環境に対する負の影響とエネルギー消費が大き

い。

　もちろん、生産地との距離が近くてもエネルギー消

費の高いビニール栽培や、人口密度の高い、例えば銀

座の一等地で稲作を行い、茶碗一杯数百万もする米を

生産することがよいのかという反論が聞こえてきそう

ですが、日々の生活の中で食に対する嗜好や行動規範

が自給率向上と環境保護に深く関係しているというこ

とは認識する必要があります。

　芋、第３次農林水産業振興計画でエコフィード等、

自給率向上に資するような指標や施策は盛り込まれて

おりますか。また、同計画では自給率の目標値を何％

に掲げようとしておりますか。本県は現在30％しかな

いが、政府の食料・農業・農村基本計画では、平成27

年度の目標を45％に設定しております。その目標値を

実現するために本県はどのように国と連携しておりま

すか。また、学校給食の自給率の実態と目標値はどう

か。

　農薬と化学肥料に頼らない有機農法の普及・拡大

は、食の安心・安全を確立する上で最優先の取り組み

であります。

　鰯、平成18年末に成立した国の有機農法推進法に伴

い、有機農業支援事業など、平成20年度の新規・継続

事業の中で、安心・安全な食料自給率の実現に資する

ものはどのようなものがありますか。また、有機農法
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の推進に関する県の今後の取り組みスケジュールにつ

いて明らかにしてください。

　允、食料自給率が低いにもかかわらず、飽食による

肥満や食品廃棄物が多いのも問題であります。食べ物

を大切にするという美徳を取り戻しながら、児童生

徒、成人を対象とした食を通した健康・長寿の実現や

食育等をそれぞれどのように実践しておりますか。

　印、生産性やマーケティング戦略を問う前に、最近

の日本は農家を尊敬する心が失われている感がしま

す。しつけや教育の現場で農はどのように教えられて

おりますか。そして、農業担い手や後継者を育成する

ためには農家が生活できる自立支援策が不可欠だが、

どのように取り組まれておりますか。

　２、北海道洞爺湖サミットについて。

　20世紀は、大量生産、大量消費、大量破棄による地

球環境破壊というサイクルでＧＤＰを向上させてきま

した。市場経済、貨幣経済による価値を至上のものと

してとらえ、自然の生態系、環境が本来持つ公共財と

しての価値をとらえていませんでした。

　アメリカの牧師ジェームス・クラークの「政治屋は

次の選挙を考えて、政治家は次の世代を考える」とい

う言葉があります。次世代という時間軸だけではな

く、地球益、人類益と国益と地域益を考え、人々の意

識と行動規範が持続可能な社会システムづくりにつな

がるようにするためには何ができるのかを今後も探求

していきたいと思います。

　茨、地球温暖化問題を主要テーマとする北海道洞爺

湖サミットを目前にして、本県が地球温暖化防止策に

特別取り組んでいる事業は何ですか。

　沖縄が観光交流拠点として世界へ飛躍・発展を遂げ

た分岐点は2000年のサミット首脳会談であると思いま

す。当時、開催候補地の中で警備を含め一番ハンディ

があったのが沖縄県でした。その状況の中、沖縄県民

の強い要望を小渕総理が深く理解し、沖縄開催を決断

しました。

　沖縄学の創始者である伊波普猷の著書「古琉球」の

中に、「沖縄人の最大欠点」という小論文がありま

す。明治42年に書かれた文章です。伊波普猷はこの中

で、「沖縄人の最大欠点は恩を忘れ易いといふ事であ

る。沖縄人は兎角恩を忘れ易い人民だといふ評を耳に

する事があるが、これはどうしても弁解し切れない大

事実だと思ふ。」と断言しております。私にとって戒

めの言葉の一つでもあります。

　沖縄返還を内閣の最優先事項に添えた佐藤栄作総

理、初代沖縄開発庁長官山中貞則先生、普天間移設を

外務省の猛反発を押し切って初の日米首脳会談で持ち

出した橋本龍太郎総理、絶えず弱者の視点から沖縄の

声を国政の中枢で反映してきた野中広務元幹事長、そ

して沖縄サミットを決断いただいた小渕総理。諸先生

方の沖縄県民に対する深い思いは忘れてはいけないと

思います。そして、この原動力をつくってきた沖縄の

先人には深い敬意を表しております。

　最近、沖縄に理解のある本土の大物政治家がいなく

なったと嘆く声が聞こえます。しかし、私は、日本の

国益に直結をする沖縄問題を解決する際、本土の政治

家に陳情し依存する時代からは決別を図らないといけ

ないと思います。

　沖縄選出の代表が国会で沖縄問題を訴えるだけでは

なくて、日本全体の国力を高めることで沖縄の振興を

実現するという働きをしなくてはならない時代に入っ

てきたのではないのか。永田町、霞ヶ関の中枢で威風

堂々と国益と県民益の両方を実現する環境を確立して

こそ政治の自立が達成されるのであります。

　芋、2000年に首脳会議を開催した沖縄県は、洞爺湖

サミットを開催する北海道庁とどのような連携をとっ

ておりますか。2010年のＡＰＥＣ誘致も見据えて、国

際会議の誘致や運営ノウハウの蓄積のために北海道庁

や中央官庁等との情報共有は重要だと考えるがどう

か。

　３、「アジア・ゲートウェイ構想」について。

　沖縄振興の頭脳は科学技術大学院大学であり、自立

経済の心臓は那覇空港の沖合展開です。格差の是正、

本土並みの経済水準の達成を県勢発展の目標としてき

た本県が、大学院大学構想を掲げて以来、世界最高水

準という理念を初めて掲げました。ベスト・イン・

ザ・ワールドの追求が世界最高水準の生活空間やグ

ローバルスタンダードの観光交流拠点の形成に必ずつ

ながると私は考えております。

　沖縄を日本とアジアの結節点とするこの構想は実に

沖縄向きです。最大限このチャンスを生かしていくこ

とを要望し、以下質問します。

　茨、安倍内閣の肝いりでスタートした「アジア・

ゲートウェイ構想」は、福田内閣のもとでどのように

推進されておりますか。

　芋、日本の南の玄関口ではなく、アジアのハートを

目指す「アジア・ゲートウェイ構想」は、アジアの経

済成長とダイナミズムを取り入れながら、沖縄のソフ

トパワーを産業振興と人材育成に生かす千載一遇の

チャンスです。失業率と県民所得の全国並みを実現す

るための沖縄版「アジア・ゲートウェイ構想」は有機

的に初期作動しておりますか。

　４、道州制について。
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　私が道州制に可能性を見出しているのは、沖縄から

どんなにすぐれたマスタープランや政策提言を行って

も、現在の強固な中央集権体制下では北海道の道州制

特区のように中途半端なものでしかなく、明治維新か

ら強固に存続する中央政府の枠組みそのものを解体し

再編しなければ、地域の特色を最大限生かせる多極多

彩な分権国家は成立しないと感じているからでありま

す。

　道州制も最終的には霞ヶ関との戦いであるがゆえ、

政治の自立、政治家のリーダーシップ、そしてそれを

後押しする国民・県民世論が問われます。行政コスト

の削減という国の手段としての道州制なのか、真の分

権国家、地域の自立や自治の確立としての道州制なの

かが根本的に問われているのです。

　茨、国が防衛、外交、皇室、司法、金融等、国家本

来の役割に特化する道州制が推進されるほど、米軍基

地や国境離島を抱える本県が直接中央政府と交渉すべ

き機会が間違いなくふえます。道州制は、市町村合併

の延長線上の都道府県合併とは異なり、国家の統治機

構そのものを再構築する作用も含むが、基地や離島等

本県独自の問題を解決するための国とのスキームを組

み立て直す機会でもあります。どのように考えており

ますか。

　芋、地方分権や権限移譲だけではなく、道州制の真

の目的は、人間のきずなを取り戻し、自己実現と社会

貢献が両立できる地域コミュニティーの再生であると

考えます。財政論や制度論に偏りがちな道州制論議で

はありますが、まずはどのような地域社会を形成する

のかという社会観の形成と共通認識が不可欠です。ど

のように考えておりますか。

　５、教育・福祉・医療問題について。

　本県には、視覚障害者の自立支援を行う沖縄盲学校

があります。創設者は高橋福治先生。本人の伝記であ

る「デイゴの花かげ」を読むと、大分県の盲繊学校で

地理の時間で学んだ沖縄のことが忘れられずに宮崎県

から単身沖縄に渡り、視覚障害者の社会参画、自立支

援のためにはとにかく教育機関が必要であるとの信念

のもと、貧困や差別と戦いながら私財をなげうって、

1921年に沖縄で初めて「私立沖縄訓盲院」を創立した

ことが書かれております。沖縄にとっては忘れてはな

らない偉人の一人であります。

　視覚障害と知的障害の併設が計画案として提出され

ておりますが、視覚障害と知的障害は、障害の種類も

教育環境も教材も環境もすべて異なっております。

　まず、視覚障害者にとっては音がとても大切です。

細かな音を聞き取り判別をしていかなければいけませ

ん。そして、歩行訓練や点字を学び、指先の感触を通

して世界の広さを認識する教育が必要です。ノーマラ

イゼーションのプロセスで視覚障害者に特化した教育

環境の時期を確保することは絶対に必要です。その空

間を沖縄盲学校が提供してきました。

　今回、多くの議員からも提言されておりますが、私

も「沖縄盲学校の未来を考える会」の思いを代弁し、

視覚障害に対応する教育を専ら行う特別支援学校の必

要性と存続を強調しまして質問します。

　茨、県立特別支援学校編成整備計画の中で、沖縄盲

学校は視覚障害、知的障害の併設型特別支援学校とす

る計画が示されたが、本来は視覚特別支援学校として

視覚障害者の自立支援、社会参画促進に特化した現行

の教育環境を維持すべきであると考える。見解を伺い

ます。

　芋、犯罪や非行に陥った人々を保護し更生を図る更

生保護施設あけぼの寮が果たしてきた役割は極めて大

きい。施設の老朽化に伴い新築が計画されております

が、県は施設整備補助を検討中としておりますが、現

在の状況を明らかにしてください。

　鰯、救急医療用ヘリコプター活用事業と自衛隊の急

患空輸との連携はどのようになっておりますか。

　６、在沖海兵隊員の女子中学生暴行事件について。

　琉球史に残る恐らく最初の米兵暴行事件は、ペリー

艦隊の一水兵であるウィリアム・ボードにより引き起

こされました。暴行事件に激怒した琉球の人々はボー

ドを殺害しましたが、この事件を知ったペリーも大層

怒り、琉球王府に対して真相究明と犯人の処罰を求め

て裁判を行いました。

　事件の主犯格であるかま渡慶次は、八重山に終身流

刑が言い渡されましたが、琉球王府は、八重山の役人

に、かま渡慶次が病死したということとし、ペリー艦

隊が知らないところでこの事件は一件落着したという

余りにも有名な話であります。

　相次ぐ米兵による女性に対する人権侵害、暴行事件

は決して許されるべきではありません。そして、犯罪

を働いた米兵がアメリカ本国でどのように報道され社

会的制裁を受けているのか、このことにも我々は監視

の目を光らせなければならないのではないか。しょせ

ん異国での出来事と、犯罪を起こした米兵が開き直ら

ないように、絶対に許さないという県民の怒りは、

ウィリアム・ボードの名前を記憶しているように、何

年たっても事件そのものを決して忘れない、許さない

という静かな怒りを持続させることも不可欠だと思い

ます。

　茨、米軍当局と日本警察の合同パトロールは、日米
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どちらが身柄引き取りをするのかという問題や、基地

外の民間地域に対する米軍の捜査権拡大等さまざまな

検討課題を内包しております。一方、言葉の問題や米

軍人・軍属等への抑止力の強化など、効果を期待する

声もあるが、見解はどうか。

　芋、米軍構成員などの犯罪防止対策をどのように取

り組んできたのか。今回の事件を踏まえて新たな取り

組みを考えておりますか。

　７、我が党の代表質問との関連について。

　新垣哲司議員の米兵による少女暴行事件についてに

関連して。

　来月23日に、米兵女子中学生暴行事件に抗議する県

民大会が開催されるようです。本日、南大東村議会で

も抗議決議案を可決すると、41市町村すべての議会で

抗議決議が可決することになりますが、県民大会に対

する知事の見解と今後の対応策を聞かせてください。

　最後に、沖縄問題を解決するためにはどうすれば日

本政府は本気になって取り組んでくれるのか。多数決

による意思決定という民主主義の原則の中で少数派の

沖縄がどのような戦略を構築し、平和と繁栄を獲得す

るのか。このことを私は絶えず問題意識として今日ま

で持っておりました。

　ただいまアメリカの方では大統領選挙が行われてお

ります。今、民主党のバラク・オバマ候補が大変注目

をされておりますが、彼は、アメリカ上院議員100人

のうち唯一のアフリカ系黒人のアフリカ系の上院議員

であります。

　彼が大変普遍的なメッセージを発しまして、今、世

界の注目を集めている。私は、沖縄問題を解決するヒ

ントはここに隠されていると思っております。つま

り、世界の広さと沖縄の深さの両方を県議会の議場で

論じ、沖縄の抱える個別的な問題が国益や人類益、そ

して地球益にも深くかかわるという内容にまで高める

翻訳力と交渉力を身につけることが大事であると考え

ております。

　私は、今後しばらく在野から志を高く持ちまして、

沖縄の戦後政治の総決算を掲げる仲井眞県知事の公約

実現のために何ができるのかを模索しつつ、生きた政

治学と真の人間学を追求していきながら、今後とも生

涯をかけて沖縄県民と日本国民に奉仕をしていく決意

でございます。

　2000年に、当時27歳で県議会議員として初当選をさ

せていただきまして、県民の皆様、そして議員諸兄の

皆様、知事を初め県職員の皆様には本当にお世話にな

りました。沖縄県のソフトパワーを高めブランド力を

確立していくのは、お互いが健康で長生きをしていく

ということであります。

　「アイ・シャル・リターン」と最後に雄たけびをし

まして、心から皆様方に感謝を申し上げ、一般質問と

させていただきます。

　本当にありがとうございました。（拍手）

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　國場幸之助議員の御質問に

お答えする前に、長きにわたる御苦労に感謝の辞を申

し上げようかと思ったんですが、実はよく結論がわか

りませんので、また改めて、「アイ・シャル・リター

ン」とおっしゃいましたので。

　御質問にお答えさせていただきたいと思います。

　まず、北海道洞爺湖サミットに関連いたしまして、

県が温暖化対策に特別に取り組んでいる事業等に係る

御質問にお答えいたしたいと思います。

　地球温暖化対策につきまして、県は「沖縄県地球温

暖化対策地域推進計画」を平成15年に策定し、各種施

策を実施いたしております。特に、この地球温暖化に

つきましては、県域を越えまして、例えば九州全域は

かなり共通の課題を持っております。そういうわけで

九州地方知事会の実は合意がございます。九州各県と

連携をいたしまして、地球温暖化対策の統一キャン

ペーンをことしの夏から実施することになっておりま

す。

　このキャンペーンにおきましては、地球温暖化防止

の普及啓発活動をもっともっと広範に高めることを目

的とし、オフィス等での適正な冷暖房の使用などの取

り組みを呼びかける「エコスタイルキャンペーン」の

実施、そして「ノーマイカーデー強化月間」やエコド

ライブの普及等を九州各県と共同して実施することと

いたしております。

　また、沖縄県における地球温暖化対策の重点施策と

しましては、建物の省エネ化を図るＥＳＣＯ事業の推

進や、二酸化炭素削減を効果的に進める環境経営シス

テム「エコアクション21」の事業所への導入促進を

図っているところでございます。

　次に、教育・福祉・医療関連の御質問の中で、救急

医療用ヘリの導入と自衛隊の急患空輸との連携につい

ての御質問にお答えいたします。

　県では、昼間の沖縄本島周辺離島で発生した重症患

者につきましては、救急医療用ヘリコプターを活用す

ることにより病院収容までの時間短縮を図ることにい

たしております。

　自衛隊による急患空輸は、夜間や長距離にも対応し

ており今後も継続されますが、救急医療用ヘリコプ
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ターと自衛隊との連携につきましては、国、県及び消

防機関等から構成する「運航調整委員会」で具体的に

検討することといたしております。

　次に、「アジア・ゲートウェイ構想」に関連する御

質問で、沖縄における「アジア・ゲートウェイ構想」

の取り組み状況についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　県におきましては、昨年７月に策定しましたアジ

ア・ゲートウェイの拠点形成に向け、取り組み方針に

基づきまして各種施策に取り組んでいるところでござ

います。

　具体的には、那覇空港における国際航空物流拠点の

形成を図るため、全日空さんの国際貨物基地構想の支

援に取り組むとともに、国と連携をして那覇空港の拡

張整備に向けて取り組んでいるところでございます。

　また、我が国とアジアを結ぶブリッジ機能を担うこ

とを目指しまして、ＩＴ津梁パーク整備に着手すると

ともに、ＧＩＸの整備などにも取り組んでいるところ

でございます。

　次に、安全・安心な食料にかかわる御質問の中で、

第３次農林水産業振興計画における食料自給率の目標

と向上のための施策についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　食料自給率の向上を図るため、国におきましては食

料・農業・農村基本計画に基づき、農業生産の増大を

図ることを基本として施策を展開しております。

　消費面では、第１に、実践的な食育と地産地消の全

国展開、第２に、国産農産物の消費拡大の推進、第３

に、国産品に対する消費者の信頼の確保、生活面で

は、第１に、需要に応じた生産の推進、第２に、食品

産業と農業の連携、第３に、担い手への農地の利用集

積、第４に、耕畜連携による飼料作物の生産等を通じ

た効率的な農地利用の推進などに取り組むことといた

しております。

　県では、第３次農林水産業振興計画におきまして、

平成23年度の食料自給率を40％に設定することといた

しております。このため、国の食料・農業・農村基本

計画を踏まえまして、農林水産業振興計画に基づき、

おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化、流

通・販売・加工対策の強化及び地産地消の推進など、

各種施策・事業を総合的に推進することといたしてお

ります。

　次に、道州制に係る御質問の中で、道州制における

社会観の形成と共通認識についてというような御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　県としましては、将来のあるべき沖縄の姿を描くた

め、地方分権改革や道州制といった制度論のみなら

ず、人口や経済、そして国際情勢、地域社会等を長期

的に展望し、将来像とそれに向けた取り組みを明らか

にすることが重要であると考えております。そのた

め、現在策定を進めております21世紀ビジョンの中

で、地域社会のあり方についても、また地域の再生、

コミュニティーの再構築等々の議論を深めていきたい

と考えているところでございます。

　次に、我が党の代表質問との関連の中で、県民大会

についての御質問にお答えいたします。

　県民大会につきましては、被害者及び御家族の心情

や意向にも十分配慮することがまず第一であり、その

上で広く県内の各界各層の声を聞く必要があると考え

ているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　護得久友子君登壇〕

○農林水産部長（護得久友子君）　それでは安全・安

心な食料の自給率の向上についての御質問で、食料自

給率向上に向けた取り組みについてにお答えいたしま

す。

　我が国の食料自給率は、平成18年度は概算で39％に

なっております。

　国においては、国内農林水産物の消費拡大を図り、

食育と地産地消を推進するため、健康で豊かな食生活

を実現するための「食事バランスガイド」の策定や普

及啓発、農林水産業に関する体験の機会を提供する教

育ファーム等を推進しております。

　県においては、食料自給率の向上を図るために地産

地消及び食育を推進しているところであります。

　具体的な取り組みとして、「おきなわ花と食のフェ

スティバル」の開催、「ゴーヤーの日」や「マンゴー

の日」などの販売促進キャンペーンの実施、学校給

食、ホテル及び飲食店等における利用促進、食育推進

ボランティアの活用による食農教育の推進、ファー

マーズマーケットの設置及び量販店における県産食材

コーナーの設置、沖縄健康料理メニューの開発及び普

及などを実施しております。

　次に、有機農法の取り組みについてにお答えいたし

ます。

　安全・安心な農産物を提供するためには、化学農薬

や化学肥料に依存しない有機農業など、環境保全型農

業の推進が重要であると考えております。

　県では、これまでエコファーマーの育成や特別栽培

農産物の認証を行うとともに、農薬適正使用の指導、
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出荷前の農産物の残留農薬検査などに取り組んでおり

ます。

　また、有機農業推進法に基づき、有機農業を推進す

るため、有機農業支援事業において平成20年度から平

成23年度までに県の支援体制を整備することとしてお

ります。

　具体的には、県の推進計画策定に向け、協議会の設

置、先進地視察、実態調査、地域に適した栽培技術の

開発、実証展示圃の設置、有機農業に関する普及指導

の強化を図るため研修会への派遣や現地検討会の開催

等を行います。

　今後とも、環境保全型農業を推進するため各種施策

に取り組んでまいります。

　続いて、農家の自立支援策についてにお答えいたし

ます。

　本県の地域特性を生かした活力ある農業の振興を図

るためには、魅力ある農業経営の確立と担い手や後継

者の育成が重要であります。

　このため、県では、農業大学校における実践的な農

業研修教育の充実、農業改良普及センターにおける農

業経営及び技術研修指導の強化、補助事業による機

械・施設等の整備、制度資金の金利などの優遇措置、

農業生産法人や認定農業者等、農業経営体の育成など

の施策を実施しております。

　今後とも市町村、農業団体等と連携し、経営感覚に

すぐれた担い手の育成に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは安全・安心な食料

の自給率の向上についての御質問で、学校給食の自給

率の実態と目標値についてお答えいたします。

　学校給食に地場産物を使用することは、児童生徒へ

本県の食文化や郷土食のよさを理解させるとともに、

産業振興を図る上で効果があると考えております。

　本県における学校給食での地場産物の使用割合は、

食材数ベースで見ると、平成16年度24.5％、平成17年

度27.1％となっております。また、目標値につきまし

ては、文部科学省が平成22年度までに30％以上とする

ことを設定していることから、本県においてもそれを

目標としております。

　県教育委員会としましては、今後とも学校給食への

安全・安心な地場産物の積極的な活用を推進してまい

ります。

　次に、児童生徒を対象にした食育の実践についてお

答えいたします。

　食育は、人間が生きる上での基本であり、知育・徳

育・体育の基礎となるべきものだと考えております。

特に、成長期にある児童生徒にとって、健全な食生活

は健康な心身をはぐくむために欠かせないものである

と同時に、将来の食習慣の形成に大きな影響を及ぼす

ものであり、極めて重要であると認識しております。

　学校における食育は、給食時間を中心に特別活動や

家庭科等の関連教科における食に関する指導など、学

校教育活動全体を通して自己管理ができる児童生徒の

育成に努めております。

　県教育委員会としましては、今後とも家庭と連携し

た食育の充実に努めてまいります。

　次に、農の指導についてお答えいたします。

　小中学校においては、社会科等で農業が国民の食料

を確保する重要な役割を担っていることや、生産に係

る工夫等について学ぶとともに、食育を通して地産地

消の大切さや生産から流通にかかわる方々への感謝の

心をはぐくむ等の発達段階に応じた学習活動が行われ

ております。

　また、生活科や「総合的な学習の時間」の中で、稲

や野菜、さとうきびづくりなどの栽培活動を通して農

作物を育てる喜びや調理して食べる楽しさ、労働のと

うとさなど、農業の重要性について理解を深める学習

活動が展開されております。

　高等学校においては、農林高校において各分野ごと

に専門的な知識や技能を習得させ、農業の充実と社会

の発展を図る人材育成を目的とした指導が行われてお

ります。

　今後とも、教科や食育等を通して農業に関する指導

の充実を図ってまいりたいと考えております。

　次に、教育・福祉・医療問題についての御質問で、

沖縄盲学校を現行で維持すべきとの考えについてお答

えいたします。

　近年の障害の重度・重複化や児童生徒一人一人の教

育ニーズに適切に対応するため、従来の盲・聾・養護

学校は、障害種別を超えた教育を実施することができ

る特別支援学校制度へ改められました。

　県教育委員会では、学識経験者等から構成された懇

話会から那覇南部地域の教育ニーズに対応するため、

沖縄盲学校を知的障害の教育も行う特別支援学校とし

て整備することが望ましいと提言を受け、特別支援学

校編成整備計画（案）を作成したところであります。

　沖縄盲学校は、県内の視覚障害教育の拠点としての

役割を果たしてきたことから、今後、複数障害種対応

の特別支援学校として整備していく場合においても視

覚障害教育の専門性を維持し、センター的役割を担う
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学校として位置づけ、より充実させてまいりたいと考

えております。

　県教育委員会としましては、今後とも保護者や関係

団体等に十分な説明と意見交換を行いながら理解を得

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　安全・安心な食料の

自給率の向上についての中の、成人を対象とした食を

通した健康・長寿の実現や食育の実践についてにお答

えいたします。

　本県では、食生活での脂肪のとり過ぎや食べ過ぎな

どにより、男女ともに肥満者の割合が高く、県民の健

康の維持増進にとって大きな課題となっており、食生

活の改善や食育の推進が重要であります。

　そのため、県では、県の健康増進計画である「健康

おきなわ2010」に基づき、食生活改善の講演会を開催

するほか、肥満予防のテレビ広告やポスターの配布、

食生活改善推進員連絡協議会と連携した地域での料理

講習会や職場を対象にした肥満予防教室などを実施し

てまいりました。

　また、今年度中に｢健康おきなわ2010｣を「健康・長

寿沖縄」の維持継承に向けたアクションプランとし

て、「健康おきなわ21」行動計画へ改定し、取り組み

を強化することとしております。

　アクションプランでは、「チャーガンジューおきな

わ」をスローガンに、県民の行動指針「ちゃんと朝食

　あぶら控えめ　おいしいごはん」や「１日１回　体

重測定」などの実行を推進し、「沖縄版食事バランス

ガイド」の普及・促進などの食育の推進と連携させな

がら、県民一体の健康づくり運動を展開していくこと

としております。　

　続きまして、教育・福祉・医療問題の中の、更生保

護施設あけぼの寮に対する施設整備補助についてにお

答えいたします。

　更生保護法人沖縄県更生保護会が設置運営している

更生保護施設あけぼの寮は、昭和45年に建築されたも

のであり、老朽化が著しいとして同法人では平成20年

度に新築移転を計画しております。

　同新築計画では、総工費で約２億8000万円を必要と

しておりますが、国等からの補助のみで費用を賄うこ

とが困難であるとして、本県に対し補助金の要請があ

ります。

　県では、当該施設の重要性等を踏まえて検討した結

果、平成20年度予算案に計上しております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　北海道洞爺湖サミッ

トの御質問の中で、国際会議誘致のための北海道庁、

中央官庁等との連携についてお答えします。

　ことし７月に開催される北海道洞爺湖サミットに関

しては、これまで北海道議会や北海道サミット推進局

が調査のため本県を訪れており、先催県として、2000

年サミットの経験やノウハウを伝えるとともに関連資

料等を提供しております。

　国際会議等の誘致については、沖縄サミットを契機

に内閣府が「国際会議等各種会議の沖縄開催の推進に

係る各省庁連絡会議」を設置したことで、国等の関与

する各種会議の情報を迅速・的確に収集することがで

きるようになり、その結果、ＩＤＢ総会や太平洋・島

サミットなどの大型国際会議を誘致することができま

した。

　今後とも国や関係機関等と連携を深め、国際会議等

の誘致に取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　「アジア・ゲートウェイ

構想」についての御質問で、福田内閣における「アジ

ア・ゲートウェイ構想」の推進についてお答えいたし

ます。

　国は、平成20年度の予算編成の基本方針で、「アジ

ア・ゲートウェイ構想」を具体化するため、航空自由

化（アジア・オープンスカイ）等の取り組みを着実に

推進するとしており、関係省庁において同構想に基づ

く諸施策が展開されております。

　これらの施策を具体的に見てみると、航空分野で韓

国とタイとの間で航空自由化が合意され、平成20年度

で336億円の予算が計上されるなどの措置が講じられ

ております。

　このように、同構想に基づく各分野ごとの各種施策

については、今後とも推進されていくものと考えてお

ります。

　次に、道州制についての御質問で、道州制における

国とのスキームについてお答えいたします。

　平成17年11月に取りまとめた県の研究会による中間

報告では、外交・防衛は国の役割であるが、米軍との

交渉や対策面における道州・市町村への権限付与や国

境離島の定住対策に関する国の役割も必要ではないか

としております。
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　道州制の検討に当たっては、これら沖縄独自の課題

に関する国とのスキームをどう組み立てるかも重要で

あり、今後、県民論議を深めていきたいと考えており

ます。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　米軍との共同パトロー

ルに関する御質問にお答えいたします。

　まず第１に、県警察と米軍の軍事警察機関である憲

兵隊、いわゆるＭＰとの共同パトロールについてであ

ります。

　同パトロールについて県警察では、米軍施設外にお

ける治安の確保は沖縄県警察の責務であること、何ら

かの犯罪を犯した米軍人を県警察とＭＰとが共同逮捕

した場合、地位協定の規定で当該米軍人の身柄は米軍

に引き渡されることとなり、原則として起訴されるま

で米軍側がその身柄を拘束することから、容認してい

ないところであります。

　第２に、警察権を有しない上官による部下に対する

一般的な指導監督のため、米軍当局が独自で実施して

いる通称ＣＰとの共同パトロールについてでありま

す。

　この警察権を有しないＣＰとの共同パトロールにつ

いても県警察では、共同パトロール中に、米軍人を被

疑者とする犯罪現場において事情聴取等を行っている

際に、ＣＰから連絡を受けて現場臨場したＭＰが共同

逮捕を行った場合、身柄の措置に関してＭＰとの共同

パトロール同様の問題が生じる可能性があること、県

警察がＣＰとの共同パトロールを実施することは、米

軍犯罪のみに対処するために既存の警察力の一部を割

くことになり、警察力が低下するおそれがあることの

２つの問題点があると考えており、現状では、沖縄県

民にとって必ずしも望ましいものではなく、これらの

問題点が解決され、沖縄県民に明確に示される必要が

あるものと認識しております。

　言葉の問題や米軍人等の犯罪抑止力の強化など、効

果を期待する声もあることについてですが、基地外に

おける警察力を向上させるためには、パトロールの実

効性を上げ、米軍人の犯罪を未然に防止するととも

に、米軍人関係の事件・事故が発生した際に、これを

迅速・的確に処理する必要があると考えております。

　そのためには、現場において沖縄県警察官が米軍人

と無用な紛議を起こすことなく、米軍人からの全面的

な協力を得られることが確認されるとともに、共同パ

トロールに専従する警察官や通訳員の増員配置並びに

パトカー等装備資機材の充実などの措置を講じる必要

があると考えております。

　次に、米軍構成員などの犯罪抑止対策についてお答

えします。

　県警察におきましては、米軍人等の事件防止や取り

締まりについては、これまでも米軍人等にかかわる事

件防止のため、米軍人等が多く集まる場所を重点に警

戒・警らを実施してきたところであります。

　本来、米軍人による事件防止につきましては、米軍

当局においてその対策をとることが大前提となるとこ

ろでありますが、県警察におきましても、今回の事件

を受け、米軍人等が多く立ち寄る繁華街等において、

所轄警察署や警察本部自動車警ら隊、機動捜査隊によ

る警戒・警らを強化しているところであります。

　今後、外出禁止措置が解除された後の週末やペイ

デーにおいては、従来の所轄警察署の渉外機動警ら隊

に加え、犯罪抑止のため、警察本部に勤務する警察官

で編成したシーサー遊撃隊を基地所在の警察署へ応援

派遣して、地域住民が不安を抱かないように基地周辺

地域における警察力を強化していきたいと考えており

ます。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後０時３分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　伊波常洋君。

　　　〔伊波常洋君登壇〕

○伊波　常洋君　こんにちは。

　今回は６月の県議選改選時期に当たります。48名の

同僚県議のうち、いつになく勇退なさる方が多くて、

勇退なさる方々のあいさつを何人からか聞きまして、

感動するものがあります。

　私もちょうど2000年に１期目、この議場に来たとき

には同志の自民党の仲間が６人いました。２期目を迎

えた現在は３名です。その３名一緒に戦ってきた我が

同志も、砂川さんが今回勇退されます。それから國場

県議も次のステップへ歩むということで、私一人が今

残っております。どこにも行きません。それこそこの

議場に幸之助議員ではないんですが、また「アイ・

シャル・リターン」です。

　それでは今回関連質問も含めまして、６点質問をい

たします。

　まず、平成20年度の予算編成方針は今回大変画期的

な試みがされております。その中で政策的事業、これ



－ 364 －

はＣ経費といいますけれども、この政策的事業の予算

配分に最大の予算編成の特色があります。

　まずは各部局に枠配分をします。各部局の主体性と

責任のもとで経費を配分した上、さらには一般財源総

額の５％の範囲内で重点事業特別枠を創設したことに

今年度の予算編成の最大の特徴があります。

　仲井眞知事が公約あるいは重点政策として掲げてき

たことを今年度の予算で極力生かそうということのあ

らわれです。その結果として、各部局が責任を持ち、

なおかつ経費削減にもつながったことを評価します。

　そこで、各部局が競った上で取りつけた重点特別枠

事業についてまず質問いたします。

　１、ＭＩＣＥ誘致・開催推進事業、２、沖縄型

ニューツーリズム形成促進事業、３、園芸ブランドス

テップアップ事業、４、マリンバイオ産業創出事業、

５、沖縄金融センター可能性調査事業、６、就職困難

者総合支援事業、７、救急医療用ヘリコプター活用事

業、８、小・中・高マスターイングリッシュ推進事

業、９、沖縄産音楽発信支援事業、10、道路橋梁（簡

易型ＩＣ設置）調査について。

　２点目に、沖縄県建設事業協会の会員企業の実態調

査結果についてお聞きいたします。

　１、建設投資の状況、ピーク時と平成19年度につい

てお答えください。

　２、建設業者の数、これもピーク時と平成19年度の

数字をお知らせください。

　３、企業倒産の推移。

　４、就業者と雇用調整。

　５、改正建築基準法の影響。

　１から５までの調査結果を踏まえた上での県の対応

策を伺います。

　特に談合防止策、その他方にありますダンピング入

札防止策、適正利益の確保について県はどう対応する

か伺います。

　３点目に、石川東恩納の安定型最終処分場の稼働再

開の動きについて質問いたします。

　うるま市石川東恩納の廃棄物最終処分場は、旧南商

会が昭和63年11月に産業廃棄物安定型最終処分場の設

置届けを提出し、その後、平成５年にはあわせて一般

廃棄物最終処分場管理型の設置許可を取得した廃棄物

最終処分場である。平成５年に一般廃棄物最終処分場

の工事を開始。その後、地域住民の反対運動が起こ

り、建設工事差しとめの仮処分申し立てがなされ、平

成６年に那覇地裁が建設工事差しとめの仮処分を決定

いたしました。

　平成７年には安定型産業廃棄物及び土砂で埋立処分

することで和解し、協定書を締結しております。同年

10月には受け入れ可能な状態になったが、現在までの

ところ当該処分場において埋立処分は行われていませ

ん。平成12年、南商会は倉敷環境に施設を渡します。

　現在、倉敷環境は、許可容量を超過して埋立処分し

た沖縄市池原の最終処分場の改善作業を行っていると

ころであるが、当該処分場の廃棄物を掘り起こして分

別した後の安定型産業廃棄物を石川東恩納の安定型最

終処分場でも埋立処分したいとして稼働再開の動きが

あります。

　そこで伺います。

　１、業者、住民、関係機関――これは県とうるま市

のことです――の意見調整はどうなっているか。

　２、平成７年に締結された協定書の有効性は生きて

いますか。どう判断しますか。

　３、ここが大変大事なところです。稼働されたとき

の県、市の役割について伺います。特に監視体制につ

いては具体的に答えてください。稼働中の他地域での

同種処分場での監視はどのようになされているのかお

聞きします。さらには、協定違反あるいは廃棄物処理

法違反があった場合の県の対応策を伺います。

　次に、我が党の代表質問と関連いたしまして、まず

岸本議員が取り上げました沖縄科学技術大学院大学周

辺整備事業、「インターナショナルスクールのあり方

検討委員会」の報告書が出されました。その内容と今

後の取り組みをお聞かせください。

　次に、辻野議員が質問いたしました認可外保育園へ

の米代助成についてお伺いいたします。

　平成19年度はミルク支給を月10日から20日間に拡充

いたしました。今年度は米代として１食11円、月20日

間支給することになりました。まだまだ不十分とはい

え、認可外への給食費支援の第一歩だと評価いたしま

す。

　そこで、ミルク代等も含めて認可外保育園からの要

望をお聞きしながら回答をお願いします。

　１、ミルク支給をゼロ歳児にも適用できないか。

　２、ミルクアレルギーの子供もいることから、豆乳

等の乳製品にも使えないかという要望があります。

　３、今回の米代は当初原則として現物を支給すると

なっていたが、きのうまでの質問を聞いている限り、

市町村と協議することになっているという答弁に聞こ

えます。これは支給方法については市町村に任せると

受け取っていいですか。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　伊波議員の御質問にお答え
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いたします。

　まず第１に、平成20年度新規事業に係る御質問の中

で、ＭＩＣＥ誘致・開催推進事業に係る御質問にお答

えいたします。

　本事業は、国際会議、企業報奨旅行、各種コンベン

ションや展示会・イベント等を沖縄に誘致することを

目的といたしております。

　事業内容としましては、各種メディア等を活用した

プロモーション活動、そしてキーパーソンの招聘、企

業インセンティブセミナーの開催などを予定いたして

おります。

　ＭＩＣＥは主にビジネス客を対象とし、地域への経

済波及効果が高く、通年型であるといった特徴を有し

ていることから、本事業は観光消費額の向上及びオフ

シーズン対策に効果的であると考えております。

　次に、同じく20年度の新規事業等の中で、園芸ブラ

ンドステップアップ事業について申し述べます。

　県におきましては、消費者や市場に対し、定時・定

量・定品質で生産供給できる園芸拠点産地の形成をさ

らに促進し、おきなわブランドを確立するため、園芸

ブランドステップアップ事業を実施することといたし

ております。

　この事業は、拠点産地を中心に、第１に、農作物被

害防止施設等の生産施設や選果機等の導入です。第２

に、新品種・新技術の実証展示圃の設置や消費動向調

査、そして講習会等の実施です。第３に、産地協議会

を中心としたリーダー研修会や販売戦略検討会の開催

及びブランド化へ向けたマニュアルの作成などについ

て支援する事業であります。この事業により、消費者

に信頼される産地体制を確立し、ブランド化を促進し

てまいりたいと考えております。

　同じく20年度新規事業等に係る御質問で、救急医療

用ヘリコプター活用事業について御説明申し上げま

す。

　平成20年度から新たに実施する救急医療用ヘリコプ

ター活用事業では、救命救急センターの医師が救急医

療用ヘリコプター、いわゆるドクターヘリに搭乗して

救急現場に行き、治療を行いながら速やかに病院に搬

送することにいたしております。

　また、現在、自衛隊や海上保安庁が行っている急患

空輸のうち、昼間の沖縄本島周辺離島で発生した重症

患者に関しては、救急医療用ヘリコプターを活用する

ことにより病院収容までの時間短縮を図ることにして

おります。

　救急医療用ヘリコプターの導入により、離島・僻地

の県民が安心して暮らせるようになるとともに、救命

率の向上と後遺症の軽減が図られるものと期待いたし

ております。

　同じく平成20年度の新規事業に関連する御質問で、

簡易型インターチェンジ設置可能性調査について御説

明いたします。

　現在、南北間の交通軸を担う国道58号、329号、330

号等の一般道路につきましては、交通容量を超過する

交通量がありますが、一方で沖縄自動車道は交通容量

にまだ余裕がある状況にあります。

　本調査は、簡易型インターチェンジの設置により、

一般道路から沖縄自動車道へ交通をシフトさせ、交通

流動の平準化を図るとともに、渋滞緩和や地域活性化

に資することを目的として行うものであります。

　先行実施例としまして、沖縄自動車道の喜舎場バス

停・導流帯を利用したＥＴＣ搭載車両専用の喜舎場ス

マートインターチェンジを昨年10月に供用開始したと

ころであります。

　当該調査の内容は、沖縄自動車道における簡易型イ

ンターチェンジの候補地を複数選定し、それぞれにつ

いて一般道路からのアクセス利便性、利用時の安全

性、工事費等の経済性及び地元の意向等を調査し、整

備の実現可能性や優先順位等を検討する予定でござい

ます。

　同じく平成20年度の新規事業に係る御質問の中で、

沖縄産音楽発信支援事業について申し述べます。

　沖縄産音楽発信支援事業は、平成21年度に予定して

おります沖縄国際アジア音楽祭の開催準備を行う事業

でございます。

　具体的な事業内容として、実行委員会の立ち上げ、

そして事業計画の策定、関係団体への協力の依頼、出

演交渉等の具体的開催準備、国内外への広報を行って

いく予定にいたしております。

　沖縄県は、かつて琉球王国として栄え、アジア諸国

との交流を通し、古典音楽や民謡等の世界に誇れる独

自の音楽を築き上げてまいりました。近年、沖縄ブー

ムや沖縄出身ミュージシャンの活躍により、音楽と沖

縄は切り離せないものとなっております。

　県では、この特色を生かし、アジア各国との文化交

流とともに、沖縄で生まれた音楽の発信と、音楽を核

とした観光振興を目指して、平成21年度に沖縄国際ア

ジア音楽祭を開催する予定でございます。

　同音楽祭では、アジア各国からミュージシャンを招

聘するメーンステージのほか、県内各地のコンサート

ホールやライブハウスで内外のミュージシャンが演奏

する協賛ステージを開催し、官民一体となって音楽の

島ウチナーを演出する音楽祭にしたいと考えておりま



－ 366 －

す。

　音楽祭を開催することにより、県民文化の振興とと

もに、音楽産業や観光産業などの振興を目指してまい

る所存でございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　平成20年度の新規事

業・重点特別枠事業の御質問の中で、ニューツーリズ

ムについてお答えします。

　県では、観光客の多様なニーズへの対応を図るとと

もに、新しくかつ沖縄ならではの旅行形態の創出を目

指し、平成20年度に沖縄型ニューツーリズム形成促進

事業を実施することとしております。

　具体的には、長期滞在型観光の推進を目的としたロ

ングステイツーリズムに取り組み、新たな旅行プラン

やプロモーション戦略の検討を進めてまいります。ま

た、本県特有の自然、伝統文化等を生かしたエコツー

リズムに取り組み、各種プログラムに関する情報発信

や地域リーダーの育成等を進めてまいります。

　新たな観光誘客につなげることにより、平均滞在日

数の増加、消費単価の向上、観光客の満足度向上等を

図っていきたいと考えております。

　次に、マリンバイオ産業創出事業についてお答えし

ます。

　マリンバイオ産業創出事業は、モズク、海ブドウ等

の海藻類及びプランクトン等の海洋生物資源を対象

に、先進的な研究開発を行うことでバイオベンチャー

企業や食品加工業、水産養殖業の振興につなげていく

ことを目的としております。

　そのため、モズクに含まれるフコイダンやフコキサ

ンチン等の高度利用、新たな加工品の開発、海藻養殖

技術の開発を行うとともに、海洋プランクトンが生産

する機能性物質を活用した検査試薬の開発等を行いま

す。また、企業や生産者との連携によって研究開発の

成果を事業化につなげていく予定です。

　当事業の期待される成果として、生産技術と加工技

術を開発することによる沖縄産海藻のブランド化、さ

らに未利用資源を用いた新事業の創出が可能となり、

１次産業、２次産業の振興に貢献できると考えており

ます。

　次に、沖縄金融センター可能性調査事業についてお

答えします。

　現在、政府において「アジア・ゲートウェイ構想」

の中で、アジアに開かれた金融センターの構築に向け

た取り組みをしているところであります。その中で、

証券・資金決済を一体として行う集中決済システムの

創設等、国際的に泰色のない金融資本市場インフラ等

の構築や、アジア国際債券市場の創設が検討されてお

ります。

　沖縄県において、アジアに近接している地理的優位

性を活用し、その機能の一部を担えないか調査検討し

てまいりたいと考えております。

　次に、就職困難者総合支援事業についてお答えしま

す。

　就職困難者総合支援事業は、障害者や母子家庭の母

等の就職困難者の雇用を促進するため、障害者の就業

支援として、本島中南部の障害者就業・生活支援セン

ターに定着支援員を配置するとともに、同センターが

設置されていない宮古、八重山に障害者就業支援員を

配置することとしております。

　さらに、子育て中の女性に対しては、職業訓練を行

う際の子供の保育を支援していくこととしておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは平成20年度の新規

事業・重点特別枠事業の御質問で、小・中・高マス

ターイングリッシュ推進事業についてお答えいたしま

す。

　本事業は、小・中・高と連続性のある英語教育の推

進と、児童生徒の英語コミュニケーション能力の向上

を図るため、小学校では英語に親しむ、中学校では英

語を聞き・話すことができる、高校では英語で発信で

きることを目的として実施するものであります。

　事業内容としましては、英語活動アドバイザーを派

遣する小学校英語活動支援事業、中高生がオールイン

グリッシュの宿泊学習活動を行う英語キャンプを実施

します。

　また、平成20年８月に実施される｢アジア青年の家｣

事業の事前オリエンテーションや実践的指導力の向上

を目指して中学高校英語担当合同研修を行います。

　県教育委員会としましては、これらの事業を通して

児童生徒の発達段階に応じた英語力の育成と実践的コ

ミュニケーション能力の向上に努めてまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは県建設事業
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協会の会員企業の実態調査結果関連で、企業実態調査

結果を踏まえた県の対応策についての御質問に一括し

てお答えいたします。

　建設投資の状況につきましては、本県の建設投資の

ピークは平成５年度の8296億円、19年度の見通しは

5400億円と約35％減少しております。

　建設業者数につきましては、県の建設業許可業者数

で見ますと、ピークは平成12年の5640業者で、19年度

は12月末現在で5048業者と約10％減少しております。

　企業倒産の推移につきましては、平成17年が41件で

全産業の51.3％、18年が53件で全産業の63.9％、19年

は38件で全産業の48.7％となっております。

　就業者数と雇用調整につきましては、建設業におけ

る就業者数は平成18年平均で７万1000人と全就業者数

の11.9％を占めています。

　県内建設業の倒産に伴う従業員の離職者数につきま

しては、東京商工リサーチ沖縄支店の調査によります

と、平成16年が395人、17年が359人、18年が497人と

なっております。

　県では、公共投資の縮減など、厳しい経営環境にあ

る建設産業の活性化を図っていくため、現在策定中の

建設産業ビジョンに基づき、技術と経営にすぐれた建

設業者が成長していけるよう、建設産業の活性化を総

合的に推進してまいります。

　具体的には、建設企業の経営計画の策定支援や経営

基盤強化に向けた各種融資制度の活用及び新分野進出

への取り組み支援を図ってまいります。

　また、次年度から建設業界内において公共事業の減

少等により市場の縮小が生じている土木業から建築部

門等への職種転換を図るため、雇用最適化支援事業を

実施して建設労働者のスキルアップを図ってまいりま

す。

　建設市場の環境整備につきましては、引き続き一般

競争入札の拡大や指名業者数の拡大に努めるととも

に、公共工事の品質確保を図るため、従来の価格のみ

の競争から技術要素を加味した総合評価方式の導入な

ど、入札契約制度の見直しを行ってまいります。

　なお、近年、全国的に問題になっております極端な

低入札価格による建設生産物の品質への影響を防止す

るため、本県では19年度に低入札価格調査制度に失格

基準価格を設けて、これまで契約内容に適合しないと

判断した業者を排除するなど、その厳正かつ適切な運

用に努めているところであります。

　次に、改正建築基準法の影響とその対応についての

御質問にお答えいたします。

　平成19年の建築確認申請件数は約5100件で、例年に

比べて約15.5％の減少となっており、いまだ十分に回

復したとは言えない状況にあります。

　県としては、このような状況が続くと県経済に与え

る影響も大きいことから、これを最小限にとどめ、事

態の収拾を図ることが最優先と考えております。

　このため、事前審査期間を延長するとともに、確認

業務のさらなる円滑化を推進する観点から、昨年12月

に県内の全建築士事務所を対象とした説明会を県内６

カ所、参加者総数1500名で開催し、法改正の内容等の

周知に努めてまいりました。

　また、構造計算適合性判定につきましても、判定員

の常勤化を図るとともに、従来２名で行っていた判定

を１名でも判定できるように業務の効率化等に取り組

んでおります。

　現在、県では、戸建て住宅の構造計算を省略できる

大臣認定を取得する作業を進めており、本年４月以降

は、当該認定の利用によって戸建て住宅の着工件数及

び確認申請件数も回復していくものと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　石川東恩納の安定型

最終処分場の稼働再開の動きについての御質問で、業

者、住民、関係機関の意見調整についてお答えいたし

ます。

　御質問の中でもありましたが、改めて経過の説明か

ら答弁させていただきます。

　うるま市石川東恩納の廃棄物最終処分場は、沖縄市

に事務所を置く南商会が昭和63年11月に産業廃棄物安

定型最終処分場の設置届を提出し、その後、平成５年

２月に、あわせて一般廃棄物最終処分場（管理型）の

設置許可を取得した廃棄物最終処分場であります。

　平成５年３月に工事が開始されましたが、地域住民

の反対運動が起こり、平成６年11月に那覇地方裁判所

沖縄支部が建設工事差しとめの仮処分を決定いたしま

した。その後、平成７年８月に、安定型産業廃棄物及

び土砂で埋立処分することで和解し、地域住民代表、

南商会、県、石川市の四者で協定が締結されたため、

同年10月には安定型産業廃棄物が受け入れ可能な状態

になりましたが、これまでのところ埋立処分は行われ

ておりません。

　本処分場は、平成12年９月に廃棄物処理法に基づく

所要の手続を経て、株式会社倉敷環境に承継されてお

ります。

　当該業者は、本処分場で安定型産業廃棄物を埋立処
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分したいとして、稼働再開に向けて関係機関と調整を

進めているところであります。

　県は、うるま市の意向も踏まえた上で、地域住民に

対し十分説明を行うよう業者に対して指導を行ってい

るところであります。

　次に、協定書の有効性についてお答えいたします。

　うるま市石川東恩納の産業廃棄物安定型最終処分場

に係る協定書は、平成７年８月に地域住民代表、南商

会、県、石川市の四者で締結されております。

　当該処分場が株式会社倉敷環境に承継された際、設

置者としての地位も引き継がれております。また、石

川市は、市町村合併により現在うるま市となっており

ますが、これまで四者において当該協定書は破棄され

ていないことから、現時点においても有効なものであ

ると考えております。

　次に、稼働したときの県、市の役割についてお答え

いたします。

　当該最終処分場の稼働に当たって、県は廃棄物処理

法及び協定書に基づき、また、うるま市は協定書に基

づき、当該最終処分場が適切に稼働されるものである

か監視するとともに、当該業者及び搬入業者に対する

指導監督を行う役割を有しております。

　県は、法第19条に基づく立入検査に係る基本方針等

を毎年度「廃棄物処理施設等立入検査等実施計画」と

して定め、原則月１回の廃棄物処理施設等に対する定

期的な立入検査を行っており、最終処分場と焼却施設

については「最終処分場等総点検実施要領」も策定し

て重点的に監視指導を行っております。

　また、立入検査等の結果、不適正な処理など違法行

為が確認された場合には、「沖縄県産業廃棄物行政処

分取扱要領」に基づいて指示書・警告書による行政指

導を行い、当該指導で改善されない場合は、改善命令

や措置命令もしくは許可取り消しなどの行政処分を

行っております。

　県としましては、当該立入検査等実施計画や総点検

実施要領及び行政処分取扱要領に基づき、うるま市と

連携して当該処分場が安定型最終処分場として適切に

稼働されるよう、監視指導を行ってまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　我が党の代表質問との関

連で、インターナショナルスクールのあり方検討委員

会の答申の内容及び今後の進め方についてお答えいた

します。

　昨年８月に策定しました大学院大学の周辺整備基本

計画では、研究者の子弟教育に資するインターナショ

ナルスクールなど、８分野についての整備方針が示さ

れております。

　同方針を受けて「インターナショナルスクールのあ

り方検討委員会」を昨年６月に設置し、本県に設置す

る場合の望ましいあり方について検討を進めておりま

す。

　同委員会では、外国人の子弟を対象としたインター

ナショナルスクールを単独で設置する場合、県民子弟

を主体としたイマージョン教育を行う一般の学校とイ

ンターナショナルスクールを併設して設置する場合な

ど、設置形態別にそれぞれの予算や運営面の課題、教

育水準など、総合的に検討して今年度中に望ましいあ

り方を報告書として取りまとめることとしておりま

す。

　これを受けて、次年度には設置形態、設置主体等の

確定へ向け具体的に検討を進めることとしておりま

す。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　我が党の代表質問と

の関連についての中の、認可外保育施設入所児童への

給食費の助成方法についてにお答えいたします。

　認可外保育施設入所児童への米の助成につきまして

は、市町村による一括購入と、販売業者による施設へ

の配送によって、購入価格の低廉化や当該施設側の利

便性向上という効果が期待できることから、現物支給

が望ましいとしたものであります。

　御指摘のように、施設によって状況が異なることか

ら、具体的な支給方法については市町村と調整し、今

後検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　伊波常洋君。

　　　〔伊波常洋君登壇〕

○伊波　常洋君　再質問いたします。

　まず、重点特別枠事業の中で、芋の沖縄型ニュー

ツーリズム形成促進事業。

　沖縄の観光は順調に毎年伸びてはきています。しか

し、弱点として滞在日数が短いのではないかと言われ

ております。平成19年度でも18年度でも構いませんの

で、今日までの沖縄観光の平均滞在日数をお聞かせく

ださい。

　今回、それをロングステイ、１日でも２日でも滞在

日数を延ばす方策をとられるんですけれども、仮に今
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日までの平均滞在日数がもう１日プラスされたとした

ら、どれだけの観光消費額の増が見込まれるか、積算

しておればお聞かせください。

　それから印の中で、今回の金融センター可能性調査

であるんですけれども、名護市の方で指定されており

ます金融特区構想の枠内で、関連の中での事業なの

か、そうでないのかお聞かせください。

　それから、特に宮古とか八重山、いつも医療の問題

が指摘される中で、今回ドクターヘリが活用されると

いうことで大変画期的なことだと思います。

　そこで再質問いたしますけれども、この救急医療用

ヘリコプター活用事業の助成対象と予算額をお聞かせ

ください。

　それから具体的な運用方法と開始時期をお知らせく

ださい。

　それから、このヘリに搭乗する医療スタッフ、これ

はどうなっているのか、専属なのか等もお聞かせくだ

さい。

　県内でもう既に２つの民間病院でドクターヘリは実

はもう活用されております。現在行われている２民間

病院の中でのヘリコプター搬送の実績、それから事例

等があればお聞かせください。

　次に、建設業界の今回のアンケート調査から出てき

た実態、今回の調査で明らかになったことは工事量の

減少から派生したさまざまな問題に尽きます。

　現在の県の入札契約制度は、利益を無視した限度額

ぎりぎりの入札でないと土俵にも上がれない。土俵に

上がっても技術力や経営力での勝負ではなく、くじ引

きで受注が決まってしまう。このくじは当たったとし

ても利益がないか、赤字というのが実態であります。

このため、体力のない企業は倒産・廃業を余儀なくさ

れ、失業者が多く出ています。自殺に追い込まれた経

営者もいるのです。

　そこで、今回の調査に寄せられた意見の中から幾つ

かお聞きしますので、県の対応をお伺いします。

　ア、最低制限価格を引き上げてほしい、イ、県の賠

償金の早期の解決を望む、ウ、ＰＦＩ的発注による公

共工事の活用、エ、積算単価が厳しく市場単価と合わ

ない、オ、建築確認に大変な日数を要している、カ、

発注者、設計者、施工業者は同等の立場であるという

意見、要望が寄せられております。県の対応をお聞き

いたします。

　それから石川東恩納地区の安定型最終処分場のこと

なんですけれども、公が果たす監視のあり方、月１回

の立入検査であるとか、定期検査であるとか、これは

従来から行われている方法です。これでは足りないか

ら、今回の質問でも奥平議員の方からもありました大

浦の産業廃棄物施設の火災を含め、監視が十分でない

からこの種の処分場については住民から疑惑という

か、反対の運動が起こるんです。つくるときにも大

変、つくった後も大変では、これは住民がこの種の処

分場を認めるわけにはいかないんですよ。もう一度、

踏み込んだ監視体制をはっきりお聞かせください。

　特に、今後は公共が関与する管理型最終処分場もつ

くっていくんですから、公共が関与するということは

住民にとれば、もちろん業者にとれば、経費的な財政

的な救いにもなるんですけれども、住民からすれば、

公共が絡むのであれば運営については大丈夫だろうと

いう担保が欲しいわけなんですよ。

　そういう中で、民間のこういった処分場について、

これまでのような監視体制では私は住民が納得しない

し、今後のためにもきちっとした監視体制を制度も超

えてやるべきことだと思いますので、監視体制につい

て再度お聞きします。そして、だれが一体責任を持っ

て監視する立場にあるのか、これもお聞かせくださ

い。

　それから認可外保育園の給食費の助成について再質

問いたします。

　平成６年度の公的助成金は、認可保育園は児童１人

当たり73万円余りです。これに対し、認可外保育園は

児童１人当たりわずか7600円余りです。約100倍の格

差です。

　児童福祉法は第１条で、「すべて児童は、ひとしく

その生活を保障され、愛護されなければならない。」

と規定し、第２条で、「国及び地方公共団体は、児童

の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成す

る責任を負う。」とうたっています。それなのにこの

格差であります。

　昨年、我々沖縄県議会は、全会一致の意見書を携え

て認可外保育園問題解決のため国・政府に要請行動を

いたしました。

　その回答は、400余りもある認可外の認可化促進は

急には難しいと、財政的にも大変厳しいという回答で

した。しからば、せめて給食は認可並みにということ

に対してはあらゆる方策を検討してみるということで

ありました。

　私なりに、認可並みとして１人１食250円で試算を

してみました。認可外児童数１万9000人掛ける１食

250円掛ける年間240日で、11億4000万の認可外の給食

費となります。

　そこで伺います。

　１、給食水準を認可並みにという要望に対しての県
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の見解、今後の方針を伺います。

　２、現行制度では国の補助はありません。しかし、

沖縄の特殊事情及び児童福祉法の上から国に善処方を

訴えるべきである。これまで県が国に要請してきたの

はどういったのがありますか。今後は国にどう働きか

けていきますか。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時11分休憩

　　　午後２時16分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　伊波議員の再質問にお答え

したいと思うんですが、今の認可外保育園に対する給

食費であれ何であれ、支援をもっとしっかりやるべき

ではないかという御趣旨の御質問だったと思うんです

が、確かに今おっしゃったように、給食費の点だけ

とっても250円にし、１万9240人で10億以上になんな

んとするお金が要るわけです。

　今のところ、昨年まで我々なりに、厚労省であれ、

沖縄開発庁であれ、いろんな折衝をしてきたわけです

が、まだその壁はブレークスルーできておりません。

　しかしながら、また議会の先生方のお力も得なが

ら、この点は何とか徹底して前へ進められるように

しっかりとやってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　救急医療用ヘリコプ

ター活用事業の助成についての御質問にお答えいたし

ます。

　救急医療用ヘリコプター活用事業は国の補助を受け

て実施するもので、救命救急センターにおいて運航す

ることが補助の要件となっております。

　平成20年度は、事業費として救命救急センターに対

する補助金等約5601万3000円を計上しております。

　なお、この補助金の２分の１は国、２分の１は県負

担となっております。

　続きまして、ドクターヘリの具体的な運用方法と運

航開始時期についてにお答えいたします。

　救急医療用ヘリコプターの出動要請基準など具体的

な運用方法については、国、県及び消防機関から構成

する運航調整委員会で検討することとしております。

　なお、運航開始は平成20年12月を予定しておりま

す。

　続きまして、ドクヘリに添乗する医療従事者につい

ての御質問にお答えいたします。

　ドクヘリには救命救急センターの医師が搭乗するほ

か、必要に応じて看護師も同乗することとしておりま

す。

　続きまして、民間の２病院で行っているヘリコプ

ター搬送の実績についてにお答えいたします。

　県内では、現在、浦添総合病院と北部地区医師会病

院がヘリコプターによる搬送事業を独自に行っており

ます。

　浦添総合病院は平成17年７月から運航しており、本

年１月末までの搬送件数が407件となっております。

　北部地区医師会病院は昨年６月から運航しておりま

すが、これまでの搬送件数は118件となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　石川東恩納の最終処

分場の監視体制についてお答えいたします。

　県としましては、先ほど答弁いたしました立入検査

の要領等に基づき監視指導を行っていきますが、監視

体制につきましては県と現場を担当する保健所、うる

ま市、それから地域住民、当該事業者と十分に調整を

行った上で再稼働に備えていきたいと考えています。

その際には県が責任を持って監視体制を構築するとと

もに、うるま市とも役割分担をきちんと行い、対応し

ていきたいと考えております。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは建設業の実

態関連で、最低制限価格についての再質問にお答えい

たします。

　県が施工した主な工種の工事数件を抽出して、公契

連モデルにより最低制限価格を試算しましたところ、

上限80％を超える工事があることから、これら工事の

適正な施工の確保を図るため平成18年４月から最低制

限価格の範囲を100分の65から100分の85とし、５％引

き上げたところであります。

　さらなる最低制限価格の引き上げにつきましては、

今後の検討課題とさせていただきます。

　次に、県の損害賠償金の早期解決についての再質問

にお答えいたします。

　県の談合問題に係る損害賠償金の請求につきまして

は、公取委による談合認定から２年近くにわたって請

求に係る課題を法令、判例、国、他府県の事例等に照

らし、詳細に検討してまいりました。その結果、こと
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し１月末に請求に係る基本的考え方についての知事の

決定を得て、２月５日にその内容をマスコミへ公表

し、２月14日に企業191社を対象に説明会を開催して

きたところであります。

　県としましては、今後、企業に対しヒアリングを行

い、経営体力や負担能力を勘案しながら損害賠償金の

納付が円滑に行われるよう長期の分割納付や無利子・

無利息・無担保の措置などを検討していくこととして

おります。

　次に、ＰＦＩ的発注による公共工事の活用について

どう思うかの再質問にお答えいたします。

　ＰＦＩは、社会資本整備や公共サービスの提供を民

間が主導となる事業手法であり、民間の持つ経営能力

や技術的能力などを活用するため公共側の関与を必要

最小限にとどめ、民間の創意工夫を積極的に導き出す

事業となっております。

　ＰＦＩ事業につきましては、公共施設等を対象に

「沖縄県ＰＦＩ導入指針」に基づき、県庁内において

設置されたＰＦＩ推進会議、ＰＦＩ検討チーム等で導

入事業について検討していきたいと考えております。

　次に、積算単価が厳しく、市場単価と合わないとの

再質問にお答えいたします。

　公共工事で使用する積算単価につきましては、市況

における実勢価格を把握するため年２回専門の調査機

関へ委託し、市場調査して単価を決定しており、価格

等の変動にも反映していると考えております。

　次に、建築確認に大変な時間を要しているとの意見

にどう対応するかの再質問にお答えいたします。

　建築確認審査の短縮を図るため、改正法の周知の説

明会開催や適合性判定機関の判定員の常勤化、１名判

定員の取り組み、さらには図書省略の認定作業等を進

めているところであります。

　特に、この図書省略認定員の制度は、建築確認の停

滞緩和と構造計算や適合性判定に要する費用や審査時

間の短縮ができ、県民の負担軽減を図ることができる

ものと考えております。

　次に、発注者、設計者、施工業者は同等の立場であ

るとの再質問にお答えいたします。

　公共工事に関する諸課題への対応につきましては、

関係者の意見を適切に反映させていく必要があること

から、現在策定中の建設産業ビジョンにおいてしかる

べき機関の設置について検討しているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　観光客の平均滞在日

数についての御質問にお答えします。

　平成18年の実績で3.76日、平成19年は速報値でござ

いますが3.67日でございます。

　１日延びた場合の観光消費額の積算でございます

が、試算はしておりません。いずれにしろ、観光消費

額の増加につながる付加価値の高いニューツーリズム

に取り組んでまいりたいと考えております。

　次に、金融センターは金融特区内の事業かという御

質問にお答えします。

　名護市が調査を進めている金融特区内の金融ＩＴみ

らい都市の中核機能として調査検討したいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　仲田弘毅君。

　　　〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君　国の内外ともに厳しい現状の中、仲

井眞知事の就任から１年と２カ月が経過いたしまし

た。県経済を初め、在沖米軍編成に伴う普天間移設問

題、跡地利用問題や振興策等をめぐり、これから県政

の正念場を迎えようとするさなか、またもや起きては

ならない少女暴行事件の発生に沖縄県民として驚きと

大きな怒りを覚えております。

　けさの新聞によりますと、合衆国大統領の名におい

て、アメリカ国民を代表して謝罪と本人や家族へのい

たわりのコメントがライス国務長官から発表・報道が

ありました。

　仲井眞知事、二度とこのような不幸なことが起こら

ないよう県民を代表して日米両政府へ再発防止を全力

で訴えていただきたいと思います。

　それでは所見を述べながら、通告に従い一般質問を

行います。

　まず最初に、１、県財政についてであります。

　茨、平成20年度予算について。

　国、地方を通じた厳しい財政状況の中、三位一体の

改革や歳出・歳入一体改革の推進により、いずれの地

方公共団体においても厳しい財政運営を強いられてい

る状況にあります。

　本県においても、さきに公表された県財政の中期見

通しにおいては、ことしの390億円を初め、平成23年

度までの４年間で収支不足の合計額が1260億円発生す

るということであります。

　こうした厳しい財政状況ではありますが、知事にお

かれましては就任して１年が経過し、知事公約実現の

ため、産業の振興、雇用の創出、福祉・医療の拡充等

に積極的に取り組まれており、改めて敬意を表する次
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第であります。

　平成20年度の予算編成方針においては、「選択と集

中」を基本に、事業の取捨選択を徹底し、限られた財

源を緊急かつ重要な施策に重点的・効果的に配分する

とされております。

　平成20年度は沖縄振興計画に基づく第３次分野別計

画がスタートする年であり、これまでの成果を踏ま

え、残された課題への対応とさらなる発展に向けた県

づくりを進める上で重要な年度であり、特に平成20年

度予算の内容が重要であると考えております。

　そこでお伺いします。

　ア、当初予算編成において、「選択と集中」はどの

ような面で生かされておりますか。

　イ、平成20年度予算の目玉事業は何かお聞かせくだ

さい。

　ウ、県債発行や給与の特例減額措置もなされており

ますが、今後1200億円余りの収支不足を見込んでお

り、どのように改善していくか見解を伺います。

　２、土木・建築行政について。

　茨、特定財源問題について。

　道路特定財源問題については、昨年来、マスコミ等

で連日のように報道されているところでありますが、

今国会においても野党の皆さんが「ガソリン国会」と

位置づけ、政府・与党の暫定税率維持・延長案に対し

て撤廃を主張しており、先行きが混沌としている状況

であります。

　私は、この暫定税率の存廃につきましては、本県の

今後の道路整備のあり方にも大きな影響を与える大変

重要な問題であると認識をしております。

　御承知のように、本県においては去る11月に沖縄県

六団体の緊急会議が開催され、仲井眞知事、仲里県議

会議長を初めとする市町村長会会長及び市町村議会議

長会会長が一堂に会して、暫定税率の維持・延長につ

いて緊急アピールが行われました。

　また、県のホームページにおいては、暫定税率が廃

止された場合の本県の道路整備事業への影響について

公開されておりますが、その内容を見ますと、影響の

余りの大きさに暗たんたる思いをしております。

　そこで質問を行います。

　ア、暫定税率が廃止された場合、本県の道路整備事

業はどのような状況になるか伺います。

　イ、ガソリン税などの暫定税率の廃止で県民の負担

軽減額の総額はどのくらいになるか。また、本県の道

路整備事業の減少による経済への影響と比較した場合

はどうなるか伺います。

　ウ、ある党は、ガソリンが25円安くなると断言して

おりますが、沖縄県の場合、復帰特別措置法によって

本土より７円引き下げられております。今より25円安

くなると本当に断定できるのでしょうか。また、石油

価格調整税に基づく離島への石油製品の輸送費補助は

離島地域の生活の安定に貢献しておりますが、現行制

度のまま存続することは保証されるのでしょうか。見

解をお聞かせください。

　エ、暫定税率の維持・延長について、改めて知事の

御意見を伺いたいと思います。

　芋、中部地域の道路の整備について。

　本県の道路整備については、昭和47年の本土復帰を

契機として、高速道路の沖縄自動車道を初め、国道、

県道及び市町村道などの道路網の整備が着々と進めら

れてきております。

　中部圏域では、西海岸側の北谷、宜野湾地域等の開

発、東海岸側では、中城湾港新港地区等の開発が進展

し、地域の活性化とともに交通量も増加してきてお

り、国や県においては、道路交通の諸問題の解決に向

けて取り組まれているものと考えております。

　特に、中部圏域の東側の道路整備におきましては、

これまで海中道路の整備や浜比嘉大橋の建設等、離島

住民の生活道路の整備拡充がなされるとともに、企業

集積が進む中城湾港新港地区へのアクセス道路の整備

等、地域振興を支援する基盤整備として大きな成果を

上げております。

　このような中、去る12月25日、与那城具志川線の与

那城饒辺から勝連平敷屋までの区間が供用開始され、

与勝半島の北側外周道路として県道８号線に連結さ

れ、半島地域の発展に大きく貢献することを期待して

おります。

　そこで質問します。

　ア、中部地域における県道整備事業の進瀧状況につ

いて伺います。

　イ、与勝半島の南側を外周する南岸道路の今後の取

り組みについて伺います。

　鰯、改正建築基準法について。

　県内建設業界を取り巻く環境は厳しく、公共工事の

減少と改正建築基準法を起因とする諸問題で大きな影

響を受け、企業倒産や廃業の危機にさらされている現

状を大変危惧しております。

　また、原油高や需要の増加等により、建設資材の高

騰も業界にとって大きく深刻な事態になっていること

は言うまでもありません。

　そこで伺います。

　ア、建築確認申請の空白期間が生じ、件数が激減し

たことによる建設企業への影響について伺います。
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　イ、原油高騰による建設資材の高騰問題について伺

いたい。

　ウ、建築確認審査の短縮と、資材高騰に対する県の

支援対応策について伺います。

　次に、３番目として食の安全対策についてでありま

す。

　茨、輸入食品の食中毒について。

　中国製冷凍ギョーザ中毒による被害が拡大している

中、この種の事件をきっかけに食料大国である我が国

の食料事情に大きな一石が投じられてまいりました。

　諸外国からの農水産物輸入量は、中国産が全体の約

２割を占めており、本県でもその流通が確認されまし

た。また、観光立県を推進する本県沖縄観光のイメー

ジダウンにつながることが懸念され、その対応・対策

が早急に必要だと考えております。

　そこで伺います。

　ア、本県における中国食品の輸入状況はどうか伺い

ます。

　イ、以前から指摘されております残留農薬や、禁止

抗生物質等が検出されております中国食品が税関や検

疫を通過している現状で、本県のチェック体制はどう

なっているか伺いたい。

　ウ、県教育庁は学校給食で中国産商品の使用調査を

行っておりますが、結果について伺いたい。

　エ、この種の事件は、我が国が諸外国の農水産物に

大きく依存してる現状を示しており、食料自給率が改

めて注目されることになりました。さらに、自給率が

低い本県の中国産食品に対する安全管理体制について

お聞かせください。

　４、警察行政について。

　茨、少女暴行事件について。

　女子中学生が米兵に暴行されるという痛ましい事件

が発生したことに対し、心底から憤りを覚えると同時

に、子を持つ親としてまことに残念でなりません。沖

縄県民の感情を逆なでするような犯罪行為であり、許

しがたい人権じゅうりんであります。

　過去の米軍事件の多くが基地周辺の地域で発生して

いることを考えますと、米軍に対する綱紀粛正の徹底

を強く求めるほか、県警のパトロールや地域の防犯活

動を一層強化していく必要があると考えております。

　さらに、事件後、国会では基地外における市街地で

の警察と米軍との共同・合同パトロールの必要性につ

いての報道がありますが、民間地域を米軍がパトロー

ルすることは復帰前の状況になるのではないか思慮し

ているところであります。

　そこで伺います。

　ア、過去３年間の米軍関係者の犯罪件数はどうか伺

います。

　イ、事件・事故の全体的な傾向と今後の課題はどう

か伺います。

　ウ、共同・合同パトロールについて県警本部長の所

見をお伺いしたい。

　芋、少年犯罪について。

　昨年は、少年の飲酒問題が新聞報道等で多く取り上

げられ、県内でもゆゆしき問題として県議会を初め各

市町村議会で決議がなされたところであります。

　これら少年飲酒問題は少年非行への入り口と考えら

れ、これからの沖縄県の将来を担う子供たちを守るた

め、引き続き地域と一体となった活動が望まれており

ます。また、これまで全国的にも少年非行が後を絶た

ない状況にある中、県内の少年非行は全国的にも比率

が高いとの県警の議会答弁もありました。

　そこで伺います。

　ア、昨年中の県内少年非行の実態はどうか伺いま

す。

　イ、その特徴としてはどのようなものがあるか伺い

ます。

　ウ、今後の少年非行対策についてどう取り組むかお

聞かせください。

　鰯、サイバー犯罪について。

　昨年８月に愛知県で発生した女性殺人事件では、

「闇の職業安定所」と呼ばれるやみサイトで知り合っ

た犯人同士が犯行に及ぶなど凶悪な事件が発生してお

ります。また、ことし２月13日の県内報道では、出会

い系サイトで知り合った女子中学生にみだらな行為を

したとして、宮古島市の男性が逮捕されたとの報道が

ありました。

　パソコンや携帯電話が目まぐるしく普及する中で、

やみサイトのほか、子供たちが学校裏サイトでのいじ

めや出会い系サイトを利用し、犯罪に巻き込まれるな

どの懸念が指摘されております。

　こういったインターネット上の犯罪から子供たちを

守るため、フィルタリングが有効との考え方があり、

アメリカではほとんどの州で親の責任のもと、フィル

タリングが徹底されているようでありますが、日本で

はまだ３割程度だと聞いております。

　そこでお聞きします。

　ア、県教育庁では、県内の生徒たちのフィルタリン

グについてどう把握しているか伺います。

　イ、県警は、フィルタリングをやっていれば宮古島

市などで起こった事件を防ぐことができたと考えます

か、見解を伺います。
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　ウ、県警のこれまでのフィルタリング対策はどのよ

うなものがあるか。また、これからどのような対策を

進めていくかお聞かせください。

　最後に５番目、教育問題について質問します。

　私は、資源が乏しい島嶼県である本県の将来を語る

とき、教育と人材育成こそ最大の県民的課題であると

これまで訴えてまいりました。教育は国家百年の大

計、次代を担う青少年の健全育成はもとより、政治経

済、産業及び教育界における人材育成の充実・発展を

図るには、家庭教育を初め学校教育、地域の教育力の

連携が不可欠であり、中長期的にしっかりと取り組む

必要があると考えております。

　茨、高等学校の学区制度について。

　高等学校への進学率が約95％で定着し、義務教育化

する中で、平成17年度から特色ある学校づくりのもと

に学区制度が拡大され、実施から３年が経過いたしま

した。

　そこで伺います。

　ア、高等学校における学区制度とは何か、また現状

はどうか伺います。

　イ、学区制度が変更され、学区が広がったことによ

るメリット・デメリットは何か伺います。

　ウ、交通の便を配慮した学区制度についてどう思う

か伺います。

　エ、地域の子供は地域で育てるという考え方は、学

区制の拡大に反映されているか教育長の見解を伺いま

す。

　芋、ＰＴＡ活動について。

　ＰＴＡ組織は、保護者会員と教職員会員の共同体で

あり、児童生徒の健全育成と学力向上を最大の目標と

する任意団体であります。

　教職員は資格を取って教壇に立っておりますが、親

は、子を持つ親になるための資格はどうでしょうか。

人間形成の子育てが厳しいと言われる現状の中で、今

まさに親学が必要であり、親学でもって子供の教育に

真剣に取り組むことが求められていると考えておりま

す。

　そこで質問します。

　ア、学校運営の中でＰＴＡの役割は大きいと思いま

すが、保護者会員のための研修制度についてどう考え

ているか伺います。

　イ、保護者会員と教職員会員の共同体であるＰＴＡ

の役割は何か伺いたい。

　ウ、今後、ＰＴＡ活動の中で保護者会員に何を期待

するかお聞きします。

　鰯、教職員の研究活動について。

　本県教育と人材育成に強固な使命感を持って御活躍

されております教職員の各先生方には、平素から感謝

を申し上げているところであります。

　国立教育政策研究所の千々布敏弥先生が、日本の教

師は授業研究を恒常的に集団で実施し、これまでより

多くの子供たちによい影響を与え、我が国の教育を支

えてきたのはこのような教師が多かったからだと述べ

ております。

　しかし、残念ながら、本県においてもごく一部では

ありますが、職の重みを自覚できない職員がいること

もまた事実であります。

　そこで伺います。

　ア、教職員一人一人の授業研究等はどうなっている

か伺います。

　イ、学校内外での研究会等への参加状況はどうなっ

ていますか伺います。

　ウ、教職員研究活動の支援と義務づけに対し教育長

の見解をお伺いします。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲田議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、県財政について、当初予算編成におけ

る「選択と集中」について等の御質問にお答えいたし

ます。

　平成20年度予算の編成に当たりましては、政策的経

費全体につきまして枠配分方式を導入し、各部局の権

限と責任のもとに主体的な行財政改革を実行するとと

もに、事業の取捨選択をより一層徹底し、限られた財

源を緊急かつ重要な施策に重点的・効果的に配分する

ことを基本といたしました。

　また、平成20年度は沖縄振興計画に基づく第３次分

野別計画がスタートする重要な年でもあります。その

ため、自立型経済の構築や県民福祉の向上を図る観点

から、第１に、産業振興の分野では、地域を支える農

林水産業や製造業、建設業などの産業振興を進めると

ともに、持続的な観光発展を支える質の高い観光・リ

ゾート地の形成や情報通信関連産業の集積・高度化を

進めてまいります。

　さらに、雇用創出の分野では、建設業の職種転換や

若年者、そして就職が困難な障害者等への支援などを

やってまいります。

　第３に、福祉・医療の分野では、認可外保育所への

給食費助成などの子育て家庭への支援や医師確保対策

などがございます。
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　第４に、離島振興の分野では、地上デジタル放送化

への対応や自然、文化を生かした地域の活性化など、

県政の重要課題に重点的かつ効果的に予算を措置した

ところでございます。

　次に、道路建築行政の関連で、暫定税率の維持・延

長に関する見解いかんという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　現在、沖縄県におきましては、那覇空港自動車道や

沖縄西海岸道路を初め、離島苦の解消に資する伊良部

架橋の整備など、都市部から地方部に至るまで鋭意道

路の整備を進めているところでございます。

　さらに、今後の基地返還跡地の開発を支える道路整

備やモノレール延長に伴う軌道インフラの整備等につ

きましても取り組むべき重要な課題であります。

　沖縄県の道路整備の現状や今後の整備のあり方を踏

まえますと、現行の道路特定財源制度の維持及び暫定

税率の延長はぜひとも必要であると考えているところ

でございます。

　次に、道路建築行政の中で、中部地域における県道

整備事業の進瀧状況についての御質問にお答えいたし

ます。

　中部地域の県道は、主要地方道９路線と一般県道の

24路線で道路網を構成しており、道路延長約221キロ

メートルのうち約198キロメートルが改良済みとなっ

ております。

　現在、整備を進めている県道は、伊計平良川線、沖

縄嘉手納線などの主要地方道５路線及び具志川沖縄

線、具志川環状線などの一般県道８路線、合計13路線

について道路の拡幅及びバイパス等の整備を推進中で

ございます。

　進瀧状況は、本年度末見込みの事業費ベースで全路

線の平均進瀧率が約60％であり、このうち具志川沖縄

線につきましては進瀧率が82％となっております。平

成21年度中の完成供用を目指しているところでござい

ます。

　中部地域の県道整備につきましては、地元市町村な

どの御協力をいただき、おおむね順調に進瀧している

ところでありますが、御承知のように、国会において

は道路特定財源問題につきまして先行きが見えない状

況にあります。

　道路は地域活性化を図るための重要な社会資本であ

り、沖縄県の道路整備を引き続き着実に推進すること

が必要であると考えております。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　総務部長。

　　　〔総務部長　宮城嗣三君登壇〕

○総務部長（宮城嗣三君）　県財政についての中で、

平成20年度予算の目玉事業についてお答えいたしま

す。

　平成20年度予算の編成に当たりましては、自立型経

済の構築や県民福祉の向上を図る上で必要な事業に重

点的・効果的に予算を措置したところでございます。

　新規事業を中心に主な事業を申し上げますと、産業

振興の分野では、情報通信産業の集積・振興を図る沖

縄ＩＴ津梁パーク整備事業、海外重点地域のニーズに

応じた旅行商品の開発を支援する国際観光地プロモー

ションモデル事業、国際会議の誘致等を内容とするＭ

ＩＣＥ誘致・開催推進事業、園芸作物の拠点産地育成

のための園芸ブランドステップアップ事業、また雇用

創出の分野では、沖縄型職業教育プログラムなどを実

施する沖縄地域雇用創出事業、建設業界内の職種転換

のための研修等を実施する雇用最適化支援事業、医

療・福祉の分野では、離島・僻地の医療提供体制の充

実を図る救急医療用ヘリコプター活用事業、認可外保

育施設に対する給食費支援として、従来の牛乳代に加

え新たに米代を助成する新すこやか保育事業、離島振

興の分野では、地上デジタル放送推進事業、さらに文

化振興、教育、国際交流の分野では、沖縄国際アジア

音楽祭（仮称）の開催に向けた準備経費、小中高生の

英語によるコミュニケーション能力の向上を図る小・

中・高マスターイングリッシュ推進事業、高校生等の

海外留学を支援する事業などであります。

　次に、県財政の健全化についてお答えいたします。

　国、地方を取り巻く厳しい財政状況の中、平成20年

度当初予算におきましては、給与の特例措置による人

件費の削減や政策的経費の縮減を行ってもなお387億

円の収支不足が生じたため、主要４基金の取り崩し、

退職手当債や行革推進債等の発行などにより対応した

ところでございます。

　本県財政は、今後も歳入において県税や地方交付税

などの一般財源の大幅な増が期待できない反面、歳出

においては、団塊世代の大量退職に伴う退職金の高ど

まり、制度改正や少子・高齢化に伴う社会保障関係費

の増などにより厳しい状況が続いていくことが見込ま

れます。

　そのため、「沖縄県行財政改革プラン」の着実な実

施はもとより、県税の徴収率の向上、使用料・手数料

の定期的な見直しなど、自主財源の確保、職員数の適

正化、事務事業の見直しなど、財政健全化策をこれま

でにも増して徹底的に進めてまいります。

○議長（仲里利信君）　土木建築部長。
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　　　〔土木建築部長　首里勇治君登壇〕

○土木建築部長（首里勇治君）　それでは道路建築行

政関連で、暫定税率の廃止による道路整備事業への影

響についての御質問にお答えいたします。

　内閣府一括計上による本年度の全県の道路事業費

は、直轄、県、市町村合計で1047億円でありますが、

この額を暫定税率の廃止に当てはめて試算してみます

と、事業費の減収額は513億円となり、道路事業費は

1047億円から534億円にほぼ半減すると想定しており

ます。

　事業費の半減に伴う道路整備への影響については、

単に各道路の整備の進瀧が半減するということにはな

らないと考えております。

　橋梁補修等の直接生命の危険にかかわる事業を最優

先することや、費用対効果が大きい都市部の道路を優

先することになるため、北部や離島地域等の整備が大

幅に後退するとともに、今後の新規事業についても事

業着手がほとんど不可能になるのでないかと危惧する

ところであります。

　次に、与勝半島南岸道路の今後の取り扱いについて

の御質問にお答えいたします。

　与勝半島の一周道路は、北側部分を県道37号線と与

那城具志川線で構成しており、県道37号線については

バイパス事業として平成６年度に供用済みであり、ま

た与那城具志川線については昨年12月に供用開始した

ところであります。残る南側の整備につきましては、

当該地域の将来交通量の動向や土地利用等を勘案しな

がら今後検討していきたいと考えております。

　次に、建設企業への影響についての御質問にお答え

いたします。

　平成19年の建築確認申請件数は約5100件で、例年に

比べて約15.5％の減少となっており、いまだ十分に回

復したとは言えない状況にあります。

　県としましては、このような状況が続くと県経済に

与える影響も大きいことから、これを最小限にとど

め、事態の収拾を図ることが最優先と考えておりま

す。

　このため、事前審査期間を延長するとともに、確認

業務のさらなる円滑化を推進する観点から、昨年12月

に県内の全建築士事務所を対象とした説明会を県内６

カ所、参加者総数1500名で開催し、法改正の内容等の

周知に努めてまいりました。

　また、構造計算適合性判定につきましても、判定員

の常勤化を図るとともに、従来２名で行っていた判定

を１名でも判定できるよう業務の効率化等に取り組ん

でおります。

　現在、県では、戸建て住宅の構造計算を省略できる

大臣認定を取得する作業を進めており、本年４月以降

は当該認定の利用によって、戸建て住宅の着工件数及

び確認申請件数も回復していくものと考えておりま

す。

　次に、原油高による建設資材の高騰問題についての

御質問にお答えいたします。

　建設資材の価格は、調査会社の資料によると、平成

12年度の平均価格を100とした場合、平成20年１月で

は全国平均で120、那覇で109となっておりますが、公

共工事の発注者としましては、市況での実勢価格を調

査し適切な積算を行っております。

　次に、建築確認審査の短縮と資材高騰に対する県の

対応策についての御質問にお答えいたします。

　建築確認審査の短縮のため、改正法周知の説明会の

開催や適合性判定機関の判定員の常勤化、１名判定員

の取り組み、さらには図書省略の認定作業等も進めて

いることから、今後は確認審査の効率化が図られ、そ

の結果、審査期間の短縮につながるものと考えており

ます。

　また、資材高騰に対しては、市況での実勢価格の調

査を行い、公共工事の発注者として適切な積算を行っ

ております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　揮発油税等の暫定税率廃

止による県民負担軽減額と道路整備事業費の検証との

比較についてお答えいたします。

　暫定税率廃止による県民負担軽減額は、平成17年度

で約221億円と推計され、民間消費全体の約1.2％程度

と見込まれます。

　一方、道路特定財源の減少に伴い、道路事業費の減

少額は平成19年度で約513億円と推計され、公共投資

全体の約16％程度と見込まれます。これらをマクロ経

済効果の観点に絞って単純に比較すると、道路事業費

の減少額の影響がより大きいと考えています。

　同じく暫定税率廃止との関連で、復帰特別措置法等

による軽減措置と25円の値下げについての御質問にお

答えいたします。

　本県においては、「沖縄の復帰に伴う特別措置に関

する法律」及び「沖縄の復帰に伴う国税関係法令の適

用の特別措置に関する政令」により、揮発油税及び地

方道路税が１キロリットル当たり7000円が軽減されて

おります。

　暫定税率が廃止された場合、本土においては揮発油
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税法等の本則適用によりガソリンの価格が下がると予

想されますが、本県においては、復帰特別措置法等の

規定により現時点で断定できる状況にはありません。

　県としては、国会での審議状況を見守りつつ、今後

の対応策について内閣府等と協議していきたいと考え

ております。

　同じく暫定税率廃止の関連で、石油価格調整税に基

づく石油製品輸送費補助の存続についての御質問にお

答えいたします。

　県は、復帰特別措置により１キロリットル当たり

7000円軽減されている揮発油税及び地方道路税の一部

を税源として、揮発油の販売に対し１キロリットル当

たり1500円の石油価格調整税を課しております。ま

た、石油価格調整税の税収を主たる財源として県内離

島へ輸送される石油製品の輸送費補助を行っておりま

す。

　仮に暫定税率が廃止され、復帰特別措置として税率

の軽減が講じられない場合にはこれまでと同様な輸送

費補助を実施することは困難になると考えられます。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　食の安全対策の中

の、本県における中国産食品の輸入状況、輸入食品の

チェック及び安全管理体制についてに一括してお答え

いたします。

　国内に流通する中国からの輸入食品の状況につきま

しては、厚生労働省の輸入食品監視統計によります

と、平成18年は輸入件数では約57万9000件で、全体の

31.1％で最も多く、輸入重量では約493万6000トンで

全体の14.5％となり、米国に次いで多くなっておりま

す。

　輸入食品の検査及び監視体制につきましては、国の

検疫所において書類審査及び検査等を行って国内への

流通を認めております。

　一方、県においても、輸入食品を含め県内で流通す

る食品については、沖縄県食品衛生監視指導計画に基

づき計画的に検査及び監視指導を実施し、違反食品の

排除に努めております。

　しかしながら、食の安全・安心を揺るがす事件・事

故等が相次ぐ中、県としましても対策を強化する必要

があると考えており、国の検疫所等関係機関との連携

や情報の共有化により、検査及び監視体制の強化に努

めたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　教育長。

　　　〔教育長　仲村守和君登壇〕

○教育長（仲村守和君）　それでは食の安全対策につ

いての御質問で、学校給食での中国産冷凍食品の使用

調査結果についてお答えいたします。

　県内の学校給食において、河北省天洋食品工場が製

造したギョーザを含むすべての製品90品目の使用状況

について調査したところ、市町村及び関係県立学校か

ら使用したとの報告は１件もありませんでした。

　県教育委員会としましては、今後とも市町村や関係

機関等と連携し、安全で安心な学校給食の充実に努め

てまいります。

　次に、警察行政についての御質問で、児童生徒の携

帯電話フィルタリングについてお答えいたします。

　県教育委員会の平成19年10月現在の調査でフィルタ

リングを設定している割合は、小学校7.8％、中学校

8.2％、高等学校4.5％となっております。

　各学校におきましては、児童生徒の情報モラルやマ

ナー等のより一層の向上を目指し、情報教育や生徒指

導を通して指導の強化・充実を図っているところであ

ります。

　今後とも、フィルタリングについては、児童生徒を

有害情報から守るという観点から、アクセス制限など

について学校、警察、関係機関等と連携して保護者に

対し周知に努めてまいります。

　次に、教育問題についての御質問で、通学区域の制

度とその現状についてお答えいたします。

　本県の県立高等学校の通学区域については、昭和62

年の改正により、全日制普通科については那覇地区で

は４校選択、都市部では２校選択、その他の地域にお

いては小学区となりました。その後、部分的な通学区

域の改善が行われてきましたが、ＰＴＡ、中学校、市

町村教育委員会等から高等学校の選択数に差があるこ

とについての改善や、生徒の個性伸長を図るために通

学区域の拡大を求める要望・要請等がありました。

　そこで、平成14年に通学区域の改善を目的とした

「沖縄県立高等学校入学者選抜制度検討委員会」が設

置され、同委員会からの報告を受け、平成17年度から

高等学校の全日制普通科の通学区域は国頭、中頭、那

覇、島尻、宮古、八重山、久米島地区の７通学区域に

設定し、それ以外の専門学科、総合学科は県全域と

なっております。

　次に、通学区域が拡大されたことによるメリットと

デメリット及び交通の便について一括してお答えいた

します。

　通学区域の拡大によって生徒の特性に応じた学校選

択が可能となり、生徒の居住地によって学校の選択数
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に大きな偏りがないように改善されております。

　また、各高等学校においては、創意工夫を凝らし、

生徒のよさを生かす教育課程を編成し、魅力ある学校

づくりに努めていることなどがメリットであると考え

ます。

　一方、一部の学校において、志願者の減少や遠距離

通学による交通の利便性や交通費など負担があるとの

声も聞かれます。

　次に、地域の子供は地域で育てるという考え方と通

学区域制度についてお答えいたします。

　地域の子供は地域で育てるということは大切なこと

であると考えております。

　現在、各高等学校では、特色ある学校づくりを推進

しているところであり、近隣の小中学校との情報交換

を通した連携の強化や地域行事への共同参加による交

流等、地域に根差した教育を行っているところであり

ます。

　県教育委員会としましては、今後とも地域の子供は

地域で育てるという認識のもとで、学校、家庭、地域

が連携して地域の教育力の向上に努めてまいりたいと

考えております。

　次に、ＰＴＡ保護者会員の研修制度についてお答え

いたします。

　学校を運営する上でＰＴＡの協力は不可欠であり、

学習支援や生徒指導、安全指導など、学校教育に直接

的にかかわり、その果たす役割は大きいものがあると

考えております。

　県内の各学校ＰＴＡの多くは、組織の中に子育てや

家庭教育を中心に研修を行う委員会や部会が設置され

ております。また、市町村や地区のＰＴＡ連合会でも

同様な研修を行っており、これらの活動は保護者会員

の学びにとって大切なことであります。

　その支援のために、県教育委員会では、毎年１回県

内すべての学校のＰＴＡ指導者を対象に、その資質向

上を図るため、ＰＴＡ指導者研修会を開催しておりま

す。また、県高等学校ＰＴＡ連合会や県ＰＴＡ連合会

が行っている研究大会等を共催し、指導助言者の派遣

等研修の支援も行っております。

　今後とも研修内容の充実を図り、各ＰＴＡ団体の活

性化につなげていきたいと考えております。

　次に、ＰＴＡの役割についてお答えいたします。

　ＰＴＡは、子供の教育や生活環境を向上させること

を主な目的として各学校に組織された団体でありま

す。

　その活動内容としましては、児童生徒の登下校時の

安全対策や授業における教材づくり、ゲストティー

チャーなど教師の補助を通して学校教育の現場を直接

的に支援しております。

　また、地域の行事や保護者に対する子育て教室等、

地域の実情に応じてさまざまな活動を実施しており、

学校と家庭、地域を結ぶかなめとして重要な役割を

担っていると考えております。

　次に、ＰＴＡ保護者会員への期待についてお答えい

たします。

　家庭教育はすべての教育の出発点であると言われて

おります。

　県教育委員会は、今年度、当たり前のことが当たり

前にできるいわゆる凡事徹底を教育のあらゆる場で推

進しており、幼稚園を初め各小中学校、県立学校、公

民館等にポスターを配布し、基本的生活習慣の確立や

規範意識の醸成を図っております。

　ＰＴＡ保護者会員には、この凡事徹底の教育、例え

ばよいことは褒め、悪いことはしかる、我が家の決ま

りをつくり実行する、子供の話に耳と心を傾けるなど

を実行していただきたいと考えております。

　また、各ＰＴＡ連合会で取り組んでいる「早寝・早

起き・朝ごはん運動」、「100万人愛の一声県民運

動」などの取り組みを通して、子供たちの基本的な生

活習慣の形成と規範意識の醸成を図っていただくこと

に期待をしております。

　次に、授業研究等についてお答えいたします。

　本県の学校教育においては、幼児・児童生徒の個性

の伸長を図り、社会の変化に主体的に対応できる資質

能力を培い、創造性・国際性に富む人材の育成を目指

しております。

　これらの目標を達成するために教職員の資質の向上

が不可欠であり、各学校においては、教材研究や公開

授業などを通して各学年、各教科の目標やねらいの実

現に向けた指導方法等の改善・充実を図っているとこ

ろであります。

　次に、研究会等への参加状況についてお答えいたし

ます。

　各学校で行われる校内研修においては、初任者研修

や10年経験者等の研究授業、全職員による公開授業等

があり、教科等に加え、生徒指導や進路指導等に関す

る研修を計画的に行っております。

　また、今年度県立総合教育センターで実施された夏

期短期研修においては58講座が開設され、予定人数を

1000人ほど上回る約2500人が受講し、年間開設講座数

は581講座で、延べ１万人を上回る教職員が受講し、

自己研さんを図っております。

　さらに、教員の使命感を高め、専門性の向上を図る
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ため、国の教員研修センターや県内外の大学院、海外

の教育機関等の長期研修へも計画的に派遣し、一層の

研修の充実を図っております。

　次に、研究活動の支援と義務づけについてお答えい

たします。

　教職員の研修については、教育公務員特例法におい

て、学校の教員は絶えず研究と修養に励み、その職責

の遂行に努めなければならないと定められており、ま

た、任命権者に対しては、「研修を奨励するための方

途その他研修に関する計画を樹立し、その実施に努め

なければならない。」旨義務づけられております。

　県教育委員会としましては、今後とも教職員のライ

フステージに応じた適切な研修を計画・実施するとと

もに、研修の機会を確保する等の教職員の資質向上の

支援に努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　得津八郎君登壇〕

○警察本部長（得津八郎君）　過去３年間の米軍人・

軍属、その家族など、米軍構成員等の犯罪検挙件数に

ついてお答えします。

　平成17年は66件65人、平成18年は57件63人、平成19

年は63件46人であり、大きな変動は見られません。

　次に、事件の全体的な傾向についてお答えいたしま

す。

　平成19年中の米軍構成員等の刑法犯の検挙件数は63

件46人で、その内訳は、凶悪犯が６件６人、粗暴犯が

２件３人、窃盗犯が27件25人、知能犯が14件３人、住

居侵入などが14件９人となっております。

　窃盗犯を最多とする内訳についても、平成17年以降

大きな変化はありません。

　今後の課題といたしましては、３点あると考えてお

ります。

　第１は、米軍人が立ち寄る繁華街等における警戒力

の強化であります。

　そのため、県警察では、今回の事件を受け、米軍人

等の事件・事故が多発する繁華街等において、沖縄警

察署だけでなく警察本部自動車警ら隊、機動捜査隊を

集中的に運用し、警戒力のさらなる強化に努めている

ところであります。

　第２は、人的・物的警察活動基盤の増強でありま

す。

　米軍人の犯罪を未然に防止するとともに、米軍人関

係の事件・事故が発生した際に、これを迅速・的確に

処理し、パトロールの実効性を上げるためには、警察

官や通訳員の増員配置並びにパトカーなどの装備資機

材の充実が必要であります。

　第３は、県民の防犯意識の高揚と地域住民との連携

強化であります。

　不審者による子供への声かけ事案の実例についての

情報発信を積極的に行うなど、警察の持つ情報を可能

な限り地域住民に提供するとともに、子供を見守る活

動などで大きな成果を上げている防犯ボランティア団

体に対する支援を強化するなど、地域住民、関係機

関・団体との連携を強化していく必要があると考えて

おります。　

　次に、米軍との合同パトロールに関する御質問にお

答えします。

　まず第１に、県警察と米軍の軍事警察機関である憲

兵隊、いわゆるＭＰとの共同パトロールについてであ

ります。

　同パトロールについて県警察では、米軍施設外にお

ける治安の確保は沖縄県警察の責務であること、何ら

かの犯罪を犯した米軍人を県警察とＭＰとが共同逮捕

した場合、地位協定の規定で当該米軍人の身柄は米軍

に引き渡されることとなり、原則として起訴されるま

で米軍側がその身柄を拘束することから容認していな

いところであります。

　第２に、警察権を有しない上官による部下に対する

一般的な指導監督のため米軍が独自で実施している、

通称ＣＰとの共同パトロールについてであります。

　この警察権を有しないＣＰとの共同パトロールにつ

いても、県警察では、共同パトロール中に米軍人を被

疑者とする犯罪現場において事情聴取等を行っている

際に、ＣＰから連絡を受けて現場臨場したＭＰが共同

逮捕を行った場合、身柄の措置に関してＭＰとの共同

パトロール同様の問題が生じる可能性があること、県

警察がＣＰとの共同パトロールを実施することは、米

軍犯罪のみに対処するために既存の警察力の一部を割

くことになり、警察力が低下するおそれがあることの

２つの問題点があると考えており、現状では沖縄県民

にとって必ずしも望ましいものではなく、これらの問

題点が解決され、沖縄県民に明確に示される必要があ

るものと認識しております。

　また、共同パトロールを実施するに当たっては、現

場において沖縄県警察官が米軍人との無用な紛議を起

こすことなく犯罪を未然に防止するとともに、米軍人

関係の事件・事故が発生した際にこれを迅速・的確に

処理するなど、パトロールの実効性を上げるため法執

行力を持つ警察官や意思疎通のための通訳員の増員、

並びにパトカー等装備資機材の充実などの措置を講じ

る必要があると考えております。
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　次に、県内の少年非行の実態と特徴、今後の対策に

ついて一括してお答えいたします。

　昨年１年間に刑法犯である窃盗、傷害等で検挙・補

導された少年は1882人であり、前年に比べて181人減

少はしております。

　しかしながら、刑法犯検挙人員の総数に占める少年

の割合が41.5％を占め、全国で２番目に多く、県内治

安に大きな影響を与えています。

　また、飲酒や深夜徘回等で補導された不良行為少年

を見てみますと、昨年は３万6801人であり、前年に比

べて1059人減少しているとはいうものの、過去最多と

なった平成18年に次いで２番目に多い数字であり、依

然として憂慮すべき状況にあります。

　県内の少年非行の特徴につきましては、第１は、低

年齢化しているということが挙げられます。

　刑法犯少年に占める中学生の比率が62.2％で、全国

平均の1.7倍と全国で最も高くなっております。

　第２は、飲酒や深夜徘回で補導される少年が多いと

いうことが挙げられます。

　昨年の飲酒補導は3284人で前年に比べて781人減少

しておりますが、補導実数で全国１位、少年人口1000

人当たりの補導人員でも全国平均の9.6倍で、全国で

最も多くなっております。

　また、非行の入り口となりやすい深夜徘回による補

導は１万9518人で、前年に比べて916人増加し、不良

行為全体の53％を占めており、少年人口1000人当たり

の全国平均の1.7倍と全国的にも上位にあります。

　県警察では、深夜の不良行為を早い段階で防止し、

少年非行の低年齢化に歯どめをかけるため、中学生に

対する非行防止指導活動、非行実態の情報発信と啓発

活動、地域と連携した夜間の街頭補導活動を積極的に

推進しているところであります。

　少年非行防止の基本は、地域の子供は地域で守り育

てることであるとの認識に基づき、周囲の大人が少年

の不良行為に対し、より一層の関心を示すことである

と考えております。

　県警察といたしましては、関係機関・団体、地域と

連携して、少年に不良行為をさせない社会づくりを構

築し、少年の健全育成を図ってまいる所存でありま

す。

　次に、フィルタリングの活用による犯罪の防止につ

いてお答えします。

　本年１月に宮古島市で発生した児童買春・児童ポル

ノ法違反事件につきましては、被疑者と被害少年が携

帯電話のインターネットサイトを通じて知り合ったこ

とがきっかけでありました。

　両者においてメールでのやりとりを繰り返した後、

その後、被疑者が現金を供与して犯行に及んだもので

あります。

　被害少年が被疑者と知り合うきっかけとなったサイ

トについて調査した結果、携帯電話事業者のフィルタ

リングにより閲覧制限が可能であったことが判明して

おります。

　フィルタリングが活用されておれば被害を防げた可

能性が十分にあったものと認識しております。

　次に、これまでのフィルタリング対策と今後の対策

についてお答えします。

　県警察におきましては、子供たちがインターネット

利用をきっかけに犯罪に巻き込まれるのを防止するた

め、フィルタリングの普及に向けた広報啓発活動を実

施しているところであります。

　しかしながら、子供に携帯電話を持たせている保護

者のフィルタリングについての理解や認識が十分でな

いというのが現状であります。

　昨年からはテレビやラジオを活用した広報に加え、

公開討論会における情報発信、保護者や教職員向けの

防犯講演を実施したほか、教育機関が発行する広報誌

への投稿、リーフレットの配布、県警ホームページに

よる情報発信なども積極的に行っております。

　また、最近では出会い系サイトのほか、子供たちが

友達の輪を広げることを目的としたコミュニティーサ

イトに悪意を持った大人がアクセスし、子供が犯罪に

巻き込まれるケースもあります。

　このような状況を踏まえ、県警察では本年の活動重

点にインターネット利用犯罪の抑止を掲げて犯罪の取

り締まりを強化するとともに、教育機関や産業界と連

携してフィルタリングの積極的活用を促進するなど、

インターネット利用犯罪に巻き込まれないための対策

を推進してまいる所存であります。

　以上です。

○議長（仲里利信君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時29分休憩

　　　午後３時54分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　通告に従い一般質問を行います。

　今回の質問は、平成20年度の県政運営及び予算の執

行について、特に、１、沖縄県の科学技術の振興、

２、県経済の振興及び雇用の促進、３、「おきなわ子

ども・子育て応援プラン」、４、沖縄21世紀ビジョン
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の策定の４点について取り上げ、平成20年度を展望し

ながら県政運営及び予算をともに考えていきたいと思

います。

　まず１点目の、沖縄県の科学技術の振興についてで

ございます。

　本県は、本土復帰後第３次にわたる振興開発計画及

び現在の沖縄振興計画の推進によって着実に発展をし

てまいりました。同時に、現振興計画に大学院大学を

核とした科学技術の振興が新たに盛り込まれ、科学技

術の振興は21世紀の本県発展の基盤となるものと位置

づけをされております。科学技術の振興を担う中核機

関も夏ごろに仮称沖縄県科学技術振興センターの設置

も決定され、県民の期待は大きく膨らんでまいりま

す。

　先進国首脳会議、北海道洞爺湖サミットに先立ち、

地球規模の課題の解決に向けた科学技術協力の強化等

について議論するための初めてのＧ８科学技術大臣会

合が６月に沖縄県で開催されることも画期的なことで

あり、仲井眞県政の大きな成果でございます。Ｇ８科

学技術大臣会合をぜひ本県の科学技術振興の大きなス

テップにしたいものでございます。科学技術の振興に

つきましては、核となる大学院大学の設置が不可欠で

ございます。

　そこで伺います。

　沖縄科学技術大学院大学の設置について。

　ア、研究事業、イ、施設整備、ウ、周辺整備。

　周辺整備につきましては、インターナショナルス

クール及び商業施設の整備について、平成20年度の事

業、内容の御説明をお願いします。

　次に、県経済の振興及び雇用の促進について行いま

す。

　１点目の、「沖縄県中小企業の振興に関する条例」

につきましては、仲井眞県知事が選挙公約に掲げて、

本県の中小企業を支援しながら県民の生活、県経済を

振興発展させるべく条例をつくり、本定例会に議案が

提案をされているところでございます。

　今回の条例を契機に我が沖縄県の中小企業をさらに

行政が活用あるいはバックアップをしていくことに

よって、県経済をさらに活性化させていくために活用

していきたいものと考えております。

　そこで、今回の「沖縄県中小企業の振興に関する条

例」につきまして、ア、その計画及び推進体制につい

てお伺いをいたします。

　イ、企業の立地促進についてお伺いをいたします。

特に、特自貿地域やあるいは県内各地の状況について

御案内をお願いいたします。

　ウ、ＩＴ津梁パーク事業、建設及び企業の立地策に

ついて御案内をお願いいたします。

　大きな３番、「おきなわ子ども・子育て応援プラ

ン」について。

　その①、認可外保育園の認可化促進、②、認可外へ

の給食費助成について御案内をお願いしたいわけです

けれども、今定例会でも認可外保育園に対する支援体

制についてあらゆる角度から議論がなされてまいりま

した。認可外保育園の支援というよりは、同じ137万

県民の子供たちを預かる認可保育園あるいは市町村の

公立の保育所等と認可外保育園の違い、そのことが県

民が最近非常に大きな疑問を抱きながら問題提起が行

われてまいりました。

　そのことも踏まえまして、これまでの予算と平成20

年度予算についての御案内、さらには備蓄米の対応、

その次に国の支援体制についてお伺いをいたします。

　大きな４番、沖縄21世紀ビジョンの策定に向けて。

　文字どおり、先ほども申し上げましたけれども、戦

後、第３次にわたる沖縄振興開発計画、そして現在進

められております振興計画のもとに沖縄県はこのよう

に発展をしてまいりましたけれども、今、平成23年度

の沖縄振興計画の期限を間近に控えながら、沖縄21世

紀ビジョン、20年を想定した構想を打ち立てていくと

いうことで、大変時宜を得た我が沖縄県あるいは県民

の期待にこたえるビジョンの策定に頑張っていただき

たいわけでございますけれども、その21世紀ビジョン

の策定に向けての現状と背景、さらには長期構想の位

置づけについて御案内をお願いします。

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋議員の御質問にお答え

いたします。

　まず第１に、平成20年度県政運営及び予算に関連い

たしまして、大学院大学の研究事業及び施設整備につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄科学技術大学院大学につきましては、独立行政

法人沖縄科学技術研究基盤整備機構を中心に、キャン

パス整備や研究者の確保等その準備が進められており

ます。

　研究事業につきましては、現在、代表研究者17名を

中心に100名余の研究者がうるま市などで先行的な研

究を行っており、ことし４月からさらに２名の代表研

究者が加わる予定となっております。

　施設整備につきましては、今月下旬にキャンパス本

体の工事に着手をし、平成21年度中に施設の一部が供

用開始され、実質的な教育活動が開始される予定と



－ 382 －

なっております。

　県といたしましては、これら事業が円滑に実施さ

れ、開学に向けた準備がスムーズに進みますよう、関

係機関と連携しながら取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　同じく科学技術大学院大学の周辺整備におけるイン

ターナショナルスクールに係る御質問にお答えしたい

と思います。

　沖縄科学技術大学院大学の周辺整備につきまして

は、世界じゅうから集まる研究者やその家族などが快

適に暮らせる環境を整備するためのガイドラインとし

て、昨年８月に周辺整備基本計画を策定いたしまし

た。

　同計画では、住宅、教育、医療や商業施設など、８

分野についての整備方針が示されております。現在、

同計画の実施に向け、ワークショップの開催など、地

元での合意形成に努めているところでございます。

　インターナショナルスクールにつきましては、昨年

６月に設置いたしました「インターナショナルスクー

ルのあり方検討委員会」におきまして、本県に設置す

る場合の望ましいあり方について検討を進めていると

ころでございます。

　商業施設につきましては、専門家を交えた門前町地

区検討会におきまして、必要な施設の立地手法や業種

などにつきまして検討を進めてまいっております。

　今後は、国、県、市町村、民間などを含めたメン

バーで組織する専門部会などを通じまして、それぞれ

が役割を果たしつつ一体的に整備を進めていくことと

いたしております。

　２番目の県経済の振興に係る御質問の中で、ＩＴ津

梁パークの建設及び企業立地策についての御質問にお

答えいたします。

　ＩＴ津梁パークは、中城湾港新港地区の10ヘクター

ル程度の用地に延べ床面積７万平方メートルの施設を

整備し、8000人の新規雇用を実現することを目標にい

たしております。

　県では、平成20年度にオフショア開発や人材育成等

の機能を集約した中核施設の整備に着手いたします。

　加えて、総務・経理部門などのいわゆる業務受注を

行うＢＰＯ等の企業を誘致するための施設につきまし

ては、民間の資金とノウハウの活用により整備を進め

たいと考えております。

　このため、平成20年度は民間事業者が整備する施設

を県の産業支援施設として借り上げ、ＩＴ企業等の利

用に供するため15年間の債務負担行為の設定を予定い

たしております。

　また、今後、企業の進出を促進するためには、ソフ

トウエア開発やＢＰＯ等の人材確保が重要となること

から、情報産業核人材育成支援事業を実施するなど、

人材育成に努めてまいりたいと考えております。

　次に、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」に係

る御質問で、認可外保育施設の認可化についての御質

問にお答えいたします。

　認可外保育施設につきましては、過去３年間で27カ

所を認可化してまいりました。また、来る４月には７

カ所の認可化を予定いたしております。

　県としましては、保育の実施主体である市町村と連

携し、認可外保育施設認可化促進事業における施設整

備や保育士派遣等に係る経費の助成等により、引き続

き認可化に取り組んでまいる所存でございます。

　次に、同じく認可外保育施設への給食費助成に係る

御質問にお答えいたします。

　県では、認可外保育施設入所児童の処遇向上のた

め、新すこやか保育事業により児童の牛乳代、健康診

断費、そして調理員の検便費に対する助成を行ってき

ております。このうち、牛乳代につきましては、今年

度からこれまで一月10日分の助成を20日分に拡充しま

した。

　さらに、平成20年度からは給食費としてこれまでの

牛乳代に加え新たに米代を助成することとし、7664万

1000円を計上いたしており、新すこやか保育事業の総

事業費としましては１億389万2000円となっておりま

す。

　先ほどの伊波議員を初め多くの議員からの御質問に

もありました。この件につきましては、厚労省を初め

沖縄開発庁を含め、これはまた私の大きな公約の一つ

でもありますし、これから先も議員の先生方のお力も

かりながら、きちっとブレークして予算が確保できる

ように頑張ってまいりたいと考えております。

　沖縄21世紀ビジョンの策定についての御質問にお答

えしたいと思います。現状と背景、位置づけなどにつ

いての御質問でした。これは４の茨、芋が非常に関連

いたしておりますので、恐縮ですが一括して答弁させ

ていただきます。

　県におきましては、沖縄振興計画が４年後に期限切

れとなることや、また道州制を含む地方分権改革の進

展などを踏まえ、沖縄21世紀ビジョン（仮称）の策定

に取り組んでいるところであります。

　現在、庁内におきまして検討作業を進めており、ビ

ジョン懇話会におきましても活発な御議論をいただい

ております。

　同ビジョンは、20年から30年後を見据えて県民がゆ
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とりと豊かさを実感できる社会の実現を目指す県政運

営の基本構想と位置づけているところでございます。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　県経済の振興及び雇

用の促進の御質問の中で、「沖縄県中小企業の振興に

関する条例」案に関する計画及び推進体制についてお

答えします。

　本条例案では、第８条において県が実施する中小企

業の振興に関する事業を取りまとめ、年度単位の実施

計画として「沖縄県中小企業支援計画」を定めること

について規定しております。

　同条は、当該計画を定めるに当たり、県の中小企業

施策の基本方針を踏まえること、中小企業関係者の意

見を反映させる手続を実施すること等を定めたもので

あります。

　県としては、当該計画に基づき中小企業の振興に関

する施策を総合的に推進するため、これまで以上に中

小企業関係団体と緊密に連携するとともに、施策が適

切に実施されるよう必要に応じ事業者、大学、国また

は市町村等に協力を求め、産・学・行政の連携の確保

に取り組んでまいります。

　次に、企業立地の促進についてお答えします。

　県では、特別自由貿易地域への企業立地を促進する

ため、これまで賃貸工場の計画的な整備や使用料の軽

減、買い取り条件つき事業用借地制度の導入、物流支

援事業の実施、企業立地サポートセンターの設置、土

地の減額譲渡制度の導入などを行っています。

　こうした取り組みの結果、特別自由貿易地域には平

成20年２月現在、分譲用地に６社、賃貸工場に18社の

合計24社が立地しております。

　また、沖縄振興特別措置法により県内各地に認めら

れた税制優遇措置や沖縄県情報産業ハイウェイ等の各

種支援策の周知を図るため、市町村とも連携し、企業

誘致セミナーや経済特区視察ツアーを開催する等、企

業誘致に積極的に取り組んでいるところであります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　伊波輝美君登壇〕

○福祉保健部長（伊波輝美君）　「おきなわ子ども・

子育て応援プラン」の中の、認可外保育施設への給食

費助成に政府備蓄米を活用することについてにお答え

いたします。

　政府備蓄米の無償交付制度においては、現在のとこ

ろ交付対象施設が学校に限られており、使途について

も、給食、学習教材、試食会及び学校行事に限って交

付が認められております。

　また、給食用として使用する場合の交付量は、前年

度に比べて米の使用量が増加した分の６割までとなっ

ております。

　このような制約があることから、認可外保育施設へ

の給食費助成に備蓄米を活用することについては、現

行制度のままでは困難ではないかと考え、制度の拡充

を国に要請しているところであります。

　続きまして、認可外保育施設への給食費助成に国の

支援を求めることについてにお答えいたします。

　県では、認可外保育施設入所児童への給食費の助成

について、何らかの支援が得られないか国に求めてい

るところでありますが、厚生労働省からは、認可保育

所における保育を基本とする施策にそぐわないとの指

摘を受けております。

　こうした状況にはありますが、県としては、国から

も支援が得られないか関係省庁へ働きかけを行ってお

り、今後とも引き続き取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　御答弁ありがとうございました。

　再質問をさせていただきます。

　１点目の、周辺整備の件のインターナショナルス

クール、検討委員会で検討していくということであり

ますけれども、例えば、この立地条件とか居住地に近

いとか、あるいは病院の問題とか治安の問題とかとい

うふうなことも場所に影響していくか。あるいはその

規模、建設が具体的にいつごろになるのか、その見通

しをお持ちであれば、その御案内をお願いできません

か。

　２点目の中小企業の振興ですが、先ほど第８条の推

進計画に基づいて取り組むということでありましたけ

れども、これは何らかの形で県民に周知をするという

ことですけれども、ある一つの機関みたいなものを設

けて、そういう推進してきたものを提言していろんな

意見の交換をしたりとかというふうなことで、またそ

れを条例に反映させていくというふうな、そういう仕

組みがつくれないものか、御答弁お願いできません

か。

　これは、沖縄県はほとんど中小企業ですからね、90

数％。この小さい島にこれだけの中小企業があって、

県民がそこで仕事をして働き生活をしていく。これま
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でも振興開発計画の中で、当然その企業の育成とか支

援ということは十分やってきたわけですね。あえてそ

のような中で、これからの21世紀はやはり地元の企業

をもっと行政が活用し支援をしていくというふうなこ

とも含めて、中小企業の存在意義とかというふうな、

頑張ってきたというふうなその経緯も踏まえて、この

新たな条例ができたと思うんですね。ですから、この

条例の持つ意味というのは非常に大きいものがあると

思うんですよ。ですから、これをぜひ計画をつくって

当然推進をしていって、それは公表するということで

すけれども、何らかの機関を設けて評価、あるいはい

ろんなまたチェックをしていくというふうなものがつ

くれないものか、その御案内、その辺はどのようにお

考えか。

　さらには、これは今回の２月定例議会で提案をされ

ているわけでありますけれども、ぜひこれが、もし条

例が可決になったときに、県知事名で県民にあるいは

中小企業の方々に、さらにはこれだけ広大な県の組織

ですから、それぞれの組織にこういうふうな中小企業

を支援をする条例ができているから、そういうふうな

ことを県民挙げて、あるいは役所を挙げて取り組んで

いこうというふうな何らかのメッセージがほしいです

ね。その辺についてお考えをお願いできませんか。

　３点目の子育て応援プラン、その中での備蓄米の対

応でありますけれども、先ほど部長の方から答弁があ

りましたように、現状はそのような形になっているよ

うですね。

　実は昨日の衆議院の予算委員会、その中で、安次富

修衆議院議員が質問をしているわけでありますけれど

も、そのときに農林水産省の答弁では、保育所は無償

交付制度の対象にはなっていないけれども、県から正

式な要請があればその時点で検討する。そしてまた岸

田沖縄担当大臣、認可外への支援として制度を活用で

きるのか、農林水産省、厚生労働省に協議するよう事

務的に指示を出している。関係省庁間で詰めていきた

いというふうなことで、政府の方も沖縄県の特別な事

情によって何らかの手だてを講じていきたいというも

のを持っていると思うんですね。ですから、改めてこ

の備蓄米については正式に伺いを立てて、国の方も前

向きに検討されるようでありますから、ぜひその辺お

願いをします。

　同時に、やはりこの無認可の保育園、実はせんだっ

て23日にうるま市関係の無認可の保育所の方々とか、

あるいは父母の皆さんが集まって、ともに育てよう未

来へ羽ばたく子供たちという情報交換会がございまし

た。そこの保育園の保育士あるいは父母の方々の意見

を聞いていると、やはり市町村立の保育所あるいは認

可保育園と現在の無認可の違いが非常に大きく浮き彫

りになっているわけであります。やはり厚生労働省も

児童福祉法のもとに保育行政を進めているわけであり

ますけれども、その法律でなかなか説明できないとい

うか、県民が理解しがたい現状があって、以前は無認

可保育園の園長先生方を中心にそういう運動が展開を

されてきましたけれども、最近では子供を預ける親も

一緒になって、何とか国の支援あるいは県の支援、行

政の支援が得られないかというふうなことをいろいろ

勉強されております。

　その中でも設置基準、指導監督基準というものがご

ざいまして、国も無認可に対してもそのようなことで

保育園の経営をやれというふうな基準がありますけれ

ども、ゼロ歳児は３人まで、これが基準ですよという

ふうな通達があるわけですね。そうすると、ゼロ歳児

１人３万5000円で預かっても、３名で10万5000円しか

保育料はいただけない。逆に、経営をもっとよくして

いこうとすると、１人当たりの保育料を７万も８万も

上げないと園の経営そのものがうまくいかない。とい

うことになって非常に厳しい現状があるわけです。

　そうすると、おのずとそういう形で子供、乳児を預

かって園の経営が成り立たぬというふうなことになる

わけで、そうすると園が廃業して乳児、子供たちを預

かる場所がないというふうな、そういう厳しい状況も

あるようであります。

　ですから、国の方はいろんな指導監督基準のもとに

無認可の保育園に対しても、いろいろこういうふうに

やってくれというふうなお願いはしました。ところ

が、なかなか財政的な支援はないものですから、民間

の保育園の経営としては非常に厳しい実態があるわけ

で、ですから先ほどから県知事にもいろいろ頑張って

いただいてやっておりますけれども、これは我々政治

家も含めて、行政もあるいは政治的な運動も含めて、

この厳しい沖縄の現状をともに訴えながら、何とか改

善をしていかなければいけないなというふうな思いを

強くしているわけでありますけれども、そのことも含

めてぜひ一緒に頑張っていきましょう。

　４番目の21世紀ビジョンです。

　これはまさに県知事からもありましたように、やは

りこれからの沖縄をどうつくっていくか、県民に長期

的な展望を示して県民とともにつくっていくというふ

うなこのビジョンの策定ですから、ぜひ頑張って県民

の総意をかけてビジョンをつくってもらえればという

ふうに考えているわけであります。

　そこで、この21世紀ビジョンと、今、沖縄振興計画



－ 385 －

の中で進められている大学院大学を核とした科学技術

の振興、それとの絡みが非常に気になるわけですね。

　この21世紀ビジョンと科学技術振興との関係、ある

いは最近地球規模での環境問題、ダボス会議で福田総

理も新たな提案をしているわけでありますけれども、

大学院大学も新たに環境学科、そういう学科も設置を

されるというふうなことで決定をしているようであり

ます。

　この際、21世紀ビジョンの中にその環境問題も含め

てとらえてビジョンをつくる必要があろうかと思いま

すけれども、その御見解をお願いをいたします。

　それと21世紀ビジョンとあわせて、この策定は今年

度でやっていくわけでありますけれども、Ｇ８の科学

技術大臣会合が６月に沖縄県で開催をされます。

　そこで、当然そういうふうな大臣クラスの首脳が集

まってやるわけですから、共同声明を恐らく沖縄県か

ら全世界に発すると思うんですね。せっかくの機会で

すから、先ほどの環境問題も含めて我が沖縄県から、

そのサンゴ礁の再生とかというふうなことの幾つかの

テーマをつくって、その共同声明に入れていただい

て、福田総理がダボス会議で提言いたしましたよう

に、100億ドルの環境資金メカニズムを提唱をしてお

りますね。

　ですから、そういうふうな沖縄からの共同声明に入

れ込んでいただいて、その基金を使って沖縄からそう

いうふうな環境問題の展望をつくっていくとかという

ふうなことも、21世紀ビジョンの前段階として私は取

り組む必要があるのではないかというふうに考えてお

りますけれども、ぜひとも執行部の御見解を賜ります

ようにお願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後４時30分休憩

　　　午後４時32分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　照屋議員の再質問にお答

えいたします。

　まず１つ、インターナショナルスクールの立地条件

について、今後どう検討されていくかということだっ

たと思いますけれども、先ほども申し上げましたよう

に、現在、検討委員会において検討されており、報告

書が今年度中にまとまります。来年度にかけまして、

立地形態、施設形態等について議論が深まりますけれ

ども、それにあわせてその条件面としては、例えば学

習の場にふさわしい環境にあるか、あるいは利便性は

どうか、それから大学院大学との距離とか、総合的な

視点で検討してまいりたいと思っております。

　次に、21世紀ビジョンとの関連で、科学技術振興と

の関係はどうなのかという御質問だと思います。

　先ほど議員おっしゃっていましたけれども、科学技

術は21世紀の沖縄発展のかぎであるということをおっ

しゃられました。まさにそのとおりでございまして、

科学技術によって産業の振興、経済の発展、それから

国際的な交流拠点の形成、そして人材の育成という大

変大きな波及効果があるものと思っておりますので、

21世紀ビジョン、これから施策の体系といいますか、

それをまとめていきますけれども、当然に大きな柱の

一つということで位置づけていきたいと考えておりま

す。

　あわせて、Ｇ８科学技術担当大臣の声明に沖縄の声

を、特に環境問題等含めて沖縄の声を反映させたらど

うかという御提言でございますけれども、大変有意義

な御提言ということで、それが実現できますようこれ

から内閣府等と調整していきたいと思っております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　観光商工部長。

　　　〔観光商工部長　仲田秀光君登壇〕

○観光商工部長（仲田秀光君）　計画が実行できるよ

うな、評価、チェックできるようなある機関が必要で

はないかという御質問にお答えします。

　中小企業振興条例（案）を策定するに当たって、中

小企業団体、関係機関とそれぞれ意見交換をして案を

作成してございます。

　御提案のように、そういった状況で毎年中小企業の

振興計画を策定していくということですので、中小企

業の意見が反映されるような場、形を施策に反映させ

るということで、そういった場とかというのを常に設

けて計画を実施していきたいというふうに考えており

ます。

　それから条例成立後の知事メッセージを出せないか

という御質問にお答えします。

　知事メッセージにつきましては、条例の趣旨を徹底

させるため市町村、関係団体にメッセージを送る方向

で考えたいと思います。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　安里　進君。

　　　〔安里　進君登壇〕

○安里　　進君　安心・安全な里づくりを進めてまい

りました安里進と申します。

　これはどういうことかというと、私は名護で警察と

一緒になって会長のときに暴力団を阻止しました。排
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除しました。昭和40年に暴力団組織があって、それを

57年に排除しました。ですから今、40周年を記念して

高速道路の入り口に暴力団侵入阻止と書いているの

は、入れないということです。これに安里進という名

前がありますから、通るときよく見ていってください

ね。

　そういうことで、今回15名の方々が勇退するという

ことで、そのうちの一人が私となっておりますので、

皆さんにはいろいろお世話になりまして、本当にあり

がとうございました。心からお礼を申し上げたいとい

うふうに思います。

　好きな人もたくさんいるので、別れるかと思うと非

常に寂しいんですけれども、よろしくお願いします。

　そしてせっかくですから一言、安里進という歌を

歌ってみたいなと思います。

　「安々トゥ心　御万人ヌティフン、里々ニウ名ヤ　

広ク知リティ、進マチ行カヤ　我ガウチナー」。

　これであります。これが私の安里進という人の歌で

あります。

　では、仲井眞知事は具志頭親方蔡温の直系と聞い

て、なるほどＤＮＡは争えないなと感じました。

　琉球には５賢人というのが昔いまして、羽地朝秀、

程順則、蔡温、宜湾朝保、そして儀間真常とこういう

５名が５賢人と言われている方であります。

　そのうちの蔡温。

　当時、蔡温は法司と国師を兼任する琉球王府の最高

の役人の地位にあったわけであります。18世紀中ご

ろ、国都を名護に移そうと。つまり首里を名護に移そ

うという提案をするわけです。そこで、論議されてお

りまして、蔡温はそれを解決しやろうとしましたけれ

ども、王府は相当反対しまして、これは大変なことに

なるという形で、結局は名護のヒンプンガジュマルの

前に「三府龍脉碑」というのがあります。これは蔡温

のわび状文と言われているんですよ。

　どういうことかといいますと、今から羽地大川と屋

部の間を開削して運河をつくろうと。そういうことを

やろうとしたら、今言う遷都説まで出たものだから、

相当反対されまして、彼はやがて打ち首になる予定

だったんです。それはいかぬということで、彼は風水

学を持ち出して「三府龍脉碑」というのをやっている

わけですね。中国に行って勉強しました。風水学を持

ち出して、それで「三府龍脉碑」を建立して、いやこ

れはいけませんよというわびみたいな形で建てて、彼

は王府にそのままとどまるわけであります。

　彼はまた、「山林真秘」という本を出しまして、こ

れが全国の教科書になったわけですね。名護親方程順

則は、もう一つの聖書を出したんですけれども、この

人は「山林真秘」という本を教科書として全国に広め

た。

　そういう蔡温の直系である仲井眞知事、そういうこ

とを考えると258年前、現在の辺野古のヘリポート建

設も同じ感じがするなという感じがするんですよ、直

系の本人であるもんですからね。

　非常に関心を持って見守りたいなと、そういうこと

でお伺いしたいというふうに思っております。

　まず１つ目に、普天間移設建設問題について。

　茨、普天間飛行場代替施設を2014年までに移設を完

了させるためには、国が進めているアセス調査をいつ

までに終了しないと間に合わないのか。

　芋、場合によっては、米軍機が住宅地上空を飛行す

ることもあり得るということについて県の認識を伺い

たい。

　鰯、埋め立てに要する海砂は膨大な量となるが、北

部一帯の海砂が取り尽くされるのではないかと心配し

ております。これについてどう考えるか。

　大きい２番目、北部振興について。

　茨、北部振興策については平成20年度まで確実に実

施されることを政府に確約を求めるべきではないか。

　芋、再編交付金の支給を政府が検討しているようだ

が、配布先と支給額について県は把握しているのか。

　鰯、北部振興策は2010年度で切れるが、2014年に普

天間飛行場の代替施設が完成し米軍の使用が続く間、

北部の支援のあり方について伺いたい。

　３番目、沖縄の不発弾処理の収益で難病児童支援に

ついてお伺いしたいと思います。

　ことしは敗戦から63年目になりますが、今も私たち

の住む沖縄からは不発弾が発見され、そのたびに市町

村職員を初め消防署、警察官らが協力して住民を避難

させて、自衛隊の皆さんの手で不発弾の撤去作業が行

われております。関係者の御努力に頭の下がる思いで

あります。

　この不発弾は、去る太平洋戦争末期の沖縄戦で使用

されたのがほとんどです。「鉄の暴風」と形容された

沖縄戦で、原野を初め各地に埋もれて残っている不発

弾はとても多いです。今も私たちが住む住宅の周りや

畑などの農地、新たな宅地造成中にも不発弾が発見さ

れ、住民を避難させて処理されていることは皆様の御

存じのとおりであります。

　現在、沖縄にある不発弾の総量は推定2500トンと言

われています。その不発弾を１年間に25トンずつ処理

してもあと100年間かけなければすべて処理すること

ができないという計算になります。それは恐ろしい数
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になります。

　現在、不発弾の処理は、その先端にある信管を抜き

取るか、破壊することによって安全性を図っておりま

すが、爆発のための火薬は100％残ったままです。こ

うして集められた不発弾は、年平均にして20トンから

25トンに達しております。この不発弾の約半分は海洋

投棄されておりましたが、2007年４月に海の環境保護

を目的にしたロンドン条約が発効されて海洋投棄がで

きなくなりました。

　信管を抜き、爆発のおそれがなくなった不発弾は、

海洋投棄と陸上処理の２通りで行われる。発見された

不発弾の60％が沖縄本島の南南東約225キロ離れた琉

球海溝、水深600メートルに投棄されてきた。だが、

陸上での爆破処理には周辺住民の反対が多い。現在、

名護市辺野古の米海兵隊基地キャンプ・シュワブ内

で、米軍の演習の合間を縫って爆破処理をしておりま

す。その処理場周辺の民家では、爆発による振動で

壁、屋根などに亀裂が生じ、住民から処理場の撤去が

求められている。米軍の規定では１回に爆発させる火

薬の量は50キログラム以下となっているので、不発弾

の中で多いとされる125キロ以上の爆弾は爆破処理が

できない。それらの不発弾は信管を抜き取り、海洋投

棄されている。

　しかし、世界的な海洋環境保護の高まりを受けて、

廃棄物の海洋投棄を禁止したロンドン条約が2007年４

月に発効する。そのため、不発弾の最終処理としての

海洋投棄はできなくなる。具志堅さんによると――こ

れは那覇の方でありますが――自衛隊が信管を抜き出

し、安全が確認された不発弾を鉄と火薬に分解処理し

ていく。既に火薬の中和処理、焼却処理が確立されて

おり、技術的には問題がないという。その処理費用は

当然国が負担するので、その収益金を難病児童の治療

に充てるというのが具志堅さんの構想であります。賛

同者は多いようです。勉強会も続けており、既に準備

は進んでいるといいます。

　具志堅さんは、不発弾処理は日米両政府の責任。不

発弾の処理に使う金をＮＰＯに提供し、事務や作業な

どの必要経費を除いた金を難病治療に役立てたい。内

閣府から書類を受理したとの通知ももらっていると話

しております。

　具志堅さんは53歳ですが、去る沖縄戦で亡くなられ

た方々の遺骨収集をされている奇特な方です。遺骨収

集だけでも頭の下がる思いですが、さらに沖縄戦で使

われた不発弾の処理で難病の子供たちを救おうという

のですから、私はその計画にもろ手を挙げて賛同いた

しております。

　よって、次のことを質問いたします。

　１つ、不発弾の最終処理施設を沖縄に建設させるこ

とについて、県知事はどう考えておられますか。

　具志堅隆松さんらが希望しております難病児救命沖

縄不発弾特区の申請に県としても支援される考えがあ

りますか。

　１つ、今後、特区が認められた場合には、県として

の支援体制を組むことを希望したいのですが、知事の

所見をお伺いいたします。

　私もこれで最終の一般質問であります。残された皆

さん、６月８日の選挙は一生懸命頑張って、またここ

で沖縄県のために頑張ってください。

　どうもありがとうございました。（拍手）

○議長（仲里利信君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　安里議員の御質問にお答え

する前に、３期12年にわたり長い間の県政に対する御

貢献・御苦労を心から感謝申し上げます。

　それでは御質問にお答えしたいと思います。

　私は、蔡門中会のメンバーですが、直系ではなくて

端っこの方で、ジーマが直系になっております。

　まず、普天間飛行場移設問題に係る御質問で、住宅

地区上空の飛行についてという御質問にお答えいたし

ます。

　県としましては、地元名護市、宜野座村と政府が基

本合意に至った経緯を考えますと、いかなる訓練にお

いても住宅地区上空を飛行するようなことはあっては

ならないと考えております。

　次は、北部振興策についてですが、平成20年度北部

振興策予算の確保に係る御質問にお答えいたします。

　北部振興事業の平成20年度予算案につきましては、

内閣府において公共事業50億円、非公共事業50億円、

合計100億円が計上されております。

　北部振興事業は、北部地域の産業振興や雇用の創

出、そして定住条件の整備などに大きく寄与してお

り、県といたしましては平成20年度の予算が確実に確

保・執行されるよう国に求めてまいりたいと考えてお

ります。

　その他の御質問につきましては、部局長等から答弁

させていただきます。

○議長（仲里利信君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　上原　昭君登壇〕

○知事公室長（上原　昭君）　普天間飛行場の移設に

関して、2014年までに移設を完了させるためのアセス

調査の時期についてお答えします。

　第５回協議会で配布された概略工程表では、平成21
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年（2009年）７月ごろまでには環境影響評価手続が終

わり、その後の埋立申請手続が同年12月に終了し、工

事は平成26年（2014年）に完了するとの防衛省の見込

みが示されております。

　次に、再編交付金の配布先と支給額についてお答え

します。

　去る２月７日に開催された第６回協議会において、

名護市、宜野座村から再編交付金の対象とするよう求

めたことに対し、石破防衛大臣は、再編交付金の交付

は、地元市町村の米軍再編への理解と円滑かつ確実な

実施への協力が要件であり、指定はこれまでの他市町

村の実例を踏まえ検討していく旨の発言をしておりま

す。

　交付の額については、面積、人員、施設・設備など

を点数化し、加点と減点の合計で市町村ごとの負担の

程度に応じたものとなっており、指定を受けてからの

進瀧状況に応じて交付するとされております。しかし

ながら、現時点で政府から支給額についての具体的な

説明はありません。

　次に、不発弾処理施設の県内建設についての御質問

にお答えします。

　国は、不発弾等の海洋投棄にかわる陸上処分を全国

規模で実施することとし、去る１月17日に一般競争入

札を実施し、２月20日には契約を締結したと聞いてお

ります。したがって、不発弾の最終処理施設の県内で

の整備は厳しいものがあると考えております。

　次に、特区申請の支援とそれが認められた場合の支

援について一括してお答えします。

　沖縄不発弾特区につきましては、申請者の技術的・

組織的観点から種々の課題があると考えており、不発

弾処理事業の特殊性から判断すると、県として支援す

るには厳しいものがあると考えております。

　もし、特区が認められた場合には県としてどのよう

な支援が可能か検討したいと思います。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　文化環境部長。

　　　〔文化環境部長　知念建次君登壇〕

○文化環境部長（知念建次君）　普天間飛行場移設問

題についての御質問で、海砂の採取についてお答えい

たします。

　普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立用材につ

いては、沖縄島周辺の海砂1700万立方メートルを用い

ると沖縄防衛局から説明がされたところであります。

　しかしながら、県内の年間海砂採取量からすると著

しく大量であるため、県外も含めた調達先の複数案を

検討するよう知事意見で述べたところであります。

　これに対し、沖縄防衛局が提出してきた追加・修正

資料においては、しゅんせつ土を含む建設残土の受け

入れや、県外からの調達等も含め具体的に検討を行う

との見解が示されたところであります。

　県としては、埋立用材の確保に当たっては、当該事

業実施区域及びその周辺の生態系に著しい影響を及ぼ

さないよう十分な配慮が必要であることから、今後の

環境影響評価の手続において必要な知事意見を述べて

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　企画部長。

　　　〔企画部長　上原良幸君登壇〕

○企画部長（上原良幸君）　北部振興策についての御

質問で、今後の北部への支援のあり方についてお答え

いたします。

　北部地域の振興に当たっては、人と産業の定住条件

の整備による地域の持続的な発展を目指して諸施策の

展開を図っております。

　県としましては、この間の北部振興策の成果を踏ま

え、今後とも北部市町村との十分な調整を図りなが

ら、県土の均衡ある発展に向けた諸施策について検討

してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（仲里利信君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　予算については、２月６日の議会運営委員会におい

て19人から成る予算特別委員会を設置して審議するこ

とに意見の一致を見ております。

　よって、ただいま議題となっております議案のう

ち、甲第１号議案から甲第30号議案までについては、

19人の委員をもって構成する予算特別委員会を設置

し、これに付託の上、審査することにいたしたいと思

います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま設置されました予算特別委員会の委員の選

任については、委員会条例第５条第１項の規定により

お手元に配付の名簿のとおり指名いたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の

名簿のとおり選任することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員名簿　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、お諮りいたします。

　乙第11号議案「沖縄県介護支援専門員資格登録申請

等手数料条例の一部を改正する条例」は、少子・高齢

対策特別委員会に付託の上、審査することにいたした

いと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第11号議案は、少子・高齢対策特別委員

会に付託の上、審査することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　ただいま各特別委員会に付託

されました議案を除く乙第１号議案、乙第３号議案か

ら乙第10号議案まで、乙第12号議案、乙第13号議案及

び乙第15号議案から乙第29号議案までについては、お

手元に配付してあります議案付託表のとおりそれぞれ

所管の常任委員会に付託いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第３　乙第30号議案から

乙第32号議案までを議題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事追加提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平成20年第１回沖縄県議会

定例会に追加提出をいたしました議案について、その

概要及び提案の理由を御説明申し上げます。

　乙第30号議案「沖縄県行政機関設置条例の一部を改

正する条例」は、沖縄県中部農林土木事務所の移転に

伴い、位置の変更が生じることから条例を改正するも

のであります。

　乙第31号議案及び乙第32号議案の「指定管理者の指

定について」は、金武湾港宇堅海浜公園及び中城湾港

安座真海浜公園の指定管理者の指定について、議会の

議決を求めるものであります。

　以上、追加提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。

　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。

　以上でございます。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております議案のうち、乙第30

号議案については総務企画委員会に、乙第31号議案及

び乙第32号議案については土木委員会にそれぞれ付託

いたします。

　休憩いたします。

　　　午後５時２分休憩

　　　午後５時３分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明29日から３月４

日までの５日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、明29日から３月４日までの５日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、３月５日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後５時４分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

仲 里 利 信

比 嘉 京 子

糸 洲 朝 則

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成20年３月５日

　　　　　　　    平成20年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 10 号）



－ 391 －

議　　事　　日　　程　第10号

平成20年３月５日（水曜日）

午前10時開議

第１　甲第24号議案から甲第30号議案まで（予算特別委員長報告）

第２　陳情第17号、第20号、第23号、第25号及び第27号の付託の件

第３　陳情平成19年第120号の取り下げの件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　甲第24号議案から甲第30号議案まで

甲第24号議案　平成19年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第25号議案　平成19年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第27号議案　平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第28号議案　平成19年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

甲第30号議案　平成19年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

日程第２　陳情第17号、第20号、第23号、第25号及び第27号の付託の件

日程第３　陳情平成19年第120号の取り下げの件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（44名）

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 10 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年３月５日（水曜日）午前 10時２分開議

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　２月28日の会議において設置されました予算特別委

員会の委員長から、同日の委員会において委員長に外

間盛善君、副委員長に内間清六君を互選したとの報告

がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１　甲第24号議案から

甲第30号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　予算特別委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員長　外間盛善君登壇〕

○予算特別委員長（外間盛善君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました甲第24号議案から甲第30

号議案までの平成19年度補正予算７件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長を初め関係部局長

等の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、不動産取得税と個人県民税の増額補正の理由

は何かとの質疑がありました。

　これに対し、増額補正の理由は、不動産取得税で

は、当初予算編成時に想定できなかったホテル関係を

中心とした1000万円以上の大口課税物件が発生したた

めである。また、個人県民税では、税源移譲等に伴う

影響額が当初予算の計上額を上回ったことによる個人

県民税均等割・所得割の増や、上場企業の株主への配

当金が増加したことによる配当割の増であるとの答弁

がありました。

　次に、法人事業税と自動車取得税の減額補正の理由

は何かとの質疑がありました。

　これに対し、減額補正の理由は、法人事業税では、

金融保険業の貸倒引当金の損金算入の増に伴う課税所

得の減額によるものであり、また自動車取得税では、

軽自動車の新車販売台数の鈍化に伴う減額を見込んだ

ものであるとの答弁がありました。

　次に、予算措置された沖縄振興特別交付金による事

業を減額補正しないで他の予算目的で執行することは

できないのかとの質疑がありました。

　これに対し、当該市町村事業について予定していた

市町村から特別交付金の申請がなかった場合、平成20

年度以降は他の市町村に振りかえるなどの手続も含め

て前向きに検討したいとの答弁がありました。

　次に、土木建築部の補正の内容は何か。また、この

時期に補正した場合、年度内の予算執行は可能かとの

質疑がありました。

　これに対し、補正の内容は、公共国道新設改良費の

２億1700万円、公共地方道新設改良費の３億9300万

円、港湾改修費の５億3000万円などである。年度内の

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（３名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

政務調査課長　　新　城　　　博　君

副　　参　　事　　通　事　安　憲　君

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

39　番　　上　原　賢　一　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君
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予算執行に努めるが、繰り越しになる場合もあるとの

答弁がありました。

　次に、沖縄特別振興対策調整費を活用した島しょ型

循環ビジネス基盤エリア構築事業の減額補正の理由は

何かとの質疑がありました。

　これに対し、公共関与廃棄物最終処分場の検討を行

う事業として予算措置したが、場所の選定が３カ所か

ら１カ所に絞ることができず、国庫内示に至らなかっ

たため減額補正したとの答弁がありました。

　そのほか、一般会計から病院事業会計への繰り出し

状況、総務管理費、林業費、高等学校費及び災害復旧

費の繰越明許費の内容、地方交付税の補正理由などに

ついて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、甲

第24号議案及び甲第26号議案から甲第29号議案までの

５件については、採決に先立ち、共産党所属委員から

反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、甲第24号議案及び甲第26号議案から甲

第29号議案までの５件は、賛成多数をもって原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。

　甲第25号議案及び甲第30号議案の２件は、全会一致

をもって原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　甲第24号議案及び甲第26号議案から甲第29号議案ま

でに対する討論の通告がありますので、順次発言を許

します。

　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　おはようございます。

　私は、日本共産党県議団を代表して、甲第24号議

案、甲第26号議案、甲第27号議案、甲第28号議案、甲

第29号議案に対する反対討論を一括して簡潔に行いま

す。

　まず初めに、甲第24号議案「平成19年度沖縄県一般

会計補正予算」についてであります。

　今回は予算に関する最終補正をするものでありま

す。この最終補正は、いわば決算的性格を持つもので

あります。我が党は、平成19年度沖縄県一般会計予算

案には今の自民・公明政権の国民いじめ、犠牲を強い

る政治を県政に持ち込むものになっているとの理由か

ら批判し、反対をしてまいりました。

　県民の命と暮らしを守る義務がある自治体が、今や

その役割を放棄したのではないかと疑わざるを得ない

事態が進行しています。年金が毎年少なくなり、生活

ができないと悲鳴を上げる高齢者の方々がふえていま

す。生活保護に頼らざるを得なくなっても、なかなか

受給できないで苦しんで相談に駆けつける県民もいま

す。また、国保料が支払いできずに病気になっても病

院に行けず、こじらせてから手おくれになるケースも

出ています。

　三位一体の改革、地方分権の推進、指定管理者制度

の導入、行財政改革の推進で県民に新たな大きな苦し

みを押しつけています。人員や人件費の削減で行政

サービスは低下しています。福祉も切り捨てられてい

ます。その他、県民生活も各分野で重大な事態が進行

しています。しかし、一方では、土木費はすべての項

目で増額補正になり、相変わらず無駄を省く立場にな

い内容になっています。

　このように、県民の命と暮らしを守るべき自治体が

その責任を果たしていないことは重大だと考えます。

　よって、本議案は反対であります。

　次に、甲第26号議案、甲第27号議案、甲第28号議案

に関する討論をまとめて行います。

　これらの議案は、沖縄県中城湾港に関するものであ

ります。

　財政危機が叫ばれ、県民の命や暮らし、福祉に関す

る予算が軒並みに削減されている中で、無駄な公共工

事と批判してきた埋立事業は推進するものになってお

り、新たな土地造成も進めるものになっています。し

かも、事業計画の失敗から財産を安く売り払うという

二重に県民に損害を与えるものになっています。

　よって、これらの議案は反対であります。

　次に、甲第29号議案に対する反対討論を行います。

　この補正の内容は、説明の中でもありましたが、外

来患者はふえているのに入院患者が大幅に減少してい

ることに象徴的にあらわれています。なぜ入院患者が

減っているのかという原因ですが、まず１つには、国

民健康保険料などの保険料の負担がふえ、支払いでき

ない県民がふえて受診抑制につながっていること、さ

らに医者や看護師の確保ができずに患者に対応できな

い事態になっていることです。これでは県民の命も健

康もまともに守れるはずはありません。まさに金の切
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れ目は命の切れ目という事態が進行しています。

　以上、問題点を簡単に指摘して賛成できないことを

表明して反対討論を終わります。

○議長（仲里利信君）　内間清六君。

　　　〔内間清六君登壇〕

○内間　清六君　おはようございます。

　ただいま議題となっています甲第24号議案「平成19

年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）」及び甲第26

号議案「平成19年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海

部土地造成事業特別会計補正予算（第１号）」から甲

第29号議案「平成19年度沖縄県病院事業会計補正予算

（第１号）」までの４件の補正予算案について、賛成

の立場から討論を行います。

　まず最初に、甲第24号議案「平成19年度沖縄県一般

会計補正予算（第３号）」についてでございます。

　今回の補正予算は、扶助費等の義務的経費、国の補

正予算に伴う経費等について所要額を計上するもので

あり、限られた財源を緊急かつ重要な施策に的確に対

応する予算であると評価をいたしております。

　具体的には、まず扶助費は、在宅及び入院中の精神

障害者の医療費を公費で負担するもの等であり、義務

的な経費であります。

　また、国の補正予算に伴う経費については、その主

なものを申し上げますと、土木費のうち、道路橋梁費

は具志川環状線など県道等の整備に要する経費、河川

海岸費は、国場川等の浸水被害軽減のための護岸整備

に要する経費、港湾費は、仲田港等の台風被害を防ぐ

ための防波堤整備に要する経費であり、県民の生命財

産を守る観点から補正予算による緊急な対応が求めら

れております。

　その他、主なものを申し上げますと、民生費のう

ち、社会福祉費は国民健康保険の財政基盤の安定化を

図る経費、児童福祉費は保育所の運営に要する経費で

あり、県民が地域で安心して暮らせる社会の構築に資

するものと評価をいたしております。

　商工費は、特別自由貿易地域内の賃貸工場用地を一

般会計が中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特

別会計から購入する経費や、沖縄県信用保証協会に対

する損失補償等に係る経費であり、企業立地の推進や

中小企業振興の観点から評価するものであります。

　行財政改革については、最近の厳しい財政状況を踏

まえ、不要不急な事務の見直し等、最小限の経費で最

大の効果を上げるため避けて通れないものとなってお

り、県民の多様なニーズヘの対応及び行政サービスの

向上を図る観点から評価するものであります。

　また、三位一体の改革については、歳入歳出両面で

の地方の自由度を高め、地方がみずからの責任で行政

サービスを選択できる幅を拡大するものであり、地方

公共団体における自主・自立的な行財政運営を確保

し、地方分権を推進する観点から評価をするものであ

ります。

　以上、甲第24号議案「平成19年度沖縄県一般会計補

正予算（第３号）」の原案に賛成する立場から討論を

行いました。

　どうぞ御賛同をよろしくお願いします。

　次に、甲第26号議案「平成19年度沖縄県中城湾港

（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算

（第１号）」について討論を行います。

　中城湾港の開発は、地元からの要請に基づき、中部

地区開発の起爆剤として国、県により事業が進められ

ております。

　本事業は、本県における物資の円滑な流通拠点とし

て、さらに産業の振興、雇用機会の創出及び県土の均

衡ある発展に資するため工業用地の確保を図るなど、

流通機能と生産機能をあわせ持った流通加工港湾の整

備を進めているところであります。

　また、平成11年３月に特別自由貿易地域が指定さ

れ、加工交易型産業の立地促進に向け、国内外での企

業誘致活動に取り組んでいるところであります。

　このようなことから、本事業は中部圏域の発展、ひ

いては本県における民間主導の自立型経済構築のた

め、強力に推進する必要があります。

　以上、甲第26号議案「平成19年度沖縄県中城湾港

（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算

（第１号）」に賛成の立場から討論を行いました。

　どうぞ御賛同をよろしくお願いいたします。

　次に、甲第27号議案「平成19年度沖縄県中城湾港

（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）」

について討論を行います。

　中城湾港新港地区は、本県における物資の円滑な流

通を確保するための流通拠点として整備するととも

に、産業の振興、雇用機会の創出、産業構造の改善並

びに県土の均衡ある発展に資するための工業用地の整

備等、流通機能、生産機能をあわせ持った流通加工港

として整備を推進しております。

　平成18年の港湾取扱貨物量は、計画の70％に当たる

約75万トンが取り扱われております。また、平成20年

２月末現在119社が立地し、約2500人の雇用が確保さ

れております。

　このようなことから、本事業は今後とも立地企業や

背後圏企業の活動及び企業誘致を促進するため、基盤

となる港湾の整備を着実に進める必要があります。
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　以上、甲第27号議案「平成19年度沖縄県中城湾港

（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）」

に賛成の立場から討論を行いました。

　どうぞ御賛同をよろしくお願いいたします。

　次に、甲第28号議案「平成19年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計補正予算（第１号）」について

討論を行います。

　中城湾港マリン・タウン特別会計は、西原与那原地

区の活性化と中南部地域の振興を図るため、142ヘク

タールの埋立造成を行い、都市基盤施設の整備や定住

基盤の拡張等を推進するとともに、公共マリーナを整

備することにより海辺のアメニティー豊かなまちづく

りを推進しております。

　平成20年１月末時点の土地の処分状況は、処分面積

72.2ヘクタールで77.1％の処分率となっており、西原

与那原地区の活性化に資するものと評価をいたしてお

ります。

　以上、甲第28号議案「平成19年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計補正予算（第１号）」に賛成の

立場から討論を行いました。

　どうぞ御賛同をよろしくお願いいたします。

　次に、甲第29号議案「平成19年度沖縄県病院事業会

計補正予算（第１号）」について討論を行います。

　病院事業は、県民の健康保持に必要な医療を提供す

るという使命を果たしていく必要から、平成19年度に

おいても引き続き良質な医療サービスの提供に努める

とともに、民間で実施困難な高度・特殊医療、救命救

急医療及び離島医療などの政策医療を担い、県民への

医療確保のためその使命と責務を果たしております。

　平成19年度当初予算では、この方針のもと、各病院

の診療体制等を考慮して作成されたものでありました

が、当初予算編成後の状況の変化により収益、費用と

も現状に即した見直しを行い、事業の円滑化と県民医

療ニーズに適切にこたえるため所要の事項について補

正が行われるものであります。

　病院事業は、地方公営企業として県民医療の確保を

図るという公共の福祉の観点から、救急医療や高度・

特殊医療などの不採算医療にも適切に対応しなければ

なりません。当該医療の収支マイナス分については病

院事業で負担することは困難なことから、制度上、一

般会計からの繰入金が措置されることとなっており、

当該繰入金については、地方公営企業法及び総務省の

繰出基準に基づき適正に措置されているものと考えて

おります。

　病院事業は依然として厳しい経営環境及び経営状況

が続いておりますが、公的医療機関として県民への医

療提供体制の確保のため、全国的に医師不足の中、宮

古病院、八重山病院の脳神経外科医師、八重山病院、

北部病院における産婦人科医師の確保など、医療体制

の充実に全力で努めております。

　また、臨床研修の強化を図るため、平成19年度から

は新たに５年次以上の研修を実施するなど、医師の養

成にも力を注いでおります。

　経営面につきましても、平成18年度からスタートし

た地方公営企業法の全部適用のもと、職員の経営意識

の向上や諸課題への迅速かつ柔軟な対応が可能な体制

を構築し、収益性の向上を図るとともに、費用の徹底

した節減・合理化に努めるなど、県立病院としての役

割を踏まえつつ、より一層経営健全化に向けて取り組

んでいるところであります。

　以上、甲第29号議案「平成19年度沖縄県病院事業会

計補正予算（第１号）」に賛成の立場から討論を行い

ました。

　議員の皆様の御賛同を賜りますようお願いを申し上

げまして私の討論を終わります。

○議長（仲里利信君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時24分休憩

　　　午前10時24分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより甲第24号議案から甲第30号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず甲第24号議案及び甲第26号議案か

ら甲第29号議案までの５件を一括して採決いたしま

す。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案５件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、甲第24号議案及び甲第26号議案から甲第29

号議案までは、委員長の報告のとおり可決されまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、甲第25号議案及び甲第

30号議案の２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに
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御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第25号議案及び甲第30号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第２　陳情第17号、第20

号、第23号、第25号及び第27号の付託の件を議題とい

たします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情５件のうち、陳情第17号、第23号、

第25号及び第27号の４件については米軍基地関係特別

委員会に、陳情第20号については少子・高齢対策特別

委員会にそれぞれ付託の上、審査することにいたした

いと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第３　陳情平成19年第120

号の取り下げの件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　本陳情については、陳情者から取り下げたいとの申

し出がありますので、これを承認することに御異議あ

りませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、陳情平成19年第120号の取り下げの件は、

これを承認することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明３月６日から25

日までの20日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、明３月６日から25日までの20日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、３月26日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前10時27分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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平成20年３月26日
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　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 11 号）
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議　　事　　日　　程　第11号

平成20年３月26日（水曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案、乙第３号議案から乙第７号議案まで及び乙第30号議案（総務企画委員長報告）

第２　乙第16号議案（経済労働委員長報告）

第３　乙第８号議案から乙第10号議案まで、乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案及び乙第18号議案から

乙第20号議案まで（文教厚生委員長報告）

第４　乙第17号議案（土木委員長報告）

第５　乙第11号議案（少子・高齢対策特別委員長報告）

第６　沖縄県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例

伊波　 常洋君　　新垣　 哲司君

新川　 秀清君　　糸洲　 朝則君

当山　 全弘君　　外間　 久子君　提出　議員提出議案第６号

當間　 盛夫君　　租田　 勝廣君

玉城　 義和君

第７　乙第25号議案（総務企画委員長報告）

第８　乙第21号議案（経済労働委員長報告）

第９　乙第24号議案（文教厚生委員長報告）

第10　乙第22号議案、乙第23号議案、乙第26号議案から乙第29号議案まで、乙第31号議案及び乙第32号議案（土

木委員長報告）

第11　甲第１号議案から甲第23号議案まで（予算特別委員長報告）

第12　国民医療を求める意見書

前島　 明男君　　仲田　 弘毅君

辻野ヒロ子君　　親川　 盛一君

伊波　 常洋君　　狩俣　 信子君
　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第８号
兼城　 賢次君　　比嘉　 京子君

前田　 政明君　　赤嶺　　 昇君

租田　 勝廣君　　玉城　 義和君

第13　沖縄修学旅行の推進に関する要請決議

國場幸之助君　　仲田　 弘毅君

辻野ヒロ子君　　嶺井　　 光君

安里　　 進君　　新垣　 哲司君

當山　　 弘君　　兼城　 賢次君
　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第９号
髙嶺　 善伸君　　當山　 眞市君

糸洲　 朝則君　　比嘉　 京子君

外間　 久子君　　當間　 盛夫君

租田　 勝廣君　　玉城　 義和君

第14　全国会員大会の沖縄開催に関する支援決議

砂川　 佳一君　　佐喜真　 淳君

　　　　　　平成20年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 11 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成20 年３月 26日（ 水曜日）午前 10時２分開議
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嶺井　　 光君　　岸本　 恵光君

新垣　 哲司君　　當山　　 弘君
　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第７号
当銘　 勝雄君　　當山　 眞市君

喜納　 昌春君　　租田　 勝廣君

玉城　 義和君　　當間　 盛夫君

第15　陳情平成19年第52号、同第132号及び陳情第26号（総務企画委員長報告）

第16　陳情平成17年第166号、陳情平成18年第83号、同第97号、同第112号、陳情平成19年第15号、同第69号の

２、同第98号、同第104号、同第115号、陳情第26号の２、第29号及び第31号（経済労働委員長報告）

第17　陳情平成19年第36号、同第41号、同第102号、同第154号、同第156号、同第159号、陳情第４号、第８号、

第15号、第16号、第18号、第24号、第26号の３、第28号、第32号及び第33号（文教厚生委員長報告）

第18　陳情平成17年第157号、陳情平成18年第56号、同第104号、陳情平成19年第18号、同第27号、同第31号の

３、同第114号及び陳情第20号（少子・高齢対策特別委員長報告）

第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案、乙第３号議案から乙第７号議案まで及び乙第30号議案

乙第１号議案　特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例

乙第３号議案　沖縄県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第30号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第16号議案

乙第16号議案　沖縄県中小企業の振興に関する条例

日程第３　乙第８号議案から乙第10号議案まで、乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案及び乙第18号議案

から乙第20号議案まで

乙第８号議案　沖縄県立県民アートギャラリーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

乙第９号議案　沖縄県公害審査会の紛争処理の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例

乙第10号議案　沖縄県介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条例

乙第13号議案　沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第15号議案　沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県奥武山総合運動場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

日程第４　乙第17号議案

乙第17号議案　沖縄県道路整備・都市モノレール建設基金条例の一部を改正する条例

日程第５　乙第11号議案

乙第11号議案　沖縄県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例の一部を改正する条例

日程第６　沖縄県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例

日程第７　乙第25号議案

乙第25号議案　包括外部監査契約の締結について

日程第８　乙第21号議案
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乙第21号議案　土地の処分について

日程第９　乙第24号議案

乙第24号議案　損害賠償額の決定について

日程第10　乙第22号議案、乙第23号議案、乙第26号議案から乙第29号議案まで、乙第31号議案及び乙第32号議案

乙第22号議案　訴えの提起について

乙第23号議案　照明灯倒壊事故に関する和解等について

乙第26号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第27号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第28号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第29号議案　公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第31号議案　指定管理者の指定について

乙第32号議案　指定管理者の指定について

日程第11　甲第１号議案から甲第23号議案まで

甲第１号議案　平成20年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成20年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成20年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成20年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成20年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成20年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成20年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成20年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成20年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成20年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成20年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成20年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算

甲第15号議案　平成20年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成20年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成20年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計予算

甲第20号議案　平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第21号議案　平成20年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成20年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成20年度沖縄県工業用水道事業会計予算

日程第12　国民医療を求める意見書

日程第13　沖縄修学旅行の推進に関する要請決議

日程第14　全国会員大会の沖縄開催に関する支援決議

日程第15　陳情平成19年第52号、同第132号及び陳情第26号

陳情平成19年第52号　離島・過疎地域振興に関する陳情

陳情平成19年第132号　第59回九州地区地域婦人大会及び平成19年度全地婦連九州ブロック会議の

決議に関する陳情

陳情第26号　離島・過疎地域振興に関する陳情

日程第16　陳情平成17年第166号、陳情平成18年第83号、同第97号、同第112号、陳情平成19年第15号、同第69号

の２、同第98号、同第104号、同第115号、陳情第26号の２、第29号及び第31号
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陳情平成17年第166号　在沖米軍再編に伴う駐留軍従業員の雇用確保対策に関する陳情

陳情平成18年第83号　沖縄薬草、植物等の県外持ち出し禁止の条例制定に関する陳情

陳情平成18年第97号　トンネルじん肺根絶を求める陳情

陳情平成18年第112号　在アルゼンチン沖縄県人移住100周年記念事業に関する陳情

陳情平成19年第15号　座礁船撤去対策に関する陳情

陳情平成19年第69号の２　青年の雇用状況の改善を求める陳情

陳情平成19年第98号　公契約における公正な賃金・労働条件の確保を求める意見書の採択に関する

陳情

陳情平成19年第104号　集中豪雨による農業被害の抜本的解決策及び被災農家への救済措置を求め

る陳情

陳情平成19年第115号　糸満市真壁南地区及び真栄平南地区の水害に関する被害救済等を求める陳

情

陳情第26号の２　離島・過疎地域振興に関する陳情

陳情第29号　第58回全国会員大会沖縄・那覇大会の成功に向けた支援決議を求める陳情

陳情第31号　南大東漁港整備の拡充に関する陳情

日程第17　陳情平成19年第36号、同第41号、同第102号、同第154号、同第156号、同第159号、陳情第４号、第８

号、第15号、第16号、第18号、第24号、第26号の３、第28号、第32号及び第33号

陳情平成19年第36号　発達障害児支援（特別支援教育）に関する陳情

陳情平成19年第41号　30人以下学級の早期実現を求める陳情

陳情平成19年第102号　「30人以下学級実現」に関する陳情

陳情平成19年第154号　「うつ病デイケア」の存続と拡充に関する陳情

陳情平成19年第156号　「うつ病デイケア」の存続を求める陳情

陳情平成19年第159号　30人以下学級の早期実現を求める陳情

陳情第４号　妊婦ＨＩＶ抗体スクリーニングに対する公費補助継続に関する陳情

陳情第８号　「国民医療を守る沖縄県民集会」決議事項の意見書提出を求める陳情

陳情第15号　安田診療所の早期再開に関する陳情

陳情第16号　県立南部医療センター・こども医療センター「こころの診療科」の診療体制整備のた

めの専門スタッフの増員と全人的な小児医療の構築を求める陳情

陳情第18号　沖縄盲学校を「視覚特別支援学校」として存続を求める陳情

陳情第24号　沖縄県総合精神保健福祉センターうつ病デイケアの存続・拡充に関する陳情

陳情第26号の３　離島・過疎地域振興に関する陳情

陳情第28号　30人以下学級の実現を求める陳情

陳情第32号　沖縄学生会館の存続に関する陳情

陳情第33号　沖縄ろう学校を「聴覚特別支援学校」として存続を求める陳情

日程第18　陳情平成17年第157号、陳情平成18年第56号、同第104号、陳情平成19年第18号、同第27号、同第31号

の３、同第114号及び陳情第20号

陳情平成17年第157号　民間保育所運営費等の一般財源化に反対する陳情

陳情平成18年第56号　「放課後子どもプラン」（仮称）の創設に関する陳情

陳情平成18年第104号　沖縄県の学童保育の充実を求める陳情

陳情平成19年第18号　認可外保育所の児童処遇に関する陳情

陳情平成19年第27号　認可外保育園児の給食費助成に関する陳情

陳情平成19年第31号の３　平成18年度沖縄県知的障害者教育・福祉・就労研究大会決議の実現方に

関する陳情

陳情平成19年第114号　認可外保育園の児童への給食費支援の実現を求める陳情

陳情第20号　平成20年度県予算における保育関係事業費の削減に関する陳情

日程第19　閉会中の継続審査の件
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○議長（仲里利信君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　２月８日から３月11日までに受理いたしました陳情

17件は、３月14日に配付いたしました陳情文書表のと

おりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしました。

　次に、３月24日、砂川佳一君外11人から、議員提出

議案第７号「全国会員大会の沖縄開催に関する支援決

議」の提出がありました。

　また、昨日、伊波常洋君外８人から、議員提出議案

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（46名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

議　長　　仲　里　利　信　君

副議長　　具　志　孝　助　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　佐喜真　　　淳　君

３　番　　新　垣　良　俊　君

４　番　　仲　田　弘　毅　君

５　番　　照　屋　守　之　君

６　番　　赤　嶺　　　昇　君

７　番　　當　山　　　弘　君

８　番　　狩　俣　信　子　君

９　番　　比　嘉　京　子　君

10　番　　奥　平　一　夫　君

11　番　　前　田　政　明　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　辻　野　ヒロ子　君

15　番　　親　川　盛　一　君

16　番　　嶺　井　　　光　君

17　番　　岸　本　恵　光　君

18　番　　當　間　盛　夫　君

19　番　　当　銘　勝　雄　君

20　番　　渡嘉敷　喜代子　君

22　番　　嘉　陽　宗　儀　君

23　番　　玉　城　義　和　君

24　番　　内　間　清　六　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　國　場　幸之助　君

27　番　　伊　波　常　洋　君

28　番　　砂　川　佳　一　君

29　番　　浦　崎　唯　昭　君

30　番　　安　里　　　進　君

32　番　　兼　城　賢　次　君

33　番　　新　里　米　吉　君

34　番　　髙　嶺　善　伸　君

35　番　　当　山　全　弘　君

36　番　　外　間　久　子　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　上　原　賢　一　君

40　番　　小　渡　　　亨　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

45　番　　外　間　盛　善　君

46　番　　平　良　長　政　君

47　番　　新　川　秀　清　君

48　番　　喜　納　昌　春　君

21　番　　瑞慶覧　朝　義　君

事　務　局　長　　長　嶺　伸　明　君

次　　　　　長　　遊　佐　信　雄　君

議　事　課　長　　嘉　陽　安　昭　君

課　長　補　佐　　平　田　善　則　君

主　　　　　査　　中　村　　　守　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　幹　　上　当　佳代子　君

主　　　　　査　　大　城　佳　美　君

主　　　　　査　　金　城　悦　子　君

政務調査課長　　新　城　　　博　君

副　　参　　事　　通　事　安　憲　君

主　　　　　幹　　金　城　正　明　君

主　　　　　幹　　饒平名　知　徳　君

主　　　　　幹　　知　念　正　治　君

総　務　課　長　　龍　野　博　基　君
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第６号「沖縄県政務調査費の交付に関する条例の一部

を改正する条例」、前島明男君外11人から、議員提出

議案第８号「国民医療を求める意見書」及び國場幸之

助君外15人から、議員提出議案第９号「沖縄修学旅行

の推進に関する要請決議」の提出がありました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　日程第１　乙第１号議案、乙

第３号議案から乙第７号議案まで及び乙第30号議案を

議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　安里　進君登壇〕

○総務企画委員長（安里　進君）　おはようございま

す。

　休憩お願いします。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午前10時４分休憩

　　　午前10時６分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○総務企画委員長（安里　進君）　ただいま議題とな

りました乙第１号議案、乙第３号議案から乙第７号議

案まで及び乙第30号議案の条例議案７件について、委

員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第１号議案「特別職に属する常勤の職員及

び一般職に属する常勤の職員の給与の特例に関する条

例」は、知事等特別職及び一般職の職員の給与を特例

的に減ずるため新たな条例を制定するものである。

　条例の主な内容は、第１点目に、知事等特別職の給

料月額及び期末手当を減額する。

　第２点目として、一般職員の給料月額及び期末手当

等を減額する。

　第３点目として、部長相当級から課長相当級にかけ

ての退職手当の調整額を一律３万円とするとの説明が

ありました。

　本案に関し、危機的な財政状況に対応するため行う

常勤の特別職と一般職の人件費抑制に伴う財政効果は

幾らを見込んでいるのかとの質疑がありました。

　これに対し、抑制による財政効果額は、年間で常勤

の特別職は約450万円、一般職は約45億円、合計で45

億540万円を見込んでいるとの答弁がありました。

　次に、今回の給与削減による沖縄県経済への波及効

果は幾らを見込んでいるか、人件費以外に削減可能な

事業はなかったかとの質疑がありました。

　これに対し、県経済に与える波及効果を産業連関表

を用いて算出したところ、約46億円を見込んでいる。

また、人件費以外には、歳入の確保と歳出の抑制の面

から県単独のハード事業を削減しているとの答弁があ

りました。

　次に、特例により給与を減額することと、人事院勧

告制度とのかかわりをどのように考えているのかとの

質疑がありました。

　これに対し、人事院勧告制度は、労働基本権の代替

措置として重要な意義を有しており、尊重すべきであ

ると考えている。しかしながら、本県の財政状況は、

平成20年度から平成23年度までの４年間に約1260億円

の不足を生じ危機的な状況に陥ることが予測されてい

る。

　このような状況を克服するためには、一般財源の中

で大きな割合を占める人件費を抑制することが必要で

あり、今回、給与減額の特例措置を行わざるを得な

かったとの答弁がありました。

　そのほか、労働組合及び職員団体との交渉状況、地

方六団体と政府との交渉状況、経済状況の好転に伴う

給与削減分の復元見込み、特例措置を講じている都道

府県の状況などについて質疑がありました。

　次に、乙第３号議案「沖縄県議会議員の報酬、費用

弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条

例」は、沖縄県特別職報酬等審議会の答申に基づき、

議会の議長、副議長及び議員の報酬を改定するため条

例の一部を改正するものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、議長、副議長及び議員の報酬額に関す

る答申はどのような考えに基づいているのか、全国の

中ではどのくらいの順位かとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄県特別職報酬等審議会の答申は、

九州各県の状況等を勘案したものである。改定後の報

酬額の全国との比較は、議長が23位、副議長が34位、

議員が44位になるとの答弁がありました。

　そのほか、知事や副知事と議員の報酬額の比較、本

県より低額の議員報酬の県名などについての質疑があ
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りました。

　次に、乙第４号議案「沖縄県職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例」は、県立定時制高等学校や

農業、水産及び工業高校における手当を改定するため

条例の一部を改正するものである。

　主な改正内容は、第１点目に、定時制通信教育手当

の支給割合を改正する。

　第２点目として、産業教育手当の支給割合を改正す

るとの説明がありました。

　次に、乙第５号議案「沖縄県知事等の給与及び旅費

に関する条例等の一部を改正する条例」は、沖縄県特

別職報酬等審議会の答申に基づき、知事等特別職の給

料月額を改定するほか、知事等の改定状況等を考慮

し、公営企業の管理者等、行政委員会の特別職に属す

る職員等の報酬月額を改定するため条例の一部を改正

するものである。

　主な改正内容は、第１点目に、知事、副知事、公営

企業の管理者及び教育長等の給料月額の減額を行う。

　第２点目として、行政委員会の委員長、委員等の報

酬月額の減額を行うとの説明がありました。

　次に、乙第６号議案「沖縄県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例」は、社会経済情勢

の変化や業務内容等を勘案し、特殊勤務手当の種類を

見直すとともに、当該手当の支給要件または支給額を

改めるため条例の一部改正を行うものである。

　主な改正内容は、第１点目に、術科指導手当、短波

無線電話取扱作業手当等５つの手当を廃止する。

　第２点目として、自動車等警ら作業手当、暴風雨時

手当等11の手当の支給要件、または支給額の改正を行

うとの説明がありました。

　本案に関し、医療業務従事者の特殊勤務手当である

医師手当はどのような削減を行う考えかとの質疑があ

りました。

　これに対し、医師手当は、現在、月額16万円から４

万5000円となっているが、給与減額の特例措置が終了

した時点で、おおよそ14年をかけて段階的に削減して

いく考えであるとの答弁がありました。

　そのほか、医師暫定手当の内容について質疑があり

ました。

　次に、乙第７号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例」は、関係法令の改正や、既存

の手数料の額の適正化に伴う所要の改正を行うため条

例の一部を改正するものである。

　主な改正内容は、第１点目に、薬事法の一部を改正

する法律が施行されることに伴い、新設された事務に

係る手数料の規定を整備する。

　第２点目として、狂犬病予防法及び家畜伝染病予防

法に関する事務に係る手数料について、額の適正化を

図るとの説明がありました。

　次に、乙第30号議案「沖縄県行政機関設置条例の一

部を改正する条例」は、沖縄県中部農林土木事務所の

位置を沖縄市からうるま市に移転することに伴い、沖

縄県行政機関設置条例の一部を改正するものであると

の説明がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、乙

第１号議案、乙第４号議案及び乙第６号議案の３件に

ついては、採決に先立ち、共産党所属委員から反対す

る旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第

６号議案の３件は、賛成多数をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

　乙第３号議案、乙第５号議案、乙第７号議案及び乙

第30号議案の４件は、全会一致をもって原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。　

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時15分休憩

　　　午前10時16分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより乙第１号議案、乙第３号議案から乙第７号

議案まで及び乙第30号議案の採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第３号議案、乙第５号議案、乙

第７号議案及び乙第30号議案の４件を一括して採決い

たします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第３号議案、乙第５号議案、乙第７号議

案及び乙第30号議案は、原案のとおり可決されまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、乙第１号議案、乙第４
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号議案及び乙第６号議案の３件を一括して採決いたし

ます。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、乙第１号議案、乙第４号議案及び乙第６号

議案は、委員長の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第２　乙第16号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働副委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働副委員長　當山眞市君登壇〕

○経済労働副委員長（當山眞市君）　ただいま議題と

なりました乙第16号議案の条例議案１件について、委

員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、観光商工部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第16号議案「沖縄県中小企業の振興に関す

る条例」は、中小企業の振興に関する施策を総合的に

推進するため、県内企業の99.9％を占める中小企業の

振興の基本理念等を定めた新たな条例を制定するもの

であります。

　条例の主な内容は、第１点目に、条例の目的、基本

理念等について定める。

　第２点目として、県の責務、中小企業者等の努力に

ついて定める。

　第３点目として、県が講ずる施策の基本方針につい

て定める。

　第４点目として、施策の策定等に関し県が講ずる措

置について定めるとの説明がありました。

　本案に関し、この時期に制定する理由は何かとの質

疑がありました。

　これに対し、昭和38年に中小企業基本法が制定さ

れ、これまで中小企業を支援する施策がいろいろ講じ

られてきたが、三位一体の改革により平成18年度から

税源が移譲され、都道府県が中小企業施策を独自に実

施することができる実質的な環境が整えられたため、

今回提案されたものであるとの答弁がありました。

　次に、条例制定に当たって中小企業の意見聴取をど

のような考えで、いつから行ってきたのかとの質疑が

ありました。

　これに対し、中小企業の振興に関しては、企業や団

体、県民、行政が一体となって推進しなければいけな

いとの考えに基づき、素案づくりの段階から意見交換

をやってきたとの答弁がありました。

　次に、産学連携の確保のためどのような施策を推進

しているのかとの質疑がありました。

　これに対し、県内大学の研究分野と産業振興公社が

連携して新たに大学ＴＬＯ（技術移転機関）を立ち上

げ、県内の中小企業者と連携をとりながら新たに進出

できる事業や分野がないか検討を進めていく考えであ

るとの答弁がありました。

　次に、この条例が制定される前と後での違いは何か

との質疑がありました。

　これに対し、これまでは県は独自に中小企業に関す

る施策を策定し国に提出していたが、今後は、中小企

業その他の関係者と連携して、情報及び意見交換の促

進を図るための措置を講じるとともに、相互に責任が

問われることになるとの答弁がありました。

　そのほか、基本方針の内容、県内の中小企業社数、

中小企業の役割と雇用状況、企業立地促進法の進瀧状

況などについて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第16号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第16号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第16号議案は、原案のとおり可決されま
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した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第３　乙第８号議案から

乙第10号議案まで、乙第12号議案、乙第13号議案、乙

第15号議案及び乙第18号議案から乙第20号議案までを

議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　前島明男君登壇〕

○文教厚生委員長（前島明男君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第８号議案から乙第10

号議案まで、乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号

議案、乙第18号議案から乙第20号議案までの条例議案

９件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、文化環境部長、福祉保健部

長及び教育長の出席を求め慎重に審査を行ってまいり

ました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第８号議案「沖縄県立県民アートギャラ

リーの設置及び管理に関する条例を廃止する条例」

は、平成20年４月１日の沖縄県立県民アートギャラ

リーの廃止に伴い条例を廃止するものであるとの説明

がありました。

　次に、乙第９号議案「沖縄県公害審査会の紛争処理

の手続に要する費用に関する条例の一部を改正する条

例」は、公害紛争処理法上の調停による当事者間の合

意が得られない事案について、仲裁手続への移行を促

進するため条例の一部改正を行うものである。

　改正の主な内容は、調停打ち切り後、一定の期間内

に申請された仲裁手数料の額については、通常の手数

料の額から前の調停の申請の際に納めた手数料の額を

控除した額とするとの説明がありました。

　次に、乙第10号議案「沖縄県介護福祉士等修学資金

貸与条例の一部を改正する条例」は、社会福祉士及び

介護福祉士法の一部が改正されたことに伴い、社会福

祉士及び介護福祉士の養成施設等の定義に関する規定

から、厚生労働大臣の指定した職業能力開発校等を削

除するため条例を改正するものであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、条例から職業能力開発校を削除する理

由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、現在、職業能力開発校は社会福祉士及

び介護福祉士の養成校に指定されてなく、また社会福

祉士等の養成もこれまで行っていないことから、今回

の法改正に伴い条例の一部を改正する。

　なお、県内には社会福祉士及び介護福祉士の養成施

設が数多く設置されており、需要を満たしているとの

答弁がありました。

　次に、乙第12号議案「沖縄県後期高齢者医療財政安

定化基金条例」は、健康保険法等の一部を改正する法

律の施行に伴い、平成20年４月から後期高齢者を対象

とした後期高齢者医療制度が創設される。制度創設に

当たり、都道府県ごとにすべての市町村が加入する後

期高齢者医療広域連合を設置することとされており、

同広域連合の財政の安定化を図る必要があることから

基金を創設するものである。

　条例の主な内容は、基金設置の趣旨、県が同広域連

合から徴収する拠出金の率、現金の管理・運用及び基

金の処分に関することなどを定めるとの説明がありま

した。

　本案に関し、後期高齢者医療財政安定化基金が必要

な理由は何か、財源はどうなるか、基金積立額は幾ら

を見込んでいるのかとの質疑がありました。

　これに対し、本基金は、後期高齢者医療広域連合の

財政の安定化を図るとともに、給付の見込み誤りや保

険料の未納による財政不足等に対して貸し付けなどを

行うため設置するものである。

　財源は、国、県及び沖縄県後期高齢者医療広域連合

がそれぞれ同額を拠出することになっている。基金積

立額は６年間で約19億円を予定しているとの答弁があ

りました。

　そのほか、保険料の納付状況、診療報酬包括払いへ

の対応状況、保険料未納者に対する資格証明書の発行

の考え方などについて質疑がありました。

　次に、乙第13号議案「沖縄県立看護学校の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例」は、沖縄県

立浦添看護学校の授業料について、全国の公立看護学

校及び民間の養成所の授業料を勘案し、条例の一部改

正により看護第一学科学生に係る授業料の額の改定を

行うものであるとの説明がありました。

　本案に関し、改定額は幾らか、九州各県の状況はど

うなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、授業料は現行の８万4000円から11万

8800円に改定する。

　九州各県では、佐賀県が平成18年度に７万2000円か

ら12万円に、長崎県が平成19年度に５万1000円から11
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万7000円にそれぞれ改定しているとの答弁がありまし

た。

　そのほか、民間看護師養成所との授業料の比較、授

業料と県民所得の関係、民間移譲のスケジュールなど

について質疑がありました。

　次に、乙第15号議案「沖縄県国民健康保険調整交付

金条例の一部を改正する条例」は、健康保険法等の一

部を改正する法律等の施行に伴い、国民健康保険に係

る普通調整交付金の交付に関する規定を整備する必要

があるため条例の一部改正を行うものである。

　改正の主な内容は、退職者医療制度の廃止に伴い、

国民健康保険の利益を受ける者の名称を「一般被保険

者」から「被保険者」とし、普通調整交付金の算定対

象の整理を行うとの説明がありました。

　本案に関し、改正により新たに算定の対象となるも

のは何かとの質疑がありました。

　これに対し、県は、国民健康保険の財政調整のた

め、市町村に対して国民健康保険調整交付金を交付し

ているが、後期高齢者医療制度の創設に伴い、同調整

交付金の算定項目に新たに高額介護合算療養費、前期

高齢者納付金及び後期高齢者支援金の支給に要する費

用などを追加するものであるとの答弁がありました。

　そのほか、国民健康保険調整交付金の総額、国民健

康保険証の未到着世帯数、国民健康保険料の徴収状況

などについて質疑がありました。

　次に、乙第18号議案「沖縄県学校職員定数条例の一

部を改正する条例」は、児童生徒数の増減等により学

校職員定数を変更する必要があることから、沖縄県職

員定数条例にならい、定数外の職員に関する項目を追

加するため条例の一部改正を行うものである。

　改正の主な内容は、県立高等学校、県立中学校、県

立特別支援学校の職員定数及び市町村立小学校及び中

学校の職員定数を改めるとの説明がありました。

　本案に関し、各学校ごとの職員定数の増減はどのよ

うな状況かとの質疑がありました。

　これに対し、県立高等学校で50人の減、県立特別支

援学校で４人の増、県立中学校で３人の増、市町村立

小学校及び中学校で31人の増、合計で12人の職員定数

の減となるとの答弁がありました。

　そのほか、30人学級と職員定数の関係、臨時的任用

職員の配置状況などについて質疑がありました。

　次に、乙第19号議案「沖縄県スポーツ振興審議会条

例の一部を改正する条例」は、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行によ

り、スポーツ振興法が改正されたことから条例の一部

改正を行うものである。

　改正の主な内容は、スポーツ振興法の改正により条

例に引用している審議会の定数、任期等に関する条項

のずれが生じたことから規定の整理を行うとの説明が

ありました。

　本案に関し、条項のずれとは何かとの質疑がありま

した。

　これに対し、スポーツ振興法の改正に伴う条項のず

れは、沖縄県スポーツ振興審議会条例第１条中「法第

18条第５項」を「法第18条第６項」に改正するもので

あるとの答弁がありました。

　次に、乙第20号議案「沖縄県立奥武山総合運動場の

設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例」

は、沖縄県立奥武山総合運動場の体育施設である沖

縄・兵庫友愛スポーツセンターの老朽化による廃止に

伴い、同センターに関する規定を削除するため条例の

一部改正を行うものであるとの説明がありました。

　本案に関し、沖縄・兵庫友愛スポーツセンター廃止

に当たり兵庫県とどのような調整を行ったのか、跡地

はどうするのかとの質疑がありました。

　これに対し、同センターは兵庫県からいただいた施

設であることから、昨年、兵庫県に赴きお礼と取り壊

しの了解を事前にいただいた。

　跡地については、現在記念碑を設置する予定で検討

しているが、具体的な内容等は、今後検討委員会等を

設置して検討していく考えであるとの答弁がありまし

た。

　そのほか、兵庫県と沖縄県の青年交流の状況などに

ついて質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、乙

第12号議案及び乙第15号議案の２件については、採決

に先立ち、共産党所属委員から反対する旨の意見表明

があり、採決の結果、乙第12号議案及び乙第15号議案

の２件は、委員長裁決をもって原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

　乙第13号議案及び乙第18号議案の２件については、

採決に先立ち、共産党所属委員から反対する旨の意見

表明があり、採決の結果、乙第13号議案及び乙第18号

議案の２件は、賛成多数をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

　乙第８号議案から乙第10号議案まで、乙第19号議案

及び乙第20号議案の５件は、採決の結果、全会一致を

もって原案のとおり可決すべきものと決定いたしまし

た。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。
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○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案及び乙

第18号議案に対する討論の通告がありますので、順次

発言を許します。

　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、日本共産党県議団を代表し

て、ただいま議題となりました乙第12号議案「沖縄県

後期高齢者医療財政安定化基金条例」、乙第13号議案

「沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例」、乙第15号議案「沖縄県国民健康

保険調整交付金条例の一部を改正する条例」、乙第18

号議案「沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条

例」について反対討論を行います。

　まず最初に、後期高齢者医療制度に関連します乙第

12号議案「沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条

例」と、乙第15号議案「沖縄県国民健康保険調整交付

金条例の一部を改正する条例」について反対討論を行

います。

　自公政権が強行した医療改悪法により、４月から後

期高齢者医療制度が導入されようとしています。75歳

以上の方々に後期高齢者医療保険手帳――ピンク色

――が郵送されています。75歳以上の人を後期高齢者

と呼んで他の世代から切り離し、際限のない負担増と

差別医療を押しつける制度です。

　今、後期高齢者医療制度の中身が知られてくる中

で、高齢者、国民、自治体、地方議会、医療関係者な

どから一斉に批判の声が沸き起こっています。

　福田内閣、自民・公明の政権与党も、現行制度で健

保の扶養家族の人から新たに保険料を徴収することを

半年程度延期する、70歳から74歳の医療費窓口負担を

２倍に値上げすることを１年程度延期するなどと、医

療改悪の一部凍結を言い出さざるを得なくなっていま

す。2006年の通常国会で強行した制度の破綻をみずか

ら認めたものにほかなりません。

　しかし、政府・与党の方針は、対象となっている高

齢者の一部の人の負担増をほんの少し延期するだけ

で、凍結とは名ばかりのごまかしにすぎません。国民

健康保険に加入している人は凍結の対象ではなく、後

期高齢者の約８割程度に当たります。

　小泉・安倍内閣の６年間、高齢者は、所得税・住民

税の増税、国保料・介護保険料の値上げ、医療の窓口

負担引き上げなど、相次ぐ負担増に悲鳴を上げてきま

した。政府が、お年寄りの置かれている状況に十分配

慮し、きめ細かな対応に努めると言うなら、小手先の

ごまかしではなく、制度実施そのものを中止すべきで

あります。

　後期高齢者医療制度、75歳以上の人を切り離し、ま

ともな医療を受けられなくする大改悪の後期高齢者医

療制度に国民の批判が広がっているのは、この制度が

75歳以上の人を国保や健保から追い出し、高い負担を

無理やり徴収しながら必要な医療を受けられなくする

空前の大改悪だからです。

　新制度が導入されると、75歳以上の人は今加入して

いる医療保険を脱退させられ、新しい後期高齢者だけ

の医療保険に組み込まれます。そこで高齢者を待って

いるのは高い保険料の情け容赦のない徴収です。

　沖縄県の場合は、平均保険料は８万1602円で、法定

軽減後の平均保険料は６万1085円となっています。月

額平均5000円余になり、介護保険料と合わせて毎月平

均１万円余が年金天引きで４月15日から徴収されま

す。新保険料が現行の国保料・国保税を超える人も少

なくありません。

　しかも、保険料額が２年ごとに改定され、医療給付

費の増加や後期高齢者の人口増に応じて自動的に引き

上がる仕組みとなっています。制度スタート時に保険

料を低く抑えた地域も将来の値上げは確実でありま

す。

　さらに、後期高齢者医療制度の導入に便乗して、前

期高齢者の65歳から74歳の国保料・国保税も年金から

天引きすることになりました。年金が月１万5000円未

満の人などは窓口納付になりますが、保険料を滞納し

たら保険証を今回から取り上げられます。

　これまでの老人保健制度では、75歳以上の高齢者は

国の公費負担医療を受けている被爆者や障害者と同じ

く保険証の取り上げが禁止されていました。医療を奪

われたら直ちに命にかかわるからであります。

　今回、老人保健制度を廃止し、後期高齢者医療制度

にかえることで低年金・無年金者から容赦なく保険証

を取り上げることになっています。

　日本の健康保険は年齢に関係なく加入できるわけで

すが、これからは75歳になったら全員が脱退させられ

るわけです。家族みんなが一緒に入っていた保険から

追い出してしまう。75歳以上の高齢者だけはなぜ外さ

ないといけないのか。75歳を過ぎた親をなぜ扶養家族

にしてはいけないのかという声も寄せられています。
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　厚生労働省は、社会保障審議会の審議の中で、後期

高齢者医療のあり方に関する特別部会で論議し、骨子

をまとめ、75歳以上の後期高齢者の特性として、第１

に、老化に伴う生理的機能の低下により治療の長期

化、複数疾患への罹患、特に慢性疾患が見られるこ

と、第２に、多くの方々に認知症が見られること、第

３に、後期高齢者はいずれ避けることのできない死を

迎えることなどとして、長期化する、複数疾患、認知

症だ、いずれ死が避けられないと一くくりにして、一

つの差別医療保険制度に投げ込んで年齢による医療の

差別を持ち込むという国際的にも例のないひどい制度

にしようとしています。過酷な保険料徴収の一方で、

保険で受けられる医療の内容も差別・制限されようと

しています。

　新制度では、後期高齢者と74歳以下の人は、診療報

酬（医療の値段）が別建てになります。これは委員会

審議でも明らかになりましたけれども、後期高齢者の

診療報酬を包括払い（定額制）とし、保険が使える医

療に上限をつけようとしていることです。月額6000円

ということであります。後期高齢者に手厚い治療を行

う病院は赤字となり、医療内容を制限せざるを得なく

なります。

　また、厚生労働省は、終末期医療でも75歳以上の患

者には特別の診療報酬体系を持ち込むとしています。

過剰な延命治療を行わないという誓約書をとったり、

終末期の患者に在宅死を選択させて退院させた場合に

は、病院への診療報酬を加算し、一層の病院追い出し

を進めようというわけです。

　現在、在宅で死を迎える高齢者は約２割、これを４

割にすれば5000億円の医療費の削減になるということ

を議論しています。こうした報酬体系をつくり、75歳

以上の高齢者への保険医療を制限し、医療給付費の抑

制を図るのがこの後期高齢者医療制度を導入した自公

政府のねらいであります。

　政府は、医療費の今後の削減の見込みを2015年には

３兆円の医療費の削減を予定していますが、そのうち

２兆円の削減は後期高齢者からです。2025年には８兆

円の医療費の削減を予定し、そのうち５兆円が後期高

齢者の分であります。

　皆さん、今度実施される医療改悪は、さらに70歳か

ら74歳の窓口負担が１割から２割へと２倍に引き上げ

られます。長期療養の人が入院する療養病床を23万床

削減し、病院追い出しを進める改悪もこれから本格化

をしていきます。

　高齢者を別建ての医療保険とすることには何の道理

もありません。ヨーロッパ諸国など国民皆保険が確立

している国の中で、年齢で被保険者を切り離し、保険

料や医療内容に格差をつけている国はほかにありませ

ん。

　しかも、自公政権が導入しようとしている後期高齢

者医療制度は、元厚生労働省幹部やメディアなどがう

ば捨て山と呼ぶように、医療費がかかるといって高齢

者を邪魔者扱いにし、暮らしも健康も破壊していく最

悪の制度と批判しているのは的を射ているのではない

でしょうか。

　今の高齢者はもちろん、将来高齢者となるすべての

国民から医療を奪い取る大改悪です。また、高齢者を

扶養している現役世代にも重い負担がのしかかること

になります。

　日本共産党は、後期高齢者医療制度に危惧を抱き、

見直しを求めるすべての政党、自治体関係者、高齢者

団体、医療関係者などに制度の中止に追い込む一点で

の共同を呼びかけております。

　全国の自治体から政府に寄せられた中止・見直しの

地方議会の意見書は、530以上の自治体で可決されて

います。沖縄県内では、現在41市町村のうち26市町村

議会で意見書が採択されています。国会では、日本共

産党、民主党、社民党、国民新党の野党４党が共同で

この後期高齢者医療制度を廃止する法案を提出してい

ます。

　日本共産党は、世界にも例のない年齢差別の医療制

度に反対し、撤回・廃止すべきと考えています。そし

て、後期高齢者医療制度の実施を中止した上で、だれ

もが安心してかかれる医療制度にする改革案、１、窓

口負担増をやめさせ、国際的にも異常に高い窓口負担

を引き下げる、２、公的医療保険の解体を許さず保険

医療を拡充する、３、減らし続けた医療への国庫負担

を計画的にもとに戻し、保険料負担の軽減、医療保険

財政の立て直しを図ることを提案しています。

　本来、75歳以上の方々はあの戦争を生き抜いて、今

日の沖縄、日本をつくるために必死に頑張ってこられ

た方々であります。75歳になったら、おめでとうござ

いますという形で医療費を無料にしてあげるのが国の

施策のやるべきことではありませんか。

　財源はあります。米軍犯罪の温床である海外侵略の

米軍基地の建設などの米軍再編費に３兆円、米軍駐留

経費6000億円、米軍への思いやり予算は2000億円を超

え、国民生活を守るためにこれを充てれば暮らし、福

祉、医療改悪をやらなくても済むではありませんか。

庶民大増税ではなく、大企業への大幅な減税をやめさ

せれば、10年前の税率に戻すだけで約４兆円の財源を

確保することができます。消費税増税も必要ありませ
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ん。

　日本共産党は、国民皆保険制度を破壊する後期高齢

者医療制度の中止・廃止を実現するために、国民・県

民とともに奮闘する決意を表明するものです。

　以上の立場から、乙第12号議案「沖縄県後期高齢者

医療財政安定化基金条例」、乙第15号議案「沖縄県国

民健康保険調整交付金条例の一部を改正する条例」に

反対をするものです。

　次に、乙第13号議案「沖縄県立看護学校の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例」について反

対討論を行います。

　今回の条例の一部を改正する条例は、授業料を現行

の８万4000円を11万8800円に、実に41％の大幅値上げ

となっています。現在の県民生活の極めて厳しい状況

のもとで、このような授業料の値上げを行うべきでは

ありません。

　浦添看護学校については県立で存続すべきことを県

議会としてもこの間２度にわたり決議を行ってきまし

た。沖縄県医師会等も県立での存続を強く求めていま

す。しかし、沖縄県は、民間でできることは民間に任

せるとの立場から、浦添看護学校の民間譲渡を進めて

いることは、県立病院の看護師養成等を直接責任を

持って行う責任を放棄するものと言わざるを得ませ

ん。

　浦添看護学校の場合は、入学金もなく、３年課程で

３年間で35万円あれば卒業できます。民間の看護学校

の場合は、入学金、授業料で約250万円かかるとの説

明でありました。県民生活の格差と貧困が進む中で、

生活困窮世帯の、頑張って看護師になりたいと願って

いる子供たちの看護師になれる県立看護学校としてそ

の役割を放棄すべきではありません。

　日本共産党県議団は、県立看護学校を民間移譲する

ことに反対をし、それを前提とする授業料を８万4400

円から11万8800円への大幅値上げに関する乙第13号議

案「沖縄県立看護学校の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例」に反対するものであります。

　次に、乙第18号議案「沖縄県学校職員定数条例の一

部を改正する条例」に対する反対討論を行います。

　少人数学級のための加配定数を活用して、今回30人

以下学級が１年生で77％の学校で実現の見込みとなっ

たことについてはその努力を評価するものでありま

す。しかし、小学校すべてで30人学級を４年間で実現

するというのが知事の公約であります。

　私は、この本会議でも知事に、山形県の知事が30人

学級実現を公約して、子供たちの将来のために道路そ

の他の予算は削ってでも、「さんさん」プランで４年

間で公約を実現した具体的な例を知事にも紹介してき

ました。

　委員会質疑の中で、私の、知事の公約どおりすべて

の小学校で６年生まで30人学級を実施するという場

合、教職員の人数についての問いかけに、仲村教育長

は、教職員増としては674人です。年間43億円必要に

なりますとの答弁でした。

　また、30人以下学級を実現するための施設・教室の

数とそのための予算は幾らぐらいになりますかとの質

疑に対して、仲村教育長は、単純に言って、674名の

増ということは674教室が必要ということなんです。

市町村がどれくらい空き教室があるのかというのは

我々としても調査してございません。１年生導入につ

いては調査をして、今回、27校で29教室とやっており

ますけれども調査してございませんとの答弁でありま

した。

　小学校での30人学級の実現は県民の切実な願いであ

り、知事の公約であります。知事の公約実現の具体的

な実現のための教職員の大幅な増員が必要とされると

きに、今回の学校職員の定数の改正は極めて不十分な

ものになっております。

　知事公約の30人学級の実現を求める立場から、日本

共産党県議団は、乙第18号議案「沖縄県学校職員定数

条例の一部を改正する条例」に反対するものでありま

す。

　議員各位の御賛同をお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　辻野ヒロ子君。

　　　〔辻野ヒロ子君登壇〕

○辻野　ヒロ子君　ただいま議題となっております乙

第12号議案「沖縄県後期高齢者医療財政安定化基金条

例」、乙第13号議案「沖縄県立看護学校の設置及び管

理に関する条例の一部を改正する条例」、乙第15号議

案「沖縄県国民健康保険調整交付金条例の一部を改正

する条例」及び乙第18号議案「沖縄県学校職員定数条

例の一部を改正する条例」について、賛成の立場から

一括して討論を行います。

　乙第12号議案「沖縄県後期高齢者医療財政安定化基

金条例」については、県内すべての市町村が参加して

設立された「沖縄県後期高齢者医療広域連合」の運営

に関し、保険料の未納や給付費増のリスクを軽減し、

財政影響の緩和を支援することを目的として、県に基

金を設置するため必要な条例の制定について議会の議

決を求めているものであります。

　今般の医療保険制度の改革により、将来にわたって

皆保険制度を維持していくために、75歳以上の高齢者

を対象とした独立の医療制度として後期高齢者医療制
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度が創設され、平成20年４月１日から施行されること

になりました。

　後期高齢者医療制度は、高齢化の進展に伴い、今後

ますます増大すると見込まれる高齢者の医療費を安定

的に支えるため、現役世代と高齢者の方々が負担能力

に応じて公平に保険料を負担するとともに、公費（税

金）を重点的に充てることにより、国民全体で支える

仕組みであります。

　また、これまでの国民健康保険は市町村単位で運営

されていましたが、後期高齢者については都道府県単

位の保険制度となり、しっかりと高齢者の医療を支え

ることとなります。

　さらに、後期高齢者の心身の特性を踏まえ、高齢者

の暮らしに配慮した治療が行われるような仕組みを導

入するとともに、在宅医療の充実や介護サービスの連

携強化など、高齢者の生活を支える医療を目指すもの

であります。

　この新しい医療制度を実施するために、都道府県を

単位として県内すべての市町村が加入する「沖縄県後

期高齢者医療広域連合」が昨年の３月に設置されたと

ころであり、当該広域連合は「高齢者の医療の確保に

関する法律」に基づき、県民の高齢者等の方々が安心

して健康で過ごせるよう医療を受ける機会を確保する

とともに、適切な医療の給付、必要な保健事業等の

サービスを提供し、高齢者の福祉の向上を図ることと

しております。

　県においては、同法第133条の規定に基づき、広域

連合に対し、後期高齢者医療制度の運営が健全かつ円

滑に行われるように、必要かつ適切な援助を行うもの

とされているところであります。

　このため、県は、広域連合の運営に関して、予定し

た保険料収納率を下回って生じた保険料不足や、見込

みを上回る給付費の増等に起因する財政不足につい

て、資金の貸し付け・交付を行うための基金の設置に

ついて条例を提案しているものであります。

　基金から資金の交付や無利子の貸し付けが行われる

ことにより、広域連合の財政運営が適切に行われ、被

保険者の保険料の負担軽減が図られるものと考えると

ころであります。

　したがいまして、後期高齢者医療財政安定化基金

は、広域連合の運営を支援し、後期高齢者医療の円滑

な実施に寄与するものであり、提案された条例の内容

についても適正であると考えております。

　以上、乙第12号議案「沖縄県後期高齢者医療財政安

定化基金条例」について、原案に賛成するものであり

ます。

　次に、乙第13号議案「沖縄県立看護学校の設置及び

管理に関する条例の一部を改正する条例」について討

論を行います。

　医療技術の進歩、患者の高齢化・重症化、平均在院

日数の短縮化等により、療養生活支援の専門家として

の看護職員の役割は多様化しており、これらに適切に

対応していくためには、看護職員の養成確保や実践能

力の向上を図ることが求められているところでありま

す。

　本条例案は、沖縄県立浦添看護学校の授業料につい

て、全国の公立看護学校の授業料及び県内の民間養成

所の授業料を勘案し、看護第一学科の授業料を年額８

万4000円から11万8800円、月額にして9900円に改正す

るものであります。

　沖縄県立浦添看護学校は、看護第一学科と看護第二

学科のコースがあり、准看護師の資格を有する者が看

護師の受験資格を得るための教育を実施しております

が、今回の条例改正は看護第一学科の授業料を改正す

るもので、平成20年度に入学する学生から適用されま

す。

　看護第二学科については、看護師３年課程への課程

変更のため、平成19年度より学生募集を中止している

ことから授業料の改正はありません。

　授業料の額は、平成19年度地方財政計画における公

立高等学校授業料を参考にしており、県下の県立高校

の生徒が支払う授業料とほぼ同額に設定されており、

適切な設定であると考えます。

　また、浦添看護学校に入学してくる学生は、准看護

師の免許を有するとともに、看護師資格取得後は安定

した職場と収入が保証されていることなどから、相応

の経済力が認められるものであり、月額9900円の授業

料は負担できるものと考えるところであります。

　これに加えて、沖縄県看護師等修学資金、日本学生

支援機構や沖縄県看護協会の奨学金制度、社会福祉協

議会の修学資金など、入学する学生を対象とした無利

子等の支援制度も充実しているところであります。

　したがいまして、看護第一学科の授業料の改正につ

いては、受益者負担の観点から、適切な提案であると

して、多くの県民の理解が得られると確信するもので

あります。

　県においては、平成20年度からの県立看護大学にお

ける別科助産専攻の設置、看護師等の就労促進や民間

看護師養成所への運営費補助など、看護職員の養成確

保を図る施策が積極的に進められているところであ

り、早い時期に看護職員の需給バランスが改善される

ものと期待しているところであります。
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　以上、申し上げましたように、乙第13号議案「沖縄

県立看護学校の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例」に賛成するものであります。

　次に、乙第15号議案「沖縄県国民健康保険調整交付

金条例の一部を改正する条例」について討論を行いま

す。

　本案は、国民健康保険の国庫負担金及び被用者保険

等保険者拠出金等の算定等に関する政令の一部が改正

されることに伴い、国民健康保険にかかる普通調整交

付金を市町村に交付するに当たり勘案する事項を改め

るなどの必要があるために、条例を改正するものであ

ります。

　主な改正内容は、平成20年４月から始まる高齢者医

療制度の創設に伴い行われるもので、市町村が新たに

負担する後期高齢者医療制度に対する後期高齢者支援

金、前期高齢者納付金及び高額介護合算療養費を沖縄

県国民健康保険調整交付金の交付の算定対象とするも

のであります。また、制度の改正に伴う特例措置につ

いても、県調整交付金の算定対象とするものでありま

す。

　後期高齢者医療制度の必要性については、乙第12号

議案に関する討論で述べたとおりであり、改めて同制

度の是非について論じるものではありません。

　しかしながら、市町村が運営する国民健康保険は、

加入者の平均年齢が高く、所得が低いといった構造的

な問題を抱えており、その財政運営は市町村がやむを

得ず行っている一般会計からの多額の繰り入れによっ

て辛うじて運営されているのが実態であり、厳しい状

況にあります。

　その厳しい保険財政は、保険料と公費で賄われてお

り、財政総額の約７％は県の調整交付金で負担してい

るところであります。

　このようなことから、市町村の国保財政の健全な運

営を図るためには、県調整交付金の適正な配分・交付

が求められるところであり、高齢者医療制度の創設に

伴い市町村が新たに負担する費用について、県調整交

付金の算定の対象とする必要があります。

　したがいまして、乙第15号議案「沖縄県国民健康保

険調整交付金条例の一部を改正する条例」に賛成する

ものであります。

　次に、乙第18号議案「沖縄県学校職員定数条例の一

部を改正する条例」について賛成の立場で討論を行い

ます。

　本条例案は、児童生徒数の増減等により県立高等学

校、県立特別支援学校、県立中学校並びに市町村立小

学校及び中学校の職員定数を定めるものであります。

　公立義務教育諸学校の職員定数は、「公立義務教育

諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法

律」において、学校規模と教職員の配置の適正化を図

るため、学級編制及び教職員定数の標準についての必

要な事項が定められ、義務教育水準の維持向上が図ら

れております。

　同様に、公立の高等学校に関しても、「公立高等学

校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」

において、学級編制の適正化並びに教職員定数の確保

を図るため、学級編制及び教職員定数の標準について

の必要な事項が定められ、高等学校の教育水準の維持

向上が図られております。

　沖縄県学校職員定数については、法令等に基づき定

められたものであり、その算出方法は学級数によって

算出される定数、少人数指導工夫改善等に係る加配定

数、そのほか研修等定数や県単定数の合算によるもの

であり、適切であると考えます。

　平成20年度の学校職員定数は、高等学校において生

徒数の減少により収容定員が12学級（480人）減少し

たことによる定数50名減、特別支援学校の生徒数の増

に伴う４名の増、県立中学校２学級増に伴う３名増及

び公立小中学校において、沖縄市立比屋根小学校開校

等による31名増となり、前年度と比べて全体で定数12

名減となっております。

　以上のことから、学校職員定数は、児童生徒の実数

に見合って算出されており、適正なものと考えます。

　なお、本県では、現在、小学校１・２年生について

35人学級編制を行っており、小学校３年生以上につい

ては、学習効果を高めるため少人数指導を実施する加

配教員が配置されております。

　30人学級編制については、平成20年度小学校１年生

において条件として下限25人を設定し、加配定数の範

囲内において教室等が対応可能な学校での導入が予定

されております。

　以上の理由により、乙第18号議案「沖縄県学校職員

定数条例の一部を改正する条例」に賛成するものであ

ります。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（仲里利信君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時８分休憩

　　　午前11時８分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより乙第８号議案から乙第10号議案まで、乙第
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12号議案、乙第13号議案、乙第15号議案、乙第18号議

案から乙第20号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第８号議案から乙第10号議案ま

で、乙第19号議案及び乙第20号議案の５件を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案５件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第８号議案から乙第10号議案まで、乙第

19号議案及び乙第20号議案は、原案のとおり可決され

ました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、乙第18号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、乙第18号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、乙第13号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、乙第13号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、乙第12号議案及び乙第

15号議案の２件を一括して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、乙第12号議案及び乙第15号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第４　乙第17号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木委員長　小渡　亨君登壇〕

○土木委員長（小渡　亨君）　おはようございます。

　ただいま議題となりました乙第17号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明概要等につ

いて申し上げます。

　まず、乙第17号議案「沖縄県道路整備・都市モノ

レール建設基金条例の一部を改正する条例」は、都市

モノレール事業の長期的維持及び安定的継続を図る観

点から、沖縄都市モノレール株式会社が行う沖縄都市

モノレール事業に対する貸し付けの原資として、基金

を処分できるよう条例を改正するものであるとの説明

がありました。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第17号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第17号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第17号議案は、原案のとおり可決されま
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した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第５　乙第11号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　少子・高齢対策特別委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔少子・高齢対策特別委員長　租田勝廣君登壇〕

○少子・高齢対策特別委員長（ 田勝廣君）　おはよ

うございます。　

　ただいま議題となりました乙第11号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第11号議案「沖縄県介護支援専門員資格登

録申請等手数料条例の一部を改正する条例」は、沖縄

県介護支援専門員資格登録申請等手数料条例に定めら

れている事務の実態を踏まえ、現行の介護サービス情

報調査手数料及び介護サービス情報公表手数料の見直

しを行うものであるとの説明がありました。

　本案に関し、手数料を改定する理由は何かとの質疑

がありました。

　これに対し、介護サービス情報調査手数料及び介護

サービス情報公表手数料は、平成18年に施行された介

護保険制度に基づく介護サービス情報の公表等に関す

る手数料であり、国から提示されたガイドラインに

沿って設定したが、調査に要する日数、時間、旅費等

の実態を踏まえて今回見直すもので全国的に行われる

ものであるとの答弁がありました。

　次に、改定額は幾らか、九州各県と比較してどうか

との質疑がありました。

　これに対し、介護サービス情報調査手数料は４万

5000円から４万円に、介護サービス情報公表手数料は

１万4800円から１万2000円にそれぞれ改正する。

　九州各県の平均は、調査手数料が３万5000円、公表

手数料は１万563円である。本県と同様に離島が多い

鹿児島県では調査手数料が３万9621円、公表手数料は

１万2500円であるとの答弁がありました。

　そのほか、調査及び公表機関の指定状況、調査及び

公表機関の中立性・公平性の確保方法などについて質

疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第11号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第11号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第11号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第６　議員提出議案第６

号　沖縄県政務調査費の交付に関する条例の一部を改

正する条例を議題といたします。

　提出者から、提案理由の説明を求めます。

　伊波常洋君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第６号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔伊波常洋君登壇〕

○伊波　常洋君　議員提出議案第６号「沖縄県政務調

査費の交付に関する条例の一部を改正する条例」の提

案理由につきまして、提出者を代表いたしまして御説

明申し上げます。

　政務調査費は、議員の調査研究に資するため必要な

経費の一部として、会派及び議員に対し、地方自治法

及び条例に基づき交付されております。

　本県議会においては、県民の負託にこたえるべく各

会派及び各議員が政務調査費を活用し、調査研究活動

に邁進してきたところであります。

　この政務調査費の使途の問題につきましては、その

透明性の確保が大きな課題となっていることから、本

県議会の各派代表者会では、政務調査費の透明性の確

保を図ることを協議するため、昨年２月20日の第１回

目の各派代表者会の開催を皮切りに、数回の各派代表

者会を開催して協議してまいりました。
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　その間、各派代表者会のもとに昨年10月26日に政務

調査費検討委員会を設置し、領収書等の提出、政務調

査費の充当の考え方、政務調査費の手引（ガイドライ

ン）等について協議を重ね、合計５回にわたり委員会

を開催し、本年３月５日に各派代表者会の主催者であ

る仲里議長に対しその検討結果を御報告いたしまし

た。

　この検討結果を受け、同日の各派代表者会では、す

べての政務調査費に係る支出について領収書等の証拠

書類の提出を義務づけすること及び条例の一部改正案

を開会中の今定例会に提出して所要の改正を行うこと

をあわせて決定いたしました。

　この各派代表者会の決定を受け、政務調査費検討委

員会委員長を務めました私を含む各派代表者及び無所

属議員２名の連盟で本条例案を提出した次第でありま

す。

　改正内容を御説明申し上げますと、条例第10条に新

たに第４項を追加し、領収書等の提出義務を規定して

おります。

　追加する第４項を読み上げますと、「前３項の収支

報告書を提出するときは、政務調査費による支出に係

る領収書その他の証拠書類の写し（証拠書類を徴する

ことが困難であると認められる場合は、議長が別に定

める書類。以下「領収書等」という。）を併せて提出

しなければならない。」という規定になっておりま

す。

　第11条と第13条の改正は、第10条第４項で領収書等

の提出を義務づけすることに伴う「収支報告書」を

「収支報告書等」に改める等の所要の改正となってお

ります。

　改正条例の施行期日は、平成20年７月１日で、経過

措置として同日以後に交付する政務調査費から適用

し、同日前に交付した政務調査費については、なお従

前の例によることとしております。

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第６号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　これより議員提出議案第６号

「沖縄県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正

する条例」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第６号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第７　乙第25号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　安里　進君登壇〕

○総務企画委員長（安里　進君）　ただいま議題とな

りました乙第25号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第25号議案「包括外部監査契約の締結について」

は、平成20年度の包括外部監査契約を締結するため、

地方自治法第252条の36第１項の規定により議会の議

決を求めるものである。

　契約金額は1076万4000円を上限とし、契約の相手方

を公認会計士の金沢信昭氏とするとの説明がありまし

た。

　本案に関し、包括外部監査結果は県でどのように取

り扱われているのかとの質疑がありました。

　これに対し、包括外部監査の結果は、知事、議会、

所属長等に報告する。また、指摘事項について是正措

置を講じたときは、その旨を監査委員に通知する。
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　監査委員は、当該通知に係る事項の措置の処理状況

を沖縄県の広報に登載して県民に広く知らしめている

との答弁がありました。

　次に、包括外部監査の監査事項はどのようにして選

定し決定されるのかとの質疑がありました。

　これに対し、包括外部監査事項は、包括外部監査人

が自己の見識と判断に基づいて選定し監査を行ってい

るとの答弁がありました。

　そのほか、監査契約の期間、契約額の設定方法など

について質疑がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第25号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第25号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第25号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第８　乙第21号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働副委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働副委員長　當山眞市君登壇〕

○経済労働副委員長（當山眞市君）　ただいま議題と

なりました乙第21号議案の議決議案１件について、委

員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、観光商工部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第21号議案「土地の処分について」は、中

城湾港新港地区工業用地の処分について、地方自治法

第96条第１項の規定に基づき議会の議決を求めるもの

である。

　議案の内容は、物件の所在地はうるま市字洲崎７番

６号ほか57筆、処分面積は67万2739平方メートル、処

分予定価格は179億6213万2902円、ただし、平成23年

３月31日までの間は沖縄県特別自由貿易地域の区域内

の土地の減額譲渡に関する条例の適用があるとの説明

がありました。

　本案に関し、今回の提案の目的は何かとの質疑があ

りました。

　これに対し、土地造成工事が平成18年度に完了した

ので一括して土地の処分の議決を得るものであるとの

答弁がありました。

　次に、土地の造成目的は何かとの質疑がありまし

た。

　これに対し、土地の造成目的は、一般工業用地及び

特別自由貿易地域に企業を誘致するためであるとの答

弁がありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決に先立ち、共産党所属委員から反対する旨の意見表

明があり、採決の結果、乙第21号議案は、賛成多数を

もって可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時28分休憩

　　　午前11時29分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより乙第21号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、乙第21号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。
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　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第９　乙第24号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　前島明男君登壇〕

○文教厚生委員長（前島明男君）　ただいま議題とな

りました乙第24号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第24号議案「損害賠償額の決定について」

は、県立病院における医療事故に関し損害賠償の額を

定めるため、地方自治法第96条第１項の規定に基づき

議会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、県立那覇病院の皮膚科において患者

に施行した左頚部リンパ節生検の際、副神経を損傷し

たため後遺症が生じ左上肢が挙上困難となった。発生

日は平成６年２月18日、損害賠償額は380万円である

との説明がありました。

　本案に関し、損害賠償額はどのようにして決定した

のか、後遺症は残っていないのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、県から損害賠償額を提示し合意を得て

決定した。副神経損傷後、縫合手術を行ったところ、

神経が機能を回復してほぼ正常に近くなっており、後

遺症はほとんど残っていないと聞いているとの答弁が

ありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、採

決の結果、乙第24号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第24号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第24号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第10　乙第22号議案、乙

第23号議案、乙第26号議案から乙第29号議案まで、乙

第31号議案及び乙第32号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木委員長　小渡　亨君登壇〕

○土木委員長（小渡　亨君）　ただいま議題となりま

した乙第22号議案、乙第23号議案、乙第26号議案から

乙第29号議案まで、乙第31号議案及び乙第32号議案の

議決議案８件について、委員会における審査の経過及

び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第22号議案「訴えの提起について」は、県

営住宅に入居する長期家賃滞納者に対し、建物の明け

渡しと滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起するた

めに、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の

議決を求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、指定管理者制度の導入以後、家賃の徴

収率は改善されているのか、他都道府県の徴収率と比

較してどうかとの質疑がありました。

　これに対し、指定管理者制度が導入される以前の平

成17年度の徴収率は84.0％であるのに対し、導入後の

平成18年度の徴収率は84.9％となっており、0.9ポイ

ント改善されている。全国と比較すると、平成18年度

の全国平均の徴収率が89.7％であるのに対し、本県は

4.8ポイント低い状況であるとの答弁がありました。

　次に、訴えの提起の対象件数及び金額が前年度より

少なくなっている理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、訴えの提起に係る基準を従来は10カ月

以上の滞納としていたが、今年度から６カ月以上に引

き上げて厳しくするとともに、提訴を年２回行うこと
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としたため、その効果があらわれてきているのではな

いかと思われるとの答弁がありました。

　次に、乙第23号議案「照明灯倒壊事故に関する和解

等について」は、中城湾港新港地区の臨港道路１号線

に設置された照明灯が金属疲労が原因で倒壊し、停車

中の車両の屋根部分等を損壊させた事故について和解

をし損害賠償額を定めるため、地方自治法第96条第１

項の規定に基づき議会の議決を求めるものであるとの

説明がありました。

　本案に関し、事故発生後どのような対応を行った

か、台風時の対策はどのように行う考えか、事故発生

から今回の議案提出まで期間を要した理由は何かとの

質疑がありました。

　これに対し、今回の事故発生後、直ちに新港地区の

すべての照明灯を点検し、異常の見つかった照明灯５

基を撤去した。今後は台風時の巡視回数をふやすなど

して対応する考えである。議案提出までに期間を要し

た理由は、被害者との和解協議に時間を要したためで

あるとの答弁がありました。

　次に、乙第26号議案「中部流域下水道の維持管理に

要する負担金の改定について」、乙第27号議案「中城

湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定につい

て」及び乙第28号議案「中城湾南部流域下水道の維持

管理に要する負担金の改定について」の３件は、それ

ぞれの流域下水道の維持管理に要する費用のうち、那

覇市ほか16市町村が負担すべき負担金の額の改定を行

うため、下水道法第31条の２第２項に基づき議会の議

決を求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、それぞれの流域下水道の普及率は幾ら

か、他都道府県の下水道負担金に比較して沖縄県の負

担金が低い理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、下水道処理人口の普及率は、中部流域

が83.1％、中城湾流域が65.8％、中城湾南部流域が

19.4％となっている。

　他都道府県の下水道負担金に比較して沖縄県の負担

金が低い理由は、沖縄県は戦後、米国民政府によって

始められた下水道施設をそのまま引き継いだことや高

率補助制度によることが主な理由であると考えられる

との答弁がありました。

　そのほか、一般会計からの繰入金の状況、各市町村

の使用料の改定状況などについて質疑がありました。

　次に、乙第29号議案「公共下水道の幹線管渠等の設

置に係る事業の執行に伴う負担金の徴収について」

は、県が過疎地域の市町村にかわって公共下水道の幹

線管渠等を設置することに要する経費について、その

一部を大宜味村に負担させるために過疎地域自立促進

特別措置法第15条第８項の規定に基づき議会の議決を

求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、本事業はどのような仕組みか、これま

で県内で本事業を実施した市町村はあるのかとの質疑

がありました。

　これに対し、本事業は、過疎地域において公共下水

道を設置する必要があるにもかかわらず、市町村が財

政力や技術力が十分でないため設置することが困難な

場合に当該市町村にかわって県が公共下水道の根幹施

設を建設するものであり、その経費の一部を市町村に

負担させることができる国庫補助事業である。県内で

は、これまで竹富町と座間味村において実施されてい

るとの答弁がありました。

　次に、乙第31号議案「指定管理者の指定について」

は、金武湾港宇堅海浜公園の指定管理者として、平成

20年４月１日から平成23年３月31日まで、特定非営利

活動法人金武湾を蘇生させる会を指定するため、地方

自治法第244条の２第６項の規定に基づき議会の議決

を求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、宇堅海浜公園のこれまでの利用状況や

収支実績はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、過去３年間の宇堅海浜公園の入客数は

約19万4000人、収入はうるま市の一般会計からの繰入

金7420万3000円を含み１億357万3000円で、支出は同

額であるとの答弁がありました。

　次に、乙第32号議案「指定管理者の指定について」

は、中城湾港安座真海浜公園の指定管理者として、平

成20年４月１日から平成23年３月31日まで、南城市を

指定するため地方自治法第244条の２第６項の規定に

基づき議会の議決を求めるものであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、南城市のほかに指定管理者への応募者

はあったか、指定管理者に南城市が選定された理由は

何かとの質疑がありました。

　これに対し、本指定管理者には南城市以外に民間団

体一件の応募があった。南城市が選定された理由は、

事業計画に沿った安定的な管理を行い得る物的・人的

能力を有しているかなどの５項目の選定基準について

運営委員会で審査した結果、選定されたものであると

の答弁がありました。

　そのほか、公園内の有料施設の状況、補助事業施設

内で収益事業を行うことの可否などの質疑がありまし

た。

　以上が委員会における審査の概要でありますが、採

決の結果、乙第22号議案、乙第23号議案、乙第26号議

案から乙第29号議案まで、乙第31号議案及び乙第32号
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議案の議決議案８件は、全会一致をもって可決すべき

ものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時43分休憩

　　　午前11時43分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより乙第22号議案、乙第23号議案、乙第26号議

案から乙第29号議案まで、乙第31号議案及び乙第32号

議案の採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第22号議案、乙第23号議案、乙

第29号議案、乙第31号議案及び乙第32号議案の５件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案５件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第22号議案、乙第23号議案、乙第29号議

案、乙第31号議案及び乙第32号議案は、委員長の報告

のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、乙第26号議案から乙第

28号議案までの３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、乙第26号議案から乙第28号議案までは、委

員長の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第11　甲第１号議案から

甲第23号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　予算特別委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員長　外間盛善君登壇〕

○予算特別委員長（外間盛善君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案から甲第23号議案までの予算23

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告申し上げます。

　委員会におきましては、知事公室長を初め関係部局

長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、平成20年度の予算編成に当たって、知事の公

約や沖縄振興計画に基づく施策をどのように反映させ

たのかとの質疑がありました。

　これに対し、平成20年度は極めて厳しい財政状況だ

が、知事公約にかかわる施策として、自立経済の構

築、県民福祉の向上及び県民の安心・安全の確保を図

る事業に重点的に予算措置を行った。

　主な事業は、経済力沖縄分野では沖縄ＩＴ津梁パー

ク整備事業、雇用確保施策では沖縄地域雇用創出事業

及び就職困難者総合支援事業、観光旅行沖縄の分野で

は国際観光地プロモーションモデル事業などであり、

その他那覇空港整備促進事業、伊良部架橋整備事業、

情報通信基盤整備支援事業、新石垣空港整備事業、地

上デジタル放送推進事業などであるとの答弁がありま

した。

　次に、不発弾の爆破処理等の民間委託はどうなって

いるか、沖縄本島と宮古島以外の地域における保管庫

の設置状況と予定はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、不発弾の処理は基本的に国の責任でな

されるべきものであり、国が技術、資格、組織及び施

設等を有する民間の専門業者を入札によって選定し、

不発弾の処理を委託している。

　また、宮古島以外の石垣島、久米島及び伊江島等の

離島では、現在発見されている不発弾が少量で、かつ

今後もふえる見込みがないことから保管庫を設置して

いないが、今後、必要性等も含めて検討したいとの答

弁がありました。

　次に、三位一体の改革による県財政への影響はどう

かとの質疑がありました。

　これに対し、平成19年度における三位一体の改革の

影響で、国庫補助負担金改革による廃止影響額は約

363億円である。所得税から個人県民税への税源移譲

が約118億円であることから、不足額の約245億円は地

方交付税で補てんされるべきであるが、構成総額その

ものが減額されているため補てんはかなり厳しい状況

であるとの答弁がありました。
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　次に、沖縄21世紀ビジョン策定までのスケジュール

はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、平成19年度はビジョン懇話会を立ち上

げ、資料収集を行うとともに、基本的な考え方の整理

を行った。平成20年度は、県民意識調査を実施して意

見の把握を行い、７月をめどに同懇話会で議論をまと

める。

　また、８月ごろに県内各層から構成する沖縄県振興

審議会を設置し、平成21年７月に本県独自の長期構想

として沖縄21世紀ビジョンを策定する予定であるとの

答弁がありました。

　次に、食品衛生に関する監視はどのような取り組み

を行っているのかとの質疑がありました。

　これに対し、食品の安全性を確保するため、食品衛

生法に基づき、レストラン等の営業許可や監視指導、

食品等の臨検検査及び収去等を行うほか、食品衛生月

間における食品衛生思想の普及、食品の安全性に関す

る情報提供を行うとともに、食品衛生監視員の専門的

技術の向上などに取り組んでいるとの答弁がありまし

た。

　次に、沖縄県医療費適正化計画案の内容は何か、療

養病床の削減は医療の切り捨てではないかとの質疑が

ありました。

　これに対し、本県は入院医療費が高く、入院外の医

療費は低いため、地域医療連携や療養病床の再編など

による医療資源の有効的な活用を図る。

　また、メタボリック・シンドローム保有者割合が非

常に高いと指摘されているため、特定健康診査、特定

保健指導を実施して生活習慣病の予防対策等を推進す

る。

　療養病床の見直しは、今後の医療費の伸びを踏ま

え、高い保健医療水準を将来にわたり持続可能とする

ためであり、医療サービスを低下させるものではない

と考えているとの答弁がありました。

　次に、ＷＴＯ等農業交渉はどのような状況か、県は

国にどのような要請を行う考えかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、平成19年７月にファルコナー農業交渉

議長案が提案されたが、重要品目数は有税品目または

全品目の４から６％となっており、日本が求めている

10から15％とは大きな隔たりがある。

　今後、ＷＴＯ交渉の状況によっては、本県の基幹作

物であるさとうきび、肉用牛等に与える影響が大きい

ので、これらの品目を重要品目として位置づけるよう

引き続き国に要請していきたいとの答弁がありまし

た。

　次に、特別自由貿易地域内の土地分譲の状況はどう

か、企業誘致のネックは何かとの質疑がありました。

　これに対し、現在、賃貸工場を含めて24社が立地さ

れており、土地の分譲率は19.3％である。

　分譲が進まない理由として、他都道府県と比較して

土地が高く、遠隔地にあるため物流コストが割高であ

ること、税制優遇措置の周知が十分でないこと、物づ

くり産業の集積度が低いことなどが挙げられていると

の答弁がありました。

　次に、道路特定財源の暫定税率が廃止されると、本

県の道路整備の財源や計画にどう影響するかとの質疑

がありました。

　これに対し、廃止に伴う試算では、財源は廃止前が

468億円であったが、廃止後は半分の約234億円になる

見込みである。

　道路整備計画は、廃止後は事業効果等の優先順位を

つけて整備しなければならなくなるため、単純に考え

た場合、工期はこれまでの２倍の期間を要することに

なるとの答弁がありました。

　次に、水道施設の整備状況はどうなっているか、安

全な水を供給するための危機管理体制はどうなってい

るかとの質疑がありました。

　これに対し、西系列水源開発事業が平成21年度に終

了し、大保ダムは平成22年度に稼働する予定である。

また、新石川浄水場は平成23年度から一部供用開始を

予定しており、ここ数年以内には水道施設整備事業も

一段落することになる。

　危機管理対策については、まず第１に、未然防止体

制が重要であるとの考えから、常時、水質検査及び監

視に万全の体制をとっている。万一危機が生じた場合

は、迅速な初動体制をとるとともに、情報の共有化や

開示を行うこととしている。さらに、職員の危機管理

意識の徹底を図るとともに、毎年防災訓練を行ってい

るところであるとの答弁がありました。

　次に、平成19年度の県立病院事業会計の損失額と累

積損失額は幾らを見込んでいるか、平成20年度に20億

円の借り入れを行う理由は何か、救急医療を含め県立

病院の役割についてどう考えているかとの質疑があり

ました。

　これに対し、平成19年度の損失額は24億6300万円、

累積損失額は229億1200万円をそれぞれ見込んでい

る。

　20億円の借入金は資金繰りの悪化を補てんするため

であり、地方公営企業法に基づく繰入金とは別に一般

会計から借り入れるものである。

　効率的な医療供給体制を構築するためには、まず県
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立病院と民間医療機関の役割分担が重要であり、さら

に救急医療は市町村が初期救急医療を、県立病院が第

２次及び第３次の救急医療を中心に担うべきであると

考えており、今後は各医療圏の医療供給体制の現状を

踏まえて、各県立病院が果たすべき役割を明確にして

いきたいとの答弁がありました。

　次に、昨年の全国学力・学習状況調査結果を踏ま

え、どのような学力向上対策を講じているか、また、

検証改善委員会の取り組み状況はどうかとの質疑があ

りました。

　これに対し、昨年の全国学力・学習状況調査では、

小学校と中学校のすべての教科において全国平均を下

回り、全国最下位となったことから、昨年11月に検証

改善委員会を設置した。

　同委員会における結果分析及び検討結果に基づき、

ことし２月に学校改善支援プランを作成し、県下の全

公立学校へ配付するとともに、沖縄県学力向上フォー

ラムの開催などにより学校、家庭及び地域が一体と

なって児童生徒の学力向上のための機運上昇に努めて

きた。

　今後は、家庭学習の手引き書や授業実践事例集を作

成し、配布する予定であるとの答弁がありました。

　次に、特殊事件装備資財機材整備事業の内容は何

か、必要性はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、特殊事件とは、人質立てこもり事件や

誘拐事件のことである。

　県内での人質事件発生率は、復帰後の人口比で全国

１位となっていることから、このような事件に迅速に

対応し、県民が安心して安全な生活が送れるようにす

るため、防弾防じん服、ヘルメット等を整備する事業

であるとの答弁がありました。

　そのほか、米軍人等による事件・事故の再発防止

策、防災体制のあり方、自主財源の落ち込み理由、県

税滞納額の状況、道州制と尖閣問題の取り組み状況、

那覇空港第二滑走路の供用開始時期、一般廃棄物の減

量化と再資源化対策の状況、海岸漂着ごみの現状と対

策、平均寿命の現状と今後の取り組み、後期高齢者医

療制度のあり方、食料自給率アップ対策、有機農業の

支援対策、第３次沖縄県観光振興計画の内容、沖縄Ｉ

Ｔ津梁パーク整備事業の内容と雇用効果、建築基準法

の改正による影響の内容、県内の地すべり危険箇所の

状況、燃料高騰による水道料金への影響状況、海水淡

水化施設の稼働状況、離島診療所の医療機器整備状

況、県立病院の移転問題、全国高等学校総合体育大会

の準備状況、30人学級実施への取り組み、ちゅらさん

運動の取り組み状況、交番の役割などについて質疑が

ありました。

　以上が委員会における質疑の概要でありますが、甲

第１号議案については、採決に先立ち、共産党所属委

員から反対する旨の意見表明があり、採決に際して護

憲ネットワーク、社大・結連合及び維新の会所属委員

は退席しました。

　採決の結果、甲第１号議案は、賛成多数をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　甲第12号議案、甲第14号議案、甲第16号議案及び甲

第17号議案の４件については、採決に先立ち、共産党

所属委員から反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、甲第12号議案、甲第14号議案、甲第16

号議案及び甲第17号議案の４件は、賛成多数をもって

原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　甲第20号議案については、採決に先立ち、共産党所

属委員から反対する旨の意見表明があり、採決に際し

て護憲ネットワーク所属委員は退席しました。

　採決の結果、甲第20号議案は、賛成多数をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　甲第21号議案については、採決に先立ち、共産党所

属委員から反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、甲第21号議案は、賛成多数をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第13号議

案、甲第15号議案、甲第18号議案、甲第19号議案、甲

第22号議案及び甲第23号議案の16件は、採決の結果、

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　これをもって質疑を終結いた

します。

　休憩いたします。

　　　午後０時３分休憩

　　　午後０時８分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　この際、申し上げます。

　討論の通告がありますが、時間の都合もありますの

で、討論については午後の会議に回したいと思いま

す。

　休憩いたします。
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　　　午後０時８分休憩

　　　午後１時28分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　午前に引き続き会議を開きます。

　これより討論に入ります。

　甲第１号議案、甲第12号議案、甲第14号議案、甲第

16号議案、甲第17号議案、甲第20号議案及び甲第21号

議案に対する討論の通告がありますので、順次発言を

許します。

　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　こんにちは。

　私は、日本共産党県議団を代表して、議題になって

います甲第１号議案「平成20年度沖縄県一般会計予

算」及び甲第12号議案「平成20年度沖縄県中城湾港

（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」、甲

第14号議案「平成20年度沖縄県自由貿易地域特別会計

予算」、甲第16号議案「平成20年度沖縄県中城湾港

（新港地区）整備事業特別会計予算」、甲第17号議案

「平成20年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計

予算」、甲第20号議案「平成20年度沖縄県中城湾港

（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」、甲

第21号議案「平成20年度沖縄県病院事業会計予算」の

各議案に対する反対討論を行います。

　まず初めに、甲第１号議案「平成20年度沖縄県一般

会計予算」についてであります。

　そもそも地方自治体の第一の任務は住民の命と暮ら

しを守り、福祉を向上させることにあります。ところ

が提案されている予算案は、県民に新たな貧困と格差

を拡大し、一層の痛みと犠牲を押しつけるものになっ

ています。

　小泉構造改革は、政治の軸足を大企業に置き、国民

には痛みと犠牲を押しつけるものでありました。

　大企業には大幅減税を初めさまざまな支援策を次々

に行ってきました。その結果、大企業のもうけは史上

空前のものになっています。

　一方、国民には増税、社会保障の切り捨てなど痛み

を押しつけ、それに我慢を強いてきました。その結

果、現在ではその痛みに耐えられなくなり、自殺に追

いやられる国民が毎年３万人を超えるようになってい

ます。沖縄県内でも昨年度はついに400名を突破して

います。

　小泉構造改革によって貧困と格差は大きく広がり、

犯罪は頻発し、国民生活の破壊と荒廃は深刻な事態に

なっています。まさに、大企業栄えて民滅ぶの事態が

進行しています。

　今、政治に求められているのは、この現実を直視し

て真剣に受けとめ、その解決のために力を尽くすこと

だと考えます。

　ところが、自民・公明政権は、国民に塗炭の苦しみ

を押しつけている構造改革路線をさらに強引に進めて

います。

　政府との太いパイプを標榜する仲井眞県政は、県民

生活優先ではなく、政府方針を県政に持ち込み、三位

一体の改革、行財政改革路線を一層強化してきていま

す。

　自民・公明政権の国民いじめ、犠牲を強いる政治を

県政に持ち込み、県民生活の各分野でさまざまなひず

みをつくり出しています。

　県民の命と暮らしを守る義務がある自治体が、今

や、その役割を放棄したのではないかと疑わざるを得

ない事態が進行しています。

　平成20年度沖縄県一般会計予算は、その具体的なあ

らわれの内容になっています。

　まず、収入を見ると、一般会計予算は対前年度比59

億円の減となり、マイナス編成で収支不足額が387億

円にも上っています。県の財政危機はますます深刻に

なっています。

　その主な原因は、1990年代に政府主導で進めた経済

対策による公共事業の地方債返還が重くのしかかって

いること、さらに、小泉自公政権が進めた三位一体の

改革の押しつけにあります。

　三位一体の改革は、大企業本位の財政運営と国の財

政再建を優先させて自治体財政を削減し、地方財政を

6.8兆円、補助金改革4.7兆円、税源移譲３兆円、地方

税改革5.1兆円も縮小させ、地方自治の危機が促進さ

れました。

　県税収入も大企業優遇の減価償却税で３億5000万円

の税収の落ち込みになるなど、法人事業税が28億円の

減になり、財政の確立にはほど遠いものになっていま

す。その結果、住民負担の強化とサービスの削減、自

治体職員の削減と非正規化、民間委託が進められてい

ます。

　現在、自治体職員の中で非正規職員が増大し、最低

賃金での労働を余儀なくされ、しかもいつ首にされる

かわからない不安定雇用を余儀なくされています。ま

た、同一労働・同一賃金が労基法の原則になっている

のに、それさえも踏みにじられています。

　今回、このような県経済に大きな影響を与える県職

員の人件費の削減が特例措置として行われ、それが45

億円を上回っていることは重大です。そのために県経

済がますます冷え込む結果になることは明らかです。
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その中でも特殊勤務手当の削減で医療業務従事者の特

殊勤務手当である医師手当の削減に踏み切ったのは、

医者確保で困難に陥っている病院事業の状況では全く

認められないものです。

　支出の削減では、大きな問題の一つに生活保護の切

り捨て問題があります。

　そもそも生活保護は、憲法25条の生存権、国の社会

的使命に基づいて支給されてきました。それは貧困の

理由は問わず、だれでも平等に最低限度の生活を保障

することが明確にされています。

　社会の解決不可能な問題や社会保障の網の目からこ

ぼれる人たちを全部引き受ける仕組みとして出発した

ものです。

　ところが自公政府は、生活保護基準を見直し切り下

げてきました。老齢加算、母子加算の廃止・縮小を行

い、物価指数が下がったことを理由に生活保護費への

引き下げを行いました。さらに、適正化政策のもとに

包括同意書を義務づけ、資産、所持品の保有状況の報

告など、不当な条件を押しつけてきています。その結

果、保護が受給できずに相談に駆け込んでくる人もふ

えています。

　後期高齢者医療制度が４月から始まります。

　この制度は、高齢者の75歳以上を対象とした新しい

医療保険制度で、高齢者に差別を持ち込むものです。

　保険料は、世帯から個人に賦課される仕組みにな

り、収入のない高齢者からも保険料を徴収することに

なっています。

　これまでの家族の概念がなくなり、扶養者、被扶養

者がなくなり、夫婦でもそれぞれに保険料を支払いし

なければならなくなりました。保険料は年金から差し

引かれ、介護保険料と合わせて平均で月１万円以上が

天引きされます。保険料を滞納したら保険証を取り上

げ、資格証明書が発行され、金がなければ医療にかか

れなくなります。まさにうば捨て山になります。何と

してもこの後期高齢者医療制度は廃止させなければな

りません。

　県財政収入の落ち込みで福祉は切り捨てられ、さま

ざまな県民犠牲が押しつけられる中で、相変わらず無

駄な公共工事が組まれています。

　国頭村の林道建設はその最たるものです。国頭村の

林道整備は密度で見ると、全国平均は3.9％であるの

に対して北部地域は5.2％になっています。ところが

国頭地域は9.6％もあるのにさらに林道を整備する予

算が組まれています。今や林道が過剰になっていま

す。

　また、林道の舗装率も全国平均が39％であるのに対

し、沖縄は88％にも上っています。自然保護上も大き

な問題で、貴重な生き物たちが生態系を破壊されて輪

禍に遭うという事態が起こっています。

　林道がつくられると、山が荒れ果てて自然災害を引

き起こし、林道やのり面などが崩壊・崩落して今度は

林業・治山災害復旧の公共工事が莫大な予算をつぎ込

んで行われています。

　林道建設は、「全国森林計画」で森林整備及び保全

の目標が明確に示されています。その中には特に沖縄

についての規制がうたわれています。

　「全国森林計画」で、「沖縄の広域流域について

は、台風の常襲地帯であるとともに、河川の流路延長

が短いこと、また、固有の動植物が生息していること

から、水源かん養機能の維持増進及び貴重な種の保存

に配慮し、天然力を活用した適切な施業を推進するこ

ととする。　また、地質のぜい弱な国頭層、島尻層の

分布や台風の常襲地帯など流域の特性に応じた治山施

設の整備を推進すること」と厳しく開発が規制されて

います。

　そして種の保存に関する法律では、この法律は、野

生動植物が生態系の重要な構成要素であるだけでな

く、自然環境の重要な一部として人類の豊かな生活に

欠かすことのできないものにかんがみ、絶滅のおそれ

のある野生動植物の種の保存を図ることにより良好な

自然環境を保全し、もって現在及び将来の国民の健康

で豊かな生活に資することがうたわれています。

　ところが、現在はその全国森林計画や種の保存に関

する法律を無視し、重要な貴重種の生き物たちの生息

地域が無差別な破壊を受けています。絶対に許されま

せん。

　「やんばる訴訟弁護団」の市川弁護士はマスコミの

論壇で、この林道建設問題で次のような指摘をしてい

ます。

　「谷に流れる清流やノグチゲラの営巣木を見なが

ら、沖縄の自然の豊かさに圧倒された。」、「しか

し、その自然が、目を転ずると大規模皆伐、林道工事

によってズタズタに裂かれていた。」、「今、やんば

るでは、沖縄県の手によって、日々、世界に沖縄にし

かいない生物が死んでいき、森林が失われ、海が汚さ

れているのだ。　自然を壊すことは人々の暮らしも破

壊する。森林は水を保水する。たびたび渇水に襲われ

る沖縄では水を蓄える森は人々の命を支えている。ま

たやんばるは国頭マージと呼ばれる地層が表面を覆っ

ている。これは、礫や粘板岩の強酸性の地層だ。とこ

ろが、森を伐採し、林道を作ることによって、地層が

崩れ大量の酸性土砂が海に流れ込む。これでは海も死
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んでしまう。」と警告しています。このような無謀な

林道建設は直ちに中止すべきです。

　次は、教育問題についてです。

　沖縄の教育行政は、本当にこのままでいいのかと懸

念しなければならない事態が相次いでいます。

　青少年の刑法犯は全国一、飲酒、徘回、不良行為な

ど心を痛める状況がますます深刻になっています。こ

れは改めて教育のあり方を真剣に議論すべきことを示

しています。

　43年ぶりに実施された全国学力テストの結果に、県

民の間に激震が走っています。県教育界のろうばいぶ

りも哀れなほどでした。

　また、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の学んだ知識

の実生活への応用力を評価する学習到達度調査では、

日本は世界トップから転落した前回からさらに順位が

下落し、マスコミは、衝撃再び、巻き返しできる保障

はないと、文科省の弱音を報じています。このことは

我が国の教育がいかに大きなひずみを抱えているかを

示す結果になっています。

　全国一斉学力テストの成績が全国最下位という結果

について、その原因についてさまざまなことが言われ

ています。親の責任、経済格差、子供の責任、地域が

悪い等々であります。

　私は、その原因は、複合的な要素もあるが、最も責

任が大きいのは教育行政だと考えます。

　根本は、文科省の教育の統制、競争をあおる差別・

選別の教育にあると思いますが、それを受け入れ、沖

縄の先輩たちが打ち立ててきた民主教育を破壊してき

た歴代の教育行政の責任も重大であると考えます。

　私は、これは学力向上推進運動と達成度テストを強

引に進め、学校間・生徒間に過度の競争を持ち込み、

本来の教育を大きくゆがめ、差別と選別で生徒を序列

化した教育の結果だと考えます。

　また、沖縄県民の教育は県民の手でという教育の地

方分権を踏みにじり、教育の国家統制を強める文科省

の下請機関化し、学校の管理統制を強化し、職員会議

を形骸化させ、日の丸・君が代の強制、教職員の自主

研修を押さえつけ、初任研や官制研修の強化、主任

制、昇任試験などで教職員組織の分断を図り、雑務で

教職員を多忙化させ生徒と接する時間を奪ってきた結

果が教育現場を荒廃させてきました。

　学力向上推進運動と達成度テストを始めたときか

ら、今日までの青少年犯罪は激増しています。

　学力向上推進運動と達成度テストの実施などテスト

至上主義の教育は大転換して、学び合い、教え合う相

互援助の方向に、従来の沖縄の活気に満ちた自由で民

主的な教育現場に戻すべきであります。

　ところが、沖縄の教育の問題を自己分析することな

く、従来どおりの達成度中心の教育行政を推し進める

予算になっています。

　私は、学力向上運動で差別・選別の教育が強化さ

れ、学校が荒廃し、深刻な事態になるということを

1990年の当初から警告してきました。まさに心配して

いた事態になっています。

　今、教育現場に求められているのは、30人学級の実

現、教職員の確保です。ところが、予算案はそれを確

保するものにはなっていません。

　そのほかにも予算には黙過できない内容が数多くあ

ります。カジノ導入に向けての取り組み、米軍再編に

絡む新基地建設推進のための予算などがありますが、

指摘だけにして討論は省略します。

　次に、甲第12号議案平成20年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業などを含めて５件の中城

湾港の議案について、一括して反対討論を行います。

　県は、中城湾港（新港地区）を本県における物資の

円滑な流通を確保するための流通拠点として、さらに

産業の振興、雇用機会の創出、産業構造の改善並びに

県土の均衡ある発展に資するため、工業用地の確保を

図るなど流通機能と生産機能をあわせ持った流通加工

港湾整備を図ることを目的として開発事業を推進して

います。

　ところがその計画は破綻をしています。企業誘致は

進まず、造成した土地は売却できずに従前の半額で売

り出すなどとんでもない事態が出ています。それにも

かかわらず中城湾港臨海部土地造成を続けることは、

県税を無駄遣いするものであり認められません。

　特別自由貿易地域は、賃貸工場の建設は進めても入

居企業は集まらず、おまけに滞納家賃が膨大になるな

ど、将来にわたって成功するという見通しは立たない

状況が続いています。

　マリン・タウンでは、事業計画は完全に破綻したた

めに不動産業者に無償で貸し付けるなど、県民の税金

を浪費する事態になっています。

　甲第20号議案「平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地

区）臨海部土地造成事業特別会計予算」は、事業計画

そのものが見直しを余儀なくされています。

　貴重な泡瀬干潟、生き物たちの命が躍動している豊

かな自然が破壊され、死滅の危機に瀕しています。県

はいま一度立ちどまって、干潟を残そうと叫んでいる

多くの市民、県民の声に耳を傾けるべきです。一度埋

めた自然は回復できないし、貴重な生き物たちも生き

埋めされたら生き返ることはできません。子々孫々に
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悔いを残すことになります。もっと今、行政としてや

るべき課題が山積しているはずです。

　また、アセス書に記載されていない新種・貴重種が

多数発見・確認されています。海洋生物も121種の絶

滅危惧種が確認されています。

　現在のところ、事業計画もないままに埋め立てだけ

が進められています。埋立免許の許可条件が変更に

なったのであれば、事業計画を策定する間は埋め立て

を行う根拠はなくなっています。それでも泡瀬干潟に

生息する貴重な生き物たちの保全も図らないままに工

事は進められています。

　泡瀬干潟の埋め立ては、全国的に問題になっている

無駄な公共工事そのものであります。即刻やめ、泡瀬

干潟の埋め立ても中止すべきであります。

　最後に、「平成20年度沖縄県病院事業会計」に対す

る反対討論を行います。

　自治体病院は、現在、各地の地域医療の中核を担

い、救命救急センターなどの医療拠点でも大きな役割

を果たしています。地域の実情に応じ、人口が少ない

不採算地域での高度医療、救急医療、小児医療、産科

医療など、民間病院では経営が成り立たない医療過疎

地域で住民の命と健康を守る役割を果たしています。

　憲法や医療法に基づいた国民の医療を受ける権利に

対して、行政がその責任を果たすために地域で不足す

る医療提供を行っています。

　医療法には、国及び地方公共団体は、国民に対し良

質かつ適切な医療を効率的に提供する体制が確保され

るように努めなければならない。県は、基本方針に即

して、かつ地域の実情に応じて、県における医療体制

を図るための計画を定めることが記されています。

　県は、財政的に赤字でも地域医療を提供するための

必要な経費として採算性を基準にせず必要な負担はす

べきです。現在の病院の赤字は社会保障制度の改悪に

あります。診療報酬の引き下げ、患者負担増による受

診抑制などが影響して医業収入が減っています。

　この予算の内容は説明の中でもありましたが、外来

患者はふえているのに入院患者が大幅に減少している

ことに象徴的にあらわれています。

　なぜ入院患者が減っているのかという原因ですが、

まず一つには、国民健康保険料の負担がふえ、支払い

できない県民がふえて受診抑制につながっているこ

と、さらに、医者や看護師の確保ができずに患者に対

応できない事態になっていることです。これでは県民

の命も健康もまともに守れるはずはありません。まさ

に金の切れ目は命の切れ目という事態が進行していま

す。

　以上、問題点を簡単に指摘し、替成できないことを

表明して反対討論を終わります。

○議長（仲里利信君）　内間清六君。

　　　〔内間清六君登壇〕

○内間　清六君　ただいま議題となっております甲第

１号議案「平成20年度沖縄県一般会計予算」、甲第12

号議案「平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海

部土地造成事業特別会計予算」、甲第14号議案「平成

20年度沖縄県自由貿易地域特別会計予算」、甲第16号

議案「平成20年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事

業特別会計予算」、甲第17号議案「平成20年度沖縄県

中城湾港マリン・タウン特別会計予算」、甲第20号議

案「平成20年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土

地造成事業特別会計予算」及び甲第21号議案「平成20

年度沖縄県病院事業会計予算」について、原案に賛成

する立場から討論を行います。

　まず、甲第１号議案「平成20年度沖縄県一般会計予

算」についてであります。

　平成20年度は、沖縄振興計画に基づく第３次分野別

計画がスタートする年であり、これまでの成果を踏ま

え、残された課題への対応とさらなる発展に向けた県

づくりを進める上で重要な年であります。

　仲井眞知事におかれましては、沖縄振興計画の基本

姿勢のもと、自立型経済の構築や県民福祉の向上を図

るための各種施策を積極的に推進する必要があると考

えます。また、このことが知事公約の実現にもつなが

るものと考えます。

　このような観点から、平成20年度一般会計予算案を

見てみますと、産業の振興、雇用の創出、福祉・医療

の充実、離島振興など、知事の公約実現、県政の重要

施策の推進に向け意欲にあふれた予算であると高く評

価するものであります。

　具体的に申し上げますと、まず、産業の振興に関し

てでありますが、情報通信産業の集積・振興を図る沖

縄ＩＴ津梁パーク整備事業、海外重点地域のニーズに

応じた旅行商品の開発を支援する国際観光地プロモー

ションモデル事業、国際会議の誘致等を内容とするＭ

ＩＣＥ誘致・開催推進事業、園芸作物の拠点産地育成

のための園芸ブランドステップアップ事業、建設業者

の経営改善や新分野進出等の取り組みを総合的に支援

する建設産業活性化支援事業など、新規事業を中心に

積極的な予算措置がなされております。

　雇用の創出に係る施策では、沖縄型職業教育プログ

ラムなどを実施する沖縄地域雇用創出事業、建設業界

内の職種転換のための研修等を実施する雇用最適化支

援事業などの新規事業に係る予算が措置されておりま
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す。

　このような予算案の内容から、県政の最重要課題で

ある産業の振興と雇用の創出、特に観光客1000万人の

実現や、失業率の全国並み実現に向けた強い取り組み

姿勢がうかがわれるところであります。

　次に、医療・福祉の充実に関してでありますが、離

島・僻地の医療提供体制の充実を図る救急医療用ヘリ

コプター活用事業や沖縄赤十字病院の移転新築への助

成など、新規事業に積極的に予算を措置するほか、認

可外保育施設に対する給食費支援として、従来の牛乳

代に加え新たに米代を助成する新すこやか保育事業

や、母子家庭及び障害者への医療費助成、放課後児童

クラブヘの運営費補助、医師確保対策事業などに必要

な予算が措置されております。

　さらに、離島振興の分野では、地上デジタル放送推

進事業や離島地域広域連携推進モデル事業などのほ

か、基盤整備として新石垣空港整備事業や伊良部架橋

整備事業などの主要継続プロジェクトについて必要な

予算が措置されております。

　このほかにも、文化振興、教育、国際交流、人材育

成など、さまざまな分野において必要な予算がきめ細

かく措置されております。

　このように、平成20年度「一般会計当初予算案」を

見渡してみますと、限られた財源を緊急かつ重要な施

策・事業に重点的に配分し、県民福祉の向上を最優先

課題とした知事公約の実現のため、必要な施策・事業

を意欲的に実施していこうとする姿勢があらわれてお

り、沖縄振興計画の第３次分野別計画がスタートする

年度にふさわしい予算となっております。

　仲井眞知事を初め執行部の皆さんに敬意を表すると

ともに、成立した予算の効率的な執行を希望するもの

であります。

　次に、甲第12号議案「平成20年度沖縄県中城湾港

（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」につ

いてであります。

　中城湾港の開発は、地元からの要請に基づき中部地

区開発の起爆剤として、国・県により事業が進められ

ております。

　中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業は、本県

における物資の円滑な流通拠点として、さらに、産業

の振興、雇用機会の創出及び県土の均衡ある発展に資

するため工業用地の確保を図るなど、流通機能と生産

機能をあわせ持った流通加工港湾として整備が進めら

れてきたところであります。

　また、平成11年３月に特別自由貿易地域に指定さ

れ、加工・交易型産業の立地促進に向け国内外で企業

誘致活動が展開されているところであります。その結

果、これまで当該地区に100社を超える企業が立地

し、約250O人の雇用の場が創出されるなど、地域経済

に与えた波及効果は大きなものがあります。

　このようなことから、本事業は中部圏域の発展、ひ

いては本県における民間主導の自立型経済構築のた

め、引き続き推進する必要があると考えます。

　次に、甲第14号議案「平成20年度沖縄県自由貿易地

域特別会計予算」についてであります。

　本特別会計は、本県における企業立地の促進と加

工・交易型産業の振興に資するため、昭和62年に沖縄

振興特別措置法に基づく指定を受けて整備された自由

貿易地域那覇地区の管理運営を行うものであります。

　これまで当地域の活性化を図るため、制度拡充や施

設の増改築が行われ、企業の誘致が進められてきたと

ころであります。平成20年１月現在で入居企業数は16

社、入居率は100％に達し、雇用者数も765名となって

おり、地域経済に与える波及効果は大きなものがあり

ます。

　また、平成19年度からは指定管理者制度が導入さ

れ、施設維持管理や操業支援のノウハウを持つ民間事

業者により、施設の効率的な管理運営と入居企業への

支援強化が図られ、さらなる域内の活性化が進められ

ているところであります。

　以上のことから、本事業は、企業の立地に伴う雇用

の場の創出、地域経済の活性化、ひいては本県におけ

る民間主導の自立型経済構築のため必要な事業であり

ます。

　次に、甲第16号議案「平成20年度沖縄県中城湾港

（新港地区）整備事業特別会計予算」についてであり

ます。

　中城湾港新港地区は、本県における物資の円滑な流

通を確保するための流通拠点として整備されるととも

に、産業の振興、雇用機会の創出、産業構造の改善並

びに県土の均衡ある発展に資するための工業用地の整

備等、流通機能、生産機能をあわせ持った流通加工港

として整備が進められております。

　平成18年の港湾取扱貨物量は、計画の70％に当たる

約75万トンが取り扱われております。

　今後とも、立地企業や背後圏企業の活動及び企業誘

致を促進するため、基盤となる港湾の整備を着実に進

める必要があります。

　次に、甲第17号議案「平成20年度沖縄県中城湾港マ

リン・タウン特別会計予算」についてであります。

　本特別会計では、西原与那原地区の活性化と中南部

地域の振興を図るため、142ヘクタールの埋立造成が
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行われ、都市基盤施設の整備や定住基盤の拡張等が進

められるとともに、公共マリーナが整備されることに

より海辺のアメニティー豊かなまちづくりが進められ

ております。

　平成20年１月末時点の土地の処分状況は、処分面積

72.2ヘクタールで77.1％の処分率となっており、西原

与那原地区の活性化に資するものと評価しており、今

後とも推進していく必要があります。

　次に、甲第20号議案「平成20年度沖縄県中城湾港

（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」につ

いてであります。

　泡瀬地区埋立事業は、本島中部東海岸地域が那覇市

を中心とした西海岸地域への都市機能等の集中により

活力が低下している実情を踏まえ、雇用創出効果のあ

る新たな経済振興策として埠頭や交流施設、ホテル等

の誘客施設を一体的に整備し、地域特性を生かした国

際交流リゾート拠点等の形成を図るものであります。

　現計画は、出島方式の人工島にすることにより干潟

の約80％を残し、人と生物が共存できる人工ビーチの

整備や人工干潟、野鳥園などの新たな環境を創出する

こととされており、環境への配慮も十分行われており

ます。

　また、事業実施に当たっては、学識経験者等で構成

する「環境監視委員会」、「環境保全・創造検討委員

会」が設置されるなど、万全の環境保全対策を講じな

がら慎重に事業が進められております。

　以上のとおり、本事業は開発と環境保全が両立する

ものであり、県は、国・地元沖縄市と連携し早期完成

を図っていくこととしており、沖縄市や中部圏域の活

性化、ひいては県土の均衡ある発展のため、今後とも

推進する必要があります。

　最後に、甲第21号議案「平成20年度沖縄県病院事業

会計予算」についてであります。

　病院事業においては、県民の健康保持に必要な医療

を提供するという使命を果たしていく必要から、県民

へ良質な医療サービスの提供に努めるとともに、民間

で実施困難な高度・特殊医療、救命救急医療及び離島

医療などの政策医療を担い、県民への医療確保のため

その使命と責務を果たしてきております。

　平成20年度予算案は、このような病院事業の使命や

責務を踏まえつつ、厳しい経営状況や国の総医療費抑

制政策などの病院事業を取り巻く経営環境を勘案し、

費用の縮減に重きを置き、収支の改善を目指すことを

目標に編成されております。

　また、病院事業は、地方公営企業として救急医療や

高度・特殊医療などの不採算医療にも適切に対応しな

ければなりません。

　当該医療の収支マイナス分については病院事業で負

担することは困難であることから、制度上、一般会計

からの繰入金が措置されることとなっており、当該繰

入金については、地方公営企業法及び総務省の繰出基

準に基づき適正に措置されているものと考えておりま

す。

　このように厳しい状況がありますが、病院事業にお

いては県民への医療提供体制の確保のため、全国的に

医師不足の中、宮古病院、八重山病院の脳神経外科医

師、八重山病院、北部病院における産婦人科医師の確

保等、医療体制の充実に取り組んでいるところであり

ます。

　また、臨床研修の強化を図るため、平成19年度から

は新たに５年次以上の研修が実施されるなど、医師の

養成に力が注がれております。

　そして、平成18年度からスタートした地方公営企業

法の全部適用のもと、職員の経営意識の向上や諸課題

への迅速かつ柔軟な対応が可能な体制を構築し、収益

性の向上を図るとともに、費用の徹底した節減・合理

化に努めるなど、県立病院としての役割を踏まえつ

つ、より一層経営健全化に向けた取り組みが進められ

ているところであります。

　このように、平成20年度病院事業会計予算は厳しい

経営状況及び経営環境の中で、県民の医療ニーズに適

切にこたえるとともに、経営基盤の強化を図っていく

ために必要な内容となっております。

　以上で「平成20年度沖縄県一般会計予算」等、合わ

せて７件の予算の原案に賛成する立場からの討論を終

わりますが、これらの予算はいずれも極めて重要な内

容であり、議員各位におかれましては何とぞ御理解い

ただき、予算原案に賛成していただきますよう、よろ

しくお願いをいたします。

○議長（仲里利信君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午後２時４分休憩

　　　午後２時４分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○髙嶺　善伸君　議長。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時４分休憩

　　　午後２時７分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより甲第１号議案から甲第23号議案までの採決
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に入ります。

　議題のうち、まず甲第１号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、甲第１号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　休憩いたします。

　　　午後２時８分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　次に、甲第12号議案、甲第14号議案、甲第16号議

案、甲第17号議案及び甲第21号議案の５件を一括して

採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案５件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、甲第12号議案、甲第14号議案、甲第16号議

案、甲第17号議案及び甲第21号議案は、委員長の報告

のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○髙嶺　善伸君　議長、休憩願います。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時10分休憩

　　　午後２時10分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。　

　次に、甲第20号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、甲第20号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　休憩いたします。

　　　午後２時11分休憩

　　　午後２時11分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　次に、甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第13

号議案、甲第15号議案、甲第18号議案、甲第19号議

案、甲第22号議案及び甲第23号議案の16件を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案16件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第

13号議案、甲第15号議案、甲第18号議案、甲第19号議

案、甲第22号議案及び甲第23号議案は、原案のとおり

可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第12　議員提出議案第８

号　国民医療を求める意見書を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　前島明男君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第８号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君　ただいま議題となりました議員提出

議案第８号につきましては、文教厚生委員会の委員等

により協議した結果、議員提出議案として提出するこ

とに意見の一致を見ましたので、提出者を代表して提

案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、国民医療の充実強化について関係要路

に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第８号を朗読いたします。

　　　〔国民医療を求める意見書朗読〕　　　

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第８号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。
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　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　これより議員提出議案第８号

「国民医療を求める意見書」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第８号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第13　議員提出議案第９

号　沖縄修学旅行の推進に関する要請決議を議題とい

たします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　國場幸之助君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第９号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔國場幸之助君登壇〕

○國場　幸之助君　ただいま議題となりました議員提

出議案第９号につきましては、観光振興・新石垣空港

建設促進特別委員会の委員等により協議した結果、議

員提出議案として提出することに意見の一致を見まし

たので、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げ

ます。

　提案理由は、沖縄への修学旅行の推進に関して関係

要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第９号を朗読いたします。

　　　〔沖縄修学旅行の推進に関する要請決議朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第９号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　これより議員提出議案第９号

「沖縄修学旅行の推進に関する要請決議」を採決いた

します。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第９号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　この際、申し上げます。

　次の議題であります議員提出議案第７号「全国会員

大会の沖縄開催に関する支援決議」につきましては、

先ほど當山弘君、当銘勝雄君、喜納昌春君及び玉城義

和君から提出者取り消しの申し出があり、当該取り消

し申し出を承認いたしましたので、御報告いたしま

す。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第14　議員提出議案第７

号　全国会員大会の沖縄開催に関する支援決議を議題

といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第７号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當山眞市君登壇〕

○當山　眞市君　ただいま議題となりました議員提出

議案第７号につきましては、経済労働委員会の委員等

により協議した結果、議員提出議案として提出するこ

とに意見の一致を見ましたので、提出者を代表して提

案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、青年会議所全国会員大会の沖縄開催に

関する支援を呼びかけるためであります。

　次に、議員提出議案第７号を朗読いたします。

　　　〔全国会員大会の沖縄開催に関する支援決議朗

読〕
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　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○前田　政明君　議長、休憩。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後２時27分休憩

　　　午後２時28分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第７号

は、経済労働委員会に付託いたします。

　委員会審査のため、暫時休憩いたします。

　　　午後２時28分休憩

　　　午後３時49分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　休憩前に経済労働委員会に付託いたしました議員提

出議案第７号については、先ほど経済労働委員長か

ら、お手元に配付の委員会審査報告書が提出されまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　この際、お諮りいたします。

　議員提出議案第７号「全国会員大会の沖縄開催に関

する支援決議」を日程に追加し、議題といたしたいと

思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第７号を日程に追加し、議題

とすることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　議員提出議案第７号　全国会

員大会の沖縄開催に関する支援決議を議題といたしま

す。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（決議）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　砂川佳一君登壇〕

○経済労働委員長（砂川佳一君）　ただいま議題とな

りました議員提出議案第７号「全国会員大会の沖縄開

催に関する支援決議」について、委員会における審査

の結果を御報告申し上げます。

　議員提出議案第７号に対しては、採決に先立ち、護

憲ネットワーク、社大・結連合、共産党及び無所属の

委員から反対する旨の意見表明があり、採決の結果、

同議案は、賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

　以上、審査の結果を申し上げましたが、よろしく御

審議のほどをお願い申し上げまして報告を終わりま

す。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入ります。

　本案に対する質疑の通告がありますので、発言を許

します。

　なお、質疑の回数は２回までといたします。

　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　ただいま議題となりました「全国会

員大会の沖縄開催に関する支援決議」につきまして、

幾つか委員長に質疑をさせていただきたいと思いま

す。

　日本青年会議所とはどのような活動をする団体なの

か議論されたのでしょうか。まずお答えをお願いした

いと思います。

　それからインターネットで開きますと、「社団法人

　日本青年会議所」とあります。（資料を掲示）　そ

れで「2008年度の取り組み」ということで、「日本の

アイデンティティ確立に向けての協働運動の展開」

と、そして「この国が「日本らしく」あるため、そし

てそこにすむ人びとが「日本人らしく」あるため、私

たちは国や国民のあるべき姿を提示し、この国を自信

と誇りを持って未来の世代へと引き継いでいくことを

目指します。　国や国民のあるべき姿つまり「日本の

アイデンティティ」を確立し、共有するために2008年

社団法人日本青年会議所は、様々な協働運動を全国各

地の会員会議所と共に取り組んでまいります。」とい

うことを述べて、「憲法に対する国民意識高揚のため

の運動実践」、「国民主権確立運動の実践」、「環境

教育の実践」、そして「倫理・道徳教育の実践」、そ

れから「ＯＭＯＩＹＡＲＩ運動の展開」と、そして私

が注目しましたのは「近現代史教育の実践」というこ

とで、「私たち国民一人ひとりが、この国の歴史に向

き合い学び、地域や国を愛する心を育むために、ＤＶ

Ｄアニメ『誇り』を活用した近現代史教育運動を全国

で展開します。日本人が大切にしてきた文化を大切に

し、それを次の世代に引き継いでいける意識を育むこ

とで、日本のアイデンティティを確立し「気高き日
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本」を創っていきます。」というふうになって、この

「近現代史教育実践委員会」のホームページなどで活

発にやられているみたいですけれども、（資料を掲

示）　その内容についてはどのように御議論になった

のでしょうか。

　それから、今回、この一つの特定の団体の開催をい

わゆる全会一致ではなく、実質的に野党が共同できな

いという状況のもとで、私は議会としてもこういう先

例は好ましくないと思いますけれども、このことにつ

きましてはどのような議論がなされましたのか、大変

でしょうけれども、まずお答えをお願いしたいと思い

ます。

○議長（仲里利信君）　経済労働委員長。

　　　〔経済労働委員長　砂川佳一君登壇〕

○経済労働委員長（砂川佳一君）　青年会議所の性格

等につきましては、議論されてはおりません。

　なぜなら、我々委員会は議長から付託された案件に

ついてでありまして、青年活動の内容等については委

員会では議論はしておりませんが、各委員におかれま

しては、十分周知の上で審査に臨まれているものだと

承知しております。また、青年会議所の目的について

も同様であります。

　ＤＶＤにつきましては、私も見ました。

　内容については主観の違いでしょうか、戦争を賛美

しているものとは思いません。ましてや青年会議所が

つくったことに対して言論の自由を封圧するわけにい

きませんから、これに対する意見については委員会と

しては取り上げなかったのであります。

　この内容については、後でＪＣの皆さんにお願いし

て、必要とあらば観覧してもよろしいかと思います

が、詳しい内容については議論をする必要はないと考

えた次第であります。

　以上。

○議長（仲里利信君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私の質疑に対して委員長もこの主観

的な見解を述べられておりますが、私はやはり今、沖

縄県民のこの願いというのは、あの教科書検定意見を

撤回させる、そして日本軍の強制命令・誘導、あの戦

争のことについてしっかりと今学ぶことが大事だと思

います。

　それで、近現代史の研究ということでＤＶＤアニ

メ、これは私も見る機会がありまして見ました。

　この主な内容は、「「愛する自分の国を守りたい、

そしてアジアの人々を白人から解放したい。日本の戦

いには、いつもその気持ちが根底にあった気がす

る」。靖國神社の鳥居の前で、過去から来た青年がこ

う語ります。「戦後その思いは打ち消され、『悪いの

は日本』という教育がおとなにも子どもにも施され、

しょく罪意識だけが日本人の心に強く焼き付けられて

しまった」と。

　そしてこの語りの中で、「日本は自国を守るために

やむをえず戦争した」、「アジアを解放するための戦

争だった」とこの主張が繰り返されます。

　そしてこういう形で朝鮮半島や台湾について、植民

地支配という言葉もなく、「日本はこれらの国を近代

化するために道路を整備したり、学校を建設した」と

こういうふうに述べています。驚くべきものですが、

従軍慰安婦や強制連行などの加害の事実には一切触れ

ていません。

　このＤＶＤ「誇り」は、さっきありました協働運動

としてこれを近現代史の教育プログラムの教材として

活用しているわけです。それでこのＤＶＤを見せた後

に、子供たちからさまざまな感想を求めるとこういう

形で中学生にこのＤＶＤアニメを見せています。

　これは国会でも指摘をされまして、伊吹前文科大臣

は、私なら使わないというような形でこの村山首相談

話の、いわゆるあの日本の侵略戦争についての謝罪を

含めた形を含めてそういう中身があります。

　それについて委員長は、主観的には見解を述べてお

りますので、私も委員長がそういう戦争賛美でなかっ

たというような御答弁をされておりますから、質疑は

委員長の答弁に対してできるんですね。

　そういうことで、そういう面で私は今、先ほど委員

長がいわゆる戦争賛美に当たらないと、自分は主観的

にはそう思うと言われましたけれども、このＤＶＤア

ニメ「誇り」は、過去の戦争をめぐるそういう日本の

大事なところをやっている。特に日本対アメリカを含

む連合国との戦いを、当時、日本では東アジアの白人

からの解放を大義目的に大東亜戦争と呼んでいたんだ

と。日本は亡国の道を歩むか戦争に突入するか、二つ

に一つの決断が迫られ、アメリカを初めとする連合国

との戦争という苦渋の決断を強いられたと。そういう

面で靖國神社で……

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後４時４分休憩

　　　午後４時５分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○前田　政明君　私は、そういう面で、先ほど委員長

が、これは戦争賛美のアニメじゃないと言われたの

で、私はそうではないと。まさに歴史の事実をゆがめ

る、そういうことを社団法人日本青年会議所の「近現
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代史教育の実践」というふうにＤＶＤアニメ「誇り」

は語っております。

　そういう意味のこの団体を、いわゆるそれぞれ議論

をしなかった、知らなかったからといって、この県議

会でこういうような全会一致でもない方向で強行する

ことは、これはあしき前例を残すものであり、やはり

好ましくないと思いますけれども、委員長はいかがお

考えでしょうか。

　よろしく明快に御答弁をお願いします。（発言する

者多し）

○議長（仲里利信君）　経済労働委員長。

　静粛に願います。

　　　〔経済労働委員長　砂川佳一君登壇〕

○経済労働委員長（砂川佳一君）　質疑の、近代史に

関するＤＶＤの内容については、当初申し上げたとお

り、当委員会では付託された陳情の内容の範囲内で審

査いたしましたので、答弁は差し控えさせていただき

ます。

　ただ、意見・討論につきましては、後ほどやって構

いませんが、答弁は控えさせてください。

○議長（仲里利信君）　これをもって質疑を終結いた

します。

　これより討論に入ります。

　議員提出議案第７号に対する討論の通告があります

ので、順次発言を許します。

　外間久子君。

　　　〔外間久子君登壇〕

○外間　久子君　討論に入る前に一言申し述べたいと

思います。

　特定団体の大会を県議会が支援決議で賛否を問うと

いう異常事態が今回起きています。

　経済労働委員会で明らかにされたように、沖縄では

毎年いろんな団体が大会・集会を開いておりますが、

今回のようなことは初めてです。那覇市議会でも提案

されましたが、議会にはなじまないとして、各会派が

一致して議会にかけないとの結論に至りました。

　日本青年会議所が教科書問題や基地問題がクローズ

アップしているこの時期に、県議会の歴史で初めて県

議会になじまない支援決議なるものを持ち込むのか、

それ自体異常であり、別の意図を感じずにはおれませ

ん。

　以上、申し上げまして討論に入りたいと思います。

　私は、日本共産党県議団を代表いたしまして、社団

法人日本青年会議所「全国会員大会の沖縄開催に関す

る支援決議」に反対する討論を行います。

　社団法人日本青年会議所のホームページによります

と、「2008年度協働運動・連携推進運動のご案内」で

は、社団法人日本青年会議所2008年度の取り組みは、

「日本のアイデンティティ確立に向けての協働運動の

展開」として、「この国が「日本らしく」あるため、

そしてそこにすむ人びとが「日本人らしく」あるた

め、私たちは国や国民のあるべき姿を提示し、この国

を自信と誇りを持って未来の世代へと引き継いでいく

ことを目指します。　国や国民のあるべき姿つまり

「日本のアイデンティティ」を確立し、共有するため

に2008年社団法人日本青年会議所は、様々な協働運動

を全国各地の会員会議所と共に取り組んでまいりま

す。」として、そして、「近現代史教育の実践」とし

て、「私たち国民一人ひとりが、この国の歴史に向き

合い学び、地域や国を愛する心を育むために、ＤＶＤ

アニメ『誇り』を活用した近現代史教育運動を全国で

展開します。日本人が大切にしてきた文化を大切に

し、それを次の世代に引き継いでいける意識を育むこ

とで、日本のアイデンティティを確立し「気高い日

本」を創っていきます。」と、活動方針は述べており

ます。

　ところで、日本青年会議所が作成したＤＶＤアニメ

「誇り」については、日本共産党の石井郁子議員が

2007年５月17日の衆院教育再生特別委員会で取り上げ

ましたが、その内容は、日本の侵略戦争と植民地支配

を正当化する驚くべき内容となっております。

　ＤＶＤ「誇り」は、日本青年会議所が地方青年会議

所との協働運動として進めている「近現代史教育プロ

グラム」の教材です。同プログラムでは、学校の総合

学習などで中学生にこのＤＶＤを見せた後、会議所の

メンバーがコーディネーターになって詳しい説明を加

えながら討論をさせ、日本を守るためには戦争をする

しかなかったのではないか、日本が自分の国を守るた

めに戦争したなんて初めて知りましたなどとの感想を

子供たちから引き出しています。

　アニメ「誇り」が語る主な内容は、「愛する自分の

国を守りたい、そして、アジアの人々を白人から解放

したい。日本の戦いには、いつもその気持ちが根底に

あった気がする」と。日本対アメリカを含む連合国軍

との戦いを、当時日本では東アジアの白人からの解放

を大義目的に大東亜戦争と呼んでいたんだと。日本

は、亡国の道を歩むか、戦争に突入するか二つに一つ

の決断を迫られ、アメリカを初めとする連合国軍との

戦争という苦渋の決断を強いられたと、対米戦争をこ

う説明しています。

　アニメを使って子供の心に靖國神社の戦争観、日本

の戦争はアジアの解放のためだったという戦争観を中
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学生に教え込むためのプログラムになっております。

　また、過去の戦争への反省とおわびを述べた1995年

の「村山談話」など、政府の基本的立場から逸脱し、

日中、対米戦争を自衛の戦争、アジア解放の戦争と美

化し弁護をしております。

　国会では、伊吹前文部科学大臣は、教材として使

う、使わないは各学校の判断だと。私が校長であれば

使わないと、こう述べるほどの内容となっておりま

す。

　このように、日本青年会議所が作成したＤＶＤ靖國

アニメ「誇り」は、日本の侵略戦争を美化する特異な

戦争観を子供たちに教え込むものになるため、全国的

に大変大きな批判の声が広がりました。その結果、

2007年６月20日、日本青年会議所は、国民の批判の広

がりの中、文科省との委託契約を辞退することを表明

いたしました。

　日本青年会議所の作成したＤＶＤ「誇り」は、靖國

神社と同じ歴史観、日本の侵略戦争と植民地支配等を

正当化して美化する内容となっております。

　教科書検定問題において、沖縄県民の願いである教

科書検定意見撤回の運動を妨害している勢力が靖國派

であることは、この間の国会質問でも明らかにされて

います。

　この沖縄県民の願いである「日本軍の強制による集

団強制死・集団自決の教科書検定意見を撤回せよ」と

の教科書検定問題はまだ解決されておりません。

　日本共産党県議団は、日本の侵略戦争と植民地支配

を正当化することを「近現代史教育の実践」として国

民運動にする団体・日本青年会議所の「全国会員大会

の沖縄開催に関する支援決議」に反対するものであり

ます。

　日本共産党県議団は、教科書検定意見撤回と沖縄戦

の記述の回復を目指して、県民の皆さんと力を合わせ

て奮闘する決意を表明して、「全国会員大会の沖縄開

催に関する支援決議」に反対する討論を終わります。

　ひとつよろしく御賛同いただきたいと思います。

○議長（仲里利信君）　國場幸之助君。

　　　〔國場幸之助君登壇〕

○國場　幸之助君　議員提出議案第７号「全国会員大

会の沖縄開催に関する支援決議」に賛成する立場から

討論を行います。

　青年会議所は、米国ミズーリ州のセントルイスの小

さな青年社会活動から生まれ、全米、そして世界じゅ

うに広がった世界最大の青年組織です。

　青年会議所のＯＢには、アメリカ合衆国前大統領の

ビル・クリントンやジョン・フィッツジェラルド・ケ

ネディ、第７代国連事務総長のコフィー・アナン、そ

して環境啓発活動が評価され、昨年ノーベル平和賞を

受賞したアル・ゴアなどもいます。

　日本国内でも小渕恵三元総理や菅直人民主党代表代

行を初め、党派を超えた多くの国会議員や地方議員が

ＯＢとして名を連ね、沖縄県議会におきましても、砂

川経済労働委員長、小渡土木委員長、岸本県議、佐喜

真県議等、県勢発展の先頭に立つ有能な政治家を生み

続けております。賛同のほどよろしくお願いします。

　もちろん政界だけではなく、青年会議所時代に自己

研さんと地方づくり、地域づくりに汗と涙と労苦をさ

さげてきた多種多彩なＪＣ卒業生は、経済界を中心に

文化界、教育界、宗教界、芸能界等、各界各層で活躍

をしております。

　なぜ、かくも多くの世界じゅうの若者の心をとらえ

数多くの人材を輩出することができるのか。

　それは、ＪＣの活動のベースが「個人の修練」、

「社会への奉仕」、そして「世界との友情」を信条と

し、国籍、人種、性別、職業、肩書、宗教等が一切関

係なく、一人の地球市民として明るい豊かな社会の実

現のためにどれだけ精進することができるのかという

志と実践こそが究極的には問われる組織であるからで

す。

　日本全国には711の青年会議所があり、約４万人の

会員がいると言われております。それぞれの会議所で

人間力の向上と社会貢献を両立させながら地域の活性

化を図るという取り組みがなされております。人間社

会のきずなを取り戻し、地域のローカルコミュニ

ティーの再生なくして日本の再生はありません。

　また、近年は公開討論会の開催やマニフェスト選挙

の普及等、さまざまな活動を展開中でありますが、Ｊ

Ｃの綱領や宣言、そして活動の実態を見れば明白であ

りますが、基本的に進歩主義的かつキリスト教の博愛

主義に根差したリベラルな集団で、百家争鳴の議論を

歓迎する包容力のある組織空間を維持しております。

だからこそこれだけの歴史と伝統を築き上げ、各地

域、そして世界じゅうで次世代の指導者を養成する機

関として期待も高まっているのです。

　このような問題意識を持ち、実践と数々の実績を積

み重ねてきた20歳から40歳までの青年が2009年10月、

社団法人日本青年会議所第58回全国会員大会沖縄那覇

大会開催に際し、全国から約２万人の若手経営者を中

心とした会員が沖縄を訪問することになります。

　全国大会の沖縄開催は２年前に決まりましたが、Ｊ

Ｃが全国会員大会の沖縄誘致を掲げたのは1994年、今

から14年も前のことです。1998年にも立候補の表明を
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しましたが、決選投票の結果、僅差で涙をのんだこと

もあります。

　先人たちの思いと志を歴代の会員はしっかりと継承

し、2005年、再び壮絶な誘致合戦が全国を舞台に繰り

広げられておりましたが、沖縄の多くの青年指導者が

力を合わせ心を一つにし、沖縄開催を見事獲得するこ

とができました。

　その原動力は一つの思いです。

　万国津梁の国の末裔としての誇りを胸に抱きなが

ら、ユイマールというウチナーの精神文化を大切に

し、この沖縄の地から恒久的な世界平和を訴え実現し

たい、この熱い思いでございます。

　全国大会の本県での開催は、参加者の沖縄訪問によ

る約27億円の経済効果や、観光客1000万人構想に向け

ての起爆剤、企業誘致の後押しと自立経済の確立、日

米地位協定の改定を含む沖縄が抱えるさまざまな問題

を全国の課題へと提言でき、そして全国規模の大会の

中でも最大級のコンベンションを開催することによ

り、地域力向上はもとより沖縄の人材育成につながる

等、さまざまな分野への効果も期待されております。

　同時に、とても大切な哲学が全国大会開催の理念に

は凝縮されております。

　世界平和に欠かせない相手の立場に自分自身を置き

かえ、お互いを受け入れることができる思いやり運動

を推進する一つとして、地域性を生かしたユイマール

の精神を全国民の胸に響かせたい。すべての市民が思

いやりを共通の価値観として持つことにより、世界の

繁栄と友好を担う万国津梁の国へとつなげていきた

い。

　私は、この気高き理念を沖縄の青年が本気で掲げて

実現を目指しているとき、県議会ができる限りのバッ

クアップをすることが次世代に対する責任であり、議

員たる者の使命であると考えております。（発言する

者あり）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

○國場　幸之助君　青年の顔を見ればその国の将来が

わかる、中華人民共和国の初代首相・周恩来の言葉で

あります。

　本日は、日本青年会議所の安里副会頭や、那覇青年

会議所の奥村理事長ほか青年会議所の多くの会員が県

議会の傍聴席に来ております。彼らの精悍な顔だちと

将来を見据える真剣なまなざしを見れば、沖縄も捨て

たものではないと実感するはずです。

　2009年10月15日から18日までの４日間、全国から約

２万人の青年指導者がこの沖縄の大地に立ちます。

　あすの沖縄、将来の日本をつくるのは青年でござい

ます。我々の次の世代、またその次の世代のために

も、第58回日本青年会議所全国会員大会の沖縄開催に

県議会が最大限御支援をいただき、議員諸兄が御理解

を賜りますよう、心よりお願いを申し上げまして賛成

討論とさせていただきます。

　よろしくお願いします。（発言する者多し）

○議長（仲里利信君）　静粛に願います。

　以上で通告による討論は終わりました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午後４時24分休憩

　　　午後４時25分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

○喜納　昌春君　議長。

○議長（仲里利信君）　休憩いたします。

　　　午後４時25分休憩

　　　午後４時25分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これより議員提出議案第７号「全国会員大会の沖縄

開催に関する支援決議」を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、議員提出議案第７号は、委員長の報告のと

おり可決されました。

　休憩いたします。

　　　午後４時25分休憩

　　　午後４時26分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　日程第15　陳情３件を議題といたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　安里　進君登壇〕

○総務企画委員長（安里　進君）　ただいま議題とな

りました陳情３件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。
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○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情３件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第16　陳情12件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働副委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働副委員長　當山眞市君登壇〕

○経済労働副委員長（當山眞市君）　ただいま議題と

なりました陳情12件につきましては、慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午後４時28分休憩

　　　午後４時28分再開

○議長（仲里利信君）　再開いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情12件の

採決に入ります。

　まず、委員会において全会一致で採決されました陳

情11件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情11件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情11件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　次に、陳情第29号を採決いた

します。

　本陳情に対する委員長の報告は、採択であります。

　お諮りいたします。

　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに賛成

の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（仲里利信君）　起立多数であります。

　よって、陳情第29号は、委員長の報告のとおり採択

することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第17　陳情16件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　前島明男君登壇〕

○文教厚生委員長（前島明男君）　ただいま議題とな

りました陳情16件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情16件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情16件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。
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　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第18　陳情８件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　少子・高齢対策特別委員長。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔少子・高齢対策特別委員長　租田勝廣君登壇〕

○少子・高齢対策特別委員長（ 田勝廣君）　ただい

ま議題となりました陳情８件につきましては、慎重に

審査いたしました結果、お手元に配付してあります審

査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしまし

た。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（仲里利信君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情８件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情８件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　日程第19　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（仲里利信君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり、閉会中の継続審査に

付することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（仲里利信君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり、閉会中の継

続審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（仲里利信君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　今定例会は、今後、臨時会が招集されない限り、私

どもにとりまして任期最後の議会となりますので、本

日の会議を閉じるに当たり一言ごあいさつを申し上げ

ます。

　平成16年６月、内外の厳しい社会経済情勢の中、私

どもが県民の負託を受けて県政に参画して以来、早く

も４年の歳月が過ぎ去ろうとしており、まことに感慨

深いものがあります。

　顧みまするに、この４年間は国と地方をめぐる三位

一体の改革や市町村合併、道州制の議論、議会のあり

方を含めた新たな地方自治制度の改革など、幅広い検

討が行われるとともに、本県においては若年層を中心

とする雇用失業情勢は依然として厳しく、加えて米軍

基地に起因する事件・事故の相次ぐ発生は県民に大き

な不安を与えました。

　そのような情勢の中、県議会が県民意思を代表する

機関として県政の重要課題解決のため真摯に議論を闘

わし、執行部に対して政策提言を行う一方、時宜に応

じて意見書等を議決し関係要路へ要請行動を積極的に

行ったことは、県民の高い評価と支持を得たものと存

じます。

　中でも、昨年２度にわたり意見書を可決して要請行

動を展開した「教科書検定問題」への対応は、多くの

県民の賛同を得たものと思います。また、議員提出政

策条例として「しまくとぅばの日に関する条例」を制

定できましたことは、本県の持つ豊かで広がりのある

文化を次世代へ継承する契機になったものと確信する

ものであります。

　沖縄振興計画が後期を迎えた現在、自立型経済の構

築、雇用の創出、米軍基地の再編問題等、県政の重要

課題については次の任期に持ち越すことになります

が、平和で安らぎと活力のある沖縄県の実現に努める

ことが私どもに課された重大な責務であることを深く

認識し、今後とも議員各位の英知を結集して県民の負

託に的確にこたえられるよう最善の努力を傾注してま

いりたいと思います。

　なお、今任期を最後に勇退される方々には、まこと

に惜別の念を禁じ得ませんが、在任中の御活躍と御功

績に対し深甚なる敬意と謝意を表するとともに、今後

とも御自重、御自愛の上、県勢発展のため、なおお力

添えを賜りますようお願いを申し上げます。
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　また、次期選挙に出馬をされる方々には、見事当選

の栄に浴され、再びこの議場で相まみえ、本県の直面

する諸課題の解決に向けて御活躍されますよう御祈念

申し上げるものであります。

　ここに、任期最後の定例会を閉じるに当たり、議員

各位の御健康と御多幸を心から念ずるとともに、議員

各位の御協力と御支援により大過なく議長としての職

責を果たすことができましたことに改めて心から感謝

を申し上げます。

　まことにありがとうございました。（拍手）

　今期定例会における議会活動状況は、後ほど文書を

もって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成20年第１回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午後４時36分閉会
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